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まえがき

われわれ共同１J｢究ｲ''''''1の何人かが初めて鯨|玉|の士を踏んだのは、1987年の

あの暑い夏のことだった。「６．２９LLL三iﾐ化宣言」後、激噌した労働争議は、８

月に入って一段とその勢いを力１１速しつつあった。とくに８)１１５１]の杣民地か

らの解放の記念|]以後、最ＭＩＩ期を迎えることになった。そんなある']の夕方、

||]総督府の雄物に突き当るソウルの'1宗路でマイクロバスを待っていた一同

を、どこかに炊き溜まっていたＩｌｉｌ派ﾘ111の残')ガスが－lllliの風にのって襲って

きた。溢れ''１，る涙を振り払いながら兄_しげた夕幕れの空に、星条放が兄えた。

そこはアメリカ大使館iiiiであり、その裏に|]本大使館が隠れるようにその届

を定めているのだった。

この初の訪林は、案|人1をリ|き受けて下さった成均館大学校の卓煕俊教授が

まだ法政大学の客員教授をされていた時から立てていたスケジュールだった

のだが、それがわれわれの最大のUAI心事の激発時に実現したのは、なにかの

必然の誘いがあったように思えてならない。

そこで展|汁Ｉしていたのは、抑IIillされがちだった賃上げなどの労１，１条件の急

薑崎Ｉだけではなかった。官製の労仙協議会と変わらぬようなお仕着せjill谷の

排除、民主化iilll谷の承認・新設、人'''1扱いするような人二}い労務符1111、さら

に経営公開、経尚参ｶl1の鋭い要求の提Ⅱ1,が、とりわけわれわれの注'三｢を惹い

た。

こうして、「民主化宣言」後のz}「態は、大統(il((､11:接選挙など政治のIXj主化

にllZまらず、当然のように社会と経済の民主化の山jWIりな進行を州くことに

なった。未'11;'ｲｲの労働迎jUjの活性化は、企業絲営のあ')〃に変革を迫っただ

けでなく、朧業経済の発展力lfT1全体をも変ｊＩＩ１ｉさせずにはおかないはずである。

その時のわれわれの視察のｌｆｌｊ象は多少記しておいたが、こうした現地経験の

なかで、われわれのなかに本書のテーマにつながるような榊想が少しずつ形

をなしてきたのではないか、と思われる。

しかし、そのiiii提として「民主化宣:言」以iiiiの肺|玉|における経済発展の変
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遷とそのなかで41二起した労Iilllll腿に対するわれわれの認識は、」1記した｣;〔教

授にiiうところが大きい。卓教授には、東京大学社会科学研究所の戸塚秀夫

教授の紹介を経て、1986ｲﾄﾞ後jOlから87ｲliiiiilUlにかけて、法政大学経済学部の

客員教授をi)|き受けていただいた。そして学部と大学院の授業を仙当してい

ただいたが、とくに大学院では、輔国の経済発展と労働法Ilillをテーマとして

講義していただき、われわれだけでなく、粉:二'２の学外者にも力Ⅱわってもらっ

て、討論を行う機会も持った。そのＩｊＭＬは、本書でもり|川するように、当比

較経済研究所の所内資料としてまとめられている。

なにしろ卓教授は、青ｲﾄﾞ時代に柿|玉|としては初の労働法典のllllL〔案作成に係

わられたのをはじめ、ある時は政府、またある時は労使双力のアドヴァイ

ザーとして、時にはジャーナリストなどとしてもi舌蹴されてきた。しかも、

全斗煥政権への!|i云換時のDMI滴によって、８０～84ｲliには大学教授などの一切の

公職からパージされた苔Ｉitも絲験されている。それだけに、教授の講義は鋭

利だっただけでなく、ＩｉＷさMliえ、伽Ⅱ|のようにわれわれは強い感動を覚

え、肺|正|のりil実に少しずつ|限を|Ⅲ|かれていったように`uAわれる。

さらに「民主化宣言」ｉiii後からは|正|乢迎､j１本Wljのリーダーの一人であり、

87年の労働法改定後には大学のllMiを剛iれて、鮒lJil初の労使'''１題ｲEF意ｲ''１裁|ﾒｶ議

会長に就任され、われわれの研究対象の一人ともなっておられる。本書にま

とめたi)|｢究成采は、おのずと教授の講義からだいぶ離れた地点に到達してし

まったはずだが、はたして教授の大きな掌からどれだけ脱しえたかが'''1われ

ることになるのだ、と`U､う゜

われわれの共同研究は、その後、韓|Ⅲl1i11究肌ＩｊｉｌⅡ1家の参力Ⅱもえて、準iWi段

階を含めて1988～90年度に法政入学比較絲済ｲﾘI:究所の林|玉|プロジェクトとし

て本格的に行われることになった。その''１１，３ｲliIIl1にわたり文部街科学研究

費が与えられ、文献資料の蒐集・盤I1l1、統計分析、主要文献の翻訳などの作

業をﾈili強することができた。さらに、労１１ﾘl省・)ｉＭｌ促進二'1業'１１１，１１本産業榊

造研究所などの委託研究によって、８９ｲ|i夏、９０ｲl三春と夏の３度にわたって現

地調森を行うことができた。）1例ｲﾘ｢究会の報ｲIiのほか、とくに文献資料の蒐

集やりil地調査には、卓教授、林元灘ソウル大学校名誉教授、末芳墜匡|会審議

官をはじめ、実に多くの力々にお世話になった。なお、プロジェクト全体と
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して、比較経済ｉｉ)|:究所所焚平|[|喜彦教授、二|｢務のTlj川雅子さんをはじめ、石

橘〕i(子、寺111幸7-の皆さんにも、いろいろljlﾙﾉjしていただいた。

なお、プロジェクトのメンバーには、今lillの執華肴のほか、上記の戸塚教

授をはじめ、信州大学の金111雪女史、東大大学院化の金三洙・金錆ＪＩＬのiii君、

総合労働研究所の高弧裕彦沿、呪ｲIiソウル留学１１'の横|]1↑11Ｉ子さんなどにも参

加してもらった。

さらに、本書の般終執豐iYはこれまでの川ﾀﾞ'１｛iH究会などでの報告と討論や現

地調査などの結采を踏まえて14名の執筆メンバーが分担したが、第１楠は執

豊iYスタイルだけ統一し、内容については第１柵をめぐってできるだけ広く共

lnI討議し、その結采を蹄まえて各|]が仕_上げるような方法をとった。ただし、

最終執筆段階で２名のメンバーがソウルにW伸したり、あるいは急病で手術

を受けるなどのアクシデントも発２１北たので、第１稲をめぐる共同討議が行

われず、iWlL211Y稀と編判の討議だけで済ませた部分もある。

それらの討議は、I1ll論的には、社会科学上われわれが1111ﾙﾉ|（してきた諸概念

の神通性にもとづくことになったが、林睡|が訴える識Zli笑との緊張ＩｌＭ係を通

して、普遍｢1りなはずの識概念をよ')'１今lLkすることになった。

こうして、できるだけ一lLlした形式と内容をIilliえるように各自努力したが、

各章はあくまで執筆メンバーの作Ｉ１ｉｉ１ｌにほかならないので、｜]次にその執筆分

担をIﾘ1記した。つねに共|両ｌ１ｌＩ:究のhMLをまとめ_上げることは至難の業なのだ

が、今lIlは、特】'１、専lmlあるいはデイシプリンを異にするメンバーが多かっ

たので、執譽iY稀には`U､わぬ負担をかけることになったと思う。

また、法政大学IIj版局の』|リ||俊彦氏にもなにかとご配慮いただいたが、と

くに本書の命名にはプロらしいkI1jilxをしぼってもらった。さらに、各竜の引

)１１文i秋・資料は篇ごとにまとめ直したが、その作業には、メンバーの川'二1智

彦君のほか、小林ゼミの揃習生にも手伝ってもらった。

こうして本譜は多くの人々のいろいろなljllﾉ｣でH1,米_上がった。編若として

心からお礼を'|'し上げておきたい。

1991年８月151]

法政大学多摩キャンパスにて編我
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序章課題と構成

１課題と方法一ﾘﾄ|発独裁のポリティカル・エコノミー

（１）開発独裁下の経済発展

鰍国の経済開発と労使関係、そしてiii者の|對連を、「|ﾘﾄ１発独裁」の脈史的

展開のなかで解lﾘＩしてみよう、というのが本書のテーマである。「計凹と政

策」を副題にしたのもそのためである。

すでに、糠'五|の経済発展は、政策協線としてはともかく、輸入代替型工業

化から輸出主導型Ｉ業化に急展|ｻﾄＩすると|可時に、大|幅に外資に依存しつつ、

急速に蝉工業化から重化学工業化に転換し、そして現在、先進|玉|剛の経済ＩＬ１

由化やハイテク産業化などに桃ｌｌｉｋしていることは、広く知られている。しか

も、対外債務の累増に悩んでいたのが、1980イド代半ばには貿易収支を均衡さ

せたどころか、急激に鼎字|正|に変身し、対外直接投資を累墹させつつあるこ

とも、国際的に注['されてきている。

しかし、こうした急激な経済発展は、１１iに新古典派風のにｌｌｌｌな市場経済の

展開にもとづいていただけでは到底達成できなかっただろう。この全過程で

はないまでも、少なくとも朴正照政権の統治下にあった60,70年代は、まさ

しく「開発独裁」によって主導された、とみなければならないだろう。した

がって、こうした経済発展をその成果だけからみるのではなく、主体的な政

策行動のダイナミックスとして考察するためには、経済開発政策というニュ

アンスを重視しなければならない．とすれば、第４次までつづいた「経済開

発５カ年計剛」という名称が8OIIﾐ代に入ると「経済社会発展５がﾄﾞ計ulj」に

改められた意l1jkも、客観的に||Ⅱわれねばならないだろう。
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（２）権威主義概念とその適用

ところで、「|ﾘﾄ1発jiMIi」というコンセプトは、スハルトのインドネシア、

マルコスのフィリピン、リー・クアン・ユーのシンガポール、そして朴正煕

の糠ｌＥ１などに当てはめられているが、それはほぼ次のように理解される。こ

うした開発途上国の経済発展には強力な政椛の安定とそのイニシアティブが

絶対必要であり、それを'11なうような政治への民衆の参力Ⅱや運動をＩｌｊ１川する

圧政が正当化される体Ilill、ということである。

だが、この程度の規定では、１１｢心の独裁という政WL1樅ﾉﾉの性質や経済構造

などが1ﾘ1雌にならない。分析概念としてあま')にlli純だ、ということになり

かねない。二'１実、ラテンアメリカ政ifL1の研究肴からは、「政治体ＩＩｉｌ１の定義」

として、より「厳辮」な「権威主義体Ilill」概念が提示され、さらにラテンア

メリカの現状を蹄まえた「よ'）1丁位のサブタイプ」が解lﾘ1されている（１１１川

[1983])。

権威主義（Authoritarianism）といえば、ネlllとか国家などの外在的な権威

がｲllil人の意志を社会的に文配しているとする倫川学説上の概念でもあるよう

だが、なにかの威ﾉﾉで他人をllM従させて｢１分を誇示した')、弱い者いじめの

ように、またliillI制こそうした威ﾉ｣に盲従したりするような態度や行動として、

あるいはそうした社会】il象の兄方として、iiulmの)lliMiにもなっている。だか

ら、多少紛らわしいが、｜両|じ非LRi主(1<)な体Ilillでも今体主義とは異なる政治体

制として解IﾘＩするために、この概念が)(illlll1された（リンス［1964])。それに

民主主義体IIillとの比較をjlllえて特徴づけると、表0-1-ｌのようにまとめられ

る。

要するに、権威主義体柵１１というのは、(1)リーダーはカリスマのようなｲⅢ人

的資質にもとづくのではなく、伝統的な－したがって子11111可能な－支配

力を持っているに過ぎない。(2)支配のAMAも、洗練された体系的な反民主主

義というのではなく、統谷とか協調とかといったl11j紺的な|ﾉﾘ容が特徴となる。

(3)政治構造としては、一応、多元化しているが、｜ｌ(定された佃|人や集団が政

策主体化しているに|こまる。(4)政策形成の手続きは、前衛党の決定によるの

でも、法律主義でもなく、伝統的であいまいなパターンに従っている。(5)民

衆の政治参加は、自発｢1<｣参lllが奨励されているわけでも、積極的に動員され、
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表0-1-1権威主義・全体jﾐ義・lllj主jﾐ義の体IIjll比較

椛威ｌｉ義体ＩＩｉＩｌ

(入統(1<)な支配にもと

づくようなⅡ馴染''’

１１１i緒'1<｣で、あいまい

なメンタリテイ

認可され、限Ｍした

(Ⅲ人と集lIll（lUl定｢1<ｊ

多元化）

ｲ《lﾘ1111！(だが、伝統(l(」

パターン

氏とiiij：誰作Ilill

hL主(1<)に選'１１された

政WL1エリート

''''１人やＩＩＢ|々の柴lIlの

l1llllなＡＭＡ

Ｉｌｌｂｌ人や(F意111Ｍの;＃

集団（多元化）

全体主義体Ilill

刀能の溢質を持った

ようなカリスマ

iiii術党にilI1I1iされた

体系的)又民主三ｉｉ義

ｌｌＩｌｉ－のiiii衛的政党

折標

(1)リーダーシッ

プ｡

(2)イデオロギー

(3)政策形成にか

かわる主体

法律による規定（テ

クノクラートの誘

禅）

[1発(1<｣参l111とその災

I肋

iiii術党脂導部の決定(4)政策形成の手

続き

'''11王(1<｣だが、パター

ナリズムなどによる

抱き込みも

(5)h&衆の政in参

Dll

宣伝・独力あるいは

熱狂による械柳1<)動

乢liilYI化のりjiIlil，

注）恒川［1983]、篠ｌｊｉｉ［1986］などを参１１<(した。

同質化が強IIillされるわけでもなく、１１！(して抑圧的だが、パターナリズムなど

によって職能団体などを皿して統合される場合もある。

このように、権威主義体IliIIは一般に佃1人主義にもとづくTlj民社会が形成さ

れることなく、その意味で社会柵造が未発達な状況で成立するとみてよい。

本書では、この概念を前提として、テーマである経済|州発計山の作成と経済

政策や労使関係政策の腱'1}|を分析していく。

すでに、この概念の韓|正|やll1lJilへの適川については検討されているが（又

[1987]、人Ⅱ］［1990])、そうした作業を本譜:今lillNとしてIﾘﾋﾞ|アホ的に行う余裕は

ないまでも、必要に応じて触れることになるだろう。それと|可時に、椛威主

義体Ilillの成立一展'1}１－転換を仮設として念頭にii'(きながら歴史的分析を進め

ていくことになるだろう。

（３）開発独裁の基盤としての労使関係

前述のように、椛威主義体Ilillは、政治柵造として一応多元化しており、限

定されたIlH1人や集団が政筑主体にかかわると|可時に、乢衆は概して政ifl参力Ⅱ

から疎外され、パターナリズムのもとでlIMWiEN1体などを通して部分的に統谷

されるに過ぎない、と(反設されている。そのなかで、労働illl谷や労働者はい

かに位置づけられるか。総じて労使|jM係全体がいかなる位iiIiを占めるか。そ

こにこそ、権威主義体制の、したがってまた「|Ⅱ1発独裁」の本質、さらにiiii
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図0-1-1政治・総済・社会の関迎

政沿 iljjル
経済椛力

社会
文化

図0-1-3経済発展の３次元榊造図0-1-2政WL1発展の３次元柵造

】
８
Ｃ

Ｄ
Ｂ
Ｂ

〃

I|'立て）

述した成立一展|Ⅲ'一転換の要点が'ﾘl示されるのではないか。なぜなら、絲済

|)｜１発の展|＃１そのものを実体として''1うのは労使関係にほかならず、そのもと

で経営肴も労IliIilll合も労IlIil者もまた位ii1ilづけられることになるからである。

しかも、労使関係という社会ⅢIi級｢'りな人'''１関係ともなれば、すでに触れたよ

うな－'五|の社会枇造の発達状況がiii糊･にその朴|貌をのぞかせることにもなる

のである。

以一'二のとおり、本諜のテーマは、図0-1-’のような政ifi・経済．社会の|』Ａｌ

連をｌＩＩｌう方法で、その膝史的変化が分析されることになる。そしてまた、図

0-1-2,3のような指標を基準として、柿睡|の政治発展と経済発展の重要な

{ｌｌＩｌ面が、したがってまたポリティカル・エコノミーとしての経済政策．労使

関係政策も、総括的に評(illiされることになるだろう。
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２本書の榊成

本書が設定した課題と力法を大づかみに述べてみると、前述のようになる

が、本書の課題が淵．:細'１にいかに展|州されるか、その概略を記しておこう。

（１）韓国の工業化と政治体制

第１篇では、総論的に、ｊｌ(１１１国の]二業化とそれを椎逃した政治体Ｉｌｉｌｌを、｜司際

的祝111rから位iilけけ、その意味をlﾘIらかにする。戦後、発展途上洲国の経済

'1M発の進め方をめぐってはこれまで数多の論争が展'１Nされてきたが、l970fli

代後半以降、ＮＩＣＳ、ついでアジアＮＩＥＳの発股が注目されるなかで、糠国

モデルは時代の繩児となった槻がある。だが、肺匡|]:業化の１１１１$史(1り経験から

｢|己のイデオロギー図式に都合の良い部分だけをつまみ喰いするような「分

析」が横行するなかで、その全体像をとらえ、位置づけることが求められて

いるといえよう。

まず第１章で、視野を広くとって、｜h界安本主義の願史的発展のなかに第

２次大戦後の榊国]:業化を位置づけようとする。とくにその'正|家の'１J期計画

が主導した輪''１，指lhlI業化、さらにそれに11iねて追求されたIIi化学兀業化の

モデルの雁史ｌ１り地Ill1的意味が政治総済学的に１１１１われる。そのうえで輪111,指lhl

vs輸入代替論争について一不｢が役ぜられる゜ついで、第２章では、二つの

石油危機から受けた打撃の大きさにもかかわらず、称|玉1が成奨の縦牲を最小

lUilにおさえる榊造調整に成功したことに無点が当てられ、長)011鋼発llUilHバモデ

ルとして形成された柿|正|モデルが、成li;指lhl榊造調整モデルとして読み直さ

れた|)ﾄ１発継済学における|正11鱗的議論の跡がフォローされる。そして柿|玉|とラ

テンアメリカ洲玉|の榊造調雛が政策体系を異にし、かつその結果が1ﾘllWfを分

けた班１１１に|玉1内的|正|際的な政治的iiii提条件があることがIﾘ1らかにされる。

さらに、第３、４章では、「|刑発独裁」としての朴jli煕政椎が採Ｉ)上げら

れる。しゃにむに経済|ｻﾄ１発を推し進める政莱主体であった朴政権の政洲１，性

格の解明は、経済Wﾄ１発と労使関係の分析のために不可欠であ')、本書全体の

支柱となっている。｜玉1家をアクターとして設定し、その「自律`性」「能力」
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に着|=Ｉする政治学のステイティスト・アプローチを批判｢l<)に摂取して、「反共

国家」の枠iIllのなかにili統性のＩ隻得のためにlElIXjの意思を|ﾘ11(収し反映する形

で経済|Ⅲ１発をjIillみこみ、推進した椛威三ii義的な朴政椎の姿が拙き}'1,される。

また、その朴体IIillが、政ifl文化の変雰と７u製を背景とした椛力柵造と政治ＩＩｉ１ｌ

度の決定的な乖１Ｍ帷から危機に'１１ると、よ')強椛(1<」を維新体IIillへと移行し、さ

らには行きづまった、政治Ilill度の榊成1%11111そのもののlliZ《換に行きつくことが

lﾘ|らかにきれる。

（２）経済開発過程の統計分析

第２筋では、節３，４篇のいわば前段として、３０年近くに及ぶ経済開発過

瀧を統計的に分析することを訓他としている。ただし、ある意味ではどこの

llilの統計資料もそうであるように、ある机のバイアスから決して日}'1ではな

い。とくに〕|(ﾎﾟ国の場合は、宮１１:統計に多くを依ｲ「しなければならないので、

まさに「開発独裁」そのものによるバイアスが避け911＃いのかMl1れない。し

かし、この鮒ではあまり細部にわたる分析はできるだけl空え、統計が訴える

論Ill1から大きな流れを把掘するよう試みた。その'114')では、バイアスがH1殺

し合ったのか、統計盤１１Ｍ．分析の感llllでは到底I1l1Iﾘｷﾞできないような、三１１実〃

はあまりなかったようにA１Aわれる。

この篇では、まず第１章で3()年近くにわたる薦i度絲済成艮の特質とその要

因を解lﾘＩする。林１１;|の経済成艮は、とくに196()、７０ｲ'１代まで、しばしば人'１１１１

のインフレを伴ったことが知られている。とすれば、名Ⅱ成長と実質成長の

ギャップとその変化、それらの要因がｌｌｌｌわれるだろう。さらに、そうした高

度成踵そのものの|ﾉﾘ＃'１要liklに11ﾉ:ち入って、とくに需要サイドから、ljhl定資本

形成、輪H1１入、家計il州という』ﾐ要な要|人|に注'三'し、その雁史(I<j変化が解'ﾘI

されなければならない。それによって、成長パターンの変化もｌ１１Ｉらかになる

だろう。そのなかで、経済成焚を空転させかねないほどのインフレが、まさ

しく「'111発JMii」によってlDEl定資本の形成という内実をいかに|Diilめたか、さ

らにインフレに先行するように為替切り｢げが強行され、jliiliillj,振興とｲiilii入代

替にいかに寄与したか、またそのような成及パターンが、貿易黒字化、「民

主化宣言」後、内需主導を要ii1jするような状UiLにいかにDli云換しつつあるか、
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それらに対応するように家計il1j費の水準と榊造がいかに変化してきたかも考

祭されるだろう。

つづいて、第２竜では供給サイドから経済成艮の特質の変化が解|ﾘ|される。

そこでは`|ﾐ産所.１１トベースの雌業榊造の変化、とくに｢|i化学]:業化を醐illlとし

た高付hllIilli{ｉｎ化をまず考察し、産業柵造のiihIi度化をリードしてきた11ｲ１１M系大

企業とｲ''1[補完(1<ﾉな分業柵造に位置づけられるべき111小企業の育成と成長に

注|]する。そうした育成と成腿が、いかなるタイミングで、またいかなる方

法で進められたかがとくにｌｌＩｌわれるだろう。その場合、とくに重化学工業化

との関述、政府と大企業それぞれの役ﾘﾁﾞ||、さらに外|正|資本との関係なども大

きな１１Ⅱ題となる。さらに、そうした状況のなかで、とくに製造業部liIIのＩ'1小

企業がいかに設立ざれ成長しつつあるか、またそのことが財|側系大企業と零

細企業群への二極分解型だった産業jMI微をいかに充実させることになるか、

またそうしたjilMi1i1が、「技術立|正|」を国莱とするようにlliZ<換する技術導入か

ら技術|＃1発への|Llflk化といかに対応するか、そして近年、いかなる'''1題に当

miしているかがlM1lﾘ|されるだろう。

これもまた、供給サイドではあるが、つづいて労Ilill経済のダイナミックス

を考察する（第３章)。まず、マクロ．レベルで労働力人'二|をはじめ、応用．

失業の勅|(11をIﾘＩらかにし、過剰労'１１１ﾉﾉが|ﾘuUlXされ、賃金変Iijjを媒介として

｢転換点」をいつj１m過したかが'''1われる。それを蹄まえて、いわばセミ．ミク

ロの次元で、産業・職業】'１就業櫛迭の変化が考察される。それによってＩ業

化とそれに関連したり、あるいは仙立したサービス経済化や女性の就業増加

も解IﾘIされるだろう。さらに立ち入って、いわゆるｲ|え功賃金の実態と変化が

考察される。そこでは、熟練形成や能力|》1発のあ})力、その職業階)剛,|や企

業BA模別の差異とその変化もｶｷﾞlﾘ|されるだろう。そのなかで、｜TTIMr業への

労liliI肴の｣洲|勤続が進めば、それにもとづく企業B'|労使|對係や労使'''1交渉の

あり方にも影響を及ぼすだろう。企業Ⅱ'1移11i力によって熟練もlhl｣こさせ、賃金

などの労Ilill条件を高めるような横|析型労側117場が残存するとすれば、いかな

る条件のもとで､か、などが'''1われるだろう。また、ソウルなどのスラム形成

にも関逃した零細企業分野の変化もｉＷﾘ)される。

さらに、高度成長に伴う急激な)爪111拡大は、農家労働ﾉjの流出にもとづい
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てこそ、初めて実りiIしたに違いない。そうした労IjiI力移､))の実態と変化がま

ず解1ﾘ1されなければならない。そうした農家労１１１１ﾉjの流１１１，は、〃１K川拡大や賃

金上昇などのプル要'１１にB2定されただけでなく、それとのjlll互捌L定のなかで

農業経済などのプッシュ要因によってＭＨ定されただろう。そしてまた、農

家労Ilill力の流ｌｌ１が農業などの労IliIﾉﾉ柵成や都Tljの零細企業などにも質量iT1Iii(ｌｉ

から作川を及ぼしたはずである。こうしたＩＩＩｌ題とともに、流出した労働者と

農家経済との|Ａ１係も解lﾘ|される必要がある。そうした関係については、儒教

にも係わる社会・文化要lk1についても'''１うことになるだろう。そして「開放

農政」の内外圧がり､iまるなかで、農民)i＃分Ｉ１ｉｷﾞがいかに進み、韓|正|農業の担い

手がいかなる状態にあるかが解lﾘ}される（卸Ｍ識)。

（３）経済開発計画と経済政策の展開

第３獄では、経済|Ⅱ|発計山と絲済政策の腰|汁|を考察する。政策主体として

の|〕Ｆ１家の計Im1とその遂行に焦点を7tき、そのﾌﾞｲ1度から輔国の経済発展、とく

に工業化に光を当てようとする。｜正|家の大きな主導的役＃}'|を正確につかむこ

となしに、林国の経済発展をI1l1ｶｷﾞすることはできないからである。第２次大

)'0t後の束ilW対立のなかで発展途｣洲'五|の経済|)'1発にとって計画はファッショ

ンであったが、鯨'五|ほど計山をｲi効利)Ⅱした例はあるまい。それは社会主義

識|玉|のそれを｣]Ⅱ|るｲ1効性を証lﾘＩしたといえる。その秘辮に迫るのが狙いで

ある。とくに計画とそれにもとづく経済迎憐のいくつかの転機に注|=Ｉした。

まず、朴政椛薙場とともに絲済企凹院を要とする経済計画機榊が創出され、

５カ年計画が作成、実行されはじめるが、第１次計凹はたちまち}坐折した。

この擁折をとおして初めて鯨|玉lJlIll芒|の|Ⅱ１発戦'略一輪ｌｌ｣I指向工業化が確立し、

その具体化のための計llljl方式、政策手段も雌IiIiされる。こうして節１段のiliZi

機の意味がIﾘ|らかにされる（鋪1章)。ところが、維新体Ilillへの移行直後、

亜化学工業化へ|(１１けて新たな飛１Ｍ１－大DJ模を新設二１１業計画が|)ﾄ|始され、第

３次、第４次５カ年計lIljlはいわばその侍女の位殻を,liめることになった。こ

の第２段のili五機が解Iﾘ1される（節２章)。

だが、この正化学]:業化が挫折するや、それを機に林|正Ｉの経済迎営は政府

主導から民'''１主導の力lfilへ、したがって経済の|÷l1Il化、｜］律化、｜ｻﾄ|放へlfT1け
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て大転換を'＃'姉するに至った。これが雛３のlliji機であり、転換そのものが立

ち入って検討される（第３章)｡そして、圧|際環境の大きな変化のなかでこ

の犬､|i云換が進むにつれ、｜刑発計、の性格、ノノ式、政策手段とその役\;''６根本

的に変化してゆくことになった。それは、｜而１時に、経済発展の道具として輝

かしい有効性を証'ﾘ'した林国のそれまでの継済'1ﾄ１発計画の裂iniにつきまとっ

たいくつかの愈大な欠陥をIﾘ1るみに''１，すことにならずにはいなかった（第４

章)。

（４）労働政策と労使関係の変貌

節４滴では、前筋までに分析する経済|＃|苑ｊＭｉｌの社会的、したがってまた

政治的な’i蝋となった労使|｝Ｉ係の腰|Ⅲ1を考察する。なかでもとくに労Ilill争議

の激発とそれに深く|對連した労使BLI係政策の腱llllに桃|=|する。というのは、

とりわけ「|＃1発jMIi」が成立し腱|刑されるjiM1i1で、椛威主義体IlilIと経済|＃1発

政策にマイナスの作)Ⅱを及ぼすような労Ijill争議の発/|{に、政府はことのほか

鋭敏なﾈ''１経を尖らせ、労I1lill争議予防のための'''11王型の集団｢1り労使関係政策を

つぎつぎと実施したからである。

逆に基本的に大きな争議を予防するためには、むしろ労IilI三権などを保障

し、それをiiii提として労使の交渉や協議などが労使のlLIifiのもとでねば')強

く行われ、できるだけ公平で前向きな妥協を成立させるような行政などの支

援が必要である。むしろ成熟した産業乢主主義にあっては、労使の交渉過軽

でいわば(liJll1i1りに発化する争議を'二Ill1化することによって、社会的に政治的

に紛争がりijiJll1化しないような体Ｉ|i'|が形成されてきている、と考えなければな

らない。

それに対し、糊Ⅲ|では1960年代に入って「１%１発ＪＭｌｉ」政椛の成立とともに、

いかに政府-労働illIl谷の上部LI1体から~「舟Ｍ１紬を統Ｉｌｉｌｌしようとする体Ili'１が作

')」こげられたかがまず注|=Iされる。それを考察するには、５０年代までの、１１ｉ

に労使関係の未成熟な初j0l状況だけでなく、いかに労１１)1連ｍ１ｊの生珊1<J発展を

'111宵するような政WLi要lklが力Ⅱわったかも具体ｉｌＯにみておく必要がある。その

ために労Ilill争議の化|々のケースに注|=|する。その手法は、経済開発計lmiがス

タートを切ってからの争識の抑圧過秘や、６０ｲﾄﾞ代木の経済危機などのもとで
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の争議多発についても貫かれるだろう（第１章)。

そのような争議Mlillは、７１年の「国家i呆衛法」のIIill定に始まる維新体ﾙﾘの

成立によって､いかに決定(bに強化されたかがまず''１１題になる。それは国家

安保と重化学工業化の論Hl1を股優先させたものだったろうが、そのもとで、

前期の産業》'Ｍ谷などによる$１１合統ＩＩｉｌｌがいかに変化したかも注|=|されるだろ

う。この時期は石illlショックに襲われたわけだから、経満満ｲl1llの不当労働行

為なども発生したに逆いない。これに対し維新政府は労使双方にいかなる規

制を強化したかも'''１われるだろう。それらに対して労働稀や労働組合がいか

に対応したかが、ここでもケースごとに具体的に解lﾘ|される。その場合、労

組の対応といっても、権威主義的コーポラテイズムに統合されつつあった糠

|工|労総などの上部とｲlllDl》'川合の下部、および未iill織労Imll淵の対応の差異がＩＨＩ

題になるだろう。この'１柳lも、暴動型の労IiMl述liﾉﾉが発上'1ただろうが、それ

が初期性にもとづくだけでなく、労使統Ilillのﾘｊｉ化による病理でもあった点が

注目されるだろう（節２章)。

つづいて、朴政樅が崩壊し、スタグフレーションの解決などのための経済

安定化・IL1111化が実施された80年代に入る。「|正|家保術法」は廃止されたが、

労使統Ilil1はrIlll化されるどころか、保術法廃｣この高い代I賞が支払われたので

はないか。とくに皿衆迎ilijjを軍二|J力で鎮圧し、新政1ｲﾘ:が成立した経過から推

察される労使ＩｌＭ係政策の反動化が注[|される。それと|司時に、前期から始

まっていた宗教人の迦鋤指導に｣|こまらず、zii化学二[業などの労働者となった

大卒などの経脈を隠した就業による連動主導が、８０年代iiii半から半ばにかけ

ての労働運動を特徴づけることになる。ここでもケースごとに具体的に考察

されるが、、ソウルのｲﾄﾞ〃「iii後に盛り上がった民主化労組の軌lfilも注目され

るだろう。そして政局は、憲法改定にlhlけて肋き,'|｣,していくに違いない（第

３章)。

晶後に、いよいよ87年の「民主化宣言」後の労働述勅の未曾有の激発とそ

の後の労使関係政策の大きな転換が考察される（第４章)。ここでは、初め

て韓国政府が試みた労働争議調査結果などにもとづいて、８７年の「民主化宣

言」後だけで3000件にも達した多発争議の全体としての特徴が考察される。

そのために、争議の産業・企業規模別発生状況、多而的な要求内雰などに注
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１=Ｉする。それによって、質量両1（'iでこれまでの'''1圧された争議とは決定(1<｣に

異なるほどの今様ｲＩｌが|既観される。つづいて、８７年秋に急展|ｻﾄ1された集団的

ｼﾞﾌﾞ仙関係法の大改定が'''1腿になる。そこでは、遅れていた労働刑l谷述動の'二l

lll化が決定(|<｣に推進されただろうが、その改定をめぐる政党-財界-労総の意

兄の対立・lTil調についても解|ﾘ|される。そしてなお残された労使川LIlillのポイ

ントもIﾘ|砿になるだろう。さらにそうした状UIlのもとで､ⅧⅡ織化がいかに格

段と進められ、蝉lJilﾂﾅ総や全労|)l》の｣て部組織がいかなる鋤きをみせているか

もIﾘ|らかになるだろう。

（５）総括と展望

殿後に，以｣この考察と分析を大きく総ITITすると'７１時に、それらを蹄まえて

２１世紀にlhlけての将|主の展望を試みる。当然、展望では、來四対立時代の終

潟のなかでhIli1Ⅱ'されようとしている南ら|上統一を意識せざるをえない。そうし

た''１]題関心のもとで、；蝉|玉|の主体(I<」対応、そのための政治・経済・イヒ会体Ilill

の転換をポリティカル・エコノミーとして兄｢１１〔してみることになるだろう。

とくにその場合、国際環境がグローバル化すると同時に地域化し、ノ'１|互依存

化しつつあるトレンドのもとで、先進|玉|化しつつあるjlW(lElがいかにiそ体的に

イニシアティブをとっていけるかどうかが''１|われねばならないだろう。



第１篇

韓国の工業化と政治体制の展開
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第１章世界史のなかの韓国工業化

一計回・輸出指lfil・承化学工業化一

ｌはじめに

韓国の驚異的なＩ業化の進展はさまざまな'１１題を投げかけている。

第１に、それは「低開発の発展」式の理解では包摂しきれない発展を実現

し、開発経済学ｖｓ従属理論の論争に新しい局iniをもたらした。－体なぜこ

のような発展は可能だったのか。しかし、はたしてそれはどこまで世界市場

システムの決定論を否認しえたのか。そんなものはもともと存在しないの

か？

第２に、それは、これまで工業化に輸入代替という開発戦略しか思いつか

なかった開発経済学に、輸出指向戦１１|片を発兄させた。だが、この二つの開発

戦略ははたして二者択一なのか。また、稗|工|モデルはただちにインド・モデ

ル、ブラジル・モデルの否定になるのか？

第３に、それは、計画ｖｓ市場という開発経済学の出発当初からの根本ＩＨＩ

題にも新たな一石を投じた。蝉|正|の急速な発展は、たしかに社会主義体Ilillの

崩壊の促進にも小さくない衝撃を与えた。しかし、それはプロ新古典派的な

自由市場モデルの成功例として最近持ち｣こげられることが多いが、はたして

そうか。というのも、資本主義|仕界のなかで輔匡|ほど強烈な国家計山とそれ

にもとづく|医|家介入を経験した同も資本主義世界の'11にはないのだから。国

家計画、国家介入の今後の役割は？

第４に、これは騨国の政策担当櫛向身が今Ｈ悩んでいることだが、これま

でのめざましい発展にもかかわらず、蝉|玉|は先進工業国にｲｉｌ１間入りできるの

かどうか。そのためにこれまでとは質の異なる試練が待ち受けているのかど

うか？

私は開発経済学のプロではないし、現地調査に打ちこむ韓国研究科でもを
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（１）

い。１１!ご界システムとその聡史(I<｣地1111(|<〕展ＨＩ１に|』A1心を持つ一研究肴にすぎない。

しかし、資本主義世界市場システムの歴史的jMlliI<｣展|州に林国二[業化を位置

づけてみると、以上の諸''11題についていろいろみえてくることがある。

ここでは、市場経済を前提としながらも、｜]標のIﾘ]確な同家の経済開発計

１１１１によって主導された糠庇|の二[業化を、資本主義IIL界Tlj場システムの職史的

地理的展開のなかに置いてみることによって、とくにその輪111,桁向工業化と

亜化学工業化の性格を政治経済学的に、あるいはより適切には社会科学的に

解明してみたい。

２借款依存のlliiM｣,指|(TI二[業化

（１）綿工業の確立一後発国にとっての最初の課題

韓|工|の工業化は、細工業を先IllIiとする繊維二l:業からの、しかも鹸烈な輸出

指向の工業化として開始された。１１本帝|玉lzjﾐ義からの帰属財産をもとにまず

綿工業が根づき、それに化・合繊工業がつづいた。蝉|玉|政府は当初から「経

済|皇|立」を掲げて工業の保識育成に1lxりiIillみ、1964ｲ「５月の「換率現実化」

(対米為稗レートの50.9％切1､､げ）以降、朴jli煕政権は「輪ｌＩ１１によるⅢ業立

国」を1唱えて、lliiii出促進のための強力な優遇助成措置を体系的に整備し（劉

[1983]、谷iilii[1989]、水野[1980])、二[業製品の柿,'11,に文字通り全ﾉﾉを注いだ

のである。その政策努力が稔り、ｊ剛正|ＧＮＰの実質成長率が５％台から１０％

台へ力Ⅱ速していく過程で、林|正|経済の輸出依存度（輸出額の対ＧＮＰ比）は、

1961年の6.3％から71年の15.7％、さらに81ｲ|えの414％へと高まってい
（２）

った１

輸出指lhl（export-oriented）あるいは外lhl（outward-looking）とは、さま
●●●●●●

ざまな混iliしをリ|き起こしている111語である。ここでは、事実としての発展の

型を示す外延的（extensive）あるいは輪ｌＭ１－それに対となるのは内包的
●●●●●●●●●●

(intensive）あるいは内需型一とは異なl)、経済政策路線、｜ｻﾄ１発llUi略の次

元で輸出に最求点がおかれている、すなわちjliilii,Ⅱ１，促進に輸入代替をも含む内
（３）

需拡大以｣二に有利な１呰置が採ＩＩ１されているという意１床である。輪/|｣,立国を1唱

え、思いきったjliilii出優遇助成の政策を行っても、内需が爆発的に拡大して輪
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111,依存皮がかえって低Ｉ､fするということも超こ'）うる（内包的発展、戦後|］

本の例)。だが、iiiiltl正｢[業化の過程ではそうではなく、むしろ異常なまでに

輪'11,依存度が商まった。

イギリスルif業]ＩＩＢ:命において機械Ilill大]:業はiWil]:業に始まり、羊毛・llIi川・

紺の繊ﾙｌＩｉ工業に拡大し、さらにil1i:接'''1接のlMi業連関をとおして、機械工業や

鉄鋼業、化学]:業へとゆっくり波及していった。衣食住の基本的il1j費財のう

ち、作業を111純動作の繰り返しに分１１Ｗしやすかった衣料品生産がまず機械化

されたのである。衣料,W,、ことに紬製,Ｉｉｉ１１から」:業化が始まるのはこ':業化の艸

遍的なコースであり、細工業の(illi立は後発lFlにとって妓初の課題といいうる。

柿ＩＦ｢I:業化は、爪化学工業化成功のケースとして注１１されるとしても、

けっしてこの岐初の課題をバイパスして爪化学こ[業化を達成したのではない。

同家の政策はその過職を短縮したにすぎない。もっとも、糠|玉1]:業化におい

て繊維]:業、とくに細こ[業がJILたした主禅(l<)役！;||は、必ずしも圧倒的なもの

とはいえないし、またその〕Ullll1も|U(られていた。ＩＭＬ的な天然繊ﾙｌＩｉから谷成

繊ﾙＩｌｉへの発展のトレンドをいち｣『し〈l1Xl)入れて、林国繊Ｉ|(i工業の''１では、jIiilii

ll｣でみて1973ｲ|<、従業員数でみて75年に合繊二[業がiMI二[業を凌ぐことになる

し、また他の諸二[業も繊維工業からの連UM効来を受けてからというよ')、ほ

とんど|両Illilii並行的に紺についたからである。そのＩⅡ(定はわきまえておく必要

がある。にもかかわらず、われわれは、二I:業化の艸脳|<｣を担い手としての繊

維Ｉ業、なかでも細]:業に着'三Iして、そこから後発|玉|の二[業化がかかえる諸

ｌ１ｌｌ題を盤l1l1してみよう。そうすることで、実は細工業が来たした主導的役;Ｉｉｌｌ

が限られていたこと、輸出依存度が異iWiにｉ１ｌｊまることをも含めて、純国二[業

化の特質も浮かび上がってくる。

綿二I:業の(ili泣こそ]鳥業化の杵jliiilりなコースである。だが、それは、すべて

の後発諸'五|が細二[業をもってイギリスとliilじような発股をすることを意味し

ない。イギリスは「'１１:界の工場」とな')、iIWiI製,ｌｉｉｌ１をｌＭＬ１Ｉ１にあまねく売りこ

んだ。たった一つの|止界Tl丁場の''１で、後発洲玉|が|而|じ発展を実現できるわけ

がない。その道は|ｿlざされていた。細製,lii1，（綿糸・細ｲIj）と綿花は般初の世

界Tl丁場iWi,'111,となった。細工業をはじめとする繊ﾙ|に[業の雇用が雁み出す穀物

や砂WI1iなどの熱'1$)鼈,Ｉｉｉ１ｉがこれにつづいた。’'１:界TlJjiﾙiWi,IiiIiとは、世界TIj場にま
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たがって大量に売買される商品で、’''心|劃の大市場がＩＭＬの需給関係を集約

した価格（lMLTIj場Illli格）を成立させ、これが各地の(illi格（地方Tl丁場(ｌ１Ｉｉ格）を

支配する。後者は前稀からjlll対的にi111日に変動するが、jln常の場合前者に運

賃・保険料・関税などを加えた（あるいは差しり|いた）範lIH内におさまる。

産業革命の先頭に立ったイギリスは、このような111界Tl７場の(illi格システムを

形成しながら、ＩＭＬ｢'１にﾘ､（い破壊力と'１及ﾘ|力とを及ぼした。すなわち、イギ

リスは、一方で、大苣１Ｍﾐ)龍するその綿製,Ｉｉｉｌ１の[[Ifill的なIilli格競ｲﾄｶによって世

界各地の在来手工業、農家の手仕事を破壊し、農Ｉ分離を推進するとともに、

他方で、それらの地域にそれぞれ綿花、穀物、熱帯産,Ｉｉ１１１などの供給の比較優

位を与えてり|き込むという形で、’二1分を'|]心とする世界市場へ吸収し、その

垂直分業の一環へ編成していったのである。このjNlみ入れがそれぞれの自生

的な綿工業形成の芽を摘みとってしまう意味を持っていたことはいうまでも

ない。

そこで後発諸国にとっての二1:業化は、否応なく、このイギリス'１１心のIllf界

市場システムのなかで、Ｍﾐ的にではなく、イギリスから技術と工場制度そ

のものを導入移植したうえ、一方では｢''心からの強い'１ﾉﾘ(i)|ﾉ｣にうまく'１平応し

ながら、他方で'''心からの強い破壊力に抵抗し、はね返すという形で進めな

ければならなかった。

これは困難の多い課題であった。後発諸国にとって解決を要する主要な困

難を資本蓄積の三つの契機一剰余IIIi{iｉｉ（利潤）の生産、実現、資本への再

転化一一に即して雛11!してみると、表１－１－１の①～⑥となる。ただ後発同綿

表1-1-1後発国工業化の諸困難

剰余llli値の資本

への)隣化

①資本調達

ａ）創業資本

ｂ）その後の投

資財源

④良質安(llliな労働

力の確保

剰余I11i価の４Ｍ（ 剰余llli値の実現

②技術導入

⑥［1三}三技術Ⅲ１発

（労働生産性アッ

プ能力）

③原料調達

⑤市場

ａ）外国の競争

からの保護

ｂ）国内市場の

整備

ｃ）輪111市場開

拓
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表1-1-2後発国綿工業の

＃範

注）（１）（a)は品初の］2場設立､(1))は産業として採算ペースに乗り、二[場新設があいつぐ時

（３）週給。アメリカ、フランス、ドイツは1830年代(当時イギリスは25～33シリング)、

国、ｲﾝﾄﾞは1960年、ﾌﾞﾗｼﾞﾙは1959年｡

111所）Mitchell,Ｂ､Ｒ､,ﾉヮﾉ〃(〕/)“ﾉﾉﾉﾉis/０７/(，α/ｓ/(7//sﾉﾉＣｓノ両(ﾉｰﾉ９７１フノノ/is/()ｸﾞﾉＣａ/ｓ/α/ｉｓ"ｃｓｑ／

）ﾔ"ﾉ'1)ｏｏＡｑ／/"/(?ﾉﾉﾉ(7//()""/７>Yw/Ｃｓ/"/isﾉﾉCs；１ｲﾉbﾉﾉ(ノルlﾉc/(】/)ﾉﾉＩＣﾉﾉﾉﾉﾛ3/)o〃；Ure,Ａ,７１ﾉﾉＣ

Ｑ／ﾉﾉﾉﾙｸﾞﾉﾉ"ﾉﾉ(ﾉﾉﾉ〔/ノノ,"bol(）γＳ/α/is//Cs・村'11高｢世界綿業発迷史」；｜]本紡績協会｢戦後紡績

工業は後にふれる4J情から|正|際収支赤字要|天|となることが避けられない。そ

れを何で埋めるかが|玉|氏経済的にきわめて正要になる。したがって、鹸後に

もう一つ⑦外貨礎得手段をつけ力Ⅱえておかなくてはならない。強い'ﾘM(ﾘ|力に

呼応しながら破壊力をはね返すというのは、一方で、比較優位の１次産品を

輸出して外貨をＩ獲得し、さらにはそれを投資財源にまわしながら、他方で、

競合する製,lii11の輸入を肋11ﾐして幼椛産業をI呆誠育成すること、さらには輪ｌｌｌｌ

奨励措置をとることを意味しよう。後発諸|玉|がこれらの諸l7Mlliのハードルを

⑦

アメリカ フランス ドイツ ロシア 日本

1８０５

1810年代
１８１０

1820年代
1798

1830年代
1840頃
1850年代

1867

1880年代

３１．５

１９．９

７．４

５．８

1１．２

5.9

９．２

10.8

２．３

1３．２

iMi
ilgi関税

強
輸入禁止→
高関税

ﾘｶ１
関税同MII

ﾘjｉ
輸入禁lＬ

弱
低関税

パートナー

シッフ

→株式会ﾈ1１

合名会社
→株式会社

剛付からhli助
ｲj限責ｲ[会ﾈ|：

令名､合資会
社一>株式会
ﾈ'二

'

官業とその
払い下げ
株式会社

機械密輸､ラ
ンカシアから

の移民企業
家、熟練二l:、
リング樹淵発 冊叶押”蠅磯ソ企工末

機械密輸、 機械密輸、
ソカシアか

企業家､熟
工招く、1８
末Ｉ｝」柵ラら純Ｃ作

機械輸入
17営工場

機械輸入
'官営模範工場
技術者拓く
1917機械製作

給互｛｜’
主として

アメリカ綿
主として

アメリカ綿

主として

アメリカ綿
－〉 '二1給

主として

インド綿→
アメリカ綿

20～28シリソグ １５～16シリソグ

●●●､●●

６～7.5シリソグ

■●●●●0

●●●●●■

□●●●●ﾛ

2.8シリソグ

39.8ドル

`(!;ﾉﾉｰ>水''１
→蒸気ＣｲＴ

灰）

水Iに→蒸気
(ただし輸入
石炭）

水JlI→蒸気
(ｲi炭）

蒸気(石炭） 蒸気(石炭）

人'二１
(万人）
綿布輪１１１
(百万ドル）

'850

1970

1960

1970

2326

２.()`180

１

1１３

3578

5078

126

102

3２

5543

100

106

6850

2.2505

●●●の●●

4493

1.0339

3５１

１８８

｜｜綿‐｜Ⅱく一十判一
綿

二ｌイ争

労力

市場
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諸顛型越えられない場合、Ｉ業化は

挫折し、ＩＭＬ市場の蛾地獄が

待っていた。

なお、後発諸|正|がこれらの

ハードルをうまくj越えたとし

ても、細］2業を主導産業部'''１

(leadingsector）とする段Ｈｆ

にあった|Ⅱ)、後発諸|玉|の競

争はイギリスを真に脅かすに

は至らなかった。イギリスは

その優位をTVLMfしえた。

｢七つのｉｉｉを支配する」大英

帝|正Illllif隊に守られた岐艮の柿

Lu山とiwi業・海述・金ＩＭＩ・保

険'１１心地の他は、綿花・綿

糸・細ｲIjという世界Tl７場商,ｌｉＴ１１

を1lxﾘ|するイギリス綿二Ii業に

打ち勝ちがたい競争力を保証

し、それがまたイギリス紬]：

期。（２）1918年 業のダイナミックな投査によ
｢1本は1910年女子。戦後は紡織]Ｊ]あたり賃金。l-l本、韓

る拡張と激しい恐慌による微
ﾉﾉﾉｃ（ﾉﾉﾉﾉ/(?〔ノＳ/α/Ｃｓ,.（〃ＶＳ/"s//s//Ｃａ／）'@"ﾉﾙｨﾙﾙ；（ﾉN

cO//("!/M""</bc/,(,Ｕｑ／（;ｗノル//α/,,；〃,(ノＹ､,/ｗハ底したlwEI1I1、谷fl'l化というｆｌｔ
史」「続戦後紡績史｣。

mj1を生んで、優位を１Ｍ【産し

たのである（)||｣１［1971］pp47-53)。後発洲玉1にとって|同'し１２俵での競イ'に

勝ち|=|はなかった。後に後発諸|正|のいくつかがイギリスを抜き去るのは、ＩＩＬ

界TIj場iWi,'１iiiを取り|するのでない》'１の)簸業の台頭によって、すなわち鉄iii業が

主導産業部門として益場することによってである。

(2)１９世紀における後発国工業化の諸類型

さて、後発諸|玉|はどのように綿二[業からの]:業化を達成したのか。

韓国 ＩｌＪ国 インド

1９２２

1930年代
1894

1890年代
1８５１

1860年代

0.1

1．１

９．６

(２） 6．１

1３．９

W1j矢
(ただしＨ本
から）

為併楴〕】１１．輪
入割当

消失
(ただし'三１本

から）
為替管Ⅱ'１．輪
入割当

W1i矢
(ただし[１本
から）

為梼袴1111.輪
入禁''２

'三1本からの
iiI接投強
－，株式会#|：

ＴＶ比合弁
民'111資本
|÷１本からの
iFI接投ini

株式会社
(絲営ｲulMlilD

｢1本からの
逆lllをつう
じて→機械
輸入

機械輸入
｢1本からの
在華紡をつ
うじて

機械輸入
l(ﾙ|()年代に
ようやく勅
機部品･織機
製作

として

アメリカ)Nil
給自 △口；１丘一一一Ｉ

7１

3.5ドル

6２ 2４

2`仰1ドル

髄ﾉﾉ(ただし
輸入石１１１１）

蒸気→Niﾉノ
(石炭）

蒸気→髄ﾉノ
炭）

３１７９

2６

7.5962

6６．２

４１．３

（１）

（１）

5.3705

1２１

9８

ブラジル

1８５３

188()年代

３．５

弱
為持符ｌｌｌ１・
人割ｺイ

輪

株式会I(|：

機械輸入

６１

２８．９ドル

蒸気－，Ｍけ」
(イi灰）

●ﾛ●●●●

9５３１
●●●●■●

９．０
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表1-1-3綿工業の貿易収支と外貨漣ｲﾘL手段 主要なlMmにいかに対処したか

でこ[業化の諸頬型が分かれる。そ

れを概括したのが表1-1-2である。

一見してlﾘlらかなように、一群

の|炊米洲正|はイギリスの後をすぐ

に迫った。｜llihIll1差が大してなく、

それに雌史も文化もかなり共ｲ『し

てきたこれらの国々にとって、資

本調達、技術導入の困雌はまだい

うほどのことではなかった。そし

てアメリカを》'１として、イギリス

の30～60％という安Illliな労働ﾉﾉを

確保できた（Ure［1836］pxliii)。

それでも測雄j01にあったイギリス

細Ｉ業からの競争圧力は強烈で、

ドイツを除けば、いずれも輸入禁

止または禁｣|:的高|對税を採川した。

小邦分立で当初その条件を得られ

なかったドイツも、関税lTilWl[に

よってある程度の保護の壁を築い

た。そのような条件のもとで、こ

れらの|玉|々は内包的あるいは内需

型Ｉ業化のiiiを進んだのである。

諭ＩＩ１もするようになったが、アメ

リカを別とすれば、それはせいぜ

い|Ⅲ|いこんだ属領や陸続きの内陸

部に対してであり、海を介しイギ

リスと競争してて､はなかつた。量

的にも|ｌ(られていた。

ところで、これら欧米諾lElilに

Ａ・イギリス-1854年（面刀Je）

輪１１１総額

うち綿製品 !【;|雪歪繍仙）
1３３．８

１７．９

Ｂ・アメリカ-1850年（百刀ｆ）

輪Ⅱ|総額

うち細製,Y，

綿花

輸入総額

うち綿製,W，

2７．７

１．０

１４．８

3５．７

４．３

Ｃ・フランス-1852年（百刀ｆ）

輸入総額

うち綿花

綿製,砧

輪|Ⅱ総額

うち細製,}/，

紺製,砧

5０．３

２．０

１１．２

3９．５

８．４

０．２

I)．ドイツ関税同棚-1851年（百万週）

輸入総額（１）

うち綿花

綿製,V，

輪'1|総額

うち綿製品

Illi麻製,Y，

小麦

2６．８

３．０

２．４

２．６

2７．８

２．２

２．４

Ｅ、Ｍシアー1850年（百刀JC）

輪１１}総額

うち綿製品

111i麻

小麦 蓋ﾄﾞ合議⑰
１２」

1.4

０．３

０．１

Ｆ－１．１－１本-1905年（百刀Je）

輸入総額

うち綿花

綿製

機械
同部

輸出総額

うち綿製品

4k糸

ｉＩＩ１織物

2６．２

６．２

０．９

１２

2５．９

２．８

７．７

２．６

ＩＤ

Ｉ】Ⅱ

ｵｓよび
IzD

IIIl

F－２．［１本-196()年（百刀ドル）

`Wii亡繍
輪111総額

うち綿製品

4４９１

５１１

Ｇ・インド-1960年(2)（百刀ドル）

輸入総額

うち綿花

綿製,Y，

繊維機械

輪１１{総額

うち綿製品

綿花

1３４６

１２１

１８

2350

１７１

5０

Ｈ，ブラジル-1960年（百刀ドル）

⑫:|蝿蕊灘
輪ⅡI総額

うち綿製品

綿花

1４６２

１

８

注）（１）再輸出分は除く。（２）年度

|||所）川上［1971］；〔"Ｖ】ノセ"'Z)００ルｑ／ﾉﾉﾉ/c'"n．

ﾉﾉ0Ｍノ７>"(/Ｃｓ/α//s"Cs．
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とって、たとえイギリスからの綿製,Iiil1jliiiii入を抑えたとしても、原料のほかに

機械設備も輸入し、他方輸仰,がままならなかったとすると、綿工業による工

業化が大きな国際収支赤字を３|き起こしたのは当然である。綿工業の貿易収

支赤字とそれをカバーする外貨雄待手段に注｢Iしよう（表1-'－３)。フラン

スは、この赤字をきわめて比較優位の著しい絹Ｉ業の製品の輸出によって容

易にカバーできた。紺製品はイギリスへも大量に輪111,されたので、フランス

はイギリスとのIlUになんとか水平分業を展|州できる位ii'１１に立っていたといっ

てよい。ドイツも原料自給の１１１１麻工業の製,Ｉｉｉ１１の輸出によって細工業の赤字を

ある程度カバーできた。しかし、綿製,Y,のiiiii入も大きかったから、それも含

めた赤字の埋めは、イギリスの１１)Ｍ|ﾉﾉに呼応した穀物輸出に主として頼った。

アメリカとロシアははっきり異なっていた。アメリカは国|際競争｣二いきん出

た綿花の輸出でイギリスの'ﾘIﾋﾜ|ﾉ｣に応えながら、その'可じ綿花を１ｺ絵原料と

して綿工業を成立させた。ロシアも穀物輪111'でイギリスのⅡﾉﾄkﾘ|力に応えなが

ら、ｌ皇1国産綿花を原料として細工業を成立させた。

このようにみてくると、｜可じく内包的あるいは内需狐工業化とはいっても、

西ヨーロッパの規模のあま')大きくない国民国家と191止紀も終りになって本

格的に台頭する|工大な大陸|工|家とでは二[業化の類型がはっきり異なることが

わかる。大陸国家の場合、その広大な|玉|土を農業地域として持ち、その一部

でイギリスの吸ﾘ|力に''平応しながら、別の一部で圧|内細工業へ原料、食料･を

供給し、国内市場へ製品を供給する綿工業を育て上げるという、アウタル

キー的性格の強い内包的発展のiiiを進みだしたのである。しかし、資源に恵

まれた広大な国士と大きな人口を持つ大陸|正|家は、実はその資源と人口が鉄

道によって有効に結びつけられた時に初めて、それが内に秘めた潜在的可能

性を活かして爆発的な内包的発展を実現することになる。Ｉ芒l前の技術開発力

をいち早く備えて、当初イギリス綿工業に対して輪ｌＩ｣,競争を仕掛けるほど

だったアメリカ綿工業は、南北lI1Ii争以降、急速に成長しながらも、爆発的に

拡大する国内市場を追いつづけ、輸出マインドを著しく失ってしまった。ロ

シアでも同じような爆発が19Ⅲ紀未から始まり、ロシア綿工業はやはり急成

長しながらもついにほとんど輸出に登場することはなかった。それらに比べ

れば、フランス、ドイツの綿工業の内包的発展は11iにイギリスの圧力のもと
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での発育不全の表現以上のものではなかったといえよう。

ところが、イギリスの産業〕IIE命開始から100年以｣二遅れ、束アジアの'１本

が1911t紀]i業化のきわどいしんが'）として議場した。その'三1本は型破')で

あった。後発の後発であったのに、「ＩＭＬの工場」イギリスしかできなかっ

た外延１１りあるいは輸出型の工業化を笑Ihlした。それがいかにユニークだった

か、表１－１－２，１－１－３で砿認しておこう。当初関税I皇|主権さえ持たなかった

1｣本の細Ｉ業は、たちまちlliiii入代替に成功したばかl)か、輪ｌｌｌｌをのばした。
（４）

19131｢までに綿製,lii11の輪ｌｌｌＩ比率は34％になった（ただしイギリスは1844-46年

に59％の輸川比率)。［|本は、インドからiWi1花を買って111|玉|、、|ﾘl鮮へ売るとい

う形で、「極東」の地にｌｕＬＴＩＴ場''１枢から111対的に独立した小宇宙を形成し

たのである（川｣ｉ［1965])。

すでに細工業の技術的榊成は高度化しており、資本調達と技術導入には大

きなlMlliがともなった。それに当初関税|とl主権を持たず、外からの競争圧力

をさえぎる手段さえ無かった。にもかかわらず、このような外延的あるいは

輸出型]孟業化を可能にしたのは、まず節ｌに、束アジアの小島|玉|という']本

の地経学（Geo-economik）的特徴に関する諸条件である。イギリスから「極

東」の地にあるという事実|÷|体がその競争圧力を著しく弱めた。それにアジ

アの異質な文化のうちに読み書きそろばん能力と職人的技能を-'一分に発達さ

せていたばか')か、豊富な榊ｲｌｉ的過剰人|」をかかえた米作農村が、熟練の解

体を進めた機械体系（とくにリング精紡機）の移杣に対応して、家計補助的

な若年女子労働ﾉﾉの供給をアジア的低賃金で保証した。1897ｲlき、紡績過程の

時１Ｍ]あたＩ)労lIill生産性は14瀞千糸でイギリスの50～60％だったが（枇西

[1948］ｐ､７６)、｜可じ頃賃金水準はイギリスの10分の１にさえも及ばなかった

とみられる。良質安{illiな労側ﾉﾉこそが競ｲﾄｰﾋの切')札となった。そして競争

力ができるかできないかで、すぐさま輪ＩＩｌ,指lfIlが|=|ざめたのである。それは

小島|正|の|玉１１句市場の滞在的可能性が大したものではなかったからだけではな

い。束アジアの近隣にまだイギリス細]｡業が制珊していない大きな処女地域

があ')、輸出費川は|玉|内I仮売iui111を1〈ｌｍｌｌ）さえしたからである。

第２に、資本主義が'1外史(|りな大転換に差しかかっていたという国|際(1<j条

件いL逃すわけにはいかない。実は、｜|本の開|工lのU1L後に、ＩＭＬ的には主導
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産業部|'｢lが細工業から鉄ih[業へ移I)、Ｊ１t化学二[業(1<ﾉ発展の新しい段階への移

行が|ｻﾄ1船されていた。そして産業として成熟したイギリス細工業は、｜玉|民絲

済今体としてもいち｣iLく榊造的な労11111力不足状態に到達したこともあって、

かつての資本蓄積の１１i)ﾉﾉjを失い、低恭丁･糸、低級搬物生藤をやめ、なお熟練

を要するミュール>|《i1i紡機での高番乎糸、高級織物の化雌に特化していくこと

になった。IIi化学]:業化へ突き進み、いまやイギリスに追いつき、追い越し

はじめたアメリカやドイツも、糠わって細製,W,輪Ⅱ１，に采')１１｣,してくることは

なかった。後発の後発|玉|への競争圧力は急速に弱まったといえる。実際、｜ﾘ｜

治り01｢1本iWil二[業の=iﾐ要競争|:Ⅱ手は'１１１(hUmインド細二l:業であった１

節３に、そのような好条件のもとでも、政府が穣枇的な「殖産興業」政策

によって、官業による技術導入、その官業の安Ii11iな払い下げから始まって、

輸入紡機払1くげ、Iiiiii人紡機代金立杵払い、政府資金l1ii付、技術援助、さらに

航Illh補助金、横浜]ＭＥ銀行の支l1Iil｝'1設とjliiiiIIlll人為替11)<扱い、邸iL地領ｴＭＷの情

報iiW伽に至る至れ')尽せ')の系統｢l<｣なＩ禾謎育成を行わなかったら、ｌ]木綿Ｉ

業のllUi調を発腔はありえなかったであろう。政府介入の度合は|炊米諸国のそ

れと質的に異なっていたといえる。

このように'1本細Ｉ業は地の利、｜|Ｗ)利を得たうえ、政)｜<1:の関税を除く系

統(Iりな保溌育成策を享受しえた。だが、それだけでは'1本の工業化をHl1解す

るのになお決定的にｲ〈充分である。なぜなら、輪ｌＭ１Ｉ業化といっても、資

本のｲ]｢機的榊成（あるいは労Iiill者１人当た')の資本装|)Ni率）が相当高1変化し

た段階で後発した|]木綿二[業は、）(ill業に大きな資本紺を必要としたばか')か、

その大半を高ｲUiな機械の､|iii１人に充てなければならず、その|正１１龍化はようやく

第１次大戦以降に始まるのであった。またすでに産業としての成熟が進んで

いたため、製品ｲIli格に,Iiめる原料11iのウエイトが箸:し〈高くなっていた。そ

れで、輪{Ｍ１工業化とはいっても、さきにみたように、1913年にやっと34％

のjliiiii出比率に達した秘度であったから、朧業としての貿易｣|)(文は大きな赤字

を'１１,しつづけていたのである。皮肉にも、IiiiillI,工業化の担い手こそ蛾大の外

貨il1j費産業なのであった。その赤字の規模は、機械jliiiii入を別としても、１８９９

年に39007J''1から、1913年ｌ{意39007ｊｌＩ１、1920年２億49007Ｊ|リヘとふえつづ

けた。この'''１，貿易jlX文全体の赤字は1400ﾉﾉ|Ｊ１から’億4400ﾉjlll、４徳4300
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刀|｣]へ変化したのであるから、紬二[業の''１，す貿易赤字がいかに大きな負仙

だったかは税IﾘＩするまでもあるまい。それは|炊米の後発諸|玉|が負わなければ

ならなかった負扣とは比較にならないZiiさであった。

したがって、1-1本の細工業による工業化は、その人赤字をカバーする有ﾉ」

な外貨雌得手段なしにはおよそ成')立ちえなかったといってよい。その手段

こそ生糸にほかならなかった。１１１(料をｒｌ給でき、’二1分lLl身も機械化しつつあ

り、ＩＭ１１ｌｊ場で際立った優位を享受できた製糸業の化糸輸出は、他の後発諦

|正|に例をみないほど決定｢1りに､it典であった。それは優に綿兀業のｌｌｌ１す大きな

赤字を）'1I殺した（表1-1-3参11(1)。’'１糸は、水平分業とまではいえないが、綿

花や穀物を輸出して外貨を稼いだアメリカやロシアよりもｲ丁利な筑易｣Hの地

位を、後発の後発でlIlほど|ＭＩｌｉをかかえた１１本に保証してくれたわけである。

こうして１１本の細二[業による二[:業化は、’'1なる輪１Ｍ!=[業化ではなく、ＩＭｌｉ

には、ＬＩｉ糸liiiiHl,依存のjliliillM！Ⅱ:業化であった。

1911紀二[業化のしんがＩ)となった束アジアの小島|tIill1本の二[:業化は、この

ように発育不全のゆえにではなく、そのユニークな発展のゆえに、大陸陸1家

の工業化とはまったく異質なjliMuを作')ｌｌｌ,していた。それはjiiiltl玉|の蕾工業化を

理解するのに役立つ爪要な示唆を含んでいる。

（３）戦後工業化におけるインド・モデルと韓国モデル

後発国のＩ業化は、１１本をきわどいしんがりとして、一つの|析絶、不連続

を経験したうえで新しい段Ⅱfに入ったと認めるべきであろう。なぜなら、ま

ず工業化した諸|王|が、１１本を含めて株式会社と重化学二[業的発展の新しい段

階に移行し、帝|正|主義的支配の1JﾐﾉJを強く及ぼすに至ったからである。イン

ドや｢|'|正|は'二|前の二[業化を妨げられる苦い経験を'1ノドわわなければならなかっ

た。しかし、帝国ｺﾞﾐ義列強の対立から樅じたlML大11U(は、工業化の新たな機

会をも提供することになった。とくに節２次大戦後、アメリカを新たな11,心

として資本主義luLTlJ場が安定的にiﾘ姓され、しかも來四iiIiljIl〔街が対'11ｉｆする

なかで杣hli地体IIillが伽|壊してゆくという新しい|正Ⅱ祭条件のもとで、後発|正'二[：

業化は、政7h的に独立した''三l杣lXi地・従)風諭l1ilの二[業化として進みだしたの

である。インド、’'１|玉|、ブラジルなどがまずその代表となった。
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イギリス産業革命から200余年を経て、歴史も文化も異なる旧植民地.従属

諸国の工業化が、資本調達、技術導入、原料、労働力、市場、外貨獲得手段、

そのいずれをとっても,9世紀当時のそれとは異質な条件、異質な困難に遭遇

したことはいうまでもない。

まず、先進国綿工業からの競争圧力は消失していたに等しい。高級化した

イギリス綿工業は競争力を文字、)失っていたし、1930年代にこれを}'１'しの

けて肚界市場制覇を果たした'二１本の綿エ業が戦争で大打撃を受けたからであ

る。そしてそれらが復興するとしても、新興独立|工|が戦争111のブロック経済

からり|き継いだ為替管理、輸入割当が威力を発揮した。しかし、同じ事|青が

輸什』,の可能性をそいだ。為替符理、lliiiii入割当は両刃の剣だった。それに、こ

の間、産業的成熟がさらに進み、いっそう高度化した機械体系（連続自動化、

高速高性能化）は、いっそう労働節約的でそれだけに低賃金という武器の意

義を小さくする方向に働いた。しかも技術導入移植の困難、よりIIi雌には、

事前の技術開発能力をそなえることの困難は一段と深刻になっていた。それ

は機械やノウハウの輸入にロ本が経験した以上に重い負担を長期にわたって

義務づけられることを意味した。したがって輸入原料のうえに綿工業を興そ

うとするなら、’三１本の例以上に重荷となる貿易収支赤字をＨ１'すことになった

であろう。

ところが、戦後の新興独立|玉|にはもはやかつてのフランス、ドイツ、日本

が持ったような比較優位の際立った外貨獲得手段の持ち合わせはなかった。

_世界市場の垂血分業によって|[|植民地・従属諸|玉|に割りふられていた砂納、

コーヒー、茶、綿花などの農産物および鉱産物があるだけだった。しかし、

それらは、同じ境遇の諸国間の競争が激しく、とてもかつてのアメリカ綿花

のように高い利益をあげながら存分に外貨を稼ぐことはできない相談であっ

た。それどころか、いくつかの原料農産物は工業諸国の代替品開発と、鉱産

物はアメリカの戦時備蓄の放出と競合して、交易条件の悪化に悩まされなけ

ればならなかった。新たなる工業化にとって外貨繰りは致命的な臘路だった

のである。

このような戦後の'五||際環境のもとで￣定の|玉l内条件を備えた|玉|に唯一可能

であったのは、保護の壁を一段と高くした内包的あるいは内需型工業化、そ
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れも原料をIfl絵するアウタルキー的な|人I需型Ｉ業化であった。そして、それ

は当然にも庇|のスケールが大きいほどｲJ利ということであった。インドはま

さにこのiiiの先Ijnに立ったので､ある。

インドは、パキスタンと分ＩＭＩｌｉしたとはいえ、広人な価城と爪人な人にIBA模

を持ち、アメリカやロシアと肩を並べる大陸国家である。発達した鉄道網に

よって|)'１かれ、淋在(l<川能性の大きい'五||ﾉ､ITlj場を持つばかりか、もともと綿

花供給|玉|でもあった。そして災は、第１次大)|町iiiにすでに1]本などよりかを

')スケールの大きい紬工業を持ち、製,１，１１，の輪'11,さえ行っていた（表1-1-2参

'1(1)。したがって外貨練りがllili路になる心'１'１Uはほとんどなかった（表1-1-3参

'1(()。そのうえインドは第２次人ＩｌｉＭｌにMIlのポンド残商を積み｣1げていた。

こうしてインドは当時ＩＭＬ'１１を倣った深刻なドル不足、すなわち外貨練')の

困難を物ともせず、二[業化を進めることができたのである。この場合、綿製

品市場の拡大は、一lliWIりに輪'''１が11jill光を浴びることがあった（1950年、細ｲＩｊ

輸出111:界一）とはいえ、雑木'1<］に農民所１１卜のjWﾉﾉ'1に依ｲｧしていた。したがっ

て、政府の|ｻﾄ1発政策のIit点も、農村剰余の収奪を強行して工業投盗財源をii'｜

出することよ'）も、二[:業と並ぶ農業に１体の発展をとおして|玉|民所得水準をリ｜

き上げ、｜正|内市場を全体として拡大することにii'(かれることになった。まさ
●●●●●●●

に圧||人IlⅢ1発工業化あるいはI刊|(illIO（inward-Iookil]g）＝[業化llUilI(が展開され

たわけて､ある。

戦後｣二業化のインド・モデルとはこのようなものであった。インドの］:業

化は、節２次人)|此後の特異なlIil際条件|〈に、かつてのアメリカやロシアのそ

れに類似した、大陸|玉|家に本来適合的な|ﾉl包的あるいは内需型二[:業化として、

しかもそれにふさわしい政府の|ﾉﾘlfT1的二[業化llUWfをともなって進んだ。

大陸|玉|家であるブラジル、ついで''''五|の綿工業の発展、ひいては工業化も

インドのそれと多分に共通するＩ！'：格を持って進んだことは改めて説lﾘＦ１するま

でもない。

そうとするなら、小半島|正|の柿|玉|には、政策がどうであろうと、当初Ｉ業

化成功の可能性がきわめて限られていたことがただちにHl1解で､きよう。なる

ほど柿国の人ＩＭＭ模は、かつて列強として台IjIiしたヨーロッパ後発唾|の、１９

世紀)醗業革命当時の人|]規模を凌いでいたし（表1-1-2参１１W!)、ｌ溌史の後知忠
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を|助かせば、かつてのＨ本lTil様良質安価な労働ﾉjを提供できる内部条件をｌＷｉ

えてもいた。しかし、土地改革は成功させたものの、１人当たり国民所得水

準１００ドル未iilliiでは、｜EEl内ilj場は限られていた。Ｈ本の植民地政策によって

綿花栽培を拡げていたとはいえ、原料自給はとてもできなかった。また再建

計画の立案を託されたネイサン調杏団の報告が外貨を稼ぐことのできる産物

として見出すことので､きたのは、米だけだった。これで､は、たとえﾘﾘI鮮戦争

が起こらなかったとしても、とうてい順調な]二業化を進められなかったに違

いない。有力な輪llj,農産物を持つ台漉とも状i兄は異なっていたというべきで

ある。現に、綿工業のＬＭｉ、それに繊ﾙ|[;工業全体の’１ﾐ塵も1958年以降頭打ち

状態に入った。’ﾘlらかに内包的工業化は行きづまっていたのだ。紬紡錘数

たった47万鍬、綿花消費fit900万ポンドそこそこでである。それはインド綿

Ⅱ業でいうなら1870年頃、ｌ]木綿二|:業でいうなら1895年頃の水準にすぎない。

にもかかわらず、鰊国はその後、「liiii川による兀業立匡|」に賭けた朴政権

のもとで、驚異的な外延｢19あるいはjliiii,ＩＭＵ二[業化を成功させることになった。

その成功の要lXlには、なによりもまず、朴政権の1964年以降の輪lll,指向工

業化政策をあげるべきであろう。産業の保繊育成がこれほど徹底して輸出優

遇奨励に雌点を合わせて行われた例はほかにない。組織的には、大統領直轄

の輪ＩＩＪ,拡大会議が輸出|塩路打開委員会の実務的調整を経て'１１１題解決に当たっ

た。そのiili肋は、大統領を先頭にさながら１１(LMilのようだったという（法政人

比較研［l990b］ｐ､２８)。輪||｣,を伸ばした者が第１の愛|玉1者として表彰され、

免税措置や低利ｉＷｌ１資輸入ﾀﾄ賃割当、それに外IIi割当までもらった。なお、一

般的な政策として、学とＭｎ:命後の政治運動、労|i【ﾘl連動のきびしい現Ilillによっ

て職場秩序の安定と低賃金の継続を保証したことの意味も大きい。この低賃

金は、少なくとも当初のあいだは、実物援助として与えられたアメリカ余剰

農産物の圧力を受けた低穀ｲllliに裏打ちされていた。

だが、節２に、この輪Ⅱ1,指向工業化政策は、戦後資本主義が経済の異常な

高成長をつづけ、しかもそのうちに新たなIIL界史的な大転換に突入したとい

う、国際的条件に忠まれたこと、というよりもっと｢1り雌に表現すれば、その

圧11際的条件を機敏に十二分に利用するものであったことに注|］しなければな

るまい。
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２０年余にわたる=|:業(I<｣'''心のi釘成長は、1960年代なかば以降、労lliI力、資

源のIlill約を表面化させはじめ、さらにアメリカとＥＣ洲玉１，１]本とのあいだ

の生産ﾉﾉの不均等な発腿のうちに榊造iI9不均衡（ＩＭＦのいう「恭礎的不均

衡｣）を412みllj,していった。しかも、このii↑i成長は、１１iなる砿化学工業的な

し'ﾐ産力発展の延長ではなく、コンピューター化、情報化、サービス化の新し

い発展段階への資本主義の移行を準IiMiすることになった。これらの変化が)(ｌ

辺の事`l1Iiを一変した。交易条ｲﾉ|:はli11辺にｲi利となっていった。そればかりか、

アメリカがますます締ま|)のないインフレ｢I<｣財政金ｌＷｌＩ政策をとＩ)つづけ、そ

れはふんだんな対外lXjllll投資とドルたれ流しとなったから、周辺は慢性的な

ドル不足の隙路からようやく逃れることが可能になった。そのうえ、周辺は

コンピューター化、’|背報化、サービス化へ進んでゆくアメリカへ]:業製ih11を

輸出すること、いいかえれば'''心の、輪''１，|ｲﾘけのみならず内需lf1け工業の一

部を代杯することを初めてj9l侍できるようにもなっていった。外'五'二[業のま

ぐさ場としての巨大なアメリカTlj場のｌＩ１１ＪｉＬである。これらの新しい|玉|際的条

ｲﾉ|賢をもっとも機敏に利川したものこそ台i恋、ついで肺|正|にほかならなかった。

政策当局のその意'1ﾉltでの機敏さは特記するに他しよう（Lee［1989］ppl2-

13)。

それにしても、ガリ３に、束アジアの小lWfblIlというjl(iltl正|の地経学的な初期

条件がもともと輪l]1,指|(ilを生むに適しており、またｲi利な|玉|際環境が生まれ

た時すばやくそれを利川しうるような位wilをも』)えていたことを見落とすな

ら、われわれの理解はただ政莱｣1局者の災ｌｌｉｌｌをほめるｉＷっぺらなものに終っ

てしまいかねない。

「1本の地経学的特徴についてのべたことは、ほとんどそのまま鮴|正|にあて

はまる。ここでは繰り返しを避け、(1)この小半局|正|には、インドと迷って、

大きな可能性をはらんだ懐の深いlEI内Tl丁場を大切に|Ⅱl発するような内向的]二

乗化の戦略は生まれようもなかったこと、それに、(2)束アジアには、ロ本が

かつて発見できたような処女TMliはもうなかったが、その代わりに、アメリ

カに加えて、アメリカへ輸出を急jii)させつつ、コンピューター化、情報化、

サービス化の新しい段陪へ先ljIi切って突き進む''水|と1体が、急膨張する新Tl丁

場および技術提供ｉｌｉｉとして隣にll1IBilしたということ、しかも、(3)１１本の工業
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表1-1-4韓国繊ilMIi工業の貿易収支と外貨狸１Vし手段（ILi刀米ドル）

１９７９

２０，３３８．６

４４８．５

５１．４

６２６．８

４６１．７

１９６４

４０４．４

１９．６

１７

５２．８

３８．２

８．６

１９７１

１，８２３．５

１３７．８

４．５

１３８．４

８４．６

１９７９

１５，０５５．４

１，８２７．９

１９６`１

１１９．１

１９．６

０．２

１１．１

１９７１

１，０６７．６

１５４．３

輸入総柧

繊紙製，Y，

うち綿織物

繊ｌＭＩｉｌｊｉ〔料

うち綿花

繊維機械．|可部,V，

輸出総額

繊維製１W，

うち綿糸

綿織物

化合繊糸

化合繊織物

受入経済援助

対日請求椎資金

127.3

450.6

627.0

0.2

３１．０

４２．３

１６．４

５１．２

３７．２

１．０

１４９．３

８４．６(1)

注）（１）1966年。

111所）Ｋ(ｗａｓ/αﾉﾉs//(Pdl／Ｙｂﾛﾉｶo()ん.；鯨IKl銀行「経済統計年報」；韓国政府「請求樅資金口書｣。

の一部代将に当たっては、lM1lliさを１１りしていた技術弊人移植に在|]柿|玉|人の

iLt正を協力を得られたこと、を指摘しておこう。糊玉|の輪lll,指|句工業化戦略

は、実際にも、訓；か個人の発案ではなく、ほとんどlLI然に牝まれた国h<j的指

|(ilだったのである（法政大比較研［l990b］pp27-31)。

稗国は、｜]本の成功から３分の２１止紀ほども経ってから、かつての|｣本に

緬似した地の利、時の利を１Ｍ:、しかもそれらの利を機敏に最大限にiiIiかす|鼎１

発政策を展|＃|することによって、外延的あるいはIiiiill11型二l:業化へ突l僕したの

である。

しかし、峨後に、外貨練りはどうしたのか？

かつての１１本細工業以｣二にそのllill路性はきびしかった。すっかり成熟した

産業として、稗国細工業は1973ｲliの総コストの４分の３以｣１（１）が綿花．
（５）

スト、賃金コストはわずか13.8％、付力l1IllliIill率は36.3％であったうえ、綿糸

布の輪II1I比率は、その輪}'１，が－つのピークに達した73年になっても、ようや

く18.6％にすぎなかった。それで、｜Til年の綿糸>mliiiIHl,は5650ﾉノドル（'可輸入

が1600万ドル)、綿花輸入が’億1270刀ドルで、細]i業関連の機械.|司部品輸
（６）

入はたしかめられないが、１０００７Jドルを｣｣I|っていただろう。綿]:業の貿易

収支赤字は、表１－１－４が示すように、1964ｲliの2860〃ドルから7lflﾕ5810万ド

ル、７９年３ｲ意8580刀ドルへとふえつづける。それに、さきにドル不足のIlif路

が解消に|句かつたというｌ１ｉ１際的条件にふれたが、それは196011二代木になって

からのことであり、朴政権がⅡ業化への突娯を|)ﾄl始した62年にはそれはまだ
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了B恕もできない二'1態であった。にもかかわらず、jliil1l正|にはこれという輪｜11,時

ｉＩｉｆ１１ｉｉｌ１がなかった。

したがって、アメリカの援助が先細')にな')だした初発の数ｲI：'''１，｜Tilllifに

投資登金調達の意'！'tも待った外貨訓迷こそが榊同｣:業化にとってもっとも|水｜

靴なljiii路となった。またそれだけに朴政樅にとって放火の腕の見せどころで

もあったわけで､ある。

朴政椎はこれを外資導入によって来たした。

ただそれは平山な過稗ではなかった。クーデター１１１１:後に財界が建議した外

資導入はほとんど稔らなかった（週1:lljilltllビジネス編［1983］pp52-60)。朴

政権はｶﾞﾘ１次５がﾄﾞ計画で一皮は|正|内盗金を大きくlli)1貝してこ':業化を進めよ

うとした。しかし、それはたちまちインフレと国際収支の危機によって挫折

してしまったのである。その|玉|際収支危機を打|ｻﾄ｜するために、｜正|迎ＩＦへの

サービスの対{illi受｣|)<り（米ドル支払い）という蚊大の外貨ｉ隻得iIliを|=|減りさ

せても輸仙,拡大に本腰を入れようとしたのが「換率Uil爽化」である。だが、

輸出の効采が上がってくるまで投資資金を手当てし、外資繰りをなんとして

もつけなくてはならなかった。この端境j0lを来')きる切り札となったものこ

そ1965ｲliからの対Ⅱiii1i求権資金（無倣３億ドル、イＴＩＩ１２億ドル）にほかならな

かった。朴政椎にとってのそのl1UUIl＃il<｣意義は111111)llillれない。そしてその４，

５午後には計画|=|標を達成した鯏玉|経済への庇|際｢l<｣評Illliが高ま')、｜正|際金融

も緩んで、外|玉'１背款の導入をjlりしiiiに乗せることができた。それは本当に綱渡

りのような過程だったといえる。

なお、切り札一枚でこの綱１度')ができたわけではない。外貨獲１１卜と外貨節

約に役立つ方策はなりふりかまわず試みられた。保税〃''二[輪Ⅱ｣,はその舷たる

ものであＩ)、主として１１本からのjliiiii入''１||Ⅱ材にちょっと仕上)IⅡ1］：（または$Ⅱ

立力'1二[）して輪ｌＩｌ,する委託の仕－ＭⅢ:業（`finishingtouch'）は、柿|玉|輪}Ｍ１

工業化を象徴するものとさえなった。その主流となったのも衣料,1ii11であり、

皮肉にも、自国藤の糸と布の輪ｌＩｌ１よ')委託〃llI衣料,'ｉｉｌ１のjliiiilll1が大きく上|Ⅱ|っ

た゜しかもその過jFllでＬＴＡ（|玉|際綿製,１，１１１長)01協定）にもとづくアメリカのliilii

入規Ilillが始まったことから、脱IliIlのない合繊製品へのシフトが急速に進んだ。

そのおかげで繊ﾙlli1雅楽全体としての貿易収支は)A(字へlliZiじていった（衣
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1-1-4参'1(1)。ともあれ、jliIltl1ilの二[業化は、少なくともあるj0lllI1、低賃金の武

器をフルiiIi1Ⅱする委託）1Ⅲ[:]:業化として展|ｻﾄＩしたのである。糀国経済の輪}'１，

依存度の異常な上ｹﾄ、そしてそれを上mll)つづけたjliiii人依ｲｲ度の異常な上サト

はこの委託力l1Iの展|)ﾄlなしには起こ')えなかった。その意味でも、蝉匡|工業

化は、2011紀末の人lliZ<換j0lの特異な条件1▽に現れた究極のliiiii出型=[業化で

あったといえよう。

３〈窮地からの飛腿〉としての７１i化学工業化

（１）重化学工業化の課題とディレンマ

緯国が２０世紀後半になって繊ﾙ|に[業による輪'''１桁l(il工業化を成功させたこ

と［1体大変ユニークな111,米辺'1だが、蝉11F1工業化を特徴づけたのはもう一つ、

そこにとどまらずにIIi化学Ｉ業化へ突き進んだことである。

一段と強圧的なﾙlli新体Ilillを敷いた朴大統緬は、1973年１)１，「砿化学工業

化宣言」を発し、lllliljIiに立ってその推進に采Ｉ)111,した。この爪化学工業化は、

空前の投資ブームをリ|き起こしたうえ、やがて79ｲﾄﾞ、深刻な|玉|際収支危機に

よって行きづまった。きびしい財政金融ﾘ|き締めとともにこれまでの経済政

策路線を'二Ｉｌ１１化、lLl神化へlf11けて人lli云換させる「経済安定化llfiiLi」が必要と

なった。そしてこの政策llix換が始まるか姉まらないかに朴大統領は'1Ff殺され

てしまった。開発独裁の20ｲﾄﾞの嫌がり|かれたのである。

韓国の重化学工業化はこのように劇的な展ｌｌﾄ1をたどったが、当然にもl970

flﾐ代末から無珊llIしの爪化学二[業化政策の失敗を批判する)17が強くあがった。

しかし、1986年からの[|覚ましいjliiliilll,主導の景気｣､l役（｢三低景気｣）には、

船舶、電子製iIiiIi、鉄fllil製,ｌｉｉ１１、それに自勅Iliなど、定軒した７１１化学工業の製品

輸出が初めて主役をi寅ずることになった。機器、素材の取要部分を輸入にた

よる傾llLT1はなお鞘:しかったものの、ともかく重化学二[業化政策が重化学工業

の土台を築くのにかなl)の程度成功したことは111｜違いない。しかも韓国はこ

の点で、これまでわずかに先行あるいは並行していたとみられる台湾を抜い

て、決定的に先に立つことになった。

さて、細工業の確立を後発|正'二|:業化の品初の課題とすると、砿化学工業化
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はその節２の課題である。イギリスから始まった細工業など繊ﾙ|に|:業を光皿ｉ

にした二1:業化は、Ⅱh接、機械・処設資材・化学薬,1,11,などのf蠕要をつく'){１１,し

たが、より亟要なことに、交通と1Wi業の人発展をとおしてインフラストラク

チュアの幣備を強く促すことになった。そこから汽''1と汽船による連輸JII1L命

が始ま')、この巡輸革命こそが鉄flil業、機械=[業の本格(l<ﾉな発展を'１Vしぴ起こ

したのである。

かつて、後発のアメリカとドイツは、鉄jii[が切')折いた新たな|ﾉ１１雄的発展

の大きな可能性を持つ大陸|玉|家および14大陸国家として、’二I前の人鉄道網の

建設を行う|=liiiiのZ1i化学Ⅱ:業をlUL、19111:紀殿後のlLl半lU:紀に二l:業｢I<]発展に

おいてイギリスを抜き去った。安本主義は１Ｍ〔史(I<)に株式会社とjR化学]二業

的発展と帝匡にii義の新しい段WIiに突入した。それ以来、後発国の｣I:業化は、

自立しようとするなら、ｉＭＩ工業の碓立という爺初の段ﾙｻﾞにはとどま')えなく

なったといってよい。大陸国家にとっては|玉|内Tl州の|)ﾄ1発のための鉄道が、

小島ｌＪｉｌにとっては外匡lTlT場|洲iのためのiWi船隊が必要であ')、さらに経済(1<ノ

勢力範|Ｈ１のIIlいこみとそのTV分;Iill要求が台血Ｉするにつれ、それを典打ちし、

高まる緊張にそなえるi1厘|けjが必要となっていったからである。Uilにロシア

と日本は、すぐれて恥liiI9な必要に急ぎ)Ｉﾉ:てられながら、その飯化学エ業化

に着手したのであった。

第２次大戦後の後発lJilの工業化が重化学]:業化をはじめから祝1Ｖに入れて

いたのに何のう仙人識もない。政WLill<｣ｊ１Ｉ１立とそれを典打ちする「経済|と|立」を

Iilli保するためには、機械、素材、化学薬,'i,１，などを自給し、力||えて兵器を|玉1雌

化することが必要と考えられた。爪化学Ｉ業化の考えは、ソ連の社会主義計

Iml経済がＪ１i工業優先の辻liIlLMRﾉﾉ式によって急速な工業化を達成したことか

ら、とりわけIlill激されたといえる。インドも中|臼lilも、そしてブラジルも、こ

のような考えから至極当然のコースとして亜化学｣:業化のjiiへ進みｌＩｊ１した。

だが、１１０t後の後発国爪化学二[業化のiii[は、笑は深刻なディレンマをかかえ

ていた。

すなわち、１１１化学兀業、なかでもそのJi1礎となる鉄ｆＩ１Ｉ業、石１１１１化学工業な

どの素材部ＰＩ１は、資本のｲｲ機(Ｉ<ﾉﾄﾙ成（労llill粉ｌ人当たりのifii本装lilli率）がきわ

めて高いうえに、ニュートンノＷ１ｉ１り技術に依存する綿二[業などとは異なり、
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化学的技術に依存するため、規模の利維が杵しい゜経済(I<｣採算に来るための

刷氏所要資本規模は'工人にならざるをえない。ところが、ｊｉとしてLMfIは生

産を行う亜化学工業は、細工業などとは異なって、農二[分離によって'2'らT'丁

場を原姉的に切り打iいていく力（Ⅲ界TIj場システムを外延｢Iりに､'Ⅱ11,拡大する

ﾉ｣）は持たず、ｉ''１饗!'ｲﾆ':業や他の/ＭＪＩｲ］:業が生み('1'す需要に頼らなければ

ならない。そして、それらの需要はこれまで100％輸入によってiiMiたされて

いたのであるから、Ｉ､化学工業にとってはlIiiiii人代替が決定的に重要な意味を

持つことになる。ほとんどの場什、jliilii人代替を政策的に強ＩｌｉｌIすることで初め

て経済的な般低所要安本＃L模の]ﾕ場にTl７場をIilii係できるか、あるいはそれで

もなお不足するかである。さらにこれら素材を利川する機械工業はｌ１ｉｉ１１質と精

度の,ｆｉ１Ｌを要求し、これらの要求に応えるためには素材]ﾕ業の精練、精製、

成型のそれぞれに高い能力を備えなくてはならない。

もちろん砿化学=[業lLl身にもコストダウンと新製,liT1llⅡ|苑によって自らＴＩ丁場

を|)ﾄ１打iするﾉﾉ（世界11i場システムを|人l包的に発展させるﾉ｣）がある。しかし、

それは根づいてに1前の技術開発ﾉ｣をllliえてから後の話である。ところが、１２１

１iiiの技術|＃１発力をIlliえるのは、細]:業などと比べて一段と雌しい゜総合的な

研究開発体Ilillを整えていかなくてはならないし、また熟練機械工を集積して

技術的対応力のある広汎な111小企業を育成しなければならない。並化学工業

化とは、高度の技術|冊|発が必要となる産業と技術蓄積に時'''１がかかる産業と

の両者を育成しなければならないことを意味するのである。しかし、いずれ

もおいそれとはいかない。したがって当初は、jliiii入代替がまずすべてなので

ある。

そこで飯化学工業化を思い立った後発国政府は、輸入禁｣上や鉄鋼、機械製

作企業の'五１世や手厚いIWi助金など肌いきった輸入代替政策を採用する｡とこ

ろが、｜と1iiiiの技術|ｻﾄ1発ﾉﾉもつかないうちに'''心からの競ｲﾄを遮断して輸入代

稗を強行しようとすると、かえってその製品を機器、資材などとして利用す

る産業全体に重大なマイナス効采をもたらすことになってしまう。｜正|産品を

仙１１１することの不利猯が年とともに大きくなるからである。駆け足で一歩先

へ進もうとする政策がかえって後退を余儀なくさせるというディレンマであ

る。繊維工業など１１１朏財の輸入代杯政策にはこのようなディレンマは超こら
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ない。爪化学工業の素材、機''１１部IⅡ1に特殊なディレンマである。そしてJJi化

学工業化をめざす後発諸国はこのディレンマをバイパスすることは許されな

い。｜正|家の政策は過稗を短縮することができるだけである。

このディレンマは、IiiilIj,折|(,'て[業化をめざす小|正|の場合にはたちまち鋭く

現れよう。輸入代勝政策がjliiii1Il1,促進政策に投入される盗金、登illiiを減らすこ

とになるばか')か、｜正||人1重＝[:業製,hＪ１を無１１'1に使わされる繊維こ[業などの輪ｌＩ，

産業のIllli格、，Mnilii｢liでの競ｲﾘﾉを111わずにいないからである。｜玉|内|ｻﾄ|発工

業化をめざす大陸|玉|家の場合には、利き|｣は鈍いといえる。｜玉1際均衡の1/1iで

ｌＩＩｌ題がすぐには現れないからである。その代わ')、)'11当j0lllll絲ってから、維

済停柵;という深刻な結采にllLl:1(liすることになるはずである。現にインド、’'１

国が1960年代後半から経験した経済ｌＭ１Ｉｌｉは、少なからずこの要素に起lXlして

いたと`1Aわれる。

（２）崖っぶちに立たされた分裂反共国家の政治的決断

では、林lJil政府は、このディレンマを持つIii化学二１２業化にどういう兄j、し

をもって乗り''1,したのか。そしてどうllXl)組んだのか。

重化学工業化は「経済の自立｣、つま')|玉|氏経済｢I<｣|=|標の次元で考えれば

いわば自然の選択であったといえる。

すでにみたように、安本=iii義がＩＭＬ史的に株式会社と１１１化学]二業と帝'五|ゴミ

義の段WIrに入った以｣二、後発|]ilはいずれも、二I:業的に'二|立しようとするなら、

重化学Ｉ業化へ進まなければならなかった。しかもjliiiilll,指Ｉｆｉ１工業化をめざし

た鯨|玉|にとって、’隆二[業的発展には狭いｌｌ４界があったこと、と')わけ細二I:業

など繊ｉｌに[業が外ft11lll1j産業の地位から脱'1',するあてがなかったことの持つ

意味は決定的だったといえよう（Lee［1()90］pl1)。

したがって、純国政府は、当初は重化学二[業の育成を考えていなかったと

いうのではなく、そもそもの初めからむしろ全irli的な]:業化を榊恕しｌＩｌｉ逃し

たのであった。必要に迫られて、第１次５カイ|き計画期（1962-66）にまず第

１孟点のエネルギー供給i原のIiW洲のためのzll業計山として火力苑f1i所、イT1ilI1

精製１場の建設を行ったばか')か、IlUl料、セメント、鉄fIiil、地気機器などの

｢基幹１１if業」の姓設拡充に収Ｉ)ilil[んだ（jliiil玉|政１１;|:［1962])。第２次５が１１計１１１，
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(1967-71）では、「雌業構造を近代化し日立経済のIiIli立をいっそう推進する」

という基本'三|標のもとに、「｢１１点」の２芥１１に化学、鉄鋼および機械こ[業の

姓設によって「]:業高度化の」,醜をつくる」ことをiilMい、節1次計画で建設

がｲ《振だった基礎化学、鉄fllil、一般産業機械の建設育成に11i点的にJ1)<')組ん

だ。その'二|]iが銑$|Iiilを-11Ｍﾐ)韮するllIl営ｉｉＭｉ製鉄所の建設であった（肺|玉|政

府［1966])。そのうえで､、節３次５カイ'２計11111（1972-77）において、JIL本目標

の主ｊｌｌｌｌ１が「農漁村のJ1I1i新ilり|Ⅲ1発、jliiiilll｣,の11llU0liI<Jj]W人および11ｔ化学]:業の述

設」と|ﾘ|示されたのである（蝉'五|政111:［1971])。

しかし、：ＪＲ化学]:業化は、それだけの論lll1と経済公|皿院をJ1n点とする従米

の経済政策述営体Ilillとではとても本格的には進まなかった。それだけ課題と

して雨かつたといえる。投盗IはⅧi(、］２場111地およびインフラストラクチュア

の盤備、技術導入などいずれをとっても、帷]:業のそれとは桁違いの政府介

入を必要とし、しかもさきにみたディレンマをかかえていた。それどころか、

節３次計iUljlの策定作業が行われた1970年当'１《ｻﾞは餓初の世界｢1<)スタグフレー

ションが襲来して、jliiltl玉|政111:は、｜玉|際収支対策として立てつづけに平Illli切下

げを行いながらインフレlIl111iIlの経済安定施策を打ちＨ１,し、さらに不実企業難
●●●●

HI1への介入の必要に迫られてゆくという経済/６Ｊ機のil1I:''１にあった。絲済政策
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

１１<」合理性からは容易に蹄みこめなかったといえる。そうした気分はｶﾞｿ３次計

lIlilにも反||〕|Ｉしていた。雨化)r:兀業姓設を三iﾐjlilllに柵えながら、投資率は1969年

の30％から76年には25％まで低下すると予定されていたのである（IWItl正|政府

[1971])。

ところが、第３次計画の策定作業''１に、火アジアの政治I|叩情勢という別

の次元で、大きな変化が進行していた。そして、その変化は柿国の朴政権を

いわば殿っぶちに追いやった。

1968年初頭、テト攻勢とドル取り付けの脚によって、ベトナム11蛸'に介入

していたアメリカは、政iiLi(1<｣車斗W1<ｊにも経洲１０にも、｜ＩＭＬに立ち系ったこと

を`MAい知らされた。そこからアメリカは、110(後l止界を枠付けてきたそのｌＵ１Ｌ

政策のili云換に向かったのである。６９ｲ|ﾐ７)]に発表されたニクソン大統領のい

わゆるグアム・ドクトリンは、アジアにおける米地lx軍不投入方針を|ﾘ}らか

にし、パートナーの自助努ﾉﾉをﾘｉｉ調するもので、アメリカ政府はベトナムか
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らの撤兵、さらに林|玉|等駐ＷＩ兵ﾉﾉのW'１減を|ﾅﾄＷ１した。南ベトナムと|而1じ分裂

反共|];|家として)lUiｲﾄを経験し、米ilIの１１駐ＩＹＩによって安全保障を脈係していた

林国、しかもベトナムに現に派兵していた柿|正|にとってこの11i)｣きが与えた衝

撃の深刻さはとうてい外から充分ｌＩｌ解することができないであろう。さらに、

71年７)]、’'１国封じこめ政策の転換を意lLkするニクソン大統fiIi訪''１発表の衝

撃が追い打ちした。

1971ｲli411、朴人統緬は辛うじて三選されたが、」ﾉ卿党''1の安保論争がこ

の大統価選挙の最大の焦点となった。勝利した朴大統釧は、アメリカの意lfil

も受け、いったん緊張緩和のための南北対話へ|句かつた。しかし、経済/,2機

の深まＩ)とともに政局を揺るがすﾕｌＷｌﾕがlili発するや、７１年12)三lに|正|家非常ＺＩｌ

態宣言を発し、さらに72年10)]に非常戒厳令布告とともに憲法改J1そ案を提示、

lFl民投票に付して、いわゆる「-|Ⅲ維新」体Ili'|をつくりIlj,したのである。非

ｉＩｉ戒厳令の1111['１とされたのは、まさに「jli1l鮮半島をとりまく列強の勢力均衡

の大きな変化」が「輔1Mの安全保障に脅威を及ぼすおそれがある」という危

機認識である（ｦ1鍬徹［1986］pp350-354)。そして朴政椎は、１k界の大勢に

道を譲ることを拒み、ｌＬＩ主lMj術政策をしゃにむに|((;巡する決意を|、めた。そ

れは、緊張緩和と対話、そして内部的にはそれを機に百論が噴き１１１，すことに

なるであろう民主ｶﾐ義の|DII役を是認しえない、分裂反共膣|家の''１し子、朴政

権のまさに追いつめられた肢後の選択であったろう。

こうして崖っぶちに立たされた朴政椎が、岐初に打ち''1,したのがほかなら

ぬ「Ｈ１化学=[業化宣言」であった。工業化がクーデターで登場した朴政樅そ

のもの（第３共禾111王|）の政治(1りJ1;当化の切り札であったように、並化学=[業

化はそのﾙlli新体IliIl（第４共和|Jil）の政WL1i1りJIi当化の切り札にほかならなかっ

た。

それはく窮地からの飛蹄＞を試みる決|折であった。その決断を支えるflil災

の根拠はまだ乏しかった。わずかに台湾の先例が希望を与え、またi１１１項製鉄

所の好業績と現代造船の成功物誹がなにがしかの'二|信を与えてくれるにすぎ

ない、という状況であった。

しかし、いったん決断され、発表されると、すさまじい取り組みが始まっ

た。
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1973年５月に大統価府直jlilliの臨時の関係各''''1長官会議として１１１化学工業化

推進委員会がつくられ、その下に実務を担う企凹'111が、経済企画院（幹事

役)、商二[部、建設部、科学技術雌、それにiil1からの兼担肴、’'1,向科によっ

て組織された。このような新jIlll織が必要だったのは、何よりも大統価の面接

の指揮のもとにﾘｊＵｊに推進しようとしたからであった。いかにこの$Ⅱ織が重

視されたかは、当時大統領がiih:接}剛(するＩ((i進委風会が三つ（他の二つは輪

'11,拡大会議、科学技術振興会識）があったが、爪化学Ｉ業化推進委員会だけは

大統領の執務室を持っていたことによってｊ１ＭＩｌ１<｣に象徴されている（法政大比

較研［1990ｂ］pp39-51、｜両１［1991ｂ］ｐｐ､49-54)。

｜司年９月には、1981年までに輪ll11lOOｲ意ドル、国lXj所鐇得１人当たり１０００ド

ルという長j0ll=1標のもとに、ｊ､化学工業化の雑木計ujlが定められた。これは

Tli場メカニズムの'１１１１きからＩｌＩＩｌｉれて政治(１０に導かれる指令的計l11jlであ')、蝉|玉１

が初めて経験するものであった（Lee［1989］ｐＢ、［1990］ｐ７)。当初は財

閥も尻ごみする空気の''１、大統領の意lfT1を伝えるという形でzl1業計画への参

加を勧奨する方法により割l)当てが行われた（Lee［1990］ｐ７、法政人比較

研［l990b］ｐ､４１)。まさに|;Iil策への奉公である。この辺'1F業計l11jlの実行は、第

１次石１１１１危機の襲米によってしばらく几合わされたが、７５年から突撃的に開

始された。lJl地造成、インフラ整Ijlli、税の減免、低利融資、外|玉|借款の保証、

それに輸入抑Ilill等々、至れ')尽くせ')の助成が行われた。なかでも唾|民投資

基金の新設および実質金利マイナスという栄ｲﾉ|:卜で､の銀行融査一定訓令の重

化学工業向け義務づけが政府の意AU(の貫徹に威力を発揮した。状況が好lli瓦す

ると財閥は争ってかけこみ参入を求めたから、計lIljlはふくれあがり、空前の

投資ブームを現''1,したのである。第４次計画（1977-81）では、j01lll1｢'’

26.2％の投盗率を二r定していたが、笑|際には33.5％の投資率となった。とく

に79年には35.4％のピークを記録した（鮴国政府［1976］［1981])。

このように思いきった大規模なrlt化学工業化事業計凹のｲｲ(i地は、当然にも

それまでの輸出指|（'1工業化政策に矛)召し、現災に輪１１１，産業としての繊維Ｉ業

などに打撃を与えることになった。それは大統領府の経済担当ﾈili佐官みずか

ら認めているところである（Lee［1990］ｐ､４１)。事態は輸出指向と輸入代替

との「複線型発展」（今岡［1982]）などという生易しいものではなかった。
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純国のⅢ業化は、-14｛したjliiiiIl1,指lfil工業化政策のもとですんな,)軽工業から

重化学]二業へ１１１点を移していったのではなかった。それは経済谷I！l性で説'ﾘI

することはlllIILい。当ｌｌｉｆのＩＭＦや世銀には絶対に｣111解され承認されること

のない、経済谷I1l1Wliを越えたすさまじい政WLiiI<)執念によってｌＩＩｉ進されたので

ある。

ただ７１１化学工業のｌｌｌでも総合iNI立産業のl1li格を持つ造船業や電機・ｌ１ｌｊﾉﾉIlI

などのlIiil久１１１１川ｲ］:業を育成、それもlliiiill｣,厳業としてfji成することは、これ

までの金属およびｲiilll化学素材の精錬・精製技術とそれらをベースにする機

械技術の|ｻﾄ１発の燃史の灸過概をそろえて導入移植し、しかもそれに|正1際競争

ﾉ｣を持たせることを意味する。それはとうてい短jUlllllに達成することはでき

ない課題であった。そこでjIMItl玉|のZ1i化学Ⅲ業化は、IWi］:業化の例にならって、

まずすぐれて委託力Ⅱ二'１１<)なやＩ)ブJで始まった。そしてそこから一歩||｣,てから

も、エンジン゛伝導装粧．fE気系統の部,Iil1l、ＩＣ、ＶＴＲの１Ｍぞ装i遇など重要liill

11ii11および川辺部,１，１，の一W|lはｉｉとして'三1本からのDliilii人に虹i')つづけなければな

らないことになる。

この蝉|玉|の五化学l:業化は、またも１１本の先例にＩＩＪ[似している。海に向か

う小|正|の皿化学]:業化として、鉄iii[よ|)は造船に依ｲ｢したし、また帝国主義

の台頭以来ひきつづく政治'１<Ii回ｌｉＩ<)対立抗争の時代のJR化学二[業化として、

ilf事産業に杵しく依ｲ】北たからである。兵器|;Ｍｉ化は、110(略jlizi換したアメリ

カの意思から'二l立するために至上命令であったといってよい。

しかし、技術'１<)にみてｉ１ｌｊ打のあいだにjli要を111述点があることも兄逃せな

い。林|玉|の亜化学こ[業化は、第２次大戦iiiil三１本が当初は必要とせず、戦後に

時''１１乗をおいて１１)(1)jillみえたf(i機・帥)１１１１などIIiil久ilI1M1lI村二[業の移植をも|可

時に遂行しようとしている。しかもエレクトロニクスの発展は廠業ｉ１り発展の

新しい段l1ffを11111すものとして、既成の爪化学]:業全体にも広汎な技術革新(1<］

なインパクトを与えつつあるわけで、このような|可時遂行は「輪Ⅱ１１工業立

|玉|」をめざす桃|玉|に否応なく辿られているわけである。それは後発の利袖を

享受しうるメリットをもたらす反ｍ余裕がなくきわめてlIMllの多い、それ

だけに危ういものでもあるといえよう。

さて、このように本質iIOに経済谷llllliを越えたく窮地からの飛雌〉では
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あったが、ｊｌ(iltl]亘|の重化学J:業化が大きな時の利を得、しかも抜け[Iなく機敏

にそれをiiliかすものであったこともみておくべきであろう。

戦後資本Zii義１１界の商成焚はまさに終潟し、大転換がl(｛iまった。その全貌

はいまだｿf分|ﾘIらかではないが、l91U:紀ﾌk葉からの大llix換にも比すべき大ili武

換であることはIlU違いない。かつての大転換では、絲二|:業によってｕ界市場

を↑ili聯したイギリスを｢''心|玉|とするシステムから、重化学二[業('<｣発展に抜き

んｌＩｌｌた大陸|Tl家、アメリカとソ連を対抗｢'<｣'''心lElとするシステムへの移行が

起こった。今|]の大lliz<換においては、そのJii化学工業が成熟してすでに活力

を失い、アメリカとソ連を対抗的'''心|正|とするシステムが行きづまって崩れ

Ｊｉｌ)つつある。そしてエレクトロニクス化、Ｉ１１ｉ報化、サービス化の新しいｉｉ１ｉ

ﾉﾉが41三まれ、多極的なシステムがIlj編の｢'１から牝まれようとしているようだ。

だが、今Ｈ、117いシステムの安定はすでに失われたのに、新しいシステムは

まだﾉ'三まれきっておらず、激しいIli造変化の''１で不硴爽性が著しく高まって

いる。このような局VIiでは、二[業化、近代化の課題を背iiった後発国は、激

変に対応できなければたちまち命１１)<|)の大打撃を受ける代わりに、うまくiili「

ll1すれば大きく飛燃する機会にもめぐまれる。1973年のｌｌＷＭ勺をインフレ高

進・第４次''１束戦争・イiilll危機、そしてその後につづく節２のＩＭＬｉＩ<｣スタグ

フレーションという複合｢1<｣/122機は、まさに後発諸|玉|、とくにその政府の対応

能力を試す試金石であった。

エネルギー資加i〔を持たない鮠|玉|が小さくない打撃を象ったことはいうまで

もない。しかし、鯨|正|は、４１ｉまれた好機の機敏なiili用によって打蝶を_し|呵る

成采を獲得した。アメリカのドルたれ流しの!'ｲ政金剛1政策述営、その結果と

してのドル安、’'1界ｉＩ９な)龍業の柵造調整の|}}11(〈1、｜玉|際金IW1II11j場の超緩慢など

という状況につけこんだ、①大llllなﾀﾄ|J;Ⅱ昔款導入、②対米jWiiilIl,ドライヴ。他

力での、③オイル成金化した''１束1iiRillllElへの処設輸出。それらは平常時なら

たちまち破綻してしまったであろう１１側lを重化学と[業化事業計画を結来的に

谷I1M化していったのである。けっして予め経済企111ｊ院などに成算があったわ

けではない。蝉|玉|の爪化学工業化は、とりわけ政府と企業家のこの極の機敏

なチャンスiili111能力、そしてIl61々にみれば危険も誤りも多かったであろうが、

失敗したときすぐさま麸Jliする修Jli能力によるところが大きかったといえよ
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う（Lee［1990］ｐｐ､49-51)。

だが、最後にそれにしてもZii化学二[業化という課題は一気に達成するには

余りにIliかつたといえる。1979年、ＴＶ度のｌｕＷｌリインフレの高進・イラン

ーイラク戦争・節２次ｲiilll危機という複谷的危機がやってきた時、内部的に

も労働ﾌﾞﾉ供給のlMLにｎ１ｍｉしつつあった林|丞|経済は持ちこたえることができ

なかった。）lUi後最大の経済危機に'１１つたのである。そしてIli化学Ⅲ業化を強

行した朴体Ilillそのものに終jk符が打たれることになったわけである。

４むすび－|)ﾄ1発)|戊略論争への一ｲ｢

林国の工業化を以｣±のように世界史のなかに位ii'打けるなら、今日輸入代

替ｖｓ輸出指向の二折択一で論じられている|)ﾄ１発110t略論争について二、三発

言しておくべきであろう。

一つは、その方法的鉛誤について。

まず、｜玉|家の維済|ﾘﾄ|苑11mIlifを111なるmWi政策次元の二名壜択一でとらえよう

とすることに誤りがある。TlT場をllUil11什的にどこに求めるかを考えるなら、jliiii

出に求めるかそれとも内需に求めるかであろう。jliiiii入代枠は内需の圧|外漏出

を防いでIL11玉|兀業に内需を与える一契機である。しかし、内需そのものをｲ''１

ばすという契機があり、この方が通I'|↑よ')雑木的なものといえる。市場開発

に焦点を当ててlHl発)|戊略を立てるとすれば、Iiiiiilll,指向か輸入代替かではなく、

輪''１，指|（,ｌ（輪１１１，立lilil）か|玉|内|lﾄ1発（輸入代替も含めて）かということになろ

う。

さて、輪111,桁lf11か|玉'１人11%１発か－このように二粁択一を設定しなおすと、

開発戦略は、多くの論者たちが暗黙にiiii堤しているように、スーパーで買い

物するように'二1Ⅱ1に選択できるものではないことがはっきりする。それこそ

|ｻｶﾞ発経済学を赤している方法的f片誤、しかも先行する初101条件研究の成采

(CheneryetaL［1974]）を無視する方法的銚誤である。

それぞれの国には、その'1:|民経済をバラバラに解体してしまうのでない限
●●●●●●●●

')、その地経学｢'り初)０１条件にフィットした|画|ｲ｢の|ﾙ１発'政略が存在する。大陸

国家にとっては|正|内|)ﾄ1発こ[業化戦略であ')、小局'五|や小２Ｍ)|玉|にとっては輪
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{'1,指向エ業化l1Ut略である。なぜなら、許しくアウタルキー的なiiii者は、内部

の資源と人'二1をJIIE新的交j､手段を媒介として）'11互lil1激的にうまく結びつけた

時に爆発｢'<jな内包的発展を実現できるのであり、これに対して後者は、その

ような潜ｲIﾐｉＩり可能性を持たず、その代わＩ)比較的身i峰に特定産業へのjliiii出促

進奨励に政策努ﾉ｣を集｢|'でき、企業もまたIiililll11にIIX売努ﾉJを集'１１できるから

である。大|鞭|司家の企業にとっては外|玉ITlj｣iﾙはどうしても２次的対象であＩ)、

またその政府にとってＭAいきって特定産業のlliiiiillllを優遇することは政治的

にlMliしい゜ただ、この地絲学的初j0l条件にフィットした開発戦''１件の有効性は、

その時々の国際環境によって大きくﾘｊｉめられたり、あるいは弱められたりす

る。とくに輪'1,指lfil=[業化ＩＩＵＵ'１件の場什、輪''１，拡大を許す世界市場の条件が整

わない限り、はかばかしい成功は望めないといえよう。

このようにみてくると、林lJilのjliiiillll型]三楽化のこれまでの成功は、｜刑発途

上llilのすべてが見習うべき杵通的モデルなどではないこと、それにまた|＃1発

途｣｣玉|のすべてに今|]陥っているlMLTlT場の蛾地獄からのｌ１ｊＡｌｌ１１の可能性を約

束するものでもないことはおのずから'ﾘＩらかであろう。特定の地経学的初期

条件を備え、国際環境に恵まれたuilが、それらの諸条件を活)I)する能力を

持っていたがゆえにjIiiiiilllllM[業化に成功した。しかし、このjliiiillI型二[業化は、

乖､11:分業によって農業をいわば外へＩｌｌｌしｌｌｌ,しながら、先進二I:業諸ｌｌｉｌとのＩ:業

的分業関係に入りこんだ。したがって成長率は著しく高くなりうるし、糠|玉’

一|玉|のluLTl1場における地位の|ｲﾘｰﾋをもたらしうるが、lMLTlj場の111心一

周辺構造そのものを蒜定することにはならないのである。

なお、鮠|玉|モデルを賞謝して輸入代替工業化から輪''1,指lfill:業化への戦略

の〈転換〉が'ﾘ111粁を分けた政策選択として採り上げられる。だが、この〈転

換〉なるものも実はＩ;'1当禅ｌｌリ|いて考えなくてはならない。というのは、蝉|玉｜

の二|:業化は、そもそも1959ｲ|ﾐに立案された岐初の３カイド計画の時から、農産

物輸出国としての|÷I立を勧めたネイサン報告に反推して、二[業,ｌｉＴｌ,を輪ｌｌＩして

|と1立経済をつくろうとデザインされたのだからである（法政大比較研［l989

a］ppl2-18)。ただそのような意lfilを持ったからといって、すぐさま政策の

焦点をそれへ合わすわけにはいかなかった。まだ援11ﾉﾉも大きかったし、何よ

'）も|玉1連ilfへのサービスの対Illli支払いが大きかった。それを最大限活１１Ｉする
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にはウォンの対米ドル為替レートを過大にﾙｌｌｉ排しておくに限るのだった。当

時、政府批判派の人々はプレビッシュ１１１１論の影響を受け、輸入代梼兀業化を

１１&えていたことは二'１実である（法政大比較1i)|:［]9901)］Ｉ)l).25-28）が、ウォン

の過大評Illlil芒１体は輸入代替]:業化戦略の手段などではなかった。このように

みるなら、l964fliの「換率]〔M実化」はたしかにliiii,111,1ＩＩｉ進の合図となる決定的

な政策選択ではあった。しかし、それは開発戦''１＃をIliZ《換するというよ})、む

しろ初めて現実化するものであったというべきではなかろうか。

もう一つは、その諭争のりil実ｉｌり愈義について。

方法｢19鉛誤のゆえにIiiiii入代替ｖｓ輔'''１指lfil論ｲ'･はiliLi1iしを生み、多分にイデ

オロギー主張に1Mjちてしまった感が深い。しかし、それは、｜＃１発戦略全体の

選択の''１題ではなく、本来後発国の第２の課題、爪化学=|:業化が避けて皿る

ことのできない|lHl有のディレンマーー耐化学]:業化を根づかせるには輸入代

幹がまずすべてなのだが、それを無Illに強１了しようとすると、かえって兀業

化全体をlllなうことになるというデイレンマーにかかわる政策選択のＩＩｌｌ題

として、テーマを'1ＭZして具体的に提起されるべきであった。

テーマがそこにあるなら、それは外|(,lきの小国にも''製の深い大陸|］Iil家にも

共通している。しかし、本来｢1りに|；'1発)IUUI1片を異にするiil1i料･では'''1題にな')力

がおのずから迷うであろう。ｉiii肴では、輪111,桁lfil]為業化llUtl'1件のもとで、ただ

素材・機械部|Ⅱ]でのjlilii人代杵とlLl主技術|ｻﾄ1発にどれだけ政策｢I<｣助成を行うか

だけを考えればすむ。ところが後若では、｜正||ﾉ１１)}1発]:業化)'0t略を堅持しなが

ら、アウタルキー的な輸入代替とlLl主技術|＃|発をどこまで優先するか、過度

の輸入代替のり時をﾌllLj1iするjliilii人|全llll化と対応してその外貨支払いを確保す

る輪lIj,促進錐、さらには外盗導入XMIli'１緩和をどこまで採)Ⅱするかが'１１１題とな

る。靴'''1である。それは「＃MlilI撤廃」と「小さな政府」の力lfilにrliなる部分

を持つとはいえ、もともとそのような雛１１１のｲ|:力で扱いうる|ｌＩｌ題ではない。

そしてその答はlMLTlj場の条件によっても杵し〈ノf右される。今|]インドや

ｌＩ１ｌＥｌが開放政策へと突き１１i))かされているのも、ソ述からの技術供与のルート

が細ってしまったこと、lMLTlj場にとてＭ〈統しそうにはない異常に有利な

輪Ｉ|｣環境が生まれたことをぬきにしてはJliし〈ＩＭＩ!できないであろう。



節１章ＩＭＬ史のなかの輔睡|工業化４３

[注］

(1)資本主義'11:界市場システムの歴史(I<｣地１１１１的展Ill1については、イマニュエ

ル・ウォラーステインが包括(|<ﾉな研究を発表しているが、それへの川上の

コメントを［1985］で表|ﾘＩしている。なお、）|Ｉ上|とl身の１１１:界システム論に

ついては、［1971］［1989］をみよ。

(2)EconomicPlanningBoard,ＫＯ'wzS/tz/Ｍｃ(zノルαγ60oたより算'11,゜

(3)対外通ilW政策としてならともかく、Ｉ|}|発戦略としては、輸出指lfilの対語

は輸入代替ではない、内需拡大（|玉|内|＃|発）である。対外j皿商政策は開発

戦略の重要Ilfll分であっても、あくまで部分にすぎない。内lfi1開発戦略を考

えるＩ祭、国|ﾉﾘTIj場そのものの'1M発を落とすわけにはいかない。「４むすび」

を参照せよ。

(4)「|ﾘ1治大’'五|勢総覧」より算:'11,。（綿糸輸出額十綿織物jliliiill,額)÷(綿糸輔

１１１，額十綿織物生産額)。

(5)EconomicPlalmilDgBoard，RclPoγ／ｏ〃〃ｉ"ﾉﾉzｇ（２Ｍ／ＭｚｿｉＭｌｃ〃ｆＭ

Ｓ'"ｗｙ，1974より算''１，゜

(6)ＫＯノセαＳ/α/Ｍｃα／Ｙｂ(zγboolFは、1964年まで繊ｌｌＩｉ機械.|両I部品輸入額を111

狐に1ﾘ}らかにしているが、｜両IJliには96()刀ドルであった。
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第２章「蝉|主|モデル」と榊造調整の政1台経済学

ｌはじめに

純|正|がｌｕ１立直後のアジアの貧しい－農村社会から新興工業'五Ｉの域へと一挙

に駆け上がった経済|)}1発の成功例であることは、もはや誰も否定することは

できない。しかし、その林'五|の経済発展も決して1'Ⅱi調なものではなかった。

1970年代の２度にわたる石１１１１危機とそれにつづく先進諸|玉|のスタグフレー

ションとM7i金利の形響を受けて、大半の発腿途上|辺|は|玉|際収支危機、インフ

レーションの激化、低成長、そして累積債務という政治経済危機に見舞われ

た。製造業,ｌｉｉｌ,輸出をテコとしてi#j度成焚を速成してきた発展途I1l玉|の優等化

韓国もまたこうしたツト的ショック〃から|]１１１ではなかった。と')わけ70年

代後半の鮴国はインフレの力Ⅱ述、国際｣|)(文の悪化、対外債務の巣積という形

で馴著にこうしたｌＩＩｌ題に}'1,くわした。８０年には独立後初めてのマイナス成長

を記録し、８１年にはブラジル、メキシコ、アルゼンチンに次ぐ１１界第４位の

債務lJilとな')、木'１１;'有の政治'１<j・経済iIWiZ機を迎えた。

しかし1979～82ｲﾄﾞの俄務危機に対する柿|Ⅲ|の榊造調整の成果は、これまた

'=|覚ましいものであった。ラテンアメリカ諸|玉|とは対１１((的に、成艮の職牲を

最小限におさえることによってインフレの減速、｜型|際収支の改稗といった調

整を知j0lllllのうちに達成し、８６ｲﾄﾞまでに債務負担は大きく減少し、貿易収支

は黒字に!|i云換した。鮴|玉|は、包括的な訓幣政策とさまざまな構造改芯をもっ

て、速やかにこうした諸'''１題に対処しえたのである。かくして林国の経験は

経済発展の成功例としてばか')でなく、榊造調整の成功例としても開発経済

学に対してあらためて大きなインパクトをﾉﾉえることになった。本章は長）０１

開発)lUb略モデルとして形成された蝉|玉|モデルが、「成長指向榊造調整」モデ

ルとして読み直されていった識論の跡をフォローするものである。
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２輸出指lfil二[業化モデルとしての糊玉|の経験

韓国の労働集約的Iiiiiilll,指lhl工業化戦略への転換は、｜＃１発戦''1＃としての「韓

|玉1モデル」のプロトタイプを形成するものであった。

しかしまもなく、輪''１，桁|(i'二11業化戦略が輸入代替=[業化llUC略にとってかわ

るべきすぐれた政策であるという点にほとんどの|#１発経済学料が合意しなが

らも、輸出指lfil工業化llUb略それだけが所得分lIiuの悪化を伴うことのない高度

成長を鯨国にもたらした要|Alではないという点が論じられるようになった。

これまでの多くのWl:究がすでにさまざまな要因を指摘している。そのうち大

方の支持を得ている主要な要lklは、①高い教育水準によって裏打ちされた安

｛illiで良質な労働力の矧博;なｲ１Ｍﾐ、②経済|}'１発遂行への強い懲志と実行力を

伴った政府とすぐれた官恢のリーダーシップ.、および③良好な|玉1際環境の３

点である。またこれらの要lklに付け力|'えて、初ﾉﾘ|条件としての、④ｲ１１対的に

平等な資産配分をもたらすにあたって決定的な影響を及ぼしたここ地改革と、

⑤1950年代におけるアメリカからの膨大な援助の役;!;'１、が指摘されている。

とりわけ新たに強訓lされるようになった点は、経済|ﾘﾄ１発にあたって政府の来

たした決定的な役割であり、またlilil家介入のあＩ)かたである（Sen［1981]、

Datta-Chaudhuri［1981]、Bradford［1989])。

「輔|正1モデル」をめぐるもう一つの大きな論点は、｜iii出指|ｲil正業化戦略の

内容と解釈をめぐるものである。mlll危機後のＩＵ:界不UiLと先進資本主義諸|玉｜

の保護主義の高まl)を背景として、輪'11,桁lfT11lﾄ|発)lUUl1＃の有効性に疑ｌＩＩｌを呈す

る「輸出ペシミズム」論が新たにiﾘＩ)き起こってきた。アーサー．ルイスの

ノーベル賞受賞記念識減（Lewis［1980])はその先Wiljをなすものである。こ

うした流れの111でストリーテンは、③輸入代稗)|UCI'1%の失敗は、jliiii入代替産業

と輸出折向産業との'''１の資ilMB分の誤l)、あるいは資Ⅷi(配分の誤りによる非

効率によるものではなく、jliii入代替産業に配分された盗源の非効率的な利)'１

によるものである。経済|州|苑にとってよＩ)重要な'''１題は、総尚の質、規模、

技術、生産榊成、製,1,1,デザイン、教育の型、労働者のリクルートと訓練、管

1111に関する意志決定である。外lfili19な110t略と|ﾉ11(ｉ１的な11Ubll（とのメリットの検
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証は、IIfljl1川での資iliil1I1U分能ﾉﾉという槻ﾉ,!Xからではなく、国内盗源・技能の

､１１員能ﾉﾉおよび'111発のための総|K|・態度・Ilill度をiiIi性化する能ﾉ｣という棚ﾉA〈

から行われるべきであると論ずる゜またクラインの繊論（Cline［1982]）を

受け継いで、⑥すべての国が台湾・韓|巡|と|司様の輸肥'パフォーマンスを記録

したならば、その結采先進諸'五|のlliiii人障ｌＩｉｒが商まり、途_|｣正|の交易条件は悪

化するであろう、とした（Strceten［1982])。ストリーテンの批判に対して

輪'11,指|(il戦ＩＩｌｈの蚊も積ﾄﾘM19なlIl1Ijij[稀の一人であるバラッサは、ストリーテン

の批判は「案lll子を攻撃するに等しい｣、なぜならば、外向的戦略は|正|内11ｉ

場lfilけ生産と外|正lTIj場|hlけ4Ｍkとが等しいインセンティブを受けているか、

それとも輸入代替がjWiiill1lよ}）も優遇されているかのjll1述であるからである、

とした。そして「稗lEl・台湾．シンガポールではjliiiillI,'Ｉｉ１１と輸入代杵,ＩｉｉＩ１とに等

しいインセンティブが供与された。もし』血切な唾|内政策が採)１１されるならば、

輪}11,拡大と効率ｉｌり)|iii入代替は|而１時に進む。外|(iliIり戦''1升の孫１１１は第１次産業の

iiIi勅を'111害するようなバイアスをｲiするインセンティブIlill度を除去し、した

がってこのようなインセンティブIlill度の変更は節１次産,'ii1,輸出と輸入代替の

双方を促進する」と論じた（Balassa［l983a])。またクラインの批判に対し

てはレイニスが反ﾙﾋ判をﾉﾘⅡえた。すなわち、クラインはⅡ〔アジア・モデルを

｢できるかぎ')多く輪ｌＩＩ１する」モデルとしてI1l1l1iギしているが、これは誤りで

ある。そうではなく、】〔アジア・モデルは「できるかぎり速やかにTlj場'二llll

化の力|（,|へと移行した」モデルである。すなわち、異なった途Iil正|はそれぞ

れ異なった時点に異なった種類の商,ｌｉ１１をﾉ|ｉ産しながら、それぞれの製造業ｌ１ｉｉ１１

のjliiiiilIl,能）]をＩ愛得することができる、とした（Ranis［1985])。

この論争はjliiiillI,指lfil)lublI1汁の定義をめぐって起こったとも''1ｷﾞ釈できるが、バ

ラッサーレイニスによる定義のZZ当性はjliiltl正|のjliiiilIl,指lhl1IUUI1什の|ﾉ､1窯が具体(1<ノ

にどのようなものであったのか－－すなわち「liiiii肥,と輸入代替に等しいイン

センテイブが｣ｊえられた」のか、それとも「jliIiI,'1',節一三iﾐ義」であったのか

－という点にも大きく依存せざるを得ないであろう。

輪llj,促進かそれともjliilii人代株かという二分法を批判してサックスは資ｉＩＩｉｌＮｄ

分を考えるにあたっては少なくとも輸入恥輸ｌｌｌｌＭ、非貿易財の三助モデル

を考えるべきだとした（Sachs［1985])。Iiiii入11イとjliiiiiII11llｲしかないﾆセク
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ター・モデルでは輸入競争Wllll｢|の附幽は必ずlliiiiilIll部'''１を打ｌｋすることになっ

てしまう。ここでは保誠とｉｉ義は輪Ⅱ',をｌｌｌｌ害するものでしかない。なぜならば

武川i(は輪ｌｌ１１Ｉ１ｲからリ|きｌｌＩｌされ輸入I|イヘと'１ﾉＭ'されざるをえないからである。

しかし三財モデルでは、もし資Ⅶi(がＪ１：貿易11ｲからリ|き{'１，ざれ輸入11ｲと輸出財

という双方の貿易財部|Ⅱ1へと流れ込むとするならば、保謹二ii義政策はjliilii出促

進政策と並1了して進めることができる。実際、’１本・林|玉|・インドネシアで

は多かれ少なかれjliiiii人競ｲ'１１ｲ部''１１は保護されながら|両１時にjliiiiilIjIは急速に伸び

たのである、と論じた。タト|(,1的戦''1＃あるいはDIiiiiIlI,促進)Ｉｉｋ略の定義に|奥Ｉしては

論判によって相当の1W11釈の相述がみられたが、３Ｍiでは一応「全体としてあ

るいは平均して柿ｌＩＷｉとlliiii人代枠,１，１１，とに等しいインセンテイブを与える貿易

Ilill度」というバラッサの定義が大ﾉﾉの合意を得ているように思われる。バグ

ワチはバラッサの定義を受け入れる形でよりＪＭＩ|;な定義づけをしている

(Bhagwati［1987])。バグワチはまず、jliiliilllllfilfT111UUlI什（以-1,.EPllUilll＃と略記す

る）は「輪''1,主導成腫」あるいはまた生産１１杣||の柵収要素を「輪Ⅱ1,成長」と

｢jliiii入代稗」に分ける習Ｉｌ１Ｉ〔｢Iりな分緬とはほとんどuM係ないとした_上で、それ

は「|玉|内Tlj場が外'五Ｉｉｌｊ場よりも有利にならないことを保証するII1i格インセン

ティブを設定すること」であると定義した。換言すれば、Iiiii出品に対する実

効為替レート（EPPx）がIliiiii入,IF,に対する爽効為杯レート（EPP､）木iil'1jであ

ることを意||ﾉkする。つまl）もしEPPx＜EPI),uであれば、｜玉|内市場|('Iけ販売

が外国市場|filけ|仮売よ'）もよ')大きな収入をもたらすということを意味し、

したがってIilli格インセンテイブには「輪Ⅱ1,を'111害するバイアス」があるとい

うことになる。ＥＰ１ｌＵｉ略では、こうした輪Ｈ１,を'111害するバイアスが逆llizして

いるかあるいは欠！(Ⅱしてお|）（すなわちEPPx＝EPP､)、したがって圧||ノリ

１１J場向けIlX光と外圧lTlT場|｛,|けI収売に対応したインセンティブを｣ノえるので

｢''１立的」である。他力、EPPxがEPPmをｲⅡ当幌度に_|｣Ⅱ|る場合は「超輸llj，

促進l政略」と呼ぶことができる、としている。ついでEP11Ui略のイメージを

よ')具体化するものとして次の５ﾉＭを指摘している。すなわち、①上記の定

義は「平均インセンティブ」に|兇|述したものである。ＥＰ戦略の'１１では若二「

の産業はjliiiii人代枠的でありうる（すなわちEPP､が平均EPPxを｣二lIlる)。

ＥＰ戦略あるいは超jliiiiIl1,促進戦1116は逃択された分Ｗでのjliiii人代替を排除する
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ものではない。これは実際に束アジア途｣二匹|が採川したものである。②ＥＰ

１１Ｕｉ略を政府介入の火山Ⅱと|司一祝してはならない。実際、香港を除いて束アジ

ア途-k|玉|は経済ｌｌｌ度に対する政11<l:の顕稗な介入によって特徴づけられる。む

しろ政府の介入はＥＰ戦略を成功させるうえで大きな｛llliIl〔を有している。③

インセンティブで定義されたEP1lUiIIlifは「輪Ｉ11,主導」成長とは区》''されなけ

ればならない。④ＥＰＩＵｔ略は貿易インセンティブに供l連したものであり、

EPllUill1if採１１１|正|が外盗政策でも|司様の)lUbll1＃を採)|'しなければならないという

ことを意味しない。貿易と外資の外向１１１は異なったりil象である。⑤インセン

ティブのパターンは貿易政策だけでなく為替レート政策の絲果でもある。

パグワチの識論はサックスのそれとほぼ同一であＩ)、また「姉lElモデル」

についての近ｲ|<の解釈一すなわち特定》if業での輸入代替の追求の可能性を

認める、および'玉|家介入の役;ｌｊｌｌを]i机する－を裏付けるものとして注|=|さ

れる。

３jliiiill｣,指|句経済と外的ショック

輪'１１，折向llUill1升をめぐるガリ３の'''１題は、jliiii川Hlhl経済は外｢１９ショックによ'）

脆く、対外経済環境の悪化によって内|(il的戦''1＃よ'）も大きな悪影糾を蒙るの

ではないのかというＩｌＩｌ組である。従属論打を'''心にして「外lfil的|Ⅱ|発戦''１%は

世界経済の状態が恐化した時に|ﾉﾘlfil的|＃１発戦lIifに対する優位を失うであろ

う」という形で、すでに数多くの批判が行われてきた。1973年以降にみられ

た石１１１１危機とうちつづくＩＭＬ経済不況の波は「柿国モデル」の有効性を'''1い

ilLlごす格好の検証の場となった。良好なＩＲＩ際環境が失われたIIiIiさ、はたして「輔

国モデル」はなおモデルたりうるのか？

この''１|題に対して最も機種的にIUl｢究を進めたのはバラッサを'''心とする世

界銀行スタッフである。彼らは「外的ショックに対する各発展途_上国の政策

対応」の杣述という観点から精力的に研究を推進した（Balassa［1981］

[1982］［1983ｂ］［1984]、Balassa＆Williamsoll［1987])。この一巡の研究の

''１から以下の諦点がIﾘ1らかにされた。

（１）1973～78年の外的ショックに対する政策対応をみると、途上|劃'''１で大
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きなjlⅡ逆があった。ＮＩＣＳ（新興兀業'五|）は外的ショックによる'五|際収支

悪化の４分の３を輪ｌＩｌ,促進、輸入代秤、およびデフレ政策といった|玉|内

調整政策によって札|殺し、残')は国外からの査金調達でまかなった。

ＮＩＣＳとその他途上|玉|との'''1には政策対応に大きな机述があった。国外

からの資金調達を受けることのできなかった資ilIijliiMj,依存型途上国と低

工業途｣二国をHllにすると、その他の途上ＩＥＩは'１１１|際収支の悪化、輸出市場

シェアの減退、jliiiiI入シェアのｊｉ１大に対処するために'五|外からの資金調達

に依存しつづけた。

(2)外lfi1的経済と内lhliIり経済の'''1には大きな朴|述がみられる。前者は全体

として国内Tl丁場|（ilけ１lb(光と輪lIj1Tli場lfIけl仮売とに対して、また第１次産

業と製造業とに対して等しいインセンテイブを与えるものであるのに対

し、後肴はjliiiWIIlをljll害し、製造業に有利になるような差Hllをもったイン

センティブIlill度にバイアスがかかっている。

NICSの''１では、外|(il的経済は内lhl的経済に比較して平均輪ＩＭＩｉおよ

び輸入額に対する交易条件の悪化の影糾ははるかに小さかった。しかし

ＧＮＰに対する交易条件の悪化の影響についてみると、逆の結果が得ら

れた。

さらに内|句｢19経済と比べて外lhl的経済のほうが、Dliiiill11細下蒋比率は小

さかった。これは主に外lhl的総済のほうが輪''１，に占める製造業品のシェ

アが高く、また製巡業,liiI1に対する需要がH1対的に有利に変化したためで

ある。しかしＧＮＰ比＊でみると、外lfil的経済のほうが|ﾉﾘＩｆＴｌ的経済より

も輪|Ⅱ,下落率はｉｆｌｊかつた。ＧＮＰ比率でみたときの外(1<｣ショックの国際

収支に対する影響の大きさは外lfT1的経済のほうが内1(１１的総済の２倍以上

であった。低)ﾘ『得途_|｣玉|の|Ｈ１でも外lhl的経済のほうが|ﾉ､１１(ｉ１的経済よりも

外的ショックの彩辨はより大きかった。

(3)外lfT1l19経済は内向的経済に比べはるかに大きくlEl内調整に依存した。

内１句的ＮＩＣＳは|玉|外からの資金調達により大きく依存したので、外向的

ＮＩＣＳに比較して債務返済比率は３分の２も大きくなった。また内向的

経済に比較すると、外liil的経済のほうが輪llIl11T場シェアをうまく確保で

きただけでなく、jliiiI入代替においてもうまくいった。外lfT1的ＮＩＣＳは経
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済成長率が－'１判1りに低~卜したが輪１１１，促進とjliiiii人代絆に成功し、その後経

済成長がﾉﾉ11速した。他力、｜ﾉＩ向(lりＮＩＣＳはlliiiii入代粋を強化することに

よって経済成及の－１Ｗfを避けようとしたが、Iiiiii入代替のコストが高まる

につれて成奨率はＩＷＦした。

(4)外lfT1｢1<J経済はIﾉllfT1的経済に比較して平均してよＩ)大きな外｢|<ノショック

を受けたが、限界資本)卿'１，i机上率の観点からみてよ')好ましいパフォー

マンスを刀化た。また貯蓄パフォーマンスもより良好であった。

(5)おおむね外lfili1<ﾉ経済はｲTilllllIi格の４倍咽と'''二界不況にⅡ！〔、iして経済安

定化を行うために経済成及率を引き１くげることができ、Ｍ１(iの対外(i1i務

を避けることができた。他ﾉﾉ、内|(ｌ１ｉ１<)経済では経済成長を力Ⅱ速するため

に外'五'１什款が利)'１された。しかし外lilill背款の一部はilll費j1lvl力'1のために仙

川され、投溢の効率は悪化した。以｣xの結論は外ｉＩリショックに対して|玉｜

｜ﾉliillil雛に彩郷を｣ｊえる政策の亜要ｌ１ｌｉを指しﾗﾊﾞしている。訓幣が成功する

かどうかの鍵はliiiiilI1,拡張と効率的なiiiiii入代替によって生産を｣W力'1させる

ことである。このためにはDilｲﾄﾞの、および１１ｳﾉ1Ⅲil9な資源の''１１１｣分効率をi釘

め貯蓄を墹力'１させる柵萱が必要である。

バラッサらの(ｉ１Ｉ究は、外(1<｣ショックに対する政策対応(すなわち柵造調整）

という観点からみると、内lfillI<jNICsよ'）も外|(iliI<｣ＮＩＣＳのほうがよ')大き

な外｢1<ルョックを家Ｉ)ながらも、｜ﾉﾘ|fT1i1<ｊＮＩＣｓよりもうまく対応できたとい

う点をﾘｊｌ調したものである。この視点はﾀﾄl〈Ｔｌ的か|ﾉﾘlf1(IOかという長期的な|ｻﾄ１

発戦略と榊造調盤という短・ｌｌ１ｊ０ｌｉ１りなllllllIjとの|lしけ１１１をIﾘ|らかにした点に意義

があった。

しかしバラッサの識論を詳細にみると、柿|正|は外lfil的ＮＩＣＳの代表と見な

されながらも、その1973年以降のﾀﾄ｢1<jショックに対する榊造調雛の方法は彼

の図式の'１１におとなしく収まっているわけではない。「おおむね外向的経済

は石i111I1lli格の４ｲ}ｷｊＭとIIL界不DiLにilI1ihiして経済安定化を行うために経済成災

率をリ|き下げることができ、「棚iの対外債務を避けることができた」という

バラッサの判断は林|正|には妥当しない。「全体として|ﾉ､Ilfil的経済は労Iiill集約

的活Ji)jを'111審するようなインセンティブIlill度にバイアスをもっていたが、タト
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向的経済ではこうしたバイアスはｲＭＬなかった」としながら、1970ｲＩｉ代後

半の韓lE1はウォンが過大評(111iされ、その結来、IiiliillllilT場シェアが減少した

｢例外」であると「注」を付けざるを1M:なかった。また'ﾉﾘ|filiI<)経済は信ｊｉ１割

刈および税Ilill優ｊＭ燗という形でjlilii人代将産業に対する投資優遇柵笹を採ll1

したが、外l{illI（｣経済にはこうしたことはないとしながらも、叫び「注」の｢１１

で、この'１籾０１のjMtl玉|は「例外」であったと|)lili:らざるを得なかった（Balassa

[1983ｂ])。「糊;1:|例外説」はラルーラジャパテイラナによっても強調されて

いる。彼らはliiiiill1,促進政策を採)Ⅱしたアジア４力lJil（香港、緯'五|、台湾、シ

ンガポール）は、｜Ⅱ:界市場シェアjW1l1による輪llI,拡大と|正11ﾉLl貯蓄の増加とい

う二つの方法によって調擦を行ったのだが、純'二111は「金剛{市場が｝''11王されて

いた」ために「このルールの|ﾀﾞ|]外」であ')、また「所得の－時(|<」減少を対外

fllil)入れをhI1M1lIさせることによって｣ul1め合わせた」ことに注意を促している

(Lal＆Rajapatiralla［1987])。

しかし、タト|(l1il<ﾉNICSの「代表」と兄なされるlliiﾄﾞlJilの構造調整が「例外」

だとするならば、それは論Illl矛)iriである。糊ililのＪｌＷ'|は「代表」でないか、

それとも「例外」でないかのどちらでしかありえない。

４鰍国榊造調整の経験とベーカー提案

1973年のイiilll1lZ機とそれにうちつづくｌｌＷ１Ｌｲ〈DiLおよび先進諸|玉|における高

金利時代の到来は非附111発展途上lTElを痂打し、一挙に低成長と祭績俵務のワ

ナへとIWiれることになった。

糠|玉1の危機来})切りの力法（政策対応）は、ＩＭＦが提'１筒する需要管理と

為替壜切り下げを核とするマネタリスト(1〈ｊ安定化政策とはおよそ似たところの

ない、またバラッサのいうアジアの外lfili1<ｊＮＩＥｓにみられた榊造調蝶力式と

は大きく異なった、むしろラテンアメリカ識'五|のそれに似通った「積極的」

あるいは「攻撃(l<｣」調整であり、バラッサ|ﾇ|式にとっては－ｲlljlの「例外」を

なすものであった．バラッサによると、その'人1容は、①従来の輪ll1llfT1けの労

li1i11集約的なl際］:業'''心の産業育成政策からjli式襖し、爪化学工業の育成をめざ

すビッグ・プッシュ戦略に着了した。砿化学=[:業Wlll111への|ｺﾞ人な投資への戦
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略転換は、’'21t工業における鮴国の比較優位が失われてきたとの認識によるも

のであった。②この結果、政府介入の度合が増大した。③対ドルのウォン為

替レートは切り下げられることなく|劃定され、1975～79年間における購買力

で計iIUした実質為替レートは１４％も過大評ｲ111iされることになった。その結果、

インフレの力'1速、輪lLl｣,のｲ111ぴの鈍化、｜眼界資本塵ｌＬｌ１,高比率の上昇、所得分配

の悪化がLlﾐじた。④さらに輸入Ilill限と信)１１;llll当が増力||した。

こうした事態を前にして、バラッサは、柿国において「jliiii入代替への政策

の逆転」が生じたのだと解釈した（Balassa［1985])。彼にとって、重化学兀

業路線（'1'''１財・資本財への|工大な資本集約的な投資）への転換は、韓|玉1が

持っている比較優位に添った労働集約的jliimIl1,産業の優位を自ら放棄してしま

う誤った政策選択一すなわち「柿国モデル」からの逸脱一と映ったので

ある。すなわち、実質為替レートの切り」1げと亜化学工業への投資の重点的

配分によって製造業における資本の生産性は低下し、また狭い|玉|内市場の限

界にぶつかって重化学部'''1には過剰生産能力が生じ、他方、労働集約的輸出

品の拡張と品質|il-l1は妨げられてしまった、とした。クルーガーも同様に

｢1970年代後半における輔国の亜化学工業発展奨励政策の誤り」を強調した

が、｜司時に騨匠｜「経済の開放性」がその政策の誤りによって生じたコストを

速やかに|=|に見える形でIﾘlらかにした、すなわち外向的貿易llUill1＃の採用は経

済政策にBi律と一定の制約を課しうるのだ、と論じた（Krueger［1990])。

一方、パクは「輸出主導発展が成功するか失敗するかは政府の積極的介入と

は関係ない」とし、７０年代の林睡|は経済環境の変化に対応できなくなった政

策の「硬直性」を示すものであり、「政府の失敗」を示す事例であるとした

(Park［1990])。

ハガードームンは、「小さな貿易|玉|」林|Ⅱ|の外向的成長による経済発展のｌｌｌｌ

害要因として、①アメリカと１１本の経済パフォーマンスへの「二重の従属

(dyadicdependence)｣、②国内経済のパフォーマンスが|玉|際経済のパフォー

マンスの動|句によって決定されるという「脆弱性（sensitivity)｣、③所与の

発展戦略を遂行するために外1K|からの安本、技術、原料、エネルギーを必要

とするという意味での「依存（reliance)」の３点をあげているが、彼らもま

た重化学工業化が多くの深刻な'111題を生みⅡ｣,したことに注意を|ｍけ、これら
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は「小さな貿易指lfil経済にとって攻ｌ僕(I<)調整戦略の|’Mlliさを示す」ものであ

り、「こうしたｌＩＵＷｆのli1Il行の'1Ｍし」を示すものであるとした。そのfll1lllとし

て、①必要とされる技術の大半が|iii１１人され、少なくとも短期(I<｣には参加企業

の技術能ﾉ｣を改神することなくロイヤリティの支払額が高まり、4Ｍｋコスト

を|'|'し_上げた。②|玉|内と外|玉|の双方の債務への依ｲrは多くの企業の財務構造

を愁くした、をあげた（Haggard＆Ｍｏｏｎ［1983])。こうした兄方に対し爪

化学工業路線への転換に|判するドーンブッシューパクの評I111iはかなり趣を炎

にしたものである。

ドーンブッシューパクは、「榊|玉|は|正|際諸機関がアジアとラテンアメリカの

諸|Ⅲ|に対して説得するにあたってのjliiiillJ,折Ihllﾘﾄ|苑)lui略のモデルを提供してい

る」とし、そのI1lllllとして「1970年代のｲiilll危機とl9Wl：代初期の価務危機

の双方に成功Idllに調整した」こと、また80ｲli代後)|Aには「債務lIll題を克服し、

そのために報復を受けた'１ｌＩｉ－の主要な債務圧|」である点をﾘi釧した。そして、

70ｲﾄﾞ代の１１ｔ化学]:業への投資は資源NU分の誤りであったとされているが、そ

れが実際に貧しいものであったのかどうかについてはjliliたる証拠はないとし、

｢今11ではこうした=[業の多くが輪}'１，シェアを↑''１ばしたことはIﾘＩらかである。

Ｍｉ)jIlI工業はその好例である」とし、また「高投溢水i((iに伴って技術が改葬

された」と重化学兀業化の｝ＩＩｉ進を高jく評'111iした(1)ornbush＆Ｐａｒｋ［1987])。

Zii化学工業投資がやがて「ひきあう」ようになってきたことはコリンズーパ

クによっても指摘されている（Collins＆Ｐａｒｋ［1989])。

またドーンブッシューパクは、独立後輔l2iIlの経済発腰を第１１０１「iMk」期

(1953～61ｲ|き)、節２期「外向１１り110t略」）0１（1962～71年)、節３期「重化学工業

化」期（1972～79ｲＩｉ)、節４)０１「[Ｉｌｌ１化」）0１（1980ｲ|え以降）と４期に時)０１区分

し、「外lf11i1り戦略」と「｢1111化」とを発展1両)iniが典なるものとして|ﾘ|確に区

別した。

現時点からみると、バラッサに代表される議論はあまりにもスタティック

であ')、あま')にも「jiiltl正|モデル」のプロトタイプにlilil執した議論であるよ

うにみえる。経済発展にとっての貿易Ilill度の選択の意義を重視しすぎたため

に、皮肉にもかえって逆に貿易がｌＩｉみ出すダイナミックな利抽を兄逃してし

まったようにＭＡわれる。
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表1-2-1糠IElの対ﾀﾄ債務 (111位：１００〃ドル）

1980１９８１１９８２１９８３１９８４１()8５１９８６１９８７１９８８

対外Ii1i獅残商(ｲﾄﾞ木）

債務返済#【ｉ

ＧＮＰ

商品・サービス轍{１１，

商品・サービス輸入

経常収支

３２，９８９

５，９２０

６６，８５２

２７，２６９

３２，４１６

－４，６４(）

３６，３３０

６，３４８

７１，３７７

２８，３５６

３１，５０５

－２，６５９

`10,`１１９

(叩129

７９，５６５

３０，３８３

３２，５８１

－１，６０６

４２，０９８４７，１５８

７，１６１９，６９１

８６，９５５８９，７５５

３３，６５２３３，１０６

３５，５６５３４，５７１

－１，３７２－８７７

２９，４８０

４４１９

（)０，５０(）

２２，５７７

２８，３４７

－５，３２１

４６，７２８

１２，７９１

１０２，７２２

４１，９６５

３８，３８７

４，６１７

４０，４５９３７，１５６

１７，４８１９，５７９

１２８，４１５１６８，９４６

５６，２５５７０，９００

４７，６１９５８，１８７

－９，８５４１４，１６１

|＃務残ｉＷ()NPルド(％）

|if務返済化紗(％）

5２．３

２２．４

4８．７

１９．７

4９．３

２１．７

5０．８

２１．２

4８．４５２．５

２１．３２９．３

4５．５

３０．５

3１．５

３１．１

2２．９

１３．５

＊ｉｌＷ１１ｌｈとサービス輸川1(iに対する(ＩＩｉ務返済#([（〕C金＋利J）の｣上率。

WorldＢａｎｋ，ト1/｛ﾉｸﾞﾉ(ノＤＣ/)／７１M)/Ｃｓ／98少(ﾉｲﾌ，Ｖ()１．２１〕､２()2．

注）

ｌＭｉ･）

第２次石１１１１危機の到来というタト的ショックに加えて、Zn化学二[業門川への

過剰投盗の歪みのhMiｲＩｉ化、1979ｲlilO1]の朴人統価|}叶殺による政WL1ｲ《安、８０ｲ|ミ

の農業ｲ〈振、カーター政椛によるｲ１１姉米111のl1lll減柵ｉｉｉの決定という一連の不

illll事態が､iなる''１で、８０年の称|玉|は狐対笈鹸懇の政ifi・絲済危機を迎えた。

79年以降対外債務は急ｊＷし、８２ｲli木の対外ＩｉＩｉ務残i鳶iはＧＮＰの523％にまで

達した（表1-2-1参１１(()。

しかし１１１.〈も1983～84年になると、’'１:界需要のl1jl復と交易条件の改稗に

よって危機をｌＭｌ１,し、また「三低」（すなわちドルーウォン宏、原1111安、金

利安）のﾈIlUIiLに采って86ｲ|式までにインフレは収束し、貿易黒字を牝み'l｣,すま

でになり、さらにＩ聞務返済義務をiiMiたせるようにな')、債務残高は減少にlliz

じた。

砿化学]i業部''１１への過剰投資による盃みが|ﾘＩらかになってきた状i兄の''１で、

糊玉|政府は1979ｲＭ１］に包↑,Ii(I<｣な安定化パッケージ（紫絲ii1〈n1ｲ政金融政策、

兎化学二[:業部'''１への役盗訓|終、不m111iif投機の１lx締')）をIﾘ|らかにした。ハ

ガードームンは、これは蝉l1il政府'八１部における「新しいリベラル･コンセンサ

スの勝利」を示すものであるとしている（Haggard＆Ｍｏｏｎ［1983])。しか

しこの政策は、節２次石１１１１危機の発ｌｌｉと|:ﾄ人統価の暗殺によって九分に効果

を挙げることができなかった。朴大統｛i](i亡きあとの暫定政府は1980年１月に

あらためて経常収支悪化の辻jl1を|=liI<)とした政策パッケージ（ウォンの対ド

ル20％の切')下げ、利子率のり|きＩきげ、エネルギーI1lli格のり|き」えげ）を発表
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し、また緊縮｢'<｣な財政金剛l政策をとりつづけた。しかしその結果は、失業の

墹人、在ljlliの膨張、４Ｍ償設liliの過剰であ')、社会不安の１１W人であった。かく

して景気lnl複にlhlけて1981ｲIi末から政府は徐々にIIJ度拡張(Iり財政金剛1政策を

採)Ⅱすることとな})、８２ｲ'2木までには経常収文赤字は人ll1iiiにl1Ill減された。し

かし80年～82年にかけての対外借款流人は膨大な額にのぼった。成艮の|Ⅱ|複

に伴って83ｲ|ﾕから調幣の焦点はＷ度「安定化」へとlfilかい、物Iilliの安定と対

外債務への依存の低|〈が当iniの課題となった。

ＩＭＦのアゲヴリーマルケス・リュアルテは、「第２次ｲJilll危機につづく韓庇｜

の経験は、jli統(１勺安定化政策が有効に実施されるならば、｜兎|内的およびﾀﾄ的

ショックにうまく調幣できることを示したこの上ないＺＩｖ例」であると絶賛し

た（Aghevli＆Marquez-Ruarte［1987])。彼らの言う「Tl笥統｢1<]安定化政策」

は「'五|内インフレーションと対外不均衡を辻jlLながら絲済成長を|U|復す

る」ことを|=|的とした1983～84年の－．連の１}|:|i((を指すもので、公共部'''1赤字

の急速な''１||減を含む緊縮(1<｣財政政莱、緊縮(|<」金融政莱、通貨の人''１m切り下げ

と変､！)為替政策の採１１１、Dliiii人川'１依ｲrを)１１'１１１，iliするための包l11iiIリエネルギー政

策、貿易IIill皮と金融Ili'１度の日'''化の促進政策などから成るものであ')、これ

らは数次にわたるＩＭＦからのスタンドバイ・クレジットと世界銀行の構造

調盤貸付（SAL）によって支持されたものであった。そしてこのプログラム

は「インフレ金融と対外I|｣｢秋に大きく依存して成長を1歳大化するという糠|玉１

の伝統的な|)}１発戦略」とは大きく異なるものであるとした。

1973～77ｲ'１の第１次榊造洲幣と79～831Fの節２次榊造訓幣を比較するなか

で、Ｙ、Ｃ､パクも|司様の1《111折を下している（Park［1985])。すなわち第１次

榊造調整では外|工'１背款に依存しながら輪}'１，促進策（ウォンの切')~|､､げ、輸出

柵lUj金の供１Ｊ）を核とする「拡張(Ｉ<｣な政策対Ｉｊｉｊ」あるいは「成長第一主義的

対応」が採１１ｌされ、その結来として成長と雁Illとが確保されたが、他力で経

済の安定がlllなわれインフレ傾向が定着した。これに対し節２次構造調整で

は経常勘定改葬にlfilけて緊縮的需要櫛班政莱、ウォンの切')下げ、銀行利子

率のi)|き｣1げ、エネルギーイi11i格のＩｌｍげ等のＩ|↑満が採川された、と。パクの

研究を要約するｌＩ１でへライナーは、］Iiiltl玉|は対外絲済環境の悪化にたいして

｢適切な対外資金の流人と柵造訓蝋の双方が必要」であることを示した事例
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であるとﾙi1i論した（Helleiner［1986])。

ＩＭＦ・ＩＭＬ銀行エコノミストにとって、1979年以降の危機に対する糠国の

政策対応は、まず安定化（需要管f1ll政策と為枠レートの切り-1くげ実施による

インフレの収來と|玉|際収支赤字の'111減）が先立ち、それと並行してあるいは

それに続いて柵造洲継（経済にlIl1化を基訓|とする供給サイドの洲ill度改革）

が米る、あるいは「絲済の効率を改稗するために畑９１の安定化と長期の構造

変化を結び付ける」（WorldＢａｎｋ［1988］ｐ」7）というベーカー提案に添っ

た「正統１１りな」プログラムの]lきしさを裂付けるﾕｌＷｌｌとなった。彼らにとって、

外国|昔款への依存を深めながら重化学二[業化を進めたjWIiil正|の節１次榊造調整

の経験は盃１１１;(111U分を彼める誤った政策であＩ)、外|｛iliIりＮＩＥＳにとっての「例

外」でなければならなかったのとは対１１<((1<」に、安定化を雅礎にｲllilえた蝉|玉|の

第２次榊造調幣の)Iiliかしい成功の経験はまさに他の途｣２１通|が学ぶべき教訓に

他ならなかった。

アゲヴリニマルケス・リュアルテの報告に対するナムのコメントは拝lliljにIilli

する。「1979～85ｲﾄﾞにおける)|(iltl玉lの急速なインフレの低下はめざましいもの

であったが、物I111i安定の主要な原因については必ずしも意兄の一致がみられ

るわけではない」とし、illI接jliiiii入l1iI111iの安定によって説|ﾘ|できるのはインフ

レ低下の３分の１にすぎず、その他の原lklの大半はlli位ﾂﾅ剛コストの低下に

よって説l')Ｉすることができると指摘した。「林lJilの反インフレ政策は所得政

策と需要符１１１１政策とに依存していた」のであり、８１～82ｲIiのインフレの低下

は輸入lliIllliの下藩、労Ilill所要の低迷と関迎した賀金j杣||の下落、および過大

評I1lliされた実質為杯レートによって税lﾘ|できるとした（Ｎａ、［1987])。ナム

のコメントは、アゲヴリーマルケス・リュアルテ(I<｣解釈を補完するものであ

る。

コリンズのlTik近のｲﾘ|:究は、アゲヴリーマルケス・リュアルテ的lliｷﾞ釈に真っlfil

から挑戦する|人1容を含んでいる。彼女は、この'1棚1を1980～82年と83～84〈|<

に分け、８２年に拡張(1り財政金融政策が採川され、また対外Ｉｆｌｉ秋に大きく依存

しつづけたことに注意を向けている。そして「政府が拡り長的マクロ経済政策

から安定化政策へと政策転換し、ＧＮＰに対する(iIi務比率が安定したのは、

輪ｌＬｌ｣,と４Ｍ:が||[il復してからのことであった｣、すなわち柿国では安定化政策
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を|采川するiiiiにﾀﾄ登の継続｢1り流入という形をとった「－１hA入れる)0''１Ⅱ」が

あったのであり、「局nrliにあった政莱対応」がなされたのだ、という点を強

調した（Collins［1990])。この議論は「''１統派安定化政策」の正しさを証|ﾘＩ

することを|ⅡI<Jとしたアゲヴリーマルケス・リュアルテ(|<jlllｷﾞ釈が、結局は雁史

的文脈を者脳することのないスタティックなものでしかないことの)ilfをつい

たものである。

５サックスの'''1題提起

ある論将によって「jli統派経済学からの亡命稀」（Kahler［1990]）と評さ

れたジェフリー．サックスは、狐[Iの観察によってラテンアメリカ洲玉|と束

アジア諸'五|との榊造iillil盤パフォーマンスの大きなﾎ[|述のljl(因を探究した

(Sachs［1985])。彼はiilj｣也域の経済パフォーマンスの札|述を説'ﾘ｜するイ『ﾉ｣な

見解として、③ラテンアメリカ諸|]ilの受けた外的ショックはアジア諸|玉|のそ

れよりもはるかに厳しいものであったとするもの、⑰111にラテンアメリカ諾

lIlの債務はアジア諸|玉|のそれよI）も大きかったとするもの、oi1lIj地域の相違

をもたらすにあたっては為替レート符ｌ１ｌ１と貿易IlilI度が決定的であったとする

クルーガーやバラッサの議論、⑥アジア諸lIlは11j場指|('1｢1<｣であったのに対し

ラテンアメリカ諸Ililはそうでなかったとするサプライサイダーズの仮説、を

折摘した。その上でサックスはこれらの仮説を詳細に検討し、③の外ｉ１リ

ショックの大きさによる説|ﾘ１，⑪の債務の大きさによる税Iﾘ1と、⑥の政府介

入の大きさによる説lﾘlをそれぞれ不一'一分を６のとして避け、◎の貿易Ilill度と

為替レート政策に主原|人|を求める識論が最Ｍｉ要であったとした。そしてこ

の結論を導き出すにあたって次の洲ﾉﾊ(を指摘した。

（１）一国の経常｣|X支亦字の〃&模とその１１;|が(i1i務危機にlWiるかどうかとの'''１

には強い|對係はない。例えばLljl川部''１１が外|兎|資)壁を特積するならばﾈ'1対

外債務は経常収支赤字を越えうる。」ｊｌＵ１ｉＩ<｣な例は、jum貨切Ｉ)下げを子1111｜

して民'''１部'''１が|玉川資産を外|玉|資産に転換する場合である。’'１央銀行は

実際に為絆切l)下げが生じるiiiiに外|玉|資朧を氏''Ⅱ部'''1に売却することに

よって唾|内通貨を支持する。
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(2)粗対外債務の蓄積は経常収支赤字と資本逃避との反映である。

(3)ｉｌｊ地域の対照はjliiMlに対する債務支払比率に肢もよく現われている。

アジア諦国に比べラテンアメリカ諦国の債務返済比率がより高い原lX1は、

債務・輸出比率がより高いこと、短ﾉﾘ|債務により集ｌｌ１していること、債

務支払実効利子率がより高いことにある。

(4)資本不足途_し|玉|は長jUl的には対外Ilf款によってjlI猯を上げることがで

きるが、それは借款された資金が充分貿易財に投資される場合だけであ

る。輪111,促進政策が採川された諸ｌｌｉｌでは資源が非貿易財産業（サービス

産業）から貿易財産業（jliiliiHl,'if業とjliilii入代替産業の双方）へとシフトし

たが、ラテンアメリカ諸国では逆に反輸ｌｌｌ的な保護主義が強かったので、

拡張的需要政策、輸入競争産業の保識、jln賃の過大評価政策が採用され、

その結采、輪｜11,財を犠牲にする形で輸入財と非貿易財に有利になるよう

な資源のシフトがLliじたのである。

(5)ｉ１ｉ地域における政府介入のﾄ||連は政府の規模に兄ｌＬｌｊ,されるべきではな

く、「政策の質」に見出されるべきである。

サックスの議論は、途｣二国の政策選択にとって貿易制度と為稗政策こそ最

重要の課題であるとする点ではクルーガーーバラッサの議論を補強するもの

であるが、「アジアにおけるjliiiii出促進政策とラテンアメリカにおける輸入代

替政策の基礎は政治的なもの」であり、したがって「輪llj,促進の政治経済学

を理解することが不可欠である」とした点に新しい観点がある。

またl986fli論文では、次のような結論を導きlⅡした。すなわち、IL1由化政

策がIIilI度化されるためにはI11当の時ｌｌＩが必要である。日'''化が品も成功した

林|王|では1960年代初頭に日'''化が'1}ｌ始きれ、その後20年以上にもわたって継

続的に貿易|譽１１１]化が促進されているにもかかわらず、現在なお糠国を「其の

'111放経済の例」と呼ぶことはできない、と（Sachs［1986])。榊造調整には

｢川]効」政策はないというこの考えは、今や輔国の経験から導き出されたコ

ンセンサスの一つである（Collins＆Ｐａｒｋ［1989]、Ｐａｒｋ［1990])。

1987年の「成長指向調整プログラム」会議に提||｣されたペーパー（Sachs

[1987]）では、束アジア諸国とラテンアメリカ諸国との経済パフォーマンス
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の相違は外lfil的llUUI1hと|人I|(iliI<jllU(''1片という貿易IliIl度のjl;'1連から説|ﾘ１できるが、

しかしそうだからといって外lhli1<)llUU'１衿をTIj場|芒llll化と|司一視することはでき

ないし、債務'五|の危機梓１１'1のjii具として目[''化の－１脚の推進を強調すること

もできないとし、むしろ危機符1111の道具としてｌＬＩｌＩ１化を強調する政策は「危

険を孕んだものである」と論じた。そのI1MIl1としてサックスは、

③この戦ll1ffはNil$史(1<｣に支持されない。jliiliill1,主導成及のﾈlMlﾐを受けた束ア

ジア諸|正|の成功談はマクロ経済危機の真只''1での貿易|とllll化採１１]の有用

性を示すものではない。［1本・鯨lllLl・台湾はjliiiiilll1ji導成災の!'りし道に乗る

はるか以前の1940年代から5Ｍ１代初期にかけてマクロ経済(１勺・財政的困

難を解決していた。逆に1970ｲﾄﾞ代にマクロ経済ｉｌ９ｌＭｋが継続する｢１１でﾛ

lll化を遂行したＩｌ１ｉｆｉ米のサウザン・コーン諸|近’（アルゼンチン、チリ、

ウルグアイ）はⅢi壊してしまった。安定化と'&llll化は１，１１立しない。｜芒111Ｉ

化への劇的な政策1liZ<換に先立って経済安定化がなされなければならない。

⑥束アジア諸|玉|のﾀﾄlhliI<ｊ１ＩＵｉｌＩ１＃はjliiliilII,促進とILlllI化（すなわちレッセ・

フェール政策）とのｲ１１逆を示したものである。すなわち、その経験が示

していることは、jliiiiIll,促進政策は介入主義的政策によっておそらく雌も

よく遂行されうること、また厳格な輸入統Ilillと厳格な溢水TIT場統ＩＩｉｌｌが

あっても遂行できるということである。

＠束アジアの経験は|}'１発の成功は公共部'''1の総'嵩の質を|｛'1上させること

によっても、公企業の､L営化あるいはTlj場rllll化とliil様に助けられると

いうことを示唆したものである。すなわち、これら洲玉|の政策は典型的

なＩＭＦ･ＩＭＬ銀行の政莱勧ｆｌｒとは大きく異なるものであった。束アジア

諸国における政11<l:の役ｉＩｉｌｌはラテンアメリカ諸|巡|と|可じように大きかった

が、「政策体系が異なっていた」のである。

⑥束アジア諸|正|における政府政策の第３の基本(I<ノアスペクトは農村の所

得分配を平等化し、他の途｣二|正|と比べて都Tl丁・農村''１１の)ﾘT得格兼を机対

的に狭める政策によって'11対('<」にﾕIz等な所得分配を推進したという点で

ある。これには1940年代から50年代初期にかけて行われた農地改革が大

きな役;!;'|を来たした。そのために政府は効率という|H1題に焦点を定める

ことができたのである、と指燗した。
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構造調雛プログラムはその本質において政治経済学的なものである、とい

う認識はかなり広く受け入れられてきたものである。すでにクラインも「安

定化プログラムにおいて所１１卜分配がどの職度考慮されるかは’1L本(19には支配

的な政府の政WL1ﾉjに依存している」という形で、術造調整プログラムの遂行

が緒ＩＴｉ)は政沿の世界に大きく依存せざるを１１ﾄないということをほのめかして

いた（CIine［1983])。こうした状Dllを踏まえてストリーテンは、ＳＡＬ（榊造

調整借款）ではなくＲＡＬ、すなわち「改IIl1D:精ﾈ''1を持った政治指導肴たち」

を支援する「ラディカル（あるいは改革派）洲幣|背款（Radical/Reformist

AdjustmentLoans)」こそが必要なのだと従'１１｣,し、途上|玉|の榊造調整を行う

ためには「柵造調整を越える」ことが必要である、と主張した（Streeten

[1987])。サックスは、「為jWIルートの政WLi経済学」に肴、した（Sachs

[1985])。iiii述したように、サックスは、束アジア諸'１１とラテンアメリカ諸

|正|の経済パフォーマンスのﾈＩｌ述を、資iIii配分が火アジア諸'五|のように貿易財

産業（輪'１１，Mｲと輸入Iは）にｲi利になるかそれともラテンアメリカ諸|玉Ｉのよう

に非貿易11Ｍ:業と輸入Mｲにｲi利になるか、という観点からそれぞれの経済政

策の類型化を試みたが、｜両I様に貿易財と非貿易}Ｉｲとの'''１の資illN配分のあ')か

たおよびmri1卜分配のありかたという観点から為)HMrUifIll1政策の政治経済学を提

ｌ１Ｈした。それによると、火アジア洲玉|で為粋レート切り下げを可能にしたの

は農村の政if}力であ')、一方ラテンアメリカ謝lJilでそれがｲ《可能であったの

は過大評Iilliされた通貨によって利袖を得ることのできる都Tlj工業と都市労|ﾘﾘｌ

者の力が強かったためである。つま'）「政治算術においては疑いもなく労働

TIT場附'1搬が111要な役ｉｌｉ'|を来たす｣。－|正|のllI1f級柵造のありかたによって政策

選択のlWiiが決定されてくるという指摘である。

６おわりに

以-kのサーベイから浮かび｣こがったいくつかのﾙi1;論を要約しておこう。

(1)1970年代～80ｲﾄﾞ代の２度にわたる石1111危機とＩＭＬ不況・商金利といっ

た外的ショックを最も大きく家ったのは外1ｍ的開発戦''1＃を採用した｢|'進
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圧|であった。しかし、そのショックに速やかに対処しえたのも外lhl的開

発)'０t略を採)1Ｉした'１１巡|正1であった。

(2)その1111由は、成長を伴う榊造調雛を可能にするためには輸出財に有利

になるようなインセンテイブIli'1度が形成されなければならないが、外向

的開発戦略を採)')した｢11進国はこうした条件を|)Iliえていたためである。

(3)輔国は外lfil｢1り開発)lUWfを孫lⅡした''１進国の代表例であるが、外的

ショックに対する政策対応は1973～78年と79～86年とでは大きく異なっ

ていた。前者では外'五１１台秋に依存しつつ皿化学工業化推進路線（成長第

一主義的対応）へと政策lliZ<換したのに対し、後者では１１｢典的な安定化政

策を機jlilllにＩ１ＩＩ１えた日'１１化協線が採)Ⅱされ、ベーカー提案のいう「成長指

lfT1構造調整」のモデルケースとなった。

(4)蝉匡|の「成長指向榊造調幣」を可能にした条件は、とりわけ輸出Iけに

有利になるようなインセンティブIIi'I度の形成、実質為替レートの切り下

げ、所得政策の遂行であったが、こうした諸政策が実行可能となるため

にはさまざまなｌＩ１内的．|玉Ⅱ漂的な政治的前提条件が必要であった。

(5)蝉国の経済発展にとって|玉|際競争力の維持こそ至上命令であり、その

ためにはいつでも|玉|際競争力の基礎である低賃金榊造を確保するために

実質為粋レートの切り下げと強力な所得政策とが採１１}されえた。つま'）

韓国の経済発展は「lそl[|1な労働市場」の)(i'Ⅱ１１１と維持のために、｜正|家によ

る労'１１１者と労働遮血))との圧迫がIli'１度の｢'１にillllみ込まれた政治経済体Ilillの

’'１でのみ牝じえたのである。
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第３章朴政権の碓立と動揺

-1960年代木まで－

ｌ朴政権研究の分析視ｊｌＩ－ＩﾘW11と本章の祝/１１の設定

１９６１４１１５)]１６[|の軍｡|ドクーデターを契機として成立した朴jli煕政権に関す

る研究はいわば|司時代のものであ')、その11)jlhlはそれぞれの時｣０１の問題意識

の変遷をlUIlLしｌＩ１,しているともいえる。ここでは、アメリカの１i)|:究を'|]心とす

る既存のWl:究を、体IIillを分析する祝jf1の特徴にもとづいて大まかに類型化し
（ｌ）

てみることにする。体Ili'1を分析する際に｛ｉＩを1K祝する祝ﾌﾞｲ1をとるかによって、

①近代化論に影響を受けた政治発展論による祝ﾌﾞｲ１，②対外的な「従属」を11ｉ

祝し'五|内体Ilillの「発展」には711;定的な祝ﾌﾟｨl、③|正|家が政策を決定し遂行する

際の唾ⅡﾉWii造に焦点をあてるステイティスト・アプローチ、の三つに類型化

できるとA1Aわれる。

第１のものは、発展途｣二|玉|も近代化によってｉ１ｑＩＭＪ民Fii主義体Ilillが碓立し

ていくとの認識が背後にあるものであった。それゆえ、そこでは「アメリカ

型民主主義」の方lf11性を示していた民ｊｉ党政椛をクーデターによって打Ifllし

て成立したfl垣}１政椛であると朴政権を捉えて、「民主主義の桃折」「軍部の政

治介入」の要'五1を分析するという'１'1題意誠が示された（例えば、Ｈａｎ［1974]、

KimSe-jin［1971]、Ｏｈ［1968])。しかし一ﾉﾉで、民政に移櫛された朴政椎の

下で工業化が進展するにつれ、「fli〔部」と「近代化」のIjU連が注|］されるこ

ととなった。同時に、軸|正1だけではなく、ラテンアメリカ諸|正|でも軍事政椛

下の二[業化が達成したことも含めて、「｢|(部」と「近代化」のUM連が理論化

されるのである。そこでは、fil(隊の近代化の下で近代的思考を身につけた耶

事エリートが、政治的汎i1iしの''１で政椛を掌l屈し、物Illl的ﾘｉｉＩｌｉＩｌﾉﾉをも有する存

ｲｌｉさとして、リjリノに近代化をｲ|(;地するというﾉﾊ(が強調され、11[事政椛も近代化

過程からの逸脱ではないとの認識が示された（Johnson［1964]、Ｐｙｅ［1966])。



第３承朴政樅の碓立と動揺６３

ところが、上記のような分析祝ﾌﾞｲ1はＩｌＭの体IIillを粉飾しかねないとして、

これに対する批判も現われる（(ｸ|IえばＢｉｘ［1973]、Cumings［1973]、Palais

[1973])。その背景には、６０ｲﾄﾞ代後半の「経済発展」を遂行した朴政椎が、

72年にｉＭｉｉ体IIillを強化してその「で爪化学=[業化を推進し、近代化が進めば

強権的な体IIil1から民主(1<｣な体Ilillに発展していくとの希剥1<｣な槻11('１を覆したと

いうことが指摘できる。こうして第２の祝ﾌﾟ(1にもとづく研究では、朴政権の

強椛的な111mがIMUされ、「経済発展」は政椛のjIi統性の根拠と認識される

のである。

この第２の分析視ﾌﾞｲ1の背景には、lmil内には杣裁政権のJIi統性に対する疑念

と、「外資依存｣、「jliiiiill1,折向」などの「外lhliI<ｊ」］:業化による矛)iZiに対する

不iililiが存在してお})、それらがhlHｲｌｉ化するのを'''1圧するために、政治il9には

強椛的な体Ili'１をとっているとの認搬があった。その体Ilillが、冷''0〔柵造下のア

メリカの|u界)|晩''１片や'五|際分業によって利潤を１１|:ようとする先進|玉|の意|ﾇ|に沿

うものとして外部からの文援を受けているとの認識には、新杣氏iMI1論や従

属論のインパクトも大きいものと,W､われる。とくに、jliltl玉|では、政権が「経

済'1}１発」の実績によるＪＩＬ統化を試みるのに対し、「民主化述汕」勢力は成長

の内実や分配を'''1題としたように、経済政策が政椛のTl：統性を左右する''１題

であった。それゆえ、Il1Iil々の{iⅡ:究では、とくに体Ilillの「意図」に((《点が当て

られていたが、政治史的なものが多く、｜玉|内の柵造はそれほど分析されてい

なかった。

しかしながら、上記の二つの祝ﾉﾘがそれぞれの(i1l:究において、非常に明確

で、すべてがどちらかに分類できるというものではない。また、分析方法に

UMしても、それぞれが政治llill度Tmの近代化や体IIillの「意図」に焦点を当てて

いたが、それほど確立していなかったといえる。このような研究状BiUの｢'１で、

肺l正|の「経済|)卜1発」の成功によって、蝉国の政治体ilill1i)|:究は比較政治の分野

からllilI激を受けていくことになる。ラテンアメリカＮＩＣＳの挫折と束アジア

ＮＩＣＳ（とくに輪|玉|･台湾）の良好な経済パフォーマンスの持続という事態の

進展に伴って、後者の経済発展要|犬|に注'三|が集まったのである。に11正|の要素

IIjjli存状況に適合する４Ｍi力法を促進して比1校優位を確保することを主張する

|＃１発経済学は、後者が輸入代替二[:業化政策からliiilll,指|(１１工業化へ転換したこ
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とに経済発股の要因を求めた。そして、その後の経済政策も発展を持続させ

るのに爪要であったとして、絲済政莱の|ﾉWiSに注|=|する力IfT1に研究が進展し

ていく。このように経済政策がtlil=|されるのに伴い、政ifWbの分野において

も政策を決定し遂行する際のlEll人1榊造に((《点を当てる力lhlにｉＪｌ:究が進展する

一方、その際の力法として同家（|玉|家エリート）をアクターとして設定する

ステイテイスト・アプローチがｊｉ流となってくる（Katzenstein［1978]、Ｄｅｙｏ

[1987]、Skocpol［1984])。

この節３の分析においては、政策を設定して実現を'二ｌｌＩ了すアクターとして

｢|玉|家」を捉え、その「|：|律Ｉ！'！」と「能ﾉﾉ」に注|｣する.lJil家の「自律性」

とは、lIil家のエリートが社会集１J|の1]ﾐﾉﾉを受けない政策'二l標を設定すること

であり、国家の「能ﾉﾉ」とは、設定した公('《」[|標を、イ|:全集'１１からの反対や

困難な社会経済環境がある場合でも、遂行する能ﾉﾉのことである。こうして、

政策の決定ないし遂行する際における、｜nil家エリートと社会集'１１ないし岬|i級

のｉｊＬｌ係がlll1llIjとなるのであるが、そこでは一'１(WI<｣を関係でなく公(1<)をIlill度(1<ノ

メカニズムをｲIするもの（＝柵造）が分析の対象として設定された。こうし

て「|Ｔｌ家が主iij)した経済発展」を可能にした要因を分析するというlIi題意織

から、｜jjil家エリートのな'叉|とそれを実りilするためのIlill度に雌点を当てて体Ilill

を分析する机/(]が採られるようになったのである。

このような方法によるｲﾘ｢究は、当初、】〔アジアＮＩＥＳ、とくにjiiltl叶台滴

における経済発展の特徴に無点を当てて、その政WL1経済il<｣条件を指摘すると

いう形でその体Ili'|を分析しようとしたのだが、そこでは以下のような点が指

摘された（Deyo［1987])。

まず第１に、①強ﾉjな政策決定権を持つ官恢の存在、②|玉||ﾉﾘの支配ﾊﾟｲに対

する|正|家の|÷I律Ｉ！'§、③lXi衆の政沿的排除、④ﾀﾄ資↑側!などに兄られる対外(l<ノ

ｌＬ１律性、の点で'五|家の'二|神性の強さがあったことが重視される。第２に、｜玉｜

家の「能力」を保証する機榊ＩＩｉ'|度が確立しているとして、経済政策を決定し

遂行する経済官僚機榊や|正1家政策を民lll11Iilll11に効率的に浸透させうる民'''1部

'''1の頂点に立つilill織の存ｲｌｉなどが指摘される。こうして、ＩＴＩ内の諦集団から

''1祥し、それらを統率する能ﾉ｣を持った|正|家のｲＷＩｉがlff摘されるのである。

そして、第３に、このようなﾘｉＵ｣なl1il家のｲＷ１ﾐに寄与したものとして、外部
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とのリンケージが分析される。節２次lML大)'0(後の冷11UblWi造下のアメリカの

バックアップでlilil家が成立したこと、そして50ｲ１１代にはアメリカの戦,,１件的意

脚から輸入代替二[業化が許容され、外資が流入してくる以前に外資に対する

答Ⅲ'1能力を持つ'五|家がＩＷｌｉしていたこと、これらの条ｲﾉ|:が対|ﾉ１．対外｢I<｣に,÷１

律性を持つ上で11ｔ要だった、とされるのである。

こうして|玉|家をアクターとして想定し「ＩＺＩｆｌｔ性｣、「能ﾉ｣」に注Ⅱすること

で、’五1家がlIillﾉﾘ柵造をTII編成したり、ｌ玉|際環境の変化に》ijじて柔j1次に対応す

るという視点をとることができた。すなわち、経済政策の決定と遂行の過稗

の研究を通じて、朴体Ilillの|正|内柵造や'五|際環境への変化の対応のダイナミッ

クスを分析することがTil能になったのである。これは、林国の「経済発展」

がＺ)I実として進行する''１で、それに来たした政椛の役ｉｌｉｌｌを分析するに際して、

前述のような二つの方法では不充分な点を、二つを統合する形で#,|iおうとす

る'''１題意識にもとづき、｜正|家エリートの懲図がいかに柵造化されているかを

Ilill度を通じて分析しようとしたものである。と同時に、『iiiの二つの方法では

各々に－iml<｣であった先進資本主義|];|とのＭ３係を、よ')ﾄ11対化して捉えよう

としたものであると言うことができる。それゆえ、このアプローチによる分

析は、社会経済変動と政wL1体IIi'１の関迎を分析する際にJR要な方法の一つとし
（２）

て;忍定されるようになったのである。

このように、ステイティスト゛アプローチによって、体IIillを分析する方法

が整備され、より多lrlii1<)な11)|:究がTII能になった。筆者もこの方法の｣二記のよ

うな点を評Iilliするものの、既存のIUl:先を批21《,Ⅱ,<｣に発展させるためにも、この

方法における翻意点を指摘した-12で、それをﾄﾞ'Ｉｉ充すべく本章の課題を設定し

たい。

まず、このアプローチが、｜玉|家エリートが11Ｍ:の政治体Ili,１，ﾉ,でその能力を

ｲ]｢効に活１１)するという祝ﾌﾞｲ]をとっていることに翻意しなければならないだろ

う。また、その際、lUli存の体Ililllﾉ'で|正|家エリートが椎ﾉﾉを洲ｌｌｉ侍しようとする

､iのコストには、さほど注意が払われていないことも指摘しうるであろう。

これは、ＩｌＡＩ々の研究が、とくに70ｲ|ﾕ代の朴政樅における政策決定ないし遂行

過秘の分析を'''心にしていることに''１来するのであろうが、既存の体Ｉｌｉｌ１内で

のり【l実的な避択というものを無iiii礎に認定して、議論を進めているように兄
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受けられる。

しかし、そこでiiii提とされているlrl家自体が、その成立の過程から大きな

矛)iriを抱えている存在なのであ')、それをも｜;'1対化した｣工で議論を進めなけ

ればならないのである。すなわち、鯏正|という国家の)(i'|立があまりに強椛(Iリ

であったことに111米するオノiziが、その後の政椛下にも持ち越されてゆき、体

ﾙﾘが弱体化した際に表irli化するということは、｜玉|家の正統性の'''１題とも関係

するものとして{W意しなければならないことである。とlTillIifに、｜正|家成立に

際して、ｌＭＬ政ｉｎ経済柵造における位置がﾙl定され、国家の政治(l<j構造ない

しイデオロギー的liiMi造が形成されたのであるが、これらがその後の|工1家政策

の選択のllWiiを大きく〃llli'ＩしていることもJ1;Ⅱ対化せねばならない。｜ﾀﾞ'ｌえば、朴

政樅1,.の|玉|家エ')－トの政策決定ないし遂行jlllI稗を分析するに際しても、こ

れらのBA定要|入|を検討せずしては、’１|家エリートの選択をよ')Iﾘ11iliiに分析す

ることはできないであろう。

それゆえ、このようなステイティスト・アプローチの火lliriを補うために、

本章では、以下のような祝ﾌﾞｲ1を設定する。６０ｲ'１代初蚊の体Ilillが1ｌｉｊｊ揺した局ini

で椎ﾉjを掌蝿した朴政椎が、いかに体lIillを砿ｺﾞﾉ:して権力を行使していったか

を分析の対象とするに際して、①雁史１１<｣・柵jMjな文脈の''１でこの時期の政

ih過程を分析し、②ｌＥｌ家エリートと他の社会勢力とのﾘﾘ)(1<｣なMM連に注|='し、

③政椛が][統性を雌得しlJilLIjを統合していくjlIlI程を、主として経済開発政策

をjlillIに実証(l<)に検討していくことをJii祝する。このような祝ﾌﾞﾘは、緯'五|の特

殊性にlｲﾘ泥しすぎたものだとの兄解もあろうが、よ')一般(I<jな理論を柵築す

るためにも必要なものと`1Aわれる。また、朴政椎を分析する際には72年の

｢十)二ｌｉＩＩ新」をメルクマールにして前後に分けて考えることが可能であるが、
（３）

本歳ではその前半、すなわち60ｲﾄﾞ代を'''心に扱う。詳しくは後述するが、こ

の'1柳lは、李承llju政権川|壊後の「｢からのIﾘﾉき」が|玉|家体Ilillの枠iIillそのもの

をも揺るがしかねない力|ｲﾘに進んでいく''１で、クーデターによって権力を掌

握した朴政樅が、既存の枠|ﾉﾘで「下からの要求」を実現しようとする力向性

を示すと同Ⅲiに、｜正|家の１１界政if)経済秩序における位祇を穣極的に活川して

その体IlillをＩｉｌＩｉｉ立した|I訓lであったといえる。そして、ilii述のように、この時

期を検討するためにも、｜玉|家の成立|IJi:に形成された政治的ないしイデオロ
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ギー(1<)枠組をまず分析しなければならないのである。それゆえ、まず節２節

で鯏飛|の|通|家成立|I<1iHに形成された大きな枠iIlllを、節３節で60年代初頭の「下

からの動き」をそれぞれ検討し、第４節で60ｲﾄﾞ代の朴政椎の特徴をその確立
（４）

の過程と結果にili点をおいて分析することとする。

２米f11政期と李承'1）u政椛期

1961年の111事クーデターでlili[部が政泊に介入して林|玉|の政沿体Iljllは大きく

変化した。しかし、前節で検討したＩｉ１ｌ:先の指摘にもあるように、朴政樅が政

策を決定して遂行する際の「|JIl家の鹸さ」は、それ以前の'１柳lのⅢ界政治経

済柵造における林|正|の位世、および１FⅡﾉﾘ榊造に大きく規定されている。のみ

ならず、解放以後50年代に形成された政WLiil<｣柵造ないしイデオロギー柵造の

枠iMlは、６０年代以降の|];|家政策の選択の|幅をBLIIillすることとなったのである。

それゆえ、ここで'五|家のﾌﾞﾉ向性の枠《'1を検討するためにも、米rl(政期と李７ｋ

晩政権期の特徴を叙述してみる（Cumings［1973])。

’1本の)I1i〔民地文i1iuからllW1放されたものの、米ソ分\;llllifiliを経てｊｌｉｌｌ鮮lIli主主

義人lXi共＃lllElと大輔氏|遮|という「分|桁国家」が成立してしまう。それは、杣

民地適制を清算して独立|玉|家を形成したいというjlill鮮人のｌｌＩｌ【iいが挫折を強い

られた過栂であ})、かつ、解放後の政治体Ilillをめぐる左右の対立という内(1<」

要素が、圧|際冷戦の急速な進展によって政iiL1の郷台から排除されていく過私｛

であった。とくに、共i藍三iﾐ義に対する|U三界11Uilll升を１１１祝して38度線以南にflI政

を敷いた米国の統治が、大輔Lkbl玉|樹立の大きな要|人|となった。

米rlf政庁は、I11ilXj地の抑圧からのW11放によるＴＩﾘ1鮮人の急速な政ｉｎ化を共産

主義勢力の浸透による活性化と判|粉し、その地に反共橘頭罐を(ilIi;立すべ〈、

①強ﾉ｣な統治機柵の復１１１１、②乢衆の政iflからの排除、③lLlらの意志に添う政

治エリートの育成、④政府によるﾈ|:会支'''１uⅣ|形成への孝i:手、を行った（ｲＭ

[1989])。こうして圧倒的なIli〔事ﾉ]を背景に腱llllされたその政策が、ｊ蝉|兎Ｉの

政治的イデオロギー(l<｣柵造の枠iillをDA定することとなったのである。

）|ﾘl鮮人の独立ＩＦ|を建設するiiIimﾘﾉはlWi1放illl:後から地力までＭｌｌ織して腰|｝Mさ

れ、米軍進駐以iiiiに「jli)l鮮人hli共和|子lil」樹:)ﾉﾉ:を宣言していた。その下部iMl織



６８節１筋姉lmilの]:業化と政治体Ilillの腱ｌＩｌｌ

は、ニヒ地改革を＃|《点とする農民迎､))とも述挑して地力で勢ﾉﾉを↑１１１帳していた

が、米耶政庁はそれを「左翼によるＪ１Ｉ１ｉ:命的な状乃１１Ｊであると判|折して、「人

氏共和|玉|」を否認し/こ゜そして、民衆の政治iiInlﾘﾉを抑圧するために'三1本帝匠｜

主義の警察jMI織をはじめとした機榊を復１行し、リH1ﾉjな統治機柵を作り_しげる

と同'1《|itに、米ilr政庁は、〕|ﾘ|鮮人政汁}エリートの対立に介入して、’二lらの意図

に１１１う政治エリートを育成していった。左派をﾘｌｉｉ圧する￣力で、亡命独立運

動家として有f'１ではあったが|玉||人IにＪｉＬ雛のなかった右派勢ﾉﾉを優遇して反共

国家を＃'１設させる準liIliを進めていくのである。また、flf政庁はlTilll#に、｜]本

人から没収していた「ﾘiT}属I|ｲ産」を払い１Ｗてブルジョアジー形成の契機を

作っていったが、これによって、社会の支liU)Fiが唾|家によってfilll)Ⅱ!'され、

国家の庇繊下に従属するパターンができたのであった。

以｣このような米車政の政策が|玉|家のlLI律性と能ﾉ｣の人きな契機となったの

だが、それが、jl1Il鮮川;Fbに反共|Jil家を)(i'|設するという'二|的のためのもので

あったことは、充分１W意せねばならないであろう。このアメリカの意図と政

権掌掘への李承晩の執着が38度線以南のみのｌＭｌｌ政府の樹立から|玉1家分|折の

iiiを歩んでいくことになる。この大柿IXjl玉Ｉ１Ｍｌ(政府の樹立には、大部分の対

抗エリートは反ﾇiＩして人統緬選挙には参加せず、避挙の反対||》|争も展ｌｌＩｌされ

た。大統御[に当選したものの李川(晩体Ilillは不安定であったため、Ｌｌｌｊ主体IIillを

標楴しながらＭ<際はﾘｶ】椎的なII1iIlillを行使していた。こうした状況で李ﾉ'１(晩

大統価は、「|玉1家保安法」などの法律によって鹸椛の行使をIIill度化すると同

時に、米rl[政庁からり|き継いだ「ﾘi}腕１１ｲ産」を物I1l1的な基盤にして社会支配

届を配下に｣|)(めようとしたが、社会の大部分の人々にとっては厩'二|:の分断を

前提とした|正|家のIE統性は(iWi立していなかったといえる。

ところが、ｊｌﾘl1llWnMM卜を契機として不安定だった李承晩政椛が碓立していく

ことになる。李人統価は、１１０(時体Ilillであることをﾘｉｉ調して椎ﾉ｣を強固なもの

とすると|可時に、反共の品iiii線を支えるためにアメリカから供給された戦略

的意|ﾇ|の強い援助で、物質的にも体Ilillを維持することが可能になった。戦争

によって、物ｉＩりにも人｢,Oにも催大な111矢を被')、イ|:会が荒廃した''１で、｜正|家

が政治権ﾉﾉも経済力も一丁に握って|玉lhLbの-上に立つことになったのである。

その｣i、「共産主義との戦イト」を経て、｜玉Ihbの不illlIiや`|Ｗしみを共)韮主義に向
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けることがTi｢能となり、李承晩は「共産主義に対決するlxi族('<｣指導者」とし

て自らを位世づけることができた。「反共'五'家」としての李承晩体Ｉ'i''の正統

性が確立し、その樅ﾉjを脅かす洲よ「体Ｉｌｉｌｌを蝿乱してIij〔（共廠主義者）を利

する肴である」としてillll圧がjli当化された。

こうして、反共|玉|家としての枠組を維持するため、｜玉'１人'での独裁が''当化

された鯨,玉,は、ｊ,i１，鮮),u(争の莫大な被害とその後のfにｌｗＩｌ１費という大きなコス

トを払いながらも、反共ﾄﾞﾘ家としてlIl'ﾉＬｌ統合をﾙlIi時しつつ、アメリカの世界

戦略の重要庇|という地位に乗じて'lUi後の復興を|Ｘ'っていくことになる｡以｣こ

のように、糠|玉|の世界榊造における位iiliがIilii定し、政ifi的柵造ないしイデオ

ロギー的榊造の枠$Ⅱが規定されたのであるが、５０年代木には'五'内外の変動に

伴って轍|正|の政1h体Ili'１の危機が訪れることになる。

（５）

31960年代初IlIiの体Ilillの]ﾘﾉ揺

独裁的性格を強めた李承晩にたいして、1960ｲｌｉ３１三|の大統緬選挙での不正

を契機として抗議の7ｌｉがiﾘ|)き_|がり、４月にはソウルの学412を'''心とした抗

議行iﾘﾉによって大統緬は過ljIliを余儀なくされた（｢|』しⅢ革命｣)。これは、姓

iiiiでは、「民主主義」を掲げていた李爪晩政椛に対して、その独裁性を追及

して「真の民j主主義」を対極した迎動であった。しかし、そこには、５０年代

を通じて蓄積されてきた矛盾が内外のI11i勢の変化によって顕在化してきたの

に政椛が対応できず、その統iiL1能ﾉ｣を減退させていたという背景があった。

そのため、李承晩政権が肋|壊した後には、それらの''１１題の解決策をめぐって

政治的な対立が''賀ＩＰＩすることとなった。その中でもとくに、経済的な1111題は

大衆の生活ともifZ結した緊急のlI11IlIlであった。

５０年代の蝉|正|経済の復興はアメリカからの援１１ﾉﾉに大きく依存し、その配当

を通じて李政権は権力を柵lIi侍してきた。しかし、５０`li代末の'五1際`情勢の変化

や国|際収支の悪化を背景にアメリカが援助の見､'1:しを図ったことで、その薇ｉ

は57年をピークにｌ１１ｌｌ減され、かつ、無仙援lUjから布償援助へと転換されて

いった。これを契機にして柿|正l経済は58年から停滞期を迎えていたが、それ

は50年代の蓄秋パターンの矛屑が露呈することでもあった。経済停滞に､![鑿
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された一般大衆は、政椛と癒着して帯I|ｲした11ｲlIUとのit常の錐を；iiij感して支

配)Ｆ１への不iil'１iを募らせており、それが「|lU)三ljYi:命」の遠'klとなっていた。

「|lL1)]革命」後の''17定政椛を経て成立した民主党政椛は、「|ﾉﾘﾙ''１[命」の運

動の'１１でｌ１ｌｌばれた「【|iきられない、変えてみよう」というスローガンに稗え

るような政策の実施を迫られ、イ（＃iL児１１１１．（'三Iiilil(iLLという「経済ｶﾞﾘｰ主義の

実践」を公約として禍げていた。民主党政府は「hlj主的な政椛」として谷JIIl

的な絲済述営の姿勢をラバし、為稗レートの「Uilﾘﾐ化」やｌ１ｉ－為杯レートの実

施などによって資本三iﾐ義'1界経済の枠|ﾉ､]に入り、その下で経済建設を図ると

いうプノlfT1性をllxろうとした。すなわち、』i1本｢l<｣にはアメリカのIIlIi識の1くで
（６）

｢民主ゴミ義|正|家」として体ＩＩｉ'１を安定させようとしたのである。

それに対して、当lIlrの比較('<｣｢LI[|Iな罪|Ⅲ|気の''１で、Ⅱ|体Ili'１の「恐」を一掃

して新体ＩＩｉｌｌを柵梁しようとする社会j卿))が''Iiill1,していた。とくに、経済'''1題

にBM連するものとして、①「不]|{蓄'1水Ｈｊ処削の'''1題、②新(l：iilij卿))、③|当Ｉ

主統一運１１ｉｊ１、が注目される。これらのj卿)1の'''心にあって組織化を進めてい

たのは、学化および「j'''1:新勢力」であったが、彼らは季ﾉﾊﾞ晩体ＩＩｉ'|下で抑圧さ

れていた大衆のためのjlli1lij1を志|ｲﾘしてお')、そのlilf11Jllには、未$１１織ではあっ

たが、広範な一般大衆の支持がｲＭ(していたといえる。

李ﾉk晩政椛と結託して苔11ｲした財ll1Llなどへの対応の'''1題では、政治経済体

Ilillの政:iViを含めた徹底｢1りな処罰を要求する大衆(1りな願望に比べて、晄主党政

府の対応はおざなりなものでしかなく、新体ili'|を希求していた人々の失望を

かい、彼らが反政府iI9なj卿)lを展ｌｌＩ１する契機ともなった。また、学L'三が稗蒙

｢'<]に行った新化iiI1｢逆1IUjでは、｜玉||ﾉﾘの腐敗した文lil[lﾙﾎﾟの樅ﾉﾉ恭盤はアメリカと

の結託にあったとして、外IJil製,lii',排撃、｜玉|産,'Ⅱ'i愛川の迎jiﾉﾉや生iiIi改哲H述ｊｉﾉﾉが
（７）

農村にまでlIl1lfilいて全'二1;''１りに腿|Ⅲlされた。運ﾘﾘﾉの１１１論は＃１１１１('１})で精ﾈｌｌｌ主義(I<ノ

なものであったが、アメリカの彩郷力および'11体Ilillの文l111U屑をｲﾙ除して、新

しい政in経済秩序を榊築しようとする力lhl性を示した。

このような力向性は、｜玉|際１１<」榊造における糊玉|の位世をもｌＩＩｌい直すような

Ｉ１ｌ１題愈識を'１Vび覚ますこととなる。196()ｲ|曵秋以降に「jlil1僻民族が外勢を排除

してｌｆＩ主的に、南北のlll商などによって平和｢I<)に、分断されている|玉|家を統

一する」というノブ策を掲げた'91主統一迎lIij1は、「|ﾉl外からの分Wrの画策を充
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'''１し、統一されたl〕いき主義lIil家を確)>:する」という'１１'１i(,iだけでなく、北jIﾘ|鮮

をも含んだjlﾘ1鮮半Jib全域を一体とした|玉|氏経済を樹立することで経済(1<)な'］
（８）

立を追求しようとする｛l1lli(iiをもつものであった。

以上のような社会巡肋は、必ずしも連続したものではなかったが、外|玉|勢

力（とくにアメリカ）の支配に対するナショナリズムの高揚とｌＥＭ特椛階層

に対する大衆の生存柿の保障の要求という大きな流れの111にiルき起こったも

のであった。そして、この逆１１ﾘﾉが蝉ｌｌｉｌというliM家の体Ilillそのものを|||Ⅱ題とす

るところにまで達したところで、tlnllクーデターによって「雰共(1<ｊ」である

としてりlii圧されたのである。こうしてクーデター勢力は、反共分|折|玉|家とい

う体術ＩｌをＴＩＩ強化していくのであるが、彼ら［|身もある慾1床ではナショナリズ

ムと人衆の要求のiTPiまりといううねりに１，|,されて登場したということができ

る。クーデター勢ﾉﾉは、このような「「からのji)}き」を既ｲrの枠iiⅡの,'１で実

現しようとする方lh1性を示して、そのうね')を'ﾘﾘ<い上げて樅ﾉﾉの支持JiL蝉と

していったのである｡以下、朴政権の(ilii立する過秘を検討しよう。

（９）

４朴Jl2煕政柿の1M泣ｊＭｉＬ－]1;統性の｝鮒と矛Iiriの蓄械

1961年５月161]に決起したクーデター部隊は、「iに|叩命」の名の~卜に非

常戒厳令を寛和し、①llZ1足の節一義である反共体ili'1のTII盤IWiﾘ血化、②|玉|連憲

章と|正|際協定の遵守、plll友)11とのﾎﾟ1Ｗ'１倣化、③腐敗と'１｣悪の一掃、｜正|Ⅸ道

義と民族Ⅸ義の史jli、④飢餓などの１Ｍ蒼苦のIW11決、｜JiI家のｌＬＩ主経済Ｗ雌、⑤

|玉'二上統一のための共産三ii義に対決できる笑ﾉﾉの養成、⑥jIIE命課業完遂後の民

政移符と原隊復帰、という６項11からなる「''１[命公約」を提示した。彼らは

|玉|家のfi縞統治機|剰として「Ｉｌｉｌ家１１lli｣L岐高会縦」をｉｉｉⅡ細して三権を掌掘し、

｢革命課業の完遂」を名目にドラスティックな政策をlUr行して政権のJi1雛を

固めていった。軍二１１政権は、｜正|民の政治的|÷'111を奪い、クーデター以iiiiの政

治勢ﾉ｣をﾘliil王する－力で、大衆の要求を汲みlこげる形で懸案を解決し、１１ﾐ統

性を雌得しようとした。

リllil王と統IliIIの面では、「'1Ⅲ]Ｉ１ＩＩ命」以後に絲成された''１１[新政党、自主統一

迎動を担った社会|］1体や学:ｊｌｉ連Ｍ全|正|的なﾂﾅＩｍｌ１迎仙を展開した教育労細な
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どを、「容共的iiIi1li)1を行った反ljil家卜j1体」と認定して処制するとともに、「１１

央情報部の設慨（６）二|)、反共法の公布（７）1）などllilLliを統Ilillする制度を整

えていった。その一方で、政府は「不lIi帯11ｲ肴」の処''１１などに強硬姿勢を示

すと同時に、「農M((村高利情整珊去」（６）110｢|公布)、「農雄物Illli格維持法」

(６月2711公ｲij）など、人|｣の６１ｉｌｌをlliめる農民を飢餓と負(iliから救うための

政策を打ちⅡ!,したが、これはある意'１ノドで民主党政椛下でのナショナリズムと

大衆志lfil的なjllnli)1の流れに采っていたものだともいえる。

７月７１１、朴jli煕放高会議議災は「j1I1f命のji〕２段階」を宣言し、その'1標
ママ

として「Llj心の｣|)(拾と経済雄設」を掲げた（｢〕i(郷新llllj1961.7.18)。これ

は、それ以ｉｉｉの段ﾙﾄﾞで金M1１１機'9Mを掌握するなど統IIi'１のＪ１蝿をlllilめていた政府

が、民'''1の活ﾉﾉを'１)１１(い_'1げる形で経済ilj雄を|ﾇ|')、かつその経済ｉｌｊ建活ｉｉｊ１に

よって政府が|正|皿を統合することを|ﾘl1ili1にしたものであった。そして、「経

済秩序を根本｢l<」に是jliするための長期経済iillmil」が公表され、計画的な絲済

開発を専担する経済企画院が設殻されたのである。

６１年７１三|木に公表された計画案と「第１次経済ｌＩｌ苑５ｶｲﾄﾞ計画」（1962年

１)1発表）には、｜正||人lのJIL雌的な産業を育成するための総花(１０ともいえるほ

ど多くの内容がＷ)込まれていたが、ｆｌ(zli政椛はJlIL本(1りには「重農的｣、「大

衆志lhl的」を経済政策の力lfil性を|玉|民の前に提示し、経済開発活動も大規模
（10）

な'河氏統谷迎1lij1の一環として推進しようとした。これらの政策は、経済的な

効果は上げられなかったものの、その遂行過私Ｌで官僚組織が繁llliされ、また

政権の支持基盤をIMI紬化する契機となった（谷iilii「1989｣）のであるが、とく

に、「不jli蓄Ilｲ処1111」における対「}1ｲ１１M」政策と、胆範な''１１民運動を通じて

の経済建設政策のtMljjMi1は正典であった。

政府は当初、１１ｲ11MをＩｌＩＭ化して国家による計llji('りな経済馳設政策を実施す

る方針を示したが、そこでは「大衆志lfili1り」な力|｛i}性によって大衆を動員す

ることが丁ｉｔ祝されていた。「i'11:命課業推進のための汎'五lh1j迎加」としてｌｌＩｌ始

された「ＩＭＬ|正|氏迎仙」は、地力村落にｍｑＩ政椛のⅡ;統性を浸透させてiiI1:接

糺l織化することに大きな役Ｗｌｌを果たし、その実施過漉で官僚jIill織が整備され
（11）

ていくことになる。この迦mjlでは、末ijWIIの行政区域まで迎ilill促進会が設殻さ

れ、行政機1)Mの災が会｣史を兼任した。地力行政jlill繊にh1rljM係肴を派遣してい
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たilI卒政府は、この迎勅をjmじて村落lli位で国民をilill織化しようとしたので

ある。そして、当初は末端('1織での教導IiiU｢伽をjlnじて、に|仁|｢革命I1I1念」や

反共`ＭＡの教育、虚礼廃｣|:や迷信打破など生iili改諌巡1li1jを椎juiしたが、徐々

に郷士開発zlv業や国､(j共lTilIl1ﾄ業など大規模なiiMij1を腿|)Hするようになった。

この迎川２１体については、政府自身が公表した資料秘皮しか兄ていないため

推論の域を''1,ないが、地元の農地|ⅢＩ懇、農路ｌｌＩｌ設、造林、堤防および貯水池

築造などに組繊的に１１)<')ilⅡむ迎11i))は、」二位1く達(1<｣をiIill織化だけでなく積極的

に参力Ⅱするに足るものとして、｜玉'１１１３大衆によって|と'二iｉ的に展llMされた而も

あったと思われる。

このｌｌｊ雄|玉|氏運動の一環として雁|Ⅱ1された学生農１K(村奉仕iiIi1Iijjに|)Mしては、

大学新'111などの資料によって、少しは実証ｉｌ０な議論が１１１能である。５０年代末

から大学新１１１１では経済'''1題の解決のためには農村経済の復興が不可欠との認

識が示され、このような'''''四意識が「llL|)11111:命」後の新生iilijUL勅などにも結

びついていった。そして、「101[命政１１<l」が、既存の秩序にあぐらをかいてい

た権力ﾙﾄﾞを実力をもって追い''１,し、新しい秩序を大衆志|(１１(1<jな社会Jli義を実

現する形で確立しようとする姿勢を刀化ていたことに共鳴し、爪農(lりなj卿)ｊ
（12）

をj、じて新秩序jill雄に主体(I<」に力Ⅱわろうとしたことが兄てとれる。こうして、

学‘'三たちは夏休みの||､洲に企睡|各地の農村に赴き、郷｣1開打imij1にlllわるこ

とになる。

その後もf''二li政府は、〕〔1ｔ農｢l<｣な兄解を持ち学Ｌｌｒにも影響力の大きかった柳

達氷（ソウル大農学教授）を111座'五lLLlj述動本部｣途に任命し（８）]2811)、その

下で、連iUM織を「地域のﾉﾉを汲み｣２げる」体IIillに改編するとともに、民主

(I<ﾉな姿勢を前ｍに'''1し}'１，そうとした。Ｉ！'|達水|］身もソウル大学新聞に寄稿し

(１０)１９Ⅱ号)、「{学41ｉは国家の(|ﾐ命」であるとその使命を強訓'し、「未完成の

学41三革命をilizlf1Vi命が完成させる」として学上|：のiにＭ１命への支持と|正|民1W

建迎勅への参｣ｊを訴えた。

このように、軍事政府は、一方では、政治iilhlihのlL1111を奪って、体Ilillの枠

jillを脅かすような政if)勢力をﾘ11〔圧すると|丙１時に、他力では、｜玉llXj大衆の要求

にⅡ｜うような政策をｲ(|i逃して、’五I1Xiを統什し、かつ、滞在｢I<」に大きな政沿ﾉﾉ

を有する学４Ｍ?iを体Ilill内化しようと試みたのである。こうした－迎の流れの
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１１１で、学生は、貧'水'からの脱肥'や新秩序の)(ill処を求めて、大衆志向的なＩＭＬ

|玉|瓜連､１１に闘わ})、組織化ざれ体Ili,|内化されていく。これは、主観的にはＩＥ

農的な述釛を通じての新秩序i''雄への主'》ＩＫ的な参与であったが、’両I時にそれ

を体制'ﾉﾘ化しようとした政権の「経済建設」の大義に取り込まれていく契機

であった。そして、この連iﾘﾉが上からの強附''によるもののみでなく、大衆の

希望を反映する内容で、かつ「~卜からのﾉﾉ」を''ﾉBkい上げる形であったことが、

体Ilil1の確立に人きな役割を果たしたのだということができる。

しかし、このような大Ｂｉ棋な方法による「経済|}ﾄ１発」は、｜玉|内産業のWii弱

性や内資の不足を無視したりｊｉリ|なものであ,)、政府はもう一力で、Iは閥の産

業界における力を利用して経済|刑発を実施することも構想するようになって

いった。それは、「不mﾐ蓄財処理」において,折,DII,たる処罰を示唆した当初の

方針から、「国家の再建に必要な工場」を建設して政府に還収金相当の株式
（13）

を納付するように処罰を緩fllしていくことにも|ﾘlｲｉｉｉに現れている。そして、

-上記のような人ｊＵ桃を政策が盗金不足などから実施が困り'1雌となる60ｲ,ｉ半ばに

は、政府は安金を海外に求めて|玉|際経済と協調する路線を選択し、｜玉Ⅱ祭収支

改善のためにjliiiii山を振り1!していくのだが、そこでは財閥の力を総済,冊,発の挺

子とせざるを得なかった。こうして、初)０１の「大衆志向｢Iり」な政策は後退し、

｢外資を導入して労働集約産業製ｉ１ｉｉ１１を輪11,,する」というパターンが選択され、

大衆の低賃金を前提とする経済開発政策が椎逃されていったのである。しか

し、この政莱の転換は、初ﾉﾘ1の政策推進の過私1でｲｉｉｉ立していた体制の下で大

きな抵抗もなく受雰され、また、ゼロに近かったパイを大きくしていったこ

とによって、この新政策は、６０イド代には政椛の正統性の根拠となり得たので

ある。

こうして、政府は確立した体Ｉｌｉｌｌの~|▽「嵐|玉|建設を|延子にした国民統合」と

いうべきものを椎逃していくことになる。その過科は確かに、社会内の強権

的、経済的、象徴的、イデオロギー的資川ｉｉを|正|家が独占するという｣).件の－１マ

で国家機榊を掌握した政治エリートが、ブルジョアジーを含めた社会の諸集

|可|からＩｌＩ対的に目lllな状態で「|玉|家利益」を定義し、それらを][当化かつＩＩｉ,Ｉ

度化していくというもの（腿［1989]）であった。しかし、政治IIill度として民

主IIillを掲げる以上、その'正|家|言|標は'五l民の多数の意志を何らかの形で反映し
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たものとならざるを得ず、’'２存の』,僅礎（｢食べること｣）と関述する経済建設

の|川迦が重要性を持つものとして認識され、その|ﾘｷﾞ決を挺子にした国民統合

が|X'られたので､ある。

このような政府の政策が一定の支持を得たのは、上記のような「外Ｉｉｉｌきの

経済政策」がＧＮＰの成長をもたらしたことによるのだが、その契機は「輔

}I条約締結」や「ベトナム派兵」などによって、ｌ｣米を｢''心とする資本主義

国との紐帯を強めたことに求められよう。この二つの'''1題をめぐって、｜玉|内

で大きな政WLi的対立が発生し、反政府勢力は朴政権の対外政策を''１１題にして

政府を激しく攻撃した。とくに「jl(iltll条約締結」に関しては学生を'''心とし

た大規模な反対述釛が腿|州されたが、朴政椎は戒厳令を宣布して述釛を鋲１日Ｅ

し、条約の締結に漕ぎつけた。このように|玉Ⅱﾉﾘの反対連動をﾘ１１t圧して|]米と

の紐帯を強める政策を推進したところに、「反共|玉|家」として冷戦榊造に横

極的に参与することで、輔国の|正|際的な地位を雌係しようとした戦略が兄て

とれるだろう。例えば、朴政権は「稗'１条約」を締結して請求権資金を受け

取ることを|正I家('<〕利祐として強調し、jUm義('<]な反対に現実的選択を対ｌｌｌ寺させ

る形で条約を締結し、束アジアにおける地位を1ili立していくという政策を推

進した。また、ベトナム'ＭＭＩ派兵にMLlしても、戦争へのlli杣介入を|Ⅱ|避する

ために協力を要請した米|玉|の圧ﾉﾉに屈して派兵を決定したというよりは、韓

|玉|政府が率先する形で事態は進展していたのである（金民雄［1990])。そし

て、これらは単なる政治｢1りな効采のみで崎なく、具体的な経済的効果をもたら

したのである。それに|剰しては第２、３篇でlﾘ|らかにされるだろう。

このように既ｲ｢の|玉||際秩序内の糊玉|の位置における戦略を提示する政府に

対して、｜正|内の反対述動はjii義１１りな反対がiiiimiに立って有効なオルターナ

テイブを提示できず、結果的には体IIillそのものを掘るがすことはできなかっ

たといえる。韓[|条約締結反対にしても「ｉｉＩ辱外交反対」が主要な論点で､、

例えば、「侵略への反有のない['本に対して、わずかの金で林匡|の漁業権を

売')渡すような行為」が批判の対象となっていた。Ｈ本の再侵略への懸念も

表明されていたが、それらは現実の国|際関係の｢'１で「一人前の座1家となるた
（14）

めの」現実的選択の前に品終的には１，１１１Mせざるを得なかった。ベトナム]i戊争

派兵反対にしても、他'五|のｌＩＭﾄで柿'五|人の青ｲliのIIllを流すことに異議を|唱え
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るのが主要な論点であった。このような論点は、jii義(Iりな名分や|玉|威発揚的

な名分を援１１|しながら、ベトナムにおける共１１if主義戦略のＩｌｌｌ｣上が肺国の安全

保障とiii結し、かつ、ベトナムllU(争を丁[業化の契機として利１１］して|司際的に

|玉|威を発揚すべきだとの政府の論'''1のiiiiには、大きな力を持ち得なかったの
（15）

である。

以_このように、朴政権はlllIi存の枠糾の''１で|盃|家の体ＩＩｉ'１を1ﾘ強化し、国際政

if}経済榊造での位殻にjiM定される選択を祇極ilりに桃逃していこうとした。そ

して、1960ｲ'１代の鮴|正||玉||ﾉlでの政WLi論ｲﾄは、その国際(I<j秩序における位iiIiを

前提としていたために、政府のlIUUI1#へのｲ丁効な代替案を提起することができ

なかったといえる。こうして、６０ｲ'１代は政府の正統性が維持され、体柵'１が大

きくii)l柵することはなかったのである。

この状況が変化するのは、次章で立ち入って考察するように、６０年代の経

済成踵パターンの矛盾が表Ⅱ｣,するなかで、「公平な分配」を要求する声が起

こ')、また、労'１１１肴の椛利をｉｉｍｌｉに禍げた峰起が学生１Ｗに衝撃を｣ﾉえる'１１で、

政府のｌＩｉ統性が柵らいできた70ｲﾄﾞ代初Ⅲ[のことであった。朴Ili隅大統finは、

こうした状i兄下でもあくまで椛力のﾊﾐにW(まるうとしたため、より強圧的な

体制に移行することを余儀なくされるのである。「ﾙｌＩｉ新体Ilill」への!|iZi換を、
（16）

①当lliIi§の'五|際的な環境の変化に対応するためであったとか、②オドンネルの

官僚｢lり権威主義|正|家の成立を緩)1ＩしてI:業のi蔚度化を推進する体Ilillを榊築す
（17）

るためであった、とする説lﾘ１６あるが、一義ｉＩｌには、６０年代の矛１Fiが藤呈し

て民衆の不iil'１jが表lﾘＩされ、体Ilillの危機と感じた権力ﾙｲがその地位の維持を意
（18）

'又Ｉして起こしたものとみることができる。

51960年代の朴政樅

以_上、｜玉|家成立から1960年代を経て70ｲ|え代に至る林lE1の社会経済の変jiI1と

政治体Ilillの|對連を大まかに検討し、そこで政椛の来たした役１１;||をみてきた。

朴政椎は、｜玉|際｢1<ﾉな冷戦柵造における「反共|:Ｉ家」としての鯨|玉|の位殻を高

める過概で、体IIillを築いていったのである。そして、Ｔiii提となる枠組の内部

で、「下からの動き」も体Ili'１１ﾉﾘにﾙ||み入れようとし、そのダイナミックスが
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急速な産業化の要因となっていたともいえるだろう。

このように、当初はクーデターという暴力｢1<ﾉな方法で柿ﾉﾉを奪１０〈し、外II1lI

の枠組を強lililに作り_上げる一力で、ｊｌｉ統性の)垈得のために「|]il腿の意志」を

反映したような政策を提示し遂行していったのである。節２節で検討したよ

うに、解放以後50年代に形成された政if}的榊進ないしイデオロギー的IiMi造の

強固な枠組は、６０ｲli代以降の11(itl玉|の'五|家政策の選択の,ｌｌｉｉを大きく川Ilillし、｜巡｜

家の進路を規定することになった。しかし、６０年代以降のililtl正|の政治経済は、

権力を掌握した国家エリートがその枠組内で体IIillを強化しつつ強椛的な政沿

を行うというのみではなかったのである。朴政椛下で盤IWiされた紺織は確か

に非常に「Ilf隊式｣、」1からの指１１１(に従う性格の強いものであった。しかし、

限定された形態ではあれilill繊が柔軟性を持っていたことが、多くの矛)iIiを累

積しながらも60年代において体Ilillが大きく勅柵することのなかった要lxlで

あったと言える。換言すれば、′|ﾐ成しはじめたﾈ|:会勢ﾉ｣をlZRl家エリートが|玉｜

家の枠組内に組み入れることに、さほどllsllMiiをきたさなかったのである。

それは、前述したように、すでに形成されていた政ih的ないしイデオロ

ギー的構造を強化する形でなされたがゆえに7,1能であった。しかし、これは

|可時に、｜正|家形成時ないし上記の柵造が形成される過f1,1で生じた矛盾をも|ﾉﾘ

包したまま先へ走り続けることであＩ)、７０年代初､､には体IIillの危機を迎える

ことになるのである。

[注］

（１）轍lnil内においては1980年代になるまで、ＩＩｌ｢究の|`1111は大'１１mにIlill約されて

お')、朴''１煕政樅に関しての客観ｉ１０な研究はほとんどｲ《可能であったとい

える。欧文のｲﾘ|:究に関しては、Ｋｉｍ,Eugene［1980］に詳しい紹介がある。

また、蝉|盃|政WLi学は8Ｍ曵代以降、急速な発展を遂げ、とくに官僚的椛威主

義体Ili'1論を受容して、７０ｲ|弍代以降の政沿体Ｉｌｉ'1と社会総済変１１ﾘﾉの連関を分析

しようとする1Ⅲ｢究などが職んになっている（｢官(INI<ｊ椛威Ｚｉｉ義諭」に関し

ては注(17)を参!'((のこと)。そのような成采を含めた紹介としては、金學俊

［1990］や搬章集細［1985］の巻末文献'二l録がある。

(2)前二者を統合する観点からステイティスト・アプローチを説lﾘＩしたもの

としては、Ｄｅｙｏ［1987］のIntroductionを参||((のこと。また、「Ilill度」

に焦点を当てた分析の紹介とそれへの批判に関しては、IIaggard＆
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ＭＣＯ、［1990］を参||(1のこと。

(3)この'1制Ulを扱った1ﾘ|:先としては、1963年から67イドまでの政iflおよび経済

の過程を、そのﾄMllAl迎とＭ１ｉせて分析したＣｏｌｅ＆Ｌｙｍａｎ［1971］が

爪要であろう。この書は、朴政椎DM､ﾉﾉ:当初から1967-68年の執÷iY当時まで、

政治ないし総済が「発腔」する過税をlWiき'''１そうとする節ｌの視角に胴す

る初｣01の1U｢究であるが、その|ﾉＷＦはJ|ﾐﾈlIiに実iiili(1<)であり、政椛の正統性と

経済政策のljI〔|)ﾄl過職を、：111噺のlljdfljlh稗の''１で分析したものとしては、注

’三|にIllliする。

(4)このようなｲWilは、Alavi［1972］の「過大成長|正|家」論を援)Ｕして鮴

｜過|の解放後の'五|家とｲ|:会を分析した1M章集［1989］に負うところが大きい。

(5)節３．４｣r[の経済政策と政治過懸のⅢ1MにｌｌＬ１しては、磯lIlli［1991］を参

！'((のこと。本意では、とくに、イ|:会勢力の具体(|<ﾉな迎釛に'1A1しては実証(I<ノ

な記述がｲ《充分な点が多いため参Ⅱ((されたい。

(6)このような方針を示す代表(I<)な文諜としては、アメリカに宛てた「輔|Ⅱ｜

の経済改TV､:に|兇Ｉする党冒i1lJ（｢京$Illl新lHl」1960,10.14）がある。

(7)この１１判り|の社会j卿)に関しては、「ソウル川ﾉ:枚大学新|Ⅱｌｊ「谷ｍ１Ｊｌｉ鑑」

（ソウル、谷|両|通信社）1961年版、「統一jlﾘ|鮮ｲli鑑」1965-66年版を資料と

して活)|}した。

(8)社会人衆党(ill党i((il)lli委此会「実践綱価と政策」（19601Ｍ)1発表）は、

その後に股lHlされたl:Ｉｆｉｉ統一迎血ﾉﾉの1111論(|<]文性となった。「経済政策のﾉバ
ママ

水力'1」には「南jliﾎ地域だけのlL1三l搬済樹立は多くのIlill約を受けるもので

ある。そｵLゆえ、われわれの'二1立絲済Mil立は、灸榊匡|規模の柵造ができる

時においてのみ健全なものとなることができる」として絲済(|ﾘｲ１１'|面での１１１｜

」二統一の当為性を強訓Ｉしている。

(9)以-1､･の政沿過稗は'五|家iﾘ雌般商会i獅li事JII1i命史編纂委員会が編集した

「輔|玉lilfｴliiYi命史」第liliii（上1,.2巻）を資料としてiili111した。

(１０）このような姿勢は、fil叩政府が７)12911に公表した「絲済青割にIﾘl1illl；

に示されている。その「(3)TIi[命政府の災ｊ０ｌ絲済施策」では、５カ年計画の

爪点を、①エネルギーのﾉ|ｉ産拡張、②農業１１１旅、③膣'二ｔ述設辺'1F業であると

して、この計illjiを実践するため官乢が一体化した拳|玉|(1<｣を忠ｍ・術11意・助

勉を奨励している（｢ljklI玉''1報」１９６１．８．６）。

(１１）「輔国１１迄|いＩＩＩｆ命史」弟lIlili(｣i)、ｐｌ)1704-1705、lTi](下)、ｐｐ､615-616に

は、：ＩＭＬｌＴｌｈＵ卿))のＩﾉﾘ容や腰|ｻﾄ|過私ｌが記されている。

(１２）学41州からは、「llLl)１１''1ｔ命の感激を処｣きしてl《Ⅱ|玉|のｲﾘ煙に微ｲﾘ<的に参｣ノ

する拳|正ｌｌｌ<ﾉな学Ｌｌ２述加を股'１｜Ｉする」として、｜JilⅨiIi建迎､１１にもlLl主(|<｣に11)(

1)組んでいく組織がつくられた（｢ソウル大学校大学新llU」第336号、１９６１

年５)125Ⅱ）。

(１３）「不正制ｲ処理法改]liに'1ＡＩする談iii1i（|ﾉ､|閣甘Uli）1961.10.26」（｢稗'五｢ilf

7８
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zInYi命史」ガリllliii（|､)、ｐ､６１)、「ｲ《J|；洲ｲ処I1l1法''１改Ｊ１ﾐ法律」（|Til譜:、ｐ、

622)。

(]4）稗１１条約に反対する学生・イ|:会lIl体などの反対)打|ﾘ1は､『統一jlﾘl鮮年艦』

1965-66年版、ｐｐ､241-248。

(]5）717ﾉ)（［1974］は、駐越韓lJiに|〔TTI令部発行「越南11U(線の林llil車一駐越輔

｜]仰の歩んだjij[」（大ﾄﾞ'ﾄﾞ公論社、１９６７．４）にﾀﾞ||記している派兵のf１分を、

①反共アジアの結末強化、②Illlll友邦の協同精ﾈ'|Ⅱ'典起、③|正|威宣揚と国際

信義の昂挑④友邦洲Klの`',&脇に報いること、⑤Ⅲ玉|近代化の課業l((：進、

⑥必勝の信念の鼓llk、⑦反共`Ｍ`(と敵`|糺心の鼓吹、⑧lIlIlfの戦ﾙﾘﾉj強化、

⑨新たな１１１州観とjilillX性の股|＃|、であるとしたＩで⑤と③⑨を結合した

「ベトナム)'1Ｍ卜をjmじての近代化-'｡［|威発}ﾉﾘi」という思想に注目している。

また、派兵反対の論拠については、金淳一「ベトナム)|ｉＭ卜と鯨|玉|」（｢'11：

界」1973`li3)１号）に依拠して、①71i>Ⅱ:ｲﾄﾞのI1llを光っての近代化は完|玉|(I<」、

②北も派兵して外I1ilの｣IuでWlLが戦う/d険がある、③iiiが派兵すれば北が

南に111半(受略する危険がある、④11蛸卜反対の１１:|際lll:論からの孤立を憂慮、

⑤派兵によってアメリカの文持を得たｲﾄ政椛のlEllXj統IIillを憂慮、であった

とする。野党の論縦や新'111の論iillilは③⑤が'''心で、①はiiiとして院外で発

言された、としている。

(16)1969年の「ニクソン・ドクトリン」にリ|き続く米軍撤退計画衣|ﾘ１，７１fli

からの米''１接近などの|';|際ＩｉＩｉ勢の変化の要ＩＨＩを爪ｲＭして維新体IIillの成立を

論じるもの。｜ﾀﾞ|Iえば、ｲﾉﾄ豆兄〕Ｃ［1982]、服部編［1987］鋪２章（小此木

政夫）など。

(17）Ｏ'1)oImell［1973］の提起した「`|:｢僚(|<)権威÷ｉｉ義」論は、ポピュリズム

の1,.での輸入代替]:業化が破綻し、配分を要求する民衆の迎動が政府の統

柵１１の枠を越えて進んだIlili:、ｉｌ[LLテクノクラート、llill際安本、民族ifii水から

なる「クー迎合」が、乢衆を政if)絲済(l<｣に排除してiiWi立する体Ilillであると

論じる。｜正l家エリートは、この体ＩＩｊｌ｢|､､で|E|際安本に依ｲ/したTl業化の深化

を達成するとともに、LL衆を排除してｲ|:会秩序と維済安定をlnl複するもの

で、「官僚椛威主義体Ilill」は従l1IiiI<〕経済におけるⅢ業の深化の段附で現れ

る体IIillであるとしている。ラテンアメリカをモデルとしたこの政WL1｣】'1論を

林国に通)Ⅱしたものに、鰊ｲ;'1霞［1983］などがある。これらの|ﾉ､]雰につい

てはｉｉｌｉ水［1989］に詳しいﾙｨｲ介がある。

(18）これにUMして、Chenｇ［1987］は、】〔アジアＮＩＣＳの7()fl曵代の経済政莱

を比較分析した研究の''１で、とくに台漉と緯'五|の政策jiIi択の杣述について

論述している。すなわち、liil様の|玉|際(19環境にあ')、かつ林|玉1よりもＩ業

の深化の必要に迫られていた台湾が、椛威主義をﾘｶ】化して|正|家jﾐ導の重化

学こ[業化を｝(雌するというノノ法を選択しなかった要lKlを解lﾘＩしようとした

のである。そこでは、絲済政莱選択のziilklはIlil家エリートの椎ﾉﾉﾙlIi侍の意
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志であり、工業の深化はその正統性の根拠として必要なものと考察されて

いる。そして、反政府勢力が強く、かつ企業が集'1'していた韓|正|では、椛

威主義の鹸化と|正|家が指導する正化学工業化とが必要かつ可能であったの

に対し、台湾では反政府勢力が弱く、かつ国家の指導が徹底しにくい分散

した企業形態であった。それゆえ、後者では騨国のような権力の確保はコ

ストが大きく、経済的な統IIillをしないことによって政治的な不iiMiを抱かせ

ないような方法を選択した、というのがその論旨である。

8０ 
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第４章jIilil玉|の政治文化と「維新体IIill」

１政治llill度と政WL1文化

分断糠|玉|のｌＩ１ｌｌＩⅡtに際して導入された政治Ilill度は、その述１１)をilillうことに

なった支配エリートの非氏后ｉｉ的な`'1|ｉ格にもかかわらず、それなりに比主的な

装いを凝らしたものであった。主椛ｲ１１民、杵jUu選挙にもとづく単院Ililll玉|会の

llM設、三樅分立、人統価の|玉|会による避/|｣,などを規定した1948年懸法は、ア

メリカ型の人統価IliI1とイギリス型の議院内|#lllillの折衷形態であったとはいえ、

Tlj民社会の{ＩＩｌｌからの政策形成への多極多様な人ﾉﾉを少なくとも制度i｢Iiでは保

証していた。つまり、それは「'五'1｣LljEii樅」と「議会主義」をJiLjliIl1とする政治

的多元主義のIlill度的要件を一応は雛えていたのである。

こうした多元主義｢Iりな政治Ilill度の導入は、３８度線以南の地にあって、その

以北に形成されようとしていた社会主義体Iillに対抗しつつ、経済Ilill度におけ

るTlT場経済と政ifiIlill度における「lXi主三iﾐ義」とを定着させようとした米１１１政

の意図を反映したものであった（''１［1989])。しかし、改めて述べるまでも

なく、政治Ilill度自体がいかに繊辮に柵成されようとも、それのみではその制

度に込められたlIu念や|=|il<｣の実りilを保証するものではない（Lee［l9751

Almond＆Ｐｏｗｅｌｌ［1966])。そもそもTl丁民i'''１:命や)寵業r11i命の所産としての多

元主義的な政治Ilill度の機能は、近代産業社会の榊造分化に対応して生み|IJIさ

れる政治文化のH1としての「市民文化」の成熟をiiii提とするものであるとさ

れている。Ｇ､アーモンドがそうした「市民文化」を、「アングロ・サクソン

型の政治文化」に求めたことはよくｋｌ'られているが、その論mllは災・米の既

存の体制の安定を「民主主義」の安定として読み替える、一種の体IIil]擁護論

にほかならず（Ａｌｍｏｎｄ＆Verba［1963])、体Ilillの論]H11を越えた「市民文化」

の規定が新たに模索される必要があろう（Jessop［1974])。ここでは、さし
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あたって、この「Tlj氏文化」の｣,囎礎的な指）|W(を佃|人の'二Iflkil0な政沿参加と集

団形成という点に求めておくが、雄|王|当時のjMtl玉|の政治文化がそうした「市

此文化」とⅡ]入れないものであったことは|ﾘ|らかである。つまl)、轆国に移

植された政１Ｍり氏Ei【?iﾐ義のIIill度はこれを支える政治文化の|iii提を欠いていた

といわねばならない。

もちろん、解放illl:後の林|玉|において「市１Ｍ<|:会」の活性化とおぼしきりil象

がみられなかったわけではない。｜｣本の柚Ｌｕ也文１ｍの解体が、「Tlj腿社会の

急膨張」（１Ｍ［1989]）と呼ばれる政治・社会集団の急成長と、新|玉|家建設に

|(１１けた民衆述11ﾘﾉの劇｢I<ﾉなｉ１？』腸をもたらしたことはよく知られている。しかし、

I1W1放ｉｌ１１:後にみられた大衆迎勅のiilWl曵化は、それまで政治iiIMi)1の枠から排除さ

れていたLL衆が新たな政iiL1社会の地平に突吻'1として解き放たれたことによっ

て生じた－秘の「社会｢l<ﾉﾘﾘＩ員」のプロセス（Deutsch［]961]、Huntington

[1968]）を示すものであって、多兀主義的な政if1Ilill度が想定する政治文化の

成長とは位｜１１を異にしていた。しかも、そうした膨娠した「ilThlj社会」も、

分|折勢力と統一勢ﾉﾉとの対１１↑を決定(19にした48ｲ|えのlli狐選挙を経て、朝＃剛

ｲﾄに糸る過概で急速に萎縮し、分|枡・冷lMlt榊造の定杵化を媒介とした「家父

長的政治文化」がiV現することになる。

権威主義｢l<]な階川i関係、文ＩＮＩ[1判と被文配者･の利捕の１%柳(19一致、支配料、

身による道徳(I<｣Iilli(１１１〔の体Uilを特徴とする（#H|」［1988]）この「家父踵的（も

しくは儒教('り）政WLi文化」は、ｊｌ(iﾄﾞ'五|では、｜Til本|司姓料を'''心とする「'''1''１

(|司族）結合｣、nljIﾘ|;・常hL・lothbなどの身分｢l<)差Bll、地主・小作の経済｢I<)階

用関係など（李lMlilll［1973])、季jlﾘ１１０１以来の農村の椛威主義的秩序に根差し、

李承llju体IlilIの|ﾉﾘ実もそうした政if)文化を基底とする、いわば「家父長的椛威

主義体Ilil1」としての性格を色濃く帯びていたといわねばならない（軸ﾚﾊﾞ浩

[198()])。そこでは多元主義il<]な政治Ilill度が想定するIllil人の|生１発ｉＩ９な政治参

加はきわめて低いレベルで停柵;し、政党やjNl今などの「近代的」な政治装置

も、」えからの椛威主義的な､１１貝の手段としてあったに過ぎない。そうしたIlil］

度と実態の乖離は、５０`|ｉ代初めに成立する労Ilill法ＩＩｉＩｌの「JMA主義('り」かつ

｢民主('り」を性格と、現実の労使|兇|係やiliM､辿勅の実態との落差にもよく現

れている（法政大比１１卿「［1988])。政治Ilill度の多元ｺﾞﾐ義(1りな性格は、現爽に
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は、’'１名望家を主体として分ＩＩｉｌ(的にilllI織された保守1I1f党と、半７k晩勢ﾉﾉ（日

１１１党勢力）との非対||((的な競合関係という狭い枠組で)ｆうじて機能していた

に過ぎないので､ある。

ｊｌﾘ|鮮戦争を経て成立するｌｌｉｌｉｌＥｌの政沿体IIillは、こうして多元Ｚｉｉ義的な政治Ili'｜

度と、農村の共|司体｢l<ﾉな秩序を基底とする伝統的な政ｉｆ}文化とのiHlIWを特徴

とし、６０fI弍代の朴政桃の政if１体Ili']もそうしたlMIIIlWiをおおむね継承していたと

いえる。

すなわち、６１年以降のili政1､鬘で収)>Ｚする節３共和llil恋法も、人統｛ilI権限や

安今保障||;'Ｉ度の強大さというﾉﾉﾊﾟで椛威ｶﾆ義｢I<」を政治文Ill1UのIlill度1ｍへの投影が

みられるとはいえ、広範'１１１のliiIl政WIi盃椛をもつ議会や大統価１１１１:選fli'１をjInして、

TIiljIli社会の(!!||の支持や要求が政治ｊＭｉｌに投入されるIlill度ｉ１り|Ⅱ|賂は開かれてい

た。つまり、政治llill皮の多〕Ｃ１且義｢l<ﾉな性格は、第３共jlilll玉|期の朴政椎1<にお

いてもそれなりにﾙlli侍されていたといえる。

一方、農村部を'''心とした政沿文化の伝統｢1<｣性格もなお|｝Ｗｌｉであった。も

ちろん、この頃では、農地故ｊＩＩ１ｉやjliⅡ鮮)|蛸卜などに伴う｝&村社会の下冊ljI附造の

変雰があり、iili述の「|i71族紡什｣、「身分(1<｣差Ⅱ'１｣、「経済的ﾙｬﾙｲ関係」を基盤

とする農村の椛威主義的秩n屋;は少なからずｌｉｌｌなわれていた（f1Ml甲［1973])。

さらに、６０年の４Ⅱi''１１:命に象徴されるように、都Tli部では学:ﾉｌｉや知識人を}１１

い丁とするTljⅨ(1<ﾉな政治文化が芽吹き、「ﾉﾉ村11州I」といわれたように、政

WLi文化のmでの、伝統〃とい近代〃の二IMiWH造が「投票行､))」などにﾘ１１れは

じめる。しかし、にもかかわらず、この１１籾０１の農村では、｜両1族結合や、契

(ｊｌｉＨｌＭ二ＩＦ識）・プマシ（労ﾉﾉの交換）などの社会(1<)共|可を基盤に共|司体的秩序が

保たれていた_上に、識字率も低〈（58年の調査で42％)、新Ｉ！ｌ・ラジオなどメ

ディアを通した外部ｌｌｌ:界のｌｉＩｉｊＩｉＭＭｌ製家たちによってほぼ狐,'iされるといっ

た状態が続いていた。さらに政泊怠搬のTliでも、「彼ら（農L1J）は宮のする

ことに対して批判することをlIi1lらない。１２｢がすべてのことをよく把掘し、と

り行うであろうから、命ずるままにすればよい、という考えが支配(1<ﾉ」であ

Ｉ）（李繭１１１［1973])、そうした農村の政治文化がいまだ幼弱な都市の政治文

化を包lJllしていたといえる。しかも、耶政期に朴11：煕が示した軍農=i皇義的ス

タンスは、李政権末川の農村の荒}ﾂﾞﾋﾞによってほころびかけていた椛威主義的
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な｣i蝋の建てⅡI[しに少なからず役立っていた。こうして、第３共和国j0lの朴

政椎も、政治Ili'１度の、iでの多元jﾐ義と、政if)文化の1｢Iiでの伝統｢1り性格という、

政ifiIlill度と政治文化のＭＷをiii雌とする椛威三ｉ２義体Ilillであったという点では

李承晩政権と何ら変わるところはなかったといえる（張［1986]、李効Ｗ

[1985])。

そもそも、政治支配の権威主義的な性格は、政治Ilill度のレベルでの椛威主

義的糺ｉｉ成を必ずしもiiii提とするものではない。椛威主義的支iliUは、大衆レベ

ルの椛威主義｢1りな政治文化をiii脳とし、そうした前提が雌(采されているかぎ

')、「民主的」な政治Ili'I度の~｢でも、あるいはむしろ、j主的」な「形式」

の1,.でこそかえって権威主義的な支配が威ﾉJを抑うというのは、臓史の二'１実

が示す通りである。

ところが、「ﾙlli新体IIill」の成立は、政治支配の内実としての権力構造と多

元主義的な政治Ilill度の１MＷが政ifl危機としてＭＭ化し、椛威主義支配の「民

主的」外皮が、統ifi者によって柵Ｉｌｉとして意誠されたことに発している。従

来の1ＩI:究が折柵しているように、そこに当時の|正|際情勢の激変や、６０１|ｉ代の

社会経済レベルの変動が作１１Ｉしていたことはlﾘ|らかである。だが、国際ＩｌＭ係

の変化や社会変動を「維新体Ilill」の成立へと媒介したのは、この'1約９１の政沿

文化の変容にjlil(差す政if)過程にliljl有のﾉﾉ学であり、その点があらためて解lﾘ’

されなければならないであろう。ここでは、そうした観点に立って、「政粭

文化｣、「政治ｈｌｌ度｣、「政治体Ili'１（もしくは椎ﾉ｣柵造)」の三満のﾉ'11万関係を

Ｉｌ１心に「維新体Ilill」成立の]ｿ)態とその特質を探ることにする。

２「維新体Ilill」の成立

「ﾙlli新体IliI1」の成立は、ラテンアメリカにおける「官僚的椛威主義体IlilI」

についてのオドンネルのモデル（O'Donnell［1973]）がそうであるように、

政治と経済のなにがしかの|人|采論的連'1Mを通して税'ﾘ|されることが少なくな

い（又［1987])。この場合、しいていえば、第３共和|正1-1,.の朴政樅がjijlil玉|経

済の111界経済へのリンケージに対応する政治体ＩＩｉｌｌであるとすれば、「ﾙlli新体

ＩＩｉｌ１」は「重化学工業化｣、いいかえれば、ｊｌ(i躯|維済のIMLシステムにおける
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地位の上外迎勅に対応する政iiLi的枠iMlであったと言うことが可能であり、そ

うした規定|:|体は(Ｔｌら誤りを含むものではない。しかし、よく指摘されるこ

とであるが、このjlili〔の解釈は征々にして「ﾙlli新体Ili'１」という体Ili'1迎営方式の

転換にまつわる政治過程にNil行の勅lklを兄淵としがちである。

そもそも、７０年代初めの〕|(jltl正|における政洲|:会(１０危機が、オドンネルなど

の想定するように、既存の文ﾊﾛ体Ilillの存続そのものを脅かすほどに深刻なも

のであったのかどうかが改めて吟'１ﾉ|くされなければならない。７０ｲ'三代初めの鰊

uilが一定のlMIliにｌｌｍｉし、それが朴政樅によって危機として受けとめられた

であろうことに疑う余地はない。その場合、危機の板庇にあったのが経済危

機であったことも一般に認められている。たしかに、当時のIIL界経済を襲っ

た経済不i兄は、ベトナム特需や1彫りＭ１の|止界経済のi隆二[:業製,liiI,需要に支えら

れた蝉国の輸出指lhl経済を111:盤し、国際収支の悪化、インフレーションの昂

進、経済活仙の枕１$という形で経済危機を1,jlliiｲｌｉ化させていた（第３篇第２章

参１１(1)。一方、こうした経済危機が60年代の１１if業化とともに急速にjlIi大した

労働稀や都１１J貧民の集ＩＪＩ行!！))をはじめとする社会的な危機を誘発したことも

よく知られている（金ヨンスン［1988]、郡・文［1990])。

しかし、こうした絲済不振や「Ｊｉ胴瓜衆」の動lfIは、外|玉|人投資企業の労

'１１１連動に対するjliMIlill立法や「８．３１１柵」などの体Ilill迎営の椛威主義化を部

分的に促したとはいえ、それ'皇1体が体Ilill遮徴の全Uli的な転換を促す要因と

なったとは考えにくい。労Ilill迎勤は、依然として$|I織的にも政治的にも初歩

的な段階に''2まっていたし、それ〔１体では「社会的な危機」の要因とはなっ

ても体Ilillを拙')動かすほどの「政治的な危機」を誘発するまでには至ってい

なかった（鮴朴Ｉ震［1986]、１１Ｍ［1989])。経済(1<｣にも、成｣量率の鈍化は否めな

いものの、jliiiillh成長率の堅洲さ（71ｲIｉ22.6％、７２年33.5％）に示されるように、

雇川の増大や全般｢1<」を所得拡大を伴う高度成艮の難訓が肋|れていたわけでは

ない。

だが、そうした「雑ﾊｲ民衆」の11i)lIfilが60年代の社会榊造の変化に伴う政治

文化の一定の変容を物語るものであったことは否簸しがたい。この60年代に

輪'五|社会の経験した都TIj化と「人|｣のプロレタリア化」（松-1,［1965]）はき

わめて急激であった。農村から都Tl丁への人'二|移皿))は60ｲｌｉ代前半には年平均約
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27万人であったのが、高度成長の本格化する60年代の後半には倍蝋して60万

人近くにも達し、都TIT人'二lは全人'二1の半数近くを,!iめる水準にまで膨れあ

がっていた（節２鮒第４章参Ⅱ(1)。そうした社会榊造の変雰は、権威への柔llllH

を旨とするIillf教ｉｌり政治文化の）,囎底を弱め、政治｢1<jhL2iﾐ主義のIlill度と状況への

｢基層民衆」の心Ｉ１Ｉ１ｉｌり適応を川意したといえよう。と同時に、都市産業社会

の拡大と役;＃||柵造の変化は、Tlj氏社会の払い丁･として１１Ⅲ的椛威を有する'''''１１

諸部|Ⅱ1の'二1神化の芽をliIfうことになる。そうしたIWil(１１は、７０ｲﾄﾞ代初めの、言

論界、大学教授、法曹人などを主体とする「'''''１１Ⅲiの|些|律化述動」という形

で具体化される（illl・文［1990]、金ヨンスン［1988])。彼らは、この'１寺期、rL1

iiiiの職業規範のIili泣、椎）Jの不介入、法律の醜JIiなど、lLl身の職業活動の脚

ifLiにかかわる広範な社会的争点にULlする意兄の表1ﾘ|に采')ｌｌ１,し、それらの要

求の充足が政治'liiiliの比乖化にかかっていると論じ始めていた。また従来、

反共体Ili'1のﾘｶﾘ｣をイデオロギー的文柱とされていた教会が、政治Ili'I度が体現

するIⅡ1念と政治文lNUの椛威ji義的な内実との派Iillliに批!'《'|の声を挙げ始めたの

もこの頃からであった（金ﾌﾞＭｌ［1984])。

こうした''''''11WのlLIfl1化の傾ｌｆ１は、ｊｌﾘｌｌＩＩ１Ｐﾄﾞ)|(Ｍ卜以来、椛威主義的な政治文化

の解体と変容のりｉＵｊな'111｣|i要因として作１１]してきた反共．安(Ｗデオロギー

の希釈化によっても促されていた。このlWj9l、｜正|際環｣党の変化や、「７．４共

|而I声1ﾘ1」へとりi}紬する南北対話の進展に伴う分|祈体Ilillの１１ﾘﾉｲ謡は顕著であった。

｢教練強化教育法案」に対する学Lliの反対迎1lU1、Ｗ党識員による北jlﾘ1鮮ﾉ１k認

や、反共法・'正|家保安法の改定などを求める|;Ⅱ会発言、イ[野や宗教人による

統一議論への大衆の参力Ⅱの要求など（金ヨンスン［1988])、６０年代の反共体

(|iIlの下ではタブー祝されていた主題が半ば公然と縦論され、災f}三の分断体ＩＩｉＩｌ

の弛緩は誰の|=|にもIﾘlらかとなっていたのである。さらに、学生、在野勢力、

1111;党など60ｲli代以来の反政府勢力が基)i＃1ｌｂ衆の４Ｍ:樅|州ｲﾄや'１１産層の日flk化

連動との結びつきを蚊めながら、そのlihI午ﾉﾉを商めようとしていたことも注

|=|される。

労働者や#|lTlTftljI1i、’'１産ﾙｲなど社会諸勢ﾉjの批判勢力としての台頭、学4k、

在野勢ﾉ]などの政治述1lUjの拡大と他の社会勢力との結びつきの強化、反共・

安保イデオロギーの弛緩など、７０ｲｌｉ代初頭の社会政淌的変化は、体||i'1危機を
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もたらすほどの地殻変動とはいえないまでも、６０年代の「多元子1i義(I<｣を政治

Ｉｌｉｌｌ度の下での権威主義的な統if)」の｣1台を揺')勅かすのには充分であった。

政WL1文化の＄伝統〃とい近代〃との/u裂力MHIji:となり、iilI者はほぼ均W『しは

じめていたといえるかＭⅡれない。そして、そうした政１台文化の均術状DBは

71ｲ|ﾐの大統価選挙と国会議員選挙の二つの選挙を通じて集ｌＩｌＩｌ<｣に現れること

になる。

よく知られているように、７１年の大統領選挙に野党・新氏党から立った余

人''１は、この頃の分断体Ｉｌｉｌｌの仙揺をつき、南北'''1の交流と平ｲⅡ共存を選挙公

約として打ち,'1｣すとともに、「大衆経済体Ilill」の強化と労使共|司委fi会の衝'｜

設、公正な分配の法IIilI化などを掲げ、』i開LL衆の朴政権の分11iU政策への不iiMi

に応えようとした。－力、これと歩調を合わせるかのように、学生迎軌と在

野勢力は公Iﾘ１選挙キャンペーンや遊学参力Ⅱ連11ﾘjを秋極的に肢|＃'し、Tli氏社会

の多様な批'|{'|意識を選挙過稗に収倣させようとした。選挙は、ｌﾘＩらかに、野

党、在野勢ﾉj、都Tl1111IlIl屑、ノｉｕ脅11(］衆という「Tli民文化」を払うアクターが

共通の政治(1り空'１Ⅱと言諦を共ｲ丁しうる場として機能しはじめていた。こうし

て、金大'１１は5407J票を獲得して朴]l{照の634ﾉﾉ票に肉薄し、都市部では51％

の得票率を得た。さらに、５)1の|正|会識且逃挙で新乢党は改懸'111｣'二に必要な

識)iiiV数（69議席）をはるかに|]Ⅱ|る89識)ili1iを雌得した（避挙前の識)ＩＦ数は44）

が、それは純|正|の懸政史｣二節一野党の,!iめた肢大の識I11iv1li有率であった。い

まや、政ihIIill度が政沿文化に適切な対応を示しつつあった。７０ｲ'三代初めの市

民社会の活性化と二つの選挙過程をjinして、入戦後の林|玉|に移植された多元

主義(1<〕を政ＷＬｉＩＩｉ１Ｉ度が、ようやく韓|]il社会に根を降ろしはじめたのである。

だが、そうした状況に逆行するかのように、樵）｣榊造の集椛化や妓高椛力

肴の絶対化を１ﾉﾘ容とする統if)力式の権威三iﾐ義(I<｣を'1M粁はこの１１柳1に一段と強

まっていた。発足当初の朴政椎は、リ党共和党や恥部などを足場としたさま

ざまな非主流的な勢ﾉJが割拠する分散(I<｣を椎ﾉﾉ榊造に悩まされなければなら

なかった。共和党|ﾉﾘの対立や、クーデター以後161Ⅱ|に及ぶ「反j1I1L命事件」の

発生がそのことを象徴していた。だが、６０年代を皿じて、朴Jli際は|き'身の親

衛勢ﾉﾉからなる軍の諜報機'3Mを利川し、ｉｌｆ部|ﾉ､Iの反対勢ﾉﾉをことごとく排除

する一方、退役後の地位の保障をj、してilIのﾉMIltを{iiIi係することに成功した。
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－方、ポスト朴をめぐって金鐘泌らのｊｉ流派と非ｶﾐ流派が脈執する共和党に

ついても、朴jli隅は、まず非主流派を利１１)して後継勢ﾉﾉと'二}されていた主流

派を排除し、ついで「４人体Ilil]」とllvばれた新主流派についても71ｲﾄﾞには排

除することに成功する（１）Ｕ［1988]、LoveⅡ［1975])。こうして共和党は、党

そのものが椎ﾉﾉのill枢からｲﾙ除され、1Ｊ党とは名ばかりの、御用集団にlliZi落

し、議会IIillL1j主zii義の杜の一つをなす政党政if)はＩｌ１実－liTIf定された恰好とな

る。そしてこの共和党に替わって、大統傾の親衛勢力といえる大統領秘書室

と'FII央|青報部の樅lUlがllIfしく強化されていった。朴J1iWHは、与党や内閣よ'）

も、’二Iらの､'1:接｢l<｣な統IlillTにあったこの二つの機柵を〕Ｍｄし、’五|家安保にか

かわる諜報iili勅はもとより、政WLi、経済、外交、およびWLi安など政府のほと

んどすべての活勅に|奥1'/できる権限を与えた。

こうして、「ﾙlli新体IIi'１」成立前夜には、大統価をJii点として、’'１央情報部、

秘書室、ｉｌＩの諜報機UMなどの親術勢力の椎ﾉ｣がｌｌ１ｌＩＸに位殻し、その外郭に与

党や内ＩＨＩを門Uするという極度に集権的かつ排他的な樅ﾉ｣榊造が形成されつつ

あり、変容する政WL1文化を背景にTl丁氏社会に松を鵬')はじめていた多元主義

的な政治IIill度との背lMIliは極度に深まっていたといえる。しかも、そこに成立

する権威=ｉｉ義(１０を椎ﾉﾉｨＩＷ造は、文ｌｌＩｍ層|ﾉﾘ部での椎ﾉﾉの交稗・継承のシステム

を欠き、一人の文ｉ１ｉＭによる永久執椛の志|(ilを必然｢lりなものにしていた。だ

が、すでに述べたように、７１ｲﾄﾞの選挙によって|玉Ｉ会には89人の野党議員が'1111

収')、それがⅢＭ:の政治lli'|度の下で長)01執椛を可能にする窓法改正を絶望的

にしていたのである。朴正殿を頂点とする権威主義的な権力榊造と、多元主

義的な政ifiIlill度とのｌ１ｉＷが決定(1<)を意義をもつのはまさにこの局ilhiにおいて

であった。すなわち、７０年代初nmに朴政権がill〔illiした危機とは、資本の蓄祇

条件の破壊を伴うような、｜`Hill危機というよりも政治文化の変雰と飽裂を背

景とした、椛力榊造と政治IIi'１度の決定｢I<jを乖IHlIliに発するものであ')、それは

政洲ＩｉＩｌ度の柵成lHi1111そのものの転換なしに打|)Ｉしうるものではなかったので

ある。
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３「ﾙlli新体IIill」の特質と展|冊Ｉ

1971年１２)三lのl玉|家保術法の宣ｲ１７を総て、翌ｲlil2)三lの維新懸法の公ｲIjをもっ

て成立する「維新体IIill」は、処１１１１以来、クーデター１１１:後のilf政101を除いてH1ｌ

がりなりにも維持されてきた多元主義('<｣を政洲i'１度のfiⅧ('<｣な否定、その意

味での体Ili'１巡尚lH(I1l1の根本('<jな'|i云換を意味した。ルlli新懸法1,.の議会は、’'1政

慌森権を剥稚されたうえにｲIilll1の会１０１を蝉1F|の識政史'二では岐小の15ＯＩＩに

IIilllI(され、その糸IIill機能は÷１１１『し〈去勢される。他力、｜正|会議貝の３分の１を

大統緬による推薦、統一主体|TlL1j合繊による一括承認とすることによって、

多元子i三義(１勺を政洲ill度の核心をなす繊会の|正u1b代表機能は人'1Mにそがれるこ

とになる。さらに、ＴＴＩ法椛についていえば、法官（裁判｢T）任命権は大統領

に、大法院（肢高裁）の速懸恭査椎は懸法委員会にﾘii}1瓜し、司法の独立性は

建前としても存在しえなくなった。こうして大統領は三椎を耶突上独,liし、

その選{'1,は統一主体国民会議による'''1桜選挙で任期は４年から６年に延長さ

れたうえに、重任IIi'ｌｌｕ４条項が撤廃され、－人のｊＭｉ満によるｚｌＩ爽上の終身制

へのj亘が|)Mかれる。

維新恵法は、このようにiljlXj社会による下からの発意が政策形成過概へ投

入されるlnl路をほとんど|】1ざしたうえで、すなわち「政策形成の脱政治化」

を完成させたうえで、さらに批判勢ﾉﾉを封じ込めるためのいわば全能の権限

を大統領に｣ｊえている。「緊急ｌＩｌｆ置椛」がそれであＩ)、朴j}三煕は、７４年１月

から75年５）|にかけてこの「緊急ｲﾙ世」第１ﾄﾅから節９号までを次々と公布

し、在野、学１１ﾐ、知誠人など批判勢ﾉ｣を封じ込めていった。７５年に公ｲi』され、

朴11;鵬のl11Bf殺（79年1())l）まで解除されなかった緊急||撒鈍９１'ﾅによる検挙

者は726名に及び、同j01HI1の|玉|家保安法の検挙者（約3()0名）をはるかに凌い

でいた。

朴１１皇煕がこうした「維新体Ili'|」のJl1当化の論1111として強調したのは、当時

のjIW1l玉|がⅡmiiした|正|際環境の変化であった。彼は、当llfのＩｆｆ１辺人|玉ⅡH1の緊張

緩和や関係改縛が、「Ｉｌｌ１Ｉ１Ｉ１の|玉|交J1ﾐ常化が「節２次人110(後llLl半IIL紀の|Ｈ１、爺

も緊密な友好BLI係を保っていた」［1台'''１の国交|析絶をもたらしたように、「'１
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小国の犠牲を伴っていることへの危機感と周辺大陸|への不信を重ねて強調し

た。そして、そのようにliMlliな|玉|際環境に対処し、「机'五|の平和統一」を実

現するためには「能率の極大化と|正|氏総和」が不可欠であるとしたのである

(朴［1973])。要するに、「維新体IIill」が掲げた論､１１とは、l911L紀後半の厳し

い国際関係のなかで近代l玉|家の建設に来')出したl]本の「|ﾘlWLi維新」のそれ

に文字通})擬するような富|正|強兵イデオロギーであり、「維新体Ｉｌｉｌｌ」下にお

いて「重化学工業化」や「'二|主｢E|防体IIillの碓立」が提起される政治的脈絡も

まさにそのようなものであった。

７０年代初めの政治文化の変容と「&裂にもかかわらず、当時の騨国社会が、

安保、効率、権威、秩序、安定など総じて富|玉|強共イデオロギーとして集約

される政ｉｎ的言詔を有意なものとして受容する素地を持っていたことは否め

ない。すでに、７１ｲﾄﾞの大統価選挙の時点でも朴正煕は農村部において58％の

支持率を得ていた。さらに「ﾙlli新体制」の成立に先立って実施された、維新

慰法の賛否をlIiう|玉1民投票では、投票率91.9％、そのうち賛成は91.5％とい

う高率に達している。すなわち、全国1568刀人の有権者のうちの1318万人

(約84％）という圧倒的な多数の国民が$ＩＩｉ新慰法を支持した形となっている。

もとよ')、この数字を額、通りに受け入れることはできない。国民投票は戒

厳令下にあって一切の反対行動が禁圧されるなかで実施されたうえに、選挙

過程へのおびただしい官懸介入が一般に報告されている。だが、にもかかわ

らず、そこに示された「ﾙlt新体Ｉｌｉｌｌ」への商い支持率は、農村部を中心に権威

主義的な国民動員の基燃が依然として雌在であったこと、そしてさらに、

｢維新体制」の掲げた象徴(I<｣な言訊がIl1産屑をはじめとする都Th｢民衆にも一

定の説得力をもちえたことを物語るものであった。

伝統的政治文化の基底をなす農村部では、この時期、依然として自然部落

を単位とする|日米の共|司体的な絆が、同族結合や農繁期の共同労働を通して

よく保たれ、「ﾙ||新体制」を支える地方の政治ＭＬｊ｢力者はそうした共同体に

密着しながら、フェイス・トゥ・フェイスのネットワークからなる「地盤」

を組織し、住民を投票所やキャンペーン集会へと駆り立てることができた

(Ａｕｂ＆Hah、［1988]、郡詰洙［1986]、李寓１１１［1973])。そればかりか、６０年

代の工業化を通して、「国民の渇望であった貧lKlの退治が可能となるにつれ、
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氏族''１輿の道はひとえに経済成長にあるという信念が執椛屑の内部に形成さ

れ、これに対する|Til窓がさまざまな社会集'1|に広範|)Ⅱに拡散」（韓朴|震

[1983]）していたともいわれる。さらに、都TIj化やｌ:業化を皿して成長した

111産層の二面性にもＷ{慾する必要があろう。彼らは政治への谷Illlil9な批判意

識をもちながらも、急激な変1Iijjを嫌い、政治社会の安述を選好する傾向を示

していた。また、恐怖政治の突然の支配による政ifl連ｌｉｊｊの桃折を経験した多

くの゛Tb｢Ⅸ〃たちは、「私｢I<｣追求に徹底し、｜］己の公｢|り、政Ｗ,りアイデン

ティティをＭＬげし、ｉ主意深く1ＭAし、もしくは忘れ去ることすらしがち」

(O'Donnel＆Schmitter［1986]）でもあった。いずれにしても、７０ｲli代の初

蚊では、(|B|人の政治iI<｣l:Ｉｌｌ１や人権よりも|正1家社会の安定や経済成長に重きを

おく新Ⅱ｣の政ih意i識上の基盤がｲＷＩＬ、朴１１１煕はこれを政治Ilill度の権威主義

化のテコとすることができたのである。

だが、「維新体Ilill」のその後の腰llHをjmじて、朴政桃は、削玉1強兵や成長

主義イデオロギー以外に、ｎらが強力に推進したこI:業社会の進展に対応する

][統性原理の確立に成功しえたとは言いがたい。「ﾙlIi新体IIi,|」下で１ＩＩｉ進され

た１通１尺統合の手法は、すでにほころびの'三|立ちはじめていた伝統的政wLi文化

の再生という域を}'１，るものではなかった。その点は、朴政権下での主要なイ

デオロギー連動であるともいえる「セマウル迎動」の性格によく現れている。

｢セマウル連ｎｌｊ」は、「Ｆ１肋、ｌＬ１立、ＩｉＩＩ》l7il」というスローガンのもとに主に農

民の、己負担によ')農|利期の生i舌環境改善zli業として''１，発し、やがてそのス

ローガンは「勤勉、’二111ﾉﾉ、｜)lllTTl」に変更されるとともに、都TITのLMi現場に

も通Ⅱ'され、「ﾙ||;新体llill」のもとでの官僚動員のＺｉｉＩｉｌｉとなったものである。

この「セマウル迎１１i｣)」の''１心的な論皿が、儒教的な家父健倫li1l1の復権という

ことにあったことはよくｸｉｌ'られている。つまり、それは、l1Lil炊的ｲ|/i1人主義と

マルクス主義的ﾙｬ級認搬の双ﾉＪｒを排し、「すべての|正|凪の一体感を強調して、

|±｜他の区》'１を拒否し、、11からの愛情と下からの恭敬〃によって|玉1Ⅸを－つ

に和合する伝統(|<｣なAlﾉ､考刀式を鮴ﾉｋしたもの」（１１(itﾀ|Ⅱノ［1984]）であった。

朴正煕は、こうした「伝統(I<｣なAlj､考方式」を農村のみならず近代的な工業部

|Ｍ１にも過ﾉﾄﾞ'し、「企業主は被川１K)１１打を日分の家族のように」待遇し、勤労者

は「兀場をILl分のもののように」と語')、工場を''1位とする労使'''１の家族主
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義的な協調の必要性を線Ｉ)返しﾉ｣説した（Park［1979])。さらにこの「セマ

ウル迎肋」とは】'１に、朴]'１卿は70ｲ|ﾐ代半ば、「セマウム（新しい心)」迎１１ﾘ)と

称する今庇Ｉ的規模のイデオロギー連動を始めたが、その'二|的はＷＩｆ教的倫111規

範からilI〔接ﾘ|き'I｣されるﾉ,Bと孝の伝統｢I<)美徳の復ii11｢、すなわちIlljl人のﾉ１９誠に

立脚した位Ⅲ|『秩序としての社会のイメージをi蔦i腸させ、ひいてはｲﾄ][煕l÷|身

を、｜玉l家社会の家父長にしたてあげることであった（１Ｍ［1988])。つまり、

朴J1iWHが「維新体Ili'|」に託したl｣L1j衆支'''１０のイメージは、別il笑の家族における

親とイ、小状i兄の企業における親としての企業三ｉｉと子としての被雇用肴（農

村では|芒|然部落におけるｆｉ望家＝セマウル指導材と桃LL)、そして大状況に

おける父としての大統緬と千としての１K|Ⅸという連釧のなかでｌｉ'Wかれていた

といえよう。

「lli統性の｝隻得のためには政ｉｆ↑文化に適合する政if)ｌｌＵＵＩ１片と政治行動を示さ

なければならない」（；Ⅲ｜［1988]）といわれる。だが、朴jli煕の以｣このよう

な圧lL1j統合の手法はそうした１Ｊ;〔Illlにﾉ&災であったとは言いがたい。芽41きえつ

つある「Tb｢皿社会」をﾉ｣で恢じ伏せ、伝統的政治文化の復元をはかろうとす

るその手法は、少なくとも、二[業化に伴って変容する政治文化の趨勢に逆行

するものであった。事実、「セマウル迎ﾘﾘ1」は、「|正|家保安」のイデオロギー

とも結びついて農村やllMi場に協|両Ⅱ19で椛威主義(I<jをムードを生み,'''１すのに多

少の効果を苑111(しえたものの、絲局、ｿｊＩｉＭ者や腱LLLのl当１発｢I<J1司訓|をｲ獲得する

までには至らず、「行政府によって支ｉ１ＩＵされる官製迎1ｌｉｊｌの範ljHを１１Ｍ:できな

かった」（輔ﾀ川)［1984]）のである。

そもそも、「ﾙＩＩｉ新体I|i'１」１丁での政治jⅡ:会の持続的な縦集ＩＹＩｉを保ったのは、

イデオロギー政策というよ')は、７０年代''１雛の「奇鐵跡」ともいうべき飛lM(的

な経済成長という赤裸々な現実であ')、］'Ｉ部エリート、－１Ｗ|ブルジョアジー、

技術`に〈係、外|玉1資本からなる支配ブロックは、そうした急速なパイの拡りliiを

''三統性のiMi泉として新'''１１胴と都TlJ民衆のかなりの部分をも巻き込んだ政治

|司盟の形成に成功し、政WLi文化のｆ&裂を糊塗しえたにすぎないのである。だ

から、７０年代末に頑化学こ[業化の矛屑が露呈し、「成長イデオロギー」の

､枯渇〃ともいうべき状況のなかで「政治文化」の地裂がかつてなく深いレ

ベルでＴｌ)燃すると、lIl1圧されていた新|||の多様な政治的アイデンティティが、
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安定、効率、秩序といった権威主義体Ilillの設定した言iWiに、民主主義、人権、

、１１といった'二lflk｢l<ﾉに定義された政ih言語を対fi(&させながら、復iiIiもしくは

新たに登場し、共jmの班想のｲ[|、発見を通してｉＭｉｉを包|Ⅲ'しはじめる。「ＴＩｊ

民社会の復活」ともいうべきそうした状i兄は、文lWUiiの一部をも侵食し、権

威主義体Ilillが政治文IKiuに不可欠であるという従来の信念を帰り動かす。だが、

－人の指導満による永久執椛体Ilillとしての「illi斬体IIill」は、そうした「政WLi

文化」の変容を脂導料の交杯やIlill度の改定を皿して||ﾉﾄｾ収しうるだけの柔軟な

適応力を欠く。すなわち、そこには「自己永続か、もしくは破滅しかない」

(１１Ｍ1989]）わけであＩ)、結局、「維新体柵１１」がlLlumi壊という形での幕リ｜

きを余儀なくされたのもそのためであった。

４jliltl工|における政治的mjI主義の展望

ＳＭ・リプセットは、｜炊米の雁史｢1<｣現実から発して、経済社会レベルの近

代化が政治体Ili'１レベルのlXj求義（多兀主義）と)i<Ｍ１’１ﾉＩｉをもつとした（Lip-

set［1960])。この「楽観的な等式」に、オドンネルは、戦後のラテンアメリ

カの現実から発して、経済社会レベルの近代化はむしろ「民衆セクターに対

する政治経済(I<｣l艸除のシステム」としての「'1:iljlWI<)椛威主義体ilill」を生み出

すといrう「悲観(1<)」ともいえる「等式」を対Iiriした（Ｏ'Dolmel［1973])。両

判の「等式」の地非は、経済社会と政治体Ilil1を媒介する政WL1文化への考慮を

皿して再'１今味される必要がある、というのがここでの祝ﾌﾞﾘである。その点か

らいえば、リブ゜セットの「等式」は経済社会の近代化は政ｉｎ文化の近代化に

親ﾈⅡ性をもつと言い換えられなければならない。「Iil際環境や政府のイデオロ

ギー政策によって仲洲:と前進の多少の鉛綜はｲfめないとしても、経済社会の

近代化は、おおむね「政治文化」のレベルでの伝統的な雅底を解体し、民主

的な政１台文化のjiL礎となるIlhl人の主体性や|:I律ＩｆＩｉを端うであろう。だが、Ｉ１ｉ１

題は、政治文化のLb王化の過程が必ずしも政WLiIli'|度レベルの民主化の過程と

ﾘﾘLを~にするものではないという点である。

この点を林|玉|のりil実にullしていえば、姓|正lj0lに禅入された多兀主義的な政

洲lill度の存続は、むしろ当時の政治文化の伝統('<jな`|ﾉｌｉ格に依存していた。つ
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まり、そうした近代｢'<」なＩlill度を有効に機能させる政ｉｆ１文化の未成熟が、逆に

李爪晩や60ｲli代の朴Ili煕による民主('りな「形式」の-卜での権威主義的な支配

を可能にしていたわけである。「ﾙlli新(）Ｈｉｌｌ」への移行は、６０ｲ|ﾐｲﾋの総済社会

の近代化がIillTlT・農村の人'二1比を均衡させるまでに進展し、政治文化の、伝

統〃と帆近代〃がliIi仇するほどに、その地裂と変容が進んだ'１糀点で起こって

いる。つま')、朴政柿のIl1llからすれば、都Tl1Il0な生iili意識を基盤とするTl丁民

的政WLi文化の成長が政椛存立の脅威となって政if1Ili'|度の椛威主義化の「必要

性」を規定し、農村を'''心とする政治文化のＩ州|；がその「可能性」を規定し

ていたのである。lMi〃iを含む都TIj民衆の多くをもとらえた「1甫掴強兵イデ

オロギー」を'１|』えることができたのも、基本(I<｣には、（ﾄﾞﾙ教文化のなかにＩｉ殿む

民衆の権威への柔|'U[ざが「１１１化学工業化」に|(１１けたﾘｊＵｊな経済､１１貝を可能に

していたためであった。

だが、その「１１１化学]:業化」に伴う経済社会の)剥ｉｌりな変容は、権威主義体

制の」,蝋を決定的なまでに１１ｌねることになる。７０ｲ１１代の経済社会の変化が

$伝統〃から、近代〃への|ﾕ人を断)櫛を乗り越える｣主でもった画期性は否定

しがたい。健ｲﾄﾞの椛威主義｢１９支配を支えた伝統｢19政ｉｆ)文化の過ＩＤＩﾘ|は覆いがた

く、帆ソウルの券〃を経て成立する「新軍部'1当i･僚体Ilill」（椎［1989]）は、そ

の椛威主義文１１１１Uを維持する政治的・象徴的資iMiの1ili渦に苦悩せざるをえな

かった。もちろん、このllUの「近代化」が政治的氏ziﾐ主義を支える主体形成

にもった意味は一義的ではない。滝沢秀IiiiI氏は、７０ｲＩｉ化の社会変化のうちに

｢大衆社会状況の''１，ﾘil」を読み取っているが（滝沢［1988])、その「大衆社

会」というjlJA定には、「原イ藝化」さ北いともたやすく1lij1員（操作）される

民衆といったイメージが術につきまとう。ここで「近代のアイロニー」とも

いうべきこの現象に立ち入ることはできない。だが、８０年代のjlili国が、「６

月民衆抗争」という、この'玉|の政治的民主主義の可能性を推しはかる上でき

わめて有意な雁史的体験を経たことは記憶にW(めておかなければならない。

それは、まさに林|Ⅱ|社会が政治的民主主義を一つのかけがえのない|m{１１Kとし

て根づかせつつあることを示唆して余')ある'11,米事であったといえよう。



第２篇

経済成長と産業･労働経済の展開
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第１章高度経済成長の特質と要因

ｌ刎二1．実質成長の乖liWIiから｣|)Cl(へ

この章の課題は全体として統計データにもとづいて経済成｣造の特質を考察

することであるが、まず|叉'2-1-1によって、ＧＮｌ〕成腿率の惟移からみてい

こう。なによりも注'１されるのは、継済|ｻﾄ|発計milがスタートを切って以降、

1970ｲ'三代まで、しばしばｲﾄﾞ々30％をも｣二|Ⅱ|るほどの名|]成長率の異常な高さ

である。それだけでなく、節１次計11111の初101や洲ｌｌｉ新体Ilill下の節３次計画から

節４次計I11iiにかけては、４０％以上から20％ｕ－ｌ丁にも及ぶ大lll1iiな変釛も経験し

図2-1-1ｆ'１１批実ＩＦ【ＧＮｌ)成長率の１化移
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8２８１８(｝８８９()ｲ|； １９５３～()１６２６イ（;６６８７(）７２７`Ｉ７(）７８８(）

ｉ１ｉ）1953～61ｲ|<のみ、姉ｌＥＭ１ＴＩＩＩｉｉｉｌか'９’１IMIｲｌＬ》+(を算'1)した。

''１，所）絲済企｢llil院「主要経済ｌＨ標」1981,90ｲ'１。
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ている。つまり、７OlIﾐ代までの異端に薦iい名'三|成良は大きな変111ﾉﾉを伴ってい

たわけである。

それに対し実質成長は、ソウル・オリンピックまで、１１'半世紀近くもｴ|z均

して年率１０％ほどにも達するiiIPi度成踵を持続した。このｌｌＩｌに５％成踵にも達

しなかったのは、経済|ｻﾄ１発計11mの発足時点の62年と、重化学二[業を'''心とし

た過剰投資とインフレの調整が強行され、米の凶作も力Ⅱわり、初めてマイナ

ス成長を経験した80年の２年だけだった。それらを|漆いても、５～13％ほど

に変』Ｍ１しているから、州]成踵よりは安定しているにしても、実質成長もま

た、かなり変、)した而も無視できない。

８０年不況以降、名[|成長と突質成踵の乖ＩＭＩＩｉは一挙に縮小したが、７０年代ま

での経済成｣之は名|］と実質の大きなギャップを伴うという、注|]すべき特徴

を示している。このように、７０年代までの鮴国の経済成奨はりi１度のインフレ

を発生させたわけだから、それはＧＮＰ物Iilliディフレーターに示されるはず

である。それを経済開発５カイli計mj0IHllに算ｌｌｌ,してみると、表２－１－１がえら

れる。

それによると、(1)第１次計画)01にディフレーターは20％近くも」ﾕﾀIしてい

た。それは、強ﾉﾉな経済|ｻﾄ|発計山のスタートとともに、それまでもつづけら

れていた赤字財政によるマネーサプライが人llIlFiにhW川され、それが'三|標どお

|)LME噸強につながらず、かな|)空lIi面した結采、６３，６４rliには橘'二|・実質成

表2-1-1絲済'１｜１発計llmj0lHll名'三l・実質()ＮＰ成長率と物｛ｌＩＩｉディフ

レーター・マネーサプライ成災率（％）

絲済計画 年次 Ｍ２サプライ

１９６２～６６ 

６７～７１ 

７２～７６ 

７７～８１ 

８２～８６ 

８７～９０ 

2８．９ 

２６．９ 

３２．７ 

２６．９ 

１４．８ 

１６．８ 

７．９ 

９．８ 

９．２ 

５．８ 

９．８ 

１０．３ 

1９．５ 

１５．６ 

２１．２ 

１９．９ 

４．６ 

５．９ 

2９．３ 

４８．５ 

３１．２ 

３０．２ 

１６．８ 

１９．４ 

Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ｖ
Ⅵ
 

注）ＧＮＰ成及率はｲI芒率の４１純平jAjを示す。それにもとづいて、物(111iディフ

レーターは（100十fⅢ成長率)÷（100＋災画成｣と率)-10Oのように算|'）

した。マネーサプライＭ２には澱ilqi性Ｈ(金は含まれない。

lllni）経済企画院「三ｉｉ要経済指標jl976、８１，９１年。
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長率のギャップが30％ポイント以｣1に達するインフレを発くkさせたからであ

る。このインフレは、次篇でもみるような65ｲﾄﾞの金利と為秤レートの現実化

(鄭・文［1990]）によって－時(1<｣には洲幣された（アジア経済研究所［1985,

1988])。(2)それに対し節２次計ｌｌｉＷ１は、ベトナム特需などによって輪'11,が111【ｉ

調に１１'1ぴたために、Ｍ２でみたマネーサプライが年平均50％近くにも急増し

たにもかかわらず、実質成腿が10％近くにも達し、ディフレーターの上昇も

高度成長期でもっともマイルドに１１;移した。

しかし、(3)ﾙｌＩｉ新体Ilill下のjl｢〕３，４次i汁凹j01には、１１)びデイフレーターがイド

平均20％iii後に上ｹＩした。それは、とくに第１次オイルショックによって諸

目と実質の乖離が30％ポイント|人I外にも達したせいでもあるが、大量の外ifli

導入などにもとづく政策金Wi1Ilの拡大によって輪|U,振興と1,ｲＷ:工業化を強行

し過ぎたためだろう。(4)だが、３Ｗ２次オイルショックの追い打ちも受けたス

タグフレーションのなかで、前述のような強ﾉﾉなディスインフレーションへ

の調整によって、さしものインフレも急激に収束させられることになった

(谷illii［1989])。その点は次篇でも考察するが、為替レートの切り1くげ調整が

進められた反IIiで、都11i銀行のLL1i有化も実施され、マネーサプライの墹加も

Ｍ２でみて年々20％以~ﾄﾞにlIllIlillされ、デイフレーターの上昇率は５％以1くに

収まることになったので､ある。

２高度成長の総括１１り要lｋｌ

このように、稗|](|の経済l戊長はソウル・オリンピックまで平均して１０％に

も達するﾌﾐ質成長を続けたが、７０ｲ|曵代まではしばしばギャロッピング・イン

フレにlWil)かねないほど、異常に高度の名'1成及として展開された。それを

jilil象(I<｣にBA定したマネーサプライの執:蝋は、経済lHl発計lllIの初期には、それ

まで続けられていた赤字財政にもとづいていたが、iiii述の調盤後は朴政権に

よって'五|ｲ『化された都Tli銀行も含めた政策金Ｗｉｌｌを通して低利のマネーが輪'１１，

振興・輸入代勝部'''１、と')わけZ1I化学]:業Wlll1I1に大ﾊﾋに投入されたからであ

る。しかも、iiii述のようなインフレのなかの低金利だったから、実質金利は

ゼロ以下となり、ili場機能がほとんど麻仰させられることになった。そこで
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図2-1-2ＧＮl〕に,liめる家計１Ｍi・lDljl走査本形)川輸(''１人比率の変化
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Ｆ：lfil定査本
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経常(ｌＩｉ格ベースのシェアを>(す。

経済企１１皿院「了iiF班統済脂標」1981、

６２ 

１主）

川所） 91年｡

政策金融の配分は政１１<l:の介入が決め手となった（総合1ﾘ|:究|Ⅱ|発機梢［1988])。

それは、まさしく|)}1発ＪＭｉｉの意AU､とそれにもとづく政策手段の選択を反l映し

ていた。それが朴政椎の崩壊後やっと指令狐の|ｻﾄ1発iMliから誘導型の開発独

裁にlli云換された。そのなかで次篇で考察するとおり経済|芒Illl化も進められ、

それまでに蓄積されてきたi衿ｲ[成長力にもとづき、またプラザ合意後の追い

風にも助けられ、すでにみたような高い実質成長が持続されたのである。

このようなＧＮＰの成焚を、その所得の支Ⅱ｣,元、つまl)需要サイドからマ

クロの要因分析を試みておこう。lXl2-1-2は、｜ihl定資本形成、輪111,入、家計

消費の主要な需要要lklを'11111｣,し、ＧＮＰに占めるシェアの変化を示した。

それによると、(1)まず'１につくのは、般終il1j費の大部分を,Liめる家計消賀

が80％をも－１｣Ⅱ|る高い水準から60％ほどに低1､してきていることである。そ

れと|司時に、３１iilにわたる大きなサイクルも注'１される。そのなかで、６９，

７８，８８年のほぼ10ｲrllI1隅の杼は、jJIl論どおl)好況末期に当たる、とみてよい。
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逆にピークの６５，７５，８２ｲliはｲ《D1Lのどん底を示しており、その三ｉｉ要'１１はすで

に前述のとおりである。

これに対し、(2)|ilil定溢水形成のシェアは、１４％ほどから30％以上に拡大し

ている。そこにも、般終ｉｌＩ１費とは反対のサイクルがみられるが、設IWi投資を

'''心とした''11定資本の形成が景気を/iﾐｲ｢すると|司時に、灸体の実質成艮を主
（１） 

導していることはlﾘlらかである。(3)それにllAl連して見落せないのは、固定資

本形成と物財・サービスjliiiil入の１１ﾘﾉlfilとの}|ⅡA1がきわめてiifljいことである。そ

れは、次章でもみるとおり、｜i1il定資本の形成に伴って機器・設lilliなどの資本

財と素材やlIfljl1iiI1などの'ＭｉｌＷ)輸入がjii1iMiせざるをえないからである（韓

[1983])。ただし、７４年と81年を11'心として、iiIij者の乖MIIliが１０％ポイント以

上にも拡大したのは、疑いもなく２１Ⅱ1のオイルショックの反映だろう。

それに対し、(4)物財・サービスのlliiiWll,シェアは５％ほどから40％以｣二にも

顕著な拡大をみせている。このシェア拡大は、晶終ill費の札|対ｉＩり縮小を相殺

しても余りあるほどのポイント差であることに十分注意しなければならない。

このようにjl(it国の輸出成長がとくに名'三|ＧＮＰ成長に大きく寄与してきたこ

とは'''1運いないが、経iWijlX文バランスからみると、輸入シェアが10％から

30％以上に１１杣Ⅱしているだけに、貿易要|X|としては80年代半ばまではマイナ

スの寄与だった。｜ﾇ'2-1-2でみるように、とくに第２次計山川の60年代後半

から70年代にかけて、２桁のIiili1人超過がつづいておl)、７０年末にも１０％以_Ｌ

に達していた。

しかし、(5)80Ｉｌｉ代に入ると、１１界liTI時不DiLを余所に、そしてプラザ合意後

の追い風のなかで、ＧＮＰ''１のjliiiillIl,シェアは一気に30％台に采Ｉ)、８７，８８年

には40％台に達した。しかも80年代半ばにはjliilIi入シェアを上|Ⅱ|るようになり、

86ｲﾄﾞには１０％ポイント近くもjliiiiIlll,超過をマークすることになった。その結果、

経↑lji収支で一気に46億ドルの黒字を記鎌したのだった。しかしながら、その

すぐあと、）IiiliilIj,シェアは急激に縮小にDIi武じた。そのﾉA(はのちに分析するが、

それとlTi1llliに輸入シェアは固定安本形成が拡大しても逆に縮小する動きを示

すように転換してきている。このことは、後述のようなウォン高調整と輸入

代稗の一段の進展を反映しているのだろう。それとともに長期資本収支も黒

字に転じ、｜llil定資本の形成とともに輪'11,超過が経済成長を主導し、最終il1j費
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が下支えする成長パターンにjli入換しているのである。

３凪間'''心の設術投資の拡大

すでにみたように、経済成長をⅡ11:接的にi三導してきたli1il定資本形成は、

ＧＮＰに対する比率を10％程度から30％を超えるほどまで､拡大してきた。そ

れと|可時に、ジュグラー型のサイクルでみると、１９６９，７９，８９ｲｌｉが設liMi投資

循環のピークを形成しており、それがまた、図2-1-1から読み取れる実質

ＧＮＰ成長のジュグラーの波とほぼ対応している。このようなlilil定資本の形

成は、どのような分野に投資されたのだろうか。

まず、図２－１－３は物Iはタイプ別に固定資本を分け、総資本形成に対するそ

れぞれのシェアの1Iijlきを示した。実は図2-1-2もそうなのだが、経済|州１発計

lm1がスタートを切ったばかりの段ﾙﾄﾞで、いろいろなli1il定資本形成のシェアが

いっせいに縮小したのは、６１～62年にマイナスになった在lbli投資が63,64年

に大'111WにjW力Ⅱしたからである。こうした在lilIjVilは、６０年代末、とくに鋪１次

オイルショック後、７０，８０年代末にも発生した。これらは先行投資というよ

りも需給ギャップの拡大の色彩が独いが、６３，６４ｲliは各年代末１０１などの倍以

上に及ぶほど大規模だった。

図2-1-3によると、まず固定資本形成をリードする機械・運輸装備は30％

から50％を超えるほど拡大してきていたことがわかる。さらにＭ１定資本形成

全体を先行する形でピークに達し、そして機械などの設備投資の減退を埋め

るような形で、ビルディングなどの建築投資や住宅投資のシェア拡大がみら

れる。そのなかで、機械などの設備投資のシェアは第１次オイルショックの

'''１折を含みながら、ルlIi新体Ililll〈の節３，４次計画l0lに１０年以上も４５％を上lml

るほど拡大したzlI実がIﾘＩらかになっている。それはまさに亜化学工業を'''心

とした設備投資の著埆を示している。さらに70年代末から80年代初めの投資

調整期にも、機械をはじめとする投資シェアは、それほど縮小しなかったこ

とにも注'二Ｉしておく必要がある。しかし、その後の|止界同'１１１F不況からの回復

期は、４５％を上|Ⅱ|るlml複は比)鮫的灯り０１に終わり、オリンピック後は40％近く

に低下してきている。のちにみる貿易摩擦の激化や87年以後の大lllHi賃｣二げの
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図2-1-3総盗本形成に,Iiめる物11イタイプHIlliljl走査本シェアの変化
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影響が現れてきているのだろう。

つぎに、ビルディングなどの非住居建造物のシェアは、経済|)}１発計11111の発

足時に50％を上|Ⅱ|っていたのが、７０～80年代には30％前後に縮小してきてい

る。ただし、６０ｲ'１代から70年代にかけての変化には統計そのものの変化も含

まれてはいるが、開発体IIillの物的シンボルをも反'１央しているのだろう。１０％

前後に''二まった住宅投査と大きなコントラストを示している。だが、ビルな

どのシェアは70年代に30％を大lllFiに|〈|Ⅱ|るほど縮小する。それは、維新体ilill

-rのIii化学二[業などの設IiMi投査の拡大と、非住居ビルなどにつづいて住宅投

資が20％iii後を,!iめるほど噸大したからだろう。だが、８０年代に入って30％

を_Lliilるビルなどのシェアが1ﾘ拡大したのは、オリンピック投安の灰Ⅱ央であ

ると|可時に、産業榊造全体のサービス経済化も示しているに違いない。

つづいて、このようなli1il定ifii本を'''心とした総溢水形成が民''Ⅱ部ＦＩＩと政府

部''１|とでいかなる動きを示したかを|lBXl2-l-4でみておこう。

それによると、(1)まず、経済|)ﾄ１発計凹の初期に政府資本が20％を優に11|Ⅱ｜

るほどのシェアを示したことが注'三|される。それは、とくに節１，２次計剛

期に遅れていた社会安本分11Fだけでなく、iilil項製鉄まで含む飯化学投盗や金

融機関、貿易振興公社などの政府系企業を)(ill設し（朴一［1988])、｜；'1発初ｊ９ｌ

のリスク負担を政府がり|き受けた（谷iili［1989])ことを示している。

だが実は、６９fliまでは政府安本にも氏IⅢ安本にも対外投資のインフローを

力１１算してみることができないので、総資本形成にだけ、外国からの直披投資、

とくに借款を力Ⅱえて図示してみた。したがって政)'１:資本のシェアも、よ')大

きいに違いない。だからまた、６０年代から70ｲＩｉ代以降にかけての政府査本の

シェアの縮小はもっと大lIFiだったはずである。ということは、７０年代の重化

学こ[業投盗を１''心とした安本)|診成は、台湾などとは異なって氏'''1門ｌｊｌ１ｌｌでその

大部分が進められ、台湾などとは比較にならないほどの成果をI1げた（小林

[1990])、とみてよい。ここでの分釧は、政府資本としてではなく、huH1企

業と合体されているのだろうが、６０年代を'''心として設立された政府系企業

も、おもに70年代に財|側などに払い1くげられたのである（小林［1988])。

それに対し、(2)氏|H1資本のシェアに'1をlli五じると、総資本の変動との連'3Ｍ

がとくに強まっている。それは70年代以降しかわからないが、政府資本の
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シェアが70年代以降縮小し、しかもそれほど変加しないのだから、当然のこ

とである。７０年代以降もﾀﾄ|玉|の投資は政府資本にＭｉ１けられただろうが、７０

年代iii''４６７０年代末はとくに氏ｌｌｌｌ資本に大量に投入されたに'11述ない。しか

も、すでにみたli1il定資本シェアの1Iijlきと多少ずれているのは、外国の投資そ

のものの変動によるところが大きかったのだろう。

つづいて、(3)|正|民総投資に対する|玉1内総安本のシェアをみると、経済|汁|発

計１ｍの立ち_Lが')には、それまでの援lﾘﾉ体Ili'１のもとで､まだ80％以_上も|玉|内投

資を上|Ⅱ|っていた。そして70ｲ|ﾕ代には、すでに触れたように|Ⅱ|内投資を50％

内外も上|Ⅱ|るほどＷLけＩしたが、全体とすれば長j01的に低落何ilhlを辿ってき

ていた。それどころか、経常収支がIﾘⅡiiIiに鴇字にjlixじた8611ﾐ以降は、圧|内投

資の平均20％近くも対外投資をアウトフローする多|Ⅱ|辮企業'五|に変身したの

である。すでにjlliltl玉|は、第１次オイルショック以後、アメリカなどの保謹貿

易化、アセアンなどの追い｣1げ、さらに節３章でみる|正|内の労１１ﾘ1経済の変化

などによって、外|玉|へのilh:接投資をjW川させ、とくに80年代に入って箸増さ

せてきたのが、８６年以降、純対外投査超過|玉|に発展するに発ったのである

(水111]：［1990ａ])。そのなかで、アメリカへの血接・'''１接の進Ⅱ1,だけでなく、

南アジアのほか、香港経lllなどの対''１巡ｌＩ１１ｌｌＵｉ略などを－層展|＃'させていく

(小川［1988]）ことになるだろう。

４１l1lIl]力'１１貿易と為将切り下げ効果

すでに図２－１－２でみたように、ＧＮＰに占める物I竹・サービスの輸出シェ

アは、経済開発iillqljlの１%l姉と|可時に、第１次オイルショックまでほぼｌ１Ｉｉ調に

拡大した。だが、その後、1970年代一杯は20％前後で足踏みすることになっ

た。そのため、iiii述のようにつねにIiiiiHl1を_Lln1る輸入とのギャップがより拡

大する状i兄を折(いた。しかし、７０年末の経済調整を契機に、一気に輪'11,シェ

アが30％台に拡大し、これに対しjliiii入シェアは40％台から30％台に締i小し、

80年代半ばは輸肥,入がほぼ均衡し、８６年以降ついに鼎字化を達成する成果を

あげた。

ただし、第１次オイルショック後、jliiiWll,シェアが横ばいで推移したとはい
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え、実質ＧＮＰは10％内外の高度成艮を持続したのだから、実質レベルでは

ＧＮＰ成長とほぼパラレルにl1Yil力Ⅱしたわけである。このような顕著な輸出成

長を考える場合、すでに注|=1を集めてきた輪ｌＭｒ副１．税Ili1lをはじめ、輪Ⅱ｣加

工区の新設や'三|木型総合商社の創設などの手い､振興政策の影響に注|］しな

ければならない（平川［1988]、靴･文［1990])。その一環として、図２－１－５に

示した為幹レートの変動も、きわめて亜要な役割を発揮したことを看過でき

ない。ここでは対米レートの勅きを示したが、６３～65ｲ１１には２分の１近く切

'）「げられ、さらに第１次オイルショックまでにほぼ１５分の１に切')下げ

られた。合わせて３分の１ほどに切Ｉ)下げられたのだから、iiii述の快調な輸

出成長に大きく寄与したに逆いない。その後、７４～75年に20％切Ｉ)－１くげたあ

と、５年'''１は１ドル484ウォンで柵え世かれたが、それでも'０％内外の実質

成長が持続された。そして80年代には輪ｌＩ１,シェアが一段と拡大し、ついに輸

出超過を達成したわけだが、この'''1にウォンは２分の１ほどに切り下げられ

たのだった。だが、輪}|｣超過後はアメリカなどからの圧力によって、８５～８８

年に25％近くも切Ｉ)_しげられたなどの班山で、図2-1-2のjliiiiilll,シェアも40％

の大台を割る結果を州いたのである。

このような為替レートの変仙が水準そのものとして商いか低いかは、必ず

しも一義的には規定できない。だが、少なくとも対米レートとしては、

61～86年の25年間に７分の1近くにも切り下げられたのだから、長jO1にわ

たって顕著:にウォン安を指向することになったのは疑いえない。図2-1-6に

はjliiiilII先のシェアの変化を示したが、このような対米ウォン安雄調は、その

ｌＭ)で対米Iiiiilll1のj1Ivil大にはプラスに作111し、逆に対米輸入の１１杣１１にはマイナ

スに作用したはずである。すでに'''11題にした701F代までのＩＦ率20％にも達し

ようとしていたＧＮＰ物Ⅲliディフレーターの急上昇は、ウォン安基調を強め

ると|両１時にその影料を受けただろう。またすでに触れたように、こうした強

度のインフレが時々ギャロッピング化し、笑質成長を空転させたことも事実

だろう。だが、むしろこうしたウォン安が、一方ではjliiiiHllを振興すると同時

に、他方では輸入代将をも推進する効果の力が大きかったに違いない。

それに対し、こうしたウォン机場は通貨当局によって決定されたわけだが、

その決定は現実のインフレよりも遅れるだろうから、ウォント１１場が過大に評
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I1lliされることになり、輸出振興にも輸入代替にマイナスに作)|Ｉしたのではな

いか、という見方ＭＭＩされている（総合研究|ﾘﾄ１発機織［1988])。たしかに図

2-l-5のように、６１～63,65～68,72～74,75～79年はほぼ柵え置かれてい

るのに対し、これらのllUに、さしあたりfll売物Iilliをみると、１５，８，２５，

１３％のように年々｣二ｹ|していた。したがって、これらの局面には当てはまる

仮設だが、７４～75年のウォン安をⅡ１１として、それ以外のウォン切り下げ率は

すべて卸売物Ⅲliの1ｹ｜をl｣Ⅱ|ってお|)、２５ｲｌｉＩｌｉ全体でみて、ウォン相場は

6.6分の1にまで切Ｉ)下げられたのだから、イli平均で20％以_上も切り下げら

れたのに対し、卸売物I1lliはこの''１１に年平均13％しか_け|していない。

問題はウォン雌てのjliiii出入物(illiの勅lfilだが、７０ｲI弍以iiiiは統計がえられない

ので、７１～86年の動きをみると、輸出物Illliの上昇は年平均６％に止ま')、輸

入物I1lliの方は１１％に達していた。それに対して、対米レートの切り下げは年

平均９％を｣二|Ⅱ|ったわけだから、少なくともjliiiiill｣,物Ｉ|Ⅱiのインフレを優に｣二ljI1

る為絆の切り下げが行われたことになる。よ})立ち入ってみると、８１～85年

に輪''1,物IIliは年亙|z均18％低下したのに対し、輸出物Iilliの上昇が激しかった

のは81年までであり、少なくとも10年|lI1に年平均10％も｣三界していた。とい

うことは、ウォンの切')下げが比jl咬的小''１mだった70ｲli代はそれを多少上|Ⅱ|る

輸出物Ｉｍの_し昇で輪lLl1,成長をはかり、前述のように、よ')大lI1iiiなウォン切'）

下げを試みた80ｲli代前半はDliiiiIll1物Iilliをも低下させたわけだから、文字どおり

ダンピングによってjliiiilll,成｣竜を強行したことになる。

もっともその実態は、輪ｌｌ１ｌ製,Ｆ１のコスト状況なども砿かめてみなければ、

光分に解1ﾘＩしたことにはならない。こうしたことに関逃して、輪lLMr業、と

くに人企業は杣寡占力で|玉||ﾉﾘでji1l1め合わせながらll1lIiljliiiill｣,をしばしば敢行し

た、と指摘されているが（谷iili［1989])、ここで分析した限りではとくに８０

年代に当てはまるのだろう。しかし、必ずしも経済開発計画が始まってから

の四半１１紀全体が出mlliiiiHJ1のプロセスだった、と言い切ってしまうことはで

きないだろう。

いずれにせよ、為替調整の遅れはそれほど耕し<はなかったのだから、上

述の仮設は十分には支持できない。少なくとも対米レートではウォン安が|玉｜

|ﾉﾘインフレより先行し、その'1Ｍ)でインフレを力'１迎させたことになる。そう
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図2-1-5ヌ､l米為替レートの変li)I
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した動きだけが説明変数になるわけではないが、｜ﾇ'2-1-6に示した対米輸出

シェアをかなりよく説IﾘIしているようにみえる。つまり対米シェアは、経済

'1M発計凹の|＃j飴とともに輪ＩＭＰ体の20％ほどから50％以｣二に急拡大したあと、

第１次オイルショック後のウォンjliⅡ場の横ばい期に30％|ﾉﾘ外に縮小している。

そして80年代のウォン安によって、対米シェアは40％まで|Ⅱ1復したのち、前

述のウォン高への転換によってiIjぴシェア縮小にｌｌｉＫじているのである。

それに対し対||シェアは、経済|lﾄ１発計山のスタートl1iにそ、香港などのそ

の他の地域とともに40％を超えるほど大きかったが、その後は20％台秘度に

急激に縮小し、プラザ介意による|]]高などで、日本ブランドのＯＥＭを含め

て（水野[l990b]）２０％以｣二に|Ⅱ|復するまでは１０％台にiMIii小していた。それ

に反して、１１米以外の'五|々のシェアは、第１次オイルショック後、急激に拡

大し、８０ｲﾄﾞiiij後には輪'''１余体の60％近くにも達した。そのなかで秀港のほか、

西ドイツやイギリスなどのシェア拡大が著しかった。これらのシェアは40％

台までﾘiぴ縮小しているが、アメリカi１７場の縮小に代わって、’１１|Ⅱ|大|雄や束

|秋などを含めて、ますますjliiiiIll1,先の多様化が進みつつある、とみられる。

つづいて、輸入元シェアの変化を|ﾇ'2-1-7でみておこう。

それによると、(1)60年代iiii半jUlにはアメリカからの援Ⅲ｣輸入が晶大のシェ

アを,liめ、全体の50％に達していた。だが、対米レートの切り下げなどの過

程で、対米シェアは急激に縮小し、２０％をやっと」｣Ⅱ|る水準まで低落してい

た。それがウォン間へのjliii換によって、最近、多少|Ｍ１してきている。それ

に対し、(2)|]本からのjliiiil入シェアは、アメリカに代わって40％以｣二に急拡大

し、１０年以上にわたる)０１１１１１，４０％前後の大台を占めていた。第２次から節３，

４次の計画)０１にかけてのiiiiillll,拡大やIii化学:]:業化に大きな役;'}１１を来たしたに

ﾎ'１述ない。しかし、７０fli末から急速に縮小し、２０％を多少上lIlる水準まで低

落していた。それは糠|正|廠業の|］立化を示すと同lWbに、(3)Ｗドイツをはじめ、

台湾をどの他の地域に輸入元を広げた結采をも示している。８０年代の半ば以

降こそ、ｌ]米のシェアが両:ぴ拡大した反動で縮小してきているが、輸入元も

また多様化してきている事笑は兄Wfせない。

こうして、７０川上後半、まず輪IIjlTlj場においてl]米以外にﾉﾄ|]手先が多様化

したのにつづいて、７０`ﾄﾞ代木から輸入117場でＭ１ｌＴ･方が多様化したのである。
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ほぼこのようなIiiiiilll,人ｲ'１丁.先の変化に対応して、jliiliilIj,人ilW11ii11の柵成も、次の

ように変化してきている。

まず輪ｕＩ１１Ｗ１は、経済|＃1発計凹の|)}1始時には70％以化が農水産物や鉱産物の

第１次産品だったが、たちまち工業製,7,のシェアが拡大し、６０ｲ'２代後半には

第１次産品の比率は20％台に低落した。それに代わってl二乗製,Ｉｉｉ１１が70年代に

は90％内外にも急拡大したが、７０ｲＩｉ代には衣緬や繊維のウエイトが大きかっ

た。それに対し、船Ｉ''１．７(ij機・lL11Iillliを含む機器狐のシェアは70年代後半に

はまだ１０％台だったが、８０ｲﾄﾞ代に入ると20％を超え、いまや鉄fliilや繊維など

の生産財を抜き、輪'11,全体の40％にも接近しつつある。こうした資本財と耐

久消費財の拡大が、jliiliiル,先の変化・多様化も進めたのである

それに対し輸入,ｌｉｉｌ１は、経済|冊|発計Iujlの初期にはアメリカからの援11ﾉﾉによる

内需用の原材料が70％台にも達していた。しかし、７０ｲﾄﾞ代後半までに20％内

外に減少した。それはlliiiii入代粋の効采だった。それに代わって拡大したのが、

輸出川の原材料、とくに爪化学工業化などのための資本１吋であった。後者の

資本財は、２０％以下だったのが60ｲ'１代末には30％以-12に拡大し、８０年代半ば

から35％以－１２にhW1l1してきている。またそれに応じて、輸入）'11丁.の多様化も

起こっているのだろう。このような輸入榊造についてとくに'二|につくのは、

１１本などと同様に少安源|:lilなので、原材料の輸入シェアが大きく、最近でも

40％台に達していることである。さらに原illlの輸入シェアはオイルショック

のたびに急ｊＷし、輸入超過を拡大したことはすでに触れたところである。さ

らに資本財の輸入が意外に↑''１ぴなかったのは、この分11Vでも輸入代替が進ん

できているからであるが、その実態については後童で解'ﾘ}されるとおりであ

る。

５基礎的11州'''心から選択的111賛'''心へ

これまでみてきたように、軸'五|はllL1半世紀にわたる喬j度の実痩成長を遂げ

てきたが、1970ｲli代までは火１１tの対外fljr款や大|隅を為替切り１，.げや政策金融

などに支えられた過剰需要のインフレ成長によってI1il)Qli))されてきていた。そ

のインフレ成長が必ずしも過剰需要を空Dli武きせず、実質成促をIIl111illしなかつ
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たのは、｜＃1発独裁による折示や誘導によって、８０ｲ12代まで含めて、ほぼ一貫

して'111定資本投資が経済成奨を主導してきたからにほかならない。なにしろ、

少なくとも70年代までは、iiii述のように実質金利ゼロ以下の輸出金融などの

恩恵を受けるためには、輪}'１，実績やそのための設IIli投資の先行が資格要件に

なっていたので、高利の私憤Tl1場を利)Ⅱしても先行投登せざるをえなかった

からである。

しかし、そのbqirIi、jliiillM,(輿や１１１化学I:業化などの成采を急いだ余Ｉ)、つ

い近１１ﾐまで、原材料や＃''11,,1,などのLMi財や、よ')ｉｉｌｉ級な機器類などの資本財

の輸入がliiiilll1を超過し、対外債務の衆１Ｗに悩まなければならなかった。その

ためにも、ウォンイ|]場の人ｌｌ１１ｉｉな切')下げなどによるiiiiillI,振興と輸入代替を追

求しなければならなかったのである。このような為粋切り１丁げは、輸出、iで

は実勢を大lIiViに'21Ⅱ|るほどだったが、インフレ成焚をいやがうえにも刺激し

たに速いない。

少なくとも70年代までの人ll1Fiインフレは、lKlhljの貯帯性lfT1の｣二鼎を仰h|'し、

i1iili｛illiしやすい１Ｍ『などの金ii1Il資厳選好よりも、高利の私{i1iTIj場や｣旦地などの

不動産への投盗や株式投機を選好させ、生雌投資を支える金剛ITlj場の発達を

遅らせて（ｲﾉﾄﾙ〔［1987])、しばしば通貨をiIiL兆せざるをえなかった（梓iili

[1989])。それだけでなく、こうしたインフレ・メカニズムは、いち早く、し

かも大ll1Fiに{111〔上げできれば)ﾘ｢得Ｍ|]対(I<ｊに｣W大するわけだから、企業illlや陸｜

氏の'''１にI1lli格交渉｣この地位|災1係の格差を拡大させ、その結采、資産・所得１１

の格差を噌人させた。８０年代に入ってからのインフレ鋲iWilﾏでの実質金利の

上昇、さらに近ｲ'１は、維常;A(字'五|の金余り３il象が社会WIrll4格兼を一段と脳げ、

社会柵造をイＭ;定にしている。さまざまな「NIEsliiX候11ｒ」が指摘されるよ

うになってきている（UWirbほか［1990]）のもゆえなしとしない。

すでにみた図2-1-2の家計iILj費の低落ＩｌｌＬｉｌ｛ilは、そうした社会経済構造のも

とでの労働分配率の低1､､をマクロベースでﾗﾊﾞしている、とみることができる。

こうしたことはしばしば非mlliの対象にもなったが、ｌﾘＩらかにiiii述のような固

定資本形成を強行してきた成果の反映でもあった。さらにいえば、そうした

資本形成の急拡大によってＭＵを'''心とした就業が噸大し、しかも多くの|玉｜

民がj9l侍したほどではなかったにしても、後iiViでみるようにそれなりに実質
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図2-1-8使途タイプ別家計illi(しエアの変化
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111所）経済企mj1院riFﾐ要経済指標」1981,（)lｲ１１。

賃金もけ'し、すでにみたようにイル,Lを1<支えするほど家計ilIj費のｲ''１ぴがつ

づいてきた事実も兄落とせない。

しかも、家計1111賀シェアは111に低落ＩⅢl1hlを辿っただけではない。lXl2-l-8

にみられるように、使途タイプ別柵成の内Wll変化がみられたからである。こ

こでは、拡大・縮小・イ《変型の対11(Ⅱ1<」な!lil}きを示す使途シェアに注'二Ｉした．

まず、水iii・光熱費などとともに」IL礎ｉＭＭ１ｉの一つを代表する飲食料・タ

バコ費をみると、６５％から30％台まで大IIWiに縮小しており、７０年代半ば以降

は50％を割っている。）１０(後|｣本の勤労州Ｍ１:と比較すると、ちょうどjli1l鮮戦

争が２年|=|に入り、illjY1l生1111の|Ⅱ|後が稗し〈なった頃に|Ⅱ当する。とくに糠

|兎|の場合は、国乢1人出たl）ＧＮＩ)が１００ドルにも足りない水準から急上靴



１１２節２儲経済成長と厳業・労Ilill経済の雁Ｉ)}’

し、やがて１０００ドルの水準に達しようという段Ⅲfにあった。

もっとも、飲料やタバコなどへの文||｣,は111蛾水準余体の上昇につれて}Ⅱ対

的に拡大していくから、食料費そのもののシェア、つまりエンゲル係数は７０

年代に入ってすぐ50％を切った、とみてよい。しかも、それと同時に成人ｌ

Ｈｌ人当たＩ)栄養慨１lx儲も2500カロリーiiii後を超え、蛋臼質の慨１ｌｘ最も70グ

ラムを超えていた。したがって、なお社会'１１洲兼などは大きいにしろ、多く

のl玉llXiは食生iiliではなんとか-,1J､ついた段H1iではなかったのだろうか。

それに関連して注'１されるのは、食料費などの」,f礎ｉＭｌｌ費に対して、よ'）

選択(Ｉりなil1j費である教育・文化、交通・皿信、｜彊旅・保健、家具・食器をど

の文}'1,が10％を多少_Ｍ１|る水準から30％台までｊｉｌＩ１力Ⅱ側lhlを辿ってきているが、

とくに70ｲｌｉ代に入ってまもなく、より安定したjW勢を示すようになったこと

である。しかも、７０ｲ|主代木の経済調整)０１には多少縮小したが、８０ｲﾄﾞ代前半は、

よりhMi著なjMIｶllIWiliilを示しており、ついに89年には飲食料・タバコ費のシェ

アと|司等の位置まで-Ｍしたのである。

これらのうち、ｉｉｉ久111|費財の所有状況をみても、テレビは70年代半ばの

30％税度から80年代には90％台に急拡入している。もっとも林|正|らしい逆転

現象もみられる。というのは、冷)Mililiiなどの普及率はテレビよ')遅れており、

近年でも70～80％にlliまっているからである。それにしても、大衆111饗文化

が広がりつつある三１１実には充分注|」しなければならない。

さらに選択的iWlのうち、義務教育の|玉lLli学校就学率は早くから90％を優

に超えていたが、７０ｲﾄﾞ代に入ると''１学校進単率は70％を超え、高等学校進学

率も50％を超えようとしていた。そして80ｲﾄﾞ代木には、高校進学率が90％台

に達し、４年Ilill大学などへの進学率は、教fi大学を除いて645％に達してい

る。さらに'矢恢保険に'三|をjliKじてみても、７０イド代に入るとｲ[意保険だったの

が強Ilill保険になると|可時に、その対象が拡大された。とくに80ｲｌＺ代に入って

から、経済|)'１発計Iljlが経済ｲ|:会発展計､１１に改称されると'771時に、ネ|:会保障全

体が先進|玉|水準に|｛ilけて改''１１ｔされるなかで、｜歪恢ＩＭｔも拡充され、まだ強(|i'１

保険には移行していないが、’二'尚業者の医療保険も実施されるようになった

(李［1989])。

もっとも、社会保険なども含めて、われわれの212活に必要な物財やサービ
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スを、本質的に商,'ｉｎとしてI購入しil11費してみて、なにが豊かなのかは|Ⅲわれ

るべきだろう。それにしても、蝉|玉|の多くの同氏が、８０年代末、これだけ選

択的消費を拡大させつつある事実は充分評I1lliされてよいだろう。しかしそれ

は、基本的には開発jillI裁体Ilil]の成果だったのであり、選択的消費などが増大

すればするほど、’111発独裁のさまざまな制約が、とくに87ｲ１１の民主化以前は

多くの国民によって'''11題にされるようになってきたに述いない。

[注］

（１）ＧＮＰ１ｌＩの総資本形成比率は、ほぼ70年代まではこ[業化との関連が強かっ

たが（渡辺［1982])、８０年代に入ると、後章でもみるように、金融・保険・

不動産業、迎輸・通信業、電力・ガス・水jii業などの第３次産業化との関連

も考慮しなければならなくなる。
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第２章庶業榊造の高度化と''１小企業の成長

ｌはじめに

本滋では、1962年以降の榊|正|の経済成長を、サプライサイドから産業榊造

の高度化と産業組織の充実化の過程として捉えて分析する。そして産業柵造

の高度化を可能にした技術の禅人について述べる。

まず、産業柵造のi常i皮化については、第１次旅業から節２次)雅業へ、さら

に節３次産業への変化の特徴を概観し、なかでも第２次朧業については、ｉｌＷＬ

工業から重化学工業への変化によって雌業の問付加IilliIllI〔化が区'られてきたこ

とを'ﾘ|らかにする。それに対し、産業iill細の光爽化については、ｌは閥系jIill立

型大企業とそのサポーテイング・インダストリーとしての中'ＭＥ業の成健に

着'三Ｉして分析する。具体的には、電子)薙業のﾕＷ'|から''１小企業の成長の一端

をIﾘlらかにする。そして最後に、以｣1のような展|ｻﾄ1を可能にした技術導入と

最近の技術|)'１発投資の伽lhlについて慨帆する。

糊玉|の経済が、輪111,の哨人に率リ|されて成及してきたことを否定すること

はできない。しかも、その輪111,,'１１１,'三lは、その'1州lによって変化し、徐々に高

付川lli(i/〔品'二|に移行してきた。このような経済成災は、’五|際分業をうまく利

用することによって速成されたものである。』↓体的には、資本金を海外から

導入してjliiiii{１１，１聡業に優先的に'''１i｣介し、技術を技術提携によってiiﾘﾀﾄから学び、

大量ＬＭｉをするためにｌｌＺ産設Illiと重要部,Iii11を１１m外から導入し、｜玉Ⅱﾉﾘ的には、

低賃金労働集約的LMi二|:程に特化してii9li度成及を達成してきた。ｊ剛王|は、こ

のように国際分業をうまく利)|Ｉすることによって、これまでに類例をみない

急速な成長を遂げてきた。

このような稗国の経済成長は、ＧＤＰの高いＩ戊長率が強調されるあま')、

あたかもサクセス・ストーリーであったかのようにみえるのであるが、実際
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には、さまざまな'''１題を今Ⅱもなお抱えている。とりわけJit要な'111題として

は、｜]糠貿易赤字の'''１題である。これは、桃|玉|のIiiii出がi常j付力Ⅱ(111i(Ⅱl[化するた

びに設備導入が|玉額にな')、4Ｍ代がjWえれば噸えるほど、｜]本からの部,Ｉｉｉ１１な

どのjliiiii人が噌大するという|俳造を持っているために生じる。

この|H1題を解決するためには、第１に、Iiiii入部,liil1のｌＭｉ化を椎し進めなけ

ればならない。政府は、’'１，Ｍご業を部,'１i',メーカーとして育成し、輸入部,1,1,に

代替しようとさまざまな政策をIＩＭＴしてきた。しかし、大企業と''１小企業の

技術格差が非常に大きいことが大きな障害となっている。これまで大企業は、

海外（iiiに'三１本）から技術を導入することができたので、ＬＭｉ技術を画ｊ０１ｉ１<」

に_Lｹﾄさせることができたが、’'１小企業はその資金的|U(界もあ})、このよう

なことができなかった。したがって、部,ＩｉｉＩ１の|正|産化をしようとすると、勢い

セットメーカーの内製化率が高くなり、純|玉|の経済は、大企業主導型、ある

いは'1ｲ|附き導型という柵造を持つに至った。もちろん、こういった榊迭に対

して政府は無策でいたわけではない。llj(府は、’１１小企業の11ｔ要性を認i識し、

1975`|えに「''１小企業系ﾀﾞ''化促進法」をIlill定して大企業と''１'Ｍ堅業の相J1ﾄﾞili完

的関係を榊築しようとしてきた。さらに、７８年には、「''１小企業振興法」を

Ilill定し、７９ｲﾄﾞには'１１小企業ﾙ(興公|Ⅲ|を設立させて''1'ＭＹ業の競争力形成のた

めさまざまな政策を打ち''１,した。しかし、Ｗｌｌ１１ｉｉｌ１ｌ玉|産化の'''１題は、いまだに騨

岡経済の大きな課題となっている。

第２に、設備の圧|朧化が|又'られなければならない。しかし、こういった''１１

題が生じる原lX1は、そもそも技術が外|盃|から導入されるから起こる'１１１題であ

')、また、成熟した技術が海外から導入されたので、糊正|経済は成焚してき

た。技術の外匡|依存は、糊巡|の経済成災のコインの表製を成しているのであ

る。しかし、近年技術貿易はかつてよ'）もIlill限(1（)になってきており、技術の

'五|)韮化がなされない|Ⅱ)、今後の柿田の成及はありえないというのが、純|玉｜

政府、企業の共通の認搬となりはじめている。

そこで、とくに70ｲ1主代半ば以降に成｣ﾐﾙif業がl朧工業からIR化学=[業へシフ

トしてきたことをlﾘＩらかにしたあと、雌業ilill織の変化として、大企業と''１小

企業との新たな分業柵造の形成に注|=Iする。とくに韓睡|の代表的輸出雌業で

あるfIiZ子厳業の事例を1[)(')」二げ、部,1,1,の|玉|)曜化と企業'''１分業の形成について
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述べる。

つづいて、赫国の産業榊造の商度化や詩j付jll{illi｜１１Ｉ化をもたらした技術につ

いて収')_上げる。純|玉|は、技術を初j01には､11:接投資をjuDじて、後には技術提

携によって導入した。しかし、’１↑今の技術貿易環境の変化は、鰊国が外国か

ら技術導入することを非滞にlMIliにしている。こういった環境の変化も幸い

して、輔国は技術|Ⅲ1発においても|当1立化にlhlかって遡進しはじめた。そして

最後に、労働ﾉJ不足段階に至った純|正|経済が、さまざまな要lklから海外投資

を|ｻﾄ|始しはじめ、｜正I内藤業榊造が大きく変わる様)'11をみせている。このこと

は、従米とは異なるlnil際分業が展llI1する可能性を秘めていることを示唆する。

この点について、ＩＭｉ抱えるlHl題と今後の展梨について述べる。

） ２産業柵造の高度化

輔国の産業柵造の変化を表2-2-1から凡てみよう。ここでは1960年代から

最近までの廠業構造の変化を示したが、全体として特徴的なことは、農業の

比nｔの低下と製造業の比敢の1M大、そして品近の第３次産業の成長である。

（１）第１次産業

第１次産業の大部分を占める腱業は、｜正|民総41土産に,!iめる！}||谷を急速に低

下させている。それは、農村人'二lの都TITへの流|Ⅱおよび農業就業人L1の急速

な減少とほぼ並行して進んだ。後章でもみるとおり、1970年半ばから農業就

表2-2-1朧業》１１１１:１１人1総４Ｍiの変化（州三lｲ111i格） (％） 

総済計凹

年次

1962-66 

６７－７１ 

72-76 

77-81 

82-86 

87-89 

iil. 

4３．６ 

３２．８ 

２４．５ 

１８．３ 

１３．１ 

１０．４ 

０
７
２
３
１
７
 

●
●
●
●
●
●
 

２
１
１
１
１
０
 

'0.2 

16.3 

25.5 

28.8 

30.4 

32.0 

８
８
５
５
７
４
 

●
●
●
●
●
■
 

２
４
４
７
７
８
 

４
８
３
７
７
６
 

●
●
■
●
●
●
 

０
０
１
１
２
２
 

２．５ 

４．５ 

６．２ 

７．２ 

８．０ 

７．２ 

＊３８．５ 

＊３９．２ 

７．２ 

９．１ 

１０．５ 

１３．１ 

lOO 

lOO 

lOO 

lOO 

lOO 

lOO 

1７．３ 

１３．４ 

１２．３ 

１２．４ 

注）＊金融・保険・イＷ１産業には卸小売業が含まれる。

''1,所）経済企画院「=iﾐ要経済|什標」1963-90年。
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業人'二|は絶対的にも減少しはじめ、農業労働ﾉ｣は不足の段階に入った。青>Ⅱ：

年瞬の農業剛；れは止まることなく、農業労II1illﾉﾉの高齢化と女性化がはっきり

と'1に見えるようになった。若年農業労１１，１力の新規参入がないため、８５年以

降、農業経徴主の年齢が50歳以_'二のｌｈｌＩｆは50％以｣ことなり（腿［1990])、揃

齢化は、時とともに深刻さをましている。

（２）第２次産業

第２次産業の成長過概は、蝉IJI|の経済成長の'''心をなすものであった。ア

メリカの援１１))経済から自立するためにとられた成長戦''１＃は、鉱工業を育成し

てその製品を輸出することによって|正|際収支をバランスさせるというもので

あった。それは初期のタングステンに代表される鉱産,lil11iiiliilll,から始まり、稚

]二業製品輪}'1,への転換、そして求化学二[業製,IiiI,輪lIj,への過程で､ある。表

2-2-2から製造業平均の成健率を'二'111って成踵している業柧を拾ってみよう。

1963～67年にもっとも成及率の高い業柧は、非金属鉱物製,Iii1,であった。それ

が67～72年には、繊ﾙlli・衣１１１か皮〕ＩＩＥ産業に移り、非金属鉱物製品はもはや成

長業種ではなくなっている。しかし、この繊ﾙlIi・衣１１Ｍ．皮jIlIL産業も72～78年

になると、機械・金属力|[|:産業には及ばず、成長産業はこの段階から１１ｔ化学

工業に移行した。７０ｲﾄﾞ代は、同じ製造業でも成長産業が11雌[:業から１１ｔ化学工

業へ脱皮した１１制川であった。第１次オイルショックには全く動じる様子をみ

せなかった鮠|玉|も、1979ｲﾄﾞの第２次オイルショックは、エネルギー多1111費型

表2-2-2製造業業ｲｉＭｌｌＬｌ２雌成長率のＩＩＩｉ移 (％） 

業種

食料・飲料・タバコ

繊緋・衣１１Ｎ・皮jY1：

木材・liil製1V，

紙製,'１ｈ．印11111111版

化学製１Ｉｉ１１

非命ｌｉｊｉ鉱物製品

１次令凪

機械α金属川1I

その他

平均

1963-67 

１０．５ 

１９．４ 

２０．７ 

１２．６ 

１９．９ 

２８．０ 

９．７ 

１６．７ 

－１．４ 

１２．８ 

83-89 

8.1 

６．０ 

７．８ 

１０．６ 

１０．６ 

９．０ 

９．５ 

２１．１ 

７．４ 

１２．７ 

1８．２ 

２９．７ 

１６．９ 

１４．０ 

２０．９ 

９．４ 

２２．０ 

１５．２ 

１９．３ 

２０．０ 

１５．１ 

２４．９ 

１３．３ 

１５．２ 

２０．６ 

１６.６ 

３７．９ 

５０．０ 

１３．７ 

２６．６ 

６
２
７
６
２
１
０
３
０
９
 

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 

７
７
０
８
７
８
８
０
５
８
 

１
１
 

lll所）ＴｈｅＢａｎｋｏ［KCI･ea,ＥＣＯ"o"ﾉﾉＣｓ/α/Ｍｃ"／Ｙｂ”1W)()ん，１９７９，９０．
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の)紫業榊造へ移行していたので大きな彫粋を被った。７８～83年は、各産業!と

Ｍｌｌｌし並べて低成長であった。その''１でも'IlIi-、1次金屈が高い成長率を維

持した。そして83～89ｲﾄﾞのj011111には、ＩＭＬの景気|Ⅱ|復と1%(１１１１、｜正I際金利、為

替の「三低」効来によって機械・金li]il〃''二l:)曜業が糊玉|のもっとも成焚率の高

い産業となった。

製造業は、1960年代の鉱)紫,１，１，，６０ｲli代木から70年代iii半のI峰]ﾕ業、７０年代

'１１雛以降の正化学工業とその'ﾉﾘ容を大きく変化させてきた。とＩ)わけ85年の

Ijil代'二lmllIl1のカナダTl7場へのjIilliiIl｣,の成功は、姉|玉ljliiliill11製,lii1iのイメージを大き

く鞭Ｉ)変えた。また87ｲliにＶＴＲを｣|ﾐ産して１１本に輪'１１,したことは、糊玉|製

,'ii1,イコール機械製,１１１１，というイメージをiilll)」1げるのに成功した。このように

純|玉|は、今l」まで成長の'''心となる業柾を変化させて、灸体で高い成長を維

持してきたのである。

（３）第３次産業

製造業の成長は、節３次雌業とその就業柵造にも大きな影響を｣うえた。経

済が急速に成長した結果、1970ｲli代半ば以降労Iji1lﾉﾉの不足がｌｉ１Ｍ化しはじめ

た。労IiM1ﾉ｣不足は第３次瀧業に影粋を及ぼした。ＩﾀﾞI|えば、それまで若ｲは;子

労側者が集｢|'していたｲ|》|人家Ｊ|Ｉサービス業、すなわちお手伝いさんが80年代

の初めにほぼil1i減した。しかも80ｲ|ミセンサスでみると、イゲヰ女子･の進学率が

－Ｍしている。このことは、お手伝いさんとして浩年女子が労Ilill化する必要

がないほど家計が豊かになったことを意味する一方、女イにも教育投資でき

るようになったことを意味する。

節３次産業の変化を1りぴ表2-2-1からみると、節３次旅業は70年代半ば以

降の建設業の成良、８０ｲﾄﾞ代｣|きば以降の金lW1I1・保険・不勅産業の成長が|」につ

く。とくに80ｲli代半ば以降は、証券投査がiiIi苑となり金IMI・保|脆・7Ｗ)産業

が大きくシェアをｲ''１ばした。就業人|]のシェアからみても、金Wi1ll・保険・不

軌産業のそれが噌人している。

注'三|されるのは、’'11i報処ＩＭｆ業の成｣量である。まず情報処]HlllA1係の企業数

が、1989年８)]木Ijilｲliで615社あＩ)、対iiiiｲＩｉ比で33％j1lViｶl1していることであ

る。これらの企業は、従業、30名木iilIIiの企業が66％と、多くは'１１小企業であ
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るが、急速に成長している企業が多い。ソフトウェア・情報処１１１１産業の89年

の４'三産額は、３３億ウォンと対iiiiｲ|ﾐ比で37％｣Ｍ１力|Ｉしている。｜正||ﾉＷフトウェ

ア|刑発の識録件数は、14541ﾉﾄと対前ｲ'2比で75％哨力ｌ１し、８７年に比較すると９

倍以｣この哨力Ⅱがみられる（灸|正|経済人迎合会［1990])。

卸小売業の般近の11i)llfilは、１'j貸店、スーパーマーケットの成及と一般の小

売業の停滞である。１'丁貸Ｉｉｌｉでは、衣類の販売紬が'''心となって成長がみられ、

スーパーマーケットは食料,'１１１，の販売がｲ''１びている。支払い方法としては、百

貨店が、現金とカードによる支払いが約半々を占め、スーパーマーケットで

は91％が現金支払い、小売1117ではほぼ１００％ﾘi1余である。小売店が、スー

パーや百貨店にシェアを奪われる形で停滞しはじめている。

証券ブームは、証券)鮒liのj1iill川、その影響としての地Iilliの]ｴｹﾄといったさ

まざまなFill作川をもたらし、８９年の大暴落によって終｣'1符が打たれた。しか

し、金融の|玉|際化はﾈｨi実に巡行し、金剛1．保険・不lij11雅業が今後とも成長し

ていく業種であることは'''１迷いない。

３'１ｋ業iill細の充実と''１小企業の成長

鯨国経済が高い経済成及率を維持しつづけることができたHl1lIIの一つに、

大企業がその資金をilW業ＩＩｊｉ款に依存したことが挙げられている（谷浦

[1989])。その結果、楜玉|のilif業組織の特徴の一つとして、大企業主導型が

いわれるようになった。｜ﾀﾞ|lえば、1990年の_上位50大企業グループの売｣弍高は、

ＧＤＰの103伯である。」三位１０大企業グループでみても、ＧＤＰの76.8％を占

め、さらに_'二位三人企業グループの三品、】i1代、ラッキー金ｈＬでも、ＧＤＰ

の48.6％と|ゴ大で､あるといわざるをえない（経`港能馴i)｢究所［1991])。韓国

が11ｲ閥主導型経済といわれる所以である。もっとも、これら大企業グループ

の'１１には、もちろんDJ模としての'１１'Ｍｒ業も含まれている。ここで述べるに|’

小企業は、従業員300人米iiMiの企業をいう。郷|正|の''１小企業の概念は、その

時代によって異なl)、５Ｍえ代にはおおむね50人未iil1liの企業を''１小企業として

いたが、６１ｲ|ﾐに５人以｣1100人未iiMiと決められ、その｣主眼が73ｲI<には200人未

満、７７年には300人＊iil'liと徐々に拡大してきた。以1〈では、統計上72年まで
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を従業員200人未iiMiの〃A模の企業、７３ｲ|え以降については従業ji300人未iiMiの企

業を'|''Ｍご業として述べる。ここでは、’'１小企業介般というよ})も、組立大

企業のサポーテイング・インダストリーとしての''１小企業を'''心に糠国の産

業組織の変化について述べる。

（１）中小企業の国民経済的位置

鹸初に付ﾉｌ１ｌ１｛illi｛１１１〔に,!iめる大企業と'1'小企業の;!;||合の変化から見てみよう。

表2-2-3は、鉱l:業における'１１小企業の付jIllIllliｲ|/〔などに,liめるシェアの変化

である。1969ｲliから72ｲ|きまでの状況は、-11|して'１１'Ｍｒ業の付力'1｛llliｲllHが減少

している。７３fIi以降、統計の採り力が異なるので72イドと73年の''１１には大きな

断絶がみられるが、７３f'三から今１１までの傾向は、７６ｲ'２までのシェアの低~|､.、

76年以降の微liliIWi向というように分けることができる。したがって、’１１小企

業の付力１１｛llliliHに,!iめるトレンドは、７Ｍiまでは減少ＩＷ１ｌ(,l、それ以降は微jllｳ傾

向と、７６１１iを契機としてlliji<換したといえる。

’'１小企業の二'1業所数でみると、絶対数では、６０ｲli代のj'i杣Ⅱ、７０～75年の減

少、７６ｲ|ﾐ以降のｊＷ１ｌ１という何iliLilがみられる。しかし、大企業との比率でみる

と、７７年まではその比率が減少し、７８年以降やはり徐々に｢'１小企業の比率が

増加している。従業員の榊成でみてもこういったIWilfilがみられ、’'１小企業の

従業員比率は、７６年まで－１(して減少IWilhlにあったが、７６年に減少に歯｣|:め

がかかり、微墹にｌｌｉえじた。

以上のように、７６～781rを転機に、’'１小企業の付力Ⅱｲ111i他比率、事業所比率、

従業員比率が－Ｍしはじめたのは、この'1棚lから柿国のlif業柵造が重化学二［
＊ 

表2-2-3’'１'ＭＹ業の

。

注）＊1963～72《|§は、５～199人の規模、l973fl1lﾕ脚は５～299人の規模である。

}I}所）維済企iUil院「鯨lIil統iilｲI:鑑」1964～90〈1K。

6３ 6７ ()９ 7(） 7１ 7２ 7３ 7４ 7５ 7６ 

１９ ８８ １９ 
７ ６ ２ 

６ 

８ ・３・６３２ 
６ 

５ 

２３.`１ 

９８．３ 

382 

5８．８ 

8２ 

3９．３ 

2４．５ 

９７．６ 

429 

５Ｌ８ 

1２６ 

､６ 

2３．４ 

７．１ 

422 

`１９．０ 

1５７ 

２８.(） 

2２．７ 

7.(） 

２ 

4().２ 

2７．９ 

2２． 

､６ 

`＃１１ 

4５．３ 

2５１ 

2７．９ 

2２．６ 

7.0 

()3９ 

4６．６ 

`!()９ 

3(1.0 

２Ｌ８ 

､５ 

5８１ 

4４．８ 

583 

3１．２ 

2１．９ 

９６．２ 

649 

4５．７ 

896 

3１．７ 

2３．９ 

９６．２ 

757 

4４．１ 

1.223 

3０．０ 

指標

事業所数（10()0）

構成比（％）

従業fi数（｢･人）

構成比（％）

付ＤＩＩ(lIil1d(10億ウォン）

榊成比（％）
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業化政策によ')、ｌ隆二I:業からlii化学]i業へとシフトしはじめたことと無関係

ではない。

1989年における製造業''１小企業の設立年次Hllの特徴をみると、従業員19人

以下の'ＭＹ業の場什67％が80ｲﾄﾞ以降の設立で、２０人～299人の''１企業の場合

59％が80年以降の設立で､、７６ｲ|ﾕ以降を含めると82％が含まれる（商工部

[1989])。IITl在ある１１１小企業の多くは、７６年以降設立された企業である。

業穂別の設立ｲli次HllZl1業所数を衣2-2-4に掲げた。このなかで、製造業全

体の割合よ'）もiiljいり}||谷で80ｲ|え以降設立されている業７１iili【は繊維・衣１１１（・皮革

業と機械・金属川二ＭI立業である。したがって、８０年代に''１小企業の増加し

ている業秘は、この２業柧であるといってよいであろう。この２業机の''１小

企業の設立がｊＷⅡＩしているTIﾃ最には、１く請け企業のji杣|l、あるいは-|､請けと

いう榊造ができつつあるということが背景としてある。繊維・衣'''１．反jYf業

の下記jけ比率は「ﾄﾞiii1iけをしている」リｉｌｌ谷が76％、機トル金屈）lⅢｴﾄﾞM1立業の

場合79％と製造業全体の67％よりもはるかに高い。

とくに、７６年以降、１１ｔ化学｣:業化政簸によって機械]:業育成にﾉﾉが注がれ

たが、この下請け部,Ｉ１ｉ１,）l)||」:型の''１'ＭＥ業の育成にも力を入れたことが効采を

表しはじめたためとみられる。1/fl知のように、機川雌業は、広範な)曜業関連

効果を持ち、多くの部,１Ｍ&業を柵111Fとして持っている。jlMtl通|の機jIwMi業の発

展は、日本から主要部１W,をliilii人しながら成長してきたが、その一方では、部

１W,の|玉|産化にも努力が払われてきた。部,１F,の|正|睡化は、ｉｉｉⅡｎ企業の内製化に

よって行われたばかりでなく、「''１小企業系列化促進法」（1975ｲ|え）の制定に

みられるように、政府の'|''ＭＹ業卿11部品メーカーの保誠・育成政策の一環

シェアの変化

７７ 

２５．６ 

９５．９ 

８８３ 

４６．０ 

１，８１５ 

３２．４ 

８０ 

２９．８ 

９６．６ 

１，０００ 

４９．６ 

４，１６８ 

３５．２ 

８１ ８２ 

３５．８ 

９７．３ 

１，１２９ 

５３．８ 

６，２６２ 

３６．２ 

８３ 

３８．２ 

９７．４ 

１，２１４ 

５４．８ 

７，７６８ 

３７．１ 

8６１８７ ８８ 

５８．６ 

９８．０ 

１，８０４ 

３７．８ 

２０，５１８ 

４２．４ 

８９ 

６４．４ 

９８．１ 

１，８８４ 

６０．９ 

２４，７１８ 

４５．０ 

２８．７ 

９６．２ 

９９３ 

47.0 

2,859 

３４．９ 

３０．７ 

９６．５ 

1,013 

４７．８ 

３，２４４ 

３５．２ 

３２．４ 

９６．９ 

１，０４５ 

５１．１ 

５，３６２ 

３４．８ 

４０．５ 

９７．５ 

１，２８７ 

５４．９ 

８，９６０ 

３６．３ 

４３．０ 

９７．５ 

１，３６８ 

５６．１ 

１０，０５９ 

３７．６ 

４８．９ 

９７．６ 

１，５７８ 

５７．６ 

１２，８３０ 

３９．０ 

５３．１ 

９７．６ 

１，７１９ 

５７．３ 

１５，９９５ 

３９．４ 
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表２－２－４１１１小企業の設立ｲ|ﾕ度Hllｴ|(業ni数 (％） 

１９８６ 

～８９ 

３２．２ 

１５．６ 

３５．６ 

２７．６ 

２９．１ 

３６．０ 

１６.４ 

２２．５ 

３５．２ 

４５．７ 

業椰

製造業合計

飲食料,V,業

繊維・衣１１Ｍ．皮hl1i業

木製,W,．家具など

紙・I:'11111．’１１版業

化学・石illl・ゴム業

非金属鉱物業

１次金属製,W,業

機械・金mMlll］:ﾎﾟＭ：

業

その他

３
９
 

●
●
 

０
１
 

２
１
３
８
 

■
●
●
■
 

０
０
０
０
 

７
０
４
６
５
１
５
４
７
５
 

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 

０
１
０
０
０
１
０
１
０
０
 

０．４ 

Ｌ８ 

０．４ 

０．６ 

１１ 

０．２ 

１．６ 

５．９ 

０．５ 

２．２ 

３．２ 

１．０ 

２．１ 

３．３ 

７．６ 

３．２ 

４．７ 

２．６ 

３．０ 

１．８ 

４．５ 

２．４ 

４．２ 

８．８ 

１８．８ 

９」

８．８ 

８．８ 

８．７ 

１４．１ 

７．１ 

５．８ 

４．７ 

20.7 

23.1 

17.2 

12.6 

26.5 

25.9 

27.９ 

２５．５ 

２０．５ 

１６．３ 

８
２
３
４
０
９
０
０
６
４
 

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 

１
４
３
１
８
３
７
８
３
７
 

３
２
３
４
２
２
３
３
３
２
 

７
２
 

●
■
 

１
１
 

１
Ｉ
 

０．２ 

ｕ１ 

０．４ 

０．２ 

0．１ 

０．１ 

０．１ 

０．２ 

0.4 １．１ 

１．０ 

注）横計を100とする。

11,所）商]二部「''１'Ｍｒ業実態調盃拙!｢書」1989ｲ|き゜

表2-2-5系列化指定業種数と,Inl1l＝|数

折標
９
５
仙
師
印

７
 

１
 

９
 

１
 ８４ 

４４ 

１，５５３ 

３９５ 

２，４８７ 

８７ 

４１ 

１，１９９ 

３３７ 

２，１８８ 

hliI 
lIlli旦一Llil Llilll 

業祁数

,７１１二I数

親企業数

下誠け企業数

出所）脈業ｍｉ究院［1989]。

としても11)<')jlMlまれてきた。これは、系列部,Iii11を指定して、その製造につい

ては''１小企業の専|Ⅱ1分M｢であるから大企業が参入できないとしたものである。

その効果もあってか、￣ﾄﾞ請け企業が76ｲ}三以降徐々にj1ilDl1してきた。表2-2-5

は、「'１１小企業系列化促進法」によって系列化指定とされた業種と品目数の

変化で､ある。

指定業祁は79ｲIﾐから84年までに約９｛Pf、指定品'三|数は|司じj011II1に約37倍jil

加し、下請け企業数もこの'''１に延べ約16傭に1ＷⅢしている。このように多く

の,Vll1を指定して''１小企業分野と定めた結采、’１１小企業の領域がI呆謹きれて

'１１小企業の企業数、付力'1｛l1limが上昇してきた。実際、ｉ１ｉｌ機・機械産業の'１１小

企業で下請けに依存している企業数は多いだけではなく、下諦け依存率も高

い。電機では11k光の40％が下請けであＩ)、一般機械も43％、輸送機械は66％

と1▽請け依存比率が高い。
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１'１小企業の比菰が、主に機ＩｌＭｉ業の下請け企業のjW1l1による拡大という性

格をもって増えているので、他irliにおいて部,W,などの|正|)曜化率の上ｻﾄが随伴

している。商工部の輸入代替計凹では、このような方法によって1991年まで

に機械部,1171,産業の4400,1,i1,'二|、flii子fu気部,liT1138591W1ll、機械のl930iW1lZ1を輸入

代替するとしている（1雅楽Ｉｉ１１究院［1989])。

（２）電子産業の事例

電子産業は、林'五|の代表(|<｣機械朧業である。電子産業の発股の特徴と|玉|産

化率の上昇、ｉＭ[立メーカーと''１小Wll1W,メーカーや~l〈請け企業との関係をみる

ことで、産業組織の変化の一端を垣||M凡てみよう。

最初に電子産業のl玉UlLli経済(l<｣を位置づけを表2-2-6からみると、1988年に

は、電子製,liiI1のDljillllII総緬に,!iめる！}||谷は25％に達し、林'五|の代表的輸出品|］

の地位を占めた。

緯lIilの電子産業は、1959年に金』i1.社による真空符ラジオ受信機のﾎﾟll立生産

に成功したことから始まる。６０年代に入って、狭い国|人１１'７場では、舶来,lii1iの

ラジオが市｣;鋤を)i1ili巻していたために、６１年に「外米,ｌｉｉ１１ｌＩｋ売禁｣'1法」が制定さ

れて圧|産化が可能なラジオ部,IiiI1のjliiii入禁jl1と特定外米,1,1,1仮売禁｣上柵置がとら

れた。この結果、ラジオ部,'ｉｉ１１であるコンデンサー、抵抗器、スピーカーなど

の部１Ｍ=産工場が設立された。

1962年には、ラジオが鮠lEKlflii子二[業の製品として初めて輪１１１，された。６６年

にはＦ１黒テレビのjllll立2Ｍkが|)}]始された。｜司年、アメリカのシグネティック

ス社とフェアチャイルド社が100％投資のイ参会社を設立し、６７年にはモト

ローラ社が進出しトランジスタ、ＩＣの組立生産が|鼎Ｉ始された。１１本企業の

進lPlでは69ｲ'三に東芝がトランジスタ生i韮を、三洋f１１機がトランジスタ、テレ

ビの41三産を、「1本f(i気がブラウン符の生産を|}}l始した。

電子産業のL'三産l11i移からみると、1981年には、雌業)'１樅械が13％、家庭用

機器42％、部品45％の柵成になっていた。８８年になると、産業111機械'9％、

家庭Ⅱj機器39％、部１'１i1,42％といった推移を示し、雌業川機械の;l;||合の増力'1と

部品、家庭川機器の割合の低~|､11Jilfilがみられるものの、発展の'''心は部,lli11産

業であった。
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表2-2-611iiイブ雅楽の輪Ⅱ１，．シェアの拡大（IOCﾉﾉ＄）

８８ 

１５，１６２ 

２５．０ 

通子製,W,輪IlWWi

輪Ｉｌ１ｌｌｉｲ｢率(％）

１１１）轍ｌＩＩｌｌｌＴｲ｢率＝i1jLY･製IIij,輪llWWi／総輸||伽

(1)所）１Ｗ･工業冊i興会「輔lIilのfIiiY1砿業」1989,90ｲIを。

表2-2-7資本の形態HllのLlz朧等の状況（％、括弧lAJrTノノドル）

ノ>Ｌ
ＩＵ iil 

86 

100(3,691） 

100(1,630） 

100(1,568） 

100（435） 

４４．９ 

８０．８ 

8６ 

100(1,221） 

100（458） 

100（475） 

100（311） 

３７．６ 

７６．５ 

11Ｍ： 

輪ll1l

lll1恢輸lll

TIillR 

輸川依存度

海外１，襖依存度

3９．８ 

２３．９ 

６０．０ 

３７．６ 

２８．７ 

８９．１ 

1３．４ 

３５．１ 

８．４ 

０．１ 

９８．２ 

１Z2.5 

1２．９ 

２４．８ 

３．７ 

０．２ 

９２．１ 

９９．７ 

4７．２ 

５１．３ 

３６．３ 

６２．２ 

６４．６ 

８８．１ 

4０．１ 

３６．５ 

６９．７ 

４１．０ 

２９．７ 

８８．７ 

4０．５ 

２８．４ 

２１．９ 

５８．９ 

２６．３ 

４７．４ 

注）輸出(Ｍ:度＝輪ｌＩ１ｌ／/Ｍ:、１１(j外需要依ｲ股＝（輪'''十llIlllii輪''１)／化

{'１所）産業研究院［1989]。

表2-2-8家１Ｍｲ|:'１１１ﾙﾉﾉ業全部,ＩｉＴｌ１ｌⅢ1発（]986ｲli）

三』iＬ竜二｢・

lllA1会

126(170） 

800億

850181 

900億

156億

ハリノ会

136(178） 

9381i1i 

l,O15IllIl 

l,038億

267億

協宇会

１１１（130） 

272億

2921A1 

382億

９５億

177億

lｌＩ力会

（ＤＩＩ人業体数）

資金文援

部ＩＷＩＩＩＩｌ発

輸人代併効果

１%（（llIiHii減

1,056億

900億

1,000(M１ 

ノ)、
ｌ~Ｉ iil。

８７ 

年

注）lili弧|ﾉ､]は1987ｲ'１３）１１１.ｲ１１の業体数。

１Ｍi）脈業Ｉｉ１１究院［1989]。

表2-2-9売_MIiに対するＲ＆Ｄ文lLI'１の割合

８６ 

１．３５ 

１．６３ 

８７ 

１．５２ 

１．８３ 

８２ 

０．５８ 

０．６５ 

８３ 

０．６６ 

０．８０ 

８４ 

１．０３ 

１．３０ 

８５ 

１．２３ 

１．５］ 

８０ 

０．４７ 

０．５０ 

８１ 

ｑ５４ 

ｑ６７ 

1９７９ 

０．３１ 

０．３３ 

全産業

製造業
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そこで電二｢･lIlll品瀧業のｲｶﾞ造をみると、lIfll11ii1,企業の資本の)|ソ態別にみた企業

数は、1986年の合計398社の内訳では、鰊|正|安本270社、合弁資本95社、

100％外国資本33社である。舟Ｍ１,)藍業の企業数は、ｌ王倒(I<｣多くの蝉|玉|安本企

業と、その半数以下の外|;lil資本企業によって柵成されている。

表2-2-7によると、／|ﾐ)龍に''1めるlliltl玉|資本の！}||合は、５０％以~'ずであＩ)、合

弁と外|王|資本の生産が50％以｣こと人きなﾘﾄﾞ||谷を,!iめている災態が理解できよ

う。しかし、合弁・外|]Rlrii本ともにその生)韮のシェアが低下しつつあ')、林

同資本が急速に拡大しているのもzl醜である。１１１子部,１Ｍ:業の生産の特徴は、

合弁・外査主導型からIXj族資本主導へとその'Ｍｉの比Iirを移している。

jliiii,Ⅲ,の状況からみると、外|玉|資本は、'１i朧の大部分をlliiiill1,し、｜玉|内lu)(売は

無視できるほどに少ない。外|玉|資本の場合には、100％iiiiiill1Iを条件として進

出してきたオフショア１Ｍ企業がほとんどであるためである。合弁資本の場合

には、「111:接Dliiiillllの割合よりもｌｌｌｊ接jliiii,''１，のi1ill谷が高い。こうした合弁安本が、

蝉|玉|資本セットメーカーのための部ＩＷＭｆに人きな役;ｌｉｌｌを来たしてきたこと

がHIl解される。しかし、合弁資本のｊｉﾙ谷、ｉｉｌ１:接・'''１接jliiiilll1の双方が低下IlJilhl

にある。これに対して、成長が顕著なのは、純|正|安本である。綿|玉|資本の生

産に占めるﾘﾄﾞ||谷は、８１ｲliの41％に対し86ｲＩｉには47％と成踵しているばかl)で

なく、ｌｉｌ１:接jliiliillIの割合の｣ＷⅢとともに'１１１接jliiliill11の;ｌｉｌｌ谷もｊ１１初||している。した

がって輪{1,依存度も大'１Mに噌力|'し、Ｉｉｉｌ外需要依存度も山川I<ｊに増力Ⅱし、純'五｜

資本のこの'''1の成長の大きかったことがうかがえる。

このように氏族資本のIIill11ii1,メーカーがﾉ｣をつけてきた背景には、セット

メーカーの努力もあった。主要電イ･セットメーカーに'二|をｊｌｉｘじてみると、

1980fIi代初めから、表2-2-８のように、各企業とも脇ﾉﾉ会を作って、部,Iiil11､・

諸けメーカーを育成し、パｌｌ１Ｉｉｉ１１ｌｌﾄ1発、jIiii１人代稗、原{illi節減をはかっている。

セットメーカーが脇ﾉﾉ会を結成して、｜玉||ﾉﾘで部品調達しようという努力は、

1979年に'二1肋''１メーカーのjulliMUj]|Iが始めたのが岐初である。地イ･メー

カーでは、三』』電子が81ｲﾄﾞに協力会を結成したのが妓初で､あるという。８３ｲIえ

には金足社が、８４年には大字電子が絲成し、総じて80年代iiii半に取り組みが

始まった。この結果、｜玉Ⅱ人lでの調達率は徐々に｣二鼎しはじめた。

部,IMf業育成による|玉脈化の効来は、岐終需要が111t位１１W川することに



１２６節２篇経済成艮と脈業・労Mill総済の腰|Ⅲ１

よって誘発される輸入（輸入誘発係数）が、機械金属製Ｉ１Ｉｉｌ１において低1〈傾向

にあることからも知られる。lliiii入誘発係数は、1975年の0.43から80年の039,

85ｲＩｉの0.38へと少しずつ低下している。とくに85年の11崎以降は、このIiJi向

に－ﾙｲの柏''1がかかっている。あるセットメーカーによると、８６年の部,W,調

達の|正|産化率は80％と85ｲliの65％に比j鮫して15％も」iｻﾞＩしたとのことである。

４技術導入から技術立国へ

生産技術を主に'三1本から禅入して労Ilill集約１１０工程を担当するという方法で

成長してきた柿国であったが、1980ｲ|そ代に入り、’'－１小企業の育成と部,Ｉｉｉ１１の|王｜

産化に力を入れるようになり、’'１小企業の付力llIllli値が徐々にjWｶl1し、大企業

と'１１小企業との分業関係がしだいに柵築されはじめた。また技術輸入環境の

変化によ')、｜当I主技術|)'1発が政府ならびに氏ｌｌＭＥ業においてＭＭに|唱えられ

るようになった。

柿|玉|は、1966年に外資導入法をIIilI定し、７０ｲﾄﾞ代初めまで外|正lil1i:接投資へ依

存することによって技術（!'搬技術や経営のノウハウ）を資本とともに一括

して導入してきた。」し体的には、７０年代初めまでの米国や１１本からのil1l:接投

資が初j0lの経済成長の大きなﾉjとなった。と')わけiiI接投資の'三１本への依存

は大きく、1962～88ｲIiまでの外国人Ⅱ'[接投資に,liめる'1本の：Ｉｉｌｌ谷は、投資金

額でみて合計59億ドルの52％を占めるものであり、米|正|の27％をも大きくリ｜

き離している。

illI接投資の場合は、設Iili、技術などが一括して持ち込まれるが、l970lli代

半ば以降の１１t化学二l:業化は、ｉｌ１１:接投査よ'）も、技術導入を雅礎とした氏族資

本が'''心となって行われた。ｌＸｌ２－２－ｌは、jIiil躯|の技術導入件数の机手|玉lHll推

移をみたものである。件数からみると、’１本が米国を抜いて圧倒的に多い様

子がはっきりと示されている。金額でみた場合には、これが逆転するのであ

るが、このように1｣本から多くの種類（ｲﾉﾄ数）の技術を導入した結果、この

後の成長は、４１重産設Iilli・素材・部,W,供給雅地としての1]本に大きく依存して

成長することになった。４１ﾐ雌のための設OIliや部,IiiI1の供給基地としての'三１本は、

韓|玉|の継済成長の条件として欠くことのできないものとしてビルトインされ
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図2-2-1ネ''千|正Ⅱ111技術導入件数のＩ化移
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たのである。

技術の対|]依存が|｣糠の貿易収支赤字のljl(|X|となること、ならびに近ｲ|：、

｢１本が技術輪'''１にil1lIiIiiIりであることなどから、UilｲＩｉ、蝉|玉|では技術|)'１発に対

して今までにない投資を始めている。

表2-2-9にみるように、光_上げに対するＲ＆Ｄへの投資比率がこの８ｲ|ﾐｌｌＭ

に５１肝に１W１人し、とくに製造業の場谷には６情近くに１W大している。これを

|]本と比)|攻すると、1983ｲﾄﾞの|]本の売_上げに対するＲ＆Ｄへの投資比率が

１．９７（製造業では2.31）であり、ｊｌ(ili【|玉|の87ｲⅣ)製造業の比率に近い。１１本は、

その後、｜両I比率を急速に商め、８７年には3.14（製造業2.59）となっている。

技術に対する投資は、政府、hLllIlともに最I1r要課題として収')ﾎ|'んでいるの

であるが、これがllIl際競ｲﾄﾉﾉとしてｉｉＩｉ実するにはまだ'１判''1がかかるであろう。

５むすぴ

林|工|の経済成長が、１藍業榊造の高度化と高付川lli{in化、）韮業糺I繩の充実に

よる|玉|産化率の｣ｴｹﾞﾄによってもたらされたものであることを述べてきた。こ

れを支えたのが'１本の技術Ililiil,Ⅱ１，であ|)、設IiIli・部,ｌｎ１１のjliiiiillj,であった。しかし、

糠|正|は今や技術立'二Iilを'二|指し本格的に技術投資を始めた。ところが、ここに

－つの撹乱要lklがある。］985年の'１１商以降に顕著:になった|]系企業の東南ア

ジア進'11,は、題イ･産業を'''心とした新たな部,１，１１，供給基地をそこにつくった。

そのjliiiillllIllli格は低Illli格であり、，1,,1,質“しい゜これはiiiltl正１部,1ii1lRif業にとって予

想を超えるものであった。他方、８７年以降の韓国労Ｉｉｉ１Ｍ什述11iﾉﾉのlLI[|Ｉ化は輔

同の賃金を一挙に割ihjにした。したがって、低賃金に依存していた産業は、

一斉にiiil外に進Ⅱ!,しはじめた。このように投盗が11|境を超えはじめると、こ

れまでのように系列化政策が有効に効采を持つとはllNらない。まして、これ

まで|米誕育成されてきた''１小部,1,11,メーカーが、｜玉|際競争にさらされて今後と

も41：き残れるかどうかはわからない。

ｌ]il際分業は、來南アジアを巻き込んで広範lIIに腰|)|Ｉする様）H1をはっきりと

みせている。これに対し、糊玉|がどのような分りPに比較優位を持って|]本と

すみわけを|叉|っていくかまだ'ﾘ|らかではない。
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第３章労働経済のダイナミックス

ｌ労Iilillノル扉１１１．賃金の変､))と「ｌｌｉｘ換点」

（１）労働力人口の急増とその要因

韓|玉|の労|動力人｢1は、lxl2-3-lのとお})、「経済iililIi)１人|｣調査」が始まっ

た1963年以降、３０ｲ1三近くの'''１に830〃人ほどからl8007j人ほどまで２倍以上

に増大した。このlWjl1は、１１０t後あるいは途｣二|玉|に共jⅢした｣|(産ｲﾄﾞ船人ｕの箸

１１Wによって支えられている。しかし、この'''1にﾉＭｉｲliM6人|」に対する労|助力

の比率は55％ほどから58％を超えるように多少｣ニナＩしてきている。このよう

な労働力率の11i力きには、プラスとマイナスのiil,i要|人|が作１１]していたはずであ

る。すでに第１章でもみた進学率の上外は大きくマイナスに作Illしたはずだ

が、それをI｣Ⅱ|るように戦後４１{まれの杵い人々が労Ili1lﾉﾉ化した')、伝統的に

労働力率の低かった女性の労llil1ﾉﾉ化（Ｗ［1988]）などがプラスの作１１１を及ぼ

したのだろう。さらに、こうした供給サイドだけのlli)}きて､はなく、この間の

需要墹大による雁川機会の拡大も、労Uillﾉﾉ供給を誘導しているに逆いない。

こうした労|､１１カ人１１から失業を除くと就業人口のji))|ｲ,1がわかるが、これも

ﾂﾅ勘ﾉJ人'二1とほぼパラレルに墹力Ⅱのトレンドを辿ってきている。だが、

83～84年にiil1方とも多少IiMt少したのは、すでに鋪１章でもみたように、第２

次石１１１１ショック後の１１t界|両１１１;Ｗ《況の波及によって炎賛成催が低]化、就業需

要が一時ｉ１<｣に紺i小したためである。それに対し88ｲＩｉ以降も爽質成長が低落し

ているのに労働力や就業がhWﾉﾉ|ｌしつづけているのは、のちにもみるように、

[１本などと'771様、第３次産業化やサービス経済化が、近年杵し〈なってきて

いるからであ')、それだけ絲済成艮に対する就業・雁111のﾘlli力性が噌力||して

きていることを示している。
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図2-3-1ツナlliIノノ・失業・lL1'尚業・WiI111の変動

万人

1，７００ 

1，５００ 

1，３００ 

1，１００ 

９００ 

７００ 
)111111労Ｉｌｉ川

500 

300 

100 

６３６５６７（;９７１７３７５７７７９８１８３８５８７８１)ｲI2 

lll所）綿済企l1Iil院「綿済iil刷り1人１１ｲlH報」196`|～90ｲ|：。

図2-3-2就業''１の雁''１シェアと労llillﾉﾉ''１の失業率の変りiﾉノ

％
刀

Ｅ＝1111111比率

O￣Ｏ－ｏ－Ｃ 
ｌ１ｆ 

ｌｌｌ５０ 
１上
率

句￣Ｏ－ｏ－ｏ－ｏ－Ｃ

失
業
打

％
８
６
４
２
 

【
】

ｏ－ｏ－ｏ－ｏ－ｏ－ｏ－ｏ二○一ｃ

ｏ－Ｏ－Ｏ二○
3０ 

Ｕ ０ 

６３６５６７（;９７１７３７５７７７９８１８３８５８７８９イ'三

''1所）締斤介|ｉｎ院「絲済iilMi)１人lIilLiltll」｜｛岬I～90ｲli。
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（２）雇用拡大と失業の縮小

こうした就業人口から、家族従業打も含めた'二l営業の就業を除くと、雇用

労IiiI者数がえられる。この30ｲ|え近くの|H1に、ｌＬｌ肯就業も5207J人ほどから720

万人近くにj1iil加したが、辰１１１労lill者･数は240ﾉﾉ人からl()００万人を_Ｌ|｢'１|)、実

に４１卉以_上にも哨人している。経済|)}１発計、のスタートとともに加速化した

工業化、とくに70年代以降強行された爪化学]:業化によって、就業榊造のい

わゆる近代化がいかに著しく進んだかを示している。｜叉|示したとおり、第１

次イニiilllショック''１から70ｲlA代木にかけて、扉)Ⅱの拡大が一段とDl1速したこと

がよくわかる。しかし、節１職でもみたような過剰投資の訓幣によって、

79～80年には扉111は多少減少したが、その後はさらに一段と力Ⅱ逃しつつ増大

しており、近年は人手不足が深刻化してきている。

このような労働力などの変1ｌｉ１１のなかで、(1)なんといっても411ｷ以-12にも箸

1Ｗした雇１１１拡大がもっともh11ii杵なﾘﾘﾉlfilを示した。その結果、ＩＸｌ２－３－２のよう

に、就業のなかのjWK川シェアは30％を多少」｣iTlる水準から60％近くまで拡大

してきている。(2)これに対し、雇)'1以ﾀﾄのlLl尚就業を'''心としたインフォー

マル・セクターなどと'1平ばれる低所得などの不完全就業分111]|；（表［1983]）は、

就業'''70％近くにも達していたのが、しだいに縮小し、８０年代に入ると50％

を切り、４０％ほどに低下してきている。(3)しかも、近年の'二|営業などの零ﾎﾟｉｌ

企業の就業は、大企業などの技術料がスピンアウトして脱サラした部分や、

ソフトハウスなどの新しいサービス業や、人郁ＴＩ丁のＩ１ｉ宅不足などによって不

動産屋なども増えつつあり、liI的にも変化しつつある。

こうした)雇川増大とそれによる就業榊造の近代化などのなかで、失業率は

著しく低]北てきている。｜ﾇｌ７ｋしたように、６０年代の初めには８％以｣二にも

達していたが、８０ｲli代末には2.5％慨嘆に低下している。すてにみてきたよ

うに、６０年代後半は経済開発ｉｉｌｍがやっとＩ|りし道に采Ｉ)、輪１１｣,などが箸噸する

状i兄のなかで、扉川比率がllUiiilHIにヒゲＩしたとlTT1時に失業率が４％近くまで低

下した。ただし、６０ｲlﾐ末にはilf款経済のもとで不採ｉｉ１:企業'''1題が多発し、失

業率の低~ﾄﾞにブレーキがかかるとともに扉)'１比率の_上昇も逆llilLた。それ以

上に注目しなければならないのは、７０ｲﾄﾞ代木の経済洲整期における反仙であ

る。3.2％にまで低~ドした失業率は5.2％に急_ﾋｹﾞ'し、失業者数６７５７ｊ人近く
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にも急噸し、新記録をマークした。しかし、その後は凧１１１拡大の|Ⅱ|復ととも

に失業率はiiii述のように２％台に低下し、失業者数も40刀人を切るほど減少

してきている。

こうしてみると、iiii述のように雁１１１比率が40％iiii後にも高まり、また後述

のような「lliX換点」を通過した段階から、失業鋤lfilの総済成災や鏑気変動に

対する感応性が商まってきている事実も見逃せない。

（３）実質賃金の変動と「転換点」通過

これまで考察してきた雁川拡大を'''心とした労Ilill緑済のダイナミックスは、

実はパラメーターである賃金などのﾘﾘl1fT1を媒介として実りiIしたはずである。

第４篇でみるとお')、８７年の「１１３三ii化宣言」までは労使関係などが強く呪Ilill

されていたとはいえ、ノ11本(l<)には117場経済である|Ⅱ)、ｌＬ１然のことである。

つまり、iii述の)il{111．失業のiIi))|(１１は賃金などの変１１ﾘ)に反'1〕(!;される反1iiiで、そ

の変動が雁川・失業の11iﾉﾉ向にフィードバックされていたはずである。

このようなプロセスを推察するために、全iiR業の実質賃金の動|(ilをみてお

こう。ということは、lliに労働ilj場のパラメーターである名|=|賃金だけをみ

るのではなく、労I11i11TIj場とｉＩ１１賛助TIj場のｲⅡ対lHi1係をjUhして、労働打のLIi計視

点も加えて、労IliITlj場の変りi)ｊをみよう、というわけである。

まず図2-3-3では、継済|)｜|苑５ｶｲﾄﾞ計IIUlがスタートを切る以前から示した

が、1957～59年は、ｊｌﾘl鮴戦後の比１１皮｢19安定した復興１０１であＩ)、実質賃金も２

年'''１に20％近くも｣工詞していた。しかし、６０～61年の雁史的な政変によって

今産業MZTliしし、爽質賃金は低~|Ｌなければならなかった。その後も60年代

が低迷したのは、まだ失業率ｿ川(iが６％をLlmjlるほど高く、しかも第１章で

もみたような財政インフレが実質賃金を切り｢げたのである。しかし、６０年

代後半に入って総済開発計lujlが|'【(調に実施され、実質成長率も平均10％の高

水準に達し、前述のような)llIIU拡大が!'ﾘLiuに来るに応じて、リミ質賃金は年平

均１０％を優に超えるほどの急_ﾋｹﾞIを示した。６５～71ｲ1ﾐに顕在化した不採算企

業の多発は、こうした突質lf金の急｣ﾆｹﾞﾄによってもBl定されていたに迷いな

い。

７０年代iiii半に入っても雁)'１拡大のｆ１Ｕ化がつづき、しかも第１次石illlショッ
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図2-3-3余産業の実質賃金指数（1957年基準）
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注）1957年を100とする。名|]蘭金．il1I費肴物IlUi，iIU指数から算出。

出所）統済企画院「主要経済指標」1970年。

図2-3-4余朧業の実質賃金指数（1985年基準）
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経済企画院『主要経済指標」1990年。
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クも発生したので、爽厩賃金は|叉'2-3-4のとおり７１～75ｲﾄﾞにｲIijlz均５％も上

昇しないくらい低迷した。しかし、７０ｲｌｉ代後半に入ると、重化学二[業化が加

速化するにつれて、脈)'１拡大はこの30ｲ|川でももっとも大'１１mに腰llllし、実質

賃金は76～79ｲｌｉに年平均15％を｣｣Ⅱ|るほど_けIした。この過程で失業率はつ

いに４％を~ﾄ1Ⅱ'１)、さらに77～80年に初めて迎続して求人１１＃率がｌ伯をI二

回った（金秀１１１１［1989])。８０ｲｌｉ化にはjllｳ勢をみせるが、蝉国の認７１された私

設を含む公共jIillI業紹介もまた、そのｌ,L模は限られているうえに、とくに不熟

練労１１１１稀や女性のサービスlIMiを''1心としているので（季ｲⅡ帯［1989])、その

求人倍率が求人超過にｌｌｉＺ<じるということは、これまで注'三Ｉしてきた扉111拡大

が不熟練の過剰労働ﾉ｣までhM階な貸金1ｹＩなくしては'ﾘU(収できなくなった労

働TIT場の榊迭変化を示唆している。二爪経済論の通)'１ではあるが（Lewis

[1954])、このプロセスで鰊ＩＦ|経済は「転換点」をj､過した（表［1983]）と

みてよいだろう。

このように、前述の)剛]拡大に対応して、７０ｲﾄﾞ代後半の実質賃金もまた３０

年''１１にもっとも大きく'2鼎した。７０〈Iえ代iiii半は１３１１ｷに'1界したに1kまった

のに対し、後半は181肝近くも」1外したのである。しかも70年代後半は、第

１章でもみたとお')人'l1iiiなインフレが苑21Ｌていたもとで、それをtlD1るほ

どの賃金上昇が実現したのである。しかし、８()ｲ|ﾕ前後の投資調整によって、

その実質賃金も図示したように低落したが、先行した賃金の急｣ﾕｹﾞﾄによって

投資調整lL1体が誘発されたIliも強い。だが、その低落によって雇川の縮小を

'１垂微に,こめ、その後の1'1拡大を誘導したはずである。こうして、８１年以降、

再び実質賃金は||【柵な｣乳トレンドを辿った。とくに87ｲ１２の「民主化宣言」

後は一段と爽質賃金の｣二芥が加辿されたのである。

２産業・職業榊造の高度化と女性の就業

（１）産業別就業構造の高度化

これまでマクロ．レベルでﾂﾅllil経済の変化をみてきた。そのなかで、７０年

代後半と8Ｍえ代後半のIli要な柵造変化が検ｌＩｌ１されたが、つづいてよ')立ち

入って就業・)瓜川llMiの変化を考察していこう。
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図２－３－５１１砿業yll就業肴数と榊成比の変化
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図2-3-6就業｣川位別就業澗数
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まず産業別就業人１１の変化をみると、図2-3-5のとおり、）iﾘﾋ業人|｣全体が、

1963ｲＩｉから89ｲliまでに約２３倍にjWlⅡ1するなかで、６３年には63.1％と圧倒的

比率を占めた農林漁業のシェアは30年近くの''１１に20％を下liJlるほど、大ll1Fiに

縮小した。とくに重化学二[業化が本格化した70ｲ|ﾐ代後半以降は絶対数も減少

トレンドに転じ、1989ｲ|ﾐには19.5％にまで縮小してしまった。逆に鉱Ⅱ業、

主に製造業と処設業も含む社会'''1被資本などのサービス業は、構成比、絶対

数ともに終始拡大しつづけている。７０ｲﾄﾞ代iiii半まではl剛!進の著しかった鉱工

業が、７０年代後半以降その1''１ぴにおいてむしろ皿打ちを示すのに対し、社会

'''1接査本などのサービス業が50％以Ｌにも達し、その膨脹ぶＩ)が'二|をひく。

さらに注[|される製造業''１のI1i化学Ｉ業比率の変化にも触れておこう。金

属・化学・機械Ⅱ業従業員のシェアは、すでに6Oイト代木に40％近くに達して

いた。しかし、不採算企業の発生などで一時縮小したあと、第１次石illl

ショックの発化にもかかわらず40％を超え、８０ｲ|ﾐ代前後のｲ《況で－'１《IiH後退し

たのち、８４年にはついに50％以上に達し、近ｲ'１は55％以北に拡大してきてい

る。このような菰化学こ[業化と|對述しながら進みつつあるハイテク)砿業化が

また、第３次雄業の拡大にも影響を与えているのだろう。

しかし、このような就業柵造の変化が、必ずしも先進|玉|型の産業榊造の高

度化と同一視できないことは、従業－１との地位》'|就業者数の推移を示した図

2-3-6からもｌ化察できる。まず、なによりも常１１１扉１１１の１１ｳ人が馴著である。

63年には全体の12.3％を,!iめるに過ぎなかった常１１１雁)'１はｲ|ﾐ平均8.8％の高

率でjlViIえつづけ、８５年には63ｲliの実に5.4ｲﾊﾟ、IWi成比にして34.0％にもふく

れあがった。しかし、’二'尚業三ii663年37.2％から89イド30.2％まで構成比を漸

減させながらも、絶対数は２倍近くにも噸大している。さらに、不安定就業

稀の）|;'1当部分を柵成するlljlMlMF雁と’1)l｢(の労Ili1l者.は、６３年から85年までの約２０

年|H1、コンスタントに16～19％を,!iめつづけている。つまり、｜]本の高度成

災期でもその初期はそうだったように、工業化の過程で大｣,1の浦川労１１１１打を

LlﾐみｌＩｌ１しながら、｜可時にｲ《安定就業1i＃や都TITの零細な第３次産業就業者屑を

も分117〔く堆積させていたことが想像されるのである。
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図2-3-7職柳川就業打数と}怖成比の変化
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（２）職業別就業構造の変化

つぎに職種別就業者.数とシェアの変11iﾉﾉをtXl2-3-7でみると、上述と同様に、

農林漁業就業者の急減と裏腹に、兀場ﾂﾅ伽者の'''心である生産職の拡大が著

しい。シェアでみても、６３年の15.0％から89年の34.5％にｲ宵j１Ｗし、絶対数に

おいても、前述のような不況局、を除けば急速に１１肋|｜しつづけ、８９年には

600万人台を突破し、６３年の５倍強にもj伽Ⅱしている。ただし、そのシェア

は70年代後半から停滞ぎみになっている。さらに、LMilliilIと並んでｲ''１長が著

しいのが事務職であＩ)、実に７倍以上のj１４大ぶＩ)をみせている。シェアで､も

3.5％から１２４％にまで拡人している。Ｉ１ｊｉ'''１技術･行政智珊Iiliの着実なｲ''1ぴと

あわせて、これらのホワイトカラーの大』,この増大に、二[業化の急展開に伴う

労働過程の複雑化とそれを統御するための符班システムの拡張と企業組織そ

のものの拡大をみることができる。

つづいて、サービスllilliとI仮売職が|而Ij0lllllにそれぞれ5.4％から109％、

１００％から15.0％に拡大している。ただし、総済企画院の統計では常)１１１０人

未満のzl1業所は把握されていない。これらの職種は零細事業所に多いことを

考えれば、もっとその比重は大きくなるだろう。ここにもＴ:業化によって生

産労働肴が大量にfillIl1,きれる一方で、とくに70年代後半からサービス経済化

が班i箸になった就業榊造の変化が認められる。

（３）女性就業者の拡大

さらに、これまでみてきた就業榊造の正要な変化として、すでに指摘され

ているように（森･水野［1985])、女Ｗｌｉ就業料数の急哨とそのシェアの拡大が

注[|される。図2-3-8にみるように、女性の就業料数と雇用労働者数が、

1963年から89年まで､の'''1にそれぞれ2.6ｲ}ｷと6.7ｲ吉に１１１杣Ⅱしておl)、とくに扉

用労ＩＨＩ者数のi敦端が'三1をひく。｜可時に就業と雇用の全体に占める比率も高ま

り、前者は349％から407％、後者は242％から38.2％に拡大し、その結来、

女性雇川のシェアは実に１４ポイントも拡大している。

このような女性就業打数の推移をllMi種別にみると、７０年代後半以降の農林

漁業職就業者の激減と他職種の増加趨勢が対照的だが、なかでも生産職就業

者の噸）Ｉ１ｌ１がもっともhlWi:であＩ)、６４年の24万人から89年には約８倍の188〃
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人に膨張している。したがって生産職の女性比率も、６５年20.1％から89年に

は31.0％と、２５年|則に１１ポイントも上昇している。すなわち、この間の経済

成長を華ﾘ|した製造業部'''１が、女性労働肴に相当依存してきたことを示して

いる。それにつづいて販売職、とくにサービス職のj伽'1も著しくなっている。

さらに、農家以外の就業人口の年齢BlI榊成を男女別に比!'攻すると、1970,

80年代を通じて男性の60～65％が、２５～44歳の範囲に一様に分布しているの

に対し、女性の40％が１５～24歳の若‘lﾐﾙiに集｢|'している。生産就業者に限っ

てみると、1985年には１５～24歳層が37％をも占めている。このように、これ

までの経済発展の一角を支えた女性就業新の拡大は、農家以外では、若年１画

を中心に行われたのである。

なお、このような女性の就業の位殻づけは、つづいて分析する賃金椛造の

考察によって明確になるだろう。

３年功賃金の榊造と職種格差

（１）賃金構造の特色と変化

前述のとおり、1970年代後半をピークとする雇川拡大の過程は、産業別．

職業別にみても大きな質的変化を遂げたプロセスだった。それに伴って、そ

の問に労働市場の榊造はいかに変化したか。その実態を企業内の賃金榊造に

みられる変化から推察してみよう。というのは、企業内組織に雇用労働者が

いかに位置づけられているかは、そのままとはいえないまでも賃金楴造に反

映せざるをえないからである。幸い、鮒|玉|ではＨ本のそれにも匹敵するほど

の企業内賃金構造調査が実施されている。それにもとづいて、主として70年

代後半までの変化と80年代のとくに「趾王化宣言」後の変化について分析し

てみよう。

すでに林同の賃金梢造の特徴については、製造業を'''心として、１９６７，７７

年の統計や日本などのそれと比較したすぐれた研究が行われている（小池

[1980]、安［1982]、李孝秀［1984])。それらにもとづきながら、われわれな

りの考察を加えてみよう。

まず注目されるのは、蝉国の年齢別賃金柵迭が、男性の場合、同じ'1寺期の
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日本よりもむしろｲli功(I<｣だ、ということである。とくに常用100人以上の企

業では、年齢が高いほど、残業も含む月例賃金が顕著に聞くなっている。韓

国ではまだ｣洲|勤続が'三|本のようには艸及していないので、イliの功といって

も、経験年数の功をおおよそ示しているに違いない。すでにみたように雇用

拡大が顕著であＩ)、その純川Ｉは芳青ノドの新ｊＭｌＩｉ船によって充たされただろう

が、イ'２齢別賃金格差が大きいのは需要の増jllよ')新規供給のh脚力Ⅱの力が上

回っていたからにほかならない。そのTiili拠に、）ｎ|(111iiiｳﾉＩ１ｌ１率がiiii述のとお')岐

高に達し、「lliZ<換点」を通過しつつあった77年のデータでは、６７ｲ'２に比較し

てそのｲ'三齢兼が縮小していた。すでに指摘した「Dli云換ﾉﾊ(」の通過によって、

低賃金の若青ｲ|ﾐの不足が顕杵になってきていたからに）'11逆ない。

その点は女性の賃金ほど箸:しかっただろうが、女Wliの賃金柵造は艸眺と

まったく異なっている。ほとんど非年功(I<〕なのだが、企業別格兼を伴いなが

ら、いずれも25～29歳を妓高としたlIllIiUの榊造となっている。すでにみたよ

うに、女性労Iﾘ1者はLli産職をはじめサービスjlMiや|仮売jlMiなどに大量にlﾘU(収さ

れていたわけだが、その'''心となったｲ１１:青年のなかでも25～29歳の賃金が最

高になるのは、同じjli純労|i川でもその１１Y熱度のＩ鼎や下級監督jIMiの昇進とそ

れに対する濡要超過の１１１mmをアパしているのだろう。したがって、それよ})崗

齢になるほど外久賃金兼が拡大することになる。小企業ではそれほどでもな

いが、とくに100人以｣xではiiii述のように男性の賃金がｲﾄﾞ功化するので、リ）

女差もより－１W顕著:になっている。

これまでの考察からもある職度わかるように、女性の賃金の企業規模》'|格

差はあまり大きくないのに対し、リノ性の場合は１１本よりむしろ人きくなって

いる。ただし、’1本の場合は''１i高齢化するほどDJ模格差が拡大するのに対し、

この段階の糊玉|ではfli齢にあまり関係なく、jUJ模差が大きくなっている。と

いうことは、イド齢差が大きい;';||には、柿|正|の場谷、’'１商ﾙｻ化による昇給がよ

り鈍いことをフバしている。というのは、’三|本ほど一企業への踵j01勤続、また

それによるイト功昇進が進んでいなかったことを示している、とみてよい。

これまでみてきた賃金格差とともに爪妥な愈味を持っているのが職椰別賃

金格差である。とはいっても、｜]本のようにllMillMll賃金格差が小さくなって

いるlJilではそれほどの意|床をiW』たないが、純llilではホワイトカラーとブルー
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カラーの賃金格差がきわめて大きい。しかもホワイトの年功賃金ほど、より

顕替:なので、４０歳過ぎの''１高齢肴におけるホワイトーブルーの格差がとくに

大きくなっている。しかも、この格兼は、とくに儒教とのUM連を持つ社会文

化的要lKlによって学醗格兼とIﾘ1確に/NlllA1している。［|本のように高等教育が

普及すると学滕格差が縮小するが、節1章でみたとおり、糊正|でも詩i等教育

が急速に１Ｍ(してきているのに、’''1γ:卒と大学卒とでは|司年齢で２倍iiii後の

賃金格差を示している。それについては、一応、それだけｊＭｉ性や経営への

寄』7.度に差がある、というような説|ﾘ１６｣〕えられているが（1去政人比較研

[1990])、かりにそうした差が真実だとしても、むしろ逆にそうした差がつ

くほど、学雁別ポストのｌ１Ｗｆに大きな差がつけられているからではないだろ

うか。さらにこうした無l1Ilが、正|'卒以下の失業率の２１１ｷ近くにも達する人卒

の高失業（金［1989]）を発生させる要ｌｋｌの一つにもなっている、とみてよい。

衣2-3-1は、あるjに[業Ｚｌｌ業所のjllHi級Ilill度と職階・llMi種》||雁Ⅲ配設を示し

ている。それによれば、(1)大卒の新入社員は符理職への外進を兇込んで、初

めから職級３級のポストにI1iU瞳される。(2)それに対し、高卒以下の牝阯iは、

11i純二|ｆ務lIMiや技能IIillI、つま')化産職として、股下級の５級で入社し、外進で

表2-3-1ある萠旦[:業輌業所の職級柵造

職櫛 職級 職

部長

次長

課長

代HM

211務職

技術職

位

(17）人

(29） 

(43） 

(39） 

資格要件

ﾄﾞﾙ勘Ⅷ
大卒新入社員と

4級からのｹｲ.巡渦

Ｉｌｌ 

Ｍｉｌｌ<話
’零<乙
3級

↑ 

符１１M職，技術職，

事務職

(265） 

蝋橇(Ⅲ
エ|「務職（301）

技能職（1299）

別定職

(獅糞鷲)Ⅲ

短大卒（５級からの

昇進者）

商業高校卒

二[業ﾊﾞｶﾞ校卒

4級
jii純事務職

技能職 ↑ｌ麺
5級く２瀬

lii純労務職｜ナシ ''１卒など

注）括弧内は労働者数。

ｌｌｌ所）金秀jII1・河泰欽［1982]。
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きたとしても３級｣|:まりで、大部分が４級にｹﾄ進で､きる職度に過ぎない。（３）

このように大卒とi高卒以1,.との従業員には、ｌﾘ１１ｉｉＩｉ;に社会階級としてのギャッ

プが認められるほどの文字どお')地位のグレイド兼が存在する。(4)さらに気

付くことは、職級Ｈｌｌ従業員榊成がI主Wllの尖ったピラミッド型になっているこ

とである。この点に少し注[Ｉしてみよう。

すでにみた急速な雁川成長は、産業社会全体としては若青年を'''心とした

新＃L供給によるしかない。若青ｲ１１はｲ１Ｗ哨力llしたので、ピラミッド型の年齢

榊成が形成されることになった。しかし、企業レベルでは新規部'''１に参入す

る場合、スカウトという方法もあるから、ピラミッド型の年齢榊成が拡大す

るとは限らない。IIilに鯨|正|では70年代後半のI1i化学]莵業などの急成長の過程

で、大卒を'''心としたベテランなどのスカウト合戦が熾烈化し、大きな社会

'''１題にもなった。それに対し、ここで'''１題にしているのは、職級｣Ｚの上級職

種・IlMi位と下級lMMijli〔・jIill位のピラミッド型であＩ)、１，譽級職秘の技能職・事務

職が経尚首脳以下の従業員2300人近くのうち、７０％も,Liめているのに対し、

３，４級の技術職．?'#務職が20％に｣こまっているZll実である。

この点は、とくにこの段階のI1i化学]二業化・ハイテク産業化は、１１本など

の先進国への依存度が高く、技術そのもののソフトだけでなく、機械・設備

の資本財や高度部,Iii11などのｌｌ１Ｉ１ｌ１Ｌｌｉ産'1ｲのハードもliiiii入していた実態を山Ⅱ実に

反'１央している。したがって、llMi位編成をより立ち入ってみれば、ピラミッド

型とはいえ、おそらく係長クラスや職長クラスなど'''''１１階１脚が手薄になり、

その能力形成が遅れていたに迷いない。雁111成長そのものがすでに成熟期に

入ったためでもあるが、ホワイトにしろ、ブルーにしろ、分厚な'l1Ill1WWi4を

擁する'三1本のビヤ櫛211従業員榊成（小林［1982]）とは決定的に異なる、と

いってよい。だからこそ、ホワイトーブルーの区》'|さえ不lﾘ1確になり、’'１卒

一大卒の賃金兼が20％以下に縮小した|]本からみれば、まさに想像を絶する

ような学歴格差が示されていたのである。

（２）職種別賃金構造とその変化の要因

衣2-3-2は、］|蹄iiHll学雁構成の1980ｲ|え代における変化を示している。この

''１１の高学厭化によって''１卒以1〈のシェアが社会全体としても顕著に縮小した
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表2-3-2職種別学歴構成の変化（人、％）

8（ 

)Ⅲ 

8９ 

注）１０人以上事業体の勤労者数の糸。

出所）労働部「職種別賃金実態調査」1980,1989年にもとづく横'１１［1991]。

が、大卒以ｌのシェアの変化をみれば、最近の変化がlﾘ1砿に示されている。

大卒以上がもっとも拡大したのは販売職である。そこでは短大のシェアも埆

加しているが、聯''１技術職や事務職やサービス職でもほぼ同様の傾向をみせ

ている。これに対し、部長以上のポストを示す行政符班職の場合は、若干で

はあるが、大学卒以｣この比率が低下し、短大卒や高卒の比率が向上しており、

多少とも低学歴者の参入が拡大するトレンドを示している。

それにしても、職種別学歴構成の差はlﾘl11jNに残されている。行政管理職と

専門技術職の50％以上は大卒以上によって占められており、Ｉ仮売職は高学歴

化したとはいえ、事務職とともに大卒以上は20％前後に止まっている。それ

どころか、サービス職は５％に過ぎず、生産ＩＭＩにいたっては２％以下でしか

なく、農林漁業従事者の学臓より低くなっている。こうした学歴差は、前述

職種

学朧
行政符理 専門技術 事務 販売 -サービス 生産

全学歴

中卒以下

高卒

短大

大卒以｣：

9７．１２９ 

(100.0） 

6.956 

(７２） 

2４．７１２ 

(25.4） 

７．３３０ 

(7.5） 

5８．１３１ 

(59.8） 

165.246 

(100.0） 

８．００７ 

(4.8） 

3９．３１９ 

(23.8） 

2３．２２３ 

(14.1） 

9４．６９７ 

(57.3） 

5７５．１１１ 

(100.0） 

6５．６１７ 

(11.4） 

370.301 

(64.4） 

2９．６５２ 

(5.2） 

1０９．５４１ 

(19.0） 

1３．４０５ 

(100.0） 

3.730 

(27.8） 

9.310 

(69.5） 

207 

(1.5） 

158 

(1.2） 

1２１．２８５ 

(100.0） 

8５．４４６ 

(70.5） 

3３．７９１ 

(27.9） 

1.349 

(1.1） 

699 

(0.6） 

1,755,477 

(100.0） 

1,396,468 

(79.5） 

350.874 

(20.0） 

6.257 

(0.4） 

Ｌ８７８ 

(０１） 

全学歴

中卒以下

高卒

短大

大卒以上

1９２．５２４ 

(100.0） 

7.204 

(3.7） 

6６．７３７ 

(34.7） 

1７．８７５ 

(9.3） 

100.708 

(52.3） 

407.376 

(100.0） 

3.516 

(0.9） 

7９．３３５ 

(19.4） 

8２．３６５ 

(20.1） 

2４４．１６０ 

(59.6） 

1,080,962 

(100.0） 

4７．２６７ 

(4.4） 

682.878 

(63.2） 

108.067 

(10.0） 

242.750 

(22.5） 

6０．６６１ 

(100.0） 

２．０４５ 

(3.4） 

4３．５８１ 

(71.8） 

4.273 

(7.0） 

10.762 

(17.7） 

216.923 

(100.0） 

113.876 

(52.5） 

9Ｌ３１１ 

(42.1） 

8.869 

(4.1） 

２．８６７ 

(1.3） 

2,538,677 

(100.0） 

1,331,606 

１ 

(52.5） 

163,987 

(45.9） 

3７．７０８ 

(1.5） 

5.376 

(0.2） 

8０ 

年

8９ 

年

農林漁業

１，１５２ 

(100.0） 

896 

(77,8） 

227 

(19.7） 

1２ 

(10） 

1７ 

(1.5） 

3,026 

(100,0） 

1,362 

(45.0） 

1,546 

(5Ｌｌ） 

107 

(3.5） 

９ 

(0.3） 
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図2-3-9職種Hll平均賃金の変化

500 

4００ 

300 

200 

一二ｊＭｆ職

100 

１９７１７５８０８５８９fI2 

lll)ﾘi）労lillHll「1脚1Ｍ１Ⅲ《Ｍ〔態訓l杏」1972～!)()ｲliにもとづく横'１１［1991]。

のように企業|ﾉ１部の地位や、したがってまた社会的地位をﾉ|;Ⅱ当強〈決定して

おり、それがまた賃金格差に反映しているはずである。しかし、前述した

｢転換ﾉA(」後や「阯主化宣言」後はＩ;|]当変化しているに逆いない。確かめて

みよう。

｜ﾇ１２－３－９では、生朧lIilliの賃金を100として、よ')」二級な職種の貨金との格

差とそのトレンドを示してみた。それによると、７０年代iii半から''１盤まで格

差は拡大しつづけており、７６年には]U,〔'１１１技術職が生産llMiの2.8僻、さらに行

政符1111職が4.6ｲﾊﾟ、事務職でさえ約２ｲﾊﾞにも達していた。しかし、７６ｲ|：を

ピークにその後は縮小に転じ、ことに87年の「民主化宣言」以降は、その縮

小率を高めている。だが、それにもかかわらず、８９年においても、専'１'1技術

職、行政符珊職は４Ｍ:職のそれぞれ1.7倍、2.5Ｉ汗の高賃金を１Ｍ卜している。

このような縮小の要因は、「lliZ《換点」以降のlIMi種別労IilI力需給の変化だっ
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たに違いない。だが、それだけではなく、需給とも関連し、かつ独立した要

因として「民主化宣言」後のような労使関係における職種別絡差の変化を決

定した社会要因、また人事・賃金管'111-1の要lkl、さらには能力要因からみた

労働力構成の変化という経済・経営要因も作川しているに違いない。例えば、

相対的地位を低下させた行政符班職や専門技術llMiでは、すでにみた図2-3-７

のように雇川拡大が進むなかで、よ')若い、まだ能ﾉﾉの低い従業員がとくに

増加したのかも知れない。逆にとＭ:職の場合は、そういう変化よりも従業員

の高技能化の力が主要な変化だったかも知れない。

このような仮設は、すべてを直接的には実証できないが、８０年代における

職種別年齢格差の変化からいくつかの論点を推察してみよう。図２－３－１０は、

専１１１１技術職（大卒ﾘ))、生産llilIi（高卒ﾘ))、そして生産lliiIi（Ｉｌ１卒、ｿj性と女性）

の４職種を摘出し、１９８１，８５，８８年の変化を示した。細かな点は省略するが、

観察される永要な点は次のとおりである。

まず、（１）岐低の'二|'卒女性の生産職では、１iii述のような25～29歳をピークと

する'１１型は変わりないが、ほぼ各ｲﾄﾞ''１洲ともレベルアップするなかで、とく

に85～88年の上昇が人'１１mになっている。それは生産llMi全体に共通しているが、

前述のような「民主化宣言」後の効采と労I1Iil力需給の緊張効采などを示して

いるのだろう。(2)中卒男性の''三産職のlIl型は、４０歳代をピークに形成されて

いるが、８１～85年は45～49歳から40～44歳に移行したのが88年には45～49歳

に戻っている。そのIlMlI1はわからないが、これらのピークが低い昇進－６ｌ

えば職長の下の班長一の｣二限であ')、とくにj超過労働の肉体的限界を示し

ているのだろう。(3)それに対し高卒ﾘ)性のLMf職に特徴的なのは、lll型の

ピークが81～89年の''１１に40～44歳→45～49歳→50～54歳のように階段的に高

齢化していることである。定年の多くは55歳だから、定年ぎりぎ})まで昇進

しつづけるように変化し、所定外の超過賃金も増額したのだろう。

このように定年まで昇給し、定年後には降給するのは、役職から降格され

たり、超過給が減額されるのだろうが、定年以前にピークに達し、それ以後、

降給しているのはなぜか。それには２jml)ケースが考えられる。(1)各世代と

も同じ昇給線上を歩むとして、前述のようにそのピークが超過給の上|u(であ

ると|司時にｹﾞﾄ進の_'２限であり、また技能上昇の上限でもあり、それを過ぎる
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図2-3-1011Mi種・学歴・年齢BlI賃金総額の変化

1５０ 
〆1988大卒専門技術職

／／・ｿ)子
／ 

／ 

／ 
′ 

／ 

／ 

／ 

／ 

／ 

／・へ
／、、

／／、1985大卒専門技術職/／ 
／ ｿ)子

／， 
／ 

ノ／′
／ 

／， 
／ 

／／ 
／ 

／／ グ

ノ／’

1４０ 

1３０ 

1２０ 

110 

100 

9０ 

8０ 

1981大卒専門技術職
男子7０ 

6０ 

5０ 

4０ 1988高卒生産職男子

l9851I卒生産職男子

1985高卒生産職男7.

1985中卒生産職男子

1981高卒生産職男子

l981IlI卒生産職男子
1988中卒生産職女子

1985中卒生産職女子

1981中卒生産職女子

3０ 

2０ 

1０ 

１１８２０２５３０３５４０４５５０５５６０ 
１７１１１１歳
歳１９２４２９３４３９４４４９５４５９Ｉ

注）所定賃金十超過賃金十年ｌ１ｌ１特》'１給与／12．

''１所）労働部「職種》'１蘭金実態調査報告」1982～89年にもとづく横111［1991]。
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と降格を余儀なくされるから、他企業への不利な転lIMiに追い立られるのかも

知れない。(2)これに対し、各'１代が異なった昇給線を歩むと考えると、より

若い世代ほど、｜前Iじ企業に勤続するにしろ、企業Ｉ１Ｉ１をlliz職するにしろ、工業

技術がより高度化するにつれて技能もレベルアップし、その需要度も高まっ

てきたので、より高いｹ1.給線を歩んできており、それらを平均した結果が図

示されているケースもある。輔国の場合、後者のような雌業・職業分野が主

流になっているのではないか。

こうした推定は、当然、秤'''1技術職のｹﾄ給カーブにも当てはまるが、ｌＸ１示

した大卒専門技術llMiの場合は、ピークが50～54歳→55～59歳→60歳以｣二に顕

著に高齢化してきている。しかも、ピークのあと低~ﾄﾞする場合も小ll1Fiにlこ

まっており、見事なｲ'１功賃金カーブを柵いている。ケト逆する場合も役員に就

任するような最高のｹﾞﾄ進が平均的にjMI加しているに迷いない。だが、高賃金

なので、８１～88年のj]1州iが大きくみえるが、増力'1率はLMilliiIiより小''1iiiに止

まってお')、すでにみたホワイトーブルーの顕著な格錐の縮小を裏付けてい

る。

さらに、専'''１技術職のｲ|ﾐ功型外給は、おそらく行政杵I1lulMiなども含めて、

スカウトなどによる経験のｲﾄﾞの功によるケースも多いが、肋統の年の功によ

るケースが増加しつつある、と推定される。｜可じ賃金調査のデータで、この

'H1の勤続年数の変化に当たってみると、大卒専１１１１技術llMiは平均５年を下|Ⅱ1つ

ていたのが６年前後にｲ''1ぴている。こうした実態は、若い新規雇用によって

雇用全体が哨力l1している場令は、」二のＩ((；定が新入従業員の参入によって薄め

られることになる。

これに対し勤続の↑''１ぴのもっとも顕著なのは、’１１卒以1〈の'1ｉ産職のり)性で

あり、＿上の推定以｣二にこの'''１のIl1卒以下の入職が激減したことによるのだろ

う。他力、高卒ﾘ)性のLMijliliの場合は平均３年を1,1Ⅱ|ったのが3.5年以上に

１１'１ぴている。前述と|両|様の推察が当てはまると|可時に、とくに化産llMiの場合

は、「民主化宣言」後の労使交渉で、定年の60歳までの延災も含めた勤続保

障の要求が労働者Ｉｌ１１からﾘj1〈提Ⅱ!,され、朴|当の成果を_上げたためである。つ

まり労働者の行動が、企業'''１移mijlによって労１，１条件などをlhl-こさせようとす

るのではなく、｜司一企業に勤続しつつ労使交渉などをjmhじて労iilI条件を_'二鼎
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させるように変化しつつある、とみてよい。このようなトレンドに対応して、

全産業で70年代初めまでは)１１''１５％も｣二|Ⅱ１つていた－年I{'160％以上の－

離職率は４％以~１，に低下してきている。職種》||にみても、８１～88年に生産職

は６％以上から５％以下に、また事務･符IlUIMiは３％近くから2.5％に、それ

ぞれ低下してきている。

それでも、｜]本などの２俗以上にも達するWIlillilli率の高さは、しばしば一部

の特別高い若者などのlilllilliiliの線Ｉ)返し（安［1982]）やそれと関連した人事・

賃金管理などの未発途にもとづくのだろうが、とくに('三産職の離職率の低下

には十分注'二Ｉしなければならない。離職]qlllllには賃金などの労働条件や人間

関係・労使関係が指摘されるが、とくに熟練職種の場谷はF1分の技能を上昇

させる目的も含まれている。現に韓国でも造船労Iilill者などにはそのための企

業間移動がみられる（小池［1980])。そうした分111fには職人型の職種別労働

市場が残存している、とみてよい。

それに対し、ファクトリー・オートメーションなどが進みつつある先端技

術分野では、その先端]:場における長期勤続によって技能を｣三界させる産業

型内部労働市場（Ｋｅｒｒ［1954]、DoeringerandPiore［1971]）が発達しつつあ

る。大手の＝l:作機械メーカーの技術移転の調査ｲﾘ|:究（71Ｗ［1989]）によれば、

輸入部品のjlill立ての段帷Irから、かなり高度の部Ｉ１ｉｉｌ１などの|ﾉﾘ製化にIiilかいつつ、

ＣＮＣ旋盤の製作から標準型マシニング・センターまで製作できるようにな

る過程で、長l0l勤続化による多能]ｺﾞが埆人してきている。ただし、従業員の

意識調査では、まだ大卒技術者との待遇兼が大きく、昇進機会も限られてい

るので、他企業への移iij1や'二|営化によって技能や労lliI条件を向_こさせようと

いう志１句と長)01勤続による技能lhl-上の志lhlがほぼ半々の分ｲｉｊとなっている。

また、後満のためにもなるＱｃサークルが嘘んになっていると同時に、従業

員による段ＪＩｘｌ)や柿Jliなどの'二1主的勉強会も持たれるようになってきている。

こうしてみると、近ｲﾄﾞの長期勤続化のトレンドのなかで、単なる勤続の年

の功の延長や労働満の雁１１１１呆障によるだけではなく、それと関連した、よ'）

高度の能ﾉJ形成の蓄積も進みつつあることが]Jl1解できる。

(3)年功給化と仕事給の残存
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しかしながら、このような内部労働市場の発達は、図2-3-11をみても、

ほとんど大企業だけに限定されている、とみなければならないだろう。常用

500人以上の企業では、とくに1985～88年における'11高齢者の昇給率が顕著

に'2界してお')、長期勤続化による年功型昇給が著しくなったことを推察さ

せる。しかも大企業ではそれだけでなく、企業jlill細そのものの拡大によって、

質的にも複雑化するに応じて、すでにみた箸珊Ｍ秤'''１技術職・事務職、そ

して販売職などのホワイトカラーの比重が噌力Ⅱしたことが、年功給化をより

顕著にしたに違いない。

それに対し１０～29人の小企業では、依然として肉体(|りにもIilillき盛りの中年

層の賃金をピークとしたlIl型になってお')、「'１年までのＨ１生功給に過ぎず、全

体としては仕事給といってよい実態を示している。しかも小企業の場合、と

くに製造業ではホワイトカラーの比率が低く、経営今般、４Ｍ：符理や販売管

理も含めて資本家でもある経尚者やその一族が述営しており、従業員全体の

昇進機会がきわめて限られていて、定着も悪い、とみてよい。その点は日本

と同じなのだろう（小林［l983ab])。したがってまた、すでにみた大企業よ

り以上に生産職のウエイトの大きな従業員榊成となっているのである。

しかも、こうしたfMi労IH11者は''１小企業だけでなく、人企業でもきわめて

流動的だった。表2-3-3は「lli云換点」を通過しつつある段階の流動状況を示

している。それによれば、(1)↑Iirjll5～199人規模の'１１小企業の生産職の前職

は、全体の36％が200人以_この'１１・大企業だったと同時に、(2)200人以上の前

職も46％は５～199人規模となっている。大企業などを'''心として新規学卒

の採用が支配的だった|]本では、それ以外の労ＩＤＩﾉﾉ移動の主流は大企業から

''１小企業への排ｌｌ１１か、１１１小企業1111の移動だった（氏1%〔［1966])。したがって

その限りでは、労IiillTlT場の榊造は非常に異なっていたわけて､ある。だが、前

述のように大企業を'''心として生産l1illiの長期勤続化と年功給化が進みつつあ

るとすれば、［１本に似てきていると同時に、蝉匡|内の企業規模別格差は一段

と拡大しているのだろうか。ｉｉｉ：かめてみよう。

これまでと同様に、超過労働による所定外賃金を含む総額でみると、５００

人以_上の男性と'二産職の平均賃金は80年には20～29人のずっと124倍だったの

が、８８年以降、L5fPfに急-Ｍしている。それに対し'００～299人で､は80年の
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図2-3-11企業)(M模・年齢'１Mﾄﾞﾙi》lIlf金柵造
万ウォン

8０ 

7０ 

l988fI2500人以 ｣２ 

6０ 

5０ 

l９８５ｆ Ｆ500人以上
4０ 
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985年１０~29人
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2０ 

981flzlO～29人

1０ 
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１９ 

ﾂﾅ働高１１

2０２５３０３５‘1０‘1５５０５５６０ 

１１１１１１１１戒

2`Ｉ２９３`Ｉ３０‘Ｉ`Ｉ‘１９５'１５９１ 

i職ｲｌ１ｉ川f余り〔態訓l盃報告」1981～81)ｲＩＲにもとづく横'１１［1991]。

１７ 

歳

ｌｌ１１ｉｉ１ｉ） 

表2-3-3iiiilルリ111Ｍ企業BA模BllLl搬ﾂﾉﾙ什数（人、％）

iil. １ルy・ 久子

ﾉヘ

5-19Ｍｌｌｌｌｌ 
200人

以上

５２ 

(40.3） 

７７ 

(59.7） 

１２９ 

(100.0） 

5～199人 5～199人

5～199人 ２９５ 

(52.6） 

２６６ 

(47.6） 

５６１ 

(100.0） 

１１０ 

(68.8） 

５０ 

(31.3） 

１６０ 

(100.0） 

１０８ 

(49.1） 

１１２ 

(50.9） 

２５ 

(48.1） 

２７ 

(51.9） 

200人

以上

２２０ 

(I()0.()） 
什計

}'１所）斐茂ノル・朴ｲIiilW［1978]。
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1.181Ffからl25IPfに徐々に拡大してきている。しかし、より厳密には、）i1T定

内外に分け、それぞれ'1洲1賃率として比較してみなければならない。

lxl2-3-l2は４Ｍ:職の賃金を100として示しているが、(1)500人以ｌでは、

所定内賃率は82年まで~けＩしたあと、ほとんど横ばいで推移したのが87～８８

年に30％近くも急-Ｗしている。’'１小企業にはみられない特徴だが、こうし

てみると87年の労使紛争は大企業でのみ大きな成果を上げたことになる。そ

れにつれて所定外貨率も急｣２ｹlしている。(2)それに対し'００～299人では、８３

年まで低迷していたのがその後徐々に｣1判し、８７年にやっと追いついたのが

上述のように振り切られたのである。このように、予想どおりﾉ'二産職に限定

してみても、BA模格差は拡大してきている。かりにそれがTl１場維済として合

珊1<」だとしても、所得分|ＭＩは社会'''１１趣にならざるをえないだろう。

鯨'五|の勤労JiL準法の〃A定では、所定ﾀﾄ賃金は所定|ﾉlの1511\、さらに深夜

労仙も1.5｜商に〃11算されることになっている。ところが、すでにみたように

500人以ｌの所定外貨率は)ﾘ↑定内ほどの｣三界を示していない。また１００～299

人の所定外貨率は所定内の｣ｽﾞｹﾄとは逆に低1化ている。こうした現象は、所

定外や深夜のﾂjfImll時'''１が瓶縮したことを示しているのだろう。

それに関逃して、良時'''１で|玉|際ｉ１りにも有名な労llllll制ｌＩｌの変lli)1をみておこう。

lxl2-3-l3は80年代の変化を>爪しているが、(1)10～29人では〃↑定内で)1200時

Ⅲii後から88～89ｲﾄﾞに多少知縮したに11きまっている。しかし、所定外は20時

Ⅱ'1台なので、総労Iiill時|H1は大企業よりも短くなっている。というのは、小企

業には女性や若ｲ|ﾐ杵などが多く、とくに超過労働には限度があるからだろう。

(2)100～299人の所定内は80ｲｌｉＩｔ半ばには19011制''１を;l;||ったのに、再び195時間

に延長し、恭準法が改定された89年に多少鯨縮する稗度にlこまっている。し

かし、それを洲盤するように所定外llil1hllllは20時'''1も５年'１１]にｸﾊﾉi紺iしている。

(3)500人以｣二の所定|人Iも同じような変１１ﾘﾉのあと、８９年には185時'''１を多少｣二|Ⅱ｜

る水準まで知縮され、規模別にもっとも短時ｌｌＩｌになっている。このような変

動は、出勤率の変動のほかに体'二１．体|暇などのIIilI度の改革も反'１〕|Ｉしているの

だろう。その代わり所定外の蝋縮はもっとも小'１１iiiに｣'２まってお')、総労Ili11時

間はlXl示したなかで大企業が最長となっている。８０ｲ|ﾕ代末、さすがの'1本の

労|i[１１時''１１も、製造業では所定内が)]llUl60時'''1を下''''１)、所定外は2011制川を
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図2-3-121MilMW)性の企業DJ模》１１賃金率の変!}ﾘノ
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注）所定内外と610～29人を100とする指数。
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出所）IXl2-3-l2～13とも労働部「職ｲ１Ｍ|Ⅲ金実態調査柵!；」1980～89年

」こもとづく横'１１［1991]。
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切っているのと比べると、鯨国の所定内は20％近く長く、所定外は２倍前後

に達しているわけである。

いずれにせよ、大企業において、実は中企業とともに超過労働時''１１がもっ

とも長いのは、近年の労働力不足のためでもあろうが、生産職の長期勤続化

や雁)Ⅱ保障の要求に対して、経営者Il1Iがその要求に応えようとしているから

かも知れない。そうなると、これまでのロ本の大企業などと同様に超過労働

時'''1を調整することによって扉)Ⅱ保障をできるだけ維持するような雇用行動

がより普及することになるだろう。

４零細企業の就業と所得の変化

これまで、雇用構造と賃金構造の変化、つまり労働市場の構造変化を考察

してきた。そして、賃金格差などの縮小にもかかわらず、年功賃金と仕事賃

金の格差に示されるような、いわば二重構造の残存が解'ﾘ1された。ただしそ

れは、韓国産業の大きなＩＩｉ１題点として早くからi主'－１きれてきた零細企業を除

いた実態であった。そうした零細企業の相当大きな部分を占める自営業の就

業では、業主プラス家族従業者でみて、1970年代半ばまでの増勢がその後

700万人前後で横ばいに変化していることは、すでに図2-3-6でみた。それ

と同時に就業全体に占める比率も40％くらいまで漸減してきている。これを

零細企業の動向からみたら、どうなるか。

ここでは「経済活動人Ⅱ調査』の結果から、常用５人以上の事業所統計の

紡果を引いた残差として、常川５人木iiMjの零細事業所について考察してみよ

う。とはいっても、両統計調査は、｜]的も、したがってまた方法も異なる。

さらに、零ＭＩＩ事業所といっても大企業などのｌ事業所かも知れないので、厳

密な分析はできない。しかし、大きなトレンドは考察できるだろう。

まず図2-3-14では、製造業の就業について常)Ⅱ５人前後に分けてみた。

それによると、４０万人前後から100万人に達するほど、｜可じく７０年代半ばま

で増加したあと、横ばいになっていたのが、８７年以降、急増し、180万人近

くにも増加している。ほぼそれにともなって、３６％を上|Ⅱ|っていた就業シェ

アは、８１年や86年には－時30％以下に縮小したが、二門ぴ36％以上にlIl復して
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図2-3-14製造業５人前後事業所就業者数の変化

万人
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１１｣}所）経済企画院「鉱二[業統計調査報告」1968～90ｺﾞ|ﾐなどにもとづく樅'１１

［1991]。

図2-3-15第３次産業５人前後事業所就業者数の変化
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出所）経済企画院「産業統計調査」1982-90年などにもとづく横１１１［1991]。
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きている。

つづいて第３次)壁業についてもみておこう。図2-3-15では80年代につい

てしかわからないが、第３次産業だけに５人未淌の就業シェアは大きく、段

階的に420万人ほどから620万人以一上に50％近くも1Ｗ)Ⅱしている。ただし就業

シェアは80％を上|Ⅱ|っていたのが、７８％ほどに多少縮小してきている。とい

うのは、前章までにも指摘したように、この'''１に第３次朧業では大企業や１１１

小企業の金融・保険・不11i力産業などの就業が哨加したので、零細企業のシェ

アが総i小したのだろう。もっとも不m)１１韮などは５人未iiMiで､も輔えただろうが、

相対的には縮小せざるをえなかったのである。

それに対し製造業の零細事業所の業秘榊成は統計データがえられるが、そ

れによれば、８１年には全体の40％が繊ﾙＩＩｉ・衣Ｉｌｌ壯皮革業であり、飲食料工業

が20％を占めていたのが、８６１１三には飲食料工業が24％に少し拡大したのに対

し、繊維･衣服･皮革業は30％に縮小し、代わって金属･機械が11％から１６％

に拡大している。このように、製造業の零細事業所は、近年でもその過半を

占めるほど、衣服をはじめとした繊ﾙili、皮1111:、飲食料の朧業ではまだ大きい

が、前章でみた重化学二[業化にともなう関連''１小企業の成長につれて、零細

事業所では衣１１MなどのｌｌＩ１屋支配とは異な')、Ｗ:下iii1jけや再々1､請けなどの形

で金属・機械が拡大してきているのだろう。

前述のとおり、｜当1営就業のシェアは低下しているのに零細酬業所の就業

シェアは逆に拡大している、とみてよい。このような就業の性格はいかにnM

解したらよいか。通説どおりlIl米の低所得の不完全就業とみてよいのか。そ

れに対する解答の手がかりは図２－３－１６が与えてくれるだろう。それは、製

造業における従業員ｌ人当たりの平均賃金を規模》'|に算lIj,したデータだが、

５人未満ともなればほとんど'二l徴就業なので、所１Mし範蠕としては賃金ではな

く、目`営業としての利潤の分配分に含まれるとみなければならないだろう。

それによれば、８１年にはｌ～２人を１００として、１０～299人は130～140ほど

の格差を示し、300人以_上が150となっている。意外に差は小さい。推察する

に、すでにみてきたとおり「転換点」通過''１の70fIi代後半から、こうした規

模格差は大１１mに縮小してきたに違いない。このトレンドは80年代もつづいて

おl)、８６年には、ｌ～２人を100として、５～299人では１１０台の差にII1まり、
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図2-3-16製ji1i業における従業1ＭM模Hll平均賃金・)ﾘ｢得格差の変化

2８ 万ｳｫﾝ
２５ 

1００ 
2０ 

０ 

1５ 

1００ 

10 

ｌ～２３～`Ｉ５～９１０～１９２０～２９３０～４９５０～99100～299300人
以lL

l叉'''１の数?↑:は102人＝100とする|H数。

経済企画院『総事業体統計調査Itl〔(li」1982,86年にもとづく横'１１［1991]。

注）

ＩＭｉ） 

300人以上でも128でしかない。こうしてみると、５人木iiMiの零細事業所の所

得水準は５人以上の賃金水準に対して10％程度下回るに過ぎぬほど、接近し

てきており、８７年以後にはもっと近接しつつあるに違いない。ただし、いず

れも平均値なので、その上下の分散は大きいだろう。したがって、中小企業

の平均賃金を_l1lmlるようなlLI憐業所得の発生{illi率も朴1当商い、とみてよい。

つま')、すて､にみたように長)01勤続によるｹﾄ船や企業'１１１移動によるｲ｣訓給

の上ｹﾄが期待したほどでなければ、スピンアウトして自営業にiliZ《逃し、よ'）

高い所得をえているケースがjW111しているのではあるまいか。

その実態は今後の調査研究に待つしかないが、これまでの家内工業などの

事例調査によると（許［1983]、文［1986])、｜此ｌＩｌ主をはじめ、いずれもそれ

相応の技術や技能を体得していたり、あるいは小金を帯積し、それにもとづ

いて'二l営業や零細企業を開設している。しかも多くは二[場労働者の経験も持

ち、前述のような生)歴llMiの仕Ｉ|＃給の１１界を共ｲiしている、と剛解することが
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できる。しかも、ＩＭＩ:貝の大部分が家|ﾉ'二[業に従事するほど多就業化してい

るので、総所得としては|Ⅱ当の水準に達するに違いない。ただし、それは零

細企業の一ｍであって、後章でもIﾘ|らかにするように就業機会などの当ても

なく、農村などから流１１１,してきて、しがない零細企業やjiTiWiや溌店商などで

､拾い仕事〃をしている過刺人|］も少なくないことを兄蒋すことはできない

だろう。

［後記］この章のための統計雛､11とそれにもとづくJlE礎(l<J分析の多くは、

ソウル留学111の枇'11↑IlI子さんの論文「liiltl玉|労働TIT場の榊造変化-1980年

代を'''心に」（未発表）に負うところが大きい。記して謝愈を表しておかね

ばならぬ。
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第４章農家労働力の流lLll1と農業経済の低迷

ｌ農家労伽ﾉﾉの大量流,１１１，とその影響

すでに前章において、1970ｲli代半ばから「lliZ《換点」を通過する過程で、農

林１K(業就業肴数そのものが急激に減少してきている三'１災をみた。また)雅楽別

シェアでみても、６０ｲﾄﾞ代初めに企就業人｢Iの60％以上に達していた農林水産

業就業者は20％を1Ⅲるまでに縮小してきている。この'１１１に、jli11鮮戦ｲ,､後の

ベビーブームで生まれた子供たちが、多数、農業従三|噺などとして成及して

きたり、「セマウルjlMﾉﾉ」によって高''１６荷や女性が農業従事肴などとして動

員されたため、７０flﾐ代半ばには550〃人までｊＷ１ｌｌした就業人|」は、８０年代末

には350〃人を1<回るほど減少してきている。

この十数ｲ|:Ⅲのﾙ''１１１，ｋは200ﾉﾉ人をはるかに｣主|､lるが、農林i《(家で生まれ

育った労IliI力が、全員、農林i((業の就業者になった場合を基準として考えた

ら、農林i)l((家からの労Ili11力流''１，はもっと大規模だったに違いない。このよう

な推計方法は、｜]本ｲﾘ|:究にも血)'１されているが（小野［1975])、それを榔匡｜

で試みてみると表2-4-1がえられる。

それによると、(1)農家などの労ＩＨ１ｌﾉﾉの流111,のkM模は、経済|＃1発５が'１計画

が進むにつれて１W大し、節１次計画l1i↑には50万人を下|Ⅱ1つたのが、第４．５

次には１００万人を超えるように拡大してきていた。(2)こうした農村などから

の労Iilill力移1Iil1がiiii章でみた第２．３次)薙業の'二|を兄張るような就業の箸jiｳを

支えたに迷いない。そこで、節２．３次雌業の就業増力Ⅱに対する寄与率を算

出してみると、今過私｛平均で50％を上|Ⅱ|っている。(3)しかも、７２～76ｲ|i以外

は60％を上|Ⅱ|っている。７２～76ｲIiのみ40％を下lIlっているのは、前章までに

lﾘIらかになったとおり第１次石illIショックを含みながらも、承化学工業化の

強行によって製造業などの就業1W〃|lがとくに顕著にな')、第３次産業からも
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表2-4-1農家ﾂﾅIlil力の流ｌｌｌｌと第２．３次)雅業のⅡﾉﾘUlX
（Ｔ･人、％）

Ⅱ及収 第２．３次

産業のjNDll

奇』ﾉ･率

(流ｌｌＩ÷lW1ll）

農家から

の流出

lOlllll 

（計lllji）

1963～６６ 

（１次）

１９６７～７１ 

（Ⅱ次）

１９７２～７６ 

（１１１次）

１９７７～８１ 

（Ⅳ次）

1982～８６ 

（Ｖ次）

計

第３次第２次

７２１ 

１，００９ 

２，０４７ 

１，７６７ 

2,042 

63.7％ 

6４．８ 

１８５ 

１８１ 

１，０２５ 

７０ 

６１５ 

２７３ 

４７２ 

△267 

１，０１５ 

６９２ 

２，１８５ 

４５９ 

６５４ 

７５８ 

１，０８５ 

１，０３７ 

３，９９３ 

37.0 

6１．４ 

６４．０ 

５２．６ 7,586 ２，０７６ 

注）（１）厳癖には、農家のほか、Ｍ((林家も含む。(2)Ｉ～Ｖは総済|)卜１

発5カ年計画の什次を示す。,１１件５人による杵「のｲ《整什がある。

１１１所））'''二１［1990]。

表2-4-2農業就業打の年齢・性》１１榊成の

変化（％）

両
1９８５ 

1.8 

13.2 

18.0 

26.4 

24.4 

14.9 

岬
一
Ｍ
Ｗ
Ⅲ
加
川
川
一
川
畑

1９７５ 

１３．０ 

１７．４ 

２１．７ 

２１．７ 

１７．８ 

８．５ 

５．１ 

１５．４ 

１９．３ 

２８．１ 

２１．０ 

１１．０ 

1５．４ 

２５．５ 

２１．８ 

１９．１ 

１３．４ 

４．９ 

1４．４ 

１８．２ 

２５．７ 

２１．６ 

１３．９ 

6.3 

58.4 

４１．６ 

}１１所）農林ﾉＭＥ部「腱林ﾉＭ:統計ｲlKfll」１９()6～90年。

労働ﾉﾉをⅡﾉﾘＵＩＸしたほどだったからである。(4)それまでは節２次産業よりも第

３次産業の力の吸収趾が大きく、とくに60年代は農村などの挙家離村によっ

て都TlJ就業麻などによるスラムの形成が進められた（倉持［1987])。それが

72～76年の第２次産業の急膨張によって、都Tl丁雑業がかなり縮小するなどの

変化がもたらされた。もっとも77年～81年の不況局而では、処設業も含む第

２次産業の|ﾘ１１(収が急激に紺i小し、逆に第３次廠業が急膨張したので、１１)ぴ都

TIT雑業が増大せざるをえなかっただろう。だが、それと同時にこの段岬Ｉｉから
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の第３次雄業の拡大には、よ')大規模な金融・保険・不動産業などの墹大が

始まっていた事実にも川='しなければならないだろう。

このような農家などからの労llillﾉﾉ流Ｉ'１，は若青年を'''心とし、７０ｲ|亘代以降は

その111身流''1,が1illm箸になったから、その結果、農業などの労|釛力柵成は否応

なく''１高齢化・女性化せざるをえなかった。それを示した表2-4-2によると、

6511ﾐに20％以下だった50歳以｣ﾕﾙiは89ｲliには50％以上に拡大し、その反1「Ii、

40歳未満kｲは60％以｣主から25％ほどに$iii小している。こうした変化は労Ilill力

構成の質(I<｣劣化をほぼ反'1災している、とみてよい。とはいっても、このＩＨＩに

農業の機械化や,Iii',極改｣iLや｣:地JiL盤の曠備などが進み、農産物の柵成も｣|X入

のほぼ半分は米によって,!iめられているとはいえ、麦の減退に代わって畜産

や野菜などのシェアが拡大するといった高座化がみられる（農村経済研究院

[1989])。しかし、州放農政〃の外圧などが一段と強まる環境の悪化に対抗

していくうえで、農業従zl1料は今体としてあまりに高齢化し過ぎている二|『実

も否定できないだろう。

２労IHIl力流Ｈ１,のポリティカル・エコノミー

このような農家労働ﾉ｣の人BJ模な流１１１，は、政治・経済・社会などの多様な

要|X|から解lﾘＩされねばならない。図2-4-1は、iiirliliまでにみてきた産業》||の

生産所得シェアを就業稀シェアで除し、第１次産業における就業粉１人当た

り平均のｲｌＩ対所得の推移を示した。それがｌであれば、金産業の平均所1MLと

|司じ水準だということになるわけだが、第１次産業のｲⅡ対所得は、1960ｲｌｉ代

半ばまで0.7前後だったのが、６０ｲｌｉ代後半に(155まで､急落したあと、７０年代

初めに多少待ちilIしたものの、７０ｲﾄﾞ代木には0.5を少し'二|Ⅱ|る水準に低落し

ている。さらに80ｲIﾐ代に入ると冷害の影響もあり、－時は0.4にまで近づい

たが、近年やっと０５を_LlIlる稗皮に|Ⅱ|復してきている。

このように、６０ｲ|ﾐ代半ばまで比)|攻(1<ｊｉ薇かつたのは、朴政椎成立当初のJii農

主義(19政策のほか、＝|:業化がまだ低位だったからである。節２次計lIljlに入っ

て工業化がｌ'Ui調に展|ｻﾄ'し始めるにつれて急落したが、７０ｲﾄﾞ代に入って前述の

ような「セマウル述動」などによる農業就業料の哨加にもかかわらず多少侍
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図2-4-’第１次廠業の就業fir当たＩ)41倣所iMLのjlll対比

％ 

0.8 

０．７ 

０．６ 

０．５ 

6３６５６７（;９７１７３７５７７７９８］８３８５８７８９flH 

lll,)ﾘi）農林ﾉk産部「農林水産統計年#'1」１９()4～90（'皇。

表2-4-3農二l:業間のl1lli格と４Ｍi性の上昇率比１校（％）

製造業労

働生産性

（３） 

12.6 

１０．５ 

１１．３ 

１４．７ 

年次 (3)-(4) 

6.2 

2.7 

4.2 

4.0 

６．４ 

７．８ 

７．１ 

１０．７ 

1960-70 

70-80 

80-85 

85-89 

16.9 

21.2 

６．７ 

４．９ 

12.2 

22.6 

７．９ 

４．４ 

７
４
２
５
 

●
●
●
０
 

４
１
－
０
 

'11所）経済企画院「輔'五|統計年鑑」1964～9()年。

ちiii:したのは、高米Illli政策と多収極,lii111Wiや>|ﾘﾄ運機などの艸及のプラス効果を

反映している。だが、８０年代に入ると米｛llli政策の後退などの要因も加わって、

0.5さえ-F'１７１るほど低迷したが、辺ｲ|き、多少|Ⅱ|復しつつあるのは、のちにも

触れるように耕地規模ｌｈａ未ｉｉｌ１Ｉｉの低'ＭＷｌ:の零細農家の縮小が進んできた

効采を示しているのだろう。

こうした政策や経済などの要因について、より立ち入って確かめておこう。

表2-4-3は農兀業Ⅱ'1のIllli格関係と労'1Ｍﾐi韮Ｉ！'ｉの変化について対比した結采で

ある。それによると、(1)農)曜物IlIli格の11昇率は、６０，７０年代のそれぞれ１０年

間に17％から20％を超えるほどの上昇を示していた。というのは、前述の高

米I111i政策の効采だけでなく、この過概がiiii章までにも繰り返しlﾘ1らかにされ
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たとおり、しばしば大lIFiなインフレを伴ったj0llliだったことも示している。

それが80年代に入ると、１０ｲﾄﾞ'''１に換’１１:してやっと２桁に達する程度に安定し

たのは、南米Ｉ１１ｌｉ政策の後退とともに経済をi零体としても物Iilli安定jl9lに移行した

ことを反映している。(2)これに対し農家などがｌｌＩＩｉ入する兀業製!'h１，の｛111i格もま

た、農廠物｛illi格の変1lijとほぼ|両|醜1の1liIきをみせていた。そのなかで、６０年代

こそ農産物｛llli格の力が大きな_け:Ｉを示したが、７０年代と80年代前半は交易条

件が逆jlixし、いわゆるシェーレ（鋏状Illli格差）リil象に'１mっていた。しかし、

それは意外に小さなシェーレだったが、８０ｲ|皇代後半になると、叫び農産物Ｉ１ｌｌｉ

格の-時｜が多少大きくな')、前述のような相対所得のlIl復にプラスの効果を

発抑している。

このようなｲｌｌ対所得の経済要|Ａｌとして、前述のようなIllli格関係のほかに労

''１１生産性のjlll対関係にも注['しなければならない。表示したとおり、労働生

産`WIiの_け１．率の農二l:差は、維済発展が進むにつれてますます拡大する傾向に

ある。このうち、７０～80年は、８０年が前述のように冷詳の年だったことを瀞|｜

ﾘ|すると、ますますそうしたトレンドがIﾘ|雌になる。したがって、(1)60年代

のﾎ１１対所得が後半の急落を含みつつも比較的高かったのは、）'11対'１１１i格が有利

であっただけでなく、労働４Ｍi性の｣ｪ外装もまだ大きくなかったからである。

(2)70年代に入ると、高米ｲilIi政策がとられたにもかかわらず、前述のシェーレ

によってその効果のあらましは打ち１１１１されたが、ｊＩ１１対所･得の低落にある稗度

歯｣こめがかかったのは、表2-4-3では証Iﾘ|できなかったものの、前述のよう

な多収穫品椰や機械化の普及によるＬＭＥ性-Ｍ．効果が発抑されたに違いない。

(3)80ｲ|弍代には0.5以下から０．５を｣±|Ⅱ|るような|Ⅱ|復トレンドが多少ともみられ

るのは、４Ｍ:性_ﾋｹﾞﾄ兼は－)#拡大したが、交易条件が多少有利になった状況

で零細な低４Ｍ:性農家の減少が進んだからであろう。

３農家経済の柵造と教育費の増大

これまでの考察をﾈiliうために、マクロの実質農業所得の動lhlもみておこう。

それを示した図2-4-2をみて、(1)まず'三|につくのは、1960年代前半は実質農

業所得が顕著に増大していたのが、６()ｲ|え代後半には人'１１mに低落したことであ
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る。このような状i),lのもとで、イ'1対所得も急落し、労働力流lIl,も大朏L模に

なったのである。(2)それに比べて、７０年代、とくにその半ばまでは、Tiii述の

ような「セマウル迎勅」などの彩糾で、比較｢Iり|'【i洲に実質所１+ﾄの墹大がみら

れ、それまで横ばいだった就業料もjW1l1していた。(3)しかし、その後、胸ｉぴ

低落に転じ、８０１|ﾐの凶作を迎え、その後、すでにみた状況のもとで、ややlllH

調な拡大トレンドを辿ってきている。

それにしてＭＩｌ対所得は０５前後に低迷し、５年'''1に１００万人以上も労働力

の流出がつづいている現実はi峰祝できない。しかしながら、農家としてはこ

のような机対的に縮小してきている農業所得だけに依存していたわけでは決

してない。それどころか、｜ﾇ'2-4-2で見逃せないのは、とくに農業所得が再

び低落した70年半ば以降、と')わけ農家所得とのギャップが拡大した二１１笑で

ある。そのことはＩ)Xl2-4-3にIﾘ|雌に示されている。前述のような70ｲｌｉ代半ば

までは農家所得'''80％以上を,!iめていた農業所得の比率は、その後80年に向

けて急落し、８１年以降、多少低蒋トレンドは鈍ったとはいえ、８０年代末には

60％にまで低下してきている。

それでは、いかなる自家農業以外の兼業所ｲ1卜がh脚力Ⅱしてきているのか。図

2-4-4がそれを示している。それによると、(1)一貫して30％～40％の高位を

保っているのが賃金・給与である。柿|玉|の地力農村などには〃１１１１１機会が乏し

いが、前述のような労ImijlﾉJ流,１１１，プロセスで、とくに｣|幾繁期には労働ﾉJ不足が

激化することにな')、臨時の農業賃金が高|勝し、大XM模経営の成長をⅢ害す

る要liklになっている（郡ほか［1984])。だが、とくに零細農家には亜要な兼

業所得になっているに違いない。(2)60年代には30～40％に達していた【1営業

所得は、轍lIlのこ[業化が進むにつれて縮小してきたが、８０年代は20％前後の

水準を維持している。(3)70年代半ば以降、第２段階'三|の低落をみせた|生1営業

所得に代わって、２０％を少し上|Ⅱ|る水準から40％近くに急上昇し、８０年代の

賃金・給与の低迷の代わ')に40％以上上昇し、首座を占めることになったの

が、補助・ＩＷ１与であった。

このプロセスは農業補助金などがカットされる|l制０１に当たるから、ここで

決定的な役割を来たしたのはⅡｉ１与である。それにもいろいろな１１竹与があるだ

ろうが、ここで注|='しなければならないのは、農家などから流'１｣,した子弟か
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図2-4-2実質農家・農業所得の釛向
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図2-4-5腱家・Wlliliﾂﾅlliﾙ片家計における教fiilIiのIili成変化
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らの仕送りである。とくにこうした仕送りは、iii述のように、製造業などの

雇川機会が人刈A模に拡大し、賃金水準が「Dli云換点」を通過するほど上昇した

70ｲF代後半に馴著なhW大をみせたにＨ１述ない。しかも、このように地大した

子弟からの仕送')は、多分に儒教(Ｉ<jな親やIjiMiliなどへの恩返しでもあったの

である。

図2-4-5は、農家とfillTIj労Iilil者|ﾙＩＩｌの家計''１に,!iめる教育11iの比率の動き

を示している。それによると、（１）農家の教育費シェアは60年代半ばまで３％

台に過ぎず、都市労IiMl料.|Ｍはり人ll1Wiに低かったが、(2)60ｲ|昊代半ばで追いつ

き、７０年代半ばまでは５％をⅡnll）７％を超える水i((4で、淵|ＩＴＩＴ労働稀|止帯と

ほぼ同じ動きを示すように川した。(3)さらにそれが70ｲｌｉ代半ば以降、都市

労働者１１帯の力はiiii章までにみた選択的111賛の多様化などによって低迷する

のを尻|=|に、農家の教f川シェアは10％を超え、１２％に連するほど急上昇し、

都Tlj労１，１者|止帯の２伯近くにも達するほど拡大した。(4)ただし、８０ｲＩｉ代半ば

にはそれもピークに達し、選択的iMiの多様化などによって紺i小し始めた、

とみることができる。

したがって、７０年代半ば以降、農家経済全体としてはiiii述のような贈与が

ふえると同様に教育文,IlIもふえることになったわけである。もっとも教育費

の支出は贈与だけでは到底不充分だったろう。そのため、耕地IIMi入査余を流
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用し、経済規模の拡大を'111窯したり（朴振鯛［1987])、近１１ﾐ、農家所得の

30％台に達するほど増大しつつあるrl債残高（倉持［1990]）のかなりの部分

を教育費のための負債が占めるようになってきているに相違ない。それに

よって、初期に流''1Iした労Ilill力は低学歴なので、まさに不熟練労働者になる

か、都Tlj雑業に流入するしかなかったのに対し、とくに70年代半ば以降は高

学脈化し、都Th出身者とのjMi業格差を顕著に縮小させつつある、とみてよい。

このIlUに農村などにおける教育事ＩｉＩｉも大きく一変することになった。以前

は、農家の子弟が高校に通い、さらには大学にまで進学するのは、主に富農

層の農家でみられる現象であった。しかし、８０年代に入ってからは、大部分

の農家子弟が高校に皿おうとしており、とくに農村の低所得1Fiの子弟の｢'１で

も、成績が優秀であれば大学に進学しようとする場合がjNl力'1しており、低所

得屑の農家にもそのような傾向がｌｌ１'てきているのである。とくに零細農家の

場什は艮ﾘ)までも進学するようになってきており、大学などを卒業したあと

他産業に就職すれば農家の後継者はえられなくなり、やがて零細農家が減少

していくことになる（朱［1987])。その場合、耕地そのものは手離さない

ケースが多いので、農地改革後、小作は原I1ll的に禁｣上されているにもかかわ

らず、小作地の比率が30％以｣二にもjW力Ⅱしてきているのである。

1962～89年のＩＩＩＩに農家数は247〃戸から177万戸に、７０万戸（28％）も減少

した。その'''１の耕地規模別農家柵成の変化をみると、図2-4-6のとおり、

40％以上を占めていた0.511ａ未iilI1i屑は70年代半ばまでに30％を下lIilるほど急

減し、８Ｍﾐ代に入ってiilﾘi減してきている。それに対し、３０％以上に達してい

た０５～ｌｈａ層は、８０年代初めまで37％に達するほど増加したが、その後、

漸減トレンドに転じている。このようにｌｈａ未iiMiの零細農家は、かつては

70％を優に｣二|Ⅱ１つたのが60％ほどに縮小している。これに対し、１～２ｈａ

層は20％から30％に拡人し、さらに２ｈａ以上１Ｗは、８０年代初めまで微減の

あと微増に転じてはいるが、１０％にも達しない存在でしかない。

このように輔庇|の農家榊成は、８０年代初めまで'1''''1肥大化していたが、前

述のような米Iilli政策の後退などによって、ｌｈａ未iiMjが減少しｌｈａ以上が

増力|Ｉする傾lblに一iliZiした。このなかで、近年、２ｈａ以｣この農家所得は全国

平均の1.5倍近くに達しているのに対し、１．５～２ｈａで､も１２倍ほどにＩ
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図2-4-6耕地１Ｍ模H1農家梢成の変化
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’1}所）農林７Ｍk部「農林水産統計年ｆＩｉ」1963～90年。

まっている。農家所得の平均が都TIT労働稀ＩＭＩの所得より２０％も下|ﾛ|るほど

(倉持［1990])、所得格兼が拡大してきている現状で、より多くの家族を抱え

たｌ～l5ha層がやっと都市労働者l比ＩＩｌさの所得と均ｉＩＷできるかどうかという

状態に11:まっている。したがって、おそらく家族で経営できる規模で、それ

による農業所得だけで家族を扶養できるような古典的な意味での小農（エン

ゲルス［1894]）は、２１１ａ以上層のなかにしか存在しないので､はないだろう

か。

それ以下の90％以上の農家は、｜叉'2-4-4のような補助・ＩＩＷ与を受ける、い

わば貧農か、賃金・給与への依存の高いﾂﾌﾞ伽者農家である、とみてよい。と

くにｌｈａ米１両の零細農家は保護農政の後退のなかで、前述のような41三産性

競争にさらされ、減少を余儀なくされている。すでに蒜い労働力を根こそぎ

流lI1,させ、労働力幟成からも競笥Ｍを失い、職にありつく見込みもなしに挙

家離村し、不在地主化しているケースも多いに違いない。

こうした状況のもとで､、政府は「農地賃貸借管珊去」（86年）をIIill定し、

それによって耕地規棋の拡大を促進しようとしている（倉持［1990])。近年、

前述のようにｌｈａ以｣ﾕﾊｲが微増している要lXlの一つになっているのだろう

が、｜ｻﾄ1放農政のもとで、はたしてこの稗度の農業経営のj柳川によって韓|玉|の

農業はどれだけ支え切れるのだろうか。



第３篇

経済開発計画と経済政策の展開
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第１章第１次経済開発５カ年計画と経済開発体ＩｌｉＩの成立

１はじめに

本章では、1960年代の鮠国経済の高度成長の1111,発点となり、またその発展

の枠jNlとなった第１次経済開発５カ年計画の展'＃'過程を通じて、「国家主導

産業化と対外開放型|｝'１発戦略」（iii術フト［1989]）として特徴づけられる経済

開発体''ｉｌｌがどのように形成されたかを考察する。従来この第’次５カ年計画

期＝60ｲIさ代前半は、「輸入代替工業化」から「輪,１１，指向兀業化」への転換期

として、あるいは「援助依存経済」から「借款依存経済」への転換期と見な

されてきているが、このjli云換期のもつ意'氷を鯨'五|経済の,ﾉ(,在的な発展論理か

ら捉え返すためには、lliにそうした開発ｌｌＵｉ略のili云換や外部的開発資源の変化

ばかりでなく、この'１柳1に登場した単調政権が長期開発計画にもとづく意識

的な経済発展へ踏みⅡ｣,した主体｢1り契機と当'1寺の糊玉|経済が置かれた歴史的．

国際的条件との関連を''１１いＵ２[す作業が必要と思われる。

そこで本章の前半では、開発主体としてのrlIzll政権の議場とその下で経済

開発計画の作成と開発行政の統括を担った経済介凹院の成立事情、およびそ

の特質を新しい|冊１発体Ilillの成立という)IiM点から考察し、後半では民族主義的

志向性を持ったflI事政椛の開発怠志が節1次絲済'ｲﾄ１発５カ年計,Iliiにどのよう

に反|ＤＩＩ:され、その実行過鯉に孕まれた'''１題がどのような展Ｉｌｌｌをたどって新し

い開発路線、すなわち'玉|家主導|)ﾄ１発体IIi''一Fでの外資導入．輸出主導型開発路

線へと転換するに至ったかを検討してみたい。

２朴正煕軍軸女権の登場と経済計山機構の改編強化

(1)開発指向型軍事政権の登場
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朴正煕少将ら「革命主体勢力」はクーデターiDI後に発表した「革命公約」

の第４項で「絶望と飢餓線上にlWH｢ぐ民生苦を早急に解決し、｜玉1家自主経済再

建に総力を傾注する」とiilHiい、経済脚建課題を重視する姿勢を示した。それ

は一方で当面施策として、疲弊の甚だしかった農家経済を救うための「農漁

村高利債整理法｣、「農産物ｲl11i格維持法」など一連の「重農立法」として具体

化したが、他方、長j01的政策としては経済開発５が|ﾐ計画の樹立・実施を決

定し、その策定作業を急ピッチで推進した点に示された。

軍事クーデターの中核メンバーのうち約30人の現役軍人によって榊成され

た国家再建最高会議（以1,.、最高会議と略す）は、1963年12月の「民政委譲」

による第３共和国の成立まで、肺'五|の最高統泊機関としての機能を果たす。

その権限をみると、①国会の権限代行、②予算案議決権、③大統領権限代行、

④戒厳令をはじめとする行政に関する権限、⑤司法に対する統Ｉｉｌｌ権、⑥主要

地方自治体首長任命権等、三樅にわたる独裁的権力を保持した。２年７カ月

'''１の軍政はこの最高会議、内|Ｈ１そして111央情報部（1960年６)1101-1'１１央情報部

法公布）を三大支柱としてﾙ'１１排されていくが、新たな経済|ﾘﾄ1兆体Ili'１は、まさ

にこうした極度に集椛ｉ１りなilIzMMilii体制の下でその骨格を形成するのである。

軍政期間中、最高会議は16件の予算案を含め実に1583件の法令をIlill定、整備

あるいは改定したが、これは雄|河から５．１６諏事クーデターまでの13年間に

国会が扱った立法実績に匹敵するものであった。

内閣首班と長官は般高会議によって任命され、内閣は最高会議の指示と統

制を受ける、とされた。岐高会議の核心構成者が初めからクーデターを謀議

し主導した''１領（''１佐)、大価、Ｍ上将、少将級であったのに対し、’八I閣の場

合、大部分の長官はiに}け一デターに直接参力Ⅱしなかった将ｆｌｌｉと大領級に

よって補任された。つまり技術・運,営階屑である大隊災lliiliないし_'二級部隊の

中堅参謀職にいた領官（佐'１T）級将校が主として上位の権力機構に就き、戦

略・管理層（連隊、mli団、iililIlの折抑官職、野戦軍または平司令部の高級参謀職）

の大領級、将官級将校を支配1､に清くことになったのである。ただし、例外

的に経済企画院長官やIは務部長官、文教部長官、公報部長`iTなどは主に民間

人出身が任命され、とくに経済企画院長官はその設立当初から継続して民間

人が起用された。
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’''二|Ｉ政椛は政椛の）i蝋固めとして、戒厳令宣ｲIjに伴う|玉|会および地方議会

の解散、政党および社会回|体のIIiｷﾞ散、言論現Ilill、共》if三ｉｉ義嫌疑粉の逮１ｉＩｉ、不

jE蓄!'ｲ者の逮lili、紫ﾉﾉ'五|狩りなど一illlの捕世をl折行する一方、新たな機関と

して''１央情報部、Ｔﾘ処|正|民述１１iルMll、j1I1f命特別裁判所、Ｊ１|と命検察部、公報部、

援謹庁等を設ii'iし、さらに経済発展のための機UAlとして経済公山院、処設部、

農村振興庁、鉄jii庁、労働庁および約1o旧の公社を設置し、行政・符１１１１の機

'1Mとして調達１１皇、企IIIln統Ilill官室、行政符JIll局を設笹した。

１１叩政権はまた不Jli公務員終I1l1の州=|で３万3000人の官僚を罷免し（この

数字は当時の企公務ｆｉの10％以｣:に?11る)、軍の'''''１１管I1lﾘi#の将校約500人を連

絡団の名で政１１１:の各Wlj虚に派過した。これらの将校はいくつかの部幽では長

官の秘書室を柵成してその部脳と力嫡会議との述絡機能を果たしたが、大部

分の部虚では公務fWfI1Ilによって空),Ii1jとなっていた局長と課奨lIMiに任命され、

iil[接｢Iりな膳,腎機能を遂行した。こうした軍人}11,身稀の旭)UはjijuIill二}Ｉ、Tlj長な

ど地力政府の甘長と政府梓fM1企業の経営lllliについても|両|様であった。

ｉに'１政権の||}|発意欲は、このようにさまざまな経済|＃１発機柵を幣備し、軍

部官M1iを行政機榊や政府企業に送り込んだ点によく示されているが、さらに

注'二'すべきは新たに'五|家運営の拙い丁･となった彼らがその膨大な行政轡邸を

能率的に遂１丁するために、陸iliが50ｲ'１代末に米|噸にから導入して施ｲ『してい

た企画Ilill度（ルトe迎'１Mr計画IIi'|皮）を政府行政および各道庁・ソウル巾行政のな

かに導入した点である。それまでの政務次官Ili'|度に代わるものとして設けら

れたこの制度により|人Ⅱ#1首lﾘl;の~|〈に企111Ⅱ統制官が殻かれ、｜塵IMr1m1統Ilill'１割の

金LIl武准将がそれにｲ[命された。また経済企IIljl院をはじめとする''１央行政部

腿には局長と次官の'''１の階級をもつ企画調整官が置かれ、企､１１訳l整官は長官、

次官の参謀としての（[務を与えられた。内閣首jjlliilh:凧の企画統Ili'１宮は各部虚

の企１１１１調整官を機能il<｣に統Ili'Ｉすることになった。政府には企回訓il懸委員会が

柵成され、企1m|統Ｉｌｉｌｌ官が委止i災に、絲済企1Ilil院の企画調整官がMll委員｣ji;に

なった。こうした唾|家企ｍＩｌｉｌｌ度の設立によって、行政部稗の政策と企lIljiを国

家'三|標に照らして辮査、評I111i、洲離し、zll業計画と予算編成を結びつける符

JJ1l迎営方式が作Ｉ)111,された（翅錫俊［1968]、内ⅡＭ:画統Ilill向室［1962])。

この企画ＩＩｉｌ１度の導入は、第１次絲済||}|苑５カイIi計１１１１の策定およびそれと関
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連しての経済企画院の新設と並んで、軍事政権下の二大行政改革と呼ばれた

が、経済開発計画の樹立が最高会議の督励の下で民IHI人技術官僚や学者が参

画して行われたのに対し、この企凹Ilill度の導入は内閣首班（宋堯讃）の主導

下でもっぱら軍人たちによって推進された。このIlill度がその後の開発行政に

どれほど有効であったかの評｛１１１１は別にして、その動機や導入過程の経緯から

して、これは単に行政の能率化を|=|指しただけでなく、軍事革命政府が国家

経済運営にあたって民間の専門技術官僚の協力を必須としながらも、そのイ

ニシアティブを軍隊式の企画・統制という通路で確保しようとした努力の現

れであり、独自の開発意志がそこにこめられていたといえよう。

（２）「超官庁」としての経済企画院の新設

国家自主経済再建を掲げた軍事政権は、経済開発計画の樹立作業と並行し

て経済行政組織の改編に着手し、経済企画院（EPB）を新設した。経済企凹

院は1961年７月22Ｈ政府iMl織法の改正にもとづき「|玉|民経済の復興開発に関

する総合的な計画の樹鑿立とその実施にともなう管理および調整に関する事務

を処理」するために、建設部の総合計画局、物動計凹局、財務部の予算局、

内務部の統計局を吸収して４局19課で発足した。この建設部というのは、従

来の復興部をクーデター直後の機構改編で建設部に改称したものであるが、

改編２カ月足らずで再びそれを経済企画院として拡大強化したのは、「長期

経済開発計画のより強力な統括機構」を作る必要からだった。

経済企脚院はその組織的系譜をたどれば、政府樹臺立後の企画虚（１９４８．７)、

朝鮮戦争後の復興部（１９５５．８）などの経済計画機構を受け継ぐものである

が、前二者に比べその行政的権限ははるかに強大である。それは経済企画院

が予算編成権を有し、その長官が副総理であるという開発行政上の強められ

た権限や地位にもとづく。こうした権限や地位は軍事政椛下で断行された行

政改革の結果であり、その意味で経済企剛院の新設は軍事政権の開発意志を

機構的に体現したものであり、新しい経済開発体制の成立を画するものとし

て復興部とは歴史的な不連続性が認められる。しかし経済計画機構という側

面では、経済企画院は復興部とその傘下機関である産業開発委員会に負うと

ころが大きく、連続性が強いといえる。それは一つには第１次経済開発５力
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表3-1-1節１次経済|Ⅱ1発５ｶｲﾄﾞ計画の主要計画価と実統Ｉｉ(［ (％） 

1962～66年平均

?J7ff7i 
1９６６ 

計凹

８．３ 

６．２ 

１６．７ 

６．４ 

計１ｍ

7.1 

５．７ 

１５．１ 

５．４ 

ＧＮＰ成長率

農林水産業

鉱工業

社会'''1接資本その他サービス業

産業術造

農林水産業

鉱工業

社会''１１接資本その他サービス業

工業llNi造

砿化学工業

軽Ｉ業

投資率

国民貯蓄率

海外貯蓄率

産業】'１投資財汕i(配分

農林水産業

鉱]:業

社会lIM接資本その他サービス業

消費率

人l-1jⅧ||率

輸'１１（100万ドル）

輸入（100万ドル）

2．３ 

１．７ 

1３．４ 

１１．０ 

１５．２ 

１４．８ 

36.0 

14.7 

49.3 

3４．８ 

２０．６ 

４４．５ 

3７．９ 

１９．８ 

４２．３ 

2５．８ 

７４．２ 

１１．６ 

５．０ 

６．６ 

3５．６ 

６４．４ 

２２．７ 

１３．０ 

９．７ 

3０．９ 

６９．１ 

２２．７ 

１３．４ 

９．４ 

2２．６ 

９．３ 

１３．３ 

1５．６ 

６．９ 

８．７ 

１６．６ 

３４．６ 

４８．８ 

８７．０ 

２．７４ 

１３７．５ 

４９２．３ 

２．１ 

３３．７ 

６４．２ 

１０１．９ 

２．８８ 

３２．９ 

３４３．０ 

７．８ 

２７．３ 

６４．９ 

８６．７ 

２．６０ 

２５５．８ 

７１６．４ 

1７．４ 

３３．２ 

４９．４ 

９０．７ 

２．８１ 

8.5 

26.1 

65.4 

93.3 

２．７７ 

注）計画([<[は1961年不変(lIi格、災統(ｌＩ１は1965年不変(llIi格である。

111所）邊衡ｦｌ［1989］ｐ､112。

年計11111の原型が民主党政椛下で復興部・産業|＃１発委員会で作られていたこと、

さらに人材の、iでも計画要員を復興部・産業|)'１発委員会の専|'｢1家たちに求め

た点に示される。

蝉|正|における経済計画ないし企凹の必要性に対する認ｸillの歴史的淵iⅢ(を遡

れば、｜]本帝国主義末)01に１通|氏経済の統Ilillと|玉|氏総動員の必要から日本政府

に継済企画参謀本部、総督府に介凹室、国民総力課、企画部、企画委員会な

どが設置され、このl1制０１に}]帝行政に親lﾘﾋﾞした者たちが解放後、轆国行政の

初期に繭要な役;!；'１を果たし、それが政府樹立後の企画虚の設置に連なるとい

われる（李漢彬・朴來緒他編［1969])。しかし、ilK事政椛が独力で第１次経済

開発５カ年計ＩＩｌＩを樹立し1962年から実施することができたのは、何よ'）も目
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111党政権期に宋仁相が復興部長官に就任し、1958ｲ１２に産業開発委員会が作ら

れ、そこで初めて鮠国人の手による本格的な経済計画、いわゆる「経済開発
（１） 

３カ年計測」がｲ↑られた50年代後)りlの経験の蓄積によるところが大きい。

宋仁相は赫国銀行出身であるが、｜止界銀行で|＃1発理論や具体的政策の比較

研究をする経済|)ﾄ|発研究院の第１期課程を修める一方、李承晩政権下で糠米

経済合同委員会の肺|玉|側代表として援助・復興|ｻﾄ１発行政を担い、そうした経

験のなかから経済計画の必要性をﾘin感するようになった。そしてそのために

11i年度方式になっていた援助の長ｊ０ｌ的・安定的供与をアメリカに対して働き

かけていた．未仁杣はアメリカの協力を得て経済計山作成のためのjlMl織とし

て産業開発委員会を発足させ、復興部企画局や姉|正|銀行調査部の人材、さら

に外国留学からﾘiT)国した少壮の経済理論家を集めて経済開発３カ年計画を作

成した。この計画案は60年４)]に|玉|務会議を通過したが、その直後に起こっ

た４月革命のために実施されずに終った。しかし、産業開発委員会の人材の

一部はその後のlXj主党政権下での５カ年計画の立案でも主動的役割を果たし、

軍事クーデター後には経済公山院のスタッフや岐問会議の諮1111委員として第

１次経済開発５カ年計画に携わることになる。

さて経済企画院は60,70年代を通じて、経済開発計凹の樹篝立、長・短期経

済政策の調整、外資導入のための対外経済活動と外資導入の管理、国家財政

の運営、物ｲlli安定施策、国家統計IIill度の整備など、総済開発行政の''1枢を担

い、その統括機柵としての役;ｌｉｌｌを果たしてきた。こうした多くの重要な機能

を可能にした権限の根拠は先に触れたように、経済企画院が経済開発計画の

樹立とその運営過程における調幣だけでなく、予算編成の権限を持っている

という点である。この予算編成椎は、前身にあたる復興部にもなかったばか

りでなく、外l玉1の｢'１央計画庁にもみられない強大な権限といわれる。

そもそも総合的な開発戦略の形成を任務とする計i11il担当機関の設立は、第

２次大戦後の開発途上国におけるIlill度この一大新機Dlilllであった。それまでは

財務担当省庁が予算管理を通じて伝統的に経済迦営の''１心的役諜'１をしてきた

が、財務省庁は財務運営の短ｌ０１的'''１題にのみとらわれがちで、長期的開発と

いう点には光分に注意をはらわない傾向があるため、開発の長・'1Ｊ期的展望

を提供する計画担当機関の必要性が認識され、それへの期待が高まったので
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ある。だが、大部分の国ではこの期待は裏切られ、計１，１立案の「危機」が６０

年代後半までに腹く話題にのぼるようにな')、７０年代になると、１１k界経済の

混乱が、計画の適切性を一層低めたという（１１界銀行［1983])。

こうしたなかでj陣'五|の節１次、第２次経済|刑発５カ年計lm1の成功が|仕界銀

行の注目をリ|いたのは当然であった。Ⅲ銀の報告書:は多くの途上|玉|の計山が

限られた成功しか収められなかった要lklとして、根本的には計、M｣当機関の

｢青写真」式アプローチのllIl有の弱点を折摘するとともに、プログラムが予

算および政策策定と連携が微弱であったり、伽期的な財務運営と長期的な政

策分析および投資計画立案のIlUの調整や、状況の変化に迅速に対応するIlill度

が存在していない点を挙げている。そして「実)H主義」的で「柔j1次性」のあ

る経済運営のためには基本的な経済政莱の設計、評Iilli、調整の能ﾉjを備えた

機関が必要であるとし、その一つの成功例として糠|Tlのケースを特筆して紹

介している。

ＩＭＬ銀ｲTの『世界開発報告l983jは、まず1960-70年代の緯'五|の経済発展

の基本的要|X|として、安定した強ﾉ]な政府、経済成長への一途な関心、秩序

正しく社会的流Ii))性の高い|玉1Llj、庇|際環境の良さ、’'１央経済当局の打ちⅡ｣,す

柔軟で実川的な維済政策などを挙げたうえで経済企山院がもつ「超官庁」的

地位に着[Ｉしている。すなわち、ＥＰＢは予算局と統計局を併合して設立さ

れ、I111i格政策、公Ⅱi取り|行政、プロジェクトの査定、プロジェクトの成采の

監視と評{I1iも管鞘するようになり、｜正|務Ｆ１'１総IU1の臘督する「超官庁」となっ

たが、ＥＰＢが占めたこの高い位置は、蝉国の計画立案活動に対する真剣さ

を物語るものである、と評価している。そして|可報告はさらに、輔国の計画

立案の顕著な特色として、投資決定の実施をきわめて重視していることを指

摘し、その手段が①年次計山、②計ulIの予算へのNillみ入れ、③臘祝および評

{mであるとしてそれぞれにiiiilliなコメントを付している。実|漂、この「計

画の予算への組み入れ」こそは、林|工1において第１次経済開発５カ年計山以

降、各次５カ年計llmの実効ある迎営を保証するシステムの核心をなすもので

あった。

それでは経済企山|境の新設に当たって、財務部から予算局を吸収させて計

lmiと予算権限を結合させるという韓国独'二1の発想はどこから来たのであろう
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表3-1-2節２次経済開発５カ年計画の主要計画(i(1と実績｛ilh（％）

1967~71fI皇平均

編
1９７１ 

修Ｊ１ﾐ計､リ 実績

９．２ 

３．３ 

１６．９ 

８．９ 

１%(iillim 

ＧＮＰ成長率

農林水産業

鉱ごＬ業

イ|:会'''1接資本その他サービス業

歴業榊造

農林水産業

鉱Ｉ業

社会'''1接資本その他サービス業

二[業榊造

ＤＩＩ化学工業

経工業

投盗率

｜正|氏貯蓄率

海外貯蓄率

統計上の不一致

瀧業》'|投資財源配分

農林水産業

鉱]:業

ネＩ会'''１接資本その他サービス業

ilUjYll率

人I]jiM1Ⅱ率

輸}'１（100万ドル）

（年平均増力Ⅱ率）

輸入（100万ドル）

（ｲﾄﾞ平均増加率）

1０．５ 

４．３ 

２０．２ 

１０．７ 

７．４ 

－０．９ 

２１．１ 

９．９ 

７．０ 

5.0 

10.7 

６．３ 

10.0 ７．０ 

5.0 

10.7 

６．６ 

2８．１ 

３０．２ 

４１．７ 

38.0 

21.7 

40.3 

34.0 

26.8 

39.2 

2８．９ 

２２．８ 

４８．３ 

2７．８ 

７２．２ 

１２．７ 

6.1 

６．６ 

3３．６ 

０６．４ 

１９．９ 

１４．４ 

５．５ 

３７．８ 

６２．２ 

２５．６ 

１４．５ 

Ｕ、３

－０．２ 

2５．７ 

１８．３ 

７．４ 

1９．１ 

１１．６ 

７．５ 

2５．８ 

１６．０ 

９．８ 

2６．３ 

１４．８ 

１０．５ 

１．０ 

１１．６ 

２７．２ 

６１．２ 

９３．９ 

２．７ 

１７５．１ 

1６．３ 

３０．７ 

５３．０ 

８８．４ 

２．３ 

８．５ 

２８．４ 

６３．１ 

８４．０ 

１．９ 

８５．６ 

２．０ 

５５０．０ 

８１．７ 

１０００．０ 

１６３４．９ 

８４．７ 

１．８ 

１１３２．２ 

84.0 

(35.2） 

(262） 

462.0 893.5 2１７８．２ 

注）（１）1臨嬬lmlldと修11ﾐ計Ⅲ(l/[および'967～71年lliのｲlHjlえjAj産業Hll投盗11ｲ源配分のﾘﾐ縦(１kは

1965イド不変価格。

（２）実統(l/〔のうち産業榊造，輸出入および投資率は締Mi(llli格で，その他はすべて1970年不

変(lIi格。

lMr）邊衡ﾌﾟﾙ［1989］ｐ」23。

か゜この点をみるために解放後の轍'玉'における予算制度と|刑発計両機関の関

係の変遷をiwi1,iにたどっておこう。

轍'劃の中央予算機関である予算局は、194Ｍ〈の政府樹立時に国務総]Hll直属

下の企画虚の’局として}'１，発した。それ以前の予算は、，三I帝時代には朝鮮総

督府財務局司計課で、アメリカ軍政時代には}は務部司計局で仙当していたが、

政府樹立とともに企剛塵予算局で担当するようになった。予算局、経済計間
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局、物ｉＨｌ１計､i１局、物ｲllli計画局からなる企lIljl塵は総合的な経済計lIliの作成と予

算編成事務を掌掘したが、しかしその迎尚の実態は主として短期的な経済'''１

題の解決と姉年予算などのいわゆるIl1l【例ｉＩり、執行的分野に時'''1を取られ、ま

た、ＩＷｌ技術肴も欠伽|Ｉしていたため本来の任務である艮川計画の樹立では注

|='すべき成果はなかった。企画腿を'''心とした経済計画の1111題点として、企

ｌｌｌｉｌｊｌａ長のような低い地位では経済関係の多くの部腿を統合・調雛しなければ

ならない経済計山やその執行には|ＩＭＬがあり、経済計山部署の地位の格上げ

が必要だという反省が'|ﾐまれた。

そうした反省に立って動乱後のl955flき２月に復興部が設置された。この||ｷ、

復興部の長官は経済４部の艮官を､![接監督するものと認知され、経済各部の

焚官で構成される復興委員会の委員健に復興部奨官があたることになった。

しかし、この新設された復興部は企画局と調整局からなり、予算局は復興部

に移轡されず財務部に移管され、１Ｍ務部が予算に関する包括的な椛限をもつ

ようになった。以後、援助受け入れ機関として「凡退')資金」を悴掌した復

興部と国内財illl(を轡掌したl甘務Wll子jil:局は|)ﾄ1発行政の方針をめぐって対立を

かさねる。しかも体llUt後の戦災復'１１のために術||設された復興部、復興委員会

であったが、復興那業計画の統IIill主禅椛は、輔米iI1i政府の合|而刷細として、

1952年５)]241］「林米経済調整|捌定」によって設Wiされた谷|司経済委員会

(そのなかでＭご画分科委員会と財政分科委只会）が行使して、復興部の役割は

このiiiでＭｉ''約された。

1960年の４月革命を経て成立した節２共和|玉|では、与党である民主党の政

策委員会により榊成された政府機柵改編委員会を'''心に、政府機榊の根本的

な改編榊恕が練られた。また、とｉｉとして利益団体、学科、その他氏'''１人に

よって椛成された総合経済会議は経済各分野に|則する公|}ﾄ|討論を通じて建議

案を作成したが、それには行政機柵改編小委員会による機榊改編に関する建

議案も含まれていた。’１１１建議案では、経済計画院（仮称）と経済協議会の設

置、予算局の経済計画院への移符が建議されている。また民主党の政府機構

改編小委員会の改編榊想にも経済企画院の設置がMil)込まれていた。これら

二つの案は民三iﾐ党の政策委員会でもほとんどそのまま採択されたが、政府組

織法の改IEにいたる前に５．１６iil叩クーデターが起こった。
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クーデター後の推移をみる前に、民主党の政府機柵改編小委において浮上

した経済企画院構想の背景について触れておこう。この機構改編小委は財務

部から李漢彬予算局長、復興部から李起鳩企画原)長の二人を含む４人の局長

で構成されていた。李漢彬は轍|正|の予算ＩＩｉｌｌ度の改革に大きな業績を挙げた人

物だが、1951年アメリカ留学からﾘiT}った頃から「予算機能は行政首班の1,に

置くべきであるという一種の学究的信念のようなもの」を持っていた。一方、

李起柵はＥＣＡＦＥや世界銀行に勤務していた頃から「当時、後進国政府の

若い官吏たちの羨望の対象であったインドの５カ年計画とその計画作成の主

体であったインド計画委員会を訪れては、｜)'1発計lm1のモデルを探求」したり

していた。しかしインドの場合、「強力なネル－首ｲ11のilI1属機関として計画

を作成してはいたが、効果iI勺な執行に必要な資源配分椛限が術わっていな

い」ため「理路整然とした休大な５カ年計画も空虚な作文にすぎない」と思

うようになった。こうして李起鳩は、jliltl玉|にもインドの計凹委員会のような

Super-Ministryが必要だが、インドの場合は、残念ながら計画委員会に予

算機能がなくて無ﾉﾉである、柿|玉|ではPlanningとBudgetingを結合した

Super-Ministryを作ろう、と説いて|Ⅲ|るようになる。

李漢彬は「ＥＰＢの組織に関するかぎl)、私と李起1ｌｌＭＹ１ｍｌ局長のilllでいつ

のまにか合意をみた企画と予算を－つのSuperAgencyに統合しなければな

らないというアイディアがその核をなしたと思う」と述べている。｜可時に彼

は「いくら良いアイディアでも、それを決定的な|瞬''１１に採択してくれる主体

が必要」だとし、即事クーデター政権のなかにそれを受け入れる素地があっ

たことを付け力Ⅱえている。すなわち李漢彬が予算局第１課長だった頃から国

防研究院や陸軍軍需学校創設の|剰係で親しい交友関係にあった柳炳賢、朴泰

俊など「軍の知性エリート」が岐高会議の要職にいたことが、ＥＰＢの創設

に与っていただろうと指摘している。李起棚もまた「こうした腫大なことを

実現するには革命が必要だった」と述べている（季漢彬［1968]、經友会

[1987,89])。

上に述べた民主党政権下での経済行政機柵改革の模索は、111事クーデター

によって一旦頓挫したが、無駄にはならなかった。耶事政権がクーデターの

直後に、復興部の画期的な拡大改編方針を決めた|際にこの改革案が生かされ
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たのである。この時、最高会議の委員たちをiiiにブリーフィングにあたった

のは当時復興部調査課長で、李漢彬らの機榊改編小委で鮮事を努めた－１洲錫

である。彼はその時の改編案の説Iﾘ1要旨を以~ﾄﾞのように述べている。「６．２５

戦TIiLの復興課業も一段落したので、今や政府ｆｉｉ禅1,.の経済l;'１発に着手しなけ

ればならないが、そのためにはまず''１火に強ﾉ｣な|ｻﾄ１発センターが必要なので、

復興部の主機能（企山と調雛）に財務部の予算局と|ﾉﾘ務部の統計局を'１ﾉ１１(｣|)(す

ることによ})、ＩＥＩ内外の資源の/i制1にＩｌＭする'|'枢機能を一元化すると|而川に、

各部腿の政策調整を効果(1りに遂行できるように新設機枇を内|#1序列上のトッ

プに格上げしようということだった。経済企lujlWljではなく|暁にした理111もま

さにここにあった」（經友会［1987])。

もちろん経済企画院が財務部から子jl;':局を'|ﾉﾘU|Xするという組織改革だけで

は不充分で、予算Ilill度の法政jliがこれに伴わなくてはならない。経済企画院

新設の５カ月後の１２)三|、財務部次官となっていた李洪彬は最高会議で、｜|]未

の財政法に代わって、予算機能を財務部から経済企ｌｕｌｌ完に移し、予算機能

一経済企画院、会計機能－１１ｲ務部というlAI容をもった新しい子jill:会計法案の

提案説Iﾘ|を行った。それは|:l己の部将の既１ＭL椛諦にこだわらず、lE1家行政全

体の立場から行政と行政改ＪＩＩＩ１:を推進しようとする新しいタイプのテクノク

ラートが行政機liMjのトップに立ったことをも意lljl〈しており、I1tIuj地時代の総

督ｌＭｌｌ,身の法規万能(I<｣な伝統的官僚ＩＩｉｌｌからアメリカリii}')の高度の専ｌ１１ｌｉＩり技

術・ｸill誠をもった技術官僚ＩＩｉｌｌへの移行を象徴するものであったといえよう。

このように経済企画院の設立にいたる絲過をみると、蝉|玉|ではまだ伝統的

官僚体Ilillが碓立していなかったというイi利なＺ１１情もあったが、発展指lhili1<)を

テクノクラートの秋極性と、維済|｝'1発に|芒|己の命迎をかけたfl仁ＩＦ政権の|Ⅱ１発

意志が結びつき、Ｉ|煙|岬命という特Hllな椛力状ⅢiLの~|〈で、大lII1な機構改ｊＩＩ１ｉを

可能にしたといえよう。その意味で「超官庁」としての経済企画院のii'|設、

すなわち強ﾉﾉな経済|Ⅱ|発体llillの形成は、111部エリートとテクノクラートの合

作である。その背後では解放以来４Ⅱ''''１命にいたる糊正|現代史のなかで、地

殻変1liI1のように進んだ社会柵造の変化、すなわち勅iiiし後の「拡flI」過稗で生

み(１１，された|工大な''I部、他力での新しいタイプ・の宮伽洋のｌｌｌ,現がこの強ﾉﾉな

経済行政機構を41ﾐみ出すここ台になったといえよう（季漢彬［1967]、［''''１
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[1984～87])。

３第１次経済開発５カ年計画と経済開発路線の確立

（１）第１次経済開発５カ年計画の立案過程と計画の性格

第１次経済開発５カ年計画の立案はクーデター面後、まだ行政秩序の定

まっていないl961fli5、６月にすでにいくつかのグループによって着手され、

７，８１]にかけて計山作成機関の整備につれて次第に統一的に作業が進めら

れるようになった。立案過程をリードしたのは、前半は最高会議・財経委の

柳原植のグループ、後半は経済企画院であった。

当初計画案は三つあった。第１案は、建設部で作成されていた「第１次５

カ年経済開発計画」である。ｒｌ叩クーデター後、復興部が建設部に改編され

た際に産業復興委員会はその総合計凹局に'１ﾉBk収された。産業復興委員会の一

部委員は|司川に残り、他の一部委員たちは最高会議の諮l1II委員に識用された

が、及主党政権の５が'三計画の作成にあたっていた雌業復興委員会はその間

軍事革命という政治的激動のなかで、５がli計凹案の晶後の仕_上げを続けて

いて、これが建設部案となったのである。第２案は品高会議の分科委の－つ

である企画委員会のなかの再建小山委員会が作成した「長期開発計画」であ

り、これは主としてソウル大学の若い教授たちによって作られた。第３案は、

韓厩1銀行の調査部が作成した「長期総介経済|)}1発計画」である。

一方、当時最高会議のHill議長であった朴正煕少将は最高会議の財政経済委

員会の核心人物だったWl1H;〔植大領に５が|ﾕ経済開発計画の立案を要求し、柳

大領は朴喜範、金型範、ｌＬｌ鋪緊、鄭部氷ら４人（彼らは30代から40代前半の年

齢属で、その内一人はアメリカＷ{学後}は務部の課｣量になっていたし、一人はソウ

ル大講師で１１刊新|Ⅱ1の論説委員であった）を抜樅し、＿'二記の三つの計画案を検

討して約１カ月で「総合経済刊建計川案」を作った。この４人の案が鹸高会

議案となって新設された経済企画院の総合計画局に送られた。経済企凹院は

最高会議案を土台に計lm1を樹立するにしてもⅡ|建設部案や蝉銀案などの作成

メンバーも含めて委員会を作って計画を討論、決定しようと提議した。こう

して９月''１句には''１央経済委員会が新設され、経済企画院はそのlHj作業を進
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めてきた|司院の計画案を''１央継済委員会に提ｌＩｌ,し、ｌ())三１５１｣から討議に付さ

れた。’'１央経済委員会の建議譜:は１０月141]|#1識に提ｌＩ１,され、｜#1識は経済企山

院の５カ年計lIljl案とＩｌ－１央経済委典会の処i識を検討し、その議決案を最高会議

議長に腿ＩI｣した。岐高会議の各委員会は約１力)三|半の'''１それぞれ、己のiI11当

分野に|則する計画を検討し、晶高会議は12月3011に予算案と第１次経済|)'１発

５がＦ計凹案を一紺に議決した（季英徽［1962]、趣錫俊［1968])。

高度の専｢i]知識・技術が要求される経済|ｻﾄ1発計山の立案に最高会議のilj〔人

たちの意|(J1がどのような形で反映されたかlﾘ1砿ではないが、柳原枢らのグ

ループ（彼らは非公式組織であったが、ｌ］ら「総合総済再建企画委員会」と槽

乗った）が建設部の総合計四局に対し遵守すべき作成力針として示した「経

済11j雄計画指針」では、５カ年'１１１の平均成長率を７．１％とすること、基本政

策は恵法、憲法に関する脇lIi柵i五'法、｜Ⅲ|家V}建政策、般高会議が発表した離

水経済政策から作ること、力強い行政改J1lIを|司時に遂行することなどが示さ

れていた（趣錫俊［1968])。柳原枢を含め最高会議の軍人たちは、経済開発

計画作成にあたって少なくとも７．１％という成長率と62年から実施という期

限を鹸高会議の意志として示し、立案満たちはこの２点を前提条件として計

画作成にとりかかった。したがって成長率は、建設部案が6.1％、韓庇|銀行

案のそれは6.5％であったが、結局、柳lj1〔杣らの岐高会議案の7.1％に碓定
（２） 

した。また計uljl椎l立を急ぐ柳原杣ら品高会議の軍人たちは、経済企画院の計

画立案者らに「作戦要務今に従って戦|IMI計山を立てるや')方で早期作成を督

励」したといわれている（級友会［1987])。

軍ｚｌＷｉ命政権と第１次５カ年計milの性格について「に1由党の計画案が宋仁

相氏の計|Ⅲiであるように、第１次５カイ'１計画は柳1Ｊ;(杣氏の計iujlであった。

……過去の計、とは異な')柳氏によ')|=|標と性格が与えられ、彼の強力な計

画経済への意志が反映された」（金銀舷・池束旭［1966]）という柳原枢の「計

画経済」への指|(T1性という見過ごせない指嫡がある。柳原樋をはじめ最高会

議の111人たちのなかにいわゆる「計画経済」への指向性があったとするいく
（３） 

っかのl局摘はあるが、それがどのようなものであったかは|ﾘＩらかでない。た

だ柳Ｉ)l(杣らが「総合経済二ilj雄計画案」のなかで過去の経済政策に対し「投資

資源の配分とその杵理をほとんど全１，１りに民ＩＩＭに柾せるほどｲilli格機構の媒介



節Ｍｉ第］次経済開発５カイ|き『illlljlと絲済|)ﾄ1発体Ilillの成立１８５

機能を過信し、［１１１１放任した」ことを資本iMlの１%〔ｌｋｌの一つとしてﾙﾋ判し

｢資源の調達とNC分において政府がＺｉｉ導ｉ１りな役?}||を来たすことができる」と

強調している点からみて、少なくとも彼らがより統Ilillilりな経済体制を指lfi1し

ていたということは考えられる（lJil家TII雌ｌｉＭｊ会祇総合絲済l1i建企画委員会

[1961])。と|両IlliljHに、ここには後に言及する「Ⅲ貸改I11IjJの発想の原点がみ

られる。

鄭允畑教授は、鋪1次経済開発５カイ|え計uIは５．１６h脚Ｉクーデターの産物

であり、それゆえ節1次計lljlの性格は５．l6ili[」１１クーデターの性格を究|ﾘ|す

ればr'ずとIﾘlらかになる|lIl題であり、また逆に５．l6fl叩クーデターに|奥Ｉす

る研究蓄枝が少ないりilｲ'１１、総済ｌｌｌｌ発計lm1の性格の究lﾘ|が５．１６軍Z|け－デ

ターの性格の先Iﾘ|に役立つ、という視点を提起している（鄭允１１(Ｆ１［1984])。

この視点から節１次計画を検討する場合、計I11ilのﾌﾊﾟす'111念(I<｣・イデオロギー

的Ｉｌ１ｌｌｍと計１１[IlllLl体の諸数Ｉｉｌ１ｌｉが示す実態｢IﾘｲllllIliのiilIj｛llllTliから考察する必要があ

ろうが、ここでは珊念｢'〈ルイデオロギー｢I<ｊｌＩＩｌ題についてだけ見てみよう。第

１次計lIljlは「計lljiの恭本|=|標はすべての社会絲済Ｉ１９な悪ｲl1Ii環を是正し、日立

経済の達成のための難燃を榊築することにある」としたうえで「経済の体ili'｜

はできるだけLL'''1人のlLIllIと創意を輔重する|そ'''1企業の１Ｊ;(Ｉ１ｌｌを土台とするが、

基幹部ｌ１ｌ１とその他の､i要部'''１に対しては政府がⅡ![接(1<］に|奥|｣〕.するかまたは'''１

接的に誘導政策を川いる「指導される資本ji義体IIill」とする」としている。

この「指導される資本ｊｉ義」という概念は、朴]l;煕が「企業指導主義」（朴

正煕［1963]）と言い換えているように、政)|<|：（lilil家）が企業（資本）をilLl:接

llU接に指導するという意'味であり、ilIzl1政椛のlfl家主導lli1l洲１発体制構築の意

志を端的に示すものといえよう。

「指導される安本主義体Ilill」という唾|家ｺﾞﾐ禅(I<｣ｌｆｌｉ格は、同時にまたこの節

１次５カ年計11111ならびにrl煙|「政権の１１３族主義(I<ｊ性格と深く関係する。ｒ１Ｉ事政

権は革命公約の「l正|家'二I主経済ＩＭＬ」というiiMlを長期継済開発計ujlによっ

て実現しようとしたが、その際、速成すべき|]標としての|正l家自主絲済とは、

まず何よりも唾I家財政の援助(見返')資金)からの|÷'立であった。しかし、こ

の'三|的を達成するための手段・方法としての愈欲('<｣な絲済|；'1発計両の実施は、

50年代の援１１ﾉﾉ依存｣０１に作られたアメリカの蝋Ⅲ|を受ける継済迎営方式＝谷|而I
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経済委員会体制とその下での緊縮安定化路線とは机容れないものであった。

朴正煕は「革命はなぜ必要だったか」を諮るなかで、1961年度の民主党の

追加予算案の数字を具体的に示し、アメリカの対蝉援助の見返り資金の規模

が予算の52％になると指摘しながら、次のように述べている。「このように

国家運営の基本手段である国の予算までがアメリカに依存している。独立し

た国家でありながら統計上でみる糠|正|の実価値は48％に過ぎない。言い換え

れば、轆国に対する米国の発言権は52％を占め、われわれはそれだけ依存し

なければならないという意１床にもなる。……アメリカの援助がなければわれ

われの政府はすぐにでも'１１１を閉じなければならないということを劇的に示す

ものである。……これでもわれわれは、はたして独立した自由、民主主義の

主権国家だと自負できるであろうか。……一日も早く自主経済を確立して自

分の生活を自分でリ|き受けてやっていく宿願を実現しなければならない。

1961年以前に本人をして革命を決意させたilLL接的な主要目標が、まさにこれ

だった。自主Ｉそれはただ1二l主経済以外にl11iらえる網はないのである」（朴

正煕［1963])。ここには素朴ながら戦後の第三Ｕ界の政治指導者に共通にみ

られる自主自立の志向が認められる。オスカー・ランゲの言う「民族革命」

型の経済発展観を朴正煕も持っていたといえよう。ただ特異なのは、一般に

民族革命のめざす経済自立が外|玉|資本の支配からの解放であるのに対し、朴

正煕の場合は解放後、そして６．２５動乱後の韓国の異常なまでの援助依存構

造を反映して、財政の援助依存からの脱皮がに1主経済の目標に設定されてい

る点である。この点で朴正煕の自立経済観には経済の再生産構造全体にかか

わる自立経済の認識が欠けていると批判するのは簡lliであるが、むしろ軍事

政権の指導者としてIiTIよりも財政に1主権の確立に経済に|立の指標を求め、国

民に向かって異常なまでの援助依存榊造の克服を訴えたその民族主義的志向

性に注目すべきであろう。いずれにしろ、1950年代からのアメリカの援助に

全面的に依存した輔国経済、とりわけその財政構造の極端な依存性を打破し

なければならないということを朴IIi殿は強く感じ、軍事クーデターによって

掌握した政7台権力を使って経済開発計i画を進めることによ')、それを実現し

ようとしたとみることができるであろう。

後に述べるように、初期の軍事政椛にみられたこうした民族主義的・自立
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志向的傾向は、アメリカとの''１１で生じていた「軍政廷１ＪﾐＪなどをめぐる政治

的摩擦だけでなく、経済迎尚をめぐってもIliL礫を醸しIIJ,さざるをえなくなる。

金鎭舷氏は50年代末からの鯨圧|における経済計lujiの胎動と発展の特徴は、

その指向`性において絲済[|立への意欲を強めていった点にあると折桶する。

すなわち、表３－１－３にみられるように「日Ⅱ｣党の計画が'二'111継済体IIill、民主

党が混合経済、そして軍政の計凹は『折導される資本主義ｊ体Ilillに_し向、統

ＩｌｉＩｌ性は漸次強化されて来たし、経済成長率も5.2％から5.6％そして軍政では

他の後進国に比してはるかに高い7.1％へとiilﾘ｢次高まっていった」のである

(金鎭眩・池火皿［1966])。かつて末に相が主導した産業|)'１発委員会による３

カ年計固が、アメリカの援lUjをよ')多く、よ')確実に獲得してより有効に経

済開発に利用しようという仙機と対米協調の経済テクノクラート的民族主義

に立っていたのに対し、４Ⅱｉ１Ｉ１ｉ命を経てIIJ,現した５．１６即事政椛の５カ年計1画１

は、少なくとも援助依存からの脱却、｜玉|家自主総済のＴＩＩ趣という'二|標を経済

開発計画にもとづいて実りilしようとした点で、よりプリミティブな民族主義
（４） 

に立っていたといえよう。

（２）経済開発路線の転換一外資導入・輸出主導型開発戦略の確立

オスカー・ランゲによれば、経済開発計uljlの本質的要素は、人口の増加率

を実質的にこえる|正'1Kし所得の上昇を保証し得るＬＭｉ的投資を確保することで

あ')、戦略的要lXlは投資（と'て朧的投資）である。したがって経済発展計画化

の'''1題は、充分な量の生産(１９投資を確保するlIl腿であI)、さらにこの生産的

投資を国民経済の４Ｍ:力のもっとも急速な成長をもたらすような経路に導く

問題である（ランゲ［1964])。

鰊|刺でも第１次経済|汁1発５カイ|:計凹を樹今立実１丁するに当たって妓大の難関

となったのはいうまでもなく|人I外資の動員の'111題であった。第１次５カ年計・

両の年平均7.1％という高い成及率は、投資率を年平均22.6％にまで高める

ことによって達成されるはずであったが、これは1957～61年の実績と比べる

と成長率では２１％、投資率では１０％も高めることを意味した。また第１次

計lm1期間中の平均国民貯蓄率は9.3％、海外貯蓄率は13.3％と計lujlされたが、

これは1957～61年の実績と比べてそれぞれ4.9％も高い数mであった。
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表3-1-31950～1960年代の

ネイサン

総済i1MlL計画

JilijllillijIllijjj 
タスカー接lⅡjiiluljl

①作成機関

②計mO1llI1

③ｉｉｌ･I1ilの性格

ネイサン|)Ⅱ会｜タスカー使節卜!｜｜企liIii腿

（1954～1956） 

3カイド

対鯨米lIil援lﾘﾊﾞﾄﾞ'四

指針として作成

(1953-Ｍ～1957-

58）５カイIi

l2lllI経済体Ilillを維

持する一ﾉﾉ，｝1ｲ政

{訓l政筑による調

粧策を樹立

①li1lMil1｝接近方

法と旅業》'|接近

ノノ法の|Ⅲ111

②鯨|、とl1il述のi,１，ｊ

ノノの共liil努力を

爪悦

（19Ｍ～1958） 

5ｶ年

lLllll維済体Ilillの｣二

で政府の'''1接(1<ﾉな

訓幣

①ｌｌｉＲ業HlPlI業;ilm

をDqllIlする一

ノノ，全体('(｣な､ｉ

かｒｊｌＭｌｌしよう

と努力

②特にffMdLgli業

の11ｔ要度１１m位策

定にiMKを喚起

①'11立経済迷成

②経済安定

③１Ｍ易収支jAj衛

①１１標ｲl:度の(Ｍミ

［|標と施設光Ｔ

ＩＩ標を過去の突

紬と部'１１１３１１に対

比して策定

④iillujl作成方

法

①計Ⅲl《」計画方式

を二k台にしてマ

クロ的接近ﾉﾉ法

とミクロ的接近

方法を|ﾙ１１１

②いわゆるＣｏｌｍ

式iilmM法を使

川

①2Ｍﾘjj竹ﾘ｡!と|正｜

際収支改藩を通

じてlLl立化の雅

盤造成

①鮒斤｢1<jIL1立ﾉ|（準

（i樅立

⑤iilll1ilの基本

１１標

①経済(１０lLl立

②そのために効率

（1<)な登iM(のii1ilil

と経済宏定策を

追求し維済成長

を促求

⑥iil･[lM111111l1 

の年平均成

及率

⑦１１標年度の

ｌ人当たり

総４Ｍ:額

⑧iil1iM111{1総

投盗

⑨主要政策

8.1％ 5.2％ 

(複利）

103ドル １１１ドル 54.81,1ウォン

(1955ｲﾄﾞ不変(lli格）

1,9291'｢ノノドル’883ﾉノドル ６４３．１侭ウォン

(経↑|ｷｲlli格）

①脈業榊造近代化

②社会雑木施設拡

充

③経済安定政簸

④IfiliMllり輪１１}政策

⑤(''１縮性のある財

政安定計llIil執行

⑥経済iil･画稚設機

織設殻

①社会公共投安に

過人に航点を置

く

①健今なiIj場(IIi格

機Hli復iiUi

②継済安定のため

のjm1YIl伽{言川

政莱

③111-為播レート

の現実化

④Ｉｌｌ本(1(jllill度改編

①厳絡な１１ｲ政収支

均衡維持

②金納信１１１政莱の

効馴1<)糠1111

③谷､11的物Ｉ１Ｉｌｉ及び

外為体Ilill#lli侍

１１１)ﾘ↑）金頻舷・池來旭［1966］よりhliJliしてり'１'１。
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諸経済計画対照表

１８９ 

, 

(1) 

ゾ Pll牛王~ＣＯ

110(’ 

① 

③輪ｌｌｌ１Ｃ

③社会

⑤枡

の農 ⑥ 

⑤輸出振虞

⑥ 

⑦ 

第１次５カ年経済
i)}1発計画（試案）

第１次経済'１}１発
５カイ|をiil・ｌｉＩｊ

|同ｌｈｌｉ完計 、

建設部

(1962～1966） 

５ｶ年

｢指導される資本

主義経済体ＩＩｉｌ１」脱

合経済体制

①動態的な面を皿

祝して要素攻撃

式接近方法を試

みる

①工業化への基盤

構築

5.6％ 

(複利）

57.94面｢ウォン

(1955年不変価格）

3,215.6億ウォン

(経常価格）

①エネルギー供給

碓保

②基礎産業施設拡

充

③社会間接資本光

足

④農漁村生産増大

⑤輪'１１振興策

⑥遊休資源活用

⑦革新的行政

経済企画院

(1962～1966） 

５力ｆｌＲ

｢lfi禅される盗本

三iﾐ義経済体ＩｌｉＩ」1112

谷経済体ＩＩｉｌｌ

①マクロ(lり抜近ﾉノ

法とミクロ(l<)接

近方法を|外lllし

て総谷(1<｣に検証

①ﾈl:会経済(1りな諾

悪n1i環を雌jliし

lLI立綿済のため

の）!L盤榊築

②安定１１り成災追求

7.1％ 

112.0｢｢ウォン

(1961ｲ１１(llli格）

3,214.5億ウォン

①エネルギー供給

ilj(IMi保簸

②農業4Ｍｋ性１１)大

③社会'''１接安本の

充足

④遊休資１１１１(のii1ilI1

⑤輪}11,冊《興策

⑥技術振興

経済企画院

(1964～1966） 

3ｶ年

)〕編l1uj1と|両1じ

①部'''１》'１計画を積

｣そげ方式によっ

てマクロ(l<jに策

定調整

①原計画とlTilじ

5.0％ 

117.2百ウォン

1,658億ウォン

①ljl(計画の政策手

段に安定雑調堅

侍政策をﾘji調

第２次経済ＩＩＩ１苑
５力年計

経済企ｌｍ院

(1967～1971） 

５カイI：

ilT場経済の1%(I1lIを

いっそう光ﾘミ

①第１次５カ年iil

Ｉｕｌとlnlじ

①l981flRまでの完

全を'２１立体Ilillの

ための過腿とし

て蔽業榊造を近

代化し':I立経済

の確立をいっそ

う促jlliする

7.0％ 

131.3Ｔ･ウォン

(65（|i(lIi格）

9,800億ウォン

①物IlIi安定

②流jm機柵の系ﾀﾞ'１

化

③輪111,のiiｳ人

④ｌｒ１際|)Iﾙﾉﾉj艸巡

⑤技術振興

⑥人ﾉﾉ安川;(１１}１発
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ｉｌ〔zli政椛はクーデターのiiI1後から税hll改〕'''1:や金融機関の拡充など制度改10110：

を通じての内査釛員政策を腰|)｜Ｉしたが、そうした確実ではあるが徐々にしか

効果の)０１侍できない方法では節1次５ｶｲﾄﾞ計l1Uiに要する膨大な生産的投盗を

IMIうにはｲ《充分であった。そこで早急にかなりの大きさの投資財源を1M:株す

るための杣lLlの内資動jFl方策として榊恕されたのが「不正蓄財処I1ll」と「皿

貨改'１ｌｂ:」であった。

ｆ耐j会i縦は不j'三蓄財処I1l1委員会を櫛成して、４)1革命以来の政治｢1<」社会１１<ノ

課題となっていた不正蓄財処J1l1を革命公約卸Ｍ章の第１課題と位置づけ、対

象となった登本家９人をf1ii蝶｢1<)に拘束するなど、精力的にこの''１１題に10<')lil’

んだ。当初の処､11方針は不jl1蓄財者の||ｲ雌没収であったが、やがて軍政|ﾉﾘ部

の対立やｲ〈Jl1蓄財者１１１１からの巻返しがあってｲ《][{蓄財者たちが外資導入=[場

を建設しその株式を納付する形式になった。節1次５カ年計l11jlの主要こ[場姐

設計miiを不jli蓄財者たちが論けfiう形にしたのである。１１１身'１まで不派蓄財料

としてl制!'(された者たちが今'二|は|進|家(l<ノプロジェクトの「役''１」となり、ｌｆｌ

ら|秋米に行き外資導入交渉に来Ｉ)lIj,しもしたが、結局、このやり方は外資導

入の不仙(等で所期の成采は｣|；み}|｣,せなかった。ｆｌ餅革命という椛力状況を利

用して一挙に|玉I家資本を作り'１１，そうとしたiliJI1政権の不Ⅱｉ蓄財処理も結局、

竜IilI蛇尾に終ったのである。しかし、このときr''二１$政権が行った不Tlﾐ蓄財ｆｉ

の銀行株式還｣'１は、５大Tlill1銀行のｴ}I災｣のl1il行化を意味するものであＩ)、

これは''１央銀行とjl]､賃政策に対する統IIi'１樅を!'ｲ務部長官に付与して金iW1l1政策

の'二|神性を人''１iiiにIIilllU1Iした称'五|銀行法の改jliと|;U侯って、政府が金融という

｢管Ilill高地」を掌握する決定的な契機になった。それ以後の銀行貸付は、第

１次５カイ|え計lm1を進める政府の|州１発優先|'|(1位にすすんで従う者にのみ与えら

れることになった。ＴＩｊ１ｌ１釧行をも政策金剛１機llM化させた「|｝'1発金剛1体Ilill」の

'''1発点は11K政の不Ⅱi苔'1ｲ処理にあったのである（金銀舷［1964])。

1962ｲⅢ)1のj､貨改IYiは、上記のいわゆるｲ《I|;蓄財以外にも「|[1政権の腐

敗に便乗して|陰性的に蓄積された資金が|;|に11にilil存されている」とみて「こ

うした陰性盗金は社会政WL1の革新にも１ｲﾘらずまだ産業資金化しておらず、そ

のilll系11ｊした通貨量は……悪性インフレの要'八|として厳砿な警戒を要する」

という判|析の下に「陰性資金と過剰llMfMﾉ｣を典の長期貯蓄に誘導し、これを
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投資財iljj(としてIiIilllすると|両１時にインフレを未然に防｣Iする柵置、すなわち

通貨改革が不可避である」（朴Jlﾐ煕「緊急j､賃ｲﾙ社にUMする談話｣）としてl祈行

された。改芯の要点は流通通貨の｛Wiirlililli{1111をはじめ1Yi金、債権、債務、動産、

不軌産その他すべての財産の表示(llli格を一律に10分の１に切'）「げ、従来の

ホァン貨をウォン賃に改称するとIii川に、Ⅱ=I券の:ｉｆ〔金および在米頒金の一部

を祭哨率で封鎖し、こうして凍結された遊休資金を瀧業|淵1発公社の株式に代

秤することで産業|＃1発資金にjlix換しようとするものであった。

jIn貨改革案はI|迄|イクーデター後まもなくllill原植の提起によって般高会議の

''１でも極秘i裡にi((iIilliが進められてきたが、その』二|](1<」はインフレ防｣'二よりも
（５） 

強Ilill貯蓄をj囮じた産業資金調達にあった。すなわち、６カ月以内に新設され

る産業開発公社が、この登本金を外資導入等によ')すでに準illiが進められて

いた第１次５カイｌｉ計Ulllの各祁のＺＩｌ業NKに株式投資し、５がIi計山の各種事業

体は封鎖資金を資本金の一部として受け取る代わりにその事業体の株式を産

業|}'1発公社に与える。二[場が雄設され稼働してＴ'朏椚[l当を始めれば、株式の

Tlj場I11i格は額iriilllli格よ'）もはるかに高くなるはずで、そうなれば産業|ｻﾄ1発公

社はTlJ場{llli格がｲL丁利な二'１業体の株式を証券TIj場をjlnじて売却し、査金を調達

してこれを５が'１計Iuilの他の二１１業にiljぴ株式投資する。こうしたやり方を練

')返していけば封鎖1ｉＭ?を基金とする|jTllli五投資はｲＭ１系積的に墹大し、産業

は急速に発腿するだろう。かくして|正'112が蝋かに孫らせるようにするため一

時的な苦痛をあえて１Jえても皿貸改１１１１１を|折行する、というのがその青写真で

あり論班であった（林杢勲［1986])。

しかし、このjmm貸改hI11fは「失敗」した。預金封鎖の結果をみると、当初の

予想とは異なり、陰性資金ないし待機性資金の|ゴ細な偏在はほとんどみられ

ず、しかＭｎ貨改1110:のショックによ'川|：氏41二iiIiと絲済iiI1mlijlが打蝶を受けたと

して、３３１］'二|にして封針脈[金を全mWi1l漆したので､ある。だが、封釧安金の金

額の多少や通貨改革に伴う経済秩序のilIL乱がrl豆}Ｉ政権をして当初の|l的をか

くMilliに放葉せしめたill:接のJlI1lllとは考えがたい。実はこの皿貨改革の１．

紙化すなわち失敗を余儀なくさせた背景には、アメリカの反発と圧力が働い

ていた。アメリカは援助のull時停llXという武器で封釧資金の全面解除を朴I［
（６） 

煕に迫ったので､ある。
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アメリカ政府が通貸改rIIiに反対した111111]は、、､貨改ｊｌｌＩｉによる預入金の凍結

がアメリカの信奉する日'１１経済1%剛に反するということであったろうが、よ

りil[接的な動機は、jln貨改iIIHについての政策構想を米|正|｜1111と協議しなかった

ばか|)でなく、新券｢|UIlIllをアメリカではなくイギリスに発注し、jln貨改JYL実

施48時間前までその計画を米'五|大使館に通〈!↑しなかったことなど、軍璽)'卜政権

のアメリカを斑ろにしたやり方にあったと考えられる（任在慶［1983])。ま

た預金封釧措世が大使館や|正|連１１[関係者を除く民llI1外|正|人に対しても無差別

に実施されたことへの反発もあったＭＡわれる。いずれにしろ、軍事クーデ

ター以後、軍事政権とアメリカ政府のlIl1に生じていた政治的経済iI9DliL礫は、

この通貨改革をめぐって絶頂に達し、時を|両lじくした「軍政延及」をめぐる

鯨米'''１の{i僻Lとﾉl11侯って、アメリカをして一挙に111事政権を屈伏させる強硬

な方策をとらしめたといえる。

さて、任在慶氏はこの「jmu賃改革のＩＥＩ紙化は、成長のための投資財〃;(を国

内で造成することはできないという誤った観念を井上Ｍさせた」と指摘し、

その紡果その後の投資財i原調達方式に決定的な限界をI1ljlすことになった、と

してin貨改革の二重の失敗の意味の亜要さを強調している（任在慶［1983])。

事実、この通貨改革の失111(により軍Z１１政権がもっていた投資財源硴保の選択

肢は決定的に狭まり、その結果、rlIzlT政権が'三|指すべき'3M発路線は、rlI政初

期の農業政策をzii祝し、｜玉|家資本ji'|設一|玉|家投資一睡|家蓄積を挺子とする路

線から、積極的な外資導入・輸'11,指lfil工業化路線へと転換していくのである。

つま')、この転換は「指導される資本主義体llill」という国家主導llll発体ＩＩｉＩは

維持しながらも、「政府のil1l:接(1<)関与」によ')爪きをi置いた運営方式から

｢間接的に誘導政策」を用いる迎,営方式に大きくjli''１足を移すことを意味した

といえる。

５．１６軍Z|け－デター以iiiiの援lllj体IIill下の林国の経済述営の基調は、米国

の主導のもとで、通貨量の膨張を仰Ilillしインフレを防ｌｌ会することを主眼とし

た財政安定計画の下に置かれてきた。しかし耶事政権は「軍事クーデター」

という権ﾉj構造の激変を契機に当初からこの枠ilillを取りはらい、急速に財政

支出を拡大し、物llli上昇に対してはiri:接的なIin格統Ilillでこれに対処しようと

した。しかし恥|＃政権のこの意欲的な|)ﾄ|発主義の経済迎営は、内にあっては
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外貨危機とインフレーションそして内資動ji策のilIil坐によ')、外にあっては

民族主義政椛の突111,を許さないアメリカの対)|嘩政衆という二兎の障壁にｕｍｉ

し、２年足らずの内に1りぴ緊縮｜は政にﾉﾉlh11li武換を辿られ、｜可|痔に、経済開発

計画の戦略の見直しを迫られることになったのである。

軍事政権が内資釛員の「秘策」と期待した通貨改IIEの失敗と不j[蓄財処理

の不首尾は、投資財源の今、りな国家腎理という構想を放棄せしめ、いっそ

うの外資導入体Ilillの終Iilliへとlf11かわせることになった。元利金の返済を前提

とする借款導入は、投資方向一産業雄設の力lfT1を当然外貨を獲得できる輸出

産業の育成へとlhlけさせることにな')、資金調達の在り方が投資方向をも大

きく規定することになった。かくして'963年半ばからの第１次５カ年計画の

修正計画作成に始まり、各種の輸出振興策の実施、６４，６５ｲﾄﾞの外|刹為替レー

トの調整、金利の人lWTiﾘ|｣二げ、外資導入法改j[等、いわゆる「対外指lfil開発

戦略の採択と開放体制への移行」（経済企1111i院［1982]）はこのような文脈の

下で展開されたのであり、６５ｲliの鯨Ⅱ協定の締結と「請求権資金」の導入は、

こうした外資導入・輪Ｉ１１，指向=[:業化路線の{ilI泣の指標となるものであった。

またこの時期結成をみた|玉|際Ｉｌｌｉ款lIlとしての対轆|正|際経済協議体（IECＯＫ）

は、１１１２界銀行やアメリカ、Ｈ本、西|炊諸国が輔国資本主義が武,Ｉｐｌな民族主義

路線を捨て、対外開放・Ｉ胴M路線を歩む姿勢を示したことにたいする国際的

認知であったといえよう。

４むすぴ

邊衡尹教授は、第１次経済|ｌＭ発５カ年計凹は「|玉|家主導産業化と対外開放

型')'１発戦略」として特徴づけられる以後の産業化過秘の原型をなす重要な意

味をもつ、と指摘している。この「対外開放型開発戦略」を「外資導入を挺

子とした輪lU指lfil工業化戦略」と言い換えてqll解しうるとすれば、たしかに

1960-70年代の軸|丞|の経済発展は、’五|家主導体IlilIと外資.j,iiiii出城1,,#を基本に展

開されたといえるし、節1次５カ年計画はそのような経済開発体制と路線の

成立と軌を一にして進められた。しかし、この「|玉|家主導」と「対外開放」

という二つの性格の関係は、ある極の対立．緊張を孕んだ関係であり、この
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こつの要素がjlillみ谷わきって絲済ｌｌＨ発が成功するためには、微妙なバランス

ないしはiilI者をｲ７機的に結合するメカニズムの成立が必要である。というの

は、従来、途｣｣玉|の経済発展llu(''1片においてこのIIij村は対立的な、二肴択一的

な方途と一般に考えられていたからである。オスカー・ランゲが「発展の遅

れた|玉|では通常、Ilil家蓄穣、｜玉|家投資、｜玉|家が折導する経済発展計画が進歩

のための発展計画の核心をなしている。……しかし、イ||対立する考え方があ

る。すなわち、いわゆる「''１１戸lIl放政策』によって外|玉|資本を導入し、それ

によってⅡ１１:接にi1｢典｢1<ﾉな資本ｊ：義(I<ﾉ発展の道をめざすべきだというのであ

る」と言ったときぃ彼にとってはｌｕＭＩ(行などが新たに'唱えだしたこの「''１１

戸|Ⅱ|放政莱」は過去の植民地、半I111UXj地政府のもとで20～30年にわたって実

験済みの、成来の職の知れたものでしかなかった。だが、第１次５カ年計画

以降の韓|正|の経験はランゲの兄jlnしとも、また新11｢典派の拙きだす比較優位

と反保護jﾐ義のモデルとも異なり、「|玉|家主導」と「対外|＃1放」とのiilj方を

発展の契機とする新しいＩｌＩｌ発狐型を作り出したといえる。

では、経済|｝'１発５カ年計llljlを性とする国家主導則1経済体llillと外交・輪'1｣'と

いう対ﾀﾄ指lfT11)ﾄ1発llUUlffを結びつけて経済発展を遂げたその基本メカニズムは、

どのようなものであったろうか。それは国家が、外にlfi１つては支払保証とい

う信川代位によって|ゴ額のＩ１Ｉｉ款を導入し、内に対しては外資''１１[1分と政策金剛’

を挺子にして、輪１１１，雌業を'''心に|正Ⅱﾉlの産業」,瞥盤・とＭ１力を長期('り兄j、しの

下に拡充してますます多くの外交を11)<')込むことで、急速な迫力'''１<)投資を実

りiIする拡大１１jLMfのメカニズムであった。その際、経済|；'１発５カイ|く計11111は単

なる「工場建設計1Ⅲ1の羅列」ではなく、マクロ経済のレベルにおいても、ＩＨＩ

別資本の経'画においても、導入したﾀﾄ資を41ﾐ瀧的・効率的に投資して元利金

償遡を｣二|Ⅱ|る撚秋の兇通しを立てる枠ﾙ１１としての意味をもったのである。政

府は５が|え計UlIプロジェクトに参力|Ｉする民'''1企業に対しては金融・和税ｍで

の特恵供与をｌｉｌｌしまなかった。｜両|'ｌｉＩｉｉにまた、鯨睡|の絲済開発計画は資本の出

し手である外１通|政府や１１外銀行、その仙外'五l民|Ｈ１溢本にとっても郷国のｲ訓ｌ

と成長可能性を計る－つの菰要な'二Ｍ;として関心zl1となったのである。

外資導入と輪ｌｌｌ,促進を長期|ｻﾄ１発計剛によってリンクすることで急速な発展

をl11fiしたこの特赦メカニズムが1'Ui調に作勅するためには、ilLj費水準をでき
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るだけ押さえ、低賃金によって輪}11,産業の対外競争力を維持するという勤労

大衆の犠牲が必要だった。この点は経済企Ⅲ】院も率１１１[に認め、第１次計画の

基本的政策手段の特徴として「先成長・後分配論に立ＩＭＩして成長果実分配の

均衡を通じた|玉１民生活水準の全般｢1<｣-Ｍよりは、産業４Ｍ僅力の提高のための

企業資本蓄積の促進に重点が置かれた」ことを挙げている（経済企画院

[1982])。

第１次経済開発５カイ|き計山はインフレ、資金調達の行き詰りから64年度以

降、計画ｲｉｄの下方修正を余儀なくされ、成長率も７１％から5％に低めたが、

その後高度成長を実現し、最終的には衣3-1-1にみられるように当初計ｕｌＩ１ｒ１

標を｣二ｍる年平均8.3％の成長を達成し、「成功」をおさめた。第１次５カ年

計画が目標を超過達成して終了し、第２次５カ年計画がスタートした1967年

の『経済|と1書』は、その表紙に「計画的|ｻﾄ|発の勝利」というFil]題を誇らしげ

に掲げた（経済白普の表紙にWill題が付けられたのはこの1967年版のみである)。

ときの経済企1111|院長官、脹基栄は仁l書のまえがきで、第１次５カ年計画期'''１

１１１に高度成長を達成できたが、まだ臓路が除去されたわけでもなく、成果が

新たな副作用をもたらした面もあるとしたうえで、にもかかわらずわれわれ

が第１次５カ年計画を〈勝利〉というのは、こうした１mi疾に挑戦して悪１盾環

から脱皮し、構築された成長基撚のうえに新たな未来に向う転機を作り上げ

たからだと述べ、その最後を「勝利は必然的に負債を|M1件する」と結んだ。

外資導入路線を積極的に推し進め、金利現実化を主導し、1960年代の成良

主義・拡大路線を体現した張基栄のこの言葉は、のちに「負債累積的成長

(growth-cum-indebtedness)」（林鈍哲［1985]）と１１平ばれた成長路線を先取Ｉ）

した象徴的な言葉といえよう。

軍政から民政へ、節３共和'五|の成立後も本質的に軍zll政権の抑圧的政治体

Ilillが続くなかで、政府の蓄積促進的経済政策を基調とした５カ年計画と〈先

建設・後分配＞のスローガンに対し、林国の批判的勢ﾉjはく富益富・貧益貧＞

の現実的帰結を突きつけて、その批判を展|刑するが、勤労大衆が経済開発路

線に具体的な影響力を及ぼすようになるまでにはい世界Tl１場での苛烈な産業

戦にさらされつつ、２０年に及ぶ「|)'１発年代」の試練をくぐらなければならな

かった。
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[注］

(1)法政大比較(i)「［l990a］「解題」参!！((。

(2)年平均総済成｣奄率の'三|標の7」％という数字については、「もっと高い成

長率を望む岐高会議祇員たちの要求と４人チームの榊想を洲雛したもの」

（翅錫俊［1968]）とされるが、金蹴舷・池來旭［1966］は、イリ'１原植は北jli1l

僻の絲済成長率を老lIXしてクーデター以iiiiからｲ|ﾕ７％程度の成長はしなけ

ればならないという所ｲiirをもっていたという。また「総合経済再建計ulil

案」の総合モデルを仙当したlL16I,|i楽の話では、’1本の10年所1Mし倍埆計画の

年成｣と率7.16％が蕪)((《になった、と伝えている。

(3)当lliIib、絲済企画院の次官として節1次５カ年計画の作成の要にいた未j1i

範は「柳原械将ilIばかりでなく、その時の]'11H命主体勢ﾉJは、ニュータイプ

のゴスプランを想定して爪1:業に111きを樋いた]戈業化を掲げ、一朝にして

経済環境を一新する柵想を繰り広げて」いたと|Ⅱ|想している（「５．１６初iill

j0lの林米関係」「級友」鋪３号、1987)。また当時、破高会議議長のIHillllで

あった成昌煥は、リ剛'１１雌がｌＩ鯛会議議長だった1J〔のiiiIiとして「彼ら（flf人

たち）はたいへん意欲が蝋んでした。初j0lの彼らの経済|)}１発計画は充分な

計lllj総済、すなわちソjlL式の全般的計画絲済を考えていたようです。韓|正｜

の実I1ljからしてとんでもない無謀な考えでした。それでは駄'２１だとわれわ

れ（半折たち）が建議したんです」と語っている（李清［1985])。

(4)第１次５カ年iillllllの１１Ｊ族主義(l<)性格は、その計画作成主体の榊成にもlﾘ’

’'１Kにあらわれている。３がＩｉ計ｌｌｉｌは)雅業復興委員会の手によるものだった

がオレゴン大学の５人の教授による諮'''１委員団の参与があったし、ｌ｣し主党

の５カイＩｉ計lm1はウルフ陣｣:の述縦報告に大きく依拠したものだった。それ

に対し、fil叩政椛の鋪１次５カイ|き計画はほとんど外|正|人専'''1家の参与なし

に作111iqされた。しかし、６３～64ｲ|ﾐにいわゆる対外|)ﾄl放型経済|)H苑路線がlﾘ１

雌化し、対米関係も急速に改審された時)０１に着手された第２次５カゴ'三計画

の樹立過程においては、ｌｉｌｉ蝉|正|際|＃|発虚（ＵＳＡＩＤ）の支援によりネイサ

ン顧''１１１』が経済企画院に↑|↑駐していたし、Ｉ咄!｝(政府から派遣された計画Flli

llllもいた。そればかりではなくＵＳＡＩＤは、１．アーデルマンを柵iii1iする

とともに、Ｄ、コール、ＫノートンらＵＳＡＩＤのllMi員も参与させて械極(I<）

に支援した。「節２次計画は韓米谷同作業の絲呆といっても過言ではない」

といわれるほど外|工|人11/''１|家の参与が多かったが、逆に72年からの鋪３次

７汁i11jlでは外１１１人Ｗ|Ⅱ|家の参与の度合いはliliることになる（超錫俊・朴來

緒・iiM・金雲泰共編［1987])。

(5)金Il1illl〔［1990］によれば、ｆｌ叩政椛は1961年７)1221]、第１次経済|Ⅲ1発

５が|i計画のMil立を発表した恥｜ﾉﾘ資調達''１１題を考究した木、通貨改革の

方針を立てた。改革の実行段階で金Ⅲ１Ｍ〔が爽務責任判として抜搬されたと

き、彼は産業資金の調達のためにはj､貨改]''１０:という非常柵ｌｊは必要ではな

196 
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く、伝統的な財政金融手段によって行うのがl);(11'１だと主張したが、最高会

議の指導満たちはそれまでの金融機関の町Ｉｉ息な姿勢や担保正視の絲営惰性

を列挙しながら、画期ilりな経済|＃|発を推進しなければならない|玉|家的見地

からみると金融機関の伝統的な方法にのみ任せるわけにはいかない、とい

うのが大勢だったという。

(6)アメリカが朴正煕に猟ﾙi1i資金の解除を迫るまでの経総については、柳原

植［1987]、金、Ｎｉ［1990］が当事者のllDl職として詳しく柵いている。ま

た、任在座［1983］が通貨改JIl1iの諸''１１題を鋭く考察している。
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第２章第３．４次経済開発計画と重化学工業化政策

ｌはじめに

1970年代のjl(iilJil経済は、６０ｲ|え代の経済Ⅱ}１発計凹によって生み,111,された成采

を二ｔ台に、それまでとは質il9に異なる発展を遂げる。二つの「ショック」

(ドルショック、ｊｉＪｌ次オイルショック）を契機に、１１伐後始まって以来の危機

に糊Ｉした先進|玉|総済や他の発展途｣二'五|絲済の低迷を尻|~|に、６０ｲﾄﾞ代の高度成

及を｣二lnlるほどのパフォーマンスを示したのである。後に、ＯＥＣＤによっ

て「ＮＩＣＳと命名された鰊|正|経済の深化過程は、』Ｍｘ的には、７０ｲｌｉ代に実施

された第３次（1972-76年）および節４次（1977-81年）の５カ年計画（表

3-2-1参｣!(1)によってその枠糺|が形づくられたが、災質的には、iili計画を貫

徹したHi化学工業化政策によってもたらされたと言ってよい。すなわち|雨I政

策は、「維新体IIill」￣卜で朴JM1政椛の椛威fii義を経済政策nliにおいて具ﾘil化

する役割を果たすとともに、従来、総済|ｻﾄ1発のマスタープランとなってきた

５がIき計画に対しても、その性格を変質せしめるほどの影響を及ぼしたので

ある。

ところで、糊正|をはじめとするＮＩＥＳの絲済発股は、しばしば「外lfiliI<｣」

という形容詞が付されるように、｜正|際分業への参｣ノをiiii提とするものであっ

た。この'玉1際分業が新たな発展段ﾙﾄﾞを迎える70年代に、いくつかの'玉|では急

速なZn化学工業化がみられた。とりわけ稗|玉|のIii化学工業化jMi1はＮＩＥＳの

''１でも際立った腱lWlをみせ、その進展度合は、しばしば国際分業の要請を超

越するほどであった。しかしながら、爪化学工業化政策の評Iilliをめぐっては

必ずしも一致した兄解がみられず、一方で鯨|玉|絲済をＮＩＥＳ化した要lklとし

て首fTされるかとAU､うと、他力では「80ｲ|ﾐ不況」に続く長期の経済低迷の根

本原|K|として杭]iにあげられるといった具合に、むしろあい対立する兄解が
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表3-2-1第３次・第４次経済|淵１発５カゴＩﾐiillujl総括衣

=示需

第３次計画（1972～76）

○成長・安定・均衡の洲ｆｌｌ

(1)農漁村経済のjYf新｢1<｣i)M発

(2)輸''１，のi11il101il<)墹人

(3)重化学]:業の処設

念
標皿

Ⅱ 

○輸出二ｉｉ導型亜化学]:業建設

ｏ鉄鋼ｑ輸送)１１機械・家庭１１１通イ・

機械

工業化基調

iﾐ要成長l砿業

総済成長率（％）

投盗率（％）

国民貯蓄率（％）

海外貯蓄率（％）

雁業櫛造（％）

農林水産業

鉱工業

社会間接資本

その他

経常収支（r｢ﾉＪドル）

輪出

輸入

９．２ 

２６．２ 

２４．２ 

２．０ 

８．６ 

２４．９ 

１９．５ 

５．４ 

1０．１ 

２７．８ 

１８．２ 

９．８ 

2２．４ 

２７．９ 

４９．７ 

24.0 

29.5 

46.5 

1８．５ 

４０．９ 

４０．６ 

1９．６ 

３１．３ 

４９．１ 

－３５９ 

３，５１０ 

３，９９３ 

－３１４ 

７，８１５ 

８，４０５ 

１，１７２ 

２０，２４２ 

１８，８７２ 

－４，４３６ 

２０，８８１ 

２４，２９９ 

}１１所）経済企画院［1982］ｐｐ､362-365より作成。

'１１乞立しあっている。IIi化学=[業化政策というファインダーから覗いた70年代

の純'五|資本主義の発展像は、二重写しでいかにも釈然としないのである。

このように、単に経済政策論的関心からばか')でなく、糊玉|資本主義の発

達過概における「70年代」の位置づけを鮮|ﾘ|にするためにも、重化学]ﾐ業化

政策の再検討は不可欠な作業と思われるのである。

２重化学工業化政策の背景

一般に経済理論では、経済の発展過職において職工業から菰化学工業ヘエ

業構造の重心がシフトしていくことは、一つの経験則として認められている。

また、経済体Ilillの迷いを問わず、軽工業部'１１１より重化学工業部１１１１のほうが生
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雄力の拡充にとってｲ丁利であることも、理論・実践の111面において検証済み

である。糠国における重化学兀業化政策も、基本的には60年代の綴工業'''心

の二[業化パターンからの脱却という政策的要請から提起されたものであるが、

そのような一般(I<｣な税lﾘ|のほかに、南北分断が重化学工業化政策に及ぼした

影響一つとっても、｜司政策を必須とした姉国独自の背量も同時に考察されな

ければならない。

歴史的にみると、jli)1僻半島における重化学工業建設は1970年代が最初では

ない。かつて植民地ｊＵｌの30年代に、１１本rlIの大陸侵攻とともに朝鮮半島は前

llii基地として位識づけられ（大陸兵jr,!ui伽)、地下資源の圏かだったjlﾘ1鮮北部

を'''心とする地域で'三1本資本による111化学工業化が試みられた（lll1Il･商崎・

鄭･趙［1991])。この時期の重化学工業化は北朝鮮に侃亜し、南jlﾘ|鮮のＩ業化

は、繊維、食料,W,などの峰工業部'''1に限定されたものであった。藤業榊造全

体からみると、かつて「南農北二[」と'１平ばれたように、南朝鮮の恭幹産業は

あくまでも農業であった。しかもこの「30年代]:業化」は、ｌ]本資本主義の

１１}生産構造の一環にjlillみ込まれ、植民地的破行性を免れるものではなかった

ことはいうまでもない。解放後ﾘﾘ1鮮半烏では、このような制約条件に、さら

に南北分I折やjlﾘl鮮11蛸'による破壊が菰なり、頑化学二[業化のための恭礎条件

は極めて脆弱なものとなってしまうが、過去の経験が、この間の砿化学工業

化の後景となっていることもまた否定できない事実である。とくに柿'五|では、

二[業化の面で北jI11l鮮より劣勢にあったという歴史的経紳が、為政者をして重

化学工業化を促辿させる一つの動機となったといえよう。

鯨|玉|の重化学工業化政策の背景は、」二述のlWli史的背景のほかに、より直接

(Iりには、同政策が識場するilniiの70ｲ|〈代初めの状況に求められよう。ここで

は、同政策の背景を、経済的および政治的脈絡の二mから考察してみること

にする。

（１）経済的脈絡

まず、当時の'五|内経済の状況についてであるが、姉|正|経済は、1970年代初

めに５カ年計画|ｻﾄ|始以来鎧初の本格的リセッションを経験する。経済成長率

は、６９年の15.0％から70年の7.9％に半減し、その後も71年9.2％、７２年
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（１） 

7.0％と低迷した。またⅡｲﾄﾞ代半ばに構築された「jliiWIj,経1斉体Ilill」とベトナ

ム特需に支えられた輸出も、それ以I1に輸入が増大するという榊造的悪循環

にみまわれ、貿易｣'１文の赤字は、６９年12億110万ドル、７０年''億4800刀ドル、

71年13ｲ意2670刀ドル、７２年８｛意9790万ドルと高水準で１((i移した。さらに韓国

の輸出を脅かす要因として、アメリカなど先進資本主義論|玉|で保護貿易主義

が台頭し、輸出の好調な|]本・ｌＭｌｌばかりか、6011え代にjliiii11ll,=lﾐ導の工業化の

途に就いてまもないいくつかの発展途_'二'五|に対してもその矛先が向けられた。

糠国の対米輪Ⅱ』,主力,lii11であった繊維製,hl1MiMlillのAll上にのぼり、結局、７２年

１月韓米繊維協定を洲１２|Iする述ぴとなった。当時の経済危機は、象徴的には

借款の元利金償還''１１題と不実企業（経営が悪化してｆＭ符１Ｍや法定符理に置か

れた企業）Ｉ}{1題となって現れたが、双方とも60年代「|昔款経済」の矛盾の露

呈に他ならなかった。したがって、ii1l2面する諸'111題の打|ｻﾄ1のためには、産業
（２） 

構造のドラスティックなlli云換が必､至とされたのである。

対外経済の面では、蝉国絲済を収')巻く|正|際分業の変化が砿化学､工業化政

策の登場する背景の一つとなった。「iii金の6011三代」に終｣'1符を打った70年

代の世界資本主義は、ｌｌＵｉ後的枠ﾎﾟⅡをルi壊させるほど矛)iYiを深化させ、その中

で先進国経済は、いわゆる「脱]二業化社会」（ベル［1975]）の名で知られる

産業構造の転換期を迎える。「財貨生産経済からサービス維済への変遷」過

程で、すでに途上|玉|製,'ｎ1,にキャッチ・アップされた労働集約的I帷工業ととも

に、－部在米型のＺｎ化学二I:業分I1iの比較劣位化が生じたため、それら産業の

より良い立地条件を求めてのi征外移転が|]藤にのぼるようになったのである。

韓国の場合、７０年代に入るや否や|]本からのilii接投資が急｣Ｗし、繊維、雑貨

などの軽工業業種とともに、電子・電機および金属、化学などいわゆる「公

害産業」を含むIir化学兀業部''１１の対輔進出が一時ブームとまで､なった。

［1本資本の対輪正化学こ[業部'''1投資に道を折〈契機となったのは、６９年８

月に開かれた第３次l]糀定｣０１閣僚会議におけるiili項総合製鉄所建設への協力

表明であった。６６年に'五|際111i秋川（ＫISA）まで結成されながら挫折の憂き

目にあった韓|玉|の総谷製鉄)i1i姓設計11mは、後述するアメリカの新アジア戦略

の登場過程で１１本｛ｌｌｌｌの高度の政治的判断からようやく実現の迎ぴとなった。
（３） 

翌70年４月には、いわゆる「矢吹試案」の名で知られる「１１糠経済|汎力圏」
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構想が[|輔協力委員会ソウル総会で発表され、民間レベルにおいてもＨ本資

本の対騨進出が公然と討議されるようになった。一方韓国側も、外国人投資

の受Ⅲづくりの＿環として、「輪１１旧１１１地域設置法」（70年１月公布)、「外|Ｅ｜

人投資企業の労働組谷および労iIill争議に関する臨'1寺特例法」（同)、外資導入

法の見直し（73年外資導入法改正）などの法的梢置を矢継ぎ早にとっていっ

た。さらに同年９月には、重化学工業部門建設への[1本の資金協力を取りつ

けるため、閣僚会議の席｣とで「４大核工業建設計画」（総合重機械、銑鉄鋳

造、特殊鋼、船llH工業）が正式発表された。このような[ｌ韓国際分業をめぐ

る新しい動lhlは、韓国の経1斉政策の基調をl怪工業重視から重化学工業重視へ

転換させる客観的な背景となったのである。

（２）政治的脈絡

つぎに、重化学工業化政策の背景としては、分断国家である韓国の場合、

ある意味で本質的ともいえる政治的背景について見てみよう。

当時の|玉|内政治状況は、労Iilﾘ1争議の激化をはじめとする社会的摩擦が深刻

化するなど危機的局面を迎えていたが、朴政権は、「維新体制」という強権

的政治体ilillの構築でもって当面する困雌の｢'１央突破を図った゜1969年の「三

選改憲」（大統領の継続任期を２期から３期へ延長するための憲法改正）を

経て、７１年４月に実施された大統領選挙で勝利を収めた朴正煕は、アメリカ

の新アジアl政略に沿って南北対話（72年「７．４南北共|司声1ﾘ1｣）を進める一方、

自らの権力基盤強化のためにいわゆる「１０月維新」（10月17日|玉|会解散、全国

非常戒厳令を主な内容とする大統領特》１１宣言、同271]憲法改正案公告）を強行し

た。この「維新体制」の正統性は、「南北統一」と「福祉国家の実現」（＝先

進国化）という国家目標にアイデンティファイされたが､その前提は、重化

学工業の育成を通じての経済発展に置かれた。すなわち、７０年代に入ります

ます権威主義化を強めていった朴政権は、自らの正統性獲得のための切り札

として重化学工業化政策を打ち出したのである。

また対外的には、解放後一貫して鯨|工|に強い影響力を行使してきたアメリ

カの対アジア戦略の変化が、輔匡|における工業化政策の在り方に微妙な陰を

落とすことになる。６９年、ベトナム政策で失敗したジョンソン（民主党）に
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代わ')大統領の座に就いたニクソン（共和党）は、｜可ｲ'三７月、新しいアジア

戦略である「グァム・ドクトリン」を発表した。新戦略は、「アジア人の問題

は、アジア人の手で」というスローガンの下に、｜|本による対アジア支援の

いっそうの「肩代わり」を求めたが、その陰でアメリカは、｜可盟匡|の「頭越

し外交」を強行してまで「米''１接近」に努力した。また、ニクソン政権のア

ジア政策の転換は甲二}１ｍにも現われ、一方でベトナム)|蛸卜のエスカレーショ

ンを強行しながら、他力でiliiltl玉|に対する軍事的コミットメントのiliilU少を図っ

た゜これは、｜司｣MMl玉|との安今保障体IIillを海・空車を主ﾉ｣としてﾙＩＩｉ侍するとい

う新戦略に}!'１つた対応であった。朴政権の抵抗にもかかわらず、在輔米軍の

一部撤退問題は、７０年８)]アグニュー米Fill大統領の訪jliiliによって決着がつけ

られ、翌71年初めの第７１IililT1約2万名の撤退となって現われた。

米軍撤退問題は、政椛樹立以来、反共体Ilillの最iiii術であることに自らのレ

ゾン・デートルを兄ll1,してきた朴政権にとって大きな衝撃であったことは言

うまでもない。ましてや当時のjli11鮮半島は、６８年の「１．２１事態」（武装共産

ゲリラ青瓦台襲撃21Ｗ）や「プエブロ号事件」（ITi]231]、北jlﾘ|鮮による米情報収

集船享捕事件)、翌年４)三]の「ECl21事件」（北１１ﾘl僻による米ｲ１１〔察機撃墜事件）

など、南北の車三川1り対|時を激化させる事件に相次いで兄まわれ、極度の緊張

状態にあった。そのインパクトは、結局、イト政権を南北対話にlfT1けさせると

ともに、自主防衛路線の台頭を促すことになった。こうして防衛産業の育成

が焦眉の急と化し、１Ｋ化学Ｉ業化政策、なかでも機械産業の育成が強く要請
（４） 

されるようになったのである。

３Ｚｎ化学工業化政策の前提

（１）重化学工業化のための環境整備

一般にスケール・メリットが追求される重化学工業は、採算が取れるまで

の懐妊期間が長いばかりでなく、電力、道路、工業)１１地の雑IiMiなど外部経済

の発展がその前提条件となる。蝉国は、重化学兀業雄設計山が議場する1973

年までに、対[1請求権資金などの外資を投入して「社会'''1接安本」すなわち

産業基盤整備のiihiで一定の成采を得ていた。電力難Ｉ業では、６９年１０月に南江
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多l1的ダム、７３年１０月に昭陽江多'二|的ダムがそれぞれ竣工し、発電量が60Ｊ'２

の169刀7000ｋＷから73年の1482万5000ｋＷへ約８７倍噸加したとともに、工

業用水の供給事I1ljも大きく改稗された。iii路建設では、現在林|玉1の大動脈と

なっている京釜商辿道路が70年７月に|ｻﾄljUDし、７３年11月には湖i打・南海高速

道路が|)Ⅱ通した。

また、技術労Ｉｉｉｌﾉj育成に|剰して一つの画期となったのは、７３年３月に立案

された「長期人力|)'１発計画」であったが、それ以前においてもすでに技能二［

育成1ｍで一定の成果がみられた。政府は、工業化の進展につれて深刻化しつ

つあった技能エフＭ１｣111題に対応し、一般実業教育の充実に力を注ぐとともに、

67年１１]に「職業訓練法」をIlill定・公ｲ1jした。｜司訓純法の骨子は、公共職業

訓練と二'１業内職業訓練の区分、llMi業訓練公団の設世と公共職業訓練の実施、

職業訓練教師の免許制度、技能検定受検資格の開放などとなっている。その

結果、７３１１主までに17万191人の技能工（訓練教師を含む）が養成された（経憐

者総協会［1989］pp156、２５０，衣4-8)。

さらに、一部の菰化学工業分111Fにおいては、重化学こ[業建設計画が開始さ

れる以iiiに生産ﾉﾉの拡充が図られた゜これらの分野は、鉄鋼、石１１１１化学、セ

メントなどいわゆる輸入代稗型分野が'''心で、iili項総合製鉄所（建設jUlllll

70-73年)．蔚'11石illl化学コンビナート・ナフサ分解センター（lTT168-72年)、現

代造船（'両172-73ｲＩえ）が、その代表的な成来である。とくに氷ｲ|ﾐの懸案であっ

た総合製鉄所建設のｗＩ驚異的成功〃は、朴政権が野心的な重化学工業建設計

画に乗')出す際の確固たる'二l僧となった。

（２）重化学工業化政策の登場と５カ年計画

壷化学工業化政策がIE式に打ち'１１１されたのは1973ｲ|ﾐであるが、｜可政策のⅡ１，

日は、この年のfl狐記者会見の)Ali上で朴大統領自らが行った「爪化学兀業化

宣言」に111米する。この宣言は、前年11)］（｢10ハル||;新」の翌)]）に開かれた

月間経済動|旬報fLr会議で、これも大統領'二l身が提示した長期'二|標（80年代初

めに100ｲ意ドル輪llj,と1人当たり１０００ドル|玉|民所得を実現）をリ|き継いだも

のであった。さらにその宣言を受けて、７３年５月に担当機構である「重化学

工業柵L委員会」（１両１「企画団」が実務担当）がjiIl織され、そしていよいよ|可
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年６月に「重化学工業建設計画」（細部案は８月までに発表）が公にされた。

政府の重化学工業化政策への取')組みは、断片的ながらもこの計画以前よ

りみられた。先駆的な事例としては66年の総合製鉄所建設計画があるが、６０

年代末から70年代初頭にかけて発表された各秘「振興計画」（68年機械工業振

興法、電子工業振興５カ年計画、７０`1ﾕ自動車産業計画、７１年石汕化学工業育成基

本計画、７３年長期造船工業振興計画など）や71年２月に公表された第３次経済

開発５カ年計画が、その代表的なものである。とくに第３次計画では、「農

漁村経済の革新的開発」や「輸出の画期的増大」とともに「重化学工業の建

設」が重点目標に設定され（表3-2-1参)'１M)、同年未には、ＥＰＢ産業振興官

室が計画作成に取りかかった。こうした政策努力はいくつかの貴重な成果を

生み出したが、その多くが資金不足や経済不況に直面して再検討を余儀なく

された。

７３年の重化学工業化政策は、大統領の権限を極大化した維新体flill-Fで行わ

れたため、そこには、大統領直系の意志決定が強く反lULきれることになった。

例えば、大統領から特別な権限を与えられた企imlI1（団長：大統領秘書室経

済担当秘書官）は、本来は実務担当の機構でありながら、推進母体の重化学

工業推進委員会（委員長：|玉|務総理）をリードする組織（｢特別機動部隊｣、a

specialtaskforce）として機能した（Lee［1990］ppl9-20)。朴政権は、この

ようにして「自主防衛路線」の基燃を確立しようとしたばかりでなく、同内

的には、経済官僚をはじめとするテクノクラートや国内資本家に対して自己

の指導的立場を堅持し、対外的には、援助供与の代わりに経済効率を重視し

て国内の経済政策に干渉する「ＩＭＦ路線」や「世銀路線」に対して、朴政

権なりの緑済ナショナリズムを貫徹させようとしたのである。その結果、従

来の政府主導型よりもいっそう｢'１央集樅化した、いわば「大統領主導型」の

経済戦略が、７０年代の轆国経済をリードしていくことになった。

また、大統領の権威に裏書きされた重化学工業化政策の登場は、すでに公

表されていた第３次計画に重大な影響を及ぼした。重化学工業建設計脚の立

案を受けて、６０年代より経済開発のプランナーとなってきた経済企画|境は、

73年12月に同計画を基jlilllとする「わが経済の長期展望（1972～81年)」を発表

するが、この長期計画の出現によって、本来のマスタープランである第３次
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計画は「実質的意味を喪失するようになった」（経済企画院［1982］pl20）

という。すなわち、それまで政府から絶対｢１９権威を付与されてきた５力１１主計

画の優先性が、重化学=[業化政策の議場によって初めて切りル|されたのであ

る。

４正化学Ｉ業化政策の展開過程

（１）重化学工業化政策の内容

前述のように、鯨|正|の１１t化学工業化政策は1973年に「求化学工業建設計

画」として]I旦式に打ち''１，されるが、ここでは、｜司計山の内容について概観す

ることにする。まず'二|標として、①正化学Ｉ業の比率liiiI大、７１年35.2％→８１

年51.0％、②輸出構造の高度化（重化学]:業製,Iii1,比率の墹大)、７１年19.1％→

81年60％以I1、③80年代初めに１人当たＩ)|玉|民所得1000ドルと輸出100億ド

ルを達成する産業基盤の造成の三つが設定された。そしてこれら三大|]標の

実現のため、鉄鋼・非鉄金属・機械・造船・電子工業・化学の６部門が戦略

産業に指定され、各産業のw'''１工業同|地として、①第２製鉄払地、洛束江I1iil

口、②非鉄金属、温'｣｣、③総合機械工業恭地、昌原、④造船雅地、巨済烏、

⑤電子=[業基地、亀尾の設置が決められた。また各戦略産業の'二|標値は表

3-2-2のとおりであるが、いずれも野心的である。例えば、第３次計画の鉄

鋼と造船の計画値はそれぞれ259刀トンと130刀トンであるが、重化学工業建

設計画では１０００万トンと595万トンとなっている。実施lVllll1の違いを考慮し

ても、後者の|=|標値はきわめて膨大であることがわかる。

また、’三|標仙の大きさばか|)か計|ｍされた各設術の|ﾕ大さゆえに、所用資

金の訓達いかんが同計画の成否を左右することになった。当初の兇通しによ

ると、1973～81年'１Mの所IⅡ資金総額は96｛意ドルで、そのうちの６割に当たる

58億ドルを外資で、残Ｉ）４;l;'１の38億ドルを内資で調達するとされた（経済企

画院［1982］ｐｌ２０)。５８{意ドルという数字が70年末現在外資導入総額約30億

ドルの２倍弱に相当したことからもうかがえるように、朴政権は、この回細

な所用資金を内外から調達するためにさまざまな措置を講じなければならな

かった。
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表3-2-2五化学Ｉ業建設計画プロジェクト

プロジェクト名

ｉＭ(製鉄)り『拡りＩ（（103万Ｍ／Ｔ→７()()刀Ｍ／Ｔ：1979ｲ|畠）

第２製鉄)i)「（500万Ｍ／Ｔ：1976-80年）

銅桁錬所（10ﾉﾉＭ／Ｔ：1974-76年）

Mli鉛)Wi錬所（８ノノＭ／Ｔ：1975-77年）

鉛粘錬所（５ﾉﾉＭ／Ｔ：1979-80年）

アルミニウムネili錬所（10万Ｍ／Ｔ：1976-78ｲ'２）

Ｅ,１%(機械]:業'１１１Ｍ上設

］:業卜IljML設1973-76年、１．場雄設1974-8()fli

lll蕊llllIIllI1ルル
1981ｲl量までに九つの造船所建設（'Ｍ１２、’''１(１２、人型５）

1985年までに]Lつの造船所建設（''１型２，人』<１３）

/&尼iljM1:業卜lllML設

イiilll桁製)ﾘiｲﾘ;ﾘﾉﾐ（86万バレル：1973-81年）

蔚lllイiilll化学コンビナートの三つの系列=[場充成

蔚''1コンビナート拡張

ナフサ分解センター

１０〃Ｍ／Ｔ→第１段階、１５万Ｍ／Ｔ（1974<'１）

第２段階、30-35〃Ｍ／Ｔ(1976ｲ'2）

新しい谷弁]:場処設

llu1l|総合化学コンビナート建設

肥料プラント建設（第711111科：1974-75年）

部ＩＭＩ

鉄鋼

非鉄金鵬

機械

正
巳
ｂ
Ｊ
 船

電
化

子
学

Ⅱ]所）Ｌｅｅ［1990］Tablell-3，ｐｐ､65-66.

まず外資導入iiiiでは、６０年代末に表iii化した元利金償迷'''１題に解決の糸口

が兇えないまま、早くも積極(Iりな外資導入政策に転じていった。７０年代初め

に実施された外資導入体Ilillの改編に沿って、Ｉ昔入条件が比較的有利な公共借

款や元利金償還義務のない､!〔接投資の導入に力が注がれる一方、｜背入条件が

不利なため抑制方針がとられていた商業ｲ昔款のmでも現金ｆｌｌｒ款の許雰や早期

にリ|き出すことのできる「プログラム・ローン」などの導入が急がれた。導

入先としては、この時)０１に「｢IDI轍経済協力圏」構恕が登場したことからもわ

かるように、地珊1勺にもっとも近いロ本が想定されたが、計画初年度にオイ

ルショックにみまわれるなど、所期の目的を達成できなかった。そこで政府

は、外資導入先の「多辺化」方針を打ち出し、とくに75年１２月の「対肛'１束進

出促進法案」の成立と潔年５月の南悠祐副総理（当時）をlIl長とする経済協
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図3-2-llIIllXi投資ｉｌＭｒの設Iilli金融メカニズム

（１１イｉＭ(）（１１１途）

巫三|③
lIilhuli:特jNI合

Ilillj6IYiI1l|:ｲlK金

璽'1便１１１:持

各椰公ＪＵＩ１金

金融機110安金

保険ｲﾊﾞﾊﾟC盗金

一般投了Ｗ↑

●
●
●
●
●
●
●
 

■
■
■
且
、
／
】
⑪
空
、
〉
ｄ
担
弔
。
戸
晩
回
〉
ハ
ト
叩
〉
句
”
〃
，

卯

■し

【
坤

ヰ
ヰ

圧
匹

ｌＭｉ）人蜥WiI合繊)ﾘi経済ＩＩｉ究センター［1975］ｐ､133。

力仙節'11の|炊米派適を契機に、ユーロクレジットTIj場やオイルダラーへの接

近が可能となった。他力、７０年代半ばの先進|正|経済の低迷は、、|(lItl巡|にとって

ユーロダラーの遮流や正化学]:業のプラントlliiiii入を容易にし、林|正1に1Ｋ化学

工業時代の到来をもたらす容観ｉＩり背景となった。その結采、資金mにおける

対外依存度は著しく高ま')、光の「｣訓l展望」期''''''１の外資導入実績は、計

'11ﾘｲl/[の約19伯（189億ドル）に達したのをはじめ、roll-over-ratio（元利金

償還／新規借入）も75ｲliの40.7％から82ｲ|苞の95.3％に激j村してしまう（ｉ<(・

Khoury［1985］ｐ､209)。

つづいて|ﾉﾘ資調達に|』Ｍしては、企業公|＃|による安本TlJ場育成、｜玉|氏編祉年

金Ilill度の導入、農iKl村Ｈ１葛蓄迎11ﾘﾉをはじめとする汎|正lui(1り貯蓄運jij1の推進など

さまざまな努ﾉﾉが傾けられたが、なかでＭｉ要な役(1)||を果たしたのは、７３年

12)1に設置された「|玉lhL投資）i1余」（'1111｣kM比資』i《金法Ili'１定）であった。この蕪

金の設置には、当時の|玉||ﾉ､I資金ｴ|Ｉ情が深く'1Mわっていた。ＩＭＦやＡＩＤの勧

告による「安定化施策」（1969ｲ'１木～72ｲ'２）の実施と、私伎に代わりうる公的

資本Tlj場の未発達という金融迅迫の状》'1下で、｜叩Ｍｒは「四期的な内査､))員

－ ｜Ⅸ’ 

瓜

役

盗於命

金融機'''１

役融盗

ｲI{利()％

￣ 

(ﾉＩｋｊｔ８イ１１）

､ｉ金 企業
Ⅲと綻一ＯＰ二〃■■００４－
●→ 

業

輸川朧業
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体制」（大韓ilii]1合繊所轍国経済研究センター［1975］ｐ」31）と目されたので

ある。

｜工|民投資基金は、主要財源を|玉1民投資債券（株式転換可能債券）の発行や

政府の各会計からの転入金および預託金などに依拠し、重要産業（６戦略部

''１）を｢''心に、食粗哨雌事業や大統領令が定める旅業に剛I資された（融資メ

カニズムについては、図3-2-1参照)。また基金の責任者には財務部長官が任

命され、国民投資雅金運川審議会での討議を皿じて述営された（債券の発行

や基金の連111符1Mは糠|玉|銀行総裁が当たった)。

財源の大部分は国民投資債券の発行によって調達されたが、その際、銀行

などの金剛(機関が貯蓄性預金の一定比率（増加分の15％）でiUllき受けた（恭

金の財源にlliめる銀行機MA1シェアは、1974～81年で年平均45.3％・Ｌｅｅ［1990］

TablelV-4,ｐ､７１)。速)Ⅱ状況は、やはＭｔ化学二[:業への支援が多く、全体の

７割近くに及んでいる（|司)９１間年平均67.9％；jlill【|正|産業社会研［1988］p

l43)。また、｜可資金を通じた剛(資の銀行貸付総緬に占める比重は、実質的な

計画実施lUllll1である1976～79年''１１の年平均で62.4％に達した（Lee［1990］

TablelV-5,ｐ７２)。結局この基金は、既存の金ＩＭＩ貯蓄を重化学工業投資に半

ば強制的に投入する安本分配の機能を果たし、「あらゆる'五|民や企業および

国家機関が内資動員に参与」（産業社会研究会編［1988］ｐ」31）させられるこ

とになったのである。

表3-2-3租税減免規制法の支援の）測哩および類型

DLllllllliL 

郷
一
州

支援基準

ｲＩＲｌＯノノトン以上の製鉄、製鋼の

-111製鉄施設

＊
こ
の
中
か
ら
選
択

DII:接減免
銅鉱（３万トン／年）

鉛鉱（１万トン／ｲ1三）

州
棚
一
柵
一
剛
一
粉
一
Ⅲ

投資額控除

特別ｌｆＭ１

関税減免

22,'１i,,［1 

3000トン級以｣上のドッグ造船台

11,'W,|]、３０部,'１TII

ナフサ分解工業Tiilll化学

ユーティリティ事業

{11,所）経済企画院「経済''三1書」1981年、ｐ､107、衣2-3-5および表2-3-6よ

り作成。
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また周知のように、ｌ１ｉＬｌ'１什刊'''''１を'''心とする111化学二[業部'''1は、税||i'１ｍiでの

優遇拙置も享受できた。重化学｣:業NlllⅡ1に対する優遇税Ilillは、７５ｲﾄﾞにIlill定さ

れた「ﾌIill税減免fMIlill法」にもとづいて爽施されたが、llr要産業（14業種'''１２

業椰が頑化学]:業部|Ⅱl）への支援の）ｉＷｉおよび類型は、表3-2-3の通りであ

る。例えば、法人税の計lmI)Ullllllll（1973～８１１１リのｲ|主平均税率は、非耐化学

工業部|Ⅱ|が47.1％に対し、正化学こ[業)'0(略部''１|は20.9％で半分以1,.の低税率

であった（Lee［1990］TablelV-6,ｐ､73)。

以上のような爪化１，r:]:業部'１１１に対する|玉I家の↑'１度(I<｣支援は、ひと握りの財

|側資本と政府との癒狩|奥Ｉ係の1ili,(ルドとなったうえに、継済の「二爪柵造」の深

化や財|側企業経営の非健全化をＷ{米したとしてぃ後述のように、民主化iIli肯

ばかりでなく政椛|ﾉﾘ部からも批!'《'|の｢Ｉ<ﾉとなったのである。

（２）重化学工業化政策の修正と破綻

朴政権のW|:煎りで|ⅢＩ始された爪化学]ﾕ業化政簸ではあったが、その実施過

稗は決して平山ではなかった。オイルショックで始まった1974年は、石Iilllを

全YIi的に海外に依存し、かつlliiiii人による|玉|内IIlli格安定（Iilli格の咄il実化）を物

ＩＩｌｉ政策の基本力針としていた朴政椎にとって、インフレ対策に奔走させられ

るｌｲlﾐとなった。｜司ｲli1I1、「|臼lillXj｛|ﾐiili｢のための大統価緊急拙殻」（１．１４措

置）の発表後に開かれた緊急ｌｌＩｒ世対策会議（委員長：Hi'１総理＝経済企lull院長

官）において、「物Iilli安定にあらゆる経済施莱の肢優先11【(位を置き、これを

皿じた緊急措ii【i効采の極大化をlxlるために、菰化学二[業計画推進計uljlを物価

が安定する時までil1T定的に遅らす」（経ｉＭｍｍ院［1982］ｐｐ､143-144）ことが

決定された。７０年代)'４ばの低迷｣０１を経て１１k界経済が最気ｌｎｌ復川)irliに入る76年

になると、ようやく驚異的な物I111i-けＩが沈静化何ilhlをみせるとともに（卸売

物(llliけ｛率、７４ｲＭ２」％→76年12.1％)、外資調達のｍでも急速に改善の兆し

がみられ（ilW業ＩＩｌｒ款禅人状i兄、７６ｲＩｉ８億4100万ドル、７７ｲli12億4200万ドル、７８年

19億2980万ドル)、この頃からIii化学]i業建設計画は本格的に実施されること

になる。

しかしながら、オイルショックの洗礼を受けた後では、資源多111費型産業

の育成に重点を置いた|司計Imiは、もはや1〕X案どお')実施できる状況になく、
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76ｲｌｉ木に発表された第４次５カ年計'111の立案過秘において実質的な修jliを余

儀なくされる。’|雌|:業輸,１Ｍi業の|]<I際競争ﾉﾉのｌｌＭＬやjlﾘ|鮮１１蛸卜後の多雌期の

影響による雁)'１機会の逼迫といった当i/'iするi渚''１１題の打開のため、戦略産業

の選択基準は、重化学工業部|Ⅱ]のなかでも比較(1<)技術集約(1<]かつ労Ilill集約的

で、しかも'正|際競争ﾉjの望める産業分伽こ絞られた（むろんlIlj術産業は例外)。

その結果、機械、ｆＷ、造船の三つの:jE化学]:業分11'}が戦''１片朧業として選定

されることになった。

こうして立案された修]Ii計l1liiの|ﾉﾘ窯は、次の皿')である。①Iiilii項製鉄所第

４次拡張二[ZljのｌｲIillll延期（1982ｲliに終了予定)、②flil精錬所の規棋縮小（１０

万Ｍ／Ｔから８万Ｍ／Ｔへ)、③アルミニウム桁錬所計lm1の111｣'２，④弟４次、

５次、６次の化学ＩｌＵ料プラント拡りIji計画の放棄、⑤化学パルプ生産プラント

の規模縮小（｢Ｉ産8()刀Ｍ／Ｔから3()Ｍ／Ｔへ)、⑥造船所建設計l11jl数の９から

２への減少の６項|=|であり、いずれＭAい切った}Iilli1iiliないし''１|析枡世が取ら

れている（Lee［1990］ｐｐ､5-6)。

第４次５カイ|ﾐ計IUIilのllll始とともに]Ni化学]:業化政策がjlりし道に乗った稗l玉|経

済は、計11111前半期に'Ｔｌ.〈も「災j9l股望」の|=|標Ｉｉ１〔である「1人当た'）

ＧＮＰ1000ドル、輪ｌｌｌ１ｌＯＯＩ意ドル」を途成し、それまでの５カイlき計iilill司様、111【ｉ

洲に目標を達成するかにみえた。ところが後半jUlに入るや否や、純|正I経済の

様jlllは一変してしまう。７７，７８１１１j年のＧＮＰ成災率は、名'三Iでそれぞれ

10.3％、11.6％と良好であったが、７９ｲ1三に6.4％のｲlllぴ率に終わってからは

80年6.2％、８１年6.4％と低迷した。また、一時収來Ｉｌｌｍ向をみせていたインフ

レーションが11]i燃したばかl)か（`'1売物ｲIliｲ|i｣二外率、７７ｲ|式9.0％、７８年116％、

79年18.8％)、７７年にわずかながら黒字にjliK化（1200ノフドル）した経常収支

も、翌年には1りぴlOI意8500ノノドルの赤字にjliZ<落し、以後赤字棚は、７９１１：41億

5100刀ドル、８０年53{意2100万ドルと急jtilしていった。このような不安定要素

は、実施以来初めて５カイｌｉ計山を'111[桃せしめ、結局、「80年不況」を契機と

する長期にわたる経済的低迷に帰結することになった。こうした反動は、根

本的には、蝉|玉l経済の対外従属性に111米するものであるが、ｉｌｌＩ接ｉｌりには、多

くの論者が指摘するように、雨化学工業部'''１での過剰投資・I１１複投資にその

lH1lklが求められよう。より､１１:微にいえば、’''1題の所ｲｌｉは、政府と一部財IlLl資
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本の抱合関係にあったのである。

５むすび－川Ｗこ[業化政策と蝉|正|資本主義

冒頭で述べたように、蝉|玉|のⅥICS化劇〃をiiiill1,した重化学二[業化政策

に対する評IlIiは、それが醸し''１，す繁栄と挑折のiilij義(Ｉりなイメージのため、あ

い対立する意見に二極化しがちであった。だが注|]すべきは、穏皮の差こそ

あれ、双方とも政府主導型政策の非谷ＩｌＩｌ性を指摘する点である。

経済的谷剛性の視点からｴ[化!\:こ[業化政策を批判する急先鋒は、安定成長

や|)M放体IlilIの柵築を標枡して新たなディシジョン・メーカーとなる新ｌＬＩＩｌｌ主

義論者であったが、1970年代氏三ｉｉ化迎仙のjlIl論(1<｣文１１１２となってきた「Ⅸ族経
（５） 

済論」’'１１も、政府と財ＩｌｌＬｌの癒肴が'１;みⅡ!,した諸矛１１７iを事あるごとに指摘して

きた。これらの批判的粥潮流は、ルlli新体Ilill川i壊後、jlXをきったように「民IlU

主導１m経済の確立」という奔流になって流れﾙ,し、lIl家主導型経済によって

ことごとく疎外されてきた'１１小安本ばかりか、その~|､鑿で一身に恩忠に浴すこ

とのできた財|IIL1資本までもが'司様のjき帳を披露した。しかしながら氏''１１主導

剛経済の内実を質すと、いずれも必ずしも具体(lOなビジョンを持ち合わせて

いたわけではなく、自らの利害UM係を反'１〕(ししたji鵬にｌＥｌ執するに｣こまってい

た。その'''１隙をぬって新たにlUill光を浴びたのが、従属11M論の影響を受けた諸
（６） 

兄解であった。それらは、挙って林|玉|の亜化学Ｊ１業化の対ﾀﾄ従属ＩＹＩｉを指摘し、

1980年代に入っていっそう深刻化する系績債務'''１題をその証左とした。後の

政府l2Iらの手による「外債F1書」の公表は、当時、いかに重化学二[業化政策

の不条理性に対して辛辣な)肥'411の|U(をlfilける|玉|比が多かったかを傍証するも

のであった。

ルIli新体Ilil1＃１壊ilI1:後の柿|玉1経済をめぐる理論的アノミーは、結局、正化学工

業化政策の評Illliに深く関連していたといってよい。蚊行すると、｜可政策の評

I1lliいかんが、７０年代の経済発展の評Ｉ１ｌｌｉに１１せまらず、ポスト開発独裁時代の新

しい|Ⅱ1発戦略の碓立をも左右する爪要なモメントとなっていたのである。こ

こでは最後に、菰化学二[業化政策に対する客観的な評(illiを模索する意味から

も、｜可政策が糊玉|の資本主義発展に及ぼした影料を考察して小括とする。
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７０年代の重化学兀業化政策は、政策としてはllIIiかに破綻の述命をたどるが、

それが資本主義の発達に与えた影響は予想以上に甚大であった。何よ'）もま

ず刮｢'すべきは、同政策が生産ﾉ｣の整備・拡充に及ぼした影響である。７０年

代における生産力のダイナミックな拡張過程は、｜司Ⅱ棚lの重化学二11業部１１｢1の

企業設立状況を一瞥しただけでも光分に見てとることができる。iili項総合製

鉄所や糠国総合化学などの政府系企業をはじめ、Jil在、各財閥グループの中

核企業のほとんどが重化学工業化政策の下で誕生し、かつ発展していったの
（７） 

である。また、１１１化学工業を牽リlIlIとすＭﾐ産ﾉ]の発展は、ｉ高度な生産技術

や生産・品質管理および経営技術のlfil-上を伴うものであったため、重化学工

業化時代の至り米は、輪|玉|の技術力を唾|際的水準に近づける絶好の機会となっ

た。このような重化学工業化政筑実施下の鯨|玉I経済の発展は、まさに「産業

革命」の様相を呈していたといっても過言ではない。

つづいて、重化学工業化政策の実施は、権力｢'１枢での力関係、とくに'五1家

=資本関係および軍部=官僚関係に一定の変化をもたらした。当初、重化学工

業部'１１１への投資に消極的だった財閥資本は、政府の特忠州置を槙粁に強蓄積

を実現し、経済力ばか')か政治｢1<J発言力もiii大させた。ポスト朴政権下での

｢民間主導型経済」の要求は、財ＩＩＬ|資本の|正l家に対する「相対的ＩｆＩ立性」の

具体的な現れでもあった。また経済計山開始以米、軍部とともに開発独裁体

Ilillを支えてきた経済テクノクラートの一部に、軍部主導の政策決定の在り方

に疑義を呈する者たちが出現するようになる。彼らの批判のⅡNは、軍部政権

自体にではなく、重化学工業化政策に典型的にみられた政策決定の非合理性

に対して向けられた。そして、ついにその不協和音は、７０年代の経済発展を
（８） 

リードした大統領直系の拡大成長論者に対する安定成長論者の桃11晩となって

現われた。iilj者の激しい確執の未に打ち出された79年の「４．１７経済安定化

総合施策」（次章参照）こそは、正化学工業化政策の破綻を宣言したばかり

でなく、前者に対する後者の勝利を意味した。この交代劇はまた、西ｲ１１１先進

諸国におけるケインズ主義の敗北とそれに代わる新保守主義政権（サッ

チャーリズム・レーガノミックス・行IIIIi路線）のｲ||次ぐ成立と軌を－にし、

世界同'1寺不況下で出されたＩＭＦ・世銀のリストラクチャリング（jIili業調整）

要請に応えうるディシジョン・メーカーの登場を意|床したのである。
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さらに、重化学工業化政策は、国内の階級|對係にも重大な影粋を及ぼした。

重化学工業化が要した基胖労Iill力は高卒若ｲ|ﾐﾘ)子労働力を主軸とする技能工

であったが、鯨'五|経済は、７０１１ｉ代後半以降の急速な工業化過程において深刻

な技能工不足''１１題に直iiiiした。その結果、技能工や新規学f卒の労働市場では、

財'１Mグループによる「スカウト合戦」まで飛びｌＩｊ,して急激な賃金上昇が起

こった。他方、重化学｣:業化政策の実施に伴い、政府の支援対象外に置かれ

た職工業部''１]では、低賃金の執|幼な追求など、専ら労働者へのしわ寄せに

よって利潤の極大化を|叉|る傾|(11が強まった。しばしば悲劇的な様札|を呈した

束一紡績やＹＨ貿易など、７０年代の後半に入ってlljII発する若年女子労働者の

労資紛糾斗1件は、Ｚｎ化学=|:業化政策が惹起した産業部門'''１の不均等発展の必

然的結末であった。このように、労働料階級の隊列を拡大せしめた重化学工

業化政策の実施は、維新体Ilill下での労ＩＭＩ者の無権利状態に対する批判意識を

芽とにえさせ、1979年１０)二Iの朴大統領lllilf殺事件の客観的背景となった「釜'11．

馬'1｣暴動Z|}件」ばかl)か、1987ｲlえ夏の、あの「６)１段主抗争」に続く「労働

者大liHl争」（仁)||基，降教IXJ衆教育ｌｉ１１:究所編［1988]）までも準ｌｉＩＩｉしていったので

ある。

以｣このように、７０年代の亜化学工業化政策は、内外の危機にm1miしたｲﾄ政

権が政治的イニシアティブを収らんとして打ち出したものではあったが、政

策決定過程での|Ⅱ|家による強力なリーダーシップの発揮が、かえって階級関

係はもちろん支配屑内部においてもさまざまな乢礫を生じさせ、ひいては７０

年代の政胎体llillであるﾙlli新体||i'１を根底から覆すＩ;〔因として作１１]することと

なった。しかしながら'而１時に、｜可政策が、８０ｲ|ﾐ代以降の新しい|;'1発体Ili'１の構

築にとって客観的な担保となった点も決して見逃してはならないだろう。

[注］

（１）ここでいう「柿{|｣,経済体IliIl」とは、イト政権が60年代''１盤にとった輪}})体

IIi'１柵築のための経済措粧のことで、①輪ｌＩｌ１支援金融やjIill税減免を主内容と

する「輪ｌｌｌＩ促進措置｣、②為替ﾘTl実化（レート切り下げ)、金利現実化（金

利リ|き上げ）および関税I些llll化を内容とする「現実化偕置｣、③661|ﾕﾀﾄ資

導入法ＩｌｉＩ定や導入先の「多辺化」を内容とする「外資導入政策」からなる

三位一体的システムを指す（郡・文［1990］ｐｐ､44-50参照)。
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(2)朴I[煕は、「1973年度予算案についての施政i寅税」（72ゴド９月２１]）の｢１１

で、菰化学こ[業化の爪要性について次のように述べている。

「およそ一|玉1の兀業立国化は、重化学]:業の発展にかかっています。Ｉ

業柿造が高度化するほど、その国の経済柵造は|:1立の強度を高められるも

のであ')、この工業柵造の高度化は、まさにZii化学工業化の発展によって

のみ可能となるものです｡」（|)ﾄ|発研究院［1990］ｐ215)。

(3)「矢吹試案」とは、’1本の資本集約(1<)爪化学工業と韓|玉|の労働集約的産

業との間でlEl際分業を形成し、’三1本の関西以西の地域と糊玉|のiilii項以南の

地域を連結してＥＥＣのような共同TIT場を術梁するという榊想で、その内

容のポイントは、①70ｺﾞﾄ代10ｲlilH1で「'1鮴経済脇ﾉj圏」をアジア的ＥＥＣ

に発展させる、②二ｋ地利用、公害、労Ilillﾉ]不足などの理１１１で、’三|本国内で

限界に達した亜化学]:業を韓国に移転する、③合弁投資形態による長期協

力促進のため各種先行拙置（労Mﾘ1統制など）を要求する、などである（産

業社会研究会編［1988］ｐ」１９、注15参Ⅱ(1)。

(4)ｌｉＩｆⅡlillのように、慶尚南道の,巳,原機械兀業lJl地の建設は、主に防衛産業の

育成をl1的としたものであった。

また、並化学工業推進委員会企画団団｣量の呉源哲（1974-79年、大統領

秘書室第２経済担当秘評官）によると、Ｉ１ｉ化学兀業プロジェクトに関する

決定の|祭に、防衛の必要性と絲済的考噛は、それぞれ20％と80％のウエイ

トが与えられたという。さらに、工業団地の位世は、防衛を考慮して朝鮮

半ﾊﾞｶの南端近くに設定され、大字造船の造船所は、米空１V:の修理が可能な

ように世界品大規模で建設されたという（ＹＯＣ［1990］ｐ､19,注８参照)。

(5)「氏族経済論」には、論者によりさまざまなバリエーションがあるが、

もっとも体系的にそれを腱ljllしているのは朴玄l采である。彼は、８０ｲﾄﾞ代半

ば以降活発化する「林'五|資本主義論争」において「国家狐,!i資本ji義論」

の立場から論lljl[を張ったが、その主張の'１１で、７０年代以降、重化学工業化

政策の実施とともに以iiiiよりまして鮴|ﾘＩ化した政府と財lllL1の癒着関係を常

に'''１題祝している（朴玄j采［1980］・［1989］参'1(1)。

(6)従属理論の''１でも、Ｓ・アミンの影糾を受けた「周辺部安本主義論」が

代表(1<)で､ある。同1111論は、「糊とI:|資本主義論争」において上述の「|正|家仙

，h資本主義論」と論ｲﾄを腱Ｉ)|Ｉした。代表(1り文i航としては、李大根・鄭雲暎

編［l984a］および［19841)］がある。

(7)７０１F代におけるⅢ大ｌ１ｲ閥の瓶化学工業部''１１企業設立状》１１をみると、現代

は、現代砿二[業（73111）・現代尾iili｢造船（75年）・mil代精｣二（77年）・]ﾘ冶代エ

ンジン（78Ili）・現代Il1iilii（78年）・リi1代ilr電機（78年)、三浬は、三兄電子

部,'ii1，（73年）・三星Jii二[業（74年）・三｣Tlｲillll化学（74年）・三塁半導体通偏

（77年)･三型糀密二l:業（77年)、大字は、大字f(ii子（74年)･大字Jii］:業（７６

年）・大字造船（78年）・大字MjlIlI（78年)、僻yj(は、鮮京化学（76年）．
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鮮京マグネティック（76年)、ラッキー金星は、金星計電（74年）・金星精

密（76年）・金星半導体（79年）をそれぞれ設立している（郡・文［1990］

ｐ７０、第２表参照)。

(8)南悠祐を筆頭に、金iiMi堤、李承渦らが形成する「西江学派」がその代表

である（ﾄﾞﾄI成淳他［1979］参照)。
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第３章商度経済成長政策から経済安定化政策へ

-1979.4.17絲済安定化総合施策を超Ａ１､(として－

lllll題の所在

肺|正|経済にとっては、1970ｲ'三代から80年代への変わり'二|は、たんなる１０年

の区切りではなく経済政策の人転換点であった。７９ｲ１１４)三'1711に発表された

｢経済安定化総合施策」（以下、「４．１７施策」と略す）の内雰がそれを示してい

る。それは従来の柿|玉|経済の発展戦略の根本｢1りなllii〈換を|=|指すものであった。

つまl)、６０１１ｉ代以降の政府三ii禅によるjliiiill1,)韮業への特川〈｣支援、育成政策の

もとでの高インフレｌＷｌｉ型の高度成長追求型の|｝'１発ﾘﾘ(略からの!|i云換である。

lilil知のように、第２次石illlショックによるインフレの商進，朴正煕大統領暗

殺zlf件とその後の社会的汎iIiし、全斗煥政椛の成立、その後本格｢lりな安定化路

線が推進されていく。しかし、すでに朴政権時に安定化政策へ転換する準備

が進められ、７９年４)11711に発表されるに至った。ここで1]付にこだわるの

は街学趣味からではない。安定化政策が考えられたのは、朴政権下でか、全

政権下で力､、は決定｢l<」に安定化政策の持つ意味が異なるからである。「４．１７

施策」が朴政椎~|〈で実施されたということは朴政樅[lらがこれまで推進して

きた開発戦略の根本的なiliZ<換を余儀なくされたということである。つま')そ

の転換は経済外的、またＩＭＬ経済の影響によ')転換したというより、主には

ililtlIil資本主義の|ﾉﾘｲＩｉｉＩ<]ili云換点として})ILえうることになる。また、「|Ⅱ１発独裁」

の歴史的展|＃|のなかで朴体IIill＊1111における政治と絲済の関係をｌｌｉⅡるうえでも

非常に興味深い政策といえる。

本章では、安定化政策への転換の推進・立案・施行の'''心部署となった

EPB（経済企画院）の１１)(1)jillみを'''心に、「４．１７１１１１１策」以降の諸政策の内容

を検討することによ')、７０ｲＩｉ代末から80年代初めにかけて純'五|資本主義がい

かなる転換点に至っていたのかをlﾘ|らかにすることを洲廻とする。
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２安定化政策への転換の背景

（１）第４次５カ年計画の挫折

衣3-3-1に示したように、ｊｉＭ次計11mは第３次計lmilの方針を受け継ぎ、リ｜

き続き重化学工業の姓設に全ﾉﾉを投入し、計画期llll1l'の投資率は26.2％とさ

れた。成長率は9.2％とされ、計lllii数Ⅱ(〔としては６次にわたる計画のなかで

最高であった。とくに鉱工業部|Ⅱ|に対する投資計１１１１は26.5％で、そのうち製

造業が251％をIliめ、並化学J:業部'''1が16.1％、IlWHI:業部'１１１が９０％とrli化

学｣」業に偏重した計画であった（アジア絲済研究所［1985］ppl6-l9)。なか

でも雇川効果がi軒〈、技術集約的な機械、電子および造船に正二l:業投資に

40％がﾙ(1)分けられたところに特徴があり、電子を'''心とするjliiiiilll,競争力強

化と機械分野における技術水準|(il｣二による高付力Ⅱ｜111i{il1[)曜業育成にﾉ｣点がおか

れた。かかる４次計画前半のi]Wi化学二[業優先政策は当初の２年Ｉｌｌ]は年率

9.8％と高成長を持続した。

表3-3-1節４次５カ年計画の計りIﾘｲ|/〔と実績値

iillIliⅢ/［ 

９．２ 

１．５９ 

１，５１２ 
(総fiI;(lIilff）

２６．２ 

２４．２ 

2.0 

実紙仙

５．５ 

１．５５ 

１，６０７ 

３５．５ 

２３．９ 

１１．２ 

経済成災率

人llllvlﾉ111率

1人?ｌ１たりlEllL総生産(１）

し

％
％
Ⅱ
％
％
％
 

投資＊

|正|民'''１:Ｗｉ》+〈

海外１１１:特》ｲ（

産業ＨＭｉ

農林・ノＭ２業（１）

鉱Ⅲ業（１）

社会'''１１庇溢水・その他（１）

経樅収文（１）

輪１１１,'１）

輸入（１）

輸''１，依ｲｲ度

ＧＤＰテフレーターーヒルド(2)

％ 

％ 

％ 

100〃ドル

ノノ

ノノ

％ 

％ 

１８．５ 

４０．９ 

４０．６ 

１，１７２ 

２０，２４２ 

１８，８７２ 

１９．６ 

３１．３ 

４９．１ 

－４，４３６ 

２０，８８１ 

２４，２９９ 

３８．１ 

１９．９ 

経

注）（１）計画lik終flX1史のiilliIjl

（２）平均ＩＩ１

ｌＩｌ,所)経済ｶﾞｲＭｌｊｉ院「ｉｉ要絲済)H標」1990ｲ|皇、１１M部l｣UMl987]ｐｐ､63-64。
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だが、重化学二[業化投資ブームの進行とともにインフレは限界的な状況に
（１） 

立ち至った。この'１綱０１にインフレが激化したI1l1111としては、第２次石油

ショックによる原ill1ｲilli格の高|鵬、Ｉ|ｲ政赤字（)W,i穀櫛I1l1会計、肥料会計）による

通貨増発などをあげることができる（文嘉１１１［1991])。しかし、よ})根本的

には開発初期以来継続してきた「経済連用方式」にもとづくＩＨＩ題であった。

つまl)低金利政策のもとでの重化学=[業化の強行は、通貨増発によるインフ

レ的な資金供給に至らないわけにはいかなかったのである。

（２）「４．１７施策」の意義

こうした状況~ﾄﾞ、ＥＰＢ内部で「安定」とか「'二IIlI化」をとなえる人々が

台頭しはじめた。１１１．絃1iiii（｢４．１７施策」時、ＥＰＢ長官、Fill総IⅡ!)、妾・慶植

(同、ＥＰＢ次官袖)、金在益（'而|、経済企画同茂）といった経済官僚が｢'１心と

なって安定化政策が構想されていく（法政大比較研［l990a］ｐ､３４)。ＥＰＢ

内部でも「安定派」とこれまでの路線にlIhl執する「成長派」との'''1で争いが

あったが、結局「安定派」が勝利し、安定化施策の立案が始まった。1978年

３月に「糠'五|経済の当iiliの課巡と対策」（|ｻﾄ１発研究院［1981］資料1-1、ｐｐ・

'25-146)、同年４月には「通貨安定のための当而の財政金融政策」（開発研究

院［1981］資料1-2、ppl47-l81)、８月には「輔|玉|経済の当面の課題と対策」

(開発研究院［1981］資料1-3、ppl83-220)、1979ｲ「１月には同題の「林田経済

の当面の課題と対策」（開発研究院［1981］資料1-4、pp221-256)、が内部討議

111として作成きれ、本格的に景気沈滞の１京lX1に対する解明に収})iliI[んだ。そ

の結果、今|Ⅱ|の経済的Ifl難は一'1糀的な対症療法で､は対応できず、開発初期以

米の経済運)１１方式のDli云換が不可避の段階に到達しているとの結論がl]}された。

そのまとめとして「４．１７施策」（|柵|苑研究院［1981］資料１－９、ppB45-375）

が発表されるに至った。

「４．１７施策」の1m1期性は、第１に、これまでとりあげて論ずることさえタ

ブー祝されてきた輸出支援の縮小、頑化学兀業投資の調整、農村住宅改良事

業の縮小などが政策として採択され、財政および金lW1l1の緊縮も強力にそして

持続的に推進されたこと。第２に、緊縮とともに政策金融の縮小など金融制

度を根本的に改善しようと試みた点と各種事業者N１体の整備、競争IIilI限的法
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今の撤廃、重化学工業投資訓盤などを）Mi造的に安定化の基盤として定着させ

ようとしたこと。第３に、方法､iで政府の行政ﾉﾉに依存するよりは市場機能

の活性化に力点をおき、Illli格のりil実化、イlIli格洲lill1W1目の大ｌＩ１ｍな紺i小、金利の

1ﾖ神化などを１W;逃した。妓後に、生活必需,７，安定特別対策や零細氏安定対策

に－章ずつ割かれていることからわかるように、不均衡成長戦''1升が階層|Ｈ１の

所得格差を拡大し、地域|lUの|ﾘﾄ1発の不均衡を招き、不公平感が高まり|ＩＭＬに
（２） 

達していたため探られた政策であるという点で､ある。

「４．１７施策」を画期とした安定化政策の方向性は、三つめに指摘したTlT場

機能の活性化に集約される。言葉を換えると、氏|Ⅲ主導経済秩序への転換と

いうことだった。「民'''１主導経済とはTIj場経済の発達を通じての能率のlfil｣1，

企業活肋の'二1律性と責任性の調和、参与と機会均等を雅本的な規範とした経

済運)'１方式」（経済企画院［1982］ｐ､223)と定義されている。つま|)、よ})Ｔｌ丁

場メカニズムに基づいた谷理1Wliの追求が'二|指されており、その意味でこれま

での政府主導の経済遮営が非効率になったことを指摘している。しかし、こ

こで注意しておかなければならないのは、民'''１主導への移行は「自由放任主

義（＝政府の非介入主義)」への移行が考えられているわけではない。政府

は市場経済発達の土台榊築のため依然として孟要な役割を果たさなければな

らないと認識されている。

そのため、「)寵業支援の機会均等｣、「競争の促進｣、「金融の'二1律化」とい

う三大恭本方lfT1-l､にIlilI度的装置をm怠し、それぞれ「産業支援法」の制定、

｢独占汎IIilIおよび公正'|ｽﾘ|に関する法律」のｌｌｉｌｌ定および「銀行の民営化」推

進がその具体的な取りﾙ|Iみであった（経済企凹院［1982］ｐ､224)。安定化施

策の推進は、このなかで「競争の促進」と「金NMIの[1↑|(化」を'''心に進めら

れることとなった。

３安定化施策の主要内容

（１）競争促進のための公正取引制度の確立

「４．１７施策」が出される以前まで政111:の物{illif側１方式は、1975年制定、７６

年３月15日施行の「物{illi安定および公]lilIｽﾘ|に|』Mする法律」によ')狐寡占商



節３章高度経済成長政策から経済安定化政策へ２２１

品の(illi格答11Mを主としたilLI接DAIlill｢''心であった。直接呪11i'|方式は{､i格が化|別

企業の原価'''心に決定され、Tlj場の需給原理によ})形成される実勢{illi格から

相当乖離し、二重Iilli格を形成することによ})、i1ii1,切れまたはうＭと物資に対す

る買い占め・売りNiしみと|淵１１lxﾘ|をMfんにさせ、流血化の混乱を招いた。

林'五|政府は混乱したTl７場経済をjFすため、1979年２)]に物I111i管理のIl1I面か

ら'''１題品卜|に対するTIj場のIilli格動lfilと流通状況を早期に把握し、迅速に対処

するため、ＥＰＢ次官【〔属の物I1lli対策機汕JjIliを編成迎営した。しかし、価柵

織は法的後ｌｌＩ１しが火！(l'し業務推進にＩⅡ当なMillMliがあった。そのためＥＰＢは

職IIillを改編し、これを流通調盤官として発足させ、後に物ｲlli轡理室の下部組

織である公Ｊ１ﾐllX引政策官室に改編した。公正1ｌｘﾘｌＩＩｉｌｌ度を推進するための組織

は「物価安定および公正取り|に関する法律」のなかで、競争Ilill限行為と不公

正取り|行為に対するDAIliII業務を担当する部将として、それ以前に物価政策局

の一部課があったが、これは物価政策の補助手段として活用されただけで、

本格｢Ｉりな競争促進施策と公J1=11(ﾘｌＩＩｉＩｌ度を定着させることは諸般与件の不備に

より困難が多かった。したがって、｜両|機織の設置によ')競争促進および公正

取り|政策と流通構造改葬および消費稀保謹施策を推進できる』,蝋を備えるよ

うになった。

しかし、(llli格管理の、律化ないしTIT場機能の活性化と各種の競争をIlill限す

る法規および制度の雛備を主要内雰とした安定化施策が発表された後にも競

争Ilill限に対する施策ｌ１ｌｉ進は不振だった。イⅢi格粁理部''１１はそれなりに狐寡ILi(Hli

格答理対象品１１の縮小およびI1lli格に対する大lWilな現実化措置があったが、競

争ＩＩｉｌ１限的制度の整Iilliは現Ili'''''心の繊i11ili業施設に関する脇'1判Ⅲ置法の廃止と

助長的性格を帯びた繊維施設近代化促進法のIIill定、そして輸入資格ilill限や輸

入推薦制など－部Ilill限的要素が輪}１１，人期別公告改疋時に反lUlLされたことを除

外すれば、ほとんど後続措殻が変わらなかった。

これは従前の「物ｲ111i安定および公]lillX引にUＩする法律」が般高ｲ､格の指定、

狐寡占価格の決定および緊急需給調雛など時lU4的、llill限的に迎川されなけれ

ばならない{llli格規Ili1IIli'１度という面を強くもっていたからである。つまり、競

争I|i'|限的行為および不公正l[Xﾘ|行為を禁止する恒久的経済秩序である公正取

引Ilill度と二元的法体系をもっており、競争ﾙIli排政策において1K要を企業結合
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をjlnしての市場柵造｣1の仙嫌,liを防｣'２できる条項が欠如していた（経済企iⅢｉ

院［1982］ｐ､２２８，金171雪［1988］ｐｐ､38-41)。競ｲ１体IIill確立のためのIlill度的手

段として「狐,liMIillおよび公Jli11Xﾘ|に関する法律」のIIill定が必要であった。

公JlillX引法ＩＩｉｌｌ筵は健年にわたってllXl)IiⅡまれてきた課題である。立法化へ

の試みは、1966ｲli7月公１１１１lxリ|法（案）の国会提ｌｌ１１を始発として75ｲ|ﾐ１２月

｢物｛illi安定および公Jl1取り|に|1Mする法jrlt」がIliIl定、ノリｌｊ１Ｔされるまで４次にわ

たり行われたが、そのたびごとに国会常任委員会の辮議も経ないまま廃棄さ

れてしまった。その1111｢'１は、｜Ⅱ1発初)０１の不利な与|ﾉ|:の下で規模の総済を通し

ての資本蓄積と技術｢１９利益を辿求するためには、ある程度の杣寡占化は不川
（３） 

避だという1戊及優先の名分と|荷|法に対する企業のﾘｺﾞ】い反発のためだった。

しかし、1979ｲliを基準としてIllllHlll11i1W1のT'７場集'|'皮をみれば、杣寡占型が

89％であるのに比べ競争型は１１％にすぎず、少数の企業に経済ﾉ｣が過度に集

11Ｉしている事実を|ﾘ1(M;にみることができる（経済企画院「経済|ゼミ|響」1981年、

p・’00)。

取り|形態においても、企業や二'１業若lIl体により競ｲｌＩＩｉ'１限的で不公正な行為

が現われており、政府の各秘法令や行政Ilill度においても、競争をIIill限する要

'五|が多かった。衣3-3-2は79ｲ１１の邪業荊lIl体の競ｲ'･IIilllU(行為を示している。

しかし、これも74団体に対する$W本調査であＩ)、氷'１１の一角にすぎない。

したがって、ＥＰＢは鯨|正|の経済BA模や与件をみて時期が到来したと判断

しただけではなく、経済運)'１方式の転換は市場の完全な日１１１放任を意味する

ことではなく、政１１］:は市場で企業Ⅱ'1に公Jliで|と|[l1な競争がなされるようその

』ﾉｲﾉ'卜を造成し、Ｔ'７場を酷視する機能が一厨強化されなければならないと、そ

の必要性を枕訓Ｉした。

「狐,!i現Ilillおよび公正取り|に|)Mする法律」が1980ｲIil2月311］にIlill定、公布

に至るまでの立法過程をみれば、まず79ｆＩｉ９)］「公J1;取引Ilill度の改善力案」

(|)ﾄ1発研究院［1981］資料６－２、ｐｐ」035-1052）が作られた。同法案において

は、nil行の「物ｲ111i安定および公jl;1ｌｘﾘ|に|剰する法律」の'''１題点を分析し、ま

た諸外lEl（'三1本、アメリカなど６力|玉|）の独禁政策および導入'１棚|などを参考

として検討し、立法の力lhl性が提示されている。結論として第１案と節２案

が示され、第１案は現行法を存続し、lilIj行令で改Jliﾄﾞ11i光するという案である。
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表3-3-2事業fⅡI|体による競争Ilill限行為

為 類 卜)'１本名

製粉工業協会ほか

農薬Ｉ業協会ほか

\U11111%会

製粉工業協会ほか

)f'’ 
二匹イ「

新、ｊ材設iill限

輸入推薦

|仮売地域ｌＩｊＩ当

l仮売Iili格調整
(維持・リ|き上げを含む）

需要調整

共lilllMi岡および配分

計

3５ 

１ 

４ 

●
●
●
 

●
 

ａ
０
，
ｃ
ｇ
ｄ
ｅ
 

の
原
資
材
購
入
制
限

紺紡協会ほか

家具工業lml而刷今ほか

５ 

４４ 

８９ 

４Ｍ：物品または｣上率訓雛

４Ｍ：品[Iの調整

計

製粉工業協会ほか

ilHi類製造協会

●
●
 

（
扣
叫
０
醍
叩
〉

（３） 

生産活

釛IIilI限

（４） 

資金腱

得制限

a・政策資金配分
（輸入金融、配分を含む）

紡織協会ほか

|収売物iltまたは比率調粧
('1,庫ＩＩｉＩ限を含む）

販売価格調整
(緋侍り|き」2げおよび川販売(llli格を含む）

販売地域？;11当

輸Ｉ'１，入１１ｋ薦

団体的IMl意契約

共、販売場経営

計

合板工業協会ほか

化粧品こ[業協会ほか

鉄鋼協会ほか

;E子二I:業協会組合ほか

機械工業協|同I組合

Ｍ１精協会

７ 

２２ 

●
 

●
 
●
●
●
●
 

ａ
 

。』叩〉
（
□
）
。
（
ｍ
ｕ
－
Ｐ
」
〆
Ｃ
■
Ⅱ

⑤
販
売
活
釛
制
限

４ 

２１ 

３３ 

8８ 

注）

備考）

出所）

2711i11体（1979.6.30ﾘd在）’'１、昨ＩＴ業洲ijll体に対する標本調査。

協会の定款および事業計l11jl（政府委任行為を含む）による調査。

|)卜1発研究院［1981］ｐ､1042。

第２案は「独占規制および公正l1xﾘ|に関する1去祁」をIlill定し、現行法を廃止

するというものである。この第２案の内雰をみると、ＴＩＩ場支配的地位の濫用

禁｣上や企業結合の事前１１]告など80年に公布される|司法の内容をほとんど網羅

したものであった。その後、公Tl：取りⅡli1l度の必要性と立法方向に対する内部

方針が80年７月に確定されるまでは、相当な粁余'''１折を経た模様だが、同年

９月には立法原l1l1に対する大統領のf夜終的な裁可があり、同年１２)13111公布
（４） 

された。

同法のIlill定過程をみると、常にＥＰＢが主導し、他の部瑠を説得しIIill定に

こぎつけたことがわかる。この経緯を考えると、公取がＥＰＢ内に設置され

たという「奇妙な」位置もＥＰＢの樅眼下に置くことにより、公1lxの機能を
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保全するための拙粧とも考えられる。

これ以後、ＥＰＢの公Ilillxﾘ|政策'嵐・室は公]|i取り|室に拡大改編し、1981年

４)１１１１からｌｎ１法の施行に着手した。８１年５月７１]には次官を委員長にし、

４人の委員によ')柵成された公Ili取り|委此会が発足し、市場支配的事業者、

一般不公正取り|行為および法令に依拠した各種の１１１告薙録要領などを議決告
（５） 

示し、このＩｌｉｌｌ度の連)'１薙撚を(M;立した。

（２）物価行政の改善

これまで蝉'五|の物ｲilli行政は「８．３１ﾄﾄﾞ世」と付力'１ｲl1i仙税実施による｛iUi格術造

の改編、そして最高(111i格の指定などにより、政府の物ｲillilﾕｹﾞﾄ抑Ili'1の意志とし

て表現される強力な班IIillil9行政が主流をなしてきた。

しかし、1978年下半期以後持続した緊縮基調により、また投資および消費

需要の鋲静とi征外需要の低調などによ')、国内殻気が不振であったにもかか

わらず79年の卸売物Illliは23.8％上外し、７４fli以後最も高い_し昇率をあらわし

た。これはｌｊｉ(IillI輸入I111i格が上ｹﾞ'し、ノi醜原資材輸入｛illi格が大きくl外したこ

とに主に起|河していたが、７７flﾐ以後硬直した(lIi格管1111のため企業の原ｲllli上ケト

要灰1が企業内部で|ﾘ1k収できず｛111i格ijlき上げ要lklとして累積されたことに起因

したiIm)多い（経済企画院［1982］ｐ５４)。

このような原lX1を除去するため、衣3-3-3に示したように、「４．１７施策」

の一環として、従来の(llli格面接税ＩＩｉＩｌを緩和し、年''１１３次にわたＩ)l48jill1寡IIT

品目中113品|］を解除し、35,'ii11l=|に大'１１冊に縮小する一方、３３の最高Iilli格品ｌｌ

｢'１、練炭、石炭などを除ﾀﾄした21,Iii1,|］を解除し、原Illli圧迫要因が累積した公

共料金および官許料金と87の杣寡占ｲilli格を段階的にTlj場実勢に合わせた。こ

のような現実化IiIriifによ})当時一'1割|Oに物ｲilliが1騰貴する現象をみせたが、物

量供給の増大により比!'攻的規j0lllll内に安定する何ilfT1をみせた。

1980年に入ると、財政金IW1llirliの緊縮と各国の輸入川ill強化などにより消費、

投資、輸出など内外需要が全般的に低調であったにもかかわらず、原汕をは

じめとするjliiii入原査材｛l11i格上ｹﾄ、外同為替レートリ|き上げおよび農産物の需

給不均衡等諸要因によ')物Ｉｌｌｉが継続して上昇する傾lfilをみせているときにも、

EPBは過去のようにiil1〔接(I<)なｲilli格規IIill手段を仙)|]せず、物ｲ11i上昇要因を緩



第３単高度経済成長政策から経済安定化政策へ２２５

表3-3-31979`|孔のIllli格ﾘ,l爽化11髄の|ﾉﾘ容

内容

･I川１１''１'１級、テレビ受像機などI911h11lIのlMjlilIi格解除

･’48のｊＭ:,1ｉ１ｈ１１ｌ１を74に縮小

･２１のﾉi燗(llli格脂定,1,'１'1の解除

･牛乳、粉札11j(府１１１－米の(lIi格リlき」きげ

･洸湘ｲi鹸、蛍光灯、ゴム靴（コムシン)、jUhli11靴の(lIi格ﾘ|き_'二げ

･合板、クラフト紙など５ｲＭ§,Ii1I,1,11およびその他'1,1Ｍ]の(lIi格ﾘ|き上げ

・ｆＩｉＤ気fldl、鴨:illlなどＭ１Ｍｋ１Ｉｉ１Ｉｉ１１ｌ１およびPVCMilIllFiショートニングなど５

独凍,li,''１１，|]のIllli格ﾘ|き」:げ

・イiill伽、地ﾉﾉおよびラーメンなどl41Ih1ll1の１１qif1Ui11i1l,(lli格のり|き」Ｚげ

．第２段階の(llli梢ﾘJ笑化１冊ii'illUi行（ｲｉｌ鰍ji、ナフサHW分６，Ｉｉ１１１ｌ、イillll化学

系ﾀﾞ''製,'W1llllhII'二|、独蝉,1i1Ii1122IlIII1Il、交j､料金、水jii科）

・７４の１１１１脚;,ｌｉ１ｌｌ１１１ｌｌを46に縮小

･経済安定化総合施策発表

．)|Kガラス、扇風機など９ｉＭ:,Ii1li11l二|の(llIi格リ|き」xげ

・にんにく、たまねぎ、など18の農水産物のＩｌＩｉ絡安定,lllP設定

・７９ｲﾄﾞ夏殺収川Ili18.9％リ|き」zげ

・合板IlI1i格と原木輸入I111i格の述1lU1Ilill爽施

・第３段階の(11i格ﾘ１１災化１片洲祈1『（ｲiilll1ii、ｆ(iiﾉﾉ、ナフサi{W分６品|]、イi

1illl化学系ﾀﾞ''製,li11llA111lzl、ｊｌＭＳ１１ｉ１Ｉ１１Ｉ２７１Ｙ１ｌ=|など）

・政府米放ｌｌｌ(ｌＩｉ格ﾘ|き」きげ

・葉伽草収則lIiリ|き」きげ

・木材灯(の(illi格ﾘ|き」こげ（1%(木輸入(lIi格_け|により述仙↑'1の実施）

・秋殺収}J(11i22％リ|き」きげ

・米のli脇jI111i格解除

・述ﾘﾘﾙ１t、蛍光灯など７，１１１冊Iのﾉ|:ｉｉ１ｉ必需,１７，の(,Ⅱi格ﾘ|き_上げ

・テレビ受像機、ラーメンなど５ｲＭ２,li1Y1l=Iの(lIi格ﾘ|き」そげ

・４６の独卯,ｌｉ１ｌＭ=Iを35に縮小

・肥料｛111i格リ|き_上げ洲聴

施行１１時

１．３１ 

２．１ 

2．８ 

２．２４ 

２．２８ 

3．７ 

４．１６ 

4．１７ 

4．２１ 

６．５ 

７．３ 

７．９ 

７．１０ 

９．１６ 

１０．４ 

１０．２５ 

1１．３０ 

１２．８ 

１２．１８ 

１２．１９ 

''１所）ｌ１Ｉ１苑研究院［1981］ｐ､６０参１１((。

利、継減させることと同時に農産物など恭磁41三活必需,１ii11の需給円柵・化を図る

ため、Tlr鉄、籾i蜜等27,1iiU1I=|のjliiliI入lLllll化を皿しての物１１t供給の拡大によって

対処した。

このような方lhlで、牛脂、１Ｊ;〔紬など66,1,11,|]の雅礎1〕;〔資材･は関税率をリ|き下

げ、鉄筋、電気fliil、砂)Wi、合板など海外依存度が商いi'h1,11の(llli格は輸入原資

材1111i格および外|玉|為替レート変mil1にjllnlijlし原{illi｣二ｹ１.要因をull刻現実化させた。

それによって一時的に大I1iViﾘ|き_上げによる物｛llli衝撃を緩和させると同時に流

通榊造の混乱を事iiliに防｣l:するためのjliii入原資材･のｲilli格連ilij1Ilillを実施したの
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である（|＃１発研究院［1981］ｐｐ､51-58)。

（３）輸入自由化の推進

当時、輸入日'''化を批進した背景としては、次の３点が考えられる。節ｌ

に、1974ｲliの第１次石1111ショック以降オイルダラーのlllfi訓な還流によりlＭ（

貿易の|Ⅱ|復とＩＭＦを'''心とした|Ｍ１貿易秩序が安定を|Ⅱ|復したこと。第２

に、糊正|の`慢性(1りな経常｣'１文赤字が77ｲｌｉをlllliに黒字にDliZi換したこと。節３に、

76年以後、’'１束処設進'１１，の好調で貿易外｣１１文の黒字|脈が急噸したために発生

したインフレ圧力を緩ﾈ||する必要があった。また、林|正|の輸出棚が世界貿易

の１％に肉薄する比爪を,!iめるようにな')、貿易Ｉ;Ⅱ手睡|から対林jliiiii入制AIlillが

次節に強まってきた。

それに対応してＥＰＢでは、①|玉||ﾉＭｉ業の|玉|際競争力強化、②lliiiilMl1千国

の貿易現Ilill綾fll、③ＩＩＪ外部|Ⅱ1のj血貨)(ilⅡ'１，lIl1Ilill、④唾||ﾉﾘの物｛illi安定寄与、⑤消

費者の権猯保護、⑥|玉|際機榊の圧力への対処などのため、輸入lLlllI化が必要

だとの主張を展|)Mした。そして、輸入lLIIl1化の推進のため、①,iii１,'二|別ill:接規

Ilil1方式を｣|ルし、｜正||ﾉﾘI1lli格がjliiiil入I111i格に比して顕著に高い,IiI,|=|から輸入する

ようにした。②|玉||ﾉﾘ産業の保池育成はilLI接jliiii人規Ilillから関税率政策による方

針に移行し、長期(１９には関税率をリ|き~ﾄﾞげる。③輸入|と111]化に対する|玉|内産

業の通liMJlh比のためのjliiii入ｌＬＩｌＩＩ化予知IIillを実施する。④jliiiiill'１人)01別公告お

よび貿易手続きをiWi索化することなどを主要|人]容とする輸入政策の基本力lhl

が提示された（|)Ⅱ苑研究院［1981］ｐ､４３)。

ＥＰＢのjliliii入E111I化ｌ１Ｉｉ進に対しては|兇Ｉ係部JW1lIIに|;１１当な論難があるなかで、

1978ｲ'三２)三１１６日、DIiiiiJ人lLlll1化政策に対するUAI係部署llUの協調強化をはか')、

政策力lfilを設定するため商工llfll次官を委員長とした「輸入目'''化対策委員

会」が織成された。

このようにして、1978年４)1から79ｲｌｉｌ)１まで３次にわたＩ)、輸入Ifllll化

拍置が|析行された。衣3-3-4はそのllIi移を示している。

しかし、このような３次にわたる輸入日11Ｉ化措置で輸入が増〃Ⅱの趨勢をみ

せるようになるや、1979年度下１Ｍ１１輪Ⅱ1,入Ⅲjll公併からは輸入が急激に噌力|ｌ

しない方lhlで輸入にllll化を段WWIりに'''１紺i性をもたせて実施するようにした。



第３軍高度経済成踵政策から継済安定化政策へ２２７

表3-3-4輸入ｒＩｌｌ１化のllIi移（111位：('61）

２次

(78.9） 

３次

(79.1） 

１９８０ 

下半期

－｜ 

‘1３１ 

６６(） 

’1,097 

－’ 

３１８ 

６９２１ 

１，０１０ 

５０J 
４５６’ 

|と111÷

(1)輸入禁''２品Ｉ］

(2)輸入''１１１限承認,Will

(3)輸入l:1脚1承認,Ii11ll

lIMI計

輸入l9llll化率（％）

３３５ 

６７５ 

１，０１０ 

６６．８ 

３２７ 

６８３ 

１，０１(） 

６７．６ 

３１７ 

６９３ 

１，０１０ 

６８．６ 

３８５ 

７１２ 

１，０９７ 

６４．９ 

注）３次は、1979ｲ121,.)Iﾘﾘ1から改細されたＣＣＣＮ分類による１１，,'１１１数変更をさかの

ぼって過川したもの。

''１)i1i）｜)ﾄ１発研究院［1981］（１）ｐ､４９．

したがって、輸入'二lll1化対象品'二|の逃走は、｜玉|際競守り｣があるか|正|際競争

力lfilj2にllill激となる1liiI,'三|、jIiii入Ilill限の突効性がない,liTlil=1および物ｲⅢ安定に寄

与できる,ｌｉｉＵ１ｌ=|と同１%〔査材または部分,1ii1iとした。

その後、1981年－１２半１０１まで血１Ｗされた80ｲＩｉ度_上半ﾘﾘljliiiiIlIlI人ﾉﾘＩ別公告のjliii入

部'１｢1では、①|玉|際収支の状況を勘案し、持続的で段階１１<｣なjliiiii入[1由化を推進

し'玉||ﾉﾘ産業の|正1際競イリjlhlLおよび'五|際化をｌＸｌｌ)、②ｉｌﾘi進(I<｣なIlill度改葬と手

続きの11i純化を期する一方、③産業政策など関連施莱とのjlll互補完(l<〕を機能

を強化し、④輸入Wk洲i11度とzl輔iiWllllillを活ⅡＩするようにした。

これにより、輸入lLIlll化対象,YＩ|=|として、①庶民生iili安定の必要,'iil,|=Ｉ（雅

礎素材および原資材)、②独寡,!i解除,lii11l1、③輸入l当llll化了l1ill品|=|、④その他

需給およびI111i格上'''1題がある,'１１１，|=|などが検討、選定された。

したがって、その当時のjliiiii入'二1111化の１化進は、１１i純にlIiiii人1二1111化率が高め

られたことに意義があったというよ})は、jIiilii入日'''化が競争促進をjmqしての

庇|内)雅業の体質強化と物｛llli安定などのため、持続的にI(|i逃されなければなら

ない課題であると認識させることができたことに、より大きな意義があった

のである（経済企画院［1982］ｐ､213)。

（４）金融自律化の推進

金融自律化を｢''心とした金lW1I1iIi'１度改編'''1題は、ＴＩｊ場経済発達のための三人

課題''１の一つとしてＥＰＢで数次，１((i逃されてきた長年の取り組み課題で

あった。金剛ｌＩｌｉｌｌ度改編は、ＥＰＢだけでなく、ｊｌ(iltl垂|銀行をはじめとした|對迎
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機関でもその必要性が機会あるごとに建識または強iillilされた。1979年２１１７

１]、糠国銀行総裁が|け務部災官に建識した「金融＃if業の落後性と改善刀案」

(開発研究院［1981］資料2-1、ｐｐ､559-571）の内容をみると、「金融産業はそ

の固有の論､11での発展ができず、実物経済の支援のため犠牲となってきた。

その原lklは低水準の災質金利、過少な預金金利マージン、過多な政策金融、

銀行の絲営および業務に対する政府の干渉」などにあると的確に指摘してい

る。これを是JEするため、①金利の現実化と金利体系の谷IH1化、②資産連１１１

のﾘlli力化および政策金融の縮小、③｣|X益Ｉ１Ｍｉ祝の'二I律的経営体IIill｛il1立、④金

剛|産業の大型化と業務多岐化、⑤金融IlilI度の補完など、総合的対策が椎逃さ

れなければならないと指摘している。金融IIiIl度改編の必要性はこのような建

議を通してだけでなく、「４．１７施策」のiiii後、ＥＰＢでも執|幼に提示したに

もかかわらず、実践に移せなかった。

1979ｲＩｉの「４．１７ﾉlim策」からlTT1ｲﾄﾞ６)１までに準|)ｌＩｉしようとした金WlllllilI度改

編方策のため、ＫＤＩ（||ﾄ１発研究院［1981］盗料２－２、ｐｐ､573-609）が６)]に、
（６） 

経済科学瀞議会議（'＃１発研究院［1981］安料２－３、ｐｐ､611-637）が７)１に、

各々向らの案をＥＰＢに提示した。

このような各界の意見を総合し、７９年８月27ＨＥＰＢで金融Ilill度改善の段

階的実践方策として「金融IIillljLi改善力案」（１）}|発研究院［1981］安料2-4、ｐｐ、

639-659）がつくられた。｜可報告書は、金剛IIlill度改編の必要性にﾇiＩしては皆

が原!!']的に賛成しているが、これを実践に移すことはためらわれてお')、［Ｉ

増しに'''１題を深化させていると指摘するとともに、金融IlilI度改善の課題とし

て、①金利のＭｋ化、②政策資金のilj盤ＯＩＩｉおよび金利体系の11i純化、③銀行

経営の[I律化、④lIWtl玉|銀行および金剛ljmY迎営委員会の迎,営改幹、⑤貨幣ＴＩＴ

場の総合|＃１発、⑥貸ＩＩ１１拙保Ilill度の改秤、⑦大企業に対する効率的与信符班、

⑧金融機関の大型化など８項'二|に盤]ql1した。そして金利の自律化など前５項

|]に対し、段階的実践方策を提示した後、これら改葬作業が第５次５カ年計

画着手以iiiに完了するよう韮急に実践に移すことを要求した。

ＥＰＢのこのような力案に対する財務部の公式意兄はきわめて否定的だっ

た。まず、金利リ|き」をげは物｛ｌｌｌｉＩｌｉｌｌ激などのｍｌｌ作川を招くので実質金利保証と

Hj2蓄哨大は物{111i安定をj、じてなされねばならないと主張し、政策余ii1I1の改稗
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においても優先(1<｣に廠業政策の訓幣をしなければならない、という兄解を

とった。結局、金融政策の岐終(１<」執行部署のillj極｢I<｣立場が'''１題をTljび原点に

戻らせた。

しかし、1979ｲ|え10月に入り、ＫＤＩが｝は務部の兄１１１ｷﾞを反'1央して再び「金剛I

IlilI度改蕃方案」を樹立し、①金利'二l律化、②政策金融IIill度の改善、③jmu貨信

川政莱運営の谷I1l1化、④銀行ＩＬ１律継営体IlilIの(ill泣、⑤競争体Ilillによる比'''1銀

行育成など５項|=|の当ｍｉ課題を提示した（'＃１発1i)|:究院［1981］ｐ､32)。

しかし、このように継続された金lilllIIill度改善論i識も１０．２６ｴ}「態（朴大統領

lWf殺二'1件）のため、論議が''１|祈された。ただ、８０ｲlil月1211の金利リ|き」二げ

拙置でこれまで論議された金IW1l1IliIl度改菩の主張はjlll当な影粋を及ぼした。す

なわち、ネ|冊IlillMl4法の_l1lU4率を年25％から40％にリ|き上げ、節２金融圏およ

び会社債金利を年30％以内でIL1律化した。ただ、｜両11脊髄は原11111IHi格リ|き」iげ

による物Ⅲ_'二鼎と政治・社会(１９不安定のなかでjmlIf安定を図')、輪||｣,lnl復の

ため探られたﾀﾄ'五|為替ﾘ|き_上げが物Illliに与える迫力Ⅱ的影群を品小化しようと

するﾈIli完的意味が強く、金剛lIlill度改編のための本格的試みとは距剛iがあった。

同Ｉ'２４月には、「通貨安定のための}1miの財政金剛(政策」（|;'１発研究院

[1981］pp28-29）によ')Ｗび金剛I11ill度改善の必要が強調された。ここではイ

ンフレ抑Ilillのため実勢金利を反映する体Ili'１を１Ｍ泣することが処議された。Ｈ

本や台湾に比べ金利変11ﾘﾉ調盤が極端に少ないことが指摘されている。

1980年１２)１３１１、青瓦台経済政莱会議で一般銀行に対する経営に1律化方針

(|ﾘﾄ1発研究院［1981］資料２－７、ｐｐ､699-718）が採択されることによって、よ

うやく本格的に金融自律化のための金lMlIliI度の改編が始められたといえる。

同措Wiは金剛Ｉ産業の発展方|(ilを大捌化、｜玉|際化および自律化に定め、各々そ

の具体的な力案を提示しており、８１ｲ|さ内に外'五liMll機|判との合作銀行を設立

し、lTlj銀を民営化する計凹を含んでいた。また、金融|÷Ｉ律化のための肢大

の障害要因である政策金融に対しても新設禁｣上、統谷111純化および財政への

移転などを基本》;〔'''１として各種政策資金別に段階(I<｣縮小方案を提示した。も

ちろん、金利の自律的調整機能を認定しないこのような捕置はきわめて部分

的であり、Ili'||眼(1<ﾉなものだとみなければならないが、金lW1I1自律化にlfTlうllij1き

が一段階ずつ進展していることに意義がある。
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８０年９)127Ｈの「企業体質ﾘjl化対策」（|)｜１発研究院［1981］査料２－６、ｐｐ、

679-698）では、１１ｲＩＩｌＬｌ所ｲjの非業務)Ⅱ不11ﾘﾉ)寵の処分、１１ｲllAlグループ所有系列

企業の整jll1、各秘|ﾒｶ会およびillll谷の雑IlIi、会社熱｣I11Ilill度の悪川防｣L、救済金

融のlIl111ill、金融機|對与信榔IⅡ』機能の強化、外部朧査Ili'Ｉ度の導入、経費節減と

財務榊造改善支援のための税Ｉｌｉｌｌ｣主の支援など８項|=|からなる同対策はいくつ

か金剛('''１題以外の対策が含まれているが、その本質は破行型金li1llIIill度が産み

出した鰍|玉|経済のⅡ綿'1にたいする一人丁今術のような}llr満であった。

財IljMr業が巨額の銀行fl債をl包えていながら莫大な非業務111不Ｗ)産と系列

企業を係ｲｲしているのは、低金利の銀行からＷ)て実物資産で保持している

ことが高インフレ下のjl(i#|正|ではｲ]｢利だからである。７２年の８．３州世、７４ｲﾄﾞの

５．２９拙置にもかかわらず、銀行負債が多ければ多いほど有利な状況が変わ

らなかったために、企業の財務榊造が８．３１Ⅲ世以iiiiの状態に悪化し、９．２７

措置のような非常対策を招くに至った。９．２７措世の主要内容は５．２９捕置と

あまりによく似ていた。これは金利政策のjliljlr化がなければ、いくら与信管

理を強化しても５年または１０ｲ'１後にはTl}び|而|じことが起こることを示唆して

いる。

政策金剛Iの特忠がある状ﾙﾋが変わらなければ金剛lの''二常化は雌しい゜今ま

で立ち後れてきた金融業のJlH常化を急がなければ実物経済の発展|と１体が不可

能な状態になるという現実をil11:祝し、８１ｲIilﾉlにはより果敢な制度改善を実行

しなければならないとしている（|)卜１発(i)｢究院［1981］ｐ３４)。

したがって、｜両|方針によ')金M1IIのにl神化は1981ｲﾄﾞに入って本格的に|((i逃さ

れた。そのZii要な|ﾉﾘ容は、第１に、金Ii1ll機UAlの大lli1化と|玉||醗化のため墹資計

画を早めｌＩＩｉ進すると|可時に、外圧|銀行との合作銀１丁設立を推進したこと、節

２に、一般銀行総'断の'二|律化と民営化をｲｲＩｉ地するため、財務部および銀行慌

督院の呪Ｉｌｉｌｌを撤廃し、輔一銀行を民営化したこと、などである（経済企画院

[1982］ｐ234)。

（５）重化学工業の投資調整

沈滞した経済をiili性化きせ体IIT改善を指|「,Ｉするために実施した極々の安定

化政策のなかで、爪化学:工業の投資調幣はとくに大きな意味を持っている。
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表3-3-51980年｣工半期の主要軍化学工業企業の稼働状況

造船 三足造船

現代重工業

金星社

湖南エチレン

湖南石illl

挫龍洋灰

現代１ｺ鋤車

起jIi自動''１

セハンlL1Ii1111i

浦項製鉄

総合特殊鋼

淵111銅製純

現代洋行

三塁重工業

江原産業

現代エンジン

大韓亜機

隻龍重機

０
５
１
５
４
０
８
２
４
 

０
６
４
１
６
７
２
６
 

１
 

３
２
８
０
５
１
４
１
４
 

８
８
４
５
５
８
４
３
２
 

非鉄

機械

髄イ・

化学

セメント

ｒｌｊｊ１ＩｌＩ 

lIl所）開発研究院［1981］pl274。

第３次計画時に推進された重化学Ｉ業化への投資が過熱し、重複投資により

莫大な過剰施設が発生したことに起因するこの投資調整は、朴政権の開発戦

略の中心部分をなした政策の失敗を認め、その修正を政府自らが行わなけれ

ばならなくなったということであり、その持つ意味は大きい。表3-3-5は

1980年上半期の重要産業の稼働状況である。具体的に重複投資の状況をみる

と、発電設備は８社が入りみだれ、民間需要１００万ｋＷｈに対して年間生産

能力1290万ｋＷｈの事業計画となった（池［1990］ppl48-l50、法政大比較研

[199ｌｂ])。ほかに重電機、建設重装備、ディーゼルエンジン、自動車など

が投資調整の対象とされた。これほど重複投資が起こった背景は重化学工業

化の積極推進にあるのはもちろんだが、この推進過程で市場への新規参入を

求める後発財藝閥により先発メーカーの狐寡占体制を非難され、その横暴をな

くすため競争体制をつくらなければならないという論理が登場した。そのた

め競争のメリットと重化学工業特有のスケールメリットの妥協点として、重

化学工業の輸出産業化が志|h]されることとなった。しかし、紐工業で飛躍的

な輸出産業化の達成ができたとはいっても、先進資本主義国との競合となる

重化学工業の分野では簡単には輸出産業化できるはずがなかった。

重化学工業の投資調整をIliHl別企業の立場からみれば、当該企業の死活が直

結した面が多かった。この'１１１題は一部がＥＰＢにより検討推進されてきたが
（７） 

後には国家保衛委員会により推進された。

最初の重化学工業の投資調整は「４．１７施策」によりＥＰＢが主管となっ
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て1979年５)１２５１１に断行された（|＃1発研究院［1981］査科8-1、ｐｐ」149-

1173)。まず苑f1ii設liIIiにおいては、多くの企業が参与したが、姓設中または

計山'１'の設IIli能力が|ﾉﾘ裾規模の４～511\に達し、参与企業がZii複、過剰投資

状態に達してお')、また'１界｢l<」にも供給過剰状態で、輪|Hでも過剰設Illiの問

題はlliｷﾞ決lIlll1tであった。当分の'''1は参ｊｊ･企業を減らし、内需を足がかりに堅

実に成焚できる基燃柵築が必要だった。そうして、現代グループは現代洋行

に期盗し統谷する一方、大字と三星がｌｌＷ合資または統合することによって、

結局、発電設Ｉｊｌｌｉ部'''１は二元化した。

つぎに建設爪装Iilli冊lll11lでは、ブルドーザーおよびローダー（Loader）の需

要がきわめて小さいのに比べ、リi1代洋行の施設が過剰だということから'''１題

が始まった。ブルドーザーの場合、新しい企業が参入すれば供給能力は一層

過剰となり'五|氏経済(1りな面で'11火が大きくなるので、」iﾘﾘ|定肴化のため一定

期''１１の(呆識が必要な灰､i、競ｲ'上の利ﾉﾊ(なども考慮する必要があり、まず発

電設Illi調整を確定したあと別途論議することとした。

mllI化学部|Ⅱ]は原料の一部を除いては榊造ｉｌりに競争条件が不利であり、輸

入｛illi格が国|人l化産よ')低廉であるが、楜司がlfl総できない場合には安定的確

保が'''１題となるので、節３ｲTilll化学H1地の延設は岐近の、''1濡給事情と展望

を勘案して桁１１１１施設拡張計11111の確定時に論議することとした。

ところで、lIiM代グループと大字および三界爪]ﾕ業とに二元化することにし

た苑fIji設lilIi部|Ⅱｌはり|受企業の経営靴の予見、双方からの特恵要求および既投

資分に対する代価要求などによ')、その実行がり|き処された。これによ'）

1979年１１月2811、ＥＰＢは経済便官協議会を１%ｌＩＩＭし、リi1代(111の建議に対して

決定を下した（経済企1l1ji院［1982］ｐ､217)。しかし、総済長'111Ｍ,議会決定事

項Mili局うまく実行できなかった。こうなると、昌原工場の橡I1Iillおよび他設

｢''１折による投資の遊休化とともに失業が発Ll化、主ｆＩｊｉ款先のＩＢＲＤとの協

定1硬行上の'''11趣が;ＭＬ、１１１急な統合が要求された。しかし、ＩＦ汗ﾉﾉ７，８号

機をUil代に発注した後にも既投資分の淌算およびﾘ|受条件による現代ｲ11'１から

の金剛l支援などの特恵要求により統合が遅れた。８０ｲｌｉ３月171]、ＥＰＢ、財

務研'１、商工部と現代グループの代表Illllとが会合を持ち、｜司４)115ｐまでに統

合を完了し、授椛資本金100()億ウォンjUll模の新しい法人を設立するなどいく



節３章高度経済成及政策から経済安定化政策へ２３３

つかの事項について合意した。

しかし、このように数次にわたる努力にもかかわらず、結着をみることの

できなかった重化学=[業投資調整ＩｌＩｌ題は、1980年８)1191三|、ついに国家保衛

委員会が乗り出して洲雛することになった（|)ﾄ1発研究院［1981］資料８－３、

pp､1199-1214)。この拙設は、発電設IWi製作および建設菰装Iilli生産に関し、

軍iiliiI場を含む現代洋行,巳,原工場と造船を含む玉iili総合機械を統合し、大字

が責任経憐するようにした一力、自動IMi業に対しては現代とセハンを統合

し、現代が責任経尚し、旭１１１１産業は采l111li'|ﾐ歴を''１断すること、を内容とし

ていた。

しかしその後、補完対策形成過程から|可部|Ⅱ|の運営]１１常化のために膨大な

資金が必要なことが判|ﾘＩした。そのため長い論難の果てに従前の計画を変更

し、政府と産業銀行および外換銀行の迫力|lHl,資により資本金3800億ウォン規

模の公社を設立した。

ＭＩＩ111部'''1の統合も外|玉|合作先とのllA1係などの１１{|題によ})靴航を重ねたが、

結局、乗lllIli、バス、８トン以_ヒトラックなどは現代'二lili川jとセハン'二|勅111

(現在の大字lL1動車、米|玉|ＧＭと大字の折半による合弁会社）の競争体制に還元

し、超Il1i産業はｌ～５トンのトラックをJIJm自動J'１（86年に墜龍株式会社

によ')買収される）は特装I|iだけを４Ｍiすることに、８１年２)１２８１］いったん
（８） 

ﾎﾟ背着をつけた。

このようにいったん結着をつけた発Nij設Ｉｉｌ１ｉおよびMillIli工業の投資調幣に

続き、需要不足部''１に対する重複・過剰投資および数社の投資乱立により|正｜

際競争規模に達しないか、財源調達範lIilを超過する投資などによ')不実化を

惹起した髄子交換機、ＩＭｉ機器、ディーゼルエンジンおよび銅精錬など４部

門、１７企業に対しても1980年９川311付けで第２次重化学工業投資調熱方針

を碓定し、９月301］まで､に関連企業をしてlL1律調整するよう勧めた。しかし

結局、当該企業|司士では調整がつかず、１１]iぴ'771年１０)］７１］には職権調熟（|)ﾄ｜

発研究院［1981］資料8-4、ppl215-l225）が|析行された。

以_上述べたように、耐化学こ[業の投資調雛の過程は安定化政策を強ﾉﾉに推

進してきたＥＰＢでも手に余る難題であった。大統領椛力の発動（匠|保委）

なくしては収拾がつかなかった。ここにJt化学ｆ工業化の進行と|可時に進んだ
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大統緬椛力と！'ｲ11Llとのあいだの否応なしの癒諦をみるとともに、大統領権力

の不TTI火の役ｻﾄﾞ||の一つをみることができる。

４安定化政策で積み残された課題

ｉiiiの項で述べた「４．１７施策」を噛欠とする安定化政策へのili云換は基本的

には今斗煥政椛にi)|き緋がれ５次計画||<Ｉｉに結実することとなる（表3-3-6)。

５次計mjlでは４次計111jの「成｣量・能率・公平」に変わＩ)、「安定・能率・均衡」

をflM念とした。これは「４．１７施策」の１１１１念の延長である。インフレーショ

ンの急激な収束（鋪５次計画ｊＵｌＧＤＰデフレーターＭ１・率の平均{i([は4.1％)、銀

行の比営化、爪化学投査調整などは朴政権木101からＥＰＢのテクノクラート

を'''心として検討、模索されてきた力|ｲﾘの実践ＭＩｉＬであった。しかし、安定

化政策の主要課題の一つとして1111)Ｉこげられながら５次計llji時までには実効

を_上げられなかったものに「)龍業支援の機会均等」を保証するための「産業

支援法」ＩＩｉｌｌ定への｣Ｉｘｌ)iIillみがあげられる。

安定化政策が強ﾉﾉにｌＩＩｉ逃されながら、なぜ「産業文援の機会均等」が達成

表3-3-6節５次５が|え計凹のiillIII(1/[と災紙([（

爽緬I/〔

８．７ 

１．４ 

２，２９６ 

３０．３ 

２７．１ 

３．２ 

経済成艮率

人lljWⅢ率

'ん'1たり|]illlL総(ＭｆＩ１）

％ 

％ 

ﾄﾞル

７．６ 

１．６ 

２，２２９ 
(継衲(IIi格）

２８．４ 

２６．１ 

２．１ 

投安率

ｌＥｌｌＭｉ:蓄来

il〃ﾄ貯蓄率

職業ﾄﾙ造

農林・ﾉＭ１業（１）

鉱工業（１）

社会'''1ｲlISiMs・その他（１）

総ｆＩＩｉ収支（１）

輸出（１）

輸入(1)

袖||',１ｋｲｲ度

ＧＩ)l)デフレータートルイ((2)

％
％
％
 

％ 

％ 

％ 

経附、100万ドル

ノノ

ノノ

％ 

％ 

(１２．８） 

(30.1） 

１４．９ 

３２．７ 

５２．４ 

４００ 

３５，７００ 

３５，１００ 

４，６１７ 

３４，７１５ 

３１，５８４ 

４３．３ 

４．１ 

ili）（１）iilmfilt終Ｈ１:度の計画（２）ｊﾄﾞjAjIl/I［

ｌｌｌｊﾘ｢）経済企lm1院「i{要経済指標｣1990ｲ１２，１１１(部民犬[1987]pp,63-64。
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できなかったのか。これが宏定化政箙の|Ⅱ《界を示している。「産業文援の機

会均等」とは、すなわちJ1r要産業（flii子、機械、鉄鋼、造船、石１１１１化学、非

鉄金属、苑flji、化学11111科など）への優遇柵iliを兄ijLl:し、縮小、廃｣lこしていく

ということである。安定化政策の三大課題である他の二つ、「競争の促進

(公｣()(法のIli'１定)｣、「金MIIの'二l神化（銀行のLLL`断化)」に比べ、より政府の主

導性が苑ｉｉｌｉされていたID(策であるだけに、その改変はｊＭＩ制ｌにはなしえな

かった。

1976年４)]には「投盗奨励ＩＩｉｌｌ度の改葬力業」（|｝M発研究院［1981］査料10-1、

pp」237-1265）がＥＰＢ|ﾉﾘ部の討議Illとして作成された。総合的産業政策の

未轤illi、IlljlB'|投資事業に対する検討不充分および産業技術近代化のための械

極的施策の欠如など純l1jilの廠業支援体Ilillの'''１題点を補完し、改善するため投

盗奨励法のIli'|定が提言されているが、ｌｊＭ係機|H1の'''1の兄llW1の差異により、結

局、｜両|法のIIill定は実りilできなかった。法IIill定は失敗したが、投資審森Ilill度お

よび主要計山事業点検IIill1史はＥＰＢに導入され、経済企111mに担当の課を設

置し、７７年度には投査辮査局に拡大、改編した。

以後、1978年度に入り、ＥＰＢの三ｉｉＷｌ▽に|奥1係部響谷|TTI作業によって主要

,'ii11l｣の|玉|際競争力の評Iilliおよびjlif業谷L1ll化方|(ilのＷ１究調査がi了われ、）寵業谷

班化対策を樹立する_'２で)雅業支援IIill度を改編する必要性がiIj認識されるに韮

し、ＥＰＢでは産業支援体IIill整備のための法IIill定をTVぴ試みた。しかし、こ

れも法案作成の基本力|ｲﾘだけ提示されただけで終わった。これは財I川|'|から

みればuﾘﾄi得椛益が侵されることとな')、杣当部署Il1llからみれば権限の縮小と

なり、朴政椛下ではついにl]の|=|をみなかった。これも政府と財llL1の'''1に共

通利害が存することを示すものである（朴一［1990])。

このようにＥＰＢの２次にわたる法Ilill定の努力が失敗したのちに、ここで

も|玉|家保術委が乗りｌＩ１,した。1980ｲli7)]、国家係術委員会経済分科委員会は、

全|玉|経済人連合会に対し'五|際競ｲﾄﾉﾉﾘｊｉ化のための政策ﾉﾉ|｛ilを樹立するため関

連二ＩＩ項に対する調査作業を指示した。｜司指示による作業内容は、①調査対象

,'iT11Ⅲ'|特性および成及性の展望、景気|Ⅱ|復の展望（企業維悌悪化の原|人|分析を

含む)、②緊急対策および企業の経営政策、③'五|際競争ﾉ｣の判断および要'八｜

別寄与度の分析、④経営危機充llllおよび|玉|際競争力強化、などの総合対策で
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あった。

こうなるや、ＥＰＢでは1980ｲＩｉ９Ｈ１７１ｌ、大統領に業務現況を報告する),'ｉｒ

で産業支援Ilill度の改編作業計lllilを報告し、１１)1121]には唾|務総Hl1から現行の

各種支援ＩＩｉ'１度を統合し「産業支援法」をIlill定するよう折示を受けた。

これにより、｜司ｲlill月261三1大統領に、Hll途、「産業文援ＩｌｉＩ度改編方向」（|)｜１

発研究院［1981］ini料１０－２、ppl267-l283）を報告し、①設備投盗奨励の業机

'''１差Ⅱ'１撤廃と一般』I靴に依拠、無兼BlliI9支援、②)|此''１片雌業育ＩｊＭｌｊ策原則設定、

③技術および人力|Ⅱ1発投資支援の大ll1Fi強化、④利税を支援手段の根幹とし、

政策金lW1lIおよび'1ｲ政活)Ⅱ、⑤奨励受忠のための手続きの簡素化および椎'114を

関係部料および機|奥1に大'111W委ｲ[、⑥｢'1小企業・兀業ｌｊｌ地の業jlijliili武換および谷

理化のための谷イルと輸出などに対する支援は、現存のIli'|度をﾙlli侍するなどの

基本方lhl-lくで１２)11211には「)砿業支援法」の１次試案を準備した。

このような過職を経てMkIiIiされた|両l法の試案をもち、ＥＰＢは1980年木か

ら81年初めにかけて同法のIIill定IM1ll1を税IﾘＩし、関係IIfll料および業界・学界の

意見を総合・聡11【し、説得しIIill途するよう努力を傾けた。

しかし、ＥＰＢの説lﾘ)と税１１１にもかかわらず、今度もＥＰＢの政策調整機

能強化につながると、｝竹務・iWiIiilij部のりｉｌﾉ｣を反対にぶつかった。したがっ

てＥＰＢはその試案を修正し、｜両1法がIlill定されるよう努ﾉ]した。｜可修正案の

主要内容は、①設Iilli投資支援対象の一般化により、過去の特定ｌif業'１１心から

業種差》'|の撤廃へ、’五|際競争ﾉﾉなどの基j((iにI1llってすべての業梛を支援対象

とする力|ｲﾘをとり、ｉ薇ljM税およびliiii人IlilllU4によ})保遡されている,Iii11l=|、競争

が望めない,Ｉｉｉ１１目などは支援対象から除外し、支援Iﾉﾘ容においては投資控除と

特別伽ｉｌ１ｌｌ１から避択するようにし、高UAI税下から仙)'1打によ')減負率を差別

する不谷I1l1性を是Ｊ１iするためＪＲ要》遭業施設11イヘのUAI税減免を廃｣|:する、②ｲｉ

望産業として国LL絲済効果および競争ﾉﾉを｣,腱準として今産業で有望部門を選

定し、一般租税支援と資金支援などを迫力l1し、支援する、③技術・人ﾉＪＩⅢ１発

のため支援対象を拡大し、｜司llA1jlli経費文}11,に対しては文}|｣,額の３分の２を１１１

余に算入し、外|玉|人技術者に対しては勤労所得税を５ｲIiIll1減免、④産業政策

の総合性を碓保するため、ＥＰＢ長官に)雅楽支援と|對述する利税減免、関税

減免および|判税率訓幣、jliiiii入IlilllU(、重要JMrおよび資金の運１１１など、諸産業
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施策の調整権を賦与し、これを検討するため産業政策審議会を設置する、以

上を骨子としていた。

しかし結局、これは立法会議にかけられず、1981年８月末、大統領から内

閣に「産業支援施策運川に関する特別指示」が提{'1,された。｜可特別指示はそ

の後すべてが施行された。主要内容としては、①設IWi投資を促進し、民'''1部

門の技術および人ﾉJ開発を促進するため、８１１１曵税法改IlilI寺にこれら部門の活

動に対する租税支援を強化すること、②現在の投資事業審査Ilil1度を補完し、

主要な政府投資事業および政府支援を要請する大規模な民1111投資事業に対し

ては事前に関係部署HHの充分な協議はもちろんのこと、政府および|對連金剛１

機関の綿密な妥当性の検討を経たのち、推進および支援の可否を決定するこ

とによって投資が不実化しないようにすること、③産業政策総合調整機能を

強化するため、ＥＰＢに産業政策稀議会を設置すること、④ＥＰＢは上記の

指示事項に対する細部にわたる実践計凹を早速樹立し、施行に万全を期する

こと、などであった。｜司特別指示により同ｲﾄﾞ12)］「産業政策審議会jjM程およ

び運尚要領」を大統領今によ')IliII定・施行することになった。ここにも大統

領権力の不可欠の役割の一つをみることができよう。

しかし、特定産業'''心から業種差別のない支援という「雄業支援法」本来

のもくろみは骨抜きにされている。この政策は1986年７月１１三l施行の「工業
（９） 

発展1去」により、ようやく結実することとなる。

５政府の役割の変化一《manager》から《judge》へ

以上述べたように、肺|玉|の安定化施策へのJ1)<リル１１みはすでに朴政権末期に

その基本路線はほぼ確定していたのである。それも'ﾘ1雌に政府主導から民1111

主導への､|i云換として認識され、取り組まれてきたのである。確かに政椛が交

棒したことにより前政権のさまざまなしがらみから抜け出し、より徹底した

政策が打ち出きれたのもZll実である（谷iilii［1989］ｐｐ､47-50)。しかし、基本

的な路線の策定が朴政権下でなされていたということは決定的な意味をもつ。

つまり、ＥＰＢを'''心とする経済官僚が経済述)'1方式のDli云換を推進する主力

となり、政権の交蒋からﾄⅡ対的に独立して政策遂行に当ったということであ
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る゜経済官僚のレベルでは-111性があった。また、朴体Ili'１は政治的には独裁

であったが、経済ＩＩＩｌ題は専'''１家の意兄に従った、という朴政椎のブレーンか

らのヒヤリング（法政大比較Ｉｉ１１［19901)]、［199ｌｂ]）が奥付けるところを考

え合わせると、経済'''1発には絲済官僚の主ﾘlliが九分反１１央されたとみられる。

しかし、重化学＝[業の投資訳|盤、特定)曜業優辿の足IILがＥＰＢのﾉ]だけでは

光分に対応できず、大統領樅ﾉﾉの111[接｢Ｉ<｣介入を必要とした点に、政策1位〈換に

おいても大統価権力の狐rlの決定的役ｉｌｌｌｌがあったことをうかがわせる。

ところで、安定化政策をたんなる訓盤期として捉えるのではなく、林|玉|資

本主義発展の一段階として位満づけなければならない。つまり、安定化政

策＝lLllll化政策への移1丁は|ｻﾄ１発初期には妥当性をもち、必要不可欠であった

ともいえる政府による経済||ﾄ|発へのⅡh:接、IlU接の|對与が、かえって経済効率

をllllf1；するiniが111,てきたことをjiijii味する。これは経済計山の性格が物動薇l1IIil

から誘導計山（indicativeplan）へと移っていったことがそれを敏感にljj(映

している。しかし、これにも一定のＭ|米をつけなければならない。「産業支

援の機会均等」の試みのｌＺＭＩｌｉさがそれを示している。

しかし、「経済連Illの基本力lfilを|÷'１１１経済lHml1に立lUillした公jIiな競争秩序

の定軒、民llU企業の〈ill意性に立llkllした投資1iIimlijjの尊雨、金融産業の１１常化を

通した資金利川の機会均等など、lXJllI1の'二|律｢I<｣な経済柄llij1を晶大限保障し、

政府は競争のjMlll（RuleofGame）を定め、それが守られるよう符理する役

ｉｌｉｌｌにとどまることがより能率を高める」（経済企画院｜経済''三|書」l981flA、ｐ、

224）という認識に大きく踏み''１,したのは確かである。つまり「｢総営者・管

理者ｊとしての政府からｉルールの設定肴・辮判稀ｊとしての政府へと、そ

の役;ｌｌｌｌを変.史すること」（''１村［1991］１).５３）をIﾘI1ilI:に意lﾇ|していた。｜U:界ilj

場と深くリンクし経済発展を遂げた蝉|Tl経済のケースでは、特にTlj場メカニ

ズムがｲj効に'1M1くよう符理していくことがＺｎ典とならざるをえない。そのた

め「《manager》から《judge》への役;Ｉｉｌｌの!|i云換」（'両Ⅱ）を試みているのである。

こうして徐々に経済計画の役ｉｌｉｌｌは後退していくことになる。これは轍'五|資

本主義発展の内ｲＩｉ的要請（発展段ﾙﾄﾞ）であ')、また'1t界Tlj場からの要請でも

あった。
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[注］

(1)ＧＤＰデフレーターで､３次計nｍ（72-76)、２１．０％、４次計画（77-81)、

199％。よ')詳しくは第２篇、第1章（小林論文）を参'１(!。

(2)法政大比!'攻{O｢糊Iilプロジェクト(ｉ１ｉ究会での呉鈍南（ＥＰＢ経済企画局]リノ

ｌｈ１分析iilM:ｏＪＭ'１１、アジア経済Ｉｉ１｢究)ﾘ↑、秤ｊｉＩｉ１１究貝）の報告（l990Ili10

H）を参考にした。

(3)法政大1上lli州|：［l990a］ｐｐ､２()-27から21111Ｗ)雰lJIl気の一端を知ること

ができる。

(4)｜両|法はその後、l986jl主に}'1,資nLIlillをﾘ血化するなどの人llIFiな改正がなされ

た（金ｊｌ噌［1988］ｐｐ､41-47参１１(1)。

(5)1991年４）|より公正１１)<リ|室から公､１１｣|)<リ|委止i会二}l務所という形でＥＰＢ

とは》'１組織となり、’二1ＬＬの権限の下で(|:ﾕ'1をすることとなった（法政大比

較Ｉｉ１「［199ｌｂ］ｐ､６０参)!(()。しかし、ｿ(態はＪＭｆ所もＥＰＢ内にあり職iFi

もほとんどＥＰＢ官惟の''1,向で、依然ＥＰＢの一部科という感が強い。

(6)金融機関の賛ll1IiiUlUi)｣の零細性の|ﾀﾞ'１証として''水との比較が行われている。

1978年末ﾘｉｌｲｌｉ、T1jll1銀行５行の総碩金ilWi（57億ドル）は、’1本の－地方銀

行であるＴ･菜銀行（|玉Ⅱﾉﾘ第29位の孤金irIiiのfMk）のﾉＭＬにすぎないこと。

またl977fli木ﾘ11ｲ１１、ｌＥｌＩﾉﾘ首位銀行であるilW業銀行のｌＹｌｌｌ,額は首位企業であ

る9i1代グループの販売額の40％であるのにたいして、第一勧業銀行の貸lII

額がトヨタＭ)｣11〔の販売額の379％に及んでいることと比較し、糠|玉|の金

岡Ｍｉ業の立ち遅れを指柄している（|lﾄ１発(ﾘ}究院［1981］ｐ､616参照)。

(7)ｌ９８０１Ｉｉ５)二１３ⅢI、大統価の諮llll・IWi化機関として設ii(fされた。敢要閣僚

１０名とflf要11Mt哲l4fJlの24名によって織成され、術任委員長に今斗煥（当時、

’１１りし情報部｣逢代Ｉｌｌ１）が任命された。当lli1iの唾|政のｆｉ嫡機DMであった（弧･景

徹［1986］ｐｐ､４１()-411参１１(1)。

(8)：lﾉi時の旭11Ｍi業は毎年200億ウォンにも達する巨緬の赤字を川し、｜司社

をTﾘ処することが'二|勅''1部門の投資説|盤の'三ｌｌＩ<)の一つだった。この結来、

蝉Ililの11ｲ11Mではめずらしく、元オーナーが所ｲ｢と経営から体よく追い111,さ

れることとなった（服部乢犬［1989］ppl37-l38参'1(()。

(9)｜而|法施行に際してこれまでIlAlHllに施行されていた機械工業振興法、館子

Ｉ業振興りく、造船]:業振興法、イiilll化学]:業行成法、鉄鋼二[業育成法、非

鉄金屈精錬zlv業法、繊ﾙ||;Ｉ業近代化促進法の７法が廃｣［され、産業政策が

統合された（金｣Tl雪［1988］ｐｐ､47-50参||(1)。
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第４章第６次経済社会発展計画と新しい政府の役割

ｌはじめに

アジアの￣途｣二国にすぎなかった林|王|をＮＩＥＳのリーダーにまで押し上げ

た1960.70年代の高度成長は、すでに｛iiIl：認されたように過去20年に及ぶ|刑発

計画とそれにもとづく経済政策迎営によって達成されたものであった。開発

に強い意志を示した椛威主義的な政府が、６０年代の初nmから数次にわたる開

発計lililを実施し、経済成擾という'二|標に向かって|玉|民経済を牽ﾘ|してきたの

である。

だがこの''１１，｜王|民経済は著しく膨脹し、政府に対する国民の要求も多様化

してきた。さらに80年代に入って、輪ＩⅡ,指lhl型開発計山の前提ともいえる輸

出環境が厳しい状i兄を迎えつつあり、これまでひたすら成長に|句かって|玉|民

と企業を誘導してきた政府も、その役iIillと|可時に従来の開発計画に対する全

irii的な兄Ⅱ１１:しを辿られている。

ここでは、このような認識から、８０年代に入って顕ｲｌｉ化した開発計画の質

的な変化を手がかＩ)に、転換期における新しい政府の役割と|｝M発計画が有す

る''１１題点について考えてみたい。

２１１i云換ｊＵｌとしての1980年代

1980年代は、糠国にとって政胎１１りにも経済的にも大きな転換期であったと

言うことができる。jli云換点をどのような現象をもってどの時点に求めるか、

という議論は見解の》'|れるところであるが、今から振り返ると、次のような

大きな転換期が80年代に訪れたと考えることができるのではなかろうか。

まず第１に、経済迎営lrliでの力針転換として、1982ｲﾄﾞの第５次計阿で「政
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府主導体flillから民'''1主導体制へ」の政策転換が表'ﾘ1されたことである。８０年

代に入って、不況のどん底でｉｉＭＬた今斗峡政権は、政治(1勺には朴正卿政権

の権威主義システムを踏襲しつつも、経済迎尚に関しては民間主導で臨むこ

とを表lﾘＩした。これまで､の過剰な政府の介入が民''１１栖力を１１[|害し、経済不況

の大きな原因になっている、と判断したためである。だが、このような政策

転換の背景には、政府の政策副1資から生じた資源11110分の領みや、過度の輸出

助成が植え付けた榊造的インフレなどの「政府の失敗に対する反省」ととも

に、「財閥を中心に民間部''1が大きく成長した今'三I、資本蓄積の索リ|肴とし

ての政府の役割も徐々に縮小していくべき段ⅢVに入った」という認識が政府

内で一般化してきたことが挙げられる。

このことは、私的資本の未成熟性という鮴国経済が抱えてきた資本主義的

後進性が国家部'''1の介入によってようやく兜llliされつつあると|可時に、’五1家

の役諜||、なかでもI1ll発計lIulの役ilillが以後大きく変質していくことを暗示して

いる。

第２に経済実絞iimで、1986年に糠|玉|経済にとって鹸大の懸案であった国際

収支不均衡がようやく改稗されたことである。この年に林|玉|の貿易収支と経

常収支が本格的な黒字化を達成し、以後黒字基調を続けていることは、対外
（１） 

債務に悩まされてきた林|工1にとって大きな意lLkを持っている。

周知のように、８０年代の前半を､&じて、肺'五|は「三高ﾘil象」（ウォン高、

原1111高、ｌ玉|際金利高）に兄舞われ、絲済的低迷が続いた。７０年代には40％近

い高率を示していた平均輸出｣Ｍ１加率が80年代の前半jO1に入ると12％まで落ち

込み、この結果、同期I1111l1の経済成長率も83ｲrを除いて一桁成焚を続けた。

また、対外債務が85年には468億ドルに膨れ｣ｭがり、同flﾐのデッド・サービ

ス・レイシオは18％まで上昇し、姉|正|経済危機説さえ'跣かれ始めた。ところ

が、８５年９月のＧ５を契機に「三低景気」が到来し、鯨|正|経済は一挙に好転

する。輸出のｲ''1ぴにも支えられて86年には２桁成長をlIl復し、ついに念願の

経済収支の黒字化を達成。以後３年'''１にわたって経常収支黒字は拡大し、８８

年には141{意ドルという膨大な経常収支黒字を記録することになる。

こうした80年代の経済変mjlからみると、経常収支の黒字化の要因として８５

年以降の対外環境の変化（｢三低景気」の到来）によるところが大きいよう
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図3-4-1198()年代における輪ｌｌ１ＩｊＷﾉ111率、総済成｣を率および経常収支の推移
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''1,所）総済企画院「ｊｉ要経済指標」各ｲｌ１ＩｌＩ(よ')作成。

にA1Aわれるが、｜ﾇ'3-4-1からわかるように、jliiiiill11の↑''1ぴや経済成長率の｣１､￣

変動にかかわらず、８０年代の前半から後半にかけて経常収支は赤字縮小から

黒字拡大にむけて11【柵に推移していることが注|=|される。この事実は、経常

収支の赤字を拡大しながら高度成長を記録してきたかって（６０．７０年代）の

鯨|玉I経済と今'-１（8Ｍi代）のそれとが硬的に|唆】''されなければならないこと

を物語っている。

第３に政治体Ilillが、1987年の「６．２９民主化宣言」をきっかけに「権威主
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義体Ili'１から民主主義体ＩＩｉ'|へ」大きな転換を遂げようとしていることである。

８０年代に入って貿易、金lIi1ll面での目11I化政策は急速に進股したが、もっと

も|玉lIXiが望んでいた労I1Ijjl述仙の目'''化だけは実現されなかった。そもそも労

働統ili'１を一枚看板とした権威主義政椛が存立しているｌＵｉＷ、政府の統制を解

除した全iihi的なIL1m化は土台不可能であったといえる。けれども、目lil化、

開放化の波は企業に新しい労使関係の榊築を促すと同時に、lJl1制されてきた

労働者の権利意識を覚醒させていく大きな原動力となった。「６．２９民主化宣

言」は、このような経済システムにおける急速な榊造変動が、砿iXI的な政治
（２） 

システムを変質させた結果であるといってもよいだろう。

だが、権威主義政治に慣らされた企業や|玉|民にも政ｉｆ}・経済改rl1iのための

意識・組織ｍでの改革が必要であり、急速な|と|[|Ｉ化は社会秩序の混乱をリ|き

起こすことになる。と')わけ労伽統IIillの解除は、必然的に労働者の賃上げ闘

争を激化させ、経済低迷をもたらす。この'二'１１月の論理を政府が受け入れるた

めには、ある程度成熟した経済環境が必要であった。

政治面での民主化への取Ｉ)組みが経済のｌＬＩ[l1化に遅れること５年、８７年と

いう時期になってようやく実施されたのは、この局面が民主化に伴う一定の

混乱を土台で支えうる経済安定期に突入したと政府が判断したからであると

思われる。しかしこのことは、経済不況期に突入し、労使対立が体制危機に

繋がれば、再び椛威主義体IIillへlTTl帰する危険性があることを反面で暗示して

いる。いずれにせよ、「６．２９宣言」はⅨ主改革のスタートを告げたものであ

')、これ以後、姉同社会はい椛威主義時代への郷愁〃と、産業民主主義時代
（３） 

の苦悩〃の狭１Ｍ]で揺れIij1いていくことになる。

３１１i云換期における開発計画の性格とその役割

（１）計画決定〆カニズムの変化

そもそも開発計画は1961年の経済企111111境の設立をもってスタートし、この

機関へ計lujlに関する業務を集中させることで多くの成果をあげてきた。なか

でも、設立時に建設部に置かれていた計1画1)丙)と財務部にあった予算局をこの

機関に吸収することで、計lmilに応じた予算(|り裏付けを収Ｉ)付けることが可能
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となり、計llllの笑打力が箸しくi蔚まったといわれている（アジア経済研究所

[1988］ｐ､５７)。多くの途上|正|において、計mlil作成当局と予算当局が非協力的

なために、優れた計画が有名無実化していったことを考えれば、政府が－つ

の機llMに計lujl執行機能を集'|'させようとしたのＭＨけるところである。

このように、当初、経済企im1院は|＃|発計画の立案から執行に至るまで、開

発計画の実践に必要な多くの意志決定椎を付｣ｊされていた。したがって|;M発

計l1Iilのプランニングも、高度の経済I1l1論を身につけた－部の専|Ⅱl家によって

秘密#11に行われ、lXjllll人の意見はほとんど反映されることがなかった。こう

して60年代はアメリカから招１１Wした経済学料のモデルにもとづいて、７０年代

はアメリカで学位を取得したＫＤＩの研究者の兄lW1を'''心に、１%１発計凹の内

容がllXl)決められていったのである。したがって、７０年代までの|)'１発計l11ilに

おける意志決定のシステムは、人統価の意liLilを反映した経済企山院の政策が

-「部ilill織を経て、そのまま企業と国乢に提示されるという一方j､行的色彩が

きわめて強かった。

だが、８０ｲ|ﾐ代後』'４に入って「LLljllll三ｉｉ導」路線を打ち出した政府は、｜)}|苑計

画の内容がよ')多くの国民の文挑ｌｉを｛↓｝るために、｜Ⅱ１発計画の作成を秘栴裡に

進めるのではなく、徹底した公ll1主義の原'''１によって行っていくことを公言

した。そのため、各種の委員会で討議された安料は、言論機関のみならず、

一般にも公|＃｜され、また計luli作成のプロセスにおいて議論されるべき二ＩＩＰ項は、

決定されるiiiにかならず|正|民に紹介されることになった（アジア経済研究所

[1988］ｐ､６１)。

表3-4-1は、節６次計凹の作成プロセスを段階Bllに示したものであるが、

いくつかの点で従米の計画のそれと異なる点がみられる。Ｉ)M発計iiljiの実質的

なプランナーである31部'''１委此会のメンバーに、各部署に所属する''１堅公務

員にUl1えて学界、ｲﾘl:究機関、ｈＭｌＩ１ｌＩｌ体などから多くの民''１１人を参加させ、ま

た委止i会に参力Ⅱできない一般の人々には各地で|)}111Mされる政策討論会で|)M発

計illllの内容を批判する機会を与えるなど、｜刑発計凹における意志決定過程に

民'''１人を参力Ⅱさせようとする政１１１:の愈欲が窺える。

こうした試みは、少数とはいえ政府に対して批判的な学者や言論人を計画

形成過程に力Ⅱえることによって、計lujl執行iihiでより多くの|玉1民の介意をｲ｛卜よ
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表3-4-1節６次計画（1987～91ｲｌｉ）の作成ﾌﾟロセス

’１１１発計、を作成する各委』1分（計画審識会、iil画訓|査委i-l会、

３１部'''1委且会）を識ii'iLし、榊成メンバーを決定する

*;illllil審識会のメンバーは2()flの各部料及官と3()flの各界の元老

級人物、計画調整姿il会のメンバーは行''１火部将の次官・研究

機|Ｍ経済|Ⅲ１K．学界の杵f１人弊45名、３１部|Ⅱl委１１会は１部'''１

につき20'１の委員を公勝』仙研究機ｌｊＬｌ・学fl・氏lllllJl体等の代

衣850名で構成

総済企lujl局は各委Li会のＷ〔'''１家をＷ{諭し、２()''１|以｣蚤の専'''1家会

ｉｉハ・政筑協議会を総てiilluii作成のための}柵|を作り」蛍げていく

第１段階

第２段階
(1985ｲ川月～７１]）

iill'U1瀞繊会においてiillm11fi針碓定第３段階
(1985ｲli8月）

第４段階
(1986ｲＩｉｌ月）

31冊''''１１委員会の榊成メンバーは各界各１吋からl1Ij報を収集し、姿

Li会》'１にHIllIll計画を作成する

iillllil調糖委員会で各冊'''''1委員会が柵'1,した部'１１１計lilIlIl1の整合性

を群議し、部l1Illlll訳1雛を行う

１１１策討論会を企llil各jlhで||}1(|M、ｌＩｌｍ一般からiil山案に対する愈

兄を収集

什部l1IliillUjiを総合（投溢優先ｌｌＵｉ位を訳|雛）し、計illil審議会をjⅢ

して計lujl案をｌＩｋ終(l<)に確定する

第５段階
(l986fIHl）1～４月）

第６段階
(1986イド５)１～６月）

第７段階
(l986flZ6)]～８)1） 

人統価裁決を経て計１１１公布に至る第８段階
(l987fIil月）

● 

’'１所）’1M連資料を参考に?p洲作成。

うとするものである。けれども、このシステムは戊而で下からの多様な要求

を汲み_上げることにな')、一つの計山にまとめあげるための介意形成は以前

と比べると著しく１Ｍ雌になっていくことは否めない。今後、計画への参入を

めぐって各界各層の利害対立が激化していくのは'二11ﾘ|であり、民主化が進む

につれ、意志決定過漉への民衆参加の要求は－)岡高まり、従来のような椛威

主義政府による強リ|な'ｻﾄ|発行政の股|＃|はIMlliになっていくだろう。

（２）政策面での変化と連続性

このようなシステムの1了で「政府とLMll1との合作」といわれた第６次計Ｉｌｉｉ

では、「能率と衡平（公平な分配）を二k台にした経済先進化と'五|民福祉の墹

進」という雅本目標が禍げられ、六つの政策方針が打ち卍,された。

1980年代の二つの計Ililを対比した表3-4-2から分かるように、第６次計lIlil

の方|ｲﾘ性は第５次計山（1982～86年）の1人1容をほとんど踏襲したものであり、
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表3-4-2節５次計画と節６次計画における政策力針の比較

第５次計画 第６次計画

(1)成奨持続のための経済安定』,§撚定群と能率lfJ1｣ｚ

(2)国際収支の堅実な答理と経済安余の雌保

(3)比較優位産業榊造への転換

(4)国｣Zの均衡発展と環境保全

(5)社会|＃１発の拡大

(1))ili111機会拡大のための通''1|：成長の持続

(2)|nil際収支黒字基訓lの定満と外貨負担の緩１|｜

(3)朧業IMi造調和の促進と技術文|工1の実現

(4)地域'''１の均衡発展と地力経済の活性化

(5)lElhlr幅祉の増進と平衡化の促進

(6)iIj｣扮経済秩序のiili性化と政府機能のＷ定立

第５次計画期ＩＩＩ１１Ｉ１に打ちＩ１１,した政策を一貸して追求していこうとする政府の

意図が窺える。

民'''１主導路線への移行を衣lﾘIした第５次計凹では70年代における「政府介

入の失敗」が総括され、表3-4-3に示されるように、８０年代の前半を通じて

さまざまな形でf1111化・')'1放化政策が実施された。直接投資の人l11lFiなILllll化、

市'１－１銀行の腿営化、産業金剛|の縮小と金利の実勢化など、政府は民間企業に

対する規柵'１を緩和し、競争原Ｊ１M1の導入を図ろうとしたのである。

だが、７０ｲ'２代を通じて政策金剛(と結びつきlllll大化した企業の｢'１には不実化

するものも多く、リ|き続き政府がこれらの企業に対して金剛|支援を行うなど、

80年代に入ってもなお「政府介入の失敗」に対する調整が続き、ｎｌ１化への

途は必ずしも平坦であったわけではない。

第６次計山の主|限の一つは、こうした氏'''1主導路線を継承し、自由化．|｝Ｈ

放化を進めながら、それによって不可避となる産業榊造調整を進めることに

ある。

事実、８６年に施行された「兀業発展法」では七つのｲUil別産業育成法が廃｣'２
（４） 

され、以後の金剛(支援がこ[業発展基金に一本化された。また産業保護の対象

に指定されていた特定業櫛も次々と生産|皇Ｉ１ｌｌ化が認められ、８９年時点で保謹

対象業種は織物を残すばかりとなった。こうした産業保謹撤廃の動きとなら

んで、８０年代後半から輸入|芒111Ｉ化が著しく進展し、８８年には輸入自由化率が

95.4％まで高まっている（表3-4-4)。さらに88年に発表された「資本市場国

際化プログラムｊでは、①|玉|内投資家の外|玉|証券投資を1990年から認可し

(ただし法人、作１人は92fliiから)、②外|玉|人一般投資家の直接投資のIﾖ由化を９２

年から認可することをⅢ]らかにしている。
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表3-4-3198()ｲ|え代における主要なI÷l1l1化・llll放化の如き

実施年度

1９８０ 

内容

･外ＩＦ|人投盗呪Ilillの縦ｲI|(特定亘|I業に対する外|玉1人の10()％役Tis許TTJ、投資金

額の－１；ＩＩ,lを10ノノドルにリ|き-「げ）

･為替ｲＩＩｊﾙの決定を複数ｍ貨パスケットノノ式へ変ｕｌ

･TIT''１銀行の乢州上'''1始（83年冗丁）

･海外投盗XMIIi'１の綾ｲⅡ（二'1業討|仙)のⅡliiiii爪認ｉ１ＩのIii6ll2、役fiilⅡ三｢l正|の条件撤

廃等）

･短)０１余冊111会ｲ|:にＣＰｊＭＡい認11.

．「資本iljjﾙ１１１１除化iilllliUの発表

･タト国人|ｲﾘけ投査{iii託の|)}|設

・外資系銀i『（川棚町｢、蝉美銀１７）の設立認可

･賃ｌＭｒ利のり'|(ﾉﾉ化

･商業銀↑jのＣｌ)苑1『の認1リ

･外資系銀1TにA､Ｉする差別の撤廃

･為替符j]'1)L兇定の[U(定（非居'1粥の人|遮''１紳ﾄ貨持ち込みｌＩＩｌｌｉ#(iを5000ドルに

リ|き」zげ、ウネ'１ＭF業の本|玉|への送金義務を緩fll、利ニトスワップ･』､賃スワッ

プを許容）

･外ｌｒｌ人Ｗ１ｌ１受柵ili券の発行

･転換ｲI:''１t、ワラント債など海外iilli券の苑１丁を一部認１，１

・lE1II1化をＪ,剛|とする「=[業発展法」の発表

･社伏・〈ＭｌＩＩＩｌｉの金利l2Illl化

･外資系flMiのＣＤ発１７認iTI

･タトlFlX淋染ｌｌ１ＩｌｉＩｌ度の緩ｲⅡﾉﾉ針発表

・ＣＤ苑ｲi111位のり|き１､､げ（’億ウォン→5009万ウォン）と発行|U(度額の拡

大（１兆`1()()()億ウォン→２兆6000億ウォン）

･証券会ｲ|:にＢＭＦ（li1i券符El1｢'11(）認可

･株式IliDIiiIjjﾙＩＩＩｌ設

・l副内銀１７のilﾘ〔ﾀﾄ文111『に対して非ｌｌＷ１州のウォン１Ｍi金の｣[x扱いを許Til

･貸ｌＭｒ利の１%〔'''''２１１１I化とif(金金利の一部（２ｲ|曵以｣zの定j01H（金）lLI,''化

･政府系銀1~『（iltlEl砿業銀行等）のlL尚化

･証券会ｲ|:に）t,ＩするjMlillの緩ｲllと証券ilj場の民営化

･「資本ilj1ﾙｌ１ｉＩ隙化プログラム」の発表

･海ﾀﾄのL|｢業継刈の文ｲﾉ､い枠拡大

･場|ノリコールlIjuliと1ルタトコールilj｣ﾙの一本化

･’'１小企業４Ｗ'1銀１丁の設立を認TiJ

､対外投溢|ｌ４度枠のり|き」そげ（証券会社は500万ドルへ、１１K険{諦E会社は309

ノフドルヘ）

･為替ｲlljﾙの決定をilj場平｣ムノレートカ式へ変更

1９８１ 

1９８２ 

１９８４ 

1985 

1986 

1987 

1988 

1989 

1990 

111,所）関述資料を参考に?iWl･作成。
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表3-4-4輸入向}[1化率の排移

総品l÷1数121鋤承認,ｉ１Ｉ１ｌ=lIlilllUiMilil＝｜禁止品'三ｌ輸入、１１１化率

69,4％ 

７４．６ 

７６．６ 

７０．３ 

８４．８ 

８７，６ 

９１，６ 

９３.８ 

９５，４ 

5183 

5469 

5791 

6078 

6711 

6944 

7252 

7426 

7553 

2282 

1786 

1769 

1482 

1203 

９７１ 

６５２ 

４７９ 

３６２ 

1980 

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1987 

1988 

7465 

7465 

7560 

7450 

7915 

7915 

7915 

6915 

7915 

０
０
０
０
０
０
０
０
０
 

lMi）韓庇|貿易協会「貿易HI1鑑」各flﾕ版より作成。

８０年代後半のこのような急速なｌＬＩ１Ｉｌ化・開放化の波は、政府の保護の下で

育てられてきた韓国企業に大きな試練の場を与えているといってもよい。だ

が、８９年激しい労働争議によって不実化した大字造船に対して金融支援を継

続した政府の対応が示しているように、政府の保護なしで開放化の波に耐え

きれるほど蝉国の企業は成熟していないのが実情である。特定の企業を支援

するやり方に対して国民の批判が高まる一方で、自由化・開放化によって生

じる産業構造調整は避けられない。外国企業との競争を通じて韓国企業の経

営力を強化しようという政府の試みは、政府の介入を通じた段階的な「自由

化・開放化」という意味で大きなIlill約をもっていることは否めない。当分の

間、経済調整にアレルギーを示す企業と、fIlll化を進めようとする政府の間

で綱引きが続けられることになるだろう。

41990年代の姉|玉|経済と開発計画の行方

1980年代後半から２桁成長を|Ⅱ|復し、再び高度成長への道を歩み始めた韓

|玉|であるが、９０年代に入ってその成長に疑'''1がlM1iかれるようになった。８８年

以降の急激な賃金上昇に為替レートの切り上げが力|｜わったために国際競争力

が悪化し、jliii山がｲ}'1ぴ悩みを見せ始めたからである。事実、８９年度の輸出は

対前年比2.8％増という史上最低ｲiHを記録し、その結果、実質成長率が前年

の12.2％から6.7％まで落ち込み、経常収支黒字も142億ドルから51億ドルへ

と大|幅に縮小することになった。
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表3-4-5ウォン・レートの推移

（111位：ウォン）

249 

１９８６ 

８６１．４ 

５３８．３ 

１９８７ 

７９２．３ 

５４２．３ 

１９８８ 

６７５．１ 

５４７．６ 

１９８９ 

６７６．６ 

４７２．４ 

１９９０ 

７１５．９ 

４３９，３ 

Ｗ／＄１ 

Ｗ／YlO(） 

表3-4-6製造業部'''1におけるlf金上ｹﾄ率とツナ１１ﾘ１

ノ|搬性jW11I率の}(&移（％）

1986 

９．２ 

１７，２ 

－８．０ 

１９８７ 

１１．５ 

１０．５ 

Ｌｌ 

1９８８ 

１９．６ 

１３．９ 

５．７ 

1９８９ 

２５．１ 

１１．４ 

１３．７ 

１９()０ 

１０．０ 

１２．５ 

－２．５ 

lf令ｌルイ《

労IliｶﾉＭ１''1|州！Ⅲ率

(1)－(2) 

(1) 

(2) 

１１１所）災3-4-5～()とも、ソルバoﾉＷ７ノZto"o）"/(ﾂﾉｲ"〃ﾉﾉｲｲﾉ，

Feburual.ｙ１１，１９９１． 

こうした経済低迷の1%〔'八|は、８７ｲIえから89ｲI主のＩＨＩに50％以｣ﾐｰけＩした賃金や

４ｲ11111で24％も上ｹﾞＩしたウォン・レート（表3-4-5）によるところが大きい。

80年代後半以降の製造業部|Ⅱlにおける労Ijll者の賃金_Ⅲ1.率と労IiM1生産性端力Ⅱ

率の１((；移を示した表3-4-6から分かるように、８７ｲ|：以降労１１Ⅱ1連動の高揚に

よって貸金上昇率が労伽′Ｍｉ性哨加率を｣二lIilるようになった。そして賃金の

高騰は物{illi｣1外にもり!'〔みをつけた。低賃金と物{l1liの安定によって輪ｌｌＩ１の拡大

と高成踵が初めて達成できるわけで、このような高賞金・高物miは、ウォ

ン・レートの切り‐上げともあいまって、林|玉|の'五|際競ｲﾘﾉを著しく低下させ

たのである。

しかし絲済の失速を'1ｉみⅡ!,しているものは、この二つの要|とＩだけではない。
（５） 

その他にもさまざまな非経済(Iり要lklが複雑にからんでいる。まず80イド代木か

ら労１，１１争議の長jU1化が'１立ち、蝉|玉I企業の生産活動に深刻な影料がみられ、

|両１時に住居費)|)の高鵬と物I1lli｣ﾐｹﾄによって低所得者)Ｗ)疎外感が燗し、労働

争議が一隅悪化するという悪１１１１i環をＷ{いている。また88イドまでは前年比30％

以上の輪ｌＭｇ業の設Iilli投安のjM1力Ⅱが成長を轍i｣'し、｜對述)躍業へと波及して

いったが、８０年代木から先行きを案じて'五|内投資の手}空えがみられる。まさ

に民主化と開放化が|而川に、しかもスピーディーに巡行する過概で、輔国経

済は一挙に矛盾を背負い込むことになったのである。
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表3-4-7ソウノレの年度ＮＩＩ人'二1動態 (lli位：1000人）

ソウル人'二’（Ａ）全国人'二１（Ｂ）ソウルへの人'二1柴I|'度（Ａ／Ｂ）

17.6％ 

1９．９ 

２２．３ 

２３．８ 

２５．１ 

31466 

34706 

37436 

40448 

42692 

1970 

1975 

1980 

1985 

1990 

５５３６ 

６８９０ 

８３６４ 

9639 

10726 

１１１，所）継済企凹院「三iそ要経済指標」1990年、ｐ１８より作成。

このような不況を乗り越えるために、政府は89イド１１)三I、①公定歩合のり|き

下げ、②総額１兆ウォンの設術資金の､１１１資、③1liiiWIl,促進のための金融、税制

支援の拡大など、景気浮揚策を打ちllj,し、さらに90ｲ'三４月には「経済活性化

総合対策」を発表、投資を促進するために設備投資に対する制度融資枠を２

倍に拡大するなど、景気|Ⅱ|復に乗り}l｣,した。しかし政府による景気浮揚策の

効果は薄く、むしろil1i費者物Ｉ１ｌｉが90年代に入ってＷぴ高騰し、経常収支も悪

化し始めるなど、〕陣|玉|経済は一層の困りlMliに面而している。

だがこれらの障害は、林|正|が先進国になるためには避けてilnることができ

ないものであ')、政府、企業、｜玉|氏が一致協力して児１１１Aしていかなければな

らない。ただしその克服にはこれまでのような一|Ｉ制Iり景気調雛策では限界が

あ})、今まさに純|正|は短期的な景気浮揚策以｣二に｣i（J0l的な観点に立った開発

計画の兄直しが要請されている（呉正根［1990])。

長期的視野に立った経済計画の一環として、今後取り紺んでいかなければ

ならない課題をいくつか挙げてみたい。まず第１に、ソウルへの－極集中を

改め、徹底した地方分権化による人口分散政策を計画｢lりに実施すべきである。

ソウルの年度別人'二1mﾘﾉ態を示した表3-4-7からわかるように、７０年以後、高

度成長期におけるソウルの人口膨脹はすさまじい。年々ソウルへの人口集１１１

が進み、現在では|正|氏の４人に１人がソウルで幕らしている。これは東京の

人口集''１度が約10％であることを考えると、いかにソウルが人口過密である

かということを物語っている。この結果、ソウルではさまざまな面で過剰都

市化の弊害（ここ地の商騰、他宅難、都Tljスラムの形成など）が生じている

(滝沢［1988］pp23-51)。地方への移動に応じる都Tl丁貧民に対しては生活空

間の移動に伴う保障（地方への移動費の負担、職業訓練センターを兼ねた公
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団住宅の提供、地方での職業の斡旋など）を行ったり、大学や企業グループ

を地方へ強制誘致していくなど思い切った対策が望まれるところである。

第２に、－つ目のl1U題と大いに関連しているといえるが、土地の「公」概

念を定着化させ、企業の不動産投機と土地利用をＩｌｉＩ限していくことである。

80年代の後半から賃金上昇に手を焼いた企業グループは高騰しつつあったソ

ウルの土地への投機をi舌発化させるようになり、その結果、インフレが進む

と同時にソウルの住宅事情は著しく悪化することになった。ソウルでは賃金

上昇が家賃の上昇に追いつかない。投機熱は一向に冷めず、韓国の地価は８８

年に29％、８９年には31％も上昇している。本来設備投資に向けられるべき資

金がほとんど土地に流れているのである。そのため政府は、昨年財閥系企業

が保有している遊休地の売却を義務づける上地対策を発表したが、ソウルの

地価高１膳は当分の間収まりそうにない。力11熱する不動産市場を抑Ili'Iするため

には、企業の生産規模に応じて都TITにおける土地利用面積を制限したり、低

所得者層を対象とした公団住宅を埋立て地に'''1H次建設していくなど、計画的

な土地利用・住宅対策が必要である。

第３に、労働者の経営参加を土台とした近代的労使関係を確立していくた

め、政府の有効的な企業指導が必要である。８７年以降激化した労働争議はそ

の後も沈滞化する気配がみられず、８０年代末からストライキが続発し、労使

関係はますます悪化している。大lI11Hな賃上げによって輪ＩＩＪ,が大'１１日に悪化した

89年、これまで労使の自主性に任せてきた政府も、労働法の規定を適用して

ストライキの強制排除に乗り出した。だが、現代重工業では２万人以上の労

働者が組合指導部の逮捕に抗議してストを展開するなど、公権力の介入はか

えって労働者の態度を硬化させ、争議形態を尖鋭化させている。元来敵対的

な韓国の労使関係を正常化していくためには、労Iimll争議を力で押さえ込む以

上に、労使の協調関係を生み出すような企業環境を造り出していく努力が企

業と労働者双方に必要である。そのためには政府は労使-協議会が御用組合で

はなく、労働者との健全な対話の場として機能するように指導していくこと

はもちろん、従業員住宅や福利厚生面での企業努力には全面的なバックアッ

プを行うべきであろう。

また韓国の社会福祉Ili'1度が大きく立ち遅れていることも、企業環境に悪影
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響を及ぼしている。柿|正|のＧＮＰに対する社会保障文''1,のシェアは87年の時

点でわずか2.6％にすぎず、これは|TTIｲIi災|玉|の27.8％、’三１本の113％に比べ

ると著しく低い水準である。なかでも老人の)ﾘ↑得iIiiに占める公的ｲ|乱金の受給

比率は鯏正|の場合1.7％という悲惨なレベルであり、英|玉’（'11187.7％）や'１

本（|而164.6％）などの先進諸|正|に比して老;後保障がまったく完備されていな

い（渡辺［l990a］ｐ、142)。このような老後のｲ《安が労働者たちの「l剛ける

うちに会社から1lxれるだけ１ｌｘろう」という際|U(のない賃_しげ要求にも紫って

いるのである。政府が企業に手本を示すという意味からも、今後、労働衿と

老年胴を対象に社会福祉Ilill度を充実させていかなければならない。

いずれにせよ、９０年代を皿じて、従来の「|)ﾄ1発」’''心の経済計山を改め、

労Iilll肴の人椛と41÷活改善:を爪祝した社会Ilill度改JIlEを実施していくことが、脱

ＮＩＥＳ化のJiL礎条件といえるだろう。

むすびにかえて
Ｆ 

Ｄ 

蝉|玉|経済はもはや政府が設定した１１機に|｛ilかって||【(調に進んでいけるよう

な発展初j0lの段階にいるわけではない。経済の|皇Ｉｌｌ１化・ＩｌＭ放化が進むにつれ、

|玉|際舜台での経済的!|iし礫は強くな')、また'五||ﾉ､lでの社会的葛藤も拡大してい

る。こうしたzlI態に対して、政府がむやみにｉＩｊ場介入を行ったり、権力でｌＩｉｌ

民や企業を誘導するのは、時代の流れに逆らった行為であると言える。高度

産業化社会の到来によって、人々の要求は多様化し、政府が－つの目標にlfil

かって全体を導くことはできなくなったのである。そのような意味で、政府

の開発計iuIに沿って'五|氏継済を誘導していくことはもはや不可能な選択にな

りつつある。

今、まさに蝉|正|は、「|)ﾄ|苑ｊＭｉｉ」下で少数のエリートが工業化を主導する

｢権威主義の時代」から、民衆がlL1らの手で１１１K業社会を造')」こげていく「朧

業民主主義の時代」へlfT1かいつつある。このiliZi換j01のなかで、これまでの政

府主禅による「ﾘﾄ１発」計画は、その脈史｢l<｣仙命を終えようとしているのであ

る。今後、政府の役割は'1ﾄ|発から分配に、保遡から調整に向けられていくこ

とになろう。
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〔注〕

(1)この＃i(について、１１１村紀之氏は、８６年以降の経粥収支黙字の定満傾lhlが

貯蓄超過型紙済への移行を意味し、これによって騨国が「lL1flt｢1O成長を可

能にする|ﾉ梛的諸条件の艫Iliに成功した」ととらえている（渡辺［l990

a］pp83-84)。

(2)「６．２９民主化宣言」にllLlする評ｲIliについては、拙稿「ポスト椛威主義

時代の林国経済と民主化への展望」国際経済学全編「国際絲済」節43号、

1992年を参Ⅱ!(されたい。

(3)「産業乢主主義時代の苦悩」については、深)ll1ll紀子「先進国への道と

課題一朧業民主主義は１１１能か」（渡辺［1990ａ］所収）や「ニューズ

ウィーク'1本版：韓匠|経済'１１(きｌＩｌ,す矛盾」199011i５月171]号参)|((のこと。

(4)金平雪［1988］は、工業発展法が目111化(1<)機能だけではなく、保護政策

的側iniを持ち合わせたものであると主張している。

(5)８０年代の木から顕在化したＮＩＥＳ絲済の失速について、このような「非

経済的ファクター」を般柧t祝しているのがi余||((彦［1990］である。



第４篇

労働政策と労使関係の変貌
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第１章１９５０．６０年代、労使関係と労働争議の展開

序章の仮説のように、林|玉|の労Ijil政策、とりわけ労使関係政策は、権威主

義政if１体IIi'１にもとづく「|ｻﾄ1発独裁」の雅盤を保持するための意思と行nj1を明

示するはずである。そのような労使ljM係政策と１１]瓦規定の関係を持たざるを

えない労働連動の時期区分は、1948年に樹立された第１共和|正|から現在の第

６共和|正|まで６代にわたってili云換をIliねてきた政iiLi体Ilillの各ｊ０ｌにほぼ照応す

ることになる。そのなかで、運1,1体の支配的政治勢力との癒着や、経済開発

を主導しようとする政権による迎汕への規Ii'１，そしてそこから必至となる労

働者大衆の反発と脱却へのエネルギーの蓄祇、といったダイナミックスを通

して、この国の政治体IIillのIli云換に少なからぬ影響を及ぼしてきたのであった。

本章はその波動の初ﾉﾘ1段ﾙﾄﾞ、1950年代、６０ｲﾄﾞ代に注'二'し、その具体的な推移

を、主として労１Ｍ争議に着眼しつつ、観察しようとするものである。

11950年代の労lill争議

（１）1951-52年朝鮮紡織争議一現代韓国労使関係のスタートライン

1951年１２)}から52ｲIi3月までの３カ月に及ぶ釜Illjlﾘ|鮮紡織株式会社（jlﾘｌ

紡）の労働争議は、大姉氏国樹立後、般初のもっとも熾烈でもっとも大規模

な争議であった。そして、そのH;(因・経過・リii}紬は、以後のjI(ilt国資本主義の

展開力向を条件づける原点を確定するものとなった。大局的には蝉|玉|の統治

構造のあり方が、具体的にはこの国の企業体の性格、したがってまた経済体

ＩＩｉｌｌの性格が、そしてこのiTU料にかかわるものとしての労働ilM1谷のあり方が、

このｲﾄ識を皿してはっきりと選択されることになったからである。

ｌ）争議は、当時このlIilの''1心的産業であった紡繊業の肢大手であり、

旧ロ市から接収した゛ﾘii}属企業〃の一つであったjli)l紡に政府i1Wi工部から新た

に任命・派遣されてきた（51年９)]）美一池が、大統緬李承晩による情実が
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らみの信任を後lWiに、腹心の部~|､､を外部から多数導入して経肖の'１１枢を掌掘

し、従来からの従業員を恋懲的にIW11)爪したり、差HlliI〈｣な賃金の支給を行うな

どして、これを私物化しようとしたことから始まった。そして、これに反発

した大輔労総朝紡分会のリーダーを罷免し、その結来発生したストライキを、

|玉Ｉ会決議をも無視した行政部局と瞥察の後Nliiをえてﾘ!|(圧し、ついには新たに

企業内御川労組を組織して光今に圧llliするに至るという経過をもって終結し

た（''１尾［1989])。

２）この争識の深部の意味は、まず第１に、こうした李ﾉＭｊｔ権力の手口

によって、ｊｌﾘ|紡という事業体を皮切')に輪li1ilで初めて私的尚利を第１の目｢１０

とする資本主義企業ＩｊｌＷ誕化することになったというルバにある。当時の鯨匠｜

の廠業構造にILiめるこの雌業の１Ｍiと、内戦の経過の''１でⅡｌＩｉ－被害を免れえ

たという立地条件のもとで、この企業が圧'１人I砺要の大部分をまかなう最大の

紡織工場であった事I11iを考えれば、これはlliに、ﾘiT}腕企業〃の一つがたまた

ま純私営の株式会社になったというだけでなく、最高権力稀に癒着した資本

主義企業のh''''1,というルートをj、して、肺ｌ１ｊＩの資本主義化の道が|ｻﾄ1かれたこ

とをも示していた。

もちろん、1945ｲﾄﾞのアメリカ,!i伽|Ⅱ1姉とともに】'111鮮半島の38度線以南が資

本主義圏に入ることは、｜jil際的な政治ﾉﾉ学としては既定のｚｌ下実であった。し

かし、４５～48年の'五|内の職iliU01はもとよ})、人姉氏|正|の創設を基礎づけた４８

年慰法制定後（鋪ｌ共fl11正|）に至っても、ｊ１１１１通1111Ｊ衆のllllﾘ１１１に抱かれていた社

会体IIilIがifli本主義そのものであったとは言い切れない。憲法節１８条にiilHIlわれ

た「勤労粉の利祐分配均溌椛」－すなわち「'営利をl1的とする私企業にお

いては、勤労者は法律の定めるところにより、利益の分配に均霜する椛利が

ある」－は、’1本帝|玉'三ｉｉ義の文l11iil-rからようやくlLl立しえた林|正|社会が選

択しようとした狐'二1を新社会構想の残光であり、それはこの争議の時点でも

なお、４９ｲ|：１２月の「帰属||ｲ産処珊去」に、従業員を含む縁iIij(者に対する優先

的払下げという規定として生き残っていたのであった。

上述のｲ'識の伏線をなす51年３１１のいわゆる「jlﾘI紡落柿Z１１件」の権力によ

る}1,1造がもしなかったならば、その311後に予定されていた朝紡払下げ入札

|汁|札日には、このときまでの答JiUl人＝社長ｉＷｉ宗以－Fの轡1111者屑とjlﾘ|紡分会
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委員長張ｲＩﾐ瓜らからなる従業且集lIlの手にこの企業は委ねられることになっ

ていたであろう。１１ﾘ|紡は、’'１然の成り行きにまかせれば「生産協|TTM今事業

体」として新と|ﾐする溌然性が高かったのである。李ｊ１Ｘ晩は、jli)|紡の労使紛争

を意図的に挑発することによってこの選択肢を封じ込め、なしくずしに排他

的な私的支配から私｢1<｣所有へとlMiGzl下実化することに成功したのである。も

ちろん、こうしたやり方にツケが|､1つてこないということはあ})えない。国

家樅ﾉjに癒着し、これに寄'1ﾐしつつ特枕するという安本家たちのMk厄によっ

て、林|玉|経済の安本主義｢1<jJl：常化への道はながくIIi''約されることになるので

ある。

３）ｊｌﾘ|紡争識はまた、他方では大輔労総の反共的労|釛者mll員糺[織からの

脱皮の挫折をもたらすことにもなった。この争議に大林労総を率いて、李承

晩と肢終的に決裂して完敗した銭鋲漢は、人Mllるように、李承lljtの右腕と

もいえる人物としてながく李を文えてきたのであったから、ｉ'1Ｉ人の決裂は、

一iir1iでは李承晩椛力の独裁Ilillへ|(ilけての再編であり、他iiiiでは大'|(i#労総の変

質ともなったのである。

もっとも、銭銀漢が1946ｲ|<にhll設した大蝉労総は、lM1放､１１:後の鮴|玉|労Ilil大

衆にlZE倒的に支持された余評とその支持の｣二に立つ共巌派ないし'１h族派の諸

政党に反対して、李ﾉk晩を桃ﾉﾉのMKにかつぎ挙げようとする反共労lIiI稀動員

組織だったのであって、そもそもの始めから、労IIilﾎﾟ'１谷から遠い存在であっ

た。しかし、李の椎ﾉﾉ掌握に至るまでの'1柳|の銭の大林労総はそれなりの自

立性と実力をもっていたのであり、またそれゆえにこそ李と銭の共側に意味

があった。Ｉ１Ｉ１題は、１，'j人の一致が反共という一点であって、ポジティブにど

のような社会の)(i''111,をイメージするかというﾉﾉi(で､はlTTl床異夢に近かったこと

で､ある。

李の頭の'１１では、彼の亡命先だったアメリカのそれが、伝統になずんで進

歩に背をむけている糊正|社会に対置きるべきものとして浮かんでいたであろ

うが、銭には青ｲ|ﾕ時代に'1本でコミットした左翼(I<」脇|両Ｍ谷運動の経験を蹄

まえた新しい狐'二|の林|玉|的な共|司体的現代社会の夢が抱かれていたように`HＡ

われる。李の初代大統領への就任と銭の大鯨労総委員長兼初代社会部長官の

ポストのり斐得というiiIii人の111Nいのｶﾞﾘｰ段の成就が分水｛iiiiとなって、次節に両
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人の''１１に疎隔が生じ、不ｲｌｌが萌しはじめたことも決してｲ'111然ではなかったの

で､ある。

もっとも両人の疎隔には、行政部局の長官となってからの銭の変化も係わ

りがあった。彼の｢'１では、｜玉|際lと1Ⅱl労迎大会参jl1等を通じた先進諸|正|の経験

の兄'111を通して、労働料ギルド的社会のイメージが後退し、西欧的資本主義

下の労働組合へと大韓労総を発展させたいという願望がふくらみ妬めていた。

もちろん、そのことと肺国の現実との'１１１には大きなギャップがある。総じて、

近代資本主義発足期の社会は、労(助組合をそのうちに許雰しえないという先

進諸|玉|の歴史的経験に照してみても、その資本主義の細胞としての私的企業

体の出生さえあやしげなこの'玉|において、1948ｲlA憲法の'１１に書き込んだ「勤

労稀の団結、団体交渉と|Tl体行動の|皇1111」（第18条①）が実体化することは

軸国資本主義そのものの否定に近いことであったろう。ごく一般的に考えて

も、それは李承晩にとっては自分を支えてきた支柱の１本がはずされるだけ

でなく、自分に反逆する武器にさえなる、許しがたい裏濤切りである。しかも、

この争議の時点での政治のりJ実は李にとってはるかに厳しく、かつさし迫っ

たものになっていた。｜玉|会の多数派が主張する内閣責任Ilillへの移行をしりぞ

け、権力者の座を守ろうとする季にとって取りうる手段は、大統領iil:接選挙

ＩＩｉ'１以外にはない。この方|iLTIに国会を強要する大衆述動を担う院外1二1111党の一

翼として、青年１１１とともに大蝉労総を李承晩lIIijIiliの実動部隊として動員する

ことが絶対の必要事であった。

ｊｌﾘl紡争議の過程で大輔労総指導部は分裂し、争議後、李はその、統合〃を

媒介する形で銭を労働述mij1から排除した。大柿労総は反共労働者運動体とし

ての独自のﾉJを失って、李承晩自111党の翼賛団体に顛落する運命を辿ったの

であった。

（２）朝紡争議後から60年代へ

1951-52年ﾘﾘ1紡争議によって幕を|Ⅱ１けた50ｲｌｉ代ないし'ﾉﾘ戦後の糠|玉l社会と

労働組合運動の展開について、充分な資料的製付けをもって語る条件はまだ

熟していない。諸争議のごく表、i的で、かつ不完全なクロノロジーが若干の

通史によって記録されているに過ぎないからである（金淵煥・金洛１１１［1970］
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表4-1-1労１１１１争議の争点別分類（1954～60）

ａ 

0 

'１１所）労|ﾂﾞ１１組合総聯MM1［1979]、金ilW煥・余iff1l1［1970]。

ｂ 

注）本表（ａ.ｂ）は労働ｲ'縦の総|ﾉﾄ数を対象としたＭ)ではなくｗ各資料にとりあげら

れた争識をその争点》'１に分灯(したものである。

llI所）「束lllill報｣。

など)。

ｌ）ごく大づかみな統計数字は、この'１１の動きとして、生藤年齢人口の

増加（49年＝１１７７刀4000人→60年＝1504刀9000人）にもかかわらず、５人以上

事業所の従業員数の減少（26万6000人→23万5000人）という経済iiIi動の停洲を

示し、それにもかかわらず労IililM谷員数の大lI1mな１ＷⅡ１（55fli＝20万6000人→

60年＝32万1000人）を伝えている（金ilM1煥・金洛''１［1970］ｐｐ」66,172)。労働

争議の争点別件数は表4-1-1に要約して示したように圧倒的に賃上げ、未払

い賃金・手当清算を内容とする賃金ＩＩＩｌ組であり、労組結成および団体協約締

結も'二lにつく。また他方、減員・解雇などの合理化反対も大きな争藝点になっ

ている。これから推察すれば、1953年に立法されたいわゆる労働四法、すな

わち「労IliI組合法」「労働争議調整法」「労WiI委員会法」「勤労基準法」－

1９５４５５５６５７５８５９６０（ｌ～４)]） 

５４１５１１６ 

２３４９３５５ 

1３ 

３４１５ 

１１４４１ 

１ 

１２ 

１４２３ 

１１２ 

７５１８１９１３３３１４ 

賃｣Z

争点

未払い賃金・乎当iiW算

811＃'''1労働ＩｌＩ２交代↑'１

減員反対・不当解)iII反対・役lMf

労$'1結成妨害反対

|Ｊ１体|刈約

人椛擁護

その他労勵条Ｉｌｌ：

政ｉｆ1(l(｣要求

合計

3２ 

３１ 

４ 

1３ 

１１ 

３ 

１ 

1０ 

４ 

109 

5６５７５８５９ 

６１３９ 

５４２ 

３ 

１１４ 

１１ 

２ 

２５ 

1５２９２４ 

賃｣そげ

争点

未払い賃金・手聖ｉｉｉｌ柳：

811＃'''１労働Iliリ・２交代Ilill

減』三i反対・不当解HlI反対・複llNR

労$'1結成妨害反対

人椛擁護

その他労働条件

ノム、 計「=Ｕ

1９ 

１１ 

３ 

６ 

２ 

２ 

７ 

5０ 
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その立法には銭鎮漢のイニシアティブが大きかった－の大きな影響がまず

明瞭に読みとれるといってよいであろう。企業動lfilの不活発という環境のも

とで、これらの立法が有意の効果を示したということは、それまでの輪|刺労

働者層の労働条件がきわめて劣悪であり、にもかかわらずこれに抗議の声を

挙げることができないでいたということが反映されているに違いない。しか

し他方では、にもかかわらず、部分的には解放後ないしは内職後蜥態となっ

ていた失業救済的に過剰雇用をかかえた諸企業の一部が資本主義的な合理化

へ向って進み始めたことをも示'唆している。

総じていえば、情況は混沌としており、産業別にも企業別にも種々の要因

が働き、またそれぞれに異なった動きを示している。しかし、概していえば、

国営・公営・公社形態の企業が支配的な鉄道・電業・炭鉱'1｣および米軍関連

表4-1-2労働争議の業種》１１分類（1954～60）

ｂ 

IEI 
5６５７５８ 

２２ 

１ 

１ 

３１３ 

２１１ 
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卵
－
１
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１
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１
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ａ 

２１２２３１ 

１１１３ 
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１２３４１９ 

２４１２３ 

１１３ 

３ 

１１ 

１１１１６ 

ｌ
６
８
ｌ
５
５
３
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ｌ
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３
７
２
１
 

１
 

２
１
３
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１
２
３
１
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21： 
２３２ 
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４
４
 

２
１
３
 

１ 

１２ １１１２ １ 

１ 

１ 

１ 

２５１３５ 

1１１ 

…:|看；
注）本表は労働争議の総件数を対象としたものではなく、各査料にとりあげられた

争議をその業祁別に分猟したものである。

'１１所）表4-1-1と同じ。
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の各産業分野で争議が多発しているといえよう（表4-1-2)。これらのパブ

リック・セクターは、しかし、原珊的にそうあるべきものとして特定されて

いたというのではなく、イlJllH'|(1<jにみれば他の旅業部１１１１に残っている、帰属企

業〃と体質的に近い諸企業から成っていたであろう。多数の労働者を扉Ｈ１し

ているにもかかわらず、経尚管1111体Ilillは労務符1111を含めて木確立であり、争

議の発Llその余地を相対的には大きく残していたものと想像される。

２）なお、以上の文脈とかかわって注|='されていいのは、「1953年の労ＩｌｉＩ

法実施以後、1960年|｢４．１９ｊ以前の時)０１に、糊玉|の労Ilijl述動において最も

腐敗し、御Ⅱl労組が多かった部|Ⅱ]は埠皿労iliIlと紡織労ﾎﾟ１１であった」と指摘さ

れている点であろう（金１Ｍ煥・金洛Ｉｌ１［1970])。iii者はもっとも非近代的な産

業、つま')什長・(li長Ili'１という人夫供給業滑による'１]'''１搾１ｌｘ体IliIIがほとんど

構造化してお})、労１１MＭ谷の実態はこのｌｌ１ｌｌⅡ搾１１)<機構にほかならなかったの

であり、後料はそれとは異なり、むしろ当時もっとも近代｢'りないし資本主義

的性格の産業であるにもかかわらず、特別の資本家＝経営者の私的な利潤獲

得動機が労附[I活動を許さないというところに｣|まらず、械極的に紅Ⅲ)労組を

企業内にillII細して従業員を掌握する体↑'１をつくり出そうとしていたのである。

｣二述した52年の釜1｣｣11111紡争議の顛木がこれであＩ)、さらに56年に起こった人

lilj大輔紡織争議はほとんどilii者のＷ:版ともいえるほど類似の経過と結果をも

たらしたのであった。

とはいえ、ここでも労IliI者への圧Ilillがどこまでも続くわけではない。５８年

にはjlﾘ|紡で御用組合に反対して新たな労糺Iを結成するための|i】|争がj起こった

し、大lrlj地域の組織労'１１１肴も御川的な大柿労総慶北労連に反対して大Irll地区

労連を結成する独自のili))きを示し、５９年１０月の「全|玉|労IIilM谷協議会」（企

国労脇）結成へ中心的な役;!;'1を果たすことになった。

３）こうした企業ないし地域レベルでの労働組合連Iij1は、最的には限ら

れているが、1950年代を通じて休みなく股|)ﾄ1された。とくに59年に至って大

きな前進を遂げることになるが（争議件数のjw大については1iii掲表4-1-2を参

照)、そのことは労lli1M谷の実質を失ってしまっていた大糀労総の活性化と

してはね返ることはなかった。５２年、ｊｌﾘ|紡争議終結のあと、李大統領の指示

によってlL1111党の基幹lTl体の一つに変質して以降のこの糺l織の｢'１央部は、た
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だただ自己の政治的Ｗ心から李承晩にとり入ろうとする輩の111f谷と分裂の醜

い舞台と化していた。連動路線や政策｣この議論はおろか、労I1Ml連動の初歩的

な編成原理をなす信義と友愛のかけらさえみられない労総指導部の年毎の権

力争奪は、丁大天（京電出身)、金周洪（鉄jiill1,身)、金IIL玉（tMi労組}|｣,身）

というリーダーの変遷のうちにいよいよその質を低下させていったが、その

ことはとりもなおさず、彼らの|Ｈ１を調停しつつそのﾉ&誠心を喚起して|凱己の

権威を高めてゆくという李承晩一流の操縦術がそのﾈ''１通力を失ってゆく過程

でもあった。

３人最高委員制から５人Ilillを経て、岐後に１人指導IIillヘとiilI織体ＩＩｉｌ１も無定

見につくl)かえられ、５８年秋に金瑛三liの独裁体IliIlとして完成したその'蹄|Ｈ１が、

このiMl織に兄切})をつけた反対派の灸|玉|労協結成の始ま'）となった。その実

体はともあれ、「韓|玉|に真にｌＬＩｌｌｌで民主的な労IiM運動の発展を期する」との

宣言を掲げた全国労協がF1111党政椛のllli圧を覚悟の上で、５９年１０月に結成大

会を開いたとき、大輔労総はもはや希板だけの存在とな})下がった。そもそ

も李承晩は、いわばIili兵隊としての大林労総を後楯にして椛力を墓奪すると

いう近代史上には稀な統油体Ilillをひいたのであるが、その屈強な軍団を見か

けだけ立派な二'二偶に変えてしまうⅦ二l：jlﾘl〃に[|らを11)編したとき、その命運

は自ずと定まったといえよう。学生を'''心とする60年４)]の「４．１９革命」

が突風のように炊き荒れはじめると、土偶は音もなくル|れ落ちて、絶対権力

者李承晩はｌ１ｌｔ一人き')の孤独な老人に過ぎないことが|とlljのもとにさらされ

たのであった。

21960年「４．１９革命」-Fの労働争議

１）「４．１９革命」によって李政権が崩壊すると、基幹団体として政権維

持に協力してきた大林労総の御111性が批判にさらされることになったのは当

然である。しかし、この組織は､幹部の総辞退によって命)派を保ち、1960年１１

月には反対派として分裂した全|王|労協を再統合して、「輔国労伽jMI合総聯盟」

(韓'五|労聯）に衣がえした。しかし、iilii派の対立は内包されたままで、統合

大会でも執行機構さえ選出できないみじめな状態であった。
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こうしてナショナルセンターが旧態依然たる御)１１性や派閥性を払拭できな

い状態の下で、活発な動きを|)}1始したのは、まず、それまで労iIillが結成され

ていなかった分野での新労ﾎ１１ﾙi1i成運動であった。その代表的存在が教員労組

である。教員は「教育公務風法」によって団結をIlill約されてきたが、「４．

１９」を通じて促された学園此主化のJUjきの''１から、５０年代からＴＩ｝j芽的にあっ

た労jlill結成の動きを現実化させ、６０年５)]、糠|正|教員労組聯合会を発足させ

た。これに次いで、言論人・金WMl人の労jlⅡﾙili成ＭＭﾄも進行した。

また、労働運動は就業労働者の'111題のみでなく、失業大衆・都Tl丁貧民の生

存権述動も包括できなければならないという発想の下に、「全国失業者救護

対策lihl争委員会」が発足し、失業者に対する社会保障や就業機会の要求など

が提起されたのも、「４．１９」以後のⅡ新しい動きであった。

２）教員労ﾎ||迦動、失業肴救護対策連動などによって特徴づけられる

｢４．１９」後の労111迎動は、概していえばインテリH1iの理念的なリーダーシッ

プの先定})、量的に主力を,liめる生産労働者の立ち遅れを想わせる。もちろ

ん、節２共和|正|のもとで、イト識件数はかなりの哨力Ⅱ傾向を示しているが、そ

の規模はそれほどでもない。｜JIM〔k社会部の統計では、1959年度の95件、参力Ⅱ

人員４刀9813人に対して、６０ｲﾄﾞ度は227件、６万4335人となっており、争議

の形態は街頭示威が'''心であった。学生、知識人)W主導の「４．１９」の述勤

勢力はこうして光分に社会の雑底部のエネルギーを掘り起こせず、したがっ

てまた今国的に政治的組織力を結集できず、徹底した社会経済的変革の展望

を開けないでいるうち、｜|]地主屑で柵成された保守111]f党勢力が張勉を首班と

する民主党を'''心に政権を掌握するという過程が進み、状況は混沌とした一

進一退の練')返しとなった。教、労組は合法化の道を切りＢﾄ|くことができず、

失業者救護対策'''１)題も、’''１題提起のレベルに止まった。そして、こうした状

況を打開しようと学生・先進労働者屑が社会民主的変革の要求を高め、さら

には民族的自立と統一へとその要求をエスカレートさせた時、６１年５月161」

の甑部のクーデターを葱き起こすことになったのである。

３）ここで6011§の「４．１９１１１J:命」から61年「５．１６」の反動までの第２共

和圧lj01における争議状況を雌業別に検討してみれば、つぎのとおりである。

（１）まず鉄道部''１]での賃金リ|き上げ争議が発生した（6011量10月)。ここで
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は、これまで賃金は政府炎j1,部によって労ImllMill谷と一度の協議も行わないま

ま決定されて米ていたのであるが、鉄jii労連が今ＩＭＩ谷長会議を１７(集して賃

金ijl｣主げ闘争委員会を細細し、スト突入の構えをみせたため、１２月初IjIiには

一旦、①危険手｣↑のり|き_上げ、②賃Ｉげは迫力'1改訂予算に反'１央させる、など

の協定が締結された。しかし、財政ｲ〈足の政11<|:は、労組が要求するﾘi1行４ガ

ホァンから８７Ｊホァンヘのベースアップ゜には応じ切れず、労jlillは柳度スト突

入の姿勢を兄せたが、結局、識手当を含めた５ﾉﾉ２千ホァンベースヘのり|き

上げで妥結するに革った゜

（２）埠頭部|Ⅱlでの|H1題は、Iii節で検討したように、何よ'）も御川労iillの改

編にあった。このため釜lIlをはじめとして、御)'１ﾂﾌﾞﾙ１１とその11僻ljが糾ﾘlIiされ、

jiill織の民主化が追求された。

（３）繊維部Ｉ１Ｉｌでは、５０年代に遂行された争議でｲ《当解雇された者たちの復

職要求闘争が起こった。例えば、大林紡織人IfljI:場ではlO5flの無条件復職

と争議期間｢'１のイ《法採川料解雇が達成された（60fli4）])。また人IfljlﾉＷﾄ紡

織でも54年12)|に１Ｗ雁された200ｦＭ１'''４名の労jlill幹部が60ｲｌｉ５１１に復職を

采たし、残')のiﾘｷﾞ雇者帥|ﾘi次復llilIiが約束された。しかし第一毛織大Iflj｣二場や

京城紡織永登iilii]二場での御)'1労組]１１常化|脚|争においては、会社のfLr充で警官

がⅡ1,勅するなど、蝶察と会社との依然たる結託がみられた。

（４）運輸部'''1では、バス労ilillにより811洲]労ⅢIlill実施と賃｣1げなどの要求

が提起され、６０ｲli5)]311]には300余台のソウルilllﾒlのバスが一斉にストに

突入した。しかし、彼らの要求は容れられず、紬ｌｎｊ、６月末にはバス労jMl自

身がTl丁内バスを従来通')巡行すると決議して争議は終結した。

（５）金融部'''1では、新たに絲成された銀行労jlllが強硬な態度で成果をあげ、

jlﾘI興銀行の場谷、’１１体協約・ｌｆｌｘげ・過lI1illi金』iWi改jlﾐ等において、労jlillと経

営ljjliとのllMで完全な合意が実りＬた゜

そのほか、逓信・鉱山・専売・↑駁(・海運各部|Ⅱ1でも争・識が)起こったが、

その主たる争点は賃｣1げであった。また、米１１１【従業｣1部門では賃｣こげととも

に、労働法の通)ⅡをMiil)込んだ「榊米行政協定」締給要求が争点とな')、６１

年ｌ)]には、ソウル地区米２１１従業ji労illllが米ilr人ＺＭｉ２にデモを行うまでに

至った。
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31960年代の労Ⅲｲﾄ縦

（１）1961年「５．１６」軍事クーデターと労働運動

ｌ）1961年の「５．１６」クーデターは、文Llj統ｉｎの伝統を持つ轍|正|史｣工に

前例をみない''Ｉ部の政権奪取であったﾉﾊ(で特異ではあるが、ｌ９４５１Ｉｉ８)二Iの

Ｗ放〃後の政WL1,li1iUilが、実態として近代(|<ﾉな議会IIi'１を恭盤とする統治体Ili'｜

を作り111,しうるまでに熟していなかったというMili史条件の反'1央であったとい

う限')では、むしろにl然の成り行きであったともいえよう。社会内諾階層の

諸利害が`W､い,Ｍ､に主張されつつ、それらの対話をj、しての協調と統合をそ

のつど反復してゆくという道筋がないとすれば、統一椛力の実現は、部分諸

利害から超然たるｈＬ族合一の珊念をそのﾉIi(|:'1とするほかはない。李承晩も、

IlBl別の政党に依拠せず、諸分野の大衆｢I<｣述11ﾘﾉ体の11に来る形で政権を獲得し、

｢－lxi三ｉｉ義」のスローガンによって大統価の地位を保持しつづけてきたので

はあるが、彼の政椛奪1ｌｘの場合にはその背後には米ilK政という至上のili二|ﾄﾞﾉﾉ

があった。その叩李]ijlﾘ1〃が没落し、そしてもはや何人もアメリカ軍政のｉｌＬｌ：

接的後lWiをﾉﾘl侍しえない以－k、過去の腐敗とりＭｌｉの混乱を一掃する仕事は、

ただ公的利害のみをilH1慮する立場にあるとLiﾐ雌しうる１１K部に委ねられるしか

なかったので､ある。

この政椛は、しかし11i純な１１ｔ事独裁のiiiへ突き進む条件は与えられていな

かった。節１淵節４章でも論じられたように、このlJilの政WLi風土そのものか

らいってもそうであるが、何よ'）も＄反共〃と、北の脅威〃をもってにl己を

正統化する以｣土、近代(1<｣比主?iﾐ義政if１体I|i'１の災Dilを|コロの課題とするほかは

なかったからで.ある。

２）それゆえ、flK政府はクーデターの､![後、ツjfllMl争識を一切禁止し（５

月191]、戒厳而l令部発表第５号)、｜司時に貸金をi火ﾙi1iし、さらに「政党･社会団

体の解体令」を発して（５）]221]、妓高j合繊ｲlj告令輔６号‐)、労働組合も－Ｕ

は解散させられたのであるが、171〈６３力)]後には「勤労者のlIl体活動にBＭ

する臨'１洲Irii'i法」（８）1201=１，法令第672号）によ})、労Mill団体の榔編が行わ

れることになった。これによってナショナルセンターとして登場したのが
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｢林|正|労働ilill谷総述MIM」（鮴|盃|労総）である。この糺I織は、ilf政の指名を受け

た９名の委員で構成された「韓国労IIilllTl体iljfMl織委員会」によってつくら

れたものであって、軍政による完全なコントロール－Fに41ｉまれた（８）130日）

のであった。この糠国労総の下に全|;［|的な朧)ＩＩｌｌ労組がつくられ、その下に企

業・事業所別組織をlIi編する榊恕である。労IjiIillll谷はこうして上から復活さ

せられたが、争議行為の禁止は維持されたままであった。このill途半端な変

11']状況のなかで、労'11ﾘ1迎1Iillは、まず労Ｍ１再編・結成をめぐる使用者との攻防

として再開され、６２年12)]の戒厳令解除のあとは、労総を'''心とする争議権

復ITIi要求をはじめとして、賃上げや、政府関連企業体における「報酬統制

法」（61年９)]公布）廃案|i＃|争として展|#Ｉすることになっていった。

３）なかでも、６３年１月に全|正|化学労組によって味三Ｍk業株式会社を机

手に提起された要求は、争議権復１１１１｢要求と密接に結びつくことになった。争

点は、６２年７月に会社が労組の解散を強要したことに端を発して不当解雇さ

れた組合幹部の復職と賃_こげであったが、６３ｲ岡月1411にはついにストライ

キが断行され、組合員７ｆｌｉが検挙される事態になったのである。当然にも係

ＩＭＬ社会部労|､１局は、争識行為は依然認められないとの立場を表1ﾘIしたが、労

総は「争議権守護闘争委員会」を結成してこれに対抗し、保健社会部は「労

Iill争議権（ｌＩＩｌ腿）は２１三1201三|に岐祷i会議に|Ⅱ|付された労働争議調整法に反映

される」という言い方でその回復を予告した。

事実、改定労調法は４)三11711に公ｲi』され、これを契機に争議権の正式復活

が認定されて、この運動の先頭に立つことになっていたlLk丑争議も労組の要

求をほぼ反映した調停案を労使が受諾する形で終結することになったのであ

る。この経過の'１１で注|=|されるのは、使用者｛''１が労働委員会の調停、保健社

会部労働局長・ソウルTlj社会課長のｲ''1戒のいずれにも応じず、ソウルＴＩ丁長が

味乖産業社長を検察に告発するまでになったこと、しかし会社側は、その翌

l]に名儀変史という手段を用いて一旦今従業員を解扉するといった行動を

とってこれに対抗しつづけたという点である。イト議椛があいまいなままで、

労働委員会や行政の介入が功を奏さないという状態が、むしろ紛争の延引を

導くことになっていたのである。
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（２）労働三法の改定

スト椛復iiIiの契機となった63ｲ|ﾕ４)]の労llijl三11-労IliIiMI合法、労111争議

調整法、労伽委iFl会法一の全i/li的改定（労I1i1lﾙ|[合法は|而１年12)1にいま１度、

そして後の２法は|両Il2)]に２度、それぞれ部分(l<)なⅣ改定を受けている）は、６２

年１２)]の「節５次改志」（節３共＃Ⅱ国懸１１玄）をベースにした63年の'五1会議貝選

挙→民政移符という1]程のなかで、最末期のrl(政権が11叩最高会議において

立案・決定したものであり、ilIWllの抱いていた労使ljM係構想がダイレクトに

法律化されたものであった。それは一'二lにいって、’１１央から下部へlfT1けて整

然と統IIillされた労働ﾙ'1谷jIill縦を企|玉Iに張りめぐらし、下部の争議行為をまず

jMl谷'二l身によって統Ilillし、さらにまた労|＃l委jFi会の二lIiii瀞査によってチェッ

クするというものであった。新労１１１Ｍ合法が産業Bll1li-制|織を協約主体とし

て予定することにな'）（第13,14,26,33各条)、５３年の|l]労)Illll去がこれを]二

場・事業所に限定するとしていたIlill約（第35条）を解除したかにみえること

は外兄上の改神に過ぎなかったのであ')、立法の真の意図は「既存の労liill組

合の正常な迎営を妨げることを'三|的とする」ものを労Mﾘ刷谷と認めず（第３

条)、従米からのlL1111設立主義のljf1Illlを放棄し、行政官庁から「'１１告証」を

交付されたもののみが労lMliill谷と認定されるとしたこと（節12,15条)、そし

て労働組合の政WL1活勅の禁｣'1＃A定を－１剛ｉｉ化したこと（節１２条）などに示さ

れていたのである。二|下爽、これらの新規定によって、ｒ''三ｌＩ政椛お抱えの蝉|王１

労総に反対して63年初頭から活11Wをはじめていた「全|玉1労働糺|谷総協議会準

IMi会」は、結局、柿'五|労総に吸収されざるをえなくされたのである。

新労働組合法はまた、「使)１１名･と労MWjill谷は労使協助を期し)避業平和をﾙlli

特するために労使協議会を設ii(iしなければならない」（節６条）という規定

を新設し、さらにこの「労使協議会の代表粉は……|Tl体交渉の権限を委任さ

れたものとみなす」（第33条）とも;'61って、労IilI(Ⅱ谷との交渉を}'二iむ多くの

企業家にこれに代稗する労使協識会設置の地をひらいた。これによってilLiち

に労使協議会が多数設立されたわけではないが、以後、大手の諸企業でそれ

は組合設立防｣この手段としてiilill1されることになった。

新労働争議調整1去は、斡旋の手続きを行政官庁から労Ili11委員会に移管した

こと（第18条）などの改定がまた一兇flulli1<｣にみえるが、その点もまた'而1法
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が、下部労糺lが争議行為に際して今'五|組ｆＷ)こ}柿i承認を受けるよう〃d定し

(第12条)、さらに事前に労働委員会に適法か否かの審査を受けるべきことを

規定したこと（第16条）と合わせて１１１１解さるべきことであった。｜司法はまた、

強制ｲ''１裁の対象となしうる公祐事業の範囲を拡大し(第４条)、争議の緊急調

整Ilill度をも新設している（節40条以下)。

（３）1960年代中期の労働争議

ｌ）こうしたわけで、1963年４月の争議桃|Ⅱ|復の実質は、決して労使交

渉の1二l由圏を拡大するものではなかった。復権iiLDZ後の時期には、例えば、６

月にセブランス病院労組が賃_上げ・ＩＪＩ体協約締結・解雇者復職などを求めて

争議に突入し（ソウルTl丁労働委員会の初ｲ''１故で一段落)、７［1には太平洋建築

会社（アメリカ資本）の従業員が減員に反対し、警察による'111止を突破して

街頭デモを行うというような活発化のWjしがみえたが、そのまま全般的な高

揚に向かうことにはならなかった。

その実情を示すものとして、例えば、６３年12月に100％の賃上げ要求を掲

げて争議を起こした鉄道労jlillの生i舌給(iW:係闘争の場合をみると、労組はまず

Fl1労委の適法判定を受け、冷却期'１１１を経た_上で、jN1谷貝の賛否投票を行って

争議突入を決議したのであるが、仙川者ｲIlIたる鉄道庁は直ちに(''１裁を'て'１講し

たため、組合側はこれを団体協約違反として反対したものの、結局、争議に

は突入しえず、４０％の賃上げ協定に洲I;'１を余儀なくされている。だがそれに

しても、６３年末から64年前半にかけての一Ⅱ柳lには、このほかにもなお埠頭

労$'1・大輔石公・大鮠通運・専売労iliI1・逓信労jlMl・ｉｉｉ運公社労組などが相次

いで賃上げ要求を提ＩⅡし、さらに束邦・南柿・東洋各製糸会社、湖南１１u料、

蝉|正|板ガラスなどがこれにつづいた。しかし、こうした動きも、６４年６月、

学生を中心とした対|]屈辱外交反対デモの激化に対してソウル－円に非常戒

厳令が宣布されたのに前後してその数を急減させ、６４年末になると、反動的

な解雇旋風が吹き荒れる季節がやってきたのだった。

２）６５年度に入っても、労働述勅の全般的な低迷状態は続いた。公務員

労組は、従来からも「国家公務員法」によって労働三椎を制約されていたが、

63年の新憲法によって「公務員である勤労者は法律で定められたものを除い
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ては、｜Il結椛・ｌＩｌ体交渉権及び'Ｊ１体行１１i)I権をｲiすることができない」（第29条

②）とIﾘ1言されることになり、政府符lll1企業体労jMIもまた力をそがれて、総

体としての労$Ⅱのﾉﾉは後退せざるをえず、争議の件数・参加人員ともにi成少

した。そうしたなかで、この|l制０１の巡りｉｌ１の索ﾘ|ﾉﾉｉＩり役;';||を果たすものとして

lU('1光を浴びたのが灸|玉|外'五１機UAIﾂﾉl1IiIilill谷（外機労jill）であった。子iiとして米

111機|』ＡＩに雇１１１された労lIill打をﾉﾄﾞⅡ細するこの労組は、６６ｲ１１７月の「輔米１丁政協

定」締結を前後して、労組ﾘ１１(}|;・人椛陳llMl反対'１M1今'．、勤労条件改善述11ﾘﾉを激

しく展開したのである。

例えば、６５ｲ'１１１)）に米８flfをjlll子に捉起されたＫＳＣ（米ilfjIijltllil人労務団）

支部ｲ'･識の場谷、そのｲﾄ点はlTilｲlﾐ２)－１に京畿道llillﾕ１１から設立ｌｌ１ｆ蠕ilHの交付を

受けた合法｢19な'両1文(|l労組に対して、米IliII1llが行政協定未締結をllllllIに労組

代表椎を否定したことにあった。ＫＳＣは「マイヤー|ル定」（1952年）にもと

づき11ﾘﾉ員されたＭ１であ')、一般労Iilil打ではないというのが米filIIllllの主張で

あった。これに対し、外機労$Ⅱがillll繩fiE?体をあげた|i>Mｲﾄを展ＩｌＩ１するなかで、

林|正|政府も関係祈庁の迎席会議を|柵Ⅱ|Mして米耶との､'1:接交渉にあた')、その

結采、６６年３)Iに至ってＫＳＣ従業員の労lIMl鋤|瓦椛認定、賃金のlIHIi務級Ilill保

障などが実現した。

また、６６年３)]に繩城ストに突入した外機労jlill坂ﾘIﾄ|支部戊'111:兵隊分会闘

争の場合は、ｼﾞﾌﾞ組が労$11支部腿の悴IIilkに抗議しつつ、民族的偏兄、無Illlな作

業の強要、さらには劣悪な勤労条件に対する途jliなどを要求して立ち上がっ

たのであるが、米iliIllllがこれに対してIlMi戻りｌｉｉを投じ銃で労働者を乱打して組

合員９名にJiii峰傷を負わせたことから社会'''１題となり、京畿iii[弊察局及・坂

,),ﾄ|警察署長がｲ''１介役となってWiWlK収il11しなどの|ﾒｶ定が締結されることになっ

たが、米軍のWL1外法椎(Iりな暴ﾉﾉｲT為に対する林l2lil乢衆の怒')をリ|き起こし、

蝉米行政協定の締結を促す力となったのであった。

こうして66ｲｌｉ７１]、肺米行政協定が紬ばれ、大川協定・マイヤー協定は無

効とな')、駐林米ilfの排他的裁判権、）|(itl正|人に対する米jlrの逮ｲili樅、免税と

経済的な特殊利椛などが廃止され、川'1を起こした米rlf兵士を糊玉に1rと弊察

が逮liliできることになった。しかし、ル'１糠米耶に雁)'1されている柿|王|人労働

肴の権利に関しては、依然、ル11111主である米rlrはf同l｣ｔの必要に応じてjIiltlE1
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の労働法規を無視することができ、また「団体行動権」についても米ilfの軍

事作戦遂行に妨害となる場合には行使できないという内容となっていた伊

景徹［1986])。しかもこの協定は、従来公式には認定されなかったものの、

組織の充実と堅lilIlな|Tl結力によってzI1実Ｉのスト権を行使してLI己の権益を

かちとってきた外機労組にとっては、むしろ労働争議遂行に際して手続上の

面倒な制約を受けるようになる(11'１ｍを持っていた。事実、６７年以降の外機労

組は、争議解決が鯨米谷Iil委員会に委ねられる前に、労使交渉または労働庁

の調停で'''１題を解決しようとする傾lfilを示すようになっていった。

外機労組のこうした活動が社会の注'二|をあびたのは、もちろん(,111然ではな

い。1945年以降駐屯を続けてきた米軍が、基地経済という政要な経済圏を形

成してきたからである。米111基地をｲ||手とする糊正|企業・従業員の建設・用

役・物品の直接IF納緬は70ｲr時点で１ｲ意6000〃ドルにも達し、１０００余の軍納

企業体と７万余名のii11:接''１１接の従業貝が形づくられていた（うち、外機労組

加入従業員は４刀682州）（労働jlMI谷総聯MII［1979］ｐ､765)。それゆえ、６９年の

ニクソン・ドクトリンの発表は大きなショックで､あ')、７０年以降、駐騨米軍

がWl1減の力lfT1へと|fT1かうに伴い、外機労jMIは減ｋｉ・解雁反対運動を提１１間しつ

つも、次鋪にその闘争能力を後退させることになってゆくのである。

３）外機労糺lのような特殊なケースはBllとして、一般ilりに60ｲ|ﾐ代''１期の

労働運動が停滞を余儀なくされた事情は、労働迎勅の抑圧を芝とする11i純な

軍人的思考による労働政策の結来であったわけではない。新憲法によって、

軍llMを脱いで大統領の座についた朴jli煕は、すでに発足させていた第１次経

済開発５カ年計画（1962～66年）によるエネルギーおよび薙幹諸産業の重点

的建設政策を踏まえつつ、６４年に入って今|正|民を統合する国是として$輸出

による工業立匡|〃を打ち{l',し、米flI雅地絲済からの収入減をあえて知')つつ

叩換率現実化〃（対米レート509％のり|下げ）によってその第一歩を踏みｌＩｌ１して

いた。翌65年の対[1講和条約の強ﾘ|な締結による対1]請求権資金の獲得（無

償・有償合せて８億ドル）は、それ以外の外貨借款とともにこのための資金捻

出の手段であった。この政策は、このときまでの世界経済の持続的高成長、

とりわけアメリカの放漫なインフレ経済に支えられて、この圧1に工業化と雇

用の拡大をもたらすことになったが、その汕力の第１として期待されるのは、
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輪Ⅱ１，１曜業での低賃金と長時'''１労Ili)lに他ならない。絲済成長にもかかわらず、

というよりはそれを達成するために、低労伽条|ﾉﾄの維持が絶対｢I<)を必要条件

だったのである。

この意lLkで、６５年３月に起きた来信化学争議、および'司年４)1のj陣|盃|板ガ

ラス二'２場の争識は、ｉiii者が急成腿のlinIl｣l品製造会社であＩ)、後者が、イ|き''１１９０

ﾉJドル以－１１を輪111,する|正||ﾉ<|独占企業であった点で注'二|される。來偏化学の場

合、平均１１当82ウォンという飢餓(lりな低賃金であり、林国板ガラスでは、出

IllljliiiiilIl1が|王|内I収光{111i格の暴利と低賃金によって穴うめされていたという。争

iiifは、いずれも賃上げ・迫lliMi金系進川l川i'１実施などを掲げて争われ、iil11労組

とも実力行使突入を決議したのであったが、結来はいずれも敗北であった。

来信化学の場合は、労ilill員の要求をほとんど反映していない労働庁作成の協

定案を、組合経験不足の文部幹部が受け入れてあいまいに終結し、さらにそ

の後、会社Ｉ'１１による争議報復i19なjNl谷紳部らの集|Tl解応がl祈行されるという

惨,|燐たるものとなり、糠|玉|板ガラスでは、一旦はﾂﾉ仙協議で結ばれた合意が

会社１１１'|の背信によって破られたため、組合１１１'|はストに突入したが、会社11!'|は

職場|Ｍ１鎖を|折行し、結局、労Ilill委幽会の('|'我にゆだねられることになったの

である。

（４）外資系企業での労働争議

一'二述のように、輪１１１，立|玉|を|=|指す朴政椎の経済政策の最大の支ｌｉｌｉはＩｌＩＩＩ償金

雌得と借款による外資導入であったが、６８イドをiiii後してI背款の元利償還に苦

しみ始めた政府はさらに一歩を進めて、外１１１１人の林|正|へのifl:接投資を誘導す

る政策をとるに至った。そしてその紡来、そうした外|正|人投資企業に労働争

議が発生し始めたのである。

，）まず、ＩＳＩ姉lIil炎IIi常化後の|]本人資本の地lIj,を反映して、６６年２月

に早々と駐林,,本８iwi社（三ブト・三菱・伊藤ﾉ,L｣<・丸紅飯|]]・住友・來洋綿花・

'１本綿花・安宅）のjlWKl玉|人従業員がイトi雛をリ|き起こした。当時、外|玉|人諸企

業に組織された労jli'1は、活発にiiFiIi)几ている外機ﾂｊＭの傘１丁に入ってお})、

ここで行動を起こしたのも、外機労$||[１本商社分会（65年９月結成）であっ

た。争点は、これらの１１W社が姉ｌＩｌ人従業員に解屈手当を支払わず、またほと
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んどの従業員を臨時採111に'|きめて、Ｈ本人従業員との''１１に給料差別をつくり

だしていること、さらに労側汎議会においてＭ谷側のやり方は共産党のよ

うだ」などと暴言をはいたことなどであり、jli式社員待遇・賃上げ・暴言に

対する公'3M陳謝などを要求するものであった。当初、ilW社ｲl1llは労働庁が提示

した調停案を拒否したが、３月初めから８１｣''１１ストが行われたあと、同調停

案を受け入れて、２５～30％の賃上げをIﾉl容とする労使協定が締結された。

２）また、６８年４)二)には、外機労iIillソウル支部|]本航空分会でも、会社

｜111の労組iiIimijl妨害をirI接的契機として争議が起こった。ここでＭ１本人支店

長の発言が糠|玉|人に対する(Iii児・差Hll意識にもとづくものとしてＩ１Ｘｌ)_上げら

れ、民族的な感Iili対立が表irli化した。労組Illllでは暴言に対するロ航社長の公

開謝罪、労組幹部らに対する昇給停｣'二などの不当措置の徹|Ⅱ|、賃金50％引き

上げなどを要求している。争議はソウル市労働委員会の適法判定を受け、同

委員会から示された調停案（35％賃｣xげなど）を労使双方が受諾する形で終

結した。

３）こうした争議は、｜]本人投資企業のみならず、アメリカ人投資企業

においても発生した。テレビの適子部,Iii1,組み立て会社であるオーク電子の場

什、６８年７月に結成された金属労jMl京畿支部オーク分会を会社('１１が承認せず、

分会長を解雇したことを契機に９月から争議が始まったのであるが、京畿道

地方労働委員会の適法判定を受けて平和的交渉を求める労jlilⅡ！(||に対して、会

社ｲ１１１は協議に応じる姿勢をまったく示さなかった。これに対し、分会が賛否

投票を経て実力行使突入を決定すると、ようやく労使協議に応じ、分会長の

解雇撤回などの合意に達したが、その匝後、突然、会社の閉鎖を宣言し、

早々とホンコンへ移転して行ったのである。こうしたあからさまな多国籍企

業の振舞いは、同社の従業員のみならず政府当局にも少なからぬ衝撃を与え

た。

４）６８年末には、同じくアメリカ人投資企業であるシグネテイック電子

工業でも労使問の紛糾が表而化した。これに対し、労１，１１庁は１２月６日、外国

人投資企業で怠業・争議などをリ|き起こす労組は、労働組合法第31条、第３２

条により解散させるなどの強硬な措殻をとると言1ﾘ'し、その手始めとしてシ

グネティック分会が翌７１１までに正常作業に復ﾘi}しない場谷、首謀者を業務
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妨害と背任の嫌疑で立Ｉ？':すると牒告を発した。このｼﾞﾌﾞ鋤１丁によるﾂjrjlMW散命

令というおどしは、当然にも労l1IiI芥のみならず社会Ⅲ論の激しい抗議を受け、

労'1M１斤はあわてて、警告はlliに教育(1<｣兄地からのものであり、IW1likさせうる

法条項のあることに注意を喚起しただけであったと釈IﾘＩし、とＩ)あえず事態

を収拾したが、その真意は、ｌイli後の70年１)]、「外lJil人投資企業の労働紺．

谷及び労働争議調終に|1Mするlliiiill糾寺Iﾀﾞ||法」のIlill定としてあらためてlﾘ|らかに

されることになる。すなわち、｜而l特例法によって、労組の設立についての特

例が認められ（節４条)、労|劫ｲﾄ縦に対しては強Ilill(''１蚊を行いうることが定

められて（節５，６条)、外資企業に)ii1川される労伽判･の労伽三樅は大''1Mに制

約されるに至った。この点は、さらに次章において、争議事例も含めて、よ

りIﾘ1らかにされるだろう。

（５）1960年代末期の労働争議

以｣主に拾いｌＩｌ１して紹介した労仙の厳しい対立の様ﾉ'11は、ひるがえってみれ

ば、決して外|玉|人企業の特殊こlII背に解ilIできるものではなく、1960ｲｌｉ代木の

肺lIil経済社会全体がmImIiしていたｌＮｌＭＩｉの例示であったといってよい。朴政権

は19671Fに入って節２次経済|＃|苑５が|き計lIIil（67～71ｲ｢）に着丁し、化学・

鉄fliil・機械を品1K点とする意欲(I<｣な「産業榊造近代化」をその[1標に掲げる

ことになっていたが、まさにちょうどそのとき、その１輪｛'1,工業１９K'五|〃が頓

'）とする世界経済の高成促の終りがり(fiまったのである。高成長j0lに借款に

頼って拡張を続けた少なくない企業体で、元利金悩遮に支障が412じ、、不実

企業〃が表而化し、減員、解Ⅲ１１〔、賃金未払いなどの労使紛争の火巾ｉｉ[があちこ

ちに｣|きずるようになることは避けられなかった。

ｌ）政府の不実企業体指定対象となった造船公社の場合によってこれを

みると、６８年11)]の民営化をiiii後して、労使協定不liuｲﾃ・賃金未払い・集団

解扉などをめぐる数次の争議が繰り返された。そして、６９ｲ|ﾐ７)]の賃上げ争

議では、労jllll('11が全i｢Iiストに突入したのに対して、会社Illllは職場W1鎖を|折行

してこれに対抗し、外国からの受注船ｌｌｉＩの建造が''１断される事態にlWiった。

このため、９)1半ばになって、政府はついに労働ｲ'･縦調雛法第40条に規定し

た「緊急調幣」樅を初めて発動することになった。これによって'１１労委がま
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ず行った調停Ⅱ:作は成功せず、結局、イト識はi1lVilliへとl1jl付される経過をとっ

たが、その'''１，会社II1l1は労ilill幹部への１１収二li作やlW1W'iなどに手をつくし、や

がて買収に屈したiIⅡPr幹部からのｲﾄ識１１)(')１，.げでｲﾄ識は終結した。

２）｜両1じく６９ｲｌｉ７)］に提起されたiWi}紡争識の場谷は、全区|繊ﾙlli労iMlが１５

綿紡織事業)ﾘ↑をｲＩｌＴに、賃上げなどを要求して１１剛'|主導の大規模争議となっ

たところに特徴がある。当時、ルル紡織業界は１%(料の高価ｌｌｌＩｉ入・施設の老朽

化・技術１１１噺の遅れと高い情人資本榊成此の~「でそのＭＩｔの打開を労Ii1W肴の

低賃金に求めるしかなくなっていたから、繊；ｌＩｉﾂﾅjllllが般低生計費を保障でき

る賃上げを求めて争議を提起したとき、これに応じる余裕はなかった。紡織

協会は争議捉起lLI体に異議を'１'し立て（→」;|｢|､)、さらに争議への適法判定

に対する効ﾉ｣悴｣|i仮処分''二'請をｲ了い（→粟Jill)、総)向)、任意ｲ''１裁も、労Imll庁

による調停案もすべて不調にﾘi}して、灸国繊ｉｌｌｉﾂjrjlillは争議行為突入を決議し

た。９)］８１１，邦林紡績・人Jlz紡細が|l《\限ストに、｜両１１２１］には金星紡織が全

iiiiストに突入したが、これに対して紡織協会(111は1311から１１事業場での無期

限職場閉釧を|折行した。この抜きさしならなくなって深刻化した労使の対決

に決着をつけるべく益場したのは''１央情報部であった。９月１７１１、労使は｢'１

火情報部の介入による平均302ウォンの賃上げに介意して、争議を終結させ

たので､ある。

３）この||制０１に起きた、いま一つの代表(I<｣ｲﾄ識は、1969年８月の長項埠

蝋労iliⅡのストである。これは、艮項蝦農１１u料l:場における失業対策を欠いた

ままの機械化に抗識したものであった。この櫛のｲﾄ縦の前史としては寸早く

も58年にフォークリフトの釜|||埠血iへの禅人に際し１万余人の埠頭労組員が

失業し、機械の撤｣|Xを'１'ﾄんだ労Ii1i11満がフォークリフトを海に突き落す事件が

起きているが、港洲荷役作業の機械化はその後“()ｲli代を通じて徐々に進め

られ、コンテナの導入本格化にいたって、職を失う労１m１着の生存権闘争が再

燃することになったのである。この長項の争議では、二'1態の全|玉Ｉ的波及を恐

れた経済企画院が労Ii1il1丁に対して緊急の洲{亭を指ﾌjくし、労使政三者調停会議

が開かれて介意ljl1定を締結する述ぴとなった。しかし、この合意は会社ｲｌ１ｌ１の

背信で履行されなかったため、IMI谷ｲ11Ⅲは再びｲﾄ縦を１１１告し（70年２月)、合

法的手続に従って72時'''１ストを決識したため、政１１;}は1りぴ特別調停に来Ｉ)出



２７６節４締労Iill政策と労仙|1M係の変貌

し、妥協を強ｲMjにlliTIfする会社｛llllを説得して、労ﾎ11ｲIlll要求を反映した|ﾉﾘ雰の

協定に達した。こうして争議は終結をみたが、この協定書には、証人として

の「全国埠頭労Ilill$'1谷副委旦長李ＩＩＭＩＩｉ・ツjP伽庁企11,1管1111官李煕均」に力Ⅱえて、

｢''１央情報部鮠致杢」の署名があって、ここでも其のｲ111介者が｢'1央情報部で

あったことがIﾘＩらかである。

（６）基層労働者の胎動と労使関係の危機

ｌ）以｣二に例示した1960年代の労使紛争の一進一退は、むろん柿|正|の労

使DM係の総体としての勅きを光分に代衣するものではない。６３１１iの労働三法

の改定によって、朴政権は先進諸|Ⅱ|のそれを模倣した公式の労使関係システ

ムを碓定し、これによって労使紛争のコントロールを采たそうとしたのであ

るが、その実際は、多くの紛争が、争議〃と名付けられる以前に、｜[|態依然

たる行政機関の非公式調停によってllMから|判にほうむられることになってい

たのであり、しかもその網の|=|を破って表而化したｗ(ｲﾄ識〃に対しても、充

分ｲ｢効には機能しなかった。６０ｲﾄﾞ代の木には、すでに紬紡や長項i1ii頭の争議

にみたように、’'１央|背報部の樵ﾉﾉをJlii(Iiにｌｌｌ１し立てるほかはないような機能

不全にlWiっていたのである。－'１に言って、６０ｲIえ代をjmじて、立法によって

つく')出された｣2俵の上で労使の交渉が実効をあげうるような関係は成立し

てこなかったのである。

２）こうした事態はⅡi純に労使||Ⅱ交渉が未成熟であったことに超|人|する

のではない。、jliiiiilIl,工業立国〃のスローガンによる朴政権とこれに呼応する

諸企業が「光成健・後分配」の立場を緩めない以_上、労IiliI者の要求に妥協す

る余地がないという愁味で、それは柵造的といいうる性格のものであった。

しかし、そうではあるにしても、６０ｲﾄﾞ代の強ﾘ|な、そして多分に|尭倖に恵

まれた蝉|玉|経済の高成長は自ずと労１１M)荷の立場に一定の変化をもたらし始め

ていたこともまた－１([iのZli災である。６３年に16脈》11313支部、２２万4000人で

あった労働組合の力が、７０年には17雌Bll419支部、４７〃3000人の$||繩を擁す

るまでになったことは、その一端を示すものであり、その背後には、すでに

第２端に示された雇川拡大と就業柵造の変化が進行していた。しかも、この

変化は11iに量の次元に｣こまらず、その質のir1iで、主体性を持った新しい労働
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者の成長をそのうちに秘めていたのである。そのことは、次章以下でしだい

に明らかにされるだろう。
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第２章維新体(lil1下の労使関係政策と労働運動

１維新体Ilillへのjli云換と労使関係政策

すでに第１篇第４章などで立ち入って考察したとおり、1960年代末から７０

年代初めにかけて、脚ぴjliltl正|はlIliMliな状況に当面した。ニクソン・ドクトリ

ンに示されたデタント状ﾙﾋなどの'五|際環境の急変や'五|内政治・社会状況の変

化、そして不採算企業の多発などの経済状況の悪化のなかで、朴大統領は彼

一流の危機意識をバネに飯化学二[業化が主導する|ｻﾄ|苑政策への転換によって、

国民の再統介を謀るという強行突破のlMli略を実行に移した。そのために、こ

れまでの権威主義的政治体制をかなりの稗度まで全体主義的体||i'１に傾斜させ

ねばならなかった、とみなければならない。

そのなかで朴政権は、７１年木、「非常事態宣言」を発布し、「|玉|家保衛特別

措置法」をIIill定した。その内需はのちにみるが、それによって労働者の|＝１１体

交渉権・団体行釛椛を行使するに先立って、主務官庁にあらかじめ調停を申

請し、その決定に従わなけれはならないという、ナンセンスなほど異例な予

防拘禁型のｲｲﾄﾞ置がとられることになった。この梢置によって、とくに'五|家安

保と爪化学工業'111発に支障を米たすような労Iili交渉や労伽争議は事前に強く

現Ilillされることになった。

つづいて、７２年秋・冬に「維新宣言｣、「ﾙｌＩｉ新憲法」が公布され、６２１１ﾐの憲

法改定でははずされた法律留保がＷ:び労仙三椎に付けられるように改定され

た。同時に「|玉|家(jil:衛法」に従って、のちにlﾘ}らかにするとおり公務員など

の団体行動椎はＩＩｉｌｌ限されることになった。

それらを前提として、７３年春には、労使Ｍ３係法なども改定された（金亨培

[1989])。それも平常の議会が|)Mかれぬまま、非常|正Ｉ務会議の議決を経る形

をとらざるをえなかった。全体主義｢I<ﾉな政莱決定状況を示している、とみて
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よい。

まず労働組合法では、①63年法の今|正Ｍ谷のｊＬ定を削除したうえで、②労

働争議は組合且総会の決議芽『項とし、旅業》１Ｍ谷の指令や代議員会の決議な

どでは団体行動をとれないように改定した。③63ｲ|斗去では不lﾘ1確だった労使

協議会の機能にlﾘ1確な規定を与えた。その内容は、「|玉|家保衛法」下で作成

されていた労lﾘ1斤例規を－仲iIﾘ|砿にしたものだったが、労jlill機能との分}雛を

原I1Iとし、生産性向上、福利厚生、苦情処理などを協議二Ｍ〔とするように規

定された（清水［1987])。

さらに、７３年秋、第１次石油ショックが発上|北、このアクシデントが出来

立ての維新体Ilillに厄介な'111題を提起すると|司時に、その特Wliを強化すること

になった。というのは、この過程で、「国家係術法」を盾に、賃金不払い、

不当解雇、団体協約の不履行、不当労Ilill行為が多発し、資産を海外に逃避さ

せるような経営者さえ発41北、政府はそれへの対処を迫られたからである。

朴大統領は、７４年１月、「|玉I民''三iiIir安定のための緊急梢避」を発令し、①

賃金債権の優先、②勤労１ｋ準法の罰Ｉ１ｌｌ強化、③協約違反の処罰、④不当労働

行為の罰則強化などが規定された。これに対し、とくに|と1主的な協約の違反

処罰には批判も111,されたが、労組の抗議行動がIlill限されている以上、政府が

労使関係を公共的に規Ilillせざるをえなかったのである。このような緊急措置

は１年lHlの効力しかなかったので、７４Ｊ|ﾐ末には労Iill組合1去などがつぎのよう

に改定された。

まず労働組合法の改定では、①労使協議会の述営についてよ')具体化され

たほか、②労iMlの規約変更と役員の解任について、jNl谷貝の過半数の支持で

議決できるようにし、産業Hll組合のDAIIillから剛：れて{lHjl別労ilillの自治権を強化

しようとした。③そしてiiii述の協約述反のほか、労働委員会の命令・判定違

反への罰則も強化した。

さらに労働争議調整法では、すでに73年改定によって、①強制仲裁の対象

となる公益事業の規定を氏'''１の防衛旅業を含むrii要産業にも準)Uできること

にし、②争議の斡旋、調揃適法判定をｒＷぴ行政に取り戻し、労働委員会の

機能を調停と{''１裁に専門化した。さらに74年末の改定によって、③保健社会

部長官が持っていた同法の椛限を|両１Ｍ'1の外周の労働庁長に移管すると|而１時
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に、罰Ⅱ'１を強化し、労１１１１政策の主符行政を強化した。

それと|可llli§に、７４ｲｌｉ木の改定で注|='せねばならないのは、勤労基準法の改

定である。①まず、iiii述の緊急柵置を受けて賃金t1i椎の優先を規定したほか、

②16～18歳のｲﾄﾞ少労'111稀のi去定労lIillll洲lの特|ﾀﾞＩｌ保繊を悦定し、③労働災帛li:に

対する－|I州iIf(を１１if業災害ﾈI1i償法の|鵬1ﾃﾞ給付並みにl柵iした、④しかも、こ

うしたＩﾘﾉ労』馳法のjqil川範WIlをまだ例外つきだが、常)Ⅱ５人以｣この事業所に

拡大し、⑤こうした椛限を労使関係法の改定と|司様に係他社全部及官から労

働庁長官に移糠するように改革したのである。

以｣zのとお')、｜正|家保術・ルlli新体IlillへのｌＩｉ武換とｲﾖiilI1危機への緊急概置など

によって、次のように労使関係政策を改jIl1Lした。①のちにもみるように、ナ

ショナルセンターの労総は体Ｉｌｉｌｌｌﾉﾘ化しつつ、それによるコーポラティズムを

混乱させるような雌業》'Ｍ谷を労ＩｊｉｊＭ合法からｌ１ｌｌｌ除し、イllil別のl1i組の'二1治椛

を強化した。②ﾂj肝Ⅲ庁をよりﾉﾘ11(立させつつ、行政の､'1:接的な争議調整権限を

取り戻し、③公務・公営・公］i郷業労|ﾘﾘl者･の↑'･識椛もIIilllU(すると同時に、強

制ｲ''１蚊の対象をhMlⅡの防衛産業にも拡大した。④イニiilllショック時の緊急柵ゲ

ではあったが、賃くＭＩｉ椎の優先原１１１１をlﾘｌ１ｉｌｉにし、経営稀のljIm約違反や不当労

働行為へのBAhllを厳しくするとともに、⑤１１ﾘﾉﾂﾌﾞﾉi馳法の適用拡大によって労

働条件などのDAIlill範lJFlも拡大させた。

それに関連して肴過できないのは、イiilllショックによって実施は大''11mに遅

れたが、労働粉の「iii杣１Ｍr法」がやっとIIill定されると|可時に、任意力Ⅱ入

だった|剛(保険の対象を拡大するとともに、リjiIlill保険に転換する全面改定が

行われたことである（季iiMi雑［1989])。

このような労IliI・Ｌ１２ｉ舌条件政策の若二rの改良にもかかわらず、それがまだ

不充分だったこと、それ以上に前述のような余体主義体Ilillへの傾斜による争

議予防拘禁型の労使関係政策に転換したことなどが１%(lklで労働争議がかえっ

て激化することとなった。次節以下でlﾘ|らかにされる外資系や重工業での争

議の発41三、さらに零細企業の多い商店街での勤労雅準法並みの労働条件の改

善のために起こった焼身IL1殺、また都Tlj雌業宣教会などのクリスチャンの指

導による労働迎仙の腰|)'１など、まさしくiii臆で予想された新しいタイプの労

働迎加の発展が、ルlli新体IIillの社会実態を色膿く特徴づけることになった。
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もう一つの特徴として、こうした展|ⅡＩ表4-2-1労使協議会で取り扱わ

れる覗項
に対抗するために、前述のように政府に
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このような労仙肺'1谷などの対応となると、ポⅡ織された労働者と未組織の労

働者、産業》'１．職種別、さらに地域によって違いがあることが、当然考えら

れる。一律に断定はしにくいが、しかしきわめて概括的には次のように言え

るのではないか。つまり、①紐織労働者の総本lIlたる林|玉|労総（''１央.産別レ

ベル）においては、基本的に|王|家保衛法体Ilillを承認していた。その枠内で労

働者の、椛袖擁護〃が'二|折された。②反而で、イlljlHll企業レベルにまでは充分

に浸透し切っていない。逆に上部との衝突・対決の形で第一線労働者の欲求

や利害が'1f(ⅡＪ１するケースも少なくなかった。③木jilI細の労働者については、

上からの包摂・統谷の対象というよりもむしろい死ﾌﾞｲ1地帯〃を形成していた

といえる。それゆえにこそ、そこでの労働者の存在が何ぴとも否定しがたく

顕在化するとき、その存在そのものの持つ衝撃力はとてつもなく大きなもの

とならざるをえないだろう。

つぎに政府の労使IlAl係政策の主要な柱とそれに対する肺|玉|労総の対応、さ

らに企業レベルでの第一線の労１１１１者の対応と未jIill細労働者のそれをみてゆく

こととする。とくにここでの叙述は、前記の労IHI料の対応の②および③に関

わるものが多くなる。それは、つぎのような班''１による。つまI)、国家によ

る包摂といい統合といい、それはlliなる強制だけでは達成されるはずはない。

そこには当然に＄自発(Iり|司調〃の契機が少なからず含まれなければならない。

前記②や③に該当する労働稀の対応とは、さしあたってはそうした、自発的

同調〃が得られていないという意味で、この'１刑９１の政府の労使関係政策の

ディレンマの表肥,と考えられる。それと'771時に、そうしたディレンマの表出

過程そのものが、この''棚lの政策の''１１題点（なにゆえ|÷１発的|司調が得られな

かったのか）をも11ＭiＩするだろうと考えられるからである。

また、そうした過稗は|iTI'１寺に、次の段階での新たな政策への準備期であり、

また新たな政策主体や運ii1j主体の析出過栂でもあると考えられるからである。

２１玉|家保術1去と稗|玉|労総

すでに記したように、外資導入による亜化学こ[業化の労使関係政策を象徴

するものが、「外|正１人投資企業の労働組合・労伽争議調整に関する臨時特例
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法」（1970.1.1）であった。その概要は以下のjmql)である。①外|玉|投資企業

(１０万ドル以上）での労IliIMAn設立にあたっては、労働)j:の長に'１１告を行う。

②労働争議が発生した場合は遅滞なく労P勵庁の長に''１告しなければならない。

③労働庁の長により争識が適法と判|折されると調停委員会にlIl付され、２０日

経過しても調停が成立しない場谷は、「|J労委によるｲ''１蚊が行われる。

以上のような規職によって、「外|玉|人投資企業体の労使協調を増進し、外

資の誘致を促進し、以て|玉|民経済の発展に寄与」することを|=|指したもので

あった。また'司法施行令が70ｲlﾐ５)ｌｌ４Ｈに公利jされたが、｜Ｔｌ法の適用対象と

なっている業種として具体的に次の八つが列挙きれている。つま')、電気お

よび電子、化学、1111類、製鉄および金属、機械、繊維、窯業、輸送および観

光である。また、調停委員会の榊成メンバーとして、労・使・公補の三者の

代表に加えて、「経済企画院次官、労Iiill庁の長、その他委員長（保健社会部長

官）が必要と認める肴」が予定されていた。ここにも、「開発独裁」の論理

が貫かれていた。

糀国労総は、この法flkがiiilｲrLの幕に国会をj､､過した||寺、「労働者を外|座|人

企業家の前で奴隷化しようとする述憲立法」であるとの非雌声|ﾘ]をすでに

行ったが、具体的な行11ﾘ)としては効采的に展|＃'されなかった。’ﾘlけて70年１

月30Ｈには、外資企業での労111逆仙規Ilil]に反発して「労働iMI谷の政治参与」

を宣言した。しかし、これも労総委員長が単なる職能代表として与党に入る

ことで結末を迎えることとなってしまった。

以上に記した「外資企業労Iiml関係特例法」以_上に、ルlIi新体Ili']下の労使関係

に決定的な影響力を持ったのが、「国家係術に関する特H1Ⅱ(f置法」（1971.12.

27）であった。「その主たる'三|的は、非常事態宣言において言うところの

『安保上の最弱点となる一切の社会不安を許容せず、また不安要素を排除す

る』という点に求められる。そしてこの保衛法が社会統IIillの効ﾉJを実|祭に発

揮したのは、何よりも労'1ﾘliill谷のi舌勅規制においてであった」（満水［1987]）

とされている。またもっと積極的に踏み込んだ評Ｉ１Ｉｉとして次のような理解も

出されている。つまり、「この'玉|家保衛法はまさに林|玉|における労働者統制

の国家コーポラティズムヘの今而的な移行を画するものであり、その後の維

新憲法の労働関係条項（節29条）も73年の労１１１１法の改定も雅本｢１勺には国家係
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術法に定められた労ＩＩｉＩ統Ilillの力|｛ilを追認し、具体化するものであったといえ

る」（郡・文［1990])。

このように、秘度の差はあれ、維新体Ili'1下の労使関係に決定('りともいえる

影響を｣ｊえた'五|家保術法とはどのような'ﾉl容のものだったのか。liil法は今文

12条とｌｌＩｌ１'1から成っている、それ'と１体としては決してl膨大な条文を擁する大

きな法律ではない。しかし、その労ＩＭＩ係に及ぼした}杉粋たるや絶大をもの

があったが、そのilI[接の根拠となったのは、鋪９条（lJl体交渉椎等のBAIli1l）

の次のような＃A定であった。

（１）非常事態]､において、ツノlli川の'１|体交渉椎または団体行､)川腋の行仙は、

予め主務官庁に調停を''１講しなければならず、その調停決定に従わなければ

ならない。

（２）大統領は、｜玉|家安保を害し、または'正|家11i)jjlに支障を未す、以下に掲

げる労Ilill者の卜１１体行11ﾘ)を汎ＩＩｉｌIするために特別な州(iをiiMiずることができる。

すなわち、①|玉|家機関または地ﾉﾉlL1iMl体に従璽|(する労Mill者、②|正|徴企業に

従事する労働判、③公孔梛業に従ｴ|ｉする労働者、④|玉|氏経済に爪大な影糾を

及ぼす事業に従ZlFする労Ilil者。

この条文の節２頂の1号から３サまでは、対象となる労働者をかなりの科

皮まで特定できる。しかし、節２項４号のﾙﾑ定はいかようにも解釈できるf兇

定であって、｜司法が実質的に全)砿業分1117の労l1i1l粉を対象にしたものと受け取

られるのも、この規定が根拠となっている。

同法はまた、そのllllllllにおいて、「1971年121161三I付で宣布された「|正|家

非粥zl下態宣言ｊは、この法律のjiJ2条にもとづいて宜布されたものとみな

す」と規定していた。この非１１“l「態宣言は、大柿llljl正|が安全保障｣を爪大な時

点に立ち至っておl)、政府とllillXjとがiili然一体となって、この事態を兜)１Ｍす

る決意を新たにするとともに、「一切の社会不安を許容せずまた不安要素を

排除」し、「|上uXjは安保を主とした新しいｲllli(lllmiiMを｛iⅡ:立しなければならない」

としていた。

この非常事態宣言に対して、輔国労総は大略以~|､､のような支持表Iﾘ1を行っ

た。「反共愛|玉|の輝ける伝統を守ってきたわが労総は、｜]ごとに緊張の度を

〃l1える妓近の|玉|際情勢」と「北ｲﾘ１Aの尋常ならざるjijjきをIＭ１して」「汎|玉|Ⅸ
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的な安保態勢のﾘｉｌ化を根気ﾘｉｉく訴えてきた｣。しかしllIl民は人Jlzムードにひ

たっている。こうした'１棚lに「政府が12月６［Ⅱ|玉|家非常事態〃を宣言した

ことに対して、われわれは横IiIR的にこれを支持する。まず|;F|家があってこそ

労１，１述動も発展できるという大局｢1<ﾉな次元で、内にlhlかっては＄－１rli処設一

Yli防衛〃のIilli間とした態勢を盤えるとlTil時に、タトにlhlかってはf1K．宵．民が

一体となってIL1南と防衛体Ilillの碓立に協lTilすべきことを訴える」（労Iilill組什

総聯M1［1972])。

糠'１１１労総は、この後に''１１されるいわゆる「ﾙ||:新宣言」（72年10月）に対し

ても支持声Iﾘ|をILlj,している。こうした点からみて、林|正|労総がjiL本('<〕には維

新体IIillを支える存在だったといえる。「|玉|家コーポラティズム」と評される

所以だろう。しかしそのことは、すでにふれたように、維新体IliIl下のいつの

'１棚|においても、柿|玉|労総が総体として維新体Ilill支持で固まっていたことを

必ずしも意'1ノドしない。後にみるように、節一線労Ilill洲による＄異議１１'し立

て〃に対して､Jiijltl玉Ｉ労総は、その指禅｢l<)機能を光分に来たしたとは言いがた

い。逆に節一線の労Ilil肴に敵対するｲＷＩｉだとの評Iilliを-「される)加iすらも少

なからずあった。前述のように、ルlli新体IlilI支持でlllilまっていたわけではない

というのは、こうした事実をも念Hillにおいてのことではある。それと|可時に、

次のような｛l1llmiもまた念頭にii(iかれねばならないと考えるからである。

第１には、ル１１新体Ili'|支持と論理(I<｣には矛盾する立場の表'ﾘＩ６ｌｌｌｒとして行わ

れている。例えば、ilii記した「外資企業労側|)M係特例法」への反対)川Ｉがそ

うである。また、前記の「|玉|家|呆術法」は、施行令が公布されることもなく、

労Iii11庁の例刈Aにもとづいて施行されたのだが、’11体交渉の手続きをjL定した

労１，１１吋:例規103号に対しても、「受け入れられない」との立場を表Iﾘ|している。

これらの態度表'ﾘ|がどれほどｲ丁効な結果をもたらしたか、という点について

の評Ｉ11'iはいろいろとあり１１１Lる゜しかし、ここでは仮にｲi効をﾙi1i采を何一つも

たらさなかったとしても、そうした態度表'ﾘ1を行わざるを１１卜なかった背景が

存在した、という点を確認すれば足りる。後にみるように、節一線労Ilil稀の

抵抗迎動に対しても、柿|玉|労総はそのつどそれなりの態度表'ﾘ1を行っている

が、それに対しても|司様のことがいえる。それはまさに、思想・信条をとも

にする政党とは異なるという意味での大衆団体としての糠|玉|労総が、｜芒Ｉらの
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''１にかかえ込まざるを得ない矛盾そのものの表邸ilだといえる。

第２には、「|玉|家安保優先」の枠内にあっても、労IliI料の椛祐擁識の行11i力

(建議・爽態洲査など）を行ったという点である。例えば、それは次のような

事実によって{iW1認できる。つまり、労I1IiI法院設置の建議（71ｲli4）1)、経済

安定法にもとづく低賃金政策への反対jlflﾘＩ（71年９１１)、労IiliM~５人家族最

低生計l1iとlli身判の~|､Ⅲラインの設定（78ｲｌｉ７)])、労Ilill肴の低賃金実態iillil

資発表（78年10)])、労ＩｉＩ１１判保i護特》|Ⅱ去Ilill定の建議（79年６月)、勤労所１１ﾄ税

の人(1<j控除棚リⅢげ要求（7()ｲｌｉ７）l）などである。こうした労総の要求ない

しはその延艮線_しにあるものが、政府の指|hIする統合・包摂の枠ﾎﾟｌｌと常に充

分な蛎什性を持ち１Ｍ急たとはいえないだろう。このことはﾙlli新体ＩＩｉｌ｢'ずの蝉lLIil労

総の位lllを考えるうえで留怠すべき点である。

３＄異議'|'し立て〃としてのﾂjrlMl連動

ここでいう゛異繊111し立て〃とは、言うまでもなく政l(<1:の指lfilする労IIill稗
（１） 

の統合・包摂政策に対するそれをいう。しかしそれは、運mini体のＩ'1''が、常

に政府の労li1l政策を射秘に入れたうえで、それをターゲットとして']党('<｣に

追求したという意''kではない。むしろこの''制０１の辿りi)jとしては、そのような

述動があったとしてもほとんど例外に)FIIするといってよい。したがって、こ

こでの剛異議'|'し立て〃とは、より広義のものである。つまり、迎釛として

は労IliI打のｕｌ１ｌｆ１ｌＩ<｣な要求実りilのためのものとして始まりながら、結采として

は、「lTil家保衛法」体Ilil｢｢での労Ilill政策の枠jilll総体と衝突せざるを得なかっ

たような、迎勅ないしは労使紛争を意''卜している。そのような述軌ないしは

争議のzl下例を、Ｚｉｉ要と`uAわれるものに限って以下に記す（’１囎督教会協祇会

[1984]、労MiI組合総聯llMI［1979])。

（１）韓国ハイザー（外資企業）－労組活動の保障など（1970年～）

鯨llilハイザーは、アメリカ資本との件か全社（安本金比率５０：５０）で、７０

年当時の従業員は約300人であった。「ﾀﾄ資企業労I1M11lM係特例法」が発効した

､'〔後のｌ）１２６１１、化学労連の脂導1,.で、この111朧の柿|玉|ハイザー支榊|lを絲成
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し、ソウルiljから労jIill結成終了証を受けた。労働庁には行政指導を要請する

一力で、会社側には|Tl体ljill約の締結と労仙協議会の設置を姿講した。これは

外査企業における初めてのﾂjWill結成であると|両111寺に、従来未jlill織だった製薬

業界の労iillとしても初めてのものであった。

これに対して労働)rは、①ソウルTlj発行の労MII設ｺﾞﾉｭ''１告終了証は無効で、

労Ilill庁から改めて受けなければならない、②「外ｉＭ嗜業労IiillUM係特例法」は

未だ施行＃l川ができていないので、施行卿iAllllがIIi'1定されるまで労ﾎⅡ結成を留

保するように、との方針をﾗﾊﾞした。一力、会社側も２)１２１[|に、労使交渉の

強要・ビラ配布などが社I1ll述反に当たるとして労illll文Wll長を解雇した。

ほとんど今部の従業員が１|:内食蝋に髄城したのはこの直後からだった。髄

城労Ili11者の要求は、①支簡|服のl川Ii:復職・洲|』と労Iiillillll谷を交渉11|体として

認めること、②「労illⅡは共)龍党とlTiⅡ折云々」の社踵発言について公に謝罪せ

よ、③労使協議会のlⅡ''1寺設世、④ﾕlｷﾞ務室とｲ|･器のｆＷ、の４項|=1であった。

故終的にはく労働)i:．jlill谷代表・会社代表の三洲'１１で協議が行われ、３）Ｉ

５１]に協定香にサインすることで一応の結杵をみた。

ｌｊｌ》定書では大略以1ﾏのことが11)<')決められた。①労仙はLMf性lfil-このため

に今後ﾈＭ:協調する、②労使ともに、このｌｌＩｌに提''１,した救済''１請や告訴をｌｌｘ

ｌ)下げる、③支部長を復11Mtさせる、④会社は労jlillの要求（労使ＩＨＩ》議会設泄・団

体協約の締結・事務案の提供）を受け入れる。

（２）全泰壱青年の焼身自殺一零細企業での処遇改善など（1971年～）

1971年１１１１１３[|、ソウル１１丁の平ｲ|｢lIj場の背ｲﾄﾞ労IIIill新・全泰壱が、零細企業

労１，１１肴の処遇改善に一向に誠意を示さない企業主・関係機|判の態度に抗議の

焼身IL1殺を行った。このことは、今も多くの人びとの記憶に焼きついている。

この事件の経紳とその背荒については、すでにこれまでに多くのことが語ら

れてきている（金英瑛［1978]、皿ｺﾞﾐlIil復統一促進|玉|乢会i瀧｢1本文部編［1977])ｏ

したがってここでは、事iﾉﾄの経紳それ自体や平ﾌlil1iIT場（被１１M製造や衣類商を

営む零細企業の密集地域）の榊造などについて評iNllに記すことは避けたい。

また彼の蝋くかつ苦靴にilMjちたL1iill:についても同様であるが、ただ一つ、彼

がリーダーであった「三棟親|曜会」（平和ilTj粉を榊成する三つのWhi1ili街の横断的
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iilll細）が平和Tl丁場の経`鮒Ｉたちに対して行った姓i縦の|人l容から、二ＷｌｌＴＩｊ場に

おける労働条件と、その改稗のために苦闘していた彼らの切実な要求がどの

ようなものであったかを脈認しておきたい。

すなわち、①作業時''１１は、夏はﾉ|ﾕiiii8時から午後７時までとし、冬は午前

９時から午後811ｉｆまでとする。②体||は定期的に|｣ll1iIl｣毎に休むこととする

(補充事項：」上むを得ず超過勤務する｣』li谷は、zlfiiiiに従業員の了解を求め、

丁当を要求できるものとする)。③作業時'１１１を守らない企業主に対しては、

本会の名で告発のｲﾙｳﾞiを11Xる゜④I1ikljl〔診'折はlfIiに２１史、全此に対して行う。

伝染likiが流行したときには、Ｔｌ7場においてii11:ちにr防注射を受けられるよう

にする。⑤見習い二［（シダ）の１１｣|Xは、nil行の3000ウォンから、fMf6000

ウォンにまでﾘ|き」Ｚげる。⑥本会は、定期総会を節３週の体|］と定めて、午

iiiilO時に二|『iiii協縦した場所において行う。⑦臨時総会は必要な時にいつでも

W(集できる。

以上が78年10)］８１１付の処議の|ﾉﾘ雰である。こうした建議に蝋Ｉ)込まれた

内雰は、１z和Tl丁場にlIil〈約２万人の労Ilill者にとっても、きわめて切実なもの

だったと思われる。しかし、経営子iiはもちろん、リブIlill11f、報jii機llM等への陳

,Iiliはほとんど効果を挙げ得なかった。１１月131]、平和117場の500余譜の労働

料のデモのiM1I1で'二l殺した彼の岐後の'Ⅱ|ぴは、「鋤ﾂ餓準法を遵守せよ」「わ

れわれは機械ではない」というものだった。

彼の死が今社会的な衝撃ﾉ｣を持ったのは、、焼身〃という方法の異常さの

ためばかりではなかっただろう。それは、彼に象徴される多くの労I1Iill満の存

ｲＩｉが、韓国社会にとってのいわば、死ｊｌ１〃を成しており、高度経済成艮の影

の部分が一挙に|と||]のもとにさらされた、という点にｉｉ婆な});Ｉｌｋｌがあったと

A1Aわれる。まさに゛疎外されたｲＭｉ〃の11むに｣|:まれぬ死をlllfけた絶''1|が、

はからずも高度経済成長政策の矛盾を溌呈させるﾙi1i采になったのだといえる。

この事件に対するﾂﾅ１１１１庁の対応は次のようなものだった。つまり、①勤労

JiL準法の適川対象をﾘi1行の16人〃L模以化の企業から１５人以下の企業にも拡大

するとともに関係法令を改j[する、②零細企業労111W肴の労iMl結成を械柳l<｣に

支援する、③企業主と'1|体協約を締結できるようにし、平和市場－，|M‘のＺｌＩ業

主をｌ砿災保lIjtに力||人させる。
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榊国労総もまた、平和TIT場をはじめとする零細企業の労Iiill満の組織問題を

検討するとして、１１)1271]には、韓国労総会館において「迎合労jill清渓被服

文部」結成大会を持てるまでに支援活動を行った。もっとも、ｌｌＨｌ５Ｈ付の

｢労総報」の＄主張〃において、日らの責任について次のような言及をせざ

るを得なかった－miも|両１時にある。つま')、「わが労働組合の組織が群小企

業にまで及び得なかったのは二}1実であるし、したがってiIilI谷活動を通じてこ

うした事態を未然に防ぎ得なかったという点について、自ら責任を感じざる

を得ない」と。

全泰壱青年の死のインパクトは、行政機関や既存労jillの一定の対応措置を

リ|き'卍,すだけにｌＬまらなかった。人権団体や報道機関の注意を改めて喚起し

たことは言うまでもないが、何よりも、声1ﾘ１．街頭示威・Ｉ析食龍城等の具体

的な動きが生じたのは学:生述仙の領域においてであった。それは、学生層の

労働問題に対する新たな関心の始ま})だった。

以上のような経過から、エＩｚ利Tl7場における一連の事態が、７０年代の韓国に

おける労働運iillのスタートとして位置づけられる。それは'1籾01的に70年代初

頭に発生したからというばかりでなく、その後も折にふれて迎mjj主体のｲl1lが

立ち返るべき原点の位置を占め続けていると思われるからである。

平和市場の労働者は企業主や行政当局への働きかけの形を取った運動を展

開し、労働組合結成を当mliの|｣標としてはいない。労側者の生存権までも危

殆に瀕する、既存労組からも忘れられた存在にあったこともその原因として

挙げられる。この点で、平和Tlj場労働者とは別の系譜に属する労働運動も、

この時期に多く発生している。つまり労働ﾙ朏鯵結成の過科での不当労働行為

をめぐる労使紛争傘である。これらを佃別ケース毎に詳述する余裕はないが、

いくつかのケースを記すと次のようをものがある。

（１）労組結成の主導者に労糺l脱退を強要し、挙句ドライバーで頭を突き刺

して100日間の昏|唾状態の後、労働者を死亡させた「林栄繊維」の労使紛争。

いわゆる小金珍洙〃事件（71年４)1)。

（２）労組結成の動きが始まると、会社Ｉ11Ⅲが対抗組織をつくり、既存労組も

自主的な労組結成に協力的でなかった新進自動工'1の労使紛争（71年４月)。
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（３）「|玉|家保術法」により、争議j､法判定がくつがえされた、ユニオン.セ

ロファン労ﾙⅡ（72flilⅡ)。

（４）労iMl支部便の立候補予定粉に対する転勤命令の撤|Ⅱ1を要求して労使粉

ｲﾄが発生したjl(it1通|毛紡の労使紛ｲト（72ｲli8月～)。

（５）労ﾙⅡ結成の動きに会社Illllはい休業〃で対抗、労Ilill者の髄城が発Ｌ１Ｌた

ｊｌｉＩ１－鉄鋼社の労仙紛ｲト（73年12)])。

以－kのほかにも、処遇改蒋・賃金ijlき上げなどの要求をめぐる労使紛争も

あるが、割愛する。

（３）現代造船所労働者の反乱一労職間の差別待遇反対など(1974年９月～）

７４ｲ|主９月191｣夜から201]未1ﾘ1にかけて、皿i1代造船所蔚１１１工場の労11ﾘl肴約

3000人が、器物を壊し、警Iilli室や采ⅡlIliに放火するなどの暴力的様jHlをおび

た反i1iLが起こった。。'１態が'｡然発Ｌｌﾐ１１<｣で、一挙に拡散したこと、爪化学12業

化のシンボル(I<ﾉｲＭ２であった造船業の、しかも労IMI谷のない大企業で発生

したことなどの点でｌＵ:'''１のＬ１１三|を集めるには十分だった。｜玉|会の保健社会委

員会でもこの'''1題がllXl)」こげられ、会社Il1llの利ilM一辺liillの態度が｣j党議災か

らも厳しく批判されたりもした。

このような事態が発生するには、Ｊ１然それなりの背景があるが、それはお

よそ次の諸点だと考えられる。節ｌには、現代造船所･は72年３月に、造船所

旭=l:と同時に、施設も不充分なまま操業を|＃|始したことである。節２には、

約２〃人の労IIill粉が３交粋で勤務するが、これら労ＩｌｉＩ村の'１１には、正j1lの訓

練を受けた後に入社した者、そうでない者などがｉｌＭｉしていた。節３には、

外|玉|からも受注できたのは人件iLllが炎ｲl11iであったためであるが、この点こそ

が労１１１１者にとっての核心(|<]'''１題であった。第llLlには、会社は73年８）Ｍから、

多数労働者のfiI;1Mを他の会社に1､袖させ、下請会社は、それをさらに技能工

などに下請させた。その結采、技能=[たちは従米の社員としての労Ilil条件よ

りはるかに劣悪な条件の下に置かれることとなった。

以上のような背哉の'１１では、ネ|:貝が発した技能工に対する侮辱(1<｣発言は、

労IilI者の悩怒に火をつける最後のきっかけでしかなかったといえる。

ＺＩｉ態が暴力(1<｣様朴|を呈する前の1911午前８時１J〔から、200余名の労Ilill者は
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以1くに掲げる13項[Iを要求してデモを行った後、代表肴を選んで会社｛I1lと交

渉を行っていた。その要求は、請負Ilill反対・労IiIi1lMfr結成・社員と技能工の

差別待遇反対・ボーナス支給・ｌＩ寺Ｉ１Ｉ１給100％i)|き上げ・休息'1寺llM（午前・午後

各10分）を賃金算定に入れる．食費補助の改稗・能率給Ilill度の廃l上・不当解雇

禁｣Ｉ・奨励手当の支給・入社３カ月後の正式社員化・交通1111題の解決．'1寺間

外手当支給などである。こうした要求をめぐる会社Il1llとの交渉が何らの妥結

点も兄出せないまま、夜10時過ぎからⅡ｣,動してきた労側者が合流して、冒頭

に記したような事態となった。

この一連の事態に対して林国労総は、労IilM谷がなく対話の窓口がないか

らこそ、こうした事態が発するのだから、今後は労jNIの組織化を妨害しない

よう当局に１０１侍する旨の声Iﾘlを発表した。

しかし、これ以後も永い'''１，現代造船所に労働illIl谷が結成されることはな

かった。高度経済成長期の正厚長大な産業における労使関係も、暴発的な形

態をとったか否かの迷いはあっても、全般的には、労使間に良好なパート

ナーシップが形成されていたとは言えそうもない。

４都市産業宣教会の公然化と労働運動

1970年代後半に入ると、政府の労１１１１政策iniにおいても、争議行為の＃U制を

強化しつつも、労使協議会の設置をiiii而にl1I1し出すなどの変化がみられた。

一方、運動主体の('１'１にもはっきりとした変化がみられるようになった。そ

れは、キリスト教卜１１体と労側iMl谷とのつながりが公然化し、強化されていっ

たという点である。

キリスト教、とくに祁市産業宣教会が労働述動に|對心を持ち、その連動を

展開し始めたのは、すでに50年代の半ば噸からとされている（超［1988])。

しかし初期の１０年|Ａｌは、Ｍiなる宗教的関心から、｜川題を労Iilll者ｲ'３１人の''１１題に

還元するという限界を脱し得なかった。しかし60年代後半に入ると、労働組

合連動活性化のための支援活動を行うようになる。つづく第３段階で展開さ

れたのは、労働運動の民主化のための運動である。そして第４段階では、労

働三権の保障と労働者の人椛を擁謎する運動を展|}Mした。ちょうど「|玉|家係
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衛法」施行以後の|I制Iにｲ１１当する。第５段階は、熈主化のための政治|ﾅﾘ争の

時期である。これは74年１月の大統領緊急拾iiZi第１号の発布以後の段階であ

る。以下で記すのは、この第５段階での労働迎動についてである。この時期

に特徴的なことの一つは、都Ｔｌ丁産業宣教会・第一線の労働jiIl合対肺国労総と

いう対立の|叉|式である。しかし、都ill膝業宣教会は当初から糠国労総と対立

関係にあったわけではなく、初期にはむしろ協調関係にあった。分岐点は前

記の大統領緊急拙満への#|lTl7朧業宣教会の反対声|ﾘ１の時であったとされる

(趙［1988])。

この時期を象徴する労IIiI遮加として、なによりも来－紡織とＹＨ貿易の労

使紛争を挙げなければならない。

（１）東一紡織一労組活動への妨害反対など（1966年～）

束－紡織といえば、1978年２月の労組代議員選挙妨害に伴う、いわゆる

い糞尿事件〃が余りにも有名であるし、ややもすればその一点に関心が集ま

りがちである。しかし、それに先行するいわば前史もあれば、その後'-1諏も

ある。ここではその流れにこそ注|=)したいと思う。

束一紡織の前身は東洋紡織で、すでに46年３月には労iillが結成され、８時

間労働実施などの成果を挙げたこともある。しかし、６１年の５．１６以降、産

別体IIillに移行してからは会社と協調的な組合となった。この状況はその後永

く続くが、６６年lo1三lには、仁)||都市産業宣教会の趙和lllH牧、が同社で６カ月

の労働体験をする。７２年には林'五lで初めての女性の労組支部長が来－紡織で

誕生している。７５年にも柳ぴ労iillの女性支部長が選ばれる（従業員は女子

1000人、男イ300人)。以後の事態の流れを１１誌風に記すと次のごとくで､ある。

７６．４．３予定されていた代議員大会が、会社ｲⅡＩの代議員動員(、野遊会〃

名[1）のために流会。労使紛争発生。

７６．４．２３労組代議員大会、会社(１１１の妨害で再び流会。

７６．７．２３会社｛llI代議員によるjill谷設立。

７６．７．２９繊維労連木部で委員長交稗（來一の事態の責任追及)。金氷泰

選任。

７６．１２．２５繊維労連収拾委、事務職員も労刷[に力１１入させる案を提示、女子
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労働者大反発。

７７．２．５会社・繊維労連・労IHI庁・労働料代表の４者lIMで６項目の合意

成立（自主的に代議員大会|)ﾄ|催等)。

７８．１．２３繊維労連全|正|大会で規約改正。事故支部認定をめぐる本部の権

限強化。

７８．２．２１束一支部代議員選挙時に、労働満に汚物が投げつけられる。

７８．３．１０労働節記念式典会場での來一労Ilill者によるデモ発生。全国にＴ

Ｖ中継。

これ以後各界での支援活動が活発化する。

７８．４．１束－１２６名の労働者集団解雇。

78.12.30中労委、束一労働者の不当労働行為救済1:'1請を却下。ソウル高

等法院に控訴。

７９．９．１２大法院、都産の趙和lllij牧l1iliの緊急措置述反事件の上告を棄却。

７９．９．１４大検察庁、都産を、容共分子〃とする調査結果を発表。

この後、８０年の小ソウルの春〃の時j0lにも束－労ＩｉＭｌ者の労組lRi主化迎勅は

続けられたが、「５．１７事態」以後、沈黙を余儀なくされることとなった。

（２）ＹＨ貿易一一偽装倒産・解雇に反対（1975年～）

ＹＨ貿易は、1966年に１０名程度の従業員でカツラ生産を開始した。カツラ

輸出の好調と政府の輸出支援策も手伝って、同社は急速に従業員規模を拡大

させて、７０年頃には約4000人の従業員を擁するにまで成長した。しかし75年

当時には、従業員は1800人程度にまで縮小されていた。カツラ産業の斜陽化

や在米僑胞である張龍浴社長の海外送金等が原因とされている。さらに78年

頃には、従業員は500人規模にまで減少していた。

ＹＨ貿易に労働組合が結成されたのは75ｆｌｉ５月であった。ＹＨ貿易労組に

ついても、７８年８月の新氏党舎髄城の局、が注目を集めることが多い。しか

し問題は、それ以前にもあった。７８ｲﾄﾞ頃から、輪'11,は増大しているのに減員

が行われ、注文は下請企業に|Ⅱ|されることが多かったからである。５月の定

期大会後、労働庁立ち会いの下で、減員せず．工場移転は労使の事前合意

で・休業せずなどの合意が成立した。７９年３月に入って、４月末で廃業公告
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を行う''''１廻がiV燃し、いったんは廃業撤llilの約來がｉＩ卜られた。しかし、ほど

なく再び廃業公告が''１，されるに韮')、労ilillは、大統伽|;|:．労働)i；・朝鮮銀行

(主取り|銀行）などへの|凍情を続ける．７)1171]、労Ilill1i:が「解決策なし」と

liT1答して以降、労ﾙⅡの髄城・会社Ｉｌ１ｌｌのロックアウトという緊張した労使直接

対llI寺の局i｢'iが続いた。新IXj党舎への鑓城は、こうした経過の後に登場する局

1ｍである。このiiii後からのji)jlhlについてはわが'正|でＭＩＩ介されているので１１１

複は避けようとＡＬｊｌ､う（三iill1i［1979､他])。

ＹＨ貿易の労仙紛ｲﾄが大きなインパクトを持ったのは、警察の強制解散の

過程で一人の女イ･労Ilil稀が死亡したからばかりではなかっただろう。都Tlj産

業宣教会などのｲ''１介があったとはいえ、従来は節一線の労働料が寄りつこう

とさえしなかった政党の本部にい駆け込み〃の訴えを行ったことも、大きな

驚きをもって|lllll1に迎えられる要因となったと思われる。そしてこのことが

また、その後の|玉|政の争点を形成するに大いに｣Ｊっている。おそらくＹＨ労

使紛争の渦''１にあった誰もが利lllもしなかった事態が|川iiで腿|)ﾄ|される。司

法府による金泳三総］jlIiの総裁IIilli剥奪→金泳三総裁の朴政椎打倒宣言→金泳三

議員除名一>各界に起こった政椛批判の11ﾘ)き→釜'1」・‘IIi1lllの政椛批判デモ→非

常戒厳令の宣布。こうした一迎の政治過概についてもまた、ここで繰')返す

までもないだろう。

束一紡織とＹＨ貿易の労使紛争は碗を接して発’'化ている。ｌｌＩｉ者は、都Tlｊ

産業宣教会との強い述係を保持していたこと、既存の労iIillの迎勅路線の枠iMl

にも納ま')切らなかったことをどの共j1,点を侍っている。反iniで、労働組合

活動の祷繊という点ではITU者に大きな差異がある。しかし何よりも大きな違

いは、ＹＨ貿易のﾂﾅIill打がはからずも朴jli煕政椎の、終りの始まl)〃を減''１，

する役#;||を担わされたことに求めることができるだろう。

〔注〕

(1)｜)｜１発jMiiの腰|＃１１０１の労Ｉｉ１ﾘl政策として、ツナ鋤料統Ilill〃という表現がよ'）

適切だとの州Mi6あＩ)１ＭLる゜もちろんそうしたい統Ilill〃面が労Ｉｉ１１政策とし

てのＺｉﾐ要な('''１Uliを成していることはいうまでもない。しかしliiil時に、政府

の労111政策が災効('<)支配を191徹するためには、－ｍiでの強ＩＩｉ'1と|両1時に、他

、iでの耐Iと１発(l<jliTl調〃（仮にそれがイデオロギー.I11i報操作の紡呆であって
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も）の側面をも持たざるを得ない。、労働者統IliII〃という表現のもつ、

､強制〃面の過度の強調ニュアンスを避けるとともに、＄強制〃と、同調〃

の両者を包み込んだ概念として、ここではとりあえず、統合・包摂〃と表

現することとする。
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第３章、ソウルの春"以後の労使関係政策と労働運動

ｌｊｌｉ云換期の労使関係政策

1979年秋、朴I[煕大統緬が凶ﾘlliに倒れた後、つかの'''１の、ソウルの春〃を

経て、第５共和|正|の全斗煥政権がスタートする。この時期を開発独裁からの

転換期と枡定するのは、主として「先進|玉|の経済と社会に向けての経済政策

の転換のために、比較優位の産業榊造への転換や技術立国などが重視され、

とりわけ市場経済の|とllll化と公共政策の兄iiIl:しや|ﾉl需拡大が強調されるよう

になった」（小林［1989]）ことを根拠としている。それは当然に国家の労働

政策にも投影されるはずであるが（金111雪［1988])、当初から必ずしも明確

な形をとって反映されなかった。８２年からの「経済机会発展五カ年計画」に

は、’ﾘ1F1に社会|)}１発やTII場原II1の導入が|=|指されている。それと同様な流れ

として、例えば労使'二|治のH1(111]が、８２年を前後する頃から登場してはこな

かった。今斗煥政権の初期には、むしろ経済政策にみられる理念の方向とは

逆行する多くの労Ilill政策が採川されさえした。のちにみるように、それらの

政策は維新体Ilillの強化を[|指したもの、との評I1lliさえⅡ』,るほどのものであっ

た。そうした労働政策にようやく変化がみられるようになるのは、全斗煥政

権の後半から終盤にかけてである。

このように、全斗煥政権の経済政策における転換と労IiMl政策におけるそれ

には時ｌｌＵｉ１０なずれがある。それと同時に、ｊＩｉｚｉ換のメルクマールとなる決定的

なもの、例えば「経済社会発展５カ年計UlⅡ」の策定のようなものは、労働政

策においてない。したがって、転換)91における労働政策の内実をつぎのよう

なものとして捉えることが必要だと思われる。つまり、1980-81年の労働法

の改廃を始期とし、1985-86年のそれを終j01とする一連の変化を含んだ過程

としての把握である。それはまた、次の段階でのよりドラスティックな転換
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を準備してゆく過程でもあった。

まず前段の80-81年の労ＩＭＩ政策（集lI1的労使関係）の改変としては、次の

ようをものが挙げられる。

労働組合法関係については、①企業別組合体IlilIへのDli云換一労組の設立は

原！']として企業111位で行われることが1ﾘ1文化され、一企業一jllll谷の体Ili'１とす

る。②労組設立の要件の厳格化一|司一事業所の労lliI者の５分の１以上また

は30人以上の賛成が必要とされ、’'１小企業や地域谷|司労jlillは設立が難しく

なった。③労働jlill谷の役員資格の厳格化－１年以_この勤続者の'１１から組合

役員が選ばれるが、その欠絡zlJlllがIﾘ|らかにされるとともに、役員の任期が

IIill限され、＿上部111体役員との兼務も禁じられた。④第三者介入の禁lL-直

接労働関係を結んでいる労１１１ｶ打または労働jliM陰以外の肴（つま')第三者）は、

労働組合i舌動に関与できなくなった。⑤団体交渉権委任のIlilllIN--従来は団

体交渉に参加できた上部|Tl体の役員も、事前に行政官庁の承認を得なければ

ならなくなった。⑥'１１体協約の有効j0111Uの延長など－団体協約の有効期間

を最大３年（賃金関係はlfli）まで延長できるとともに、協約内容に対する

行政官庁の取111命令が１１１,せるようになった。

以上の改定のほかにも、ユニオン・ショップ規定（節39条鏑２項似書き）が

WＩ除され、組織の維持・拡大には大きなネックがLliじたとされている。また、

組合費の一定割合をilll谷貝の福祉活動に充当すべきこともjA定された。

つづいて、労働争議訓幣法関係の改定についてみると、①準公益事業の設

定と職権仲裁の拡大一「|玉|民絲済に軍人な影響を及ぼす事業で、大統領令

で定める事業または事業体」が準公益事業とされて、労調法は公益事業に準

じて適川される。職椛ｉ１ｌ１裁も公抽事業以外でいI能となった。②冷却j0l間の

延長一争議行為に入る以iiilの}令lillj川]を一般二IIL業・公抽zljI業ともに１０日間

ずつ延長した。③第三者介入の禁｣'二~労組法と|両I様に、争議行為などへの

第三者の介入を禁じた。④特定巌業の争議行為の禁｣上と場所の指定一国・

地方自治体・国営企業および防衛産業に従事する労働者の争議行為は一律禁

'上するとともに、争議行為は当該事業所以外の場所では行うことができない

よう規定された。

以上に加えて、労使協議会法が新たにIlill定された。これによ'〕、従業員
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１００人以｣このすべての企業に労使協議会の設缶が義務づけられた。それと同

時に協議事項についても、苦情処理、安全・保健・作業環境、生産性向上、

教育訓練などで|ﾘＩ１ｉＷｉに規定した（季炳泰［1990])。反i([iで、労働部長官によ

る労使協議会のIlW(散命令椎や役員の改選命令椛棚A定された。

1980年-81年の労使|兇Ｉ係政策の主要な改変は以-ｔにみたとおりである。要

するに、労働jM1谷のiiIi勅を徹底的に企業内に封じ込めたうえで、労使紛争の

予防と仰Ilillのための行政椛限の強化をはかる－これがこの時期の労働政策

が[|指した力'６１であった。ルlli新体Ilillの維持・強化を|=|指した、との評価iがⅡ｣，

される根拠ともなりうる。そして維新体Ilil｢|､･での労使供1係を税ilillしていた|玉｜

家保衛法がこの'１棚lに)ﾂﾞSllｺされたのは、すでにみた労iIill法・労調法の改定が、

光分に国家係衛法に代替しうることと判断されたからだと思われる。

ここまでにみてきた第５共和|玉1の労使関係政策に一定の修正・変化がみら

れるようになるのが、1985-86年にかけての時｣０１である。この時期になぜそ

うした変化がみられるようになったのかについてはのちにみることとして、

ここではひとまずその変化のＩｌＨｌｌ１舟をみておくこととする。

まず86年蕊に改定された労働組合法関係については、次の諸点が指摘でき

る。①介入を禁｣|iされていた第三者の概念から、）剛'１労組とjiiil洞労総を除外

した。②労組に対して解散命令を出すときの条件を厳しくした。③組合費の

一定割合に対する使途を規定した条項（第24条第２項）をWll除した。④上部

団体への交渉権限の委任については、行政官庁の承認を必要としなくな})、

組合員過半数のlTil意を得た後での申告だけを必要とするようになった。⑤さ

らに85年には、労仙jill合法施行令も改定され、鉱業やタクシー業については、

地域11i位の労IilijM谷の設立が可能となった（製造業については変化なし)。

つぎに労働ｲﾄ識調整法Ｍ３係の変化についてみると、①労働争議の冷却期'''１

が、一般事業・公抽ｚＩｉ業ともにｌＯｌＺｌＩｌＩ１ずつ知縮された。②公祐事業の範l肝|を

具体的にIﾘl示するとともに、準公益事業のjliM左をl1lll除した。③職権仲裁は公

益事業についてのみ可能とした。

またこの１１寺期に、「ﾀﾄ資企業労働関係特例法」が廃｣'２された。これが与野

党一致で行われたのは、「内外企業の区別によって労働者の椛利に差を設け

ることは適切でないとの批判の高ま')にこたえ」たからであると評価されて
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いる゜しかしノミ際には、法ｆｌｔが廃｣卜されても「87ｲＭﾐまでは、関係当局は依

然として組織化を認める界|〃|気にはなく、労組設10ﾉ:''１〈!fを行っても受理され

難い状況にあった」という（ＴＩＩⅢ［1987-88])。

８０年代半ばに行われたulxのような労使|』Ａ１係政策の改定については、８０年

改定以前の状態に復しただけ、との評I111iも可能だろう。そしてまた、今|Ⅱlの

変化が今後の労１１Ⅲ1政簸の方向を}ﾘl｛il;に指し示していると’'４|||折するにも少なか

らず無理がある。しかしここでは、そうした変化を(｣llLした背景や要因にこそ

注[|する必要があると,u､われる。なぜなら、そうした要|火|のIⅡｎの|對係とそ

の総和が、つぎの段ﾙﾄﾞで､のよりドラスティックな1位<換の準Ｉｉｌｌｉ過程ないしは前

史の内実を1ﾘ|らかにしてくれると考えるからである。

そこで、政府の労仙|兇Ｉ係政策を規定してゆくＪ１1本要|火|の一つである労働ilill

谷について、そのiim肌述1ｌｉｊｊの起伏をみてゆこう。ｌ１Ｉｉ序としては、韓|玉I労総

のこの''１１のiiIidij1とその枠内に紬ま|)切らなかった、いわゆる１IIill度圏外〃の

労側述如の肋|(il、そしてそのMIill度圏ﾀﾄ〃の労Ilillﾙ'1谷（２１１二Ｍ篝は「民主労組」

と自称）の巡りi))の具I'ＭⅡを、そのiiii後と後期に分けてみてゆくこととする。

２jIiltl正|労総とmIlill度圏外〃の労I1I1liill谷

韓国労総は、灸斗煥政椛の議場によって大きな変容を余儀なくされた。そ

れには非常戒厳令1〈で行われた「労liiI1HIi化」II1riirfによる形糾ももちろん考え

られるが、主として1980ｲ|主木に改定された労Ilill對係法（とくに労働組合法と

労働争議調整法）のＩ杉糾が大きいと思われる。そこで、８０年以降の比較的短

期'''1に鯨|玉|労総がどのように変化していったのかを、１１１時発表されたあるリ

ポートによりながら、みてゆくこととする（朴［1983]、三iilI1i［1983])。

まず組織労Ilill打の数とMill細率についてみると、８０イド６)三lには組合員数が

１０１万8000人でilMl織率は17.0％であった。これ以後、８０年12)］には94万8000

人（14.7％)、８１ｲＩｉ３）］には83〃9000人（123％)、８１〈ｌｉ９）］には81万8000人

(12.4％)、８１flil2)］には857j3000人（12.9％）となっている。８０年６月を

ピーク（80年３)1には1()8"5000人、167％だった）として、以後はjMl谷員数も

急激な減少傾lfi1を示し、Mill搬率も低下した。こうしたﾎﾟ||谷fi数激減の要因と
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しては、①企業HlM谷への転換、②地域ilill織のiW減、③労iill幹部に対する浄

化措置、④_上部紺織の統Ilill力の弱化、などが指摘される。また、新規に結成

される組合についても、＿上部ﾎﾞlI織の主導・支援の下に行われたケースは80ｲｌｉ

以降まったくみられない。新jMiIi1jIiiの総'２１:数に１体も激減しているのだが、こ

うした現象は、全般的に組谷活動が現Ilillされたなかで、第三肴の介入禁｣Iや

組合設立要件の厳格化などの要lklが作１１)したものと解される。

以上のような組織衰退何ilfi1は糊玉|労総事務局のデータからみたものである

が、同様の傾lfT1は労働部のデータからＭ１;認できる。つま')、組織された労

働者数および組織率は、７９ｲliが１０８万8000人（23.4％)、８０ｲ'２が94万8000人

(20.2％)、８１年が96刀7000人（19.5％）となっている。また、従来は鯨国労

総傘下の|L|大lli産と|='されてきた繊ﾙlIi・化学・金属・自動''1の411i産のなか

で、繊維労述のjMl合員数は81-82年の１年'''1で、１２万9000人から10万9000人

へと２〃人（15.3％）も減っている。同様に、金属労連についても10万7000

人から６万6000人へと４フノ１０００人（38.7％）も減少し、化学労迎では3000人

(2.0％）の減となり、わずかに|≦IIillIII労迎が4000人（5.7％）の増になってい

る（労働細谷総聯盟［1982])。

こうしたiill什貝の減少何ｉｌｲilとは逆に、組合の専従役・llMi員の数は、蝉|玉|労

総においても産別労連においてもﾉ|;'1対的な１１杣'1傾lhlを示している。この内訳

をみると、専従役員の数は減少し、職員の数が噸大しているのがわかる。そ

れにしても、こうした役・lliili員の増川1はたちまちにしてjNl谷財政の1111題にも

直結する。そうした組合11ｲ政の困難さに力Ⅱえて、労使交渉における団体協約

の締結率の低下傾向も(11,ている。もっとも、この団体協約締結に閏するデー

タは、糠|玉|労総1芒1体も全miil<)には把握できていない。繊維労連の場合で､みる

とＹ協約の締結率は751Fに92.0％で、協約が通)Hされるilll谷貝も91.0％を,１１

めていた。同様に、７９年には81.9％（被適)'１のjill谷員の比率は810％)、８０年

には97.1％（97.0％）という比率だったのが、８１年になると協約締結率が

49.4％､対象('1谷員の比率は7.4％へと激減している。この繊維産業での何ｉｌｈｌ

が全産業に共通するのか否か、また第三者介入禁｣Lが主な原因なのか、速断

は許されないが、いずれにしてＭＩＩ織力量の衰退をうかがわせるデータでは

ある。
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糠|玉1労総は、８０年.未の労liIW法改定によって労使||Ｉの力の不均衡が拡大し、

労組の自律性が欄われ、労使関係の不安定さが地大したとして、この''１１の労

使関係政策を批判している（労働組合総聯盟［1982])。

蝉国労総にとって80年代初頭が、冬の'１寺期〃であったとすれば、Ｗｉ'１度圏

外〃の労働$Ⅲ。（民主労jllll）にとっても、この'１柳1は苦靴と再生への模索の

時j0lであったといえる。、ソウルの券〃で解放されたエネルギーのすさまじ

さと「光州二}1件」（80ｲ'２５月）以後にil)|j黙を強いられてゆく状i兄との落差は、

この'１１１の政治状況の激変の投影である。だが、これ以後の労働組合の活動

(とくに民主労組のそれ）は、８０年代半ばにさしかかる|I制０１の鯨|玉|の政１台状

況に強いインパクトを与えた。それと|可時にまた、この'１籾０１の労側附ll谷の運

動も、同時的に進行する政治過秘に逆に条件づけられながら展開するという

過職を歩んだ。

８４年以降、Ｗぴ活発化する民主労M1の運動は、それゆえに強い政治性を帯

びざるを得なかった。次節以降では、東原炭鉱、東国製fliil、元豊毛紡等の労

ilillを具体例として、－度は開花したかにみえた|とⅡl]な労iNliili動が急速にしぼ

んでゆく前j0lの諸杣を柵)iiMする。さらにその後には、清渓被服労組・タク

シー労組・大字自動''1などの労ﾎﾟIl1iiIi1m1を具体例として、後j01の労組iiIi動の展

開を概観する。このiiiijIJlと後期の労働運動を比1校しつつ、その特徴を}''1出す

るとすれば、それは次のようにいえるだろう。

前期の労働運動のなかには、７０年代労働連､ﾘﾉの、例えば労組の結成妨害・

御川幹部批判をめぐる課題をリ|き継ぎながらも、同時に次の時期に顕在化す

る諸問題（例えば、労I1liI者の横の連帯、外資企業での労組設立など）の予兆

ともとれる動きがみられる。だが、それにもかかわらず、このＩ時期の運動は

総体的にみると、個別・分散的という性格を色濃く有していた。ただし、７０

年代との比較でいうなら、７０年代に馴在化した連動のほとんどが繊ﾙＩＩｉ産業に

集｢|'していたのに対して、前期の迎動は、繊ﾙＩＩｉ産業ばかりでなく、鉄鋼・金

属・鉱業などにまで拡人してきている。

これに対して後期の迎勅は、）龍業的な拡がりとしては、前期のそれに加う

るに、自動''1産業、しかも大企業においても発上|ｉしたという点が、節ｌの特

徴として挙げられる。それはlTil時に、この時)０１の糠国を代表する有数の大介
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業においても、労使の対話のチャンネルは整Iilliされていなかった、というＩＩｉ

題点を露呈させたといえる。つぎに指摘できるのは、労働争議の指導''１枢に、

既成指導部を批判する人たちがはっきりと－つの胴を成して登場してきてい

る、という点である。そしてこの層は、学生迦jijjから生産現場へと身を投じ

ていった、偽装就業料〃がその大宗を成していた。労ilillの指導権をめぐる新

||｣勢力の!|【し礫、いわゆるⅦ労・労紛争〃はこの'１棚|から歌場し始めたのであ

る。

さきに80年の法改定ill1:後からの糠|玉|労総のjllⅡ織の衰退ぶ')をうかがわせる

データをみた。しかしjMtl正|労総も、８２ｲﾄﾞ頃から徐々にその組織ﾉJE尿を|Ⅱ|復さ

せ、８５年４月には、労Ilil関係六法の改定を関係当局に建議している。建議内

容は、第三者介入禁｣'二の廃｣'二、団交権の委任条項撤廃、労jMl設立111告Ilillの簡

素化、冷却期''１１の短縮、公益二|「業の範'''1縮小などが中心となっていた。そし

て糠|正|労総の建議内容は、部分的に実現したものも含めると、かなりの二'Ｉ項

が86ｲｌｉの法律改定で実現されたことになる。しかし、だからといって、糊司

労総が総体として底辺労1,1者の要求に]miiから|hlき合う体Iljllになっていたと

はいいがたい。今斗煥政権の発足後、林|玉|労総の最高紳部が机次いで労働部

長官に就任していることに象徴されるように、」二屑部の指liLTIのZ１１点は、政権

の一文桃たらんとすることにあったと考えざるをえないからである。それに

もかかわらず、前記のような処議が111,てくるのは、底辺労働者の要求から顔

をそむけ続けるわけにはいかない、大衆団体の、生理〃のしからしむところ

であるといえる。たとえそれが、状況に促されて、あるいは状況に押されて

出されたものであったとしてもである。

結局のところ、全斗煥政椛の労使関係政策とはどのように概括されるもの

なのだろうか。

まず一般的にいって、糠国の政権担当者の政策決定を動機づける根底的な

要因として次の二つがある。節ｌは、南北分断体制下で、体IIillllll競争での優

位性を保持し続けることである。第２は、いかにして政権の正統性を確保す

るか、という'''１題である。労使MM係政策に即していえば、いかにして自発的

同調を組織してゆくか、という'''１題でもある。これら二つに力１１うるに、全斗

煥政権|司有の課題として、般終｢|<Jには節２のＩ１ＩＩ題に収敵するはずのものであ
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るが、光州における凪衆の抵抗を箙二'1力でＨｆ殺しつつ議場したという、この

政権のⅥ}l］〃にまといつくｉｌ題をどのようにクリアーしてゆくのか、とい

う課題もｎtなってくる。

こうした多方ｍからの課題に対してもっとも適合的な労働政策とは何かを

|H]うとき、たちまち面面する選択肢がある。つま')、労働稀の多様な要求と

運動を吸収し得るシステムの榊築を指lfilするのか、あるいはそうした要求の

'１賀llj,それ'と|体をⅢ害要因と考えて、その予防・lIl1Ili'|にlfilかおうとするのか、

という選択肢である。もちろん、100％どちらか一方に特化した政策選択は

現実にはありえないだろう。ｚｌＩ実、企斗煥政椛の下にあっても、勤労基準

法・最低賃金ＩＩｉｌｌなどの佃H'Ⅲ1労使関係の領域においては、労Imll者の要求の|ﾘ11（

収システムの椎進がはかられてきたと考えられる。しかし、集団的労使関係

の領域に眼をDlj武ずると、ililjり|においては予防．抑IIillのiiiiが強く打ち出され、

後期になって、に1由化〃への修Jliが行われ始めたといえる．どちらの11111面が

より強くiiiiⅢに出るかは、与件の変化によると`思われる。そして全斗煥政椛

後期の変化を促したことについては、第１２代国会議員総選挙に始まる、改憲

政局〃のmj1向と、これと併行しつつ１１柵された労I釛者の述釛が大きく｣〕って

いたといえる。

３咽仮死〃状態からの再生

ここでは、1980年４月に噴き{'1,した労仙紛争、’光州事態〃の後にいった

ん、仮死〃状態にな')、８４年頃からTl)ぴ活発化し始めた労jllIl運動の具体例を

いくつかみてゆく（三iiMi［1980]、季［1986])。

（１）東原炭鉱一賃金引き上げと御用労組幹部追及（1980年４月）

來原炭鉱は、民尚炭鉱の中ではもっとＭ１模が大きく、１９７９１１ﾐには全民営

炭鉱の挑産量の約12％をjliMl,した。従業員は約3000人で、事務職266人、面

接夫1753人、’''１接火1033人の榊成となっている。

東原炭鉱の労働者は、８０年４）1211]から241］までの延べ４nllll、鉱業所の

ある舎北邑を完全に,li拠し、主要幹線道酪にバリケードを築いて警察と衝突
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した。こうした労伽者の1111きは、地域ぐるみ・家族ぐるみのものであること、

生産現場がバリケード封針iされたことなどにより、柿|玉|社会に大きな衝撃を

｣ｊえた。紛争の形態が極めて尖''１,したものであったことも衝撃度をhＭ１した原

|人lの一つであろう。さらに炭鉱労IIIil打の存在が、ｌ]１M的には多くの|正|氏の死

ﾌﾞｨ1地''１+に入っていたのが、突jUlとして几ざるを得ない存在として浮_こしてき

たことにもよるだろう。労Ilil1料の行､)l形態は突'11,した1台|]象を与えたが、要求

の内容そのものはきわめてあ')ふれたものであった。つまり４)]〕０１をiiiiにし

ての賃金；|き_上げ要求が主要なものであった。しかし、この要求が労糺1文部

長と会社側との双方によって４１側,Lされたと感じられた時、労働判の積ｲ|〈の不

iiMiと不信が爆発したのだといえる。

４）ｌ２４Ｈ、警察が労l1ill肴によ'),li拠されていた文将の建物をＷ接収したの

を岐後に、Ｔｌ丁内の秩序は|Ⅱ|復し、iiiｸiⅡ事と労I1Iill者代表との'''１で、１１項'三1にわ

たる介意が成立したことで、この、舎北事態〃はひとまずピリオドを打った。

合意の内容は、①文部｣量の過lljl〔、②~|､Tii1i企業従業、の賃金ﾘ|き上げ、③ボー

ナスのり|き'・げ、などを含んでいた。ただ、こうした合意とは》'|に、東原炭

鉱におけるよ')岬Ｍ<Jを'''１題として、賃銀Ilill皮（iii1iiilli'１)、劣悪な作業環境

からくる災;l;発L1i率の高さについても'''１題にされていたこと、この点にも注

Ⅱしておく必要がある。

（２）東国製鋼一会社側の労組活動妨害（1980年４月）

束'五|製鋼仁)''二[:場の労働者は、３０％賃余り|き化げ・榊内食堂設ｌｉｆｔ・ｉｎ助バ

ス述行・ボーナスの労lIilli兼))'１支給反対などを要求して、４１１１６１]純城（I`１５１）

込み）Ｍｌｌ争に入ったが、会社はl1l111この要求を受け入れて、髄城は解かれた。

一方、釜'''二[jiﾙの労伽者は、４)12811から、労組結成妨害の''１｣上・賃余り|き

｣こげ・退職金の累進Ili'１実施・労llMillllの差別待遇撤廃などの９項|=|を要求して

髄城に入った。会社Ｉ'1'1の責任者.（Ｈｉｌｌ社｣た）が具体'１りな解決策を提示できず、

リップ･サービスに終始したことに'１１(激した労働者200余人が事務寵を襲娯・

放火する事態に至った。４)1301｣になって、各部署》||の労I11iI者代表と会社ｲ11|｜

との協議の結果、賀金llll題を除くすべての要求を会社が受け入れた。この'川、

労働料・警察双方に１１名の負傷料が'１１,たし、会社('''１の建物被害も侭を超えた
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とされる。またこの過程で、労'111稀６名が戒厳ｲij告令違反で拘束された。

（３）平和市場一退職金制度実施（1980年４月）

連合労組清渓被服支部の労働者は、1980年４月８１]に、賃金リ|き上げ（平

均35～40％）・ボーナスを年''１１１５カ月支給・１１三１１１～1311寺間の長時'''１労働禁

｣上・全事業場に退職金制度実施などを要求して、髄城を開始した。４月１５日

に至って、労ＩｉＭｌ庁の調停案が'１',され、①平均29％の賃金ﾘ|きIえげ、②１０人以

上１６人未満の事業場でも退職金を支給する、という２点での合意が成立し、

紛争にピリオドが打たれた。この過稗で、平和TIj場の労働者は、自らのボー

ナス要求をリ|っ込める代わりに、よ')強い波及効果を持つ、対象労働者が多

い退職金制度を選んだ。平和Tl7場の労働者約１〃6000人の要求の枠内にだけ

｣こまるのではなく、この時点で零細企業の労働者約１３刀人に波及するといわ

れた退職金制度が選ばれたことは、やは')注|'されてよい。

平和市場の労'’1組合は、この後（80年末）非合法化され、永い苦難の道を

歩むこととなる。このHI1、合法性|Ⅱ|複のための地道な活動が続けられ、８４年

に再び前面に登場することとなる。この清渓被１１M労組（平和11丁場）の活動を

契機にしたかのように、84-85年の労働運動の高揚局面が訪れるのであるが、

それはのちにみることとする。ともあれ、７０ｲﾄﾞ代初頭の全泰壱青年の焼身自

殺といい、84-85年の運動の走りになったことといい、この決して大きくは

ない労働組合の持つ一徹の象徴Ｉ！|ｉは、なにに'１１米するのか。零細企業の退職

金１１;'１度を選び取った')、零M'11企業への税ilillの特典を要求できるこの組合の体

質の｢'１にも、一つの要因をみることがで､きるのではないか。

以｣この他にも、１１１南電気、｜]新製fliilなどで組合幹部の退ljIliを要求する労働

者の運動がjlll次いだ。現に、金属労組の委員長と、鮠国労総の金氷泰委員長

(繊維労組出身）は退陣に追い込まれている。

この間の労働争議の発生状i兄を数fTt的にみると、次のようになる（労働庁

の５月１日現在の集計による)。

８０年１－４月の争議発生件数は809件、このうち635件が解決し、147件が未

解決。争議の原因は、賃金の未払い（560件)、賃金ﾘ|き上げ（77件)、休・廃
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業反対（25件)、労Ij11iill谷UM係（37件）などとなっている。争議の類型別には、

作業ｌ１Ｚｉ否（35件)、瓶城（39件)、示威（９件)、集団陳情（726件）となってい

る。とくに４月に入ってからの集lIl行仙は、総数58件のうち、作業拒祈（２７

件）と髄城（29件）がほとんどを占めている。

こうして瞭原の火のごとく充Ｌ１Ｌた労仙紛争であったが、６月1711に、東

原炭鉱の労組幹部81人が車法会議に送られたのを品後に、労ＩｉＷＭ合の動lfTIは

ほとんど新聞紙Ⅱhiに幾場することはなくなった。里'１災、労糺lの活動もほとん

どが惇｣|主状態に入って、労ilill迎汕全体としてはいわば蝋仮死状態〃がしばら

く続くことになる。そうした'１１で、例外的ともいえるiiIii動を展|;Ⅱしたのが元

豊毛紡の労働組合である。來一紡織・ＹＨ貿易の流れをくむ初jUlの民主労iill

のいわば最後の墜坐ともいうべき存在だったのである。

元豊毛紡は、その前身が蝉'五|毛紡、さらにその前身が韓国紺紡であり、そ

の創立は1953年にまでさかのぼる。iNl谷活!lijlも7011主代初めから活発に行われ

ていた。この'１１１で注'１されるのは、７３年に、糠匡|毛紡が倒産の危機を迎えた

時、労１，１Ｍ谷が会社の連尚椛をijlき継いで、韓'五|では初めて、労組による会

社運営を始めたことである。その後、７４年末に会社は公売処分に付されて、

元豊産業にリ|き継がれ、元豊産業毛紡]:場となる。

７０年代末には、來一やＹＨと並んで、jlllTIJ産業宣教会と連柵しつつ活動し

ていた。８０年末の労働関係法改Ⅱ{と|劃逃して、釜Illにある元豊タイヤ労組と

の統合'''1題が起こる。化学労jllllと繊維労iillとの統合の企図は、iMl合つぶしで

あるとして、毛紡のjlMl合はこれに抵抗してゆく。jMl織111)題が未解決のまま、

団体協約の更新もできなくな')、元豊毛紡の労使UM係は緊張状態に入って

いった。８０年後半からほとんどの労使紛争が許容されないという政治状況の

中で、尤豊毛紡労組は、組繊を守るiili勅を続けたⅡlli-の労Imlilill谷だったとい

える。８２年に入って、労組による争議l11fliの提出、行政当局による不受理な

どの経過の後、労iliu活動家への集団暴力こ'平件が発生した。その後、労働部に

よる調停案の提示、労紺による１１１否などの後、９)]末に大量の解雇公告が'11,

されるに至る。

詳細な経緯を追う余裕はないが、この入城解雇をもって、尤豊毛紡労組の

組織的な活動は終｣'二符を打った。この'''１，孤立無援の''１で、会社｛ⅡＩとばかり
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でなく、労働部や警察・ＷＬ１安機関とも渡|)合わねばならなかった元蝋毛紡労

組の姿は、７０年代木からその姿をﾘilわし始めた民求労ﾙ11が、郷台の正面から

去ってゆかざるを得なかったzlI情をlWf示している。

つぎに、しばらくの沈黙の後、８４年頃からＷぴ息を炊き返した感のある労

組連動について、その柵ll1ffをみることとする。これまでにみてきたのが前期

の運動であり、これからみるのは後j0lの連動である。

（４）清渓被服労組一合法性回復（1981年～）

1981年１月に、平ﾈl1TI1場の清渓被服労組は、ソウルTlTより、労IHI組合法第

32条により解散を命ぜられた。具体的な根拠は示されることなく、ただ「清

渓被服労組はすでに解散された」との|ﾛ|答が練')返されるだけであった。こ

の後、この労組は主として裁判を通じて、その合法性lIl復の活動を展開して

ゆく。それと併行して、肺|玉|労働者福祉協議会などとの結びつきも強めて

いった。８４年３月の労働節には、｜TTI協議会主(ｉＭの集会に300余人の組合員が

参加するまでになっていた。また３月末には「清渓被１１M復|[|準備委員会」が

結成された。こうした１舌Iil1の集大成ともいえるのが、８４ｆｌｉ４)１８日に出され

た「清渓被服労１，１Ｍ谷復||]宣言」であった（李泰笑編［1986])。しかし、こ

の宣言はただの宣言で終ったのではなかった。この後、清渓川の労働者と、

《労学連帯〃をlIv号する学生とが合流して、ソウル'１１心部で街頭デモを行う

と同時に、警察の装11]ZlIに火炎瓶を投ずる行動に出たからである。行動形態

が従来のそれよ')はるかに突ｌｌ｣,していたからばかりでなく、労IliI者と学生と

のつながりが公然たる姿をとってｌＭｉｌしたことは、社会の耳'二1をリ|きつける

に充分であった。

（５）タクシー運転手の集団示威一社納金廃止・月給制実施（1984年５月）

1984年５月下'illから６１１にかけて、大Ell市での集lIl示威を皮切りに、また

たくまに全国の主要都市に波及していった、タクシー述転手による集団示威

は、社納金（水揚げ高のノルマ）廃止、長時間労側禁｣上という要求の内雰で

は共通していた。タクシーによる集団示威で、都市の交通は麻陣状態になっ

たにもかかわらず、当時のIIL論の大勢はどちらかといえば述転手に対して理
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解を示していたといえそうである（三iiMi［1984])。この背景には、今回の事

態が、ＹＨ貿易や東原炭鉱のケースと|両Iじ文脈のなかで捉えられていた、と

いう里lWiがあったと思われる。永い'''１下積みの労Imjlに従事しながら、労Ｉ![il条

件ばかりでなく人ilI1的な敬意をも含めて、報われることの少ないという点で

は、繊帥lIi産業や鉱山の労働者と共通するものがある。

この後、新ＩＨＩ報道では社納金'''1題も)]絵IIilllII1題も解決の方lfT1で合意したこ

とが伝えられていた。しかし、何年か後にも|両I様なｌＩＩ１題が新'１１１紙面に登場す

るのをみると、ＩＨＩ題の根本的解決がはかられたというにはまだ距離があると

みなければならない。

（６）長省炭鉱一労組役員選挙その他（1985年３月）

1985年３)]に行われた労組の支部踵選挙で、会社IlIllによる干渉が行われた

とする労働者約200人が、石炭公社の建物に純城を行ったことが紛糾の発端

であった。会社ＩｌＩｌｌの支援を受けた支部長とこれに反旗をひるがえす労働肴と

の労・労紛争の形をとっているが、その根底には、組.谷役員選挙よりもはる

かに大きな'''１題が伏ｲ[していたとみられる（三iiMi［1985])。それはまさに、

東原炭鉱の労使紛争の時に指摘された'''１題点（低賃金と劣悪な労働環境）が、

そっくりそのまま残されていることを１Ｍ;認せざるをえないからだった。役員

選挙への鉱業所ｲⅢの干渉ももちろん'''1題にはされていたが、それはいわば一

つのきっかけにしか過ぎなかったともいえる。髄城に入って以来４日１１に、

労働者は警察によってﾘｶMlil1解散させられた。あわせて鉱業所ＩＩＩｌも、労働者の

要求（支部長の1V選挙・鉱業所健辞任）を受け入れることを発表し、ひとまず

は一件落着した。だが、よ')恭本的な|||腿は手つかずのままの解決だったと

いえる。

（７）大字自動車一賃金引き上げなど（1985年４月）

輔|玉|屈指のl1mj1車メーカー・大宇目ji｣111iでの労使紛争も、その発端は賃金

11Ⅱ題であった。大字Ｍｊ１ＩｌＩ・寓平工場での賃金交渉は、４月'二'１ｲ11の２度にわ

たる労'IiE協議会の協議でも合意が成立せず決裂した。同労組はストライキに

入ることを決定し、翌l]から2000人余の労働者がストライキに入った。時を
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１司じくして、大字|=ｌ動''１の他の工場（釜''1．仁)||・ソウル）でもこれに同調す

る動きが出た。仁)||工場では実際にも|司調ストが発上1兆た゜労iNl幹部への警

察の捜査が行われたのはこうしたllilF期であった。これをきっかけにして、労

糾執行部の説得をも乗り超えて、会社研究柳の,li拠・龍城に入っていった労

働者が登場した。この占拠・赫城を主導していったのが、いわゆる$偽装就

業者〃たちであった。すでにその存在が折にふれ語られることはあったが、

このように公然と、しかも一定のまとまりをもって述1Iij1の指導部に議場した

のは、大字自動車労組のケースが初めてだといえる。

大字グループの総lilI1rlらが徹夜の、肉ﾘlii説得〃を行い、基本給のり|き上げ、

ボーナス支給などでの合意をみて、一応はピリオドを打った。しかし、Ⅱ1執

行部と今回の紛争過程で急速に指導'１１枢に幾場した労働者との葛藤は、これ

以後も続く。いわゆる仙労・労紛争〃のはしりである。それと|司時に、4糖4ｋ

迎動家と労働者との結びつきは、かつての清渓被ｌｌｌｉ労組の時のような街頭で

の連帯行１１１に止まらず、Ｌk産現場での深い迎携を獲得しつつあることを'1高示

してもいた。

以｣二のほかにも、解雇された労I1IiI者の復職を要求して、金属労組の労働者

が糠匡|労総会館に繩城したり、大字オペレルの労働者が会社に寵城している。

1984年-85年に再び活発化した労働迎動は、８６年に入ると改憲運動の高揚

と連動しつつ、その政WLi的志lfT1を強めていった。解雁労Imll者を'''心に結成さ

れた「ソウル労IiMl者迎合」や「仁川労IliI者迎合」による「仁)11事件」の発生

は、こうした労働者の連動の新しい一irIiを示している。これは、新氏党仁川

支部の改憲本部の集会で、ソ労連・仁労連の労働者数百二Ｆ１が、１万5000余の

集会参加者が兄守るなか、政権打倒を''1}ぴつつ２万余の警察との衝突を繰り

返した事態をいう。このＨ１後に、ソ労迎・仁労迎幹部の連行が始まる。

８６年11月、労働部長官は１４の、不法労働団体〃を名指して、年末までに解

散するように、との命令を出した。８６ｲﾄﾞ労側関係法改正の行われる約１カ月

前のことであった。

８０年代初頭、完全に圧殺されたかにみえた労働運動も、84-85年頃からは、

その再生の恩炊きを感じさせるようになった。しかし、その目指すべき方向

は、どの労働者にとっても日lﾘ1のものとはなっておらず、むしろ路線選択を
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めぐる葛藤は激しくさえなっている。

８０年代の後半にさしかかって、柿llilの労ljill組合のiilijillが、社会(lりにも政ｉｆ｝

的にもその影響ﾉﾉをji1i大させてきていることは、何ぴとも否定しえない。し

かし、労IlilM谷の存ｲ1Ｉが、肺|玉|社会の'|'で確固としたTl１民権を雌得している

かとなると、それは否と言わざるを得ない。労MilMlll谷の活動がアカ攻撃の対

象となることなく、柿国社会に根づくには、もう一つの新しい体験（激動

ｊ０Ｄをくぐり抜けなければならなかったのである。
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第４章民主化宣言と労使関係のii云換

１はじめに

1987年６月2911、盧秦職民主正義党代表（現大統領）は、国民の基本権強

化、大統領i141選Ili'１などを柱とする、いわゆる「民主化宣言」を発表した。こ

れを機に蝉|玉|での民主化述動、労IilI運動が膳})」こが')、その結果、韓|玉|の労

使関係は大きな転換を遂げた（法政大比較研［1988]、金英I｝し［1978])。筆者

は、この「６．２９宣言」を契機として、轆国の労使関係は「開発独裁」下の

それ－－経済開発政策推進を目的に労働基本権を厳しくＩＩｉＩ限する体(Iill-か
（１） 

ら労働基本権を自由化する体Ilil1へ雑本的にはjli武換したと考えている。この意

味では、転換は、韓国資本主義の「近代化」と新興工業|王|からの脱却をlﾘ)示

する。「６．２９宣言」はこの転換を許容し、それに触発されて激発した労働争

議はこの転換を推進したという意味で、この二つの出来事は第２次大戦後の

糠国史を画するものであった。本章では、この宣言とその後の労働争議の結

果生じた変化の基本的性格を考察することを課題としている。いうまでもな

く、「６．２９宣言」とその後の事態は、政治的、経済的、社会的領域に及ぶ広

範で深度の深いものであり、また、現在なお継続｢|』のことでもあり、１１iに労

使関係上のIHI題に局限されるものではないが、上述した本章の課題との関係

から労使関係上の問題にlul定して言及する。

この目的のために、第１に、1987年夏以降、同年末までに生じた労働争議

において労働者が掲げた要求の内容を検討することを通じて、韓国の労使関

係が求められた転換の性格を考察する。労Imll者と国民の要求が、迫られた転

換の内容を示すからである。第２に、転換の内容を制度面から確認するため

に、その後の輔国の労使関係法の改定過程の争点を概観する。ここでは労働

基準法など労働条件にかかわる立法には立ち入らない。「|ﾘﾄ１発独裁」とは諸
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権利のIlill限の体制であ')、その内容は労使関係法に端的に現われるからであ

る。第３に、その後の労|ＩＭＩ谷jlill織の状況を概観する。このようなＩＨＩ題につ

いては、すでに専門家による論稿、蝉|正|の政)Ⅱ:機関による調査報告書が発表

されているが、本章では、これらの研究に依拠しつつ、この転換の基本的性

格を考察することとする。

21987年争議の性格

本節では、前述のように1987年争議における糠|正|の労Ilill者の要求内容を検

討するが、それに先立ち、jlijltllil労働部の評ﾙlllな調査報告評と輔|河の労使関係

研究の論考によりながら、争議の状況をIllli槻する。

（１）争議の状況

表4-4-1～４は87年争議の発生状況を示す。まず、表4-4-1によれば、

1987年のｲﾄ識発生件数は3700余件に達し、それ以前の多くても407件（1980

年）に比べれば尋常の件数ではないことは一兄して明らかである。この場合、

87年の発生件数の多さと|司時に、それよりもそれ以前の件数がなぜかくも少

ないかが注'二|される。というのは、８７年の争議は前述の「６．２９宣言」を契

機に野火のごとく広がった経純があり、８７ｲ|ﾐ６月291]～８)131[1に約2640件

が集ｌＩＬ、この期'１３１がピークであった（安［1989]）ことをみると、争議件数

の少なさが糠|玉|労使関係の安定を示す指標とはいえないからである。このIHI

の争議参力'１人数は、純|玉|労IliI部の調査報告書（調査対象j0llll1は87年６月291=｜

～|前１１０)1311]）によれば、約122万人強である。このうち、労llillﾎﾟ'1合のある事

業所での件数は1822件、参力11人員は約90刀人lll合のない事業所での件数は

1489件、参力Ⅱ人員は約32万人である（表4-4-2)。件数では約45％が未組織

事業所で発生しており、争議の広がりがうかがわれる。

この87年の争議の状況を厳業別にみると、製造業、迎輸・倉庫業、鉱業の

３産業が発Ｌｌﾐ件数で約94％、参加人員で97％を占め、生廠にiiI[接関連した部

門に集１１Iしている（表4-4-3)。とくに、米川細事業所では件数で77％、参

加人員では90％が製造業に集'１'している。８７年以降、争議はiWi業など流通部
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表4-4-1イ|ﾐ度Bll労使紛争の発生件数

度
数

●
①
●
 

１
件

８８ 

１，８７３ 

注）８７，８８ｲIRは各年12)ll911IWI1。

出所）安［1989]。

表4-4-2ツナ便紛争苑Lli状況 (件数､％）

Ｉｌｌ所）労働部「1987年労使紛争評(llli#'1告剖。

表4-4-3産業Hll労使紛争発生状況 (件数､％）

, 

Ⅱ 

PＩＣ 

）４１)Ｉ］０（ 

'１１所）労働部「1987年労使紛争評(l11i報〈l『書｣。

表4-4-4企業AIA棋Hll労使紛争発41ﾐ件数

企業規模
1,000人以｣１

時期

２５９ 

１６１ 

６３．９ 

４３．０ 

発生

総事業場対

比発生率

注）1988,12,311Ｗ１１。

lll所）安［1989]・ワ'111文献のデータから一部)Illl除し、形式を変災した。

’△、 計’二Ｕ 労組のある事業場

製造業

jilj輪・倉ｌｎ１［

鉱業

その他

ノヘ 計’二Ｉ

１ 

１ 

785（５(１） 

8（３(j） 

12()（４） 

208（６） 

3.311（100） 

１ 

635（３５） 

O()5（５５） 

69（４） 

l()3（６） 

1,822(100） 

製造業

運輸・含ｌＩｌｉ

鉱業

その他

ノ丸 計川

991.011（８１） 

139,264（１１） 

62,902（５） 

32.653（３） 

1,225,830(l()0） 

7０４ 

１２６ 

58 

1(〕

382（７７） 

593（１４） 

665（６） 

851（２） 

906,491(100） 

件

数

参

加

人
『。

且

労組のないこ'下業1場

1,150（７７） 

193（13） 

41（３） 

105（７） 

1,489(100） 

286,629（９０） 

12,671（４） 

4,237（１） 

15,802（５） 

319,339(100） 
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門、金融部IⅡ]、研究所職員・教員などホワイト・カラー部'１１１にも広がったが、

まずは製造業部'''1で始まったことが注ロされる。

企業規模別発生件数の状況は表4-4-4（87年全体の数字）に示されている。

87年の場谷、件数|芒１体は、１０～99人規模事業所で1379件、１００～299人規模事

業所で1482件と、全体の４分の３が中小規模事業所で発生している。他方、

総事業所数との対比では、全体では5.5％の発生率であるが、300～999人規

模事業所で約39％、lOOO人以｣二規模事業所では約64％と、’'１堅規模事業所と

大規模事業所での発生率が極めて高いことが見て取れる。１０００人以上の大規

模事業所では、約３分の２の事業所が争議に兄郷われたことになる。自動車

工業、造船業など財Ｉ１ｌＬｌ系人規模事業所での争議の発生とその深刻化がたびた

び報道されたが、＿上記の資料でもそれを確認できる。このように、８７年争議

はすべての規模のＺＩ１業所に及んでいたといってよい（三iiMi［1987]、小林

[1987]、松lllM1987])。

（２）争議の原因

まず争議のl駁liMll状況を概観すると、表4-4-5のとお')である。全産業で

約１万4000121茎余の要求事項のうち、賃金・手当が50％、賃金以外の労働条件

が16％であり、これについで、経営人事の14％、その他が１１％、労組活動・

団体協約が９％となっている。これらの項目をみると、まず直接的な労働条

件の改善要求が全体の66％を占め、ついで労使関係の枠組あるいは内容を示

すと考えられる経営人事、労iliII活動・団体|M1,約の２JI〔[|で23％を占めている

表4-4-5産業別要求二Ｍ〔の状》11 (件数､％）

要求耶項
貸金・手当 その他

産業

１１ １１５０）２２１(】(I(】）１１８【）２０１１（]４１（)（

８１７２(100）１１７１（l（１）１１(】()(]８０

】」５(】２(Ｍ）ＭｌｑｏｏＩ

【)(）ｌ(】 １２（ｂ）８ 

１８】ｌ(】）ｌ()Ｉ（12）１０２（12）］)７(lb）

8,472(100） 

4,797(100） 

566(100） 

８４３(100） 

829(10） 

423（９） 

３２（６） 

102(12） 

注）(1)争議行為を随伴した場什の数字である。

（２）カッコ|ﾉ､Iは％、ただし比率は４捨５入の関係で合計と雛介しない場合がある。

|[I所）労働部「1987ｲﾄﾞ労使紛争評IlIi報告書｣。
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ことが注目される。そこで、賃金・手当、賃金以外の労Ⅲ条件、経営・人事、

労組活動・'１１体ｌｊＩｌＩ約の４種類の要求に焦点を絞ってそのよ')具体的な内容と

意味を考察しよう。

要求の半数に達する賃金要求について、その背最を考えると、次の３点が

重要であると考える。節１は、このｲﾄ識での要求は、1987ｲﾄﾞ存の賃金交渉が

妥結した後にｌｌ１,され、しかも、かなり商率な要求であったことである。８７年

春の賃金引き上げ率は、544社の平均賃｣二率で9.1％（iiij年よ')Ｌ9％１１ｳ）とさ

れるが、要求はこれに_Ｍｉｌｉみする形で出され、要求棚も17～30％と高率で､あ

る。上積み要求が、「氏ｺﾞﾐ化宣言」ｉｉｉ:後に出されたことを考えると、従来か

ら淋在的な賃金要求がきわめて強烈であったこと、｢６．２９宣言」がその要求

を表面化させる契機となったことはIil;かである。第２に、８７ｲﾄﾞ争議が製造業

とその関連産業で先行したことである。柿匡|の場合、第２儲でも１ＷﾘＩしたよ

うに大卒のホワイトカラーとブルーカラー労Iill識との学lhlSllU賃金格差がかな

l)大きいことは雌認されている（小池［1983])。これは大卒が担う事務･管理

職秘と現場労働jIMi祁との'''１の賃金格差がかなり大きいことを意味し、現場労

|､１粁の潜在的要求が強く、これが製造業とそのULljlMi業での争議多発につな

がったと考えられる。その背景は第２篇第３章で考察したとおりである。製

造業を核とする柿111,1ｉ導型経済発展政策を考えると、それを111う)紫業の現場

労１，１者の潜在｢1<｣要求がりi】いものであったことはＩｌＩ１逆いない。

つぎに、賃金以外の労l11ill条件に対する要求につき、その具体的内容をみる。

表4-4-6によれば、この項'二Iに含まれる労'’１１１１判}Uの知縮など４項|=|のうち、

作業環境の改葬要求が４Ｍi業、製造業とも要求の過半を,!iめる。これを、業

種Bllでみると、製造業の''１核r遭業である繊ﾙＩＩｉ、iill立命届、機械で比率が高く、

これらは輪111,関j1Mi業でもある。

経営・人小では、イ〈型111i↑)71．復llMi、人gLllIlill度の改稗などのjIi｢Iが含まれ、

後粉の比率は、粂雌業で70％、製造業全体で75％、縦ﾙlIi86％、組立金属74％

などきわめて高い比率を示す。林|正|の状》,lから椎して、二[職錐別、昇進・昇

格についての経営の盗意(1<ﾉ処掻、組谷活釛家に対する不ＥＩＩ処遇などが考えら

れる。

労組活動．、１体協約では、具体的には団体Ill,約締結、労ﾙ|[結)川活勅、労
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表4-4-6製造業・業種HIl要求二Ｍ〔の柵成 (件数）

製
造
業
計

8,472 

1,607 

１，５１２ 

１，０５５ 

４，１７４ 

紺
立
命
肌

電
気
機
械

業柧 繊

維

化

学
機
械

項ｌ」

ノヘ
１－１ 計

岬
一
血
脈
、
｜
畑
｜
加
別
卵
Ⅳ
｜
咽
一
川
訓
沁
｜
、
｜
皿
肌
３
｜
Ｍ
｜
”
研
一
柵

川
一
Ｍ
川
師
一
柳
｜
的
ｎ
Ｍ
Ｍ
ｌ
ｍ
－
旧
刈
犯
一
的
一
山
印
５
｜
朋
一
Ⅳ
⑬
’
㈹

1，２０８ 

２]５ 

１９９ 

１５０ 

５６４ 

１９ 

３７ 

695 520 

貸金

１１（リ

f･当・退職金

1２ 100 

賃
金
・
手
当
一
賃
金
以
外
の
条
件
一
労
組
柄
勅
等
一
経
鴬
．

1２１ 

８３ 

8６ 

７４ 

小iil

llliblllM1j縮

休１１．休暇

作業環境改神

各種Ｍ１ﾐjil1jui

333 260 

８
７
６
０
 

１
７
－
 

Ⅳ
ｍ
ｎ
７
ｌ
Ｗ
 

1３８ 

１４ 

２０８ 1１１ 

３６３ 

５０７ 

５１６ 

１，３８６ 

|；11体協約締給

労jlMljWilⅢiiMijl

労組皿主化

2４ 

６３ 

４５ 

1５ 

４５ 

２２ 

４
５
６
 

２
２
 

唖
一
加
叩
四
一
棚
一
州
船
一
Ｍ

8２ 

砺
一
Ⅱ
茄
皿
一
万

ｲ《当AlWlIf・復職

人耶Ili'|度改;illiH

その他

1６ 

８６ 

１１ 
人

事
113 

２１ 

３５ 

ｲ《当労働行為など

その他

Ⅲ
加
一
⑪

そ
の
他

5６ 

注）争議行為をｉｎ↑|:した場合の数字である。

'１１，所）労liill部「1987ｲlﾕ労仙紛ｲI評(lIi柵'i課｣。

原衣どおり。

組民主化の３ＪI('三|が含まれる。労組結成・活ili)１項'二|は、ｆＭｉ業では37％であ

るが、製造業では46％と比率が高い。縦ﾙｌＩｉ)薙業の49％、金川の48％、機械の

55％、地気機械の45％など、１ﾐ要な製造業極で戒j率だからである。この項｢｜

は、労働ﾎﾟ|l谷の給成とその活lIi)jをめぐる紛争、つまり'111結椛に関する紛争も

製造業を'''心に苑/|Ｌたことを示している。これと関係するのが、労組民主

化に関するJ1〔'1である。今朧業、製造業とも37％前後の数字となっている。

輔国では、既存の各企業ＨｌＭ谷はⅡ|(ｉ－のナショナルセンターである輪'五|労働

組合総連盟（'１%称、労総）に力|IMMしているが、従来、この労総に対し経営、

政府との関係に|奥|してその独立性、機関述営、交渉力について強い批判が存
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在した（金一iiMi［1979])。「６．２９宣言」を契機としてこの批判が表ini化し、

$Ⅱ谷の民主化要求となってUilれたのであるが、その具体(1<)内雰は、iliIl今の解

散、新iill谷の設立、指導権をめぐる争いというものであった。つま')、紛争

の性格は「御)１Ｍ合」あるいは「黄色組合」に対する批判であったと考えら

れる。

（３）争議の性格

1987年の争議の概況と、労働者あるいは労働$|I谷の要求の内容から次のよ

うにいうことができよう。

第１に、争議は労働jill谷iMl織の有無にかかわらず生じているが、そこでの

労''１１１者の要求は、賃金・手当と作業環境に関係する項|=|が圧倒的に多いこと、

ついで、人事Ili'１度、労１１ﾘ1組合の紬1川活1,1、労Il1hIill谷の民主化に関する項'三｜

が続いている。つまり、まずし'ﾐ産にil11:接関係する分野の現場労Mill者は、労働

条件に対し潜ｲ[的に強い要求を持っていたこと、すなわち高度成長の成果の

享受が限定されたものであったこと、労lﾘ1条件の決定と企業内での人事制度

の運用に当たっては、これまでもみてきたとおり労使協議会のIlil1度化にもか

かわらず、その機能が極めて限定されていたものと考えられる。また、労働

jMl谷の結成自体が企業によ')'111まれ、さらに既存の労伽iMl谷r1体が経営から

の独立性について組合員から疑われ、その内部述営が組合内民主主義からほ

ど遠い状況にあったことなどである。換言すれば、企業は資本蓄積を先行さ

せ、企業内労使関係では、事実上、経営者の専IIillだったという榊図が浮かび

上がる。もちろん、この榊'又'は企業１Ｍl(で維持されてきたわけではなく、法

律・行政を通じて裏打ちされてきたのであるが、さしあたり、企業レベルま

たは産業レベルでの労使問のlLI主的な交渉を通じて事を解決するという意味

での団体交渉機榊は棚めて|限定されていたといって誤りはない。このことは、

争・識の形態をみればより明らかとなる。ストライキが行われた場合でも、そ

の具体的形態は「事業場内外での篭城」が圧倒的に多く、また、「公共施設

のILi拠｣、「暴力破壊」を伴うケースがあり、一櫛の暴動的色彩を帯びていた。

これは、一方では、労使Ⅱ|]に''１)題解決に|壊しての経験の蓄積が少ないことを

示しているが、他方では、上述の榊図のように、このような形で不iiMjが表iii
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化せざるをえない恥l1liが存ｲ|{したことを示唆している。

第２に、iilI事政椛が文1111[lするj0lIll1に政府主導の経済|ｻﾄ１発政策が実行された

事実と、この時j０１の政府のスローガンが「光成長・後分配」であったことを

考えると、この争繊が、経済１１M発政策、すなわち後発国の資本の強蓄積過程

と切')lMliしがたいUM係にあ')、それだけに守'･識の|杉紳は輔国経済の'１１枢に及

んだことに冊意する必要がある。というのは、まずこの争議の人部分が林|正｜

の経済成長の戦''１()龍業である製造業およびそれにｉｌ１１:接UM係する迦輸・含lilji業、

鉱111業で発上|北ていること、そして財llILl系大jliM模zli業所での発生率が高いこ

とである。これには多くのＭＩＩがあ')、それ'と１体の爽証研究を必要とするが、

ここでは、ｌｌＵｉ略_上の基紳産業・大DA棋二|（業所に争i論を招く班''１が存在したこ

と、そして、’五|家主導の輪}'１,三iﾐ導型経済|Ⅲ|発政策の成功は企業レベルにおけ

る上述のようなV1iIIillを前提としていたこと、これがzllの核心である。

第３に、このｲﾄi縦は「６．２９宣言」を契機として発刮化たことである。つ

ま')、この宣言がなければ、かくも大却A模には発41ﾐし得なかったこと、言い

換えれば、６１年の11K事クーデターに始ま|)、７１年の非術事態宣言、７９年の朴

人統価lI1If殺と全斗煥政椛の成立を経て、８７年６)1291]に至る約25年に及ぶｉｌｌ

Ｚ１Ｉ政権の労使関係統ilill（清水［1986-87]）の転換を迫られるなかで発現した

争議であったことである。つま')、諸三ｉｉ体の'''１での政治的剛イトが先行し、ま

たそれにIIi''約された争議であ')、lliに賀_上げなどの経済的'１１腿だけではなく、

広く労仙関係の枠jNlと|玉|民の識権利の枠ilillの変史を求めた争識であった。

「６．２９宣言」と87年争議とは、＿上述のような企業lﾉ(ilでの労使|兇Ｉ係の内実と

それを支える法(1<〃行政的統ＩＩｉｌｌとの関係をlﾘＩらかにし、そのｌＩｉｴ《換の必要性と

可能性とを確認したのである。つまl)、このiilIj料は、２０数年にわたった「|)'１

発iMii」下の労使UAI係を、労Ilill者のlIl紬の|÷1111、ｼﾞﾌﾞ仇の団体交渉の14Ⅱ１１、労

使双力の争議の|些IllIを内容とする団体交渉機柵を窯認する労使関係へとiliZi換

させるべく機能し、推進した、といってよい。

３ツノ使関係法改定の争点

｢６．２９」宣言と1987ｲｌｉの争繊は鯨|玉|の労使関係WIi造のjli云換を意味し、１１１に
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産業・企業レベルの'１|腿に｣こまらなかった。本節では、その労使関係｣主の全

体像に迫る|=Ｉ的で、「６．２９宣言」と87年争i誠の後に進められた労使|州系法の

改定結果とそこでのｲﾄ点とを概観し、転換の|ﾉﾘ容をIlill度ir1iから検討する。こ

の検討によ')、Dli云換を迫られた労仙UM係の』↓体的内容と、lliZ《換に際してのｲ１．

点とがよ')具体的にlﾘＩらかになろう。－１二1にlli入換と表現しても、その|ﾉﾘ実に

は、政府、労使の諸付|体でそれぞれ求める|ﾉl容が異なること、さらに、この

諦主体の'''１での差異と結来とが逆に''１１題の性格を浮き彫')にするからである。

表4-4-7には、８７年に行われた労Ilillilill合法とI)〉jf鋤争議調整法との主要項目に

ついて、改定前と改定後との杣述、および、この'''１題についてのmJli党（当

I11iiの与党）・民主党（当IkM1Ⅱf党）・経済界・リブ総の見解が示されている。以

－１，．、各項[|の具体(1<]内容を考察する。

（１）労働組合法の改定について

表示されたとお'）「改定前」のIlMlには１１項'三|が禍救されている。これらは、

Ｉｉ去の性格から'五|結椛に|』ＡＩする直接｢I<jhlI限規定が人部分を,liめ、「労ilillの政治

iili勅禁止｣、「交渉権委任'１１告」の２Jr('二|はﾂﾅjllllのiili1lﾘj範|ﾙ1と形態に|判するIlill

lMA定と考えられる。この「改定1iii」規定と「87年改定」とを比較すると、

次の諸点を指摘しうる。

第１に、今iirii的に'１１'１除された項||、あるいは緩和された項|=1である。これ

には、「企業''１位労組のみ認定｣、「労組設立要件の脱||i'１｣、「労組解散命令権｣、

｢労組役此改選命令椎｣、「労組役員盗格IIi'llU(」の５項|=1が含まれる。これら

の項月をみると、iii章までにIﾘ1らかにされたように、改定以前においては、

団結権制ｌＵ４の法網が幾販にも張り巡らされ、さらに行政(,りjUAIli'１が力,,わってい

たことを{il(i柵することができる。これらのJr('二lのI1llll余、級ｲ||については、与

野党、経済界、労総の諸主体の兄lliｷﾞはほぼlTiilじである。ただし、「企業単位

労ﾎﾟ||のみ認定」の}'''１１漆については、経済界のみが反対している。鯏正|では、

労ﾙⅡの組織形態について、それまでは産業》lliMI谷形態の伽Iillが、１９７３．７４ｌ'三

後は、企業》'１組合形態の強Ili'１が組谷統ＩＩｉＵの千段とされてきたが、それがここ

に韮')解|漆された。これは、地域谷|司労ilillの設立などに大きな意味を持つと

言える。だが、現実には企業別ilill谷が定着しているとみられ、短期｢'りには犬
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出所）古田［1987,88]、小林［1989]。

改定前 87年改定 与党民正党案 野党民主党案 経済界案

労組の政治活動禁止

企業単位労組のみ認定

複数組合不認定

労組設立要件の規制

ユニオン・ショップ制

度

労組解散命令権

規約取梢命令権

決議取梢命令権

労組役員改選命令権

労組役員資格制限

交渉権委任申告

現行どおり禁止

組織形態は自由

現行どおり不認定

削除

労組員莞以上代表時

の協約の許容

削除

法令違反時に制限

法令違反時に制限

削除

〃

総会．代議員会議決

後申告

現行どおり禁止

労働者自律決定

現行どおり不認定

人員制限なく自律

自律（除名者不利益

禁止）

削除

ノノ

ノノ

〃

〃

総会，代議員会議決

後申告

政治活動許容

民正党案と同一

ﾉノ

ノノ

労組員過半数自律

解散事由具体化（労

働長官令）

法令違反時に厳格制限
ﾉノ

削除

〃

ﾉノ

現行どおり禁止

現行どおり企業単位

労組のみ認定

複数組台認定

民正党案と同一

禁止

削除

ノノ

ノノ

ノノ

〃

労働F旨過半数皮ﾖ寺を受け

た労組に限り認定

広い公益事業範囲

公務員等の争議制限

公益事業職権仲裁

任意仲裁制度なし

第三者介入禁止

事業場外争議禁止

冷却期間一般20日，

公益30日

争議適法性審杏

争議斡旋制度（行政

分担）

労働委仲裁委員任命

証券,石炭,燃料除外

公務員･特定防衛産業

許容

現行どおり

任意調整制度新設

現行どおり禁止

事業場閉鎖時例外

一般10日，公益15日

削除

労働委に移管

当事者合意で

証券,石炭,燃料除外

国公営一般，防衛産

業許容

現行どおり

任意仲裁制度新設

現行どおり禁止
ﾉノ

一般10日，公益15日

削除

労働委に移管

当事者合意で

左同

特定防衛産業以外は

許容

削除

民正党案と同一

削際

事業場閉鎖時外部で

可能

民正党案と同一

削除

労働委機能に統廃合

民生党案と同一

現行どおり

左同

現行どおり維持

現行どおり禁止

労働委に移管

左同

労

働

組

合

法

学

働

争

議

調

整

法

労総案

政治活動許容

民生党案と同一

ﾉノ

ノノ

労組員過半数時認定

削除

〃

ノノ

〃

〃

無条件認定

証券,石炭.燃料除外

許容

削除

廃止
ﾉノ

ノノ

ﾉノ

削除

左同

ﾉノ
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きな変化はないとみてよいであろう。

第２に、条件付きでDljlillが緩められた項'二|である。「ユニオン・ショップＩｌｉｌｌ

度｣、「XM約１lx')111』し命令椎｣、「決繊１１)<')消し命令椎｣、「交渉樅委任''１｛』f」の

４項|=|である。これらについては、諸主体の愈兄のﾎⅡ逆は多少あるものの大

きくはない。組合』iの賛成比率によるか、法令述反時に限られている。これ

らも前記条頓と|司様の意味を持つ。

第３は、従来の禁｣'1規定が変史されず、継続された頓|]で、「労ﾎﾟｌＩの政治

iiIi動禁ll1｣、「複数労組不認定」の二つである。ｉiii料については、与党・経済

界とリト党・労総との意見が真っｌｉ,|から対立したが、この禁jMXl=|がどのよう

な効果を持つかは複雑である。一方では、労ImllﾎﾟⅡ谷による労Ilill者政党の設立、

選挙iiIimjl、立法促進iilijﾘ)などには人きなIli''約となろうし、他力では、その範

Ⅱ１１が不|ﾘNil;であり、いかに＃ilIlillするかというllll組が残るからである。Uilに、

労総は政治担当部局を設け、活１１i))に積極的姿勢を示しつつあるからである

(法政大比較研［1991])。後者のｌｌＩｌ組では、」ﾉ･党、l1j;党、労総が不認定の継続

を主張し、絲済界が認定方針を禍げた。ここでは労総が与党とともに改定反

対を掲げていることが注意を悲く。これには、’肺l1ilの労使関係、労・ツナ関係

を反映した複雑なZI1111iが存在する。もともと、この規定は1963年法による－

企業一組合の強IIillに淵源を持ち、政府がｌ１ｌｉｉ－の今'五|(|I織である労総を通じて

労ＩＨＩ組合をコントロールしてきた}縦史があり、いわゆる在野勢力から労総＝

御)１Ｍ谷として強い１１t判を受けてきた。与党は、「６．２９宣言」後における労

総のIL1立化の進展を踏まえつつこの方針を継続する方針とみられるが、他方、

労総にとってはその批判勢力がjlill細化を進めるのは自己の利害に反すると考
（２） 

えているとみられるからである。これは、現ｲＩｉに至る争鑿点として残されてい

る。

以｣二に|ﾘ|らかなように、８７ｲﾄﾞ改定では、lIl絲椛に関すること細かなIlill限規

定はほぼ全l1ii的にＩ１ｌｌｌ除・緩和され、これについては当事者llUでほぼ合意が成

立していたと見なしうる。その慾ｌ１ｊｋで、lIl結椛の承認にかなり近づいたが、

他力、労組の政治iiMil1、複数jlMrllll腿については禁ll1規定を残し、その意味

で過渡的な性格をなお残すとみなしてよいであろう。
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（２）労働争議調整法の改定について

表示された「改定iii」ＩＭＩに示されている10JI['二Iは、争議行為を直接に禁

｣Ｌ・Ilill限する２項|=Ｉ（｢広い公彬ｌｌ業範'１１|」と「公務員等の争議柵llll(｣)、争議の

制lIliLイ''１裁などの狭義の争議調整ないしはIIill度に|對わる８項|=|からなってい

る。

＿上記の１０頂'二|のうち、’１１'１除されたのは「争議適法審査」で、これは労Ilill行

政を通じての事実上の争議IlillU4が撤)苑されたことを意味し、政党、労総とも

見解が一致している。前述の労'111組合法改定にみられた細かいfMIli'１の撤廃と

!|りしを一にする。

改善：あるいは緩和された項'１には、「公祐二'1業の範ｌｊＩＩ｣、「公務員等の争議

Ｉｌｉｌ１限｣、「事業場外争議禁｣|」、「冷Jil]jOlllll｣、「争議斡旋Ili'1度｣、「労１１１１委ｲ''１裁委

員任命」がある。これらの項||での諸ｺﾞﾐ体の意見は対立する場合と一致する

場合がある。この場合、まず節ｌに、Ｔiii二者により、争識IIill限が公務員と法

定防衛産業従業員にlIl4られたこと、職椛(''１裁によ')z)「実｣二争議行為がIliIllll(さ

れていた公彬|#業の範lIilが縮小されたことは、ｊｌ(itl正|においては大きな意味を

持つ。ｉiii章までにみてきたように、とくに公拙Zl下業の規定は、1963年法によ

る公布榔業の範U]I拡大以来、７３ｲli法による公袖zll業洲lillの民ＩＩＩ１準111を経て、

事実｣二争議が不可能な産業・業祁が拡大され、争議lIl111ilIの有効な千段とされ

てきた燃史がある。今|Ⅱ|除外された産業は証券、炭鉱、燃料であるが、これ

については、諸主体の意兄は一致しており、８５～86年における公益事業呪Ilill

の民'''１準川脆｣11という緩和政策の延踵_上にあると考えられる。節２に、イト識

斡旋ｌＩｉｌｌ皮を行政から労側委員会に移したこと、労働委員会↑''１裁委jlの任命を

当事糊の什意方式に変史したことは、争議調停を行政介入方式から、政労使

Ｉｌｉの合意による争議調f州'1度へ移行させようという意図と考えられる。これ

も、林|王|労使関係においては大きな意味を持つ。過去においては、労働委員

会の機能麻仰と信)lli｛性の欠如は、８７年ｲﾄ識における調停に教会関係者がたび

たび識場したこ|$態をみてもⅢ1らかである（三iiMi［1987])。それがいかに機能

するかは今後の'１１１題だろう。

従来方式が残された項|=|には「公抽專|I業職椛ｲ''１裁」と「第三者介入禁｣上」

とがある。とくに後者については、上部lIl体の介入は認められるが、キリス
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ト教'１１体（都TlIi寵業宣教会、カソリック労IMI青年会など）などは排除されてい

る。この点では、与党・経済界と11『党・労総との意見はまったく対立してい

る。もっとも労総は必ずしも械極的ではないとみられる（法政大比較研

[1991])。轍国の労lIill連､))における在Ｗ団体の影響ﾉﾉを考えると、政治的に

も禁｣'二を貫いたといえよう。このように、労１，１１争議調整法関係では、争議Ili'｜

限条項のWl1除・縮小が図られ、争識の許容度はかなり拡大されたとみてよい

であろう。と同時に、節三者介入禁１１２条項の存続にみられるＩＩｉ'|限条項も残し

てお')、この点では、ilill合法|1M係とlTTl様である。

（３）労使関係法改定の'性格

上述のように、1987ｲ｢改定においてl1lllI験・緩和されずに継続されている主

な条項は、「労組の政治活動の禁｣|」、「複数労jill不認定｣、「第三者介入禁止｣、

｢公維事業職椛ｲ''１蚊」である。これらのllLl条項のうち前三者は、いずれも労

IilI組.合の政治iiIimlj・民主化述仙、その路線に関係が深い条項である。複数労

組'''1題は、単純なiill織競谷'''1題に｣こまらず、主流派の労総傘下組合と対立す

る全労協系組合の勅きを見越した処世である、とみられる。また、第三稀介

入禁止も、キリスト教団体を含むｲﾋﾟﾘ1111体の活仙が111に労働述動のみでなく、

広範な民主化課題に１lx')組んできた経紳を反映したものとみられる。このよ

うな判断に誤りなければ、８７ｲｌｉ改定の性格を次のようにいってよかろう。８７

年改定は、基本的には、労使|』M係統Ilill、すなわち、労t[ﾘ1三権の法｢'<ルイ丁政的

規制の排除による|､１１体交渉機構の成立を|=|指し、「|Ⅲ１発独裁」からの』iL本的

な転換を'ﾘＩ示したといえる。これには当事粉ＩＨＩでは大方の合意が成立してい

た、と考えられる。他力で、それによってもたらされかねない労使関係、労

働迎動、政治｢1<ｊ状況におけるiIij1柵には歯｣こめをかけた、ということである。

この意味では、制度的'１１１題をめぐるイト点を残したことにな})、過渡期にある

緯国の現状を象徴している。

４労仙jiM･組織の塊状

｢６．２９宣言」を契機とした87年争議、８７年労働法改定後から今l]に至る数
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年の'１柳lは、新１Ｍ労IlillﾎﾟⅡ谷の結成、既存jlill合のﾎﾟⅡ織拡張、組織lIj編成などが

ダイナミックに巡行し、また、政府の労働政策・労Iiill1i去のさらなる改定１１１１題

をめぐる与・野党対立と労仙対立、迎1lijj路線をめぐる諸ＩＤＩﾘ|流'''1の対立などが

相互に絡みながら進行してきている。ここでは、今'1に至る労働iliIl谷$|[織の

現状を一瞥して本章の締めくくりとしたい。

1987ｲＩｉ以降のここ数年、労Iliｶﾎﾟ||合の$１１織化はかなり迷いペースで進んだ。

表4-4-8～９はその状況を示している。まず、111位組合数は「6.29宣言」時

の約2700組谷から年々1W〃Ⅱし、２年半後の89ｲ１２木には約7900('1合と約３倍弱

に１１N|えた。）ﾄﾞＩＭＦのj1W力||率は87ｲ１１後lIiに49.9％と激燗したが、その後の半ｲI<

毎の増ll1率も89ｲＭ)１まで2()～24％であＩ)、この|l制０１がjIlll谷結成の耀進期と

みてよい。Mff員数は、８７年に約23ﾉﾉ人、８８ｲliに約44万人、８９年に約22万人、

それぞれjVi1ﾉ)Ⅱし、総数は105）j人（87.6）から193万人（89.12）と約1.9倍に

なっている。jliu谷数、MMI谷員数のIilii力からみて、この２年半が大きな''1場で

あったことは1ﾘIらかである。’１棚lと状況は異なるが、敗戦ilLI後の|]本の状》１１

と類似している。

この結果、ｉｉｉⅡjlMi率は86ｲ'１の15.5％から1988ｲﾄﾞには22％に達した。しかし、

iliIl細化が急速であり、また今後も進むとはいえ、ノIill織率は雁)Ⅱ労働者の５分

の１強の水準である。これには、小零細企業の$Ⅱ織率が低い（１０～29人規模

で２％、３０～99人規模で7.7％。1989年１月）という各|玉|に共通な要|火|が作用し

ているが、なによりも、非Ijil業の|司家・地方公務員、教員に'１|結椛が認めら

れていないことが大きい。この部''11では団結権そのものが焦点になっている。

したがって、労IliI組合の主力はLLllM冒業と|玉1．公営企業の現業部|Ⅱ)である。

この点を州１Ｍ)すると、上述のﾙ'1細率22％はそれほど低い数字ではないといえ

る。

約7900組合は、糺l細形態からみれば企業別ﾙⅡ合であるが、いずれも産業Bll

連合体（21迎合体）に力'11Wしている（我4-4-10)。また、力ⅡNilを義務づけられ

ている。jNI谷員数からみて10万人以_上の大規模述什体は七つであるが、金屈

(約45万人)、連合（約24刀人)、化学（約21万人)、ilMlliﾙＩｌｉ（約16刀人）が上位４

連合体である。これらの迎合体の性格はさまざまである。鉄iii、地力、タバ

コ・人参、逓信は－１龍業一illl谷であるが、その他の連合体は狭義の産業川'１
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表4-4-8111位労組数とiMI今員数

１９８。（】Ｉ【)８１【)８・〔】１９８．１２１【〕８．（）ｌ【)８．１２

111位労組数（｛|A1数）

lli位労組jW111率（％）

組合員数（千人）

lWDⅡした組合員数（人）

組合員数jW111率（％）

ｌｌｉ伽l谷当り平均jlMUi数（人）

７，８８３ 

６．８ 

１，９３２ 

１０７，３２２ 

５．９ 

２４５ 

４，０８６ 

４９．９ 

１，２６７ 

２１７，２５６ 

２０．７ 

３１０ 

５，０６２ 

２３．９ 

１，５１０ 

２４２，５６８ 

１９．１ 

２９８ 

６，１４２ 

２１．３ 

１，７０７ 

１９７，４３１ 

１３．１ 

２７８ 

７，３８０ 

２０．２ 

１，８２５ 

１１７，６３２ 

６．９ 

２４７ 

２，７２５ 

２．５ 

１，０５０ 

１４，３１１ 

１．４ 

３８５ 

注）1W､Ⅱ率はiiii)01比対比。

lll所）経憐肴総|〕IＩ会「労働継済年鑑」1990ｲ|:。

織（例、繊維）もあればLL《義の産業別組織表4-4-9労IiI組合の組織率
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表４－４－１０産業別

注）（１）備考は、労働研究院［1989］による。

（２）組合員数は４拾５入の関係で合計と離合しない場合がある。

'１１所）経営者総協会「労働継済年鑑」1987～90年。

細形態を整えつつある（法政大比較研［1991])。節２に、法的には認められ

ていないが、労総の対抗組織として全'五|労llilM谷Ｉ)I》議会（全労|川）が存ｲliす

る。Tiil筋で述べたように、Ｄｌｉﾎ唾|では複数iilll谷禁''二条項がなおｲＭ１しているの

で、その意味で、全|玉柵織としての今ﾂjflﾒｶは非合法)'111繩である。しかし、リ１１

実にはjill織は存ｲｌＬ、民主化の徹底と労IliI条件の改善を|]指して激しい|Ⅱ|紬

を組織し、同時に労総とﾎﾟ１１織競今を練')広げている。この全労|川に対し、jlill【

|正1政府は規Ili'１強化政策をとっており、耶態は流血jl(1<｣である。

iii位組合数

198(）Ｉ()8７１９８８１９８９ 

糾合員数（千人）

１９８６１９８７１９８８１９８ 

１１１ 

20(）２６０３()(）５()６ 

8２１０１１３(）１２７ 

１１ 

3１５８７`Ｉ８９ 

７１１１７２９ 

5(）６６７`！８５ 

５１５２５(）６４ 

８５１６(）１５８１８３ 

１１１ 

2４１４４３７４(ｉｌ 

298６０１１，０７１１ 

１９３４１２１.()()(）１ 

()３６ 

()09 

390 

5３８２１７５２３５ 

1．３１５１．７５５７４８８０６ 

`1９８２１３２１６５ 

１１ 

２２‘1１ 

１，２６(）１，３７１ 

３３５２ 

５５ 

3(）３０３１３１ 

1１５１２４１４０１５５ 

()５５７５３４`１ 

１８２０２５２７ 

２２２５３８３８ 

６５６６４８５(） 

3６３８４０４７ 

８０７８８６８３ 

125１１４１２１ 

ｌｌｌｌｌｌｌ(） 

1５４１８１１８０２()６ 

１３６２２９４０２‘ｊｌ９ 

6(）102１８９２３８ 

６６２２２７ 

l`I(）165９２１２１ 

1１１８２`！ 

２１２２ 

１３２１ 

１０１１１７ 

６５（〕８

１８３３ 

2.658４.()8６６．１４２７．８８２ Ｌ()3５１．２６７１．７０７１．９３２ 

扉
鉄道労勘組合

繊細労働組合連Ｍ

鉱'１１労働組合連HIl

題力労鋤組合

外国機関労働組合

通信労働組合連M1

港迩労働組合連Ⅲ｛

船員労働組合連ＭＨ

金融労働組合連lⅢ

タバコ・人参労働糾合

化学労働組合連lⅢ

金属労働組合連Ｍ１

連合労働組合連IHI

出版労働組合述Ⅲ１

１］動jli労働組合迎ＭＩＩ

観光労働組合連Ｍ１

逓信労働組合連MII

保険労働組合連Ｍ１

タクシー労働組合連ＩＩＭ

ゴム産業労働組合連Ⅲ｛

事務金融労働組合連M1

ノェ 計Ｉ=Ｉ 
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労働組合組織の状況

llli 考

11支部、188分会。駅構内販売、群〕|〔清掃を含む。

綿紡、生糸、毛化繊、織物、衣緬の５業ｊｌｊＭＩＩ部会。

56支部、214分会。

駐韓米軍従業員の労組が'''心。外Ilil人脈|:、企業労組も含む。

当初は郵髄通信労述、逓偏勿組の分離により88年から現在のｆｉ称。

l1i1頭、鉄道運輸の荷役作業勿働羽の組合。

海員労働組合（1969～）を８９１１二に改称。海迎、水産、港湾｣|｢業。

銀行、外国系銀行、机互(訓1金hli、腱協１１１央会組合が中心。

専売労働組合が専売公ﾈ|:の民街化に伴い1990年に改称。

飲食料品、セメント、石1111化学、製紙、木材、窯業、医薬IRI・

機械金属、自動Ilr、葹機ｆ１Ｈ、鉄鋼、造船、非鉄金属、その他。

他の産別に属さない多様な約60業棚、｝賊秘、建設、木材、洲柵、病院。

rlUI1jlI、111版、製本、紙物力Ⅱ工、写真製版、’二|]斎、各穂印刷。

'二1動車運輸関係の労組。バス、ｉ(､Ij速バス、’二I動車貨物、121動､|I整備。

ホテル、レジャー、旅行)'1$旗、観光交通、二12産品販売、航空〕1K輪ほか。

逓信部傘下の現業公務貝のlli位糾合。郵ｆｌＺｊｍ信労連から86年に分離。

金融労連から分離独立。ただし８保険会社労組は事務金融労述に所脱。

自動車労連から88年に分離独立。

化学労連からゴム・タイヤ業櫛労働組合が分離独立。

金融労迦から非銀行系の知資、証券、保険業極のiii位組合が脱退して$iIi成。林国労総に力Ⅱ盟し

ていない唯一の産別組織。

５むすぴ

本章のI｣的は、「６．２９宣言」とそれに続く1987年ｲﾄi識がもたらした蝉国の

労使関係の変化の性格を、「1)}１発独裁」下の労使|ﾘﾘ係から労ＩＭＩ雑本椛を許家

する関係への転換と捉え、この転換の内容を把掘するために、８７年争議にお

ける労働者の要求の性格、その後の労使関係法の改定項'1の性格、産業民主

主義の担い手である労１１１Ｍ谷組織の現状を概観してきた。これによって、輪

郭がほぼIﾘIらかになったと考える。しかし、実態として、林|玉|の労使関係が、
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法Ilill-Iiにおいても、企業・」:場レベルの労使|對係のnil実においても、いかな

る力lfT1に進むかは、なお定かではない。その力|句をめぐって紺主体がなお争

いつつあるからである。そしてまた、本章Wmlで述べたように、「６．２９宣

言」と87年争議は、その後の争議を含めて、その緬域と深度において第２次

'11界人llUt後の輪|正|史を山するものであ')、内ﾀﾄの]W【|Ⅱ]家による詳細な研究を

必要とする。とlTT11Iifに、これらの課題の本格i10なｲﾘ|:究は、）陣1111のみならず新

興工業国の労使llAl係・社会榊造の解'ﾘ1とその形響ﾉﾉの評I'|liにつながろう。そ

の時に初めて、新興二[業|正|研究・')}1発途｣二国研究が深みを持つことができる

と考える。

[注］

(1)この転換は、ｉiii承までに考察したように、絲済(1りにみれば「政府現Ilillの

緩fll」として80年代に入ってから始まっており、また80年代後半の低為替

レート（対''1)、低lH(illlllIi格ぃ低金利（いわゆる「三低｣）が転換を促進す

る条件となったが、労使関係などIIill度ｉＩり要ｌｋｌが作)1Ｉする場合には、この時

｜|lll1りずれに怠味がある。容観条件が盤ったことと政筑ilりにそれに踏み切る

こととは》'１のことだからである。

(2)1988年秋に労llill法改定'１１１題がＷ浮上したとき、当'1#の野党三党は複数労

組の容認などを|人1容とする改定試案を準(1Niしたが、これに対し労総は反対

の声1ﾘlをｌｌｌ,している（｢韓国１１報」1988ｲ'１１())１１Ⅲ)。

(3)この点については、節２鰍で考察したとおり、鮠|玉|絲済における第３次

産業の比爪のhlvl人が注'二|される。こ[業化が進展する時代は労働$船．組織が

ｊ櫛ﾉﾘⅡするが、節３次産業の比亟がiTjjまれば、逆の傾lfilがLlSじる。この点で、

鮠|Ⅱ|のごとき、すべての過職がZMi(bにあるいは1,'･熟(lりに進行する場合が

注'二Iされる。
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終章総括と展望

水害の課題は、靴|正|の経済発展を権威主義(1りな経済|Ⅲ１発計ulilの展|；Mから捉

えかえし、それを支え、かつ支えるようにkMIIillされてきた労使関係との|對連

を解りＩすることであった。

般後に、各章の考察を踏まえ、大きく総'１１iし、将米に向けての展望を試み

ておこう。まず総柄では、はじめに絲済|}'1発計画にもとづいて高速工業化を

推進するために、その政策主体がいかなるiiMjを持って形成されたか、｜刑発

計凹の展llMにあたっていかにIR要を主体的選択を行ったかについてまとめ、

つづいて|ｻﾄ|苑独裁の成立一展|＃１－終鴻という111Ｍし(I<｣展|}ﾄlにullして、各段階の

特徴と労使|｝M係政策・労lIil迦勅の関連についてまとめておこう。そして、最

後に開発過程の経済パフォーマンスを総括し、序jWjiでＩl(れたようなＩ''1題関心

のもとで、将来展望に移っていく。

ｌ総折

（１）経済開発計画による高速工業化

轍'五|の経済発展は、徹底した'玉|家主導の］:業化、それも経済開発計画を

もってする高速]:業化として実現された。

束アジアの一ﾌﾞｲ|に位置した林睡1は、節２次大戦後になってようやく、植民

地体IIillのル|壊のなかから生まれ{|}た新興|玉|の一つとして、’二Iiiiiの二[業化をＭＨ

姑した。大変な後発であったから、改めていうまでもなく、ＩＦ|家による産業

の強力な保識育成が必要不可欠であった。だが、１Ｍにそれだけでなく、時代

はまさに資本主義Tl１場社会の「市場の失敗」と「|玉|家の失敗」との狭'''１にあ

り、しかも米ソをiili極とする激しい束ilq対立をつく|)だしていた。１h場を今

否定し計l11ilによって経済発展をはかろうとするソ述の成功が新興諸|玉|に対し

て説得力を持つかにみえた。こうしたなかで)101(|正|は、未l1Li対立によって氏族
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をリ'き裂かれ、唾'二'2を灰にする！'蛸'まで経験した分裂反共同家として、まず、

社会関係と政治文化の未熟にもかかわらず、，芒,,,,ｺﾞﾐ義とⅨ主主義を強烈なイ

デオロギー的姓iiiiとする政治ＩＩｉｌｌ度を採,)、しかし実態としては戦火によって

荒廃した社会に対し経済力を合めあらゆる桃ﾉﾉを一Ｗこ掌掘した'玉|家エリー

トが権威主義(l<｣にそびえ立つ柿ﾉﾉ榊造をつくりだした。ついで、クーデター

によって登場した少>Ⅱ:]ﾄﾞ部エリートがその政iiL1Ili,|)史と桃ﾉﾉ榊造を継承すると

|司時に、その'五I家が、「|)}|苑ill(我」として、〈経済,L,立〉を第１課題として禍

げた。そして私企業とTlj場をあくまで｢iii提としながらも、５カ年計画という

強ﾉJを統Ilillil9政策丁●段をもって、北と競争する高速度の経済発展の推進へと

乗りｌＩ１１したのである。

鮠'五1政府の経済|冊1発計11111とそれにもとづく経済迎営こそが輔国の高速工業

化を成功させた。その成功に|正'1Ｍ<｣熱望、教育７Ｍ(i、」:地改革、それに１，本

帝'玉'主義の過朧など、いくつもの初１９'条件が不可欠であった（大内［1991]）

ことはいうまでもないが、それら初期条件をiiliかすことのできる政策主体の

役;';||は決定的であったというべきである。

糠|玉|政府の経済|＃|発計lllilとそれにもとづく経済辿営の般大の特徴は、以下

の３点であろう。①政策路線あるいは'Ⅱ'発),UUlifとして、，,iiii入代替二,:業化が開

発経済学の１W､識であった環境で輪111,指lhl工業化をl采１１'し、さらにそれに重ね

て砿化学工業化をめざしたこと。その点で鰊|正|は節２次入戦後の途上国工業

化の最先頭に立つことになった。②私企業とTlJ場を前提としながら、特定の

大規模事業計山の遂行を優先させ、｜|Ⅱ接誘導に｣|きまらず、むしろ主として財

政投副'資、外'１t;ｌｉｌ'』、信)''１;''当、許認可などによるﾘｉＵｊなii1[接統IIill手段にた

よったこと。それは、）|蛸１，１１:後、Ｉ｣本の採I11したIIIi斜４Ｍ:的統IIil,経済に著し

く類似していた。③計凹立案とその遂ｲﾃ過税の洲Wfのために、予算権|狼、外

貨割当権限を集||'し、その腿官が経済'111題を統jliliするhill総IⅡlを兼ねた、経済

企山院というスーパー官庁を設け、しかも意,W､決定の大きな範Ⅲ１１をその裁量

に委ね、経済迎憐の柔軟性を雌係したこと。その樅,ｌ(はゴスプランに近いほ

どで、しかしそのIiiliilij1は高度の柔､|吹性を術えていたといえよう。

だが、鯨|玉|政府の経済|)'１発計画とそれにもとづく総済遮営は、今１１まで一

貫していたわけではない。いくつかの節'1で岐路に立たされ、そのたびに童
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要な選択を枝みIｉｔねてきたのである。われわれは以下のJiつの軍要な選択に

注|]すべきであろう。

最初の大きな逃択は、いわば前史における選択、すなわち経済計山を初め

て作ろうとした宋化/'11復興部焚官とそのもとでの雌業||｜1発委員会の1959年の

選択である。

対米折衝の責任料.であった米仁ﾄ|]は、先細るアメリカからの援助の安定脈

|采の必要に迫られて、アメリカ議会説得のために'''１０１絲済計im1立案を思い立

つ。彼は、’1級でのｲﾘ|:修、実地視察を踏まえて、すでにｲＭＬた'111発計Hlilの

２類型のうちインド型ではなく、よ')柔､|次で'''1接誘導('<ｊをブラジル型を採１１］

することに決めた（法政人比較研［l990a])。それでも睡業|ｻﾄ1発委員会が作

成した「経済|州1発３カイ|i計画（1960-62)」は、lLlllI経済のｌｊｌ〔I1lI尊示を舐い、

とくに「'111接(１９を統Ilill手段は少しも考えない」と|折わりながら、「１１}]接的な

現IIill手段では充分な実効を_しげることが困りＩＩｌｉであろうから、〉Iill税および金iW1I1

のllU接的な調轆ﾉﾉをiili111することはもちろん、今後、１１１１:械(|りな財政投副{資の

継続的な拡人をＭ')、lT1時に……亜要原料盗材およびIlt要ilIMiIけに対しては

物流段階である秘度のAMlill手段を講じなければならない」とi【ﾘ反した（法政

人比較研［1991ａ])。il1〔接|]il営方式をとるのではないが、政府の強力な介入

が考えられていたといえる。’二'''1社会のイデオロギー的処iiiiと経済の現実と

のあいだには般初から大きな隔たりがあったといわなくてはなるまい。この

選択が政策手段からみた糊正|経済計画の基本(l<｣なⅣUをまず決めた。

第２の孟要な選択は、「|ｌＭ発独裁」として蔽場し、「指導される資本主義」

をl唱えた朴政椎の恥|服高会議の商二[:委員、’１ﾘ''1）;〔杣を要とする諸作業チーム

の1961年の選択である。

彼らこそが経済企lUI院を新設し、第１次５が|i計lIljlを作成し、その実行に

当たった。彼らは、計Illjlのなかにirl<の作戦計ilUlの要伽でＷ心的な事業計画

(大半が|玉|,宮）を持ちこみ、｜ﾉl外資を動員してそれに(IJI斜ｲI<)に配分しつつ、

｢３カ年計画」のそれ（f115.2％）をはるかに上lIjlる、もちろん過去の実績

(年4.7％）からみると格段に高い絲済成長（Ｗ１％）を実現しようとしたの

である。しかもこの計lujiには、朴政権の「経済'二|立」の夢、つまり計uljlの立

案と遂行、資金調達におけるアメリカ政府の怠｣１AからのlLl立の夢がこめられ
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ていた･ともあれ、まだ農業圧|の段階にあったのであるから、この7.1％は

突撃的経済成長を意味した。ここに、輔国経済計画の方式を特徴づける突撃

的傾斜生産の性格が定まり、またそれに応じて「先成長・後分配」的性格も

萌芽的に顔をｌｌｌＩした。

なお、「|ﾘ01計lllllが野心ｉ１Ｏな超孟点事業計山をjlilIIとして傾斜生産的であると

すると、国民経済全体のマクロ計画、とくにそのｲ|き次計画の運用は、好むと

好まざるとにかかわらず、ｎ点事業計山の進行にともなって生じてくる|王|民

経済上の、とくに'五|際収支-ｔの不均衡に事後的に対処し糊塗していくという

ものにならざるをえなかったといえる。計画文書のマクロ指標は基準、目安

を示す以上の意味は持たず、バランスをとる'三I々の政策迎営こそが重要とい

うことになったのである（法政大比較研［1990．])。そして方式上で傾斜生

産的性格が鮮Iﾘ1になることは、政策手段的にみて、銀行の事実｣この|玉l有化、

金融統Ｉｌｉｌｌなど、統IIill経済的要素の一層のj棚'１をともなった。

だが、天腸空をゆくこの111f心的な計IuI1は、通貨改''１とをめぐってアメリカ当

局とのあいだに激しい対立をリ|き起こしたうえ、｜Al外とも資金調達の方策が

うまくIlIiIかず、たちまち財政インフレ、｜玉|際｣'１文危機をリ|き起こして行きづ

まった。そこで、この経済危機に強Ilillされた計１１mの修Ilミ（1963-64年）が第３

の選択となった。

当然にも、過度の統Ilill的介入が反省されたが、それは|司時にアメリカから

の「経済自立」の挫折を砿調することでもあった。新しく地に足をつけて晶

大の難関、投資資金調達＝'五|際収支均衡'''１題を打|ｻﾄＩするために、〈輸出によ

る工業立|玉|〉路線が鮮'ﾘ1に打ち出され、系統的な輪llj,助成拙置が整備されて

いった。それにもう一つ、’三１本との|玉|交正常化に蹄み}I｣'し、対'三l請求権資金

が導入された。外資依存の輪11,指lfIl工業化という経済計画の総路線、開発戦

略がこの時初めて定まった。ただ、それは確立された輸入代棒Ｉ業化戦略か

らの転換を意味したわけではなかったことに注意すべきであろう。

計画の戦略が定まり、方式、政策手段も整った。そして「先成長･後分配」

の基礎の上に経済が急成長の!'りし道に乗った。この延長｣二に第２次および第３

次５カ年計１１１１は作成された。それらは、政府事業計1,111のウエイトが下がり、

目標実質成長率はむしろ_'二鼎していたが、内容的にみてより無理が少なく、
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したがってまた政策千段としても、｜玉|街、il11:接統IlilliI<J要素は薄まる力|(Ｔｌへ進

んだ。

しかし、1973年の朴大統緬の「頭化学工業化宣言」に発した第４の選択は、

この傾向を逆転させた。それは最初の111界的スタグフレーションとドル危機

下の不況のもとでの選択であったが、それ以｣二にベトナム戦争の敗勢のもと

でのアメリカの極東戦略、ひいては世界政策の転換に対応するく窮地からの

飛蹴＞の選択であった。Ｔｌ)ぴアメリカからの|里I立が、flI事iHiから問題となっ

た。

Ｔりぴ、マクロ計山の枠をはみⅡ｣,すより一麻Ⅱj;心的なzll業計山がlo年lli位で

策定され、第３次５カ年計画は事実｣二棚上げとなった。マクロの経済運営は

再び事業計11111をバックアップし、三1#後的、糊塗的にバランスをとるのに汲々

することになってゆく。計山方式はⅡjぴ突撃的傾斜生産そのものとなり、政

策主体として、経済企画院よ')一段と大統領iilLDli割19で総合的な重化学工業化

推進委員会とその企画団を核に、政策手段からみても)｢1地の買収、整地、イ

ンフラストラクチュアの整備、参入企業の選定から外資導入、信用背||当て、

Imi格統制、補助金などなどの優遇助成梢置を縦横にⅢlX使した。統制経済的要

素は再び大いに強まったのである。ただ、｜正附企業の新設は例外的で、財閥

の選別・育成に主力が注がれた。この'１寺、jliiilll1,指向工業化が否定されたわけ

ではない。しかし、ｉ朧工業の輪ｌＭ化進に否定｢1り影響を与えるほどに、１１１化学

工業のさしあたりは内需型の、輸入代替的でもある発展に資111(と資金を傾斜

配分したのである。

稗1玉1型の経済計山とそれにもとづく経済述憐はここに全、lﾘﾄ|花したといえ

る。それは、圧倒的な政府の樅ﾌﾞ]、その行政的指示の多さによって、ソ連か

ら強いイデオロギー的影響を受けたインドを凌がんばかりの統IlilI経1斉であっ

たと認めなくてはなるまい。ただ、貿易依存度を異常に高めた糠匡１の場合、

折しも大jli云換期にさしかかり不ｲi雁実性を噸した111界Tl1場の変化に即応してい

く必要があった。柿|玉|政府の経済迎営は強度の統制経済であったにもかかわ

らず、「開発独裁」権力の超然性を武器に著しい柔j炊性を保ち、変化への企

業家的即応力を発抑したことも同時に認めておくべきであろう。

だが、それにもかかわらず、この好心的な爪化学工業化もまた挫折しなけ
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ればならなかった。急速に政府・'1ｲ川の癒着が進むなかで、事業計11111は節度

を失ってふくれ｣二が')、他方でようやく労働ﾉ｣の柵造(1<｣過剰から榊造的不足

への移行がIﾘ|らかとなってきた。かくて林|工|経済は、節２次石１１１１危機の衝撃

を受けるなかで、Ｗぴ深刻なインフレ・債務衆績・'五|際収支赤字の危機に

lWiった。賊後肢班の経済危機である。そこで政府部|ﾉ1の激しい論争を経て

1979年から実行されＩ(ｆｉめた「絲済安定化施策」が節5の選択となる。束化学

二[業化そのものが失敗に終わったというわけではない。しかし、「経済安定

化施策」は、政莱路線、｜＃|発戦''1＃はともかくとして、これまでの計山方式と

政策手段の体系、ひいては政１１１:そのもののあ')力を抜本的にｌＩｉ武換させる。し

かもそれは、「|Ⅲ1発独裁」としての朴政樅そのものの恋1剥的な終末を経て初

めて本格的に爽行に移されることになる。

（２）開発独裁と労使関係

高速Ⅲ業化に成功した糠|玉|の経済|Ⅱ|発計画とそのもとでの経済迎営は、そ

の政策主体、’1ﾄ1発独裁としての朴]1ﾐ煕政権なしにはありえなかった。朴政権

こそが|ｌＭ発体系を作')'１１,し、計iIIjを作成し、経済|)ﾄ１発をしゃにむに推進した

ので､ある。

５．１６クーデターによって益場した朴政権は､季ﾉk晩政権が作り''1,した強烈

な反共イデオロギーを持つ権威二ｉｉ義｢|り椛力構造を災質的に継承し、系進｢1りに

強化した。学L1i1II1[命後に'１賀き''１,したhLjﾐ化運１１ﾘﾉ、労lﾘ1述釛の一半を反共を名

'二|に激しくり}ii圧してしまったのである。しかし、’'1ｍで、朴政椎はlとl主経済

建設を肢重要のiiMjとしてと')あげ、それらの迎仙が「41ｉきられない、変え

てみよう」と胡み、また民主党政権が「経済弟ｌ主義」として体ﾘ'Iした、経

済発展、「経済|]立」の熱望を'1ﾉﾘUlX統合しようとした。h1i政移轡後も民衆の

政治(1り意思決定への参力１１はきびしくIlillll,｛され、大統価椛ﾉJは超然とそびえ

立ったが、それは、意欲的な経済雄設のためにｲ《iil欠な、政治の安定、政府

の人lll1な政策(lりイニシアティブをI閥iliする条件ともなったのである。「|Ⅲ|充

独裁」と'１平ばれる所以である。

儒教(I<｣文民統治数１'ｲｲ|ﾐの伝統のlnilにいわば招かれざる樅ﾉJとして議場した

朴政樅にとって、｜÷|主経済雄設こそは樅ﾉ｣自体の１１当化の切り札であった。
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それは、クーデターⅡ!〔後とﾙ'１:新体Ilill導入H1〔後の２１Ⅱ|にわたって決定的な役割

を果たした○したがってまた、その継済建設には、しばしば経済外の動機か

ら、経済合理性を超えた政策ｉ１ＷＩｉＩｊが入れられたのも何の不AlA満でもあるまい。

ともあれ、第４共和｢lilllil｢｢ではさすがにI1z当化の限界が|]立つようになった

とはいえ、｜工|民的熱望を吸｣|)(して経済|)'１発による正当化が恭本的には成功し

たことが、朴政権を災期に存続させた基底(|<jな条件である。正統化のもう一

つの切り札、反共イデオロギーの役;ｌｉｌｌＭＭＬすることはできない。しかし、

<反＞という否定的な、しかも次第に風化してゆくイデオロギー手段だけで

は、とても国民統合に成功することはできなかったはずである。

だが、高速工業化に成功した経済Ⅱ}１発計山とそれにもとづく経済連尚のｲI1ll

からみても、朴政権は不可欠であった。

一つには、既成政党、諸利害に対して超然性を持った朴政権の権力は、特

定の利害を優遇し、さらに諸利害の榊造そのものを変えてゆくような思い

切った、機敏で柔軟な経済計山と経済政策の展|)'1をTJI能にした。経済企画院

は、青瓦台（大統領府）をいわば衝立てとして、諸利害にがんじがらめと

なった議会の承認を気にしなければならない|玉|の政府当局からは信じ難い身

軽さで、経済述営を行うことができた。またそれでも手に余るような重要な

戦略的決断は青瓦台'二'身によって行われた。不確実|【,ﾐを埆した大転換期の,止

界T'７場の変化に機敏に対応し、好機を活かすことができたのも強力政権のこ

の超然性に負うところが大きかったであろう。

しかし、より根本的に、強化された朴政椎の椛威主義体''i,'は、権力の重圧

のもとに高速=[業化のための雅礎条件として労使関係の安定をつくりだし、

｢先成長･後分配」を両'能とした。そこで、つづいて「開発独裁」の成立期と

展'ｻﾄ１期の労使関係政策とそれとの密接な関述で展開された労働述肋の特徴に

ついてまとめておこう。

結局、成立』０１の労使関係政策は、それまでの労働(,,谷の自由な設立などを

行政的に規制し、労IHjl糾合の｣二部illll織（ナショナルセンターと産業別組合体

制）を再編・強化し、それによって木端jlMl細の,芒,,,]な行動を統１，i,,することに

なったが、それをみるに先立って立法化されていた初発の労使関係法につい

ても触れておこう。



336 

第２次大戦後のＩＭＬ的な氏二iﾐ主義化の風潮だけでなく、ｌ]本帝国主義から

の独立と反共|玉1家としての成立によって、輪国は、ほとんど当初から民主主

義的な憲法を持ち、四|狄型の労Iill法Ilillを一応IIill定していた。だが、それは、

現実の主従型ないしは家父長的な労使関係とは顕著に乖離した「立法先行」

の法IIillでしかなかった（全国絲済人連合会編［1986]、金亨端［1989])。しかも

その実態は立法'二|体のなかにIﾘNiliiに示されていた。すなわち、例えば労Ｉｉﾘ１組

合法は、労働組合の'二１１１]設立をはじめ、労使のl÷１桁を強調する産業民主主義

の原11'1に立ってはいたが、行政による(Ⅱ谷運営調査権、組合決議の変更権、

役員選挙収11Ｉ権、さらに労$'1の解散椎まで規定されていた。当初は、｝1本な

どと|司様に－'1割Iり現IIiⅢのつも')だったかMllれないが、運営調査椎は最近で

もまだ発動されているのである。

顛事クーデターによって一時は労働1去の効果は失われたが、「開発jill1裁」

体制が碓立しても労Iilll法IIillを廃｣lLた')、今ini的に改定してしまうことはな

かった。むしろ、権威主義体IIillのもとで、与党の恭幹団体だった大韓労総を

輔匠|労総にilj編成し、そのもとで16の脆業別組合によって「部の事業所別illl

合を統制する機構を)61Ⅲ!,した。そのなかで、緊急調停Ilill度の新設などによっ

て、とくに争議jMillを強化すると|司時に、jlill谷の'二１１１１設立を行政の認定に改

め、政ih活動の禁I上を強化し、競合組合を排し、労使協議会を義務づけ、団

体交渉をそれで代位する仕組みを作')」ﾆげた。

「４．１９１Mf命」ｉiii後からＷ)_'1がった教員組合や失業者運Ji)]や鉄道労組の賃

_上げや埠頭ﾎﾟ|l谷の民主化、繊ﾙlli労連の不当解歴闘争や組合民主化などは、

｢５．１６車事クーデター」によって鎖１１１されることになった。軍政が、一応、

民政に移行し、イ'議椛などが復iiIiしたのちも政府統計ではｲlﾐ''11100件前後の

争議が発’1三する水準に鎖ilili化された。もっとも、政府統計に載る以前にさま

ざまな生理的な労使紛争は警察などの公権力によって非公式に調停されたり

抑圧されていた、とｌＩｌｉ定される。また、１１W力Ⅱしつつあった多数の労働者は、

残存する主従型や家父長Ilill的な労使関係の枠組内に、一応、位侭づけられて

いた、とみてよい（ｌ１１ｌ谷［1979])。

しかし、６０年代末に向けて、アメリカ１１K機DMの労働者の巡動、［１本商社や

造船公社の争議、繊洲lIi労述の産業別統一賃_|こげ、埠頭合理化闘争などの労働
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運動が激発し、これらのうち後二者はＫＣＩＡや経済企ｉ１Ｉ１院などの介入で抑

圧されることになった。次j01の維新体Ilillへの移行の前兆が感じ取られるだろ

う。そのことは、外資企業における労働組合の組織化や行動を厳しく規定し

た「外資企業労働法」のIlill定（69年）からも、十分感じ取られることだった。

７２年の「維新慰法」Ilill定後、「開発独裁」の展開川としての維新体制がス

タートを切ったが、まず、「|正|家保術法」がIIiI1定され、国家安定と重化学工

業化のために全体主義体Ilillに傾斜するほどの労使関係政策の改定が|析行され

た。しかも、いずれもクーデターまがいの手法によってだったが、さらに石

油ショックによる経済危機のもとで、資本家などの海外逃避や不当労働行為

などが発生したので、勤労恭準法なども強化しつつ、労使双方への規制強化

を「緊急措置」として強行することになった。そうした過程で団体交渉権・

争議権は、事前に行政に調停を111請し、その決定に従うことを前提とするこ

となしには行使できないことになった。しかも、そうした枠組のもとで、産

別などの統制を経ずにIlN々のilill谷をＨ１接に規Ilillし、イト識の発生を予防拘禁す

ると同時に、労使協議会や苦情処理機構のなかにL|型ｌ１ｉ１りな労使関係を押し込

めようとするような政策変更が行われたのである。

その間に労働組合員は50万人足らずから100万人を超え、jMl織率も20％に

達するほど拡大し、また「転換点」を通過するほど庇川がj1Ij大したので、賃

金などの労働条件が_ﾋｹﾞ'し、またそのための労使の交渉や協議も、Ilill限され

た状況下でそれなりに進められた（法政大比較研［l990b])。それだけに、

それから取り残されたさまざまな分野の労働運動が激発することになった。

零細企業での勤労基準i去遵守を要求した焼身向殺や現代造船の労職格差をめ

ぐる暴動などは、いずれも未jill細分野で激発した闘争であった。他方、宗教

人に指導された組織分野では、斜陽化しつつあった繊維産業などで、ＹＨ貿

易などの新しいタイプの争議が激化した。このような状況で、権威主義体制

のコーポラティズムに統合された輔国労総も、しばしば大衆団体としての行

動をとらざるをえない状況に立たされることになったのである。

(3)開発独裁の終焉

｢自己永続か破滅しかない」開発独裁としての朴政権が悲劇的な終末を迎
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えたのは、irli接には、１１１１心的な重化学]:業化が行きづまった1979ｲ1三の絲済危

機とそのなかでの社会不安と緊張の異常な高まりを契機としてであった。し

かし、その終焉は、より大きくみるなら、｜ｻﾄ|発独裁としての朴政樅がその歴

史的役割を果たし終えたこと、そしてその活動を通じてそれ'二1身の拠って立

つ社会的基囎とその政治文化をｌｈＩｌ)＃'したことからの当然の帰結にほかなら

なかった。

朴政権の19年の統治のあいだに、］ii帷|は|L界に例をみない高速度の経済成

長によって工業化を成功させ、さらに砿化学工業化の基礎を築いた。そして

姉国は先進工業|玉|に迫る新興工業'五ＩＮＩCsの一つとして認められるまでに

なった。朴政権が第１の課題とした自主経済建設は、自主、自立という質の

点で論争の余地を残したが、」ｉｆ本('勺には逮成されたと認められよう。だが、

それは、とりもなおさず、１%1発独裁としての政権を正当化する根拠が希薄に

なっていくことにほかならなかった。しかも、間速工業化の過程での農村か

ら都市への人品の労働力の移刺)はようやく農村の榊造的な労働ﾉ]不足を生み

出した。そればか')か、労働力の都市への大逓移肋による都Tl丁社会化は、林

同型権威主義体Ili'１の拠って立つ伝統的社会基盤と儒教的倫理とを急激にMill）

崩していったのである。

そうなると、新しいTlThb文化のllfl動とともに|)'１発独裁とそれが推進した超

高速の工業化がもたらした社会の歪み、矛盾が表ｍ化しないわけにはいかな

かった。

なによりもまず、第１に反共を'二1実にした権威主義的圧ｌｌｉ'|の歪み。権力正

当化の根拠が薄れ、拠って立つ社会的』i蝋とその政治文化まで伽|れるにつれ、

朴政樅はますます一切の反対の}''1圧に頼るしかなくなっていったが、焼身|と１

殺の抗議が象徴するように、社会的緊張は極限に達した。

第２に、「光成長・後分配」政策の盃み゜「|覚ましい経済発展に比しての、

それに政権に癒着した財ＩＩＩＬｌのおllIl話のような急成長に比しての賃金、農業所

得のｲ''１ぴの遅れ、社会係|庫の遅れは、社会的不公正への憤りを強め、これ以

上その政策をつづけられなくした。

第３に、環境破壊と公害病。本論でとりあげることができなかったが、と

')わけ重化学二Iﾕ業化が始まるとまもなく深刻な環境汚染が拡がり、とりわけ
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化学工業団地など公害ｿiWが多発、集|Tl移住'111題が発生するようになりだした

(仁科・野１１１［1989])。

さらに、朴政権が高速二[業化とそれによる自己の権力の''三当化のために切

り札として採)Ⅱした政if}｢１９諸措置が大きな禍根を残し、’''二界的大転換のなか

での新しい政策的舵取りを'111むことになった。その殿たるものが、外貨欲し

ざに急いだ対[l国交Ⅱi常化であり、またと')わけ維新体ＩＩｉｌｌにおける北の脅威

の多分に戦術ｉ１９な利用である。植民地支配についての謝ﾖ１１と後始末をきつち

')つけずに頬かぶ'）しようとする、｜]本のもっとも反動的な保守政治家と安

易に手を結んだこの正常化は、主要な責任は'1本のＩ１１ｌｌにあったとはいえ、韓

|玉||正|民の｢'１に隣国に対して容易に|式い鮒い屈折した排斥の感情を温存あるい

は新たに作'),111,した。また、北の脅威の多分に戦術的な利川は、南北対話の

芽を摘みとり、イ||瓦不信を積み重ねる結果をｌＹＩき、｜玉|民のあいだにも根深い

対立を構造化した。

朴大統領'１肝殺から始まった過程は、まさに文字通りこうして行きづまった

｢|刑発独裁」とそのしゃにむに進められた高速工業化政策の終焉、そして新

しい民主主義政治体IIilIとIIL界的大'|iii換へのその新しい対応を模索する過Ｉ度期

にほかならないといえよう。

まず、政治的民主化の動きはil1l:線的には進めず、「光州事態」を機に再び

圧Ili'1で抑え込む全斗煥政権が登場した。それはいわば〈朴人統領なき朴体

IIill>、またある意味でくもはや|ｻﾄ１発課題を持たない開発独裁〉であった。朴

政権が国民のなかに残した深い瀧、根深くとげとげしい不信、対立は、民主

政治の定着を許さなかった。

こうした状況のなかで、再び軍部の主導椎のもとに成立した全政権は、経

済安定化・nllI化を推進する反Tiiで、第三者の介入を禁｣Iして企業・聖lJ:業所

別組合を孤立させ、過激化しやすい地域谷lTiM谷の設立を'１１難にし、行政に

よって団体協約の内容までも現ili'１できるような労伽組合法の改定を強行した。

さらに、公務員、公祐・防衛産業の争議を禁｣’し、争議椛のある分野でもそ

の行使に先立つ冷却jUⅡＩｌｌを一般事業でも201三lから30日に延長することによっ

て、争議規llilIを－段とりii化した。「|正|家保術i去」廃｣この高い代償にほかなら

なかった。それと同時に、労使協議会制度については、ガ111立した立法とし、



340 

常用１００人以ｌの企業にはその設立を義務づけ、それ以外の企業には苦情処

理委員会が設置されることになった。

このような抑圧体Ilillのもとで、８０年には400件以上にも達した争議件数は、

82-83年にはTVぴ100件を下lm1るほど減少し、｜此界|司時不況の影響も加わって、

組合員数さえ減少に転じ、政府統計によるﾎﾟ11織率は23％から15％にも低~「す

る状態に陥った。それに応じてM1Ⅱ合財政が悪化しただけでなく、｜I|体協約の

締結率さえ低下せざるをえなかった。しかも労総傘下の紅[谷連動が沈滞した

だけでなく、いわゆるIIill度圏外の民主化組合も含めて＄冬の時代〃を迎えた

のだった。

この過稗で、ｌｕＬ不況からの|Ⅱ|復も進み、政権担当者としてやっと落ち着

きを取り戻した全大統領と労働部に格｣こげされた主務官庁は、８５年総選挙で

の野党の雌進なども横'三'でみながら、労使現Ilil1の緩１||に乗り出さざるをえな

かった。その内雰は、製迭業以外の地域谷|司労組の承認に始まり、第三者介

入には上部jill織だけは承認したほかⅧⅡ谷IW1<散命令の限定、冷却jO1間の短縮

などだったが、不死鳥のように|りぴ活ﾉjを|Ⅱ1復しつつあった民主化労組はこ

の改定によってますます勢いをえる状況を迎えた。この転換で、７０年代まで

繊維を'''心とした労働運動は正化学Ⅱ業や大企業にも拡大し、運動指導者に

はますます帆偽装就業者〃が力Ⅱわるようになり、労・労紛争も激化すること

になった。ほぼこうしたZ１１態が、８７年「民主化宣言」のその前夜であった。

ここで、全斗煥政権による経済遮尚方式の大きな転換についても、まとめ

直しておこう。実は、経済の安定とlLl1l1化、｜＃|放化、すなわち民lll]主導の市

場F1律化経済をめざす「経済安定化施策」は、朴政樅末期に着手され始めて

いたが、金政椎のもとで調整のｌＭＩｌｉに､１１ｍしてジグザグしながらも徐々に徹

底されていった。政府の手厚いﾈili助命や輸入jjMIlill、それに金利・換率・ｲilli格

の統IlilI、政策金融などは動脈硬化の元凶として一つ一つ整理、軽減されて

いったのである。政府が野心的な事業計画をもって高速工業化を牽引すると

いうことはもはやなかった。節５次５カ年計画（1982-86）は、展望計山と

なり、また社会係I境を重点としてとりあげるものとして初めて経済社会発展

計伽と名乗った。そして、その立案作成の過程で経済運営に国民各層のコン

センサスを得ることに重要な意味が兇ｌｌｌ,されるようになっていった。
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余政権のこの新しい経済迎憐は、債務累枇の危機を乗り切って重化学工業

の定着、輪''1,産業化に成功した。そして「三低景気」のなかで|正1際収支の経

常黒字を達成するに至った。

そこで、焦点は11j:ぴ政治へ戻った。民主化の運1Iijjの高まりは全政権を退陣

に追いこみ、軍人ＩＩＪ,身でありながらlXj主主義政治の定着、南北対話を約束す

ることになる盧泰患政権の誕生というシナリオになった。

1987年の大規模な民衆運動の未喘'ｲ『の高揚のなかで発せられた「６．２９民

主化宣言」が、繰り返されてきたりlli圧を恐れていた労働料大衆の気持に火を

つけた。そして林国史を飾るほどの人爆発となった。なにしろ87年だけで

3700件を超える労１１１１争議が発411たのである。これまでの年平均の何十倍に

も達する規模となった。しかも、それまでどおり製造業を中心としたとはい

え、商業、金剛|などのホワイトカラー分野にも広がり、とくに財閥系の大企

業では労illllが紺邊織化されるとlTil時に争議に突入するケースが多発した。常川

1000人以上の大事業所の争議;眺率がなんと60％以上にも達した。全体の平

均が５％台だったから、いかに大事業所で多発したことか。しかもそれ以後、

大事業所の賃上げがいかに大きな成采をあげたかは、事業所規模別時'''１賃率

の１昇格差からも知られる。これに対し多くの中小企業は企業そのものの成

長や存続を維持するために、とくに経尚成果の優れた企業では、なお慈父型

の家父長Ilill的な労使関係を守っていた、とみてよい（小林［1990])。

こうした争議の激発に対する政府の対応も、従来とは馴著に異なっていた

(李［1988])。それは翌年にソウル・オリンピックの開催を控えていたからで

もあるが、「民主化宣言」にもとづく限り、労使のにI治にできるだけ委ねる

しかないと、政府は判断せざるをえなかったのだろう。こうした状況を労働

者大衆は鋭敏に感じとり、叩偽装就業者〃の指導を超えたり、時にはそうし

た外部的指導を排除したりして（小林ほか［1991])、初めて大々的に大衆運

動を身をもって経験することになった。そうした性格は、きわめて多様多彩

な要求内容の展Wﾄ|に1ﾘⅡili1に表わされていた。もちろん労１，１１組合そのものの承

認に係わる紛争はあたかも通奏低音のように響きつづけてはいたものの、ブ

ルーカラーらしい差別撤廃から、ホワイトカラーらしい経営参l111まで、鯰匡｜

労働者大衆の積年の不iiMjが集''１的に爆発し、またそれが可能な状況を招いて
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いた事実は銘記されてよい。

それを受けて、８７年秋、集団的な労使関係法の根本的な改定が実施された。

それをめぐる政党一財界一労総の意兄の対立・同調については、すでに分析

されたとお')である。それによって、労組の([|織化とその形態が[1由化され

たのをはじめ、さまざまな行政XMIIillが撤廃された。勤労基準法などの他の労

１，１１法とは異なり、集団的労使IjM係法は雄国以来初めて一変した、といってよ

い。それにもかかわらず、それはいわば過渡的改革に止まっており、第三者

介入は従米どおり上部'1|体などに限られ、公益事業に対する強ＩｌｉｌⅡ111裁なども

改定されなかった。だが、そうした禁｣|:条項の継続に対し、選挙運動をどの

政治iTIi動については、すでに労総も政治部を紺織し、１去規Ilillを無視したi舌釛

に乗り出している。全労協というライバルを意識しつつ、大衆lIl体としての

センターに変革しようと意図しているのだろう。

その点は別としても、労使関係政策の変IIEもまた、まだ「開発独裁」から

の過渡的転換に止まっておl)、そのことは89年に輸出成長がマイナスに転じ

たのに対し、政府は90:Ｗ$間の賃上げ率を１桁に抑え込むために、民主化労

組などの現Ilill強化に乗りlllIすというＺｌＩ実をもって証lﾘ1された。政府が改定を

かたくなに留保してきた労組運営調脊椎の発動だった（法政大比較研［1990

ｃ]、［199ｌｂ])。

それにしても、このｌｌＩｌに、とくに財llLl系などの大企業において、前述の賃

上げのほか、経営の公|ｻﾄ|をはじめ、定ｲ|ﾐ延長などの雇川保障も強化されたこ

とは、基礎過程の変化として充分注|］されてよい（小林ほか［1991])。それ

というのも、ホワイトカラーだけでなく、すでに生産職をはじめとしたブ

ルーカラーも長期勤続化しはじめ、技能形成や地位昇進などが進み、すでに

111小企業のili云職型の生産職などと分化してきていたからである。だからこそ、

特定企業に定着し、経営者側に要求を提出して労使lllI交渉を行い、それなり

の妥|)Ｈ１に合意したのである。さらに、とくに財閥系企業の場合は、８７年の争

議激発以後は｢'１核企業の企画室などの指令によっては労使ｌｌＩ１交渉を処理でき

なくな')、それぞれの企業が独立して人事・労使関係管理を行わざるをえな

くなった事実もまた（小林ほか［1991])、基礎過程の変化として正要だろう。

結局、このような労使DM係の雅礎jllh職の変革が、政治文化を変え、「'111発
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独裁」を決定的に終焉きせる社会・経済的要因となるだろう。もちろん、政

治過程においてまだ残された法律的・行政的規IIillは廃｣こされ、自由化されね

ばならない。その場合、稗|玉|労総などの選挙活勅のように、事実上、規制を

超え、あとから政府に追認されるような運動方式も必要である。同一企業に

おける複数労組の禁｣liAMIIillにしても、いろいろな対応が可能である。現に全

労協傘下の事務金IW1I1労迎の結成の場合は、同一企業でMII織を異にするとい

う規約を既存の組合に認めさせ、合法机織になっている。このような労働運

動自体の工夫も重要だろう。結)両)は労使関係政策を|÷Illl化させねばならない

にせよ、それを準備し、事態として先行するような述加の展|｝Ｉがポスト法律

改定の状況を主体的に切り|Ⅱ|いていくことになるはずである（卓．小林

[1990])。

（４）経済成長と労働経済のパフォーマンス

これまでのいわば定性的総括を補足する意味で、最後に経済成長と労働経

済のパフォーマンスを主に定最的にまとめておこう。

まず、(1)最初に注'三|されるのは、1960年代半ばからソウル・オリンピック

まで、しばしば年率１０％を越えた実質ＧＮＰ成長率である。だが、実はそれ

以上に注目されるのが、時々30％を越すほどの名|=|成健率の異常な高さであ

る。とくに70年代まではこのギャップが大きく、大ll1iWなインフレ過程で、理

論的にはＩｉｌｉ格交渉力の商低によって大きな所得・資産格差を発生させること

になったわけだが、大ⅢWiインフレの原因は、輸出振興とjliiii入代替のための低

利の政策金融と為替切')下げであり、それがギャロッピング・インフレと

なって必ずしも空転しなかったのは、すでに解|ﾘｌした「|)'１発独裁」による輸

出振興や重化学工業化などのための人為的な資源|Ni[1分政策の、一応の成果

だった。

その反面、金剛１１１１場などを奇形化させ、政経癒着などの歪みを発生させた。

そして、６０年代末と70年代木には不採算企業を多発させるような過剰投資に

陥った。これに対し80年前後から政府は、すでに考察した経済の安定化・自

由化を強行し、開発独裁からの転換を進めた。そこに峨三低現象〃の追い風

も吹き、ついに宿願の貿易黒字を達成した。しかし、その時からアメリカな
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どのﾀﾄ圧によって、ウォンの切')_上げが強いられたのをはじめ、螂三高〃に

風向きが変l)、８９ｲ|：には輪'１１，成長がマイナスにｉｈｉ化した。とくに、８７１F以降

の大lIM賃」1げをもうウォン宏で|ﾘk収することができなくな}）（野iiill［l990

a])、｜ﾉﾘf紺ｉ導jUiU成長への転換を企Ｉｊｉｉなくされている。

以｣二、弼典サイドから経済成災とその要lklをみたが、(2)供給サイドからみ

ると、）韮業榊造の高度化の実態とそのllllluj点が}ﾘ|らかになる。生産成焚率か

らみて、６０ｲli代後半までは鉱業、さらに繊illi・皮１１１１１業が高かったが、７０ｲｌｉ代

後半には金1m機械工業、また処設業が問くなり、８０ｲ１１代半ばには金融・保

険・不ｌｉ１１雌業や大酬鵬i業の1''１びが顕著になっている。一貫して高付力l11illiIiA化

のトレンドがみてとれる。ただし、これらのうち、すでに先進諸匡|では公害

現IlilIがﾘｶ〕化されてきていたのに対し、糊玉|ではそうした脱IIillが弱い状況で、

急激に１１１化学Ⅲ業化が強行された聖|『災に帥１１|］しなければならない。

こうした)雅業成長のなかで、ほぼ70ｲ|え代半ばまでに11ｲIlLllll心のlfl己完結ｌｉｌ

の産業$'１紬が形成された（小林［1988]）が、それ以後、常１１１５～300人未illllj

の1'１'Ｍｒ業の付力Ⅱ(illi価や雁１１１のウエイトが拡大にjli武じている。’１１'Ｍと業分111ｆ

では衣'１|(をはじめ、繊帥lli・皮ｉ１Ｉｌｉ業のウエイトが大きかったが、代わって金

属・機Ｉｌｌｎ:業のウエイトが高まってきている。しかも、屯子・Nil機・伽)１J'１

工業などの~|､､ii1iけ部,liiU,メーカーとしてiillみ込まれつつある。それは、政府の

''１小企業政策や＃Ｍ１などの育成策の成采でもあるが、この過私｛は輸入代稗の

プロセスであ')、したがってまた技術導入から|］前の技術開発への転換期に

当たっている。しかし、８５ｲ|ﾐ秋以:後の|ⅡＩ高によって、１１本の東南アジアでの

部,Iii1,供給Ji1地作')が進められてお')、林|;lilの部,WI巌業の将来が注'二|されてい

る。また、技術]VL新のスピードアップが1mMiWfな今l]、蝉|玉|の技術|｝M発がどれ

だけついていけるかどうかも'''1題になっている。

このような経済|}'１発過稗で、(3)労IilIlﾉﾉ人'二lは２(卉以ｌ１に哨人し、とくに)､（

用労Ilill判は４ｲﾊﾞ以上にＭ１ﾄﾞｶⅡした。供給｛llllからプッシュされてもいるが、需

要(l1llからプルされた結采である。経済|＃|苑政策の大きな'三|標でもあり、成采

の一つだといってよい。とくに70年代の爪化学工業化にもとづく雇用拡大は

めざましく、７０年代後半にはいわゆる「ili武換ﾉA(」を通過した。そのなかで、

労働力需給が顕著に緊張し、大|Ⅱiiiインフレにかかわらず、それを上lmlるほど
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賃金が上昇し、過剰ぎみだった不熟練労ImI者さえ不足ぎみになったからであ

る。またその1{}]に、産業別就業榊造も大llWiに変雰し、そのなかでホワイトカ

ラーのシェアが著しく拡大した。だが、それにもかかわらず、前述の状況の

もとで職業階層・年齢階Ⅲ#》１１賃金格差が縮小しつつあＩ)、とくに87年の大争

議後よ')力Ⅱ速してきている。しかも、その労働争議は大企業を中心として発

生し、賃金上外も大企業ほどh1lm箸だったので、事業川ｉｊｉＬ模》'|格差は逆に拡大

してきている。

さらに注目されるのは、(4)この''１１に起こった年功貸金のｌｌｉ１の変容である。

というのは、ホワイトカラーほど顕著ではないまでも、４Ｍ:職の年齢階層別

賃金構造のピークがしだいに高齢化してきているからである。ただし、それ

はり)性労働者の世界のことだが、そのピークの高齢化は人互|＃業所ほど著しく、

しかも年の功も経験の功から勤続の功に移行しつつある、と理解される。そ

うした長期勤続化に伴って、多能型の熟練形成と地位昇進も進みつつある、

とみてよい。だが、’１１小企業の生産llMiなどは依然として(|:事給の|吐界にあり、

経済状況いかんによっては、ｌＬＩ営業などの零細企業の就業との|ｌＵに密接な流

動関係を持っている。

常用５人未iililjの零細企業就業の推計によると、近年、とくに箸噸してきて

いることが注'二|される。しかし、事業所規模別所得格差は縮小しており、零

細企業のなかに比較的高いmT得隔が墹加してきている、とみてよい。ここに

も重化学工業化や新しいサービス経済化の影響をみることができるが、しか

し依然として都市スラムなどの低所得層が大量に残存し、二Zn柵造の底辺を

形成している事実もまた、看過できない。

これまでみてきた都ＴＭｉ業の拡大は、(5)大品の農家労Iilllﾉﾉなどの流出に

よって初めて可能だった。鋪１次朧業分野からの流Ⅱ｣,と節２．３次産業への

移動についても推計してみたが、それによると、「転換点」以後、５年間で

流出量は１００万人を_上|Ⅱ|るほど箸1M'し、第１次朧業人'二|の絶対数そのものを

著減させるほどの反作川を及ぼした。それだけでなく、農業従事者の女性

化・高齢化を進め、質的にも大きな影響を与えている。とくに80年代に入る

と米価政策の後退によって、それまでの「セマウル迦鋤」や多収穫,lih種の導

入や機械化などの努力にもかかわらず、農業所得のﾉ'１１対１１り地位はますます低
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下しつつある。

そのために農家所得としては、一層、兼業所得、とくに流出労働者からの

仕送りなどへの依存度を深めている。そうした)贈与は、「転換点」を通過し

た頃から不当なほど強化された教育投資へのⅢ恩返し〃の意味を持っている。

この過程で、零細農家の子弟の教育水準も高まり、学歴格差の大きい社会だ

けに、その就職先も|恂止しつつある、とみられる。だが、後継者も流出して

しまったようなｌｈａ未iiMiの零)Wll農家は減少せざるをえない。こうして、と

くに80年代に入って増加しつつあるｌｈａ以上の｢'１．大規模農家が、少しず

つ借入地を増やしつつあり、、開放農政〃に脅かされながらも、かろうじて

輔国農業を支えているのである。

この間に韓国の国民ｌ人当たりの１コ氏所得は、１００ドル程度から5000ドル

にも増大した。もっともＵＳドルだから、この間の対米為替レートが７分の

１近くにも切り下げられたことを粋|ｌ')リ|きしても、実質ウォンで７倍程度に

も上昇したことは疑いえない。したがって、序章の総括的評価基準に照らし

てみて、重化学工業化とそれにもとづくハイテク産業化とサービス経済化な

どとともに、経済力の水準はすでに先進国の水準に到達しつつある、とみて

よい。しかしながら、経済構造の自由化については、金剛１の自由化をはじめ、

狐寡占支配の産業組織なども含めて、まださまざまな規制や|障壁が残されて

いるが、それ以上に分配度の公平化はまだ遅れているどころか、近年の、金

余り〃現象の発生によって－屑悪化したことに注目しなければならない。

しかも、分配度は経済レベルだけでなく、政ifルベルでも問題になる。た

しかに権力ずくで統合水準を無1Mやり高めようとする「開発独裁」は終焉し

つつあるが、とくに政策形成への参加は、例えば労使関係政策などをめぐっ

て、輔国労総にさえまだ部分的でしかなく（法政人比較研［199ｌｂ])、依然

としてまだ限定的多元主義を脱し切れていない。それ以上に異議申し立ての

自由化はもっと遅れている、とみなければならない。そのなかで、儒教文化

は後退しつつあるが、パターナリズムはまだ国民の間に色濃く残存しており、

権威主義体lillに代わっていかなるタイプの民主主義体Ilillに変容していくのか、

その将来展望はまだえられていない（野冊１１［1990ｂ])。
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２展望

（１）民主化・自由化へのスタンス

輔'五|の経済社会の将来展望を試みようとすれば、なによりも北朝鮮（朝鮮

民主主義人氏共和国）との統一'''１組をその前提として受け止めてみなければ

ならないだろう。しかも今|Ⅱ|の統一'１１１題は、冷戦体制の終焉、したがってま

た、ソ連型社会主義体IIillだけでなく、資本主義体制ｲ１１１におけるパックス．ア

メリカーナの崩壊、そして束アジアのそれなりの゛昇竜化〃などという世界

史の２１世紀に向けての大jli云換j01のなかで提起されている。束西ドイツの統一

がそうであるように、この南北統一も、それ'と１体が世界史の大転換をいかに

進めるかに係わるほどの砿みを持っている。

そのダイナミックスの過程で、削北それぞれが主導樅を取ろうとするだろ

うが、そのためにも|玉|内の政治・経済体Ilillをいかに整備しようとするか、ま

たそれが他の諸条件との関連でいかに可能なのかが注|=|されるだろう。その

場合、北朝鮮の政策選択がいかなる内容を持つか（後滕［1990]）にもよるが、

練'玉1側としては国連同時加盟後の交流の拡人を通じて、北朝鮮の政治．経済

の開放と'二IllI化を刺激するように誘導したいところだろうし、またそうある

べきなのだろう。ということになれば、鮠|玉|｛I1llは自分'二|身の政治．経済の民

主化・日Il1化・公正化を一段と|雌逃しなければならないはずである。

それは、とりもなおさず、すでに|#|姉されている稗|玉|の「開発jMii」とそ

の高速工業化の政策路線からのlli武換をやりとげ、先進]皇業諸|工Iに肩を並べる

民主主義的政1ｈ．経済体IIillと大lli云換)91に入った１１t界経済のなかで安定的で自

律的な経済発展を確保する政策路線を確立することにほかならない。とりわ

け、労使関係政策の瓜主化、日'''化も遂行されなければ、権威主義体ﾙﾘを本

当に終焉させることにはならないだろう。その意味では、転換の途上にある

現段階では、まだ不安定な危'険領域にあることを自覚しなければなるまい。

いつ世界の政iiLi・経済状況が悪化したり、林|正|自体が安定的な経済発展の定

着に失敗したり、あるいは北朝鮮の共産主義体ＩＩｉｌｌからの外圧がかかるかわか

らないからである。
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その時、肺|巡|も権威主義('り体IIiIlの強化に逆戻りし、反動化するかＭＩＩれな

い。仮に－時的にせよ、南北jlﾘl鮮の強権体Ili'|の均衡という榊図のTV現も決し

て否定し切れないだろう。こうした鹸悪の選択を避けるためには、多分に、

いわば椛威主義体IIi'１から脱皮し切れていないという懲味での毒をもって赤を

Ilil'すの類いのことかも知れないが、政府が新しい質の主導性を発揮して、お

よそ次のような政策路線の転換をＩ化し進めることが求められる。

経済政策については、すでに経済計１１１１の性格、位殻の重要な変化が進んだ

ことを確認した。それは、①「氏||Ⅱ主導」の経済運営が強調されるなかで指

令的性格を失って展望計皿化し、②内容｣ｪで「先成長・後分配」を改め社会

的公正を雨祝する「経済社会発展計uml」となり、しかも③計Im1の立案過程を

公開して国民の参力'1度を高め、経済政策路線｣二のコンセンサスを形成する手

段としての性格を新たに持つようになった。この変化はもはや後戻りするこ

とはない、とみてよい。

ただし、政策金剛|をはじめ、「'1M発jilll裁」国家を特徴づけた強力な政策手

段はなおかなりi品存されている。そして89年のように輸入が急増した反iiiで

jliiiii出が減少し、経済成長に対する外需の寄与率がマイナスにjliえじた局面では、

政策路線も、現に一時的にせよ、逆戻'）しかけた。TIjぴ政府の輪,,1,やハイテ

ク産業への支援政策が復iiIiされ、ＩｌｉＩ限されていた財IIjLlなどへの金融が緩和さ

れ、金融実名IIill度を棚上げし、ここ地政策も後退させられたからである。そし

て前述のように、全労協などの労１１１１運如の汎Ilillが強化されたのである。これ

までは輸出主導の成健政策への逆転かと評(ｌ１ｌｉされても、答えようがないだろ

う。だが、その後はこうした成踵政策MIjVlllllでストップされ、１りぴ安定政

策に戻ったが（深川［1990ａ])、このような動揺をみせるようで､は、民IHI主

導とか、内需主導とか、諦絡差縮小などの政策スローガンへの民衆の信柧は

えられないだろう。またそれでは、政策作Ｉ)への|玉|民各層のより広い参lmilも

実現しそうにない。

（２）社会・経済政策の変革

これまでにも徐々に進んできているように、経済社会発展計画が、前述の

ようにハードな計画から、よりソフトな展望やそれにもとづく誘導に転換し、
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民衆の積極的な参四と支持をえていくためには、なによ'）もまだ峰視されて

いる分配政策を決定｢1<ﾉに鹸化し、地域・)韮業・社会政策による諸格差を大ｌＩＷｉ

に縮小していくことがｲ〈１１火だろう。そのためには、ＬＬとⅢii導の市場経済の

日[''化を』i1訓とはしながらも、政府のなすべき公共政策の祇恢的役割を時限

(1<)にでもlﾘl砿に設定すべきだろう。そのｉｒＩｉで政府の機能を強化するためには

税Ilillなどの改革も欠かせない（伊來［1990])。その場谷、逆進的な'１１１接税を

改革しつつ所得税などにウエイトを移行させていくことが、jlI平賀の縮減と

ともにぜひとも必要だろう。そのなかで、総合二k地税IIillの独化が資産格差の

縮小のために璽要な役;ｌｉｌｌを来たすだろう。それはまた、ソウルなどの人ilillTl7

集'１１を途]|{し、ｒｌ然環境保全の視点などを蹄まえた農村'''１題のW1l決も含む地

域'１１１均衡にも役立つだろう。

また内需主導化とはいえ、のちにも述べるようにiiiiiiIll,戦１１%の頑要性も否定

できない。その場合、これまでにも進められてきたｲ''千|玉|の多様化のほか、

すでに指摘されているとおり、少,lii1,剛Ｍｉ型から多,Iii11枕少１Ｍ三産型へのlliz《換

をはじめ、それによる問付力l1I111i仙化、非ｲilli格競争力や'１戊売．サービスノjの強

化、そのためのハイテクなどの技術|Ⅲ|発や、とくに試作能ﾉ｣の強化のほか、

産業AlA想の転換も必要になるだろう。さらに、ｉｌＷ１ｌｉｌ１１のlIiiiill1IにＩＩＬまらず、近年、

急激に進みつつある安本のIliiliiIljlまで含めたjliiliilll,lluil'Ｗ)ili武換が柵想されねばな

らないだろう。海外ill[接投査は、摩擦lnl避だけなく、技術'ﾘﾘ(収のための先進

諸'五1への進出がすでに進んでいるほかに、途上国などへの進111,も急激に噸大

しつつある（水野［1990]、蛾)|：［1990])。とくに途｣二liFlへの地}'1,については、

これまでのl｣鮠関係とも似ているが、他1剛ｲなどのjliiliill11のほか、資本や技術

などの輸出に｣こまらず、インフラ|＃1発などのための援lﾘﾉＭｒ要になるだろう。

さらに、こうした111接投資について注意されねばならないのは、すでに国

内製造業などの雇川鈍化にその効采がUilわれているのではないかと推察され

るが、｜玉|内雇用の保障とのバランスがｌＩｌｌ題である。もちろん、櫛造的に低生

産性の分野で、その製,IiT11やサービスの大lI1WiなI111i格上ｻﾄなしには、一層の賃上

げや労働時'''1の短縮などの労Ilill条件のlfil上が不可能な｣i笏谷は、途｣二圧|などへ

のその産業の移転は避けられないだろう。だが、そうした)砿業分野から放'11,

される労働者の雇川(米lljitには十分なiIMi(が必要である。その場合、分配政策
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そのものが本質的にそうであるように、徒らに保謎するのではなく、将来の

労働者としての、TlT民としての'二|立化のために、将来性のある国内産業．職

業に転換可能な能ﾉﾉ関発のための助成を'''心として追求されるべきだろう。

同様な産業・職業の転換とＭ１1保障の'''１題は、今後、産業余柵造の高度化

やサービス経済化のなかで多数発生すると予想される。そのなかで、財閥資

本力の支配にもとづくハードな産業組織は、よりゆるやかな企業グループに

変身するとともに、経営の意欲と能力いかんで'二１１１１に参入できるソフトな産

業組織に転換せざるをえないだろう。そのなかで、経費なども安く、機動力

に富んだ'１１小企業が成長し、これまでの下請関係のような｣1下の縦断構造で

はなく、専門的経営・技術力をｌｉＩｌｉえ、対等の価格交渉力などを持った関連,|，

小企業と大企業の横断構造が形成されていくことが望まれる。そうなると、

単に守勢に立った111極的な雇)'１保障ではなく、こうした産業榊造や産業組織

を支えうる、前述のように械極il0な雁Illl)|L陣が'''1題になってくるだろう。

要するに、産業榊造では上述のような部)享な｢'１規模企業群が形成され、社

会階屑や企業ｉｉ１ｌ織としても、｜可じく分１７な'l1llI[|層が形成される、というのが、

いわば｣０１侍される展望でなければならないだろう。すでに大企業などを中心

として、袴理職・型,〔''１１技術lIilli・zlF務職などのホワイトカラーだけでなく、４１ｉ

産職などのブルーカラーの分11｢でも、特定企業への長jUl勤続化が進みつつあ

り、そのなかで多能型の熟練形成が行われ、同時に地位昇進も進みつつある

ことはすでに考察したとおりである。おそらくそれと同時に、ホワイトーブ

ルー'''１の諸格差もしだいに縮小しつつあるとみてよい。それなしには、ＬＭｉ

や|仮売の職場とiMi1iした生産轡1111や|仮売管肌などの改良もその実を上げるこ

とは不可能だろう。とくに製造業では、技術|汁1発や応川試作や１ＭE管理など

における技術者と熟練工などとの協力関係は成立しえないだろう。またそれ

なしに、肉体労Iiilやサービスなどを帷祝する儒教型勤労観の変革（滝沢

[1990]、深)|｜［1990ｂ]）も実現しないだろう。

とくに87年の人争議以降は、と|)わけ大企業を'１１心として、＿上述のような

内部労働Tl７場の発達が一段と進むとliil時に、労使関係の対等化も進み、企業

内福利厚生も－１Wi充実しつつある。そうなると、社会的不公正として'三|立っ

てくるのが、農業と|司時に、’１１小企業における家父長｢1りな労使|對係と労働．
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，L|【iiIi条件の遅れである。そのうち、家父災的な労使関係の残存については、

たとえそれが暴父型ではなく、慈父型でも労IliI三権などをIﾘ1示的にiii提とし

ない以｣二、労ＩｉＩﾘ,者にとって不平等であり、不利であるだけでなく、経営稀Il1ll

としても経営梓理やｲ１２朧Ｉ！'；｣二笄などのための労１１ﾘl者{11'1からの'１i'1激がえられに

くいだろう。こうした状》,lを児服するためにも、鯨|玉|労総や今労協や産業別

組合などの農業や零細企業も含めた未iMl細対莱の体系化と格段の強化がj0l侍

される。

これに対し、’１１'ＭＹ業の成長そのものを促進する公共政策は、今後ますま

す充実するだろうが、それがとくに企業内福利１７生のキャッチアップまで波

及効采を持つことは1M|iしいかも知れない。この点を解決するには、’１１小企業

などのＩＬｌ乖的な共lTil福祉ﾕｌＩ業を発達させるのが本筋だが、それが軌in[に来る

までの公共政策の支援がぜひ必要となるだろう。そのためにも、イＭｒ．'王

族．労災保険の－屑のb/ti災や失業保険の新設も含めた社会係|境の発達、さら

に最低賃金IIillの－屑の充実などの広義の勤労雅準政策の発達も進められねば

ならない。それなしに|人I1il柱導型経済発展の将来は展望できないだろう。さ

らに、近ｲIﾐ、｜正|際(1<jにも|lIl題祝されてきている、カネ余りによるリッチルiの

森侈や株．ここ地投機、ギャンブルの横行、治安の恕化、さらには勤労の意欲

と倫I1llの低-|くなどの「NIEslii三候11:ﾄﾞ」（MWiIj･'1！)||･粁林［1990]）も、これまで

|ﾘ|らかにしてきた公共政策の強化という赤をもってIlillしつつ、民衆のにIfl垳

勅の展開を待たねばならないのだろう。

（３）新しい対外地域政策に向けて

このような社会・経済政策の変ｊＩｌ:にUAI連して、すでに政府も「TIT場経済秩

序」を雑洲としつつ「政府機能」の兄iiiしと「ilj定１１ﾉ:」を強調するように

なってきている。今後の'''１題は、模索され{附泣されるべき新しい政策脇線、

今後の糊正|に安定的でlfl律的な経済発展を脈係するための政策路線の|ﾉﾘ容を

lﾘ１１M;に国民の前に提示することであろう。その場合、新しく変化しつつある

|正Ⅱ祭環境にも対応できるよう、光分に|Ｗ意しなければならない。

というのは、急速な賃金_上昇や労'1ﾘ111柵lの蜘絲iや生活保障諸Ilill度の改革な

どによって、内需型経済発展の可能|【ｌｉが拡大しつつあるにせよ、小半局|玉|林
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'五|にとってⅢ輪111,立|正1〃は'五|赴でありつづけるに、違いないからである。だ

が、ｉｌ１ｊ速工業化に成功した]i(iltl玉|は、すでにみてきたように|正|内的にもこれま

での政策路線をつづけられなくなっていたが、それだけでなく、’五|際環境の

変化によってもこれまでの政筑協線ではやってゆけなくなっている。一つに

は、糊却が先進工業|過|の｣也位に近づいたことが、すなわち具体的にいえば軍

化学=I:業化の蕪礎を築き、ツjrlili1lill｣;》にも「lli1<換点」を迎えたことが、輪ｌｌｌ１指

lhl工業化の|ﾉﾘ笑となっていた、身ili雑な、しかし'二|前の技術|洲1発力に欠ける受

託力'1二[:輸出的な発展のl1MLを浮き１１１，させるようになった。また、よ')根本｢１０

に、｜U§界市場の榊造(1<｣不均ｉＩＷの深化からｲ《Iill洲ﾘﾐが異常に高まり、｜;Iill祭'''1の

経済摩擦Ｍ２じて、これまでのようにllWILTIj場の安定を前提にただやみくも

に売')こめばいいということでは済まなくなってきている。戦後ＩＭＬ市場シ

ステムそのものの大ili云換に自覚'1<｣に対応する、２１世紀を兄通した新しい対外

政策路線の硴立が求められているのである。

したがって、今後、安定的で'411;|LiI<｣を経済発展を{iWi(采するためには、一方

で、二種類の技術|Ⅱ１発力の盤Iilli--先端科学技術のIJl:究開発体Ilillと職人(1<｣熟

練の要素と分かちｌＭＩｉく結びついた機械Ⅲ[技術の厚みの形成一を通じて、

Zii化学工業化の内実を真に脚立(I<)なものへとi高めていくこと、それにひきつ

づいてエレクトロニクス、情報化の技術についても、自前の|；'1発ﾉ｣をつく'）

だしていくことが求められる。それには、１１ｲ1A|企業などが|【l前の研究|ｻﾄ1発に

乗')'11,すのを助成するとともに、これまでの狭い財'１M偏亜から政策対象を１１１

小企業に拡げ、その育成を図ることが必要となろう。

だが、他力で、まったく新たに１１１:界Tli場の安定に応分の責任を分担し、さ

らには積極的に対外地域政策を形成し腱|ⅡＩすることを求められる。すなわち、

Miiiill11立|正|〃のためには|Ⅱ|放ｉＩりなlMLTlT｣i脇をできるだけ維持するために貿易

｣この不均衡を累積させないようにし、にもかかわらずlE1際通貨関係の不安定

と保識主義の強まりによって、地域化の傾lhl1が避けられないとすれば、アジ

ア近隣諦国との'''1に、、!〔被投資も含めて、比較優位の移動にともなう榊造調

整をスムーズに進めながら安定｢1<)に発股できる地域TIj場レベルの述携を作り

出していくイニシアティブが求められる。とりわけ、ここに今l]的な新しい

質の政府の役;';||、三ｉｉ導性があるのではなかろうか。
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ただ、その実邸ilは、これまでの椛威主義llil家体ＩＩｉｌｌのエリートの超然性から

くる柔軟'111一決|折ﾉj、変り身の｣Ｔｌ･ざ、すばしこさ－によっては保証きれ

ないだろう。というのも、それは、ＥＣ統谷の例をみてもil1l:ちにIﾘ}らかなよ

うに、まず|)ﾄ１発iMli時代の負の道)韮を児１１Ｍして、〈北〉との、次いで１１本、

さらに中|玉|との、IXj衆レベルでのわだかまりを解きほぐす|正|氏(|り友好の地iii

な」i喋礎作業なしにははかばかしい成功は望めないからである。歴史を共有す

るとはいえないアジア地域の文化｢l<ル政治(|<)多様性に想いをいたすならば、

このことは一層強調されるべきであろう。政府のイニシアティブが求められ

るとしても、それは、これまでのようにlElhIjの'''1に/u製をつくりながら強ﾘ｜

に一方的にijlつばるというようなものではなく、ｌＬｌｌｌ１でiiIiﾉ｣ある市hルベル

での、経済に限らず学術文化などの広施な友好交流のⅢ)上が')のなかで、

それに呼応し導くようなイニシアティブでなくてはなるまい。

技術開発ﾉﾉの蝋lWiMMliしい、時llI1がかかる課題であるが、イⅢ;実性を増す

ＩＭＬ市場のなかで小輸'11,立|Tl〃を係iiiliするための対外地域政策の股|)ﾄ]もそれ

以_上に難しい、しかも政治体IlillのLL三ｉｉ化、つまり政WLi体IIillの先進|正|化をぬき

にしては成功し靴い課題なので､ある。それに関連して、Ｗ１放農政〃などの

圧ﾉ｣のもとで動柵してきた農阯の''１１に、近ｲli、初めて「全|玉|農Lli述仙迎合」

が結成された。こうした社会迎iIi)１に対しても、かつてのようにｌＩｌ１圧や懐柔な

どによって対応するのではなく、’五'1Ｍ勺]ql1l1Wを進めるとlTTllⅡfに、対外i19な榊

造調整とのバランスをllXlっていくことなしに、「政府機能」のリーダーシッ

プが「再定立」されることにはならないはずである。
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